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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」の事後評価報告書であ

り、第１８回研究評価委員会において設置された「有害化学物質リスク削減基

盤技術研究開発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、

第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日）に諮り、確定されたものであ

る。 
 
 
 

平成２２年２月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」 

事後評価分科会委員名簿 

 
（平成２１年１１月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 岩澤
いわさわ

 康
やす

裕
ひろ

 

電気通信大学 量子・物質工学科 教授 

分科会長

代理 
川本
かわもと

 克也
か つ や

 

独立行政法人 国立環境研究所 循環型社会・廃棄物研

究センター 資源化･処理処分技術研究室 室長 

委員 

阿部
あ べ

 正彦
まさひこ

＊ 東京理科大学 理工学部 工業化学科 教授 

市川
いちかわ

 芳
よし

明
あき

 

株式会社 日立製作所 地球環境戦略室 部長 

小出
こ い で

 重幸
しげゆき

 

株式会社 読売新聞東京本社 編集委員 

田辺
た な べ

 陽
よう

 

関西学院大学 理工学部 化学科 教授 

平野
ひ ら の

 克己
か つ み

 

日本塗装機械工業会 専務理事 

敬称略、五十音順 
 

注＊：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：東

京理科大学山口東京理科大学基礎工学部）「NEDO 技術委員・技術評価委員

規程(平成２１年７月１５日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排

除）により、利害関係はないとする。 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２１年１１月１２日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 
６．プロジェクトの詳細説明 
 6.1 研究開発成果、実用化、事業化の見通しについて 

非公開セッション 
 6.2 実用化、事業化の見通しについて 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 現地調査会（平成２１年１１月１１日） 

加美電子工業株式会社（宮城県加美郡加美町） 
 
● 第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
有害化学物質リスク削減のための基盤技術研究は我が国の国家戦略として環

境、健康など人類社会の持続的発展に必須であり、NEDO 事業の意味合いは高

い。事業の位置付け及び必要性は時代の要請に明確に応えており、特に、産業

の基本的な化学品である溶剤に起因する VOC（揮発性有機化合物）排出の削減

に、生産と処理そして管理システムの３側面から取り組んだことは評価に値す

る。また、中間評価以降の進展も新しく有効な成果を挙げており評価できる。

関係者が環境対策に対して意欲と理念を持って研究開発に注力したことも評価

される。 
しかし、事業化までのシナリオについては、有害化学物質リスク削減のため

の要素技術開発が事業化による利益に繋がることの道筋を明確にすべきである。

広範囲な産業分野での有害化学物質削減に波及できる実用化の明確化と提示も

欲しかった。また、各個別テーマ「インプラント技術」「エンドオブパイプ技術」

「削減支援システム開発」が、国全体としてどれだけ VOC 削減に寄与し得るか

については、総括する立場の更なるマネジメントも必要であろう。 
 
２）今後に対する提言 
コスト及び技術そのものについても従来法より優れる、総合的に見て費用対

効果を有す世界最高水準の技術開発を目指してほしい。品質やモノ作りの裏方

的な側面があり、経済情勢の仕分けが厳しい現状で、環境調和という重要ポイ

ントを十分にアピールする必要がある。特に有害化学物質規制に関しては欧州

に後れを取っているので、重要技術として権利化するとともに国際的にアピー

ルしてほしい。科学的考察や基礎実験による技術メカニズムの裏付けも、他へ

の応用性・波及性の観点から望まれる。 
幾つか見受けられた革新度が高い新技術については、その技術を別の目的へ

転用できる可能性が十分あるので、一般公開して周知徹底することが望まれる。

技術開発成果の適用分野を示し、各分野へ適用した場合のコスト評価をして実

用化を拡大することに繋げてほしい。 
「化学物質」に対する一般市民の不安感を払拭するための前向きの広報活動

も必要であり、有害化学物質に関するリスク削減技術の存在を、消費者・市民

に伝え、生活に伴う種々のリスクを考える手がかりにしてもらうためには、「カ

タカナことば」「アルファベットの省略表現」はできるだけ避けるなど、「伝え

る」ための努力が必要になる。
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
環境負荷、リスク、生活の利便性、技術開発など、さまざまな要素を束ねる

領域横断的な事業で、NEDO が果たす役割は大きい。有害化学物質の有害性は、

即座に結果が顕在化するものもあるが、大半は、長期暴露後など有害性が潜在

化しているため、事業者にとって投資をし難い面があり、国全体としても欧米

に遅れをとっている。NEDO の役割として最も効果的で実証を示す事の出来る

事業としての意味を持っている。また、環境技術の国内活用以外にも、環境負

荷低減技術の国外への移転など、国際的な貢献が大いに期待できる。また、い

ずれの個別テーマもNEDO事業としての意義は高く国際競争力ある技術開発に

迫っている。 
一方、本プロジェクトの性格上、市場の想定が困難な研究開発テーマもあろ

うが、マーケット調査に基づく事業化ロードマップが先送りになっている研究

開発テーマが特にエンドオブパイプ技術で見られる。なお、「リスク削減」とい

うプロジェクト名については、VOC の排出削減を事業の中核としたこととの関

連性がやや希薄と感じられる。 
環境技術は事業化において副次的とみなされることがあるので、今後も初期

投資の負担にとらわれず粘り強く開発努力を継続してほしい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
産官学の連携が取れている具体的な研究開発テーマが多く、産は具体的ター

ゲット、官学は基礎的・理論的裏付けというシナジー（相乗）効果が得られて

いる。また、VOC の総排出量抑制というＰＲＴＲ（Pollutant Release and 
Transfer Register 化学物質排出移動量届出制度）を側面から支える研究開発

目標は妥当であり、多様な技術が対象となっていることから「VOCの分解率90%
以上」などの目標設定も概ね妥当であろう。目標達成のためのスケジュールの

設定も妥当である。 
しかし、研究開発テーマの中には、産官学の協力が遅れてロードマップが先

送りになっているものもある。また、研究開発テーマ毎に設置されたプロジェ

クトリーダーの連携により何か相乗的な成果があったのかどうか不明である。

さらに、国全体としてどれだけ有害化学物質の削減に寄与し得るかについては、

各々の物質の分野別の使用量、今回の技術開発での削減量、全体での削減率な

ど、定量化した目標を設定することが望ましい。分解技術の場合、特に必要で

あるが、その効果を測定し、監視する技術の存在も重要である。両者が相俟っ
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て実効性を高めると考えられるので、この点についての一層の取組みが期待さ

れる。 
日本は、高品質なモノ作りでは優位であるが、化学物質の法的規制では欧州

に後れを取っている感があり、今後も環境立国としての独自技術を世界に示す

とともに外国特許戦略を練ってほしい。 
 
３）研究開発成果について 
プロジェクト全体としての成果は、概ね目標値をクリアしており、中間評価

以降の進展が評価できる。また、コンパクトな設備で投資効率に優れる技術や、

VOC を殆ど使用しない技術など将来的にグローバルな展開が可能なものも含ま

れている。さらに、超臨界 CO2 を希釈溶剤の代替物質とする技術、空気プラズ

マの先進的活用技術など、極めて独創的な技術がある。達成状況の検証にコス

ト面での適応確認と課題を抽出しており、成果としての内容は明確になってい

る。 
しかし、従来の方法や装置との比較においては、明確な差別や区別が十分で

ない研究開発テーマがある。また、「化学物質」という言葉を聞いて大半の市民

は不安感を抱き、何らかの「被害」を連想する。こうした状況を改善するため

にも技術開発以外に、より広くの市民に伝えるサイエンスコミュニケーション

を図る必要がある。 
技術の標準化への取組みは、ある程度の時間も必要であり、今後に注力すべ

きである。査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分か

るが、技術成果のオリジナリティとしても適切に成果を発表すべきである。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
一部の成果は実用化の可能性が極めて高く、技術的・経済的・社会的な波及

効果を十分に期待することができる。 
しかし、事業化までのシナリオは、概ね明確に描かれているものの、有害化

学物質リスク削減のための要素技術開発が事業化による利益に繋がることの道

筋を明確にすべきである。 
排ガス処理など環境浄化に関するエンドオブパイプ技術において、実ライン

で流入する対象物質は組成、濃度とも時間的に変化するため、その検証も必要

である。また、メンテナンスを含むトータルコストの低減や信頼性の向上など

を積極的に進めるべきである。さらに、有害物質削減支援ツールなど、開発の

意義は理解できるものの、どのように利用されるのか、社会へのインパクトが

見えにくい研究開発テーマもある。 
VOC 削減という命題だけで、コスト的に既存技術と同等あるいはやや優れる

程度では、現実の事業として困難が伴う。
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日開催）に諮り、了承された。

研究評価委員会から以下のコメントが出された。 
 
 ● 有害物質という言葉だけがひとり歩きすると、大きな悪影響の及ぶ産業

もあるので、分科会の提言にも書いてあるように、より広く市民に対し

てのサイエンスコミュニティを考え、成果をできるだけ一般に普及して

いくように努力して欲しい。 

 

 ● 揮発性有機化合物（VOC）については今後、関連プロジェクトの立案を

検討することが望まれる。 

   関連プロジェクトをやる、やめるというのは難しい判断であろうが、      

少なくとも、その判断基準をきちっと検討すべきである。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
 
 

 
 



１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
有害化学物質リスク削減のための基盤技術研究は我が国の国家戦略として環

境、健康など人類社会の持続的発展に必須であり、NEDO 事業の意味合いは高

い。事業の位置付け及び必要性は時代の要請に明確に応えており、特に、産業

の基本的な化学品である溶剤に起因する VOC（揮発性有機化合物）排出の削減

に、生産と処理そして管理システムの３側面から取り組んだことは評価に値す

る。また、中間評価以降の進展も新しく有効な成果を挙げており評価できる。

関係者が環境対策に対して意欲と理念を持って研究開発に注力したことも評価

される。 
しかし、事業化までのシナリオについては、有害化学物質リスク削減のため

の要素技術開発が事業化による利益に繋がることの道筋を明確にすべきであ

る。広範囲な産業分野での有害化学物質削減に波及できる実用化の明確化と提

示も欲しかった。また、各個別テーマ「インプラント技術」「エンドオブパイプ

技術」「削減支援システム開発」が、国全体としてどれだけ VOC 削減に寄与し

得るかについては、総括する立場の更なるマネジメントも必要であろう。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 有害化学物質リスク削減のための基盤技術研究は我が国の国家戦略として

環境、健康など人類社会の持続的発展に必須であり、NEDO 事業の意味合

いは高い。 
○ 事業の位置づけおよび必要性は時代の要請に応える明確なものであり、それ

を反映している有害物質の無害化・回収・代替の為の試行がバランス良くな

されている事業計画であるものと判断する。また、目標に即した研究開発成

果も十分に挙げられており、ほとんどのテーマについて、得られた成果の実

用化および事業化の見通しが十分に見込めるものと信ずる。 
○ 産業の基本的な化学品である溶剤に起因する VOC 排出の削減に、生産と処

理そして管理システムの 3 側面から取り組んだことは評価に値する。 
○ すべてのテーマについて、各々新しい着想に基づき有効な成果を挙げられて

いると考える。 
○ 化学物質の統合管理をにらんだ事業として、評価できる。特に、製品の原料

調達から製造過程、使用、廃棄プロセスまでを消費者に知らせるうえでも、

こうした事業の意味を広く広報したい。 
○ 「環境・安心」をキーワードに時代に即した研究課題であり、特に PRTR

の中で VOC を中心にその隔離・分解技術に関して、積極的な開発努力がみ
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られる。すでに中間評価にある通り、特に中小企業でのベンチャービジネス

指向でありその後の進展も見られる点が NEDO 課題として評価できる。 
○ 社会的責任として有害化学物質のリスク削減を目的とした基盤技術研究開

発は、事業者以外の公共機関等が支援するのは不可欠で、長期的な環境対策

の中でも重要である。環境対策に意欲と理念を持った関係者の研究開発は、

少なからず波及効果を生むと思われ、長期的視点からも評価される。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 有害化学物質リスク削減のための要素技術開発が事業化による利益に繋が

ることの道筋を明確にすべきである。 
● 目的に挙げられている「・・・安価で多くの事業者において導入可能な・・・」

という観点からすると、上記の判断を覆すほどではないが、必ずしも同意で

きないプロジェクトもあり、また NEDO の介入の必要性に疑問視できるも

のもあり、NEDO の関与については十分に吟味されているのでしょうが更

に検討する必要がある。 
● VOC の排出削減を中核としたことと、リスク削減という全体テーマとの関

連性がやや希薄と感じられた。何らかのしかたでリスクそのものに取り組む

姿勢もほしかったと思われる。 
● 成果の評価が発表論文、すなわち学術的な成果にやや偏っているように思う。

大学の研究はこのような評価基準でよろしいと思うが、本事業では、たとえ

ば「標準規格への提案」などの実用的な成果も考慮すべきかと考える。 
● 全般的に、用語の使い方に注意を図る必要がある。業界ならびに技術者内輪

での議論に終始するのでなければ、市民の理解しやすい表現を図ることが求

められる。 
● 開発スピードがまちまちで、中にはすぐにでも実用化が望まれるテーマやロ

ードマップが広がりすぎでターゲットが絞り込めないものがあった。 
● 削減の対象となるリスクそのものが、ＰＲＴＲ上位２０物質であったり、

VOC であったり、若干曖昧であり、削減の定量的な数値目標もないため、

個別プロジェクトのテーマの目標に設定に対して自由度が大きく、最終的な

実用化との乖離が出たと思われる。 
● テーマのカテゴリーを、インプラント、エンドオブパイプ、ソフトに分けた

ことは、全体としての成果が実用化として課題が残っている、最大の原因と

思われ、領域の狭い分野でのインプラントのテーマが実用化の成果を残せた

原因にもなった。広範囲な産業分野での物質削減を期待する場合は、「シス

テム」としてのテーマをカテゴリーに加えると効果的であったと思われる。 
 

1-2 
 



〈その他の意見〉 
・ 各個別テーマが、全体としてどれだけ VOC 削減に寄与し得るかについて、

総括する立場の NEDO として示すことも必要ではないかと思う。 
・ 中間評価以降、概ね、優位な進展がみられる。また、「環境・安心」への政

策における推進力も追い風であるので、そこに注力し社会アピールしてほし

い。  
・ 有害化学物質のリスクの内容を、人の健康、生態系への影響など具体的な情

報として、現存する関係部門の情報を整理して伝え、個別の目標設定をしや

すくする配慮がほしかった。 
また、そのリスクの存在を業界別などで概略示して、質、量ともにリスク削

減の効果の評価をしやすくする配慮も同様である。 
また、事業者への環境対策の支援を目的とするならば、リスクの存在ととも

に、各業界、企業規模でのニーズを調査、把握して、個別テーマの選択が必

要であったと思われる。中小企業支援との目標もあるが、個別テーマは中小

企業には、かなり乖離したものも見られた。 
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２）今後に対する提言 
コスト及び技術そのものについても従来法より優れる、総合的に見て費用対

効果を有す世界最高水準の技術開発を目指してほしい。品質やモノ作りの裏方

的な側面があり、経済情勢の仕分けが厳しい現状で、環境調和という重要ポイ

ントを十分にアピールする必要がある。特に有害化学物質規制に関しては欧州

に後れを取っているので、重要技術として権利化するとともに国際的にアピー

ルしてほしい。科学的考察や基礎実験による技術メカニズムの裏付けも、他へ

の応用性・波及性の観点から望まれる。 
幾つか見受けられた革新度が高い新技術については、その技術を別の目的へ

転用できる可能性が十分あるので、一般公開して周知徹底することが望まれる。

技術開発成果の適用分野を示し、各分野へ適用した場合のコスト評価をして実

用化を拡大することに繋げてほしい。 
「化学物質」に対する一般市民の不安感を払拭するための前向きの広報活動

も必要であり、有害化学物質に関するリスク削減技術の存在を、消費者・市民

に伝え、生活に伴う種々のリスクを考える手がかりにしてもらうためには、「カ

タカナことば」「アルファベットの省略表現」はできるだけ避けるなど、「伝え

る」ための努力が必要になる。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 科学的考察や基礎実験による技術メカニズムの裏付けがあれば、プラスの波

及効果を与えると思われる。また、「化学物質」に対する一般市民のネガテ

ィヴな抵抗感を払拭するための前向きの広報活動も必要であろう。 
・ 個別テーマの実用化の面では、現行とのコスト比較まで到達しているものも

あるが多くは、技術課題克服も含めて、これからであり、是非、技術開発成

果を各分野へ適応した場合のコスト評価をして頂きたい。特にエンドオブパ

イプ技術は汎用性があるわけではないので、適応分野を示すことも実用化を

拡大することにつながる。 
・ コスト評価の場合、通常行われる設備費とランニングコストでの比較以外に、

有害化学物質を原単位として、削減の単位重量当りのコストとして換算して

おけば、従来の方式との比較も評価しやすくなる。例：○○円/kg－有害化

学物質。 
・ 塗料、塗装に関するインプラントの３テーマは、塗装全体から見ると部分的

なものであり、波及効果を期待するならば、テーマ同士の技術交換も含めて、

塗装システムとして課題克服に対応する事が不可欠であり、そのためにも、

今後の継続支援が望まれる。 
・ 有害化学物質リスク削減のための要素技術開発が事業化による利益に繋が
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ることの道筋を明確にしてモデル事業を選定して普及に貢献したらどうか

と思う。 
・ プログラムの全体成果として VOC 削減にどれだけ寄与し得るものであった

かについて、研究を総括する立場として示すことも必要ではないかと思われ

る。 
・ 助成期間は終了するが、実用化・工業化が具体的になっていないテーマにつ

いては、これまで公的資金を使って築き上げてきた技術および装置を無駄に

することなく開発を続け、是非ともより良いものを完成させる必要がある。 
・ 既になされているとは思うが、優れた研究成果については、多くの人が利用

できるように周知する努力、さらに海外にも日本の優れた技術として発信す

ることにもつなげられることを期待する。 
・ 化学物質に関するリスク削減技術の存在を、消費者・市民に伝え、生活に伴

う種々のリスクを考える手がかりにしてもらうためには、「カタカナことば」

「アルファベットの省略表現」はできるだけ避けるなど、「伝える」ための

努力が必要になる。 
 
〈その他の意見〉 
・ コストなおかつ技術そのものも従来法より優れる、トータルな意味での費用

対効果を有す世界最高水準の技術開発を目指してほしい。品質やモノ作りの

裏方的な側面があり、経済情勢の仕分けが厳しい現状で、環境調和という重

要ポイントを十分にアピールする必要がある。特に化学物質規制に関しては

欧州に後れを取っているので、重要技術として権利化とともに国際的にアピ

ールしてほしい。 
・ 幾つか見受けられた革新度が高い新技術については、その技術の別の目的へ

の転用の可能性が十分あるので、一般公開して周知徹底すべきである。 
・ 期間終了後であっても、特に重要であると判断されたテーマについては変化

する社会的・経済的要請に敏感に応えるために、柔軟な予算の確保にも配慮

されたい。 
・ 「エンド・オブ・パイプ」「イン・プラント技術」「ＰＤＣＡサイクル」「Ｅ

ファクター」―などの用語は、できるだけ平易な「日本語」の表現に移行さ

せる必要がある。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
環境負荷、リスク、生活の利便性、技術開発など、さまざまな要素を束ねる

領域横断的な事業で、NEDO が果たす役割は大きい。有害化学物質の有害性は、

即座に結果が顕在化するものもあるが、大半は、長期暴露後など有害性が潜在

化しているため、事業者にとって投資をし難い面があり、国全体としても欧米

に遅れをとっている。NEDO の役割として最も効果的で実証を示す事の出来る

事業としての意味を持っている。また、環境技術の国内活用以外にも、環境負

荷低減技術の国外への移転など、国際的な貢献が大いに期待できる。また、い

ずれの個別テーマもNEDO事業としての意義は高く国際競争力ある技術開発に

迫っている。 
一方、本プロジェクトの性格上、市場の想定が困難な研究開発テーマもあろ

うが、マーケット調査に基づく事業化ロードマップが先送りになっている研究

開発テーマが特にエンドオブパイプ技術で見られる。なお、「リスク削減」とい

うプロジェクト名については、VOC の排出削減を事業の中核としたこととの関

連性がやや希薄と感じられる。 
環境技術は事業化において副次的とみなされることがあるので、今後も初期

投資の負担にとらわれず粘り強く開発努力を継続してほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 環境負荷、リスク、生活の利便性、技術開発など、さまざまな要素を束ねる

領域横断的な事業で、NEDO が果たす役割は大きい。また、環境技術の国

内活用以外にも、環境負荷低減技術の国外への移転など、国際的な貢献が大

いに期待できる。温室効果ガス削減抑制の国際的な枠組みの中で、CO2削減

枠の一部をこうした環境対策技術の国際貢献、国際協力によってまかなう手

法が、将来的により重要になり、将来的な方向性も考慮すべきである。 
○ 今後も VOC リスク削減は不可欠な課題であるが、企業の投資対象として優

先順位が低くなる可能性がある。その点で、特に中小企業でのベンチャービ

ジネス指向である点が NEDO の役割として費用対効果の点で評価できる。 
特にインプラントでは即効性の優れた課題がある。 

○ 化学物質の有害性は、即座に結果が顕在化するものもあるが、大半は、長期

暴露後など有害性が潜在化しているため、事業者にとって投資をし難い面が

あり、国全体としても欧米に遅れをとっている。NEDO の役割として最も

効果的で実証を示す事の出来る事業としての意味を持っている。さらに、事

業者は現在、環境面、安全面の両面で社会に対するコンプライアンスとして

企業指針が不可欠となっており、特に化学物質の有害性の情報を求めている

 ため、成果の波及効果は大きい。
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○ いずれも NEDO プロジェクトとしての意義は高く国際競争力ある技術開発

に迫っている。一部は見通しが得られている。 
○ 産業基盤の一つである VOC を正面に据えたことは評価できる。 
○ 有害化学物質のリスク削減のための基盤技術の開発は、環境安心イノベーシ

ョンプログラムの目標達成のために十分寄与している。エンドオブパイプ技

術は、小規模、零細規模の生産設備にとって必要な技術開発でありながら、

大きな経費負担が期待できない事業者単独では急速な改善・進歩は望めない。

また、インプラント技術は、リスク削減という目的での技術開発が事業者の

通常の投資活動の対象になりにくい。そのため NEDO の果たす意義は大き

いものと信ずる。 
○ 環境安心イノベーションプログラムの目標達成には十分寄与していると考

える。予算との比較においては、むしろ予算以上の成果が得られていると考

える。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 「化学物質」という言葉を聞いて大半の市民はネガティブなイメージを抱き、

何らかの「被害」を連想する。こうした状況を改善するためにも、こうした

プロジェクトの存在は大きな意味を持つ。技術開発という主目的以外にも、

より広くの市民に伝えるサイエンスコミュニケーションを図る必要がある。 
● 研究テーマの性格上、市場の想定が困難なものもあろうが、マーケット調査

に基づくロードマップが先送りになっている課題が特にエンドオブパイプ

で見られた。 
● 「有害化学物質」と一括りにしているため、リスク削減の対象、目標が希薄

になった面もあったのではないか。また、化学物質全体が有害というイメー

ジにもつながりかねず、有害物質の特定化、具体的な有害性の情報提供も望

まれる。 
● 投じた予算に対する効果という点では、やや金額的に比率として大きい面が

あると思われるが、これは NEDO 事業として全般的にいえることかと思う。 
● インプラント技術の場合、NEDO の介入の必要性に疑問視できるものもあ

り、NEDO の関与については十分に吟味されているのでしょうが更に検討

する必要がある。 
● 国際競争力改善への貢献という点での踏み込みが、仕掛けとしてさらに必要

だと考える。これはしかし、この研究開発事業の外でやっていただいてもよ

ろしいかと思う。 
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〈その他の意見〉 
・ モノ作りの中核をバックアップする必要不可欠な技術である。現時点では国

際競争力がある。インプラントでは長期的戦略を要するものがある。環境技

術は企業化において副次的とみなされることがあるので、初期投資の負担に

とらわれず粘り強く開発努力してほしい。  
・ ＶＯＣ削減は喫緊の課題であるが、「有害化学物質」の中での位置づけが、

有害性が同等なのか、量的削減効果はどうなのかなど当初から分り難く、光

化学オキシダントとの関連等以外の知見がほしかった。 
・ 個別テーマの選定について、これらがいかなる絞り込みによって選ばれたか

についても、明らかにされるのがよいと思われる。 
・ エンドオブパイプ技術の場合、既存技術に対する優位性は投入した公的資金

に見合うものであると必ずしも言えない。 
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２）研究開発マネジメントについて 
産官学の連携が取れている具体的な研究開発テーマが多く、産は具体的ター

ゲット、官学は基礎的・理論的裏付けというシナジー（相乗）効果が得られて

いる。また、VOC の総排出量抑制というＰＲＴＲ（Pollutant Release and 
Transfer Register 化学物質排出移動量届出制度）を側面から支える研究開発

目標は妥当であり、多様な技術が対象となっていることから「VOCの分解率90%
以上」などの目標設定も概ね妥当であろう。目標達成のためのスケジュールの

設定も妥当である。 
しかし、研究開発テーマの中には、産官学の協力が遅れてロードマップが先

送りになっているものもある。また、研究開発テーマ毎に設置されたプロジェ

クトリーダーの連携により何か相乗的な成果があったのかどうか不明である。

さらに、国全体としてどれだけ有害化学物質の削減に寄与し得るかについては、

各々の物質の分野別の使用量、今回の技術開発での削減量、全体での削減率な

ど、定量化した目標を設定することが望ましい。分解技術の場合、特に必要で

あるが、その効果を測定し、監視する技術の存在も重要である。両者が相俟っ

て実効性を高めると考えられるので、この点についての一層の取組みが期待さ

れる。 
日本は、高品質なモノ作りでは優位であるが、化学物質の法的規制では欧州

に後れを取っている感があり、今後も環境立国としての独自技術を世界に示す

とともに外国特許戦略を練ってほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 低炭素社会実現のために、その先導的役割を果たすべき課題として進展して

いる。産官学の連携が取れている具体的課題が多い、すなわち、産は具体的

ターゲット、官学は基礎的・理論的裏付けというシナジー効果が得られてい

る。 
○ プロジェクトの目的が環境、安全である以上、事業者単独の困難さがあり産

官学の共同研究体制を取っており、効果が期待できる。 
○ 多様な技術が対象となっていることから、分解率 90%以上などの目標設定

はおおむね妥当な設定ではないかと思われる。 
○ 戦略的な目標が設定されており、明確な開発目標を定量的に設定もしている。

また、目標達成のためのスケジュールの設定も妥当である。適切な研究開発

チーム構成が多く見られるのは評価に値する。 
○ 適切に進捗管理や情報伝達などのマネジメントがなされていると考える。 
○ 揮発性有機化合物の総排出量抑制というＰＲＴＲを側面から支える研究開

発目標は、妥当と考えられる。研究開発の実施体制も妥当といえる。 

1-9 
 



 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 産官学の協力が遅れロードマップが先送りになっている課題もある。企業は

ニッチとして素早く切り込み、官学は将来の波及効果を意図した基礎研究に

重点を置く努力をさらに進めてほしい。  
● 目標設定が一般的に過ぎ、具体的に定量化した目標が望ましい。その結果と

して、領域、分野を特定化したインプラント技術は実用化につながり、エン

ドオブパイプは実用化の分野が非常に限定される結果となっている。「有害

化学物質」をＰＲＴＲで 20 位選定等までは良いが、各々の物質の分野別の

使用量、今回の技術開発での削減量、全体での削減率など、定量化した目標

設定が望ましい。これを行えば、必然的にコストの検証も同時に実施される

はずで、実用化の裏づけともなっていた。各テーマごとに「主要な VOC 排

出源」の表はあるが、規模、量が入っていれば、実用化のターゲットにでき

た。例えば、「印刷塗装」の枠は、印刷は種類が限定されるが、塗装は分野

が広く、この表からは実用化の規模等が予測できない。 
● 幾人かの PL のもとに委託先がありそれぞれ成果をあげているが、PL 間の

連携により何か相乗的な成果があったのかどうか不明である。 
● 分解技術の場合とくに必要であるが、その効果をモニタリングする技術の存

在も重要である。両者が相俟って実効性を高めると考えられるので、この点

についての取組みの跡がみえるとよかった。 
● 世界初といった開発のシンボル的な事項より、安定して効果を発揮する技術

こそがこの分野では必要ではないかと思われる。 
● 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手に対して、関与を求める体制を

整えているかについては明確ではない。 
● 今回はプロジェクトリーダーの方からの発表がなく、またご発表の中でもプ

ロジェクトリーダーの方の貢献が不明確であった。プロジェクトリーダーの

方がどのような貢献をされたかについても成果発表に含めていただけると

よりよろしいかと思う。 
● 社会情勢への対応には、留意する必要がある。「シックハウス症候群」患者

が増加傾向にあり、これを背景として「化学物質フリー」を標榜する住宅や

家庭用品が出回るなど、不合理な疑似科学が台頭している。こうした社会現

象も視野に入れる必要がある。揮発性化合物の過敏反応への対応技術、削減

技術にも留意するなど、技術開発の方向を狭い領域に限るべきではないと考

える。 
 
〈その他の意見〉 
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・ 「環境と安全」は、仕分け作業で、うまくアピールすれば最重点項目として

取り上げられるであろうから、産官学が一致協力してほしい。まずは、投資

効率より社会貢献を優先する。日本は、高品質なモノ作りでは優位であるが、

化合物の法的規制が欧州に後れを取っている感がある。環境立国としての独

自技術を世界に示すとともに外国特許戦略を練ってほしい。 
・ 予算、計画等は妥当と思われるが、通常２年程度で、その実用化の結果は予

測できる。今回 2007 年から２テーマ追加されたが、もう少し入れ替えても

良かったのではないか。更に、３年以上のテーマは「実用化」に焦点を絞っ

た形への転換の指導を強力に行っても良かったのではないかと思う。 
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３）研究開発成果について 
プロジェクト全体としての成果は、概ね目標値をクリアしており、中間評価

以降の進展が評価できる。また、コンパクトな設備で投資効率に優れる技術や、

VOC を殆ど使用しない技術など将来的にグローバルな展開が可能なものも含ま

れている。さらに、超臨界 CO2 を希釈溶剤の代替物質とする技術、空気プラズ

マの先進的活用技術など、極めて独創的な技術がある。達成状況の検証にコス

ト面での適応確認と課題を抽出しており、成果としての内容は明確になってい

る。 
しかし、従来の方法や装置との比較においては、明確な差別や区別が十分で

ない研究開発テーマがある。また、「化学物質」という言葉を聞いて大半の市民

は不安感を抱き、何らかの「被害」を連想する。こうした状況を改善するため

にも技術開発以外に、より広くの市民に伝えるサイエンスコミュニケーション

を図る必要がある。 
技術の標準化への取組みは、ある程度の時間も必要であり、今後に注力すべ

きである。査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分か

るが、技術成果のオリジナリティとしても適切に成果を発表すべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 全体としての成果は、目標値をクリアしている。インプラント技術の場合、

目標を達成しており、特許出願は多く、また研究発表、新聞・雑誌などによ

る成果の普及も積極的に行っている。 
○ 目標達成、論文、講演、知的財産権などについては十分な成果が得られてい

ると考える。 
○ 研究成果は順調にあげられており、国際的にも高い研究水準が達成されてお

り、評価できる。社会的な実用化も明確な見通しが感じられ、また一部では

実績を上げ始めており、予算投入の意義は十分あると判断できる。 
○ 独自技術の開発に基づく実用化が間近のものもある [例えば、A-(6), B-(1)]。 
○ コンパクトな設備で投資効率に優れるものや、VOC を殆ど使用しない技術

など将来的にグローバルなものも含まれ、全体にバランスが取れ、個々に有

意な進展がある。 
○ 各プロジェトとも、達成状況の検証にコスト面での適応確認と課題を抽出し

ており、成果としての内容は明確になっている。 
○ 概ね目標の成果が得られている。 
○ 個別の成果は技術的にそれぞれ示されているとおりであり、評価される。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
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● 一部であるが、成果の普及について誤りの記述があった。事後報告という大

事な書類であるので十分に精査してから提出すべきである。 
● 特許出願は容易であるので、出願された特許の有効性を評価する制度を確立

すべきである。 
● 標準規格へのアプローチがあまり見られなかったので、今後の改善を提案す

る。 
● 知的財産関連の進行状況は、まだ情報が十分ではなく、評価が難しい。 
● 成果の普及面ではセミナー・ワークショップが開催されている。技術関連業

界には情報が到達しているようだが、実際に社会への普及効果が十分かは判

断できない。 
● 例えば、単純なトルエン、キシレン溶剤などは、既存技術でも９０％以上回

収できる。こういった技術に対する優位性をトータルコストで比較実験やシ

ミュレーションで明瞭に示すべきである。 
● 目標自体に実用化に対する具体的な目標が明確になっていないため、成果の

結果から実用化を探索するようなテーマもあり、特にエンドオブパイプの

「分解率９０％以上」の目標は実用化を狭めたのではないかと思う。 
● 民間の技術研究開発の場合は、「特許出願件数」が「発表・講演」に比較し

て多いの方が一般的であるが、ここでは逆である。特許重視として内容、課

題の詰めに時間を割くべきではなかったか。新規性のアイデアとは別に、実

用化するための創意工夫が特許として有効な場合が多い。 
● 査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分かるが技

術評価のオリジナリティとしてもきちんと成果を発表すべきではないかと

思う。 
● VOC の削減が直接的な目標であり、その点では評価されるが、代替物のリ

スクや残さの処理など総合的な観点での評価も重要ではないかと思われる。

この点、言及しているテーマは少数であったという印象である。 
 
〈その他の意見〉 
・ 超臨界ＣＯ２を希釈溶剤の代替物質として開発する研究、空気プラズマの先

進的活用技術など、極めてユニークなものがある。こうした研究は逆に、一

度基礎研究の領域に持ち返り、さらに掘り下げると面白いと感じた。 
・ 当然ながら日本特許だけでなく、国際特許の出願が重要である。その後、国

際学会での発表や時間がかかるが論文作成を企業化後に行う。論文はインパ

クトファクターの高いものが望ましい。 
・ 成果の波及効果を上げるために、書類でのまとめだけでなく、無料、低料金

での成果の説明会をセミナー形式で行うとよいと思われる。 
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・ 技術の標準化への取組みには、ある程度の時間を要すると思われるので、研

究開発が終了した後のステップでよいと思われる。 
 

1-14 
 



４）実用化、事業化の見通しについて 
一部の成果は実用化の可能性が極めて高く、技術的・経済的・社会的な波及

効果を十分に期待することができる。 
しかし、事業化までのシナリオは、概ね明確に描かれているものの、有害化

学物質リスク削減のための要素技術開発が事業化による利益に繋がることの道

筋を明確にすべきである。 
排ガス処理など環境浄化に関するエンドオブパイプ技術において、実ライン

で流入する対象物質は組成、濃度とも時間的に変化するため、その検証も必要

である。また、メンテナンスを含むトータルコストの低減や信頼性の向上など

を積極的に進めるべきである。さらに、有害物質削減支援ツールなど、開発の

意義は理解できるものの、どのように利用されるのか、社会へのインパクトが

見えにくい研究開発テーマもある。 
VOC 削減という命題だけで、コスト的に既存技術と同等あるいはやや優れる

程度では、現実の事業として困難が伴う。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 一部は実用化に十分な期待を持たせる。 
○ 成果の実用化の可能性は極めて高く、事業化までのシナリオは明確にされて

いるので、技術的・経済的・社会的波及効果については十分に期待できる。 
○ 全体に実用化を見据えた取り組みがなされていると思う。 
○ 今回提示されたいくつかの新開発技術は、経済的、社会的波及効果を十分に

期待できる。また、課題も当事者がよく把握しているプロジェクトが多かっ

た。 
○ 上市ステージに若干の差異があるが、概ね想定通りの実用化がロードマップ

のとおり進捗している点は評価できる。導入企業にとって、初期のコスト試

算より将来を見据えスケールメリットを具体的に示すと設備投資へのイン

センティヴになろう。その基礎は整っている課題が多い。技術のメカニズム

解明に取り組む姿勢は、拡販への裏付けのみならず人材育成に寄与する。  
○ 各テーマとも実用化のイメージを図、フローシート等で定量化した形にまと

めており分りやすい。 
○ 事業化までのシナリオは、性能の向上、コストなど各種の項目でおおむね明

確に描けていると思われる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 技術要素と実用化に際してのコストパフォーマンスの具体化を明確にして

事業化への道筋を示す必要がある。 
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● インプラント技術の場合、速やかな多方面にわたるフィールドテストを行い

実用化の業種を絞り込む必要がある。 
● エンドオブパイプ技術の場合、中間評価の段階で実用化へのシナリオが不十

分であるとされていたと思われるテーマもかなり改善されているが、メンテ

ナンスを含むトータルコストの低下や信頼性の向上などを積極的に進める

べきである。 
● 最初に新しい技術を導入するときは量産できないのでコスト的に難しい時

期がある。そのような場合に助成金などが得られると普及の促進になると考

える。グリーンポイントのようなものである。 
● 有害物質削減支援ツールなど、開発の意義は理解できるものの、どのように

利用されるのか、社会へのインパクトが見えにくいプロジェクトもある。化

学物質については総合管理の実現が求められ、領域を広げた広報ツールとし

ての可能性を模索してはどうかと考える。 
● いち早く事業化が期待できるものと、むしろ長期的に取り組むべきものとの

個々のテーマで棲み分けをすべき。進展が想定より遅れている課題は、まず

ニッチで参入を急ぎモチベーションを上げ、多くのジレンマを克服してほし

い。汎用性の高いテーマは外国特許を取得してほしい。  
● 実用化の観点では、テーマの目標設定の時点でイメージが想定されるものが

多く、関連分野への波及効果も予期以上のものは少ない。逆に言えば、目標

自体に実用化での制約があったものがあり、目標設定が重要であると思われ

た。 
● 排ガス処理など環境浄化に関するエンドオブパイプ技術では、対象物質が均

一組成で流入し続けることはないと考えるべきである。また、維持管理にお

いても開発側では予想しない取扱いもあると考えねばならない。したがって、

想定される状況をできる限り幅広く見極め、技術的に対処すべきことが重要

である。この点の考慮まで十分と思われる個別テーマはなかったように思わ

れる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 初期段階のコストよりスケールメリットを重視することが優れた技術開発

に必要である。 ただし、VOC 削減という命題だけで、コスト的に既存技術

と同等あるいはやや優れる程度では、現実の事業として困難が伴う。 
・ 本プロジェクトが「実用的基盤技術の開発」であるならば、個別テーマの実

用化は当然だが、情報として、有害化学物質の全体の中で、実用化した部分、

応用展開できる部分、全く手付かずの部分に定量的に区分けして伝達すれば、

将来の対応にプラスになると思われる。そのためには、かなりの量のデータ
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が必要であるが、将来の課題も見えてくると思われる。 
・ 技術の個々の領域では、関連分野に応用可能な内容もあると思われる。その

ような視点での要素技術の抽出もすべきではないかと思われる。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１ インプラント技術 
 B-（2）革新的水性塗料の開発 
 B-（3）溶剤フリー塗装技術の研究開発 
 B-（4）有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 
 B-（5）革新的塗装装置の開発  
予備乾燥が不要で既存の設備でも使用できる水性塗料開発など、実用化が目

の前にあり、課題への対応も進んでいる産業技術も多く、経済的社会的貢献を

十分に期待しうる。溶剤フリー塗装技術では、揮発性溶剤に加え、エチレング

リコールを削減している点などが評価できる。有害廃棄物フリー高効率エステ

ル合成プロセスでは、VOC だけでなくトータルに環境負荷を減らすことへの取

組みが評価できる。VOC を用いない塗装技術は、規模の点で即効的というより

革新性・波及性が期待できる。 
しかし、事業化のターゲットは研究開発テーマにより明瞭、不明瞭とばらつ

きがある。上市し易い分野から切り込み、息の長い取り組みが肝要であろう。

また、塗装関連の研究開発テーマ３件は、幅広いニーズ（分野・業種）に全て

対応することが不可能であり、それぞれの特性に応じたニーズのマーケッティ

ングが必要であろう。 
今後も、インプラント技術の高度化が必要であり事業化の実現が期待される。 

 
〈肯定的意見〉 
○ 予備乾燥を回避する水性塗料開発など、実用化が目の前にあり、課題への対

応も進んでいる産業技術も多く、経済的社会的貢献を十分に期待しうる。 
○ 将来を見据えた長期的な視点で求められる課題が多い。特に VOC を用いな

い塗装技術は、規模の点で即効的というより革新性・波及性が期待できる。

他の塗料メーカー、特に末端業者への技術の共有・拡販も推進すべきである。 
○ 「革新的水性塗料の開発」は外観が適応する所から、「溶剤フリー塗装技術

の開発」はマグネ合金分野から、「高効率エステル合成」は医農薬等から、

「革新的塗装装置」は小物部品からなど、限定した分野で実用化を図りつつ、

周辺分野への課題を順次対応していけば効果が拡大する。 
○ インプラント技術の高度化が必要であり事業の実現が期待される。 
○ いずれのテーマも当然ではあるが、VOC 削減に寄与している。揮発性溶剤

に加え、エチレングリコールの削減も行っている点などは評価できる

（B-(3)）。 
VOC だけでなくトータルに環境負荷を減らすことへの取組みも評価できる

（B-(4)）。 
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超臨界流体の塗装への現実性のある応用は、新しい方向性として興味深い。 
○ 何れのテーマも、実用化できる優れた成果を挙げている。特に、有害廃棄物

フリー高効率エステル合成プロセスの開発や革新的塗装装置の開発の場合、

ＰＬ以下委託先や再委託先との見事な組み合わせおよび連携によるもので

ある。 
○ 古いテーマにも関わらず、新しい着想の効果的な技術が開発されており高く

評価する。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 揮発性物質の排出量が少ない溶剤フリーの塗装技術は、耐久性などをどのよ

うに確保するか、課題もあるが、実用化に際してはその特色、どんなリスク

が低減するのかを、社会にも広く知らせる工夫が求められる。 
● 既存技術との費用対効果比較で圧倒的とはいえない課題がある（B-(4)）。ま

た、ターゲットが明瞭、不明瞭とばらつきがある。上市し易い分野から切り

込み、息の長い取り組みが肝要であろう。 
● 塗装関連の３テーマは、幅広いニーズ（分野・業種）に全て対応は不可能で

あり、それぞれの特性に応じたニーズのマーケッティングが必要である。ま

た、実用化拡大には、成果の技術を幅広く展開するための仕組みの検討の方

が重要となる。 
● 査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分かるが技

術評価のオリジナリティとしてもきちんと成果を発表すべきではないかと

思う。 
● 一層のコスト削減効果を追求すべきである。 
● B-(3)におけるモノマー効率を向上する必要がある。 
● 触媒プロセスの実用化への道筋を明確に議論すべき。そうでないともっと良

い触媒開発がなされるであろう。 
● B-(2)について、削減効果の明示の仕方として、予備乾燥を不要としたこと

が定量的にどれだけの効果をもつか、示せるとよい。 
● 革新的水性塗料の開発は、ＰＬと委託先で解決できる規模のテーマであると

思われ、NEDO が関与するシナリオが明確ではない。 
 
〈その他の意見〉 
・ 水溶性塗料は強く要請される技術であるが、実際に現場で作業する中小企業

が使いにくいという声を聞く。人材育成も同時に求められよう。医農薬など

ファインケミカルズ中間体製造分野は、既存技術との優位性やターゲットで

厳しい競争が予想される。エステル生成物のスペックや触媒のライフ・廃
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棄・リサイクルが求められる。 
・ 「革新的塗装装置」は有機溶剤を液体炭酸ガスに置き換える画期的取組みで

あり、課題も大きい。現在、周辺も協力的であるが、材料面、ハード面、塗

装ソフト面での役割分担、課題を明確にしてパートナーを選択することが重

要で、関係者の協力が望まれる。 
・ 代替材料のリスクに関しての配慮も示すことが望ましいと思われる。 
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２．２ エンドオブパイプ技術 
 A-（2）直接加熱式 VOC 吸着回収装置の研究開発 
 A-（5）大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化

装置の開発 
 A-（6）デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発 
 A-（7）含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発  
研究開発テーマの中には優れたエンドオブパイプ技術が含まれている。基礎

的な裏付けのある研究開発テーマもあり、コンパクトで実用化を強く意識した

ものもある。 
しかし、削減率 90％以上というような目標設定については、妥当である反面、

種類によっては、絶対量そのものが問題になることもある。また、独自な技術

ではあるが、マーケット調査に欠く研究開発テーマや、コスト試算で従来技術

と同程度であるものがある。中には、実用化に向けてスケールを拡大していっ

た時、どんな課題が出るか読みにくい研究開発テーマもある。 
給油所での揮発性物質回収技術など、身近なところで活用されるだけに、市

民の関心を呼びやすい。市場投入と同時に、適時、情報を社会に普及させる努

力が求められる。また、海外に移転できる技術としての課題探索と克服にも期

待したい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 優れたエンドオブパイプ技術が含まれている。 
○ 基礎的な裏付けのあるものから、コンパクトで実用化を強く意識した課題な

ど完成度が高い。VOC 削減９０％以上をほぼ達成している。ガソリン回収

設備など日本の抱える問題を特徴づける即効性のあるテーマもあり評価で

きる。 
○ 各テーマとも有害物質削減の処理技術としては、プラズマ等の新しい手段を

用いており、既存方式の置き換えの実施は直ぐには無理であるが、限定した

分野から実用化を図れば、基盤技術としての波及効果等の役割は果たせる。 
○ ほぼどのテーマにおいても、中小の事業者に焦点をあてた装置開発を行って

おり、この点は評価できる。 
○ 4 テーマのうち、2 つについては、単なる除去だけでなく回収の観点を持ち

合わせた内容としている点も評価できる。 
○ 産業技術としての見極めは十分にされている。また、NEDO の実用化助成

は明確であり、技術的・経済的・社会的波及効果は十分にあるものと判断す

る。 
○ 古くから取り組まれているテーマにもかかわらず、実用性の高い着想が生か
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されており高く評価する。 
○ それぞれのプロジェクトにユニークな発想が持ち込まれており、実用化が極

めて近いと感じられる技術開発も多い。全体的に、技術研究レベルの高さが

印象に残った。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 削減率 90％以上というような目標設定がされるが、妥当である反面、種類

によっては、絶対量そのものが問題になることもある。 
● 査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分かるが技

術評価のオリジナリティとしてもきちんと成果を発表すべきではないかと

思う。 
● 独自な方法ではあるが、マーケット調査に欠くものや、コスト試算で従来技

術と同程度であるものがあった。 
● 実ラインへの適用となると既存の方式とコスト差、運転の安定性、メンテナ

ンス性など総合的に優位でないと難しい。基盤技術以外の周辺エンジニアと

なるが、実施例としてターゲットを絞ってのシミュレーションを行えば実用

化の課題が更に明確になる。 
● A-(2)について、高周波加熱方式の場合実用規模とするにはまだ課題がある

ように思われる。 
A-(5)について、大流量化できなければ、用途は非常に限定される。反応工

学的な検討が行えていない。 
A-(7)について、CaO 法の最大の課題は吸湿による固形化への対応だと思わ

れる。予期せぬ吸湿への対策が不可欠である。 
● 従来の方法や装置との明確な差別や区別が十分ではないと判断されるテー

マがあったので、NEDO が関与する以上は事前の徹底的な調査を期待する。 
● 実用に向けてスケールを拡大していった時、どんな課題が出るか読みにくい

テーマもあった。事業化へのプロセスを見守りたい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 炭素膜の応用は広い。 
・ ジクロロメタンやトリクレンなどの塩素系溶剤は今後インプラントや完全

分解が必要。ジクロロメタン対応は有機合成の特化技術として中小企業のニ

ッチ技術となり得る。VOC 漏えいフェールセーフ、装置の耐久性・メンテ

ナンス、従業員の安全対策も兼ね備えてほしい。 
・ 開発技術の普及のためには、技術の紹介をし、実ラインでの適用のシミュレ

ーションを事業者が行えることが必要となる。そのためには、この技術の応
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用例を示した資料を充実させるとともに、セミナー等の普及活動が望まれる。 
・ 例えば、A-(2)はトリクロロエチレンのみを対象とした検討というように対

象が限られているので、検討対象以外の溶剤への対策について考えておくこ

とが必要である。 
・ 類似の先行技術があるように思われるので、それとの差別化をよく考えて実

用化の戦略を練る必要がある（A-(5)が典型）。 
・ 給油所での揮発性物質回収技術など、身近なところで活用されるだけに、市

民の関心を呼びやすい。市場投入と同時に、適時、情報を社会に普及させる

努力が求められる。また、海外に移転できる技術としての課題探索と克服に

も期待したい 
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２．３ 削減支援システム開発 
C-（1）有害化学物質削減支援ツールの開発 
有用なシステムであり、特に、削減対策の実施によって排出量がどれだけ変

化するかをシミュレーションできる機能は実用的であろう。また、豊富な情報

を提供するウェブサイトは他に類を見ない点で高く評価する。 
一方、開発の意義は理解できるものの、成果がよくつかめず、どのように利

用されるのか、社会へのインパクトが見えにくい。また、運営主体がどこにな

るか、ウェブサイトのメンテナンスをどうするかなど、これからの重要な検討

課題も残っている。 
VOC に関する一般情報はネット等で提供されており、それらと差別化を図る

ためには、具体的事例、図、写真等のビジュアル化、大気汚染防止法での６分

野、特に塗装分野での整理された情報などの提供が有効と考えられる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 中小事業者にはとくに有用なシステムと思われる。とくに、削減対策の実施

によって排出量がどれだけ変化するかをシミュレーションできる機能は、実

用上役に立つと思われる。 
○ 実用化イメージや出口イメージは明確にされており、各段階での目的達成は

確実にされている。得られた成果は、経済的・社会的波及効果が十分に期待

できる。 
○ このような豊富な情報をガイドするウェブページは他に類を見ない点で高

く評価する。単に情報を与えるだけでなく、シミュレーションや商取引の支

援機能などが備わっていることも評価する。 
○ ネットを通して技術情報をひろく普及させる必要性は、よく理解できる。 
○ 広報活動として支援ツールは重要である。これがグローバル化環境技術の一

つとしてこの分野の確固たるデーターベースとして機能するような期待が

持てる。拡販なりの波及効果をもたらすよう期待したい。  
○ 日本での VOC の取扱い事業者は数十万と言われ、リスク削減の潜在的なニ

ーズは大きいので、対策に関わる情報、体系だった情報などの提供には意味

があり、情報のネットワーク作りには一定の効果は発揮されたと思われる。 
○ この種の支援システムは必要である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● できるだけ速やかに公的団体のホームページでの公開に移行して、多くのア

クセスを受け入れ、様々な要求に対応できるソフトの開発に心がけるべきで

ある。 
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● どこかの単独の組織が今後とも運用責任をもつのは困難だと予想されるの

で、個々の商品の特性を考慮したシミュレーションができたり、情報の更新

が参加者によって行えるようになるとさらに発展できる削減支援プラット

フォームになると思う。 
● 運営主体がどこになるか、ネット自体のメンテナンスをどうするかなど、こ

れからの重要な検討課題も残っている。 
● 定期的な更新費用を NPO 的にどう捻出するか。具体的事例集はぜひほしい。

開示困難が予想されるが、事故例なども役立つのではと思う。 
● 数十万の事業者を対象とする場合は、インプットの情報もその数だけあると

の前提から判断すると、「VOC ナビ」として汎用化するのは非常に難しいと

思われる。また、自主的取組の事業者を対象に、ビジネス化するだけの投資

をしても回収は困難であり、中小事業者を対象とした情報提供に徹すべきと

思われる。また、４年という長期の開発期間の中で、軌道修正も必要であっ

たと思われる。 
● 成果がよくつかめない。 
● 査読付き発表論文数が少ないのはそれ自体が目的でないことは分かるが技

術評価のオリジナリティとしてもきちんと成果を発表すべきではないかと

思う。特許がないが、既にあるものの転用かと懸念される。 
 
〈その他の意見〉 
・ 実際上の操作がわかりやすいことがこのようなツールでは重要であり、今後

もとくに留意されたい。 
・ PRTR など他の制度と関連する範囲における利用度を高めることを検討し

てはどうかと思う。 
・ 化学物質情報は、NGO、NPO、政府も関与した形での総合管理が求められ

る。これに向かって集約してゆくというビジョンを示す、イニシャチブを取

る、という努力を期待したい。 
・ 事例集を中心とする書籍の出版をしてはどうか。全体像を把握するのに書籍

はウェブサイトとは異なる利便性がある。広報活動を通じて他分野への用途

拡大を目指してほしい。 
・ VOC に関する一般情報は東京都を始めとしてネット等で提供されており、

それらと差別化を図るためには、具体的事例、図、写真等のビジュアル化、

大気汚染防止法での６分野、特に塗装分野での整理された情報などが有効と

考えられる。 
・ 行政にも使えるようにして広がりを期待したい。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

2.0 

2.1 

2.0 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A B B A A A A
２．研究開発マネジメントについて 2.0 A B B B C B B
３．研究開発成果について 2.1 B B B A B B B
４．実用化、事業化の見通しについて 2.0 A B B B C B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ インプラント技術 

2.0 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 

３．２．２ エンドオブパイプ技術 

1.7 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 

３．２．３ 削減支援システム開発 

1.9 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ インプラント技術 
 １．研究開発成果について 2.4 A A B B B B A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.0 B B B B C B A
３．２．２ エンドオブパイプ技術 
 １．研究開発成果について 1.9 B B B A C C B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 A B B B C C C
３．２．３ 削減支援システム開発 
 １．研究開発成果について 1.9 B B C B B B B
 ２．実用化の見通しについて 1.9 B C C A C A B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D
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第２章 評価対象プロジェクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」 
 
 
 

事業原簿（公開） 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境技術開発部 
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プログラム（又は施策）
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環境安心イノベーションプログラム  

プロジェクト名 
有害化学物質リスク削減基盤技術

研究開発 

プロジェクト

番号 
P04012 

担当推進部/担当者 

担当推進部 

2004.4 -2005.9 環境技術開発部 化学物質管理技術グループ 

2005.10-2008.7 バイオテクノロジー・医療技術開発部 化学物質管理技術グループ 

2008.8 –現在    環境技術開発部 環境化学グループ 

担当者 

グループ長 傘木 和俊 2004.4-2005.4   主査 浅子 洋一 2006.4-2009.6 
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主査 鳥羽 裕一郎 2005.4-2007.3 

０．事業の概要 

人の健康や生態系へのリスクが懸念されるPRTR (環境汚染物質排出移動登録制度)対象化

学物質について優先的に削減すべき有害な化学物質の順位付けを行い、これらの化学物質

の中でエンドオブパイプやインプラント等において効率的に削減が可能となる回収、無害

化、代替物質生産、代替プロセス等に関する実用化基盤技術を開発する。これらの実用化

基盤技術は、汎用性が高く、かつ、安価で多くの中小事業者等でも導入可能な技術として

広く社会に普及、波及することが期待される。 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

一旦、環境中に排出されてしまった化学物質を回収、無害化処理するには莫大なコスト

が掛かってしまい、産業界が単独で対応することは非常に困難である。このため、従来か

ら事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一層促進するため、リスクが懸

念される化学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に回収、無害化処理できる新しい

技術を国が主体となって開発し、早期の導入・普及を促進することにより有害化学物質の

速やかな削減を図りながら、事業者の自主管理の促進を支援することにより、環境と調和

した健全な経済産業活動と安全、安心な国民生活に資する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

事業の目標 

人の健康や生態系への影響などが懸念されるPRTR対象化学物質について削減順位付けを

行い、これらの化学物質のリスク削減に資する回収、無害化、代替物質生産技術、代替プ

ロセス等以下の研究開発課題に関する実用化基盤技術を平成20年度までに確立することを

目標とする。 

①インプラント技術：削減対象物質を用いないプロセスへの新規転換技術、及び新規代替

物質の開発等 

②エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量の削減率 90％

以上(回収率×無害化率)を達成できる新規削減技術 

③その他：効率的なリスク削減が可能となる新たな技術(システム、ソフト)の開発 

本研究開発では、工場等から大気、河川に排出される削減対象物質に関するインプラン

ト技術、エンドオブパイプ技術等について研究開発テーマ毎に削減率、汎用性、低コスト

等の開発目標を設けて行うこととする。 

 

【本研究開発において対象とする化学物質】 

本研究開発における優先的に取り組む削減対象物質は(1)PRTR 制度による国への届出対

象物質(点源)から上位 20物質、(2) PRTR 制度により国が推計した対象物質(非点源)から上

位 10物質(但し、(1)の重複物質を除く)とする。具体的な化学物質は下記のとおり。 

(1) PRTR 制度による国への届出対象物質 (工場等の固定発生源)： 

1)トルエン 2)ベンゼン 3)フェノール 4)キシレン 5)1,2-ジクロロエタン  

6)フタル酸ビス(2-エチルヘキシル) 7)エチルベンゼン 8)アニリン 9)塩化ビニル 

10)塩化メチレン 11)クロロホルム 12)スチレン 13)有機スズ化合物  

14)トリクロロエチレン 15)テトラクロロエチレン 16)ニトロベンゼン 

17)N,N-ジメチルホルムアミド 18)アクリロニトリル 19)エチレンオキシド 

20)四塩化炭素 

(2) PRTR 制度により国が推計した対象物質 (移動体、家庭等からの排出)： 

1)フタル酸ジ-N-ブチル 2) P-ジクロルベンゼン 3)リン酸トリ-n-ブチル 

4) 2-アミノエタノール 5)ホルムアルデヒド 6) リン酸トリス(2-クロロエチル) 
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7)臭化メチル 8)直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 9)ビスフェノール A 

10)アセトアルデヒド 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ16fy Ｈ17fy Ｈ18fy Ｈ19fy Ｈ20fy  

インプラント技術の開発 

エンドオブパイプ技術の開発 

システム･ソフト技術の開発

 

 

開発予算 

（会計・勘定別に事業

費の実績額を記載）

（単位：百万円）

会計・勘定 Ｈ16fy Ｈ17fy Ｈ18fy Ｈ19fy Ｈ20fy 総額 

一般会計 197 403 749 554 367 2,270

特別会計 
（電多・高度化・石油の別） 

- - - - - - 

総予算額 197 403 749 554 367 2,270

開発体制 

経産省担当原課 産業技術環境局環境政策課環境指導室 

プロジェクトリーダー 各テーマで NEDO が指名（別紙参照） 

委託先（＊委託先が管理法

人の場合は参加企業数も

記載） 

平成 16年度採択テーマ 3件、追加採択テーマ 1件 

A-(1)(株)西部技研 

A-（3）(財)産業創造研究所、東洋インキエンジニアリング(株)、

岩尾磁気工業(株) 

A-(4)(株)REO 研究所、(独)産業技術総合研究所(追加採択) 

B-(1)昭和電工(株)、(独)産業技術総合研究所 

 

平成 17年度採択テーマ 3件 

A-(2)エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ(株)、

(独)産業技術総合研究所 

B-(2)日本ペイント(株) 

C-(1)ダイヤリサーチマーテック(株) (現社名：(株)三菱化学

テクノリサーチ)、(株)三菱総合研究所、(独)産業技術総合研

究所 

 

平成 18年度採択テーマ 4件 

A-(5)イマジニアリング(株) 

A-(6)(株)タツノ・メカトロニクス、(独)産業技術総合研究所

A-(7)JFE ソルデック(株) 

B-(3)(株)創研(現社名：シルバー精工(株)) 

 

平成 19 年度採択テーマ 2件 

B-(4)(株)ケミクレア、(独)産業技術総合研究所 

B-(5)加美電子工業(株)、(独)産業技術総合研究所 

 

記号の説明 A:エンドオブパイプ技術、B:インプラント技術、

C:システム･ソフト技術 

再委託先については別紙参照 

情勢変化への対応 

平成 16 年度（初年度）採択テーマは、VOC に対する緊急対応という観点から、エンドオ

ブパイプ技術開発を先行させた。平成 16年大気汚染防止(大防法)法改正 (平成 18年施行)

に伴う、平成 22年 VOC30％削減目標（平成 12年度比）のうち、自主削減分 20％に資する。

平成 17 年度（2 年度目）は、抜本的な問題解決が図れるインプラント技術の開発に注力

した。また、システム技術の開発にも取り組んだ。一方、平成 17年度のエンドオブパイプ

技術の採択については、既存技術に比べ、顕著な削減効果(回収・再利用)が期待できるテ

ーマに限って、公募、採択した。 

平成 18年度及び平成 19年度（3年度目、4年度目）は、平成 17年度（2年度目）同様に、

抜本的な問題解決が図れるインプラント技術の開発に注力した。また、平成 18年度及び平

成 19年度のエンドオブパイプ技術の採択については、既存技術に比べて、大幅なコスト削

減、未着手な分野、顕著な波及成果等が期待できるテーマに限って、公募、採択した。 

平成 19 年度以降は、平成 18 年度に行われた中間評価の結果に基づき、自主点検を強化

して、ターゲット市場の明確化、既存技術との比較検討による優位性の明確化、トータル

コスト低減を重視した実用化への取組み、リスク削減の定量化、成果の実用化、導入・普

及が円滑に実施できるよう取り組んだ。 

中
間
評
価 
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中間評価結果への対

応 

中間評価結果は「おおむね現行どおり実施して良い」との評価。 

中間評価での重要な指摘事項については、対処方針が策定され、平成 19年度以降、適宜

実施方針並びに実施計画に反映して推進されている。 

主な指摘事項に対する平成 19 年度以降の対応を以下に記す。PDCA（Plan 計画-Do 実行

-Check 評価-Act 改善）サイクルを回すと共に、技術検討委員会・現地委員会を点検の場と

した。 
＜実用化の体制の具体化＞ 
実用化の体制が十分でないテーマについて、市場ターゲットを明確にし、成果が見込め

る計画に変更した。主としてエンドオブパイプ技術研究開発。 
＜既存技術との比較検討による優位性の明確化＞ 
狙う市場、既存の競争技術との比較・検討について取り組みが不十分であったテーマに

ついて、詳細検討を行い、実施計画の一部修正(絞り込み、戦略作成)を行った。主として
エンドオブパイプ技術研究開発。 
＜トータルコスト低減を重視した実用化への取組み＞ 
初期投資・ランニングコストを含めたトータルコスト低減に向けたシナリオを作成した。

主としてエンドオブパイプ技術研究開発。 
＜リスク削減の定量化＞ 
主としてインプラント技術研究開発について、代替化によるリスク削減への寄与の検証

を、成果物(装置、製品等)により確認する計画に変更した。  
＜適切なマイルストーンの設定 ＞ 
全体について、「研究開発終了後の姿」、「実用化シナリオ」を明確にし、早期の実用化が

図れるように、マイルストーンの設定やスケジュール管理を徹底した。 

評価に関する事項 

事前評価 平成 16年度 NEDO POST2 にて実施  担当部 環境技術開発部 

中間評価 平成 18年度 中間評価実施 

事後評価 平成 21年度 事後評価実施予定 

Ⅲ．研究開発成果につい

て 

 

 

 

Ａ－（１）：吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の
研究開発 
委託先：西部技研 
吸着ハニカムを内蔵する吸着プラズマ分解素子で、VOCをプラズマ分解と触媒エ

レメントにより分解する技術。VOCガスを連続的に処理する連続式プラズマ分解方
式により、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、ベンゼン、トルエン、キシレ
ン、エチルベンゼン、エチレンオキシドは入口濃度100ppmまで、分解率90％を達
成した。一方、数百m3/時間を超える大風量の希薄VOCの処理に関しては、VOCガス
を一旦装置内に吸着濃縮してバッチ処理する、バッチ式プラズマ分解方式により、
トルエン等で入口濃度100ppmまで分解率90％を達成した。接着工場、塗装ブース
等に連続式実証試験機を設置し、VOC分解性能並びに耐久試験を実施した。電源お
よび電極の耐久性不足が問題になったが、改良開発により1年以上の耐久性能を確
保した。 

A-（1） 
吸着エレメントとプラ
ズマを組合わせた難
処理有害化学物質
除去の研究開発 

［削減物質］ 
ホルムアルデヒ
ド、アセトアルデ
ヒド、エチレンオ
キシド 
トルエン、キシレ
ン、ベンゼン,エチ
ルベンゼン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
［連続式プラズマ
分解装置］ 
 50～1200m3/時
間 
 吸着困難な
VOC 及び 
 100ppm 以下の
汎用 VOC 
［バッチ式プラズ
マ分解装置］ 
 1200～12000 
m3/時間 
 100ppm 以下の
汎用 VOC 
 
［分野・プロセス］
印刷、塗装 
化学工業 
医療 

［開発目標］ 
吸着剤を担持したハニ
カム吸着エレメントで
VOC を吸着濃縮し、プ
ラズマで分解無害化す
る装置の開発。 
 
［分解率］ 
連続式プラズマ分解・
バッチ式プラズマ分解 
VOC50ppm にて分解
率 90%以上、風量 100 
m3/時間 
[プロセス開発、装置開
発] 
装置試設計 
電源および電極の耐
久試験 1 年 

［成果］ 
［連続式］ 
ホルムアルデヒ
ド、トルエン等は
100ppm まで分解
率 90％。 
［バッチ式］ 
トルエン等で
100ppm まで分解
率 90％。 
[プロセス開発、
装置開発] 
接着工場、塗装
ブース等に連続
式実証試験機を
設置し、VOC 分
解性能並びに耐
久試験を実施し
た。電源および電
極の耐久性不足
が問題になった
が、改良開発に
より 1 年以上の耐
久性能を確保し
た。 
装置試設計を完
了。ランニングコ
ストについては
100ppm 未満の
VOC で優位性。 

A-（1）達成 
実証試験フェ
ーズ 
 
電極・絶縁材の
更なる耐久性
向上。 
技術の普及は
今後の需要に
よる。 

Ａ－（２）：直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開発 
委託先：エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ・産業技術総合研究所
スチーム源、水処理設備などの付帯設備が不要な吸着回収装置とし、VOC除去効

率90％以上、3～10m3/分規模のVOC吸着回収装置の開発を目的とし、不燃性VOC（ト
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リクロロエチレン等）の吸着回収用に繊維状活性炭通電加熱方式、可燃性VOC（ト
ルエン等）の吸着回収用に専用吸着剤＋マイクロ波・高周波加熱方式による装置
の開発を進めた。3m3/分規模の不燃性VOC用吸着回収装置を試作して、トリクロロ
エチレン平均濃度400 ppmの脱脂工程排ガスに対して半年間の実証試験を行い、回
収率90％かつ回収溶剤は再利用可能であることが確認され、装置の信頼性とシス
テムの実用性が実証された。また、コンパクトな装置と低ランニングコストを達
成した。一方、可燃性VOC用回収装置に関しては、処理能力1m3/分にて回収率93％
を達成し、実用可能性を確認した。磁性体のキュリー点制御技術を世界で初めて
回収装置の温度制御に適用した。現在、処理風量50m3/分までの大型化の可能性を
検証中である。 

A-（2） 
直接加熱式 VOC 吸
着回収装置の研究
開発 

［削減物質］ 
トリクロロエチレ
ン、テトラクロロ
エチレン、ジクロ
ロメタン、トルエ
ン、キシレン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
［不燃性 VOC 吸
着回収装置］ 
処理風量 3～
10m3/分 
［可燃性 VOC 吸
着回収装置］ 
処理風量（平均）
50m3/分 
 
［分野・プロセス］
［不燃性 VOC 吸
着回収装置］ 
金属加工業(洗
浄工程) 
［可燃性 VOC 吸
着回収装置］ 
印刷、塗装の乾
燥工程、化学工
業の反応溶媒除
去 

［開発目標］ 
VOC 吸着回収におけ
る溶剤加熱脱離工程
を、スチームを用いず
に電磁場のエネルギ
ーを用いて行う、小
型、低コスト、高効率
な装置の開発とモニタ
リング技術の開発。 
 
［回収率］ 
VOC 回収率 90％以
上 
※不燃性 VOC：3～10 
m3/分 VOC 吸着回収
装置 
※可燃性 VOC：1m3/
分、実用可能性確認 
［不燃性 VOC 吸着回
収装置試設計］ 
回収溶剤再利用 
［回収装置支援ソフト
開発］ 
リアルタイムモニタリン
グによる運転管理と溶
剤管理ソフト 

［成果］ 
［不燃性 VOC］ 
3 ㎥/分規模の回
収装置を試作、
脱脂工程排ガス
で実証試験を行
い、回収率90％、
回収溶剤は再利
用可能。 
［可燃性 VOC］ 
1m3/分にて回収
率 93％、実用可
能性を確認した。
風量 50m3/分の
大型化の可能性
を検証中。 
［不燃性 VOC 吸
着回収装置試設
計］ 
3m3/分規模の不
燃性 VOC 用吸着
回収装置を試作
して、トリクロロエ
チレン平均濃度
400 ppm の脱脂
工程排ガスに対
して半年間の実
証試験を行い、
回収率 90％かつ
回収溶剤は再利
用可能であること
が確認され、装
置の信頼性とシ
ステムの実用性
が実証された。ま
た、コンパクトな
装置と低ランニン
グコストを達成し
た。 
［回収装置支援ソ
フト開発］ 
完成 

A-（2）達成 
［不燃性 VOC］
実証試験フェ
ーズ 
低コスト・コン
パクト化を達成
( 自 主 研 究 ) し
て 、 実 用 化 に
目処。 
 
［可燃性 VOC］
技術統合フェ
ーズ 
磁性体のキュ
リー点制御技
術を世界で初
めて回収装置
の温度制御に
適用。 
可燃性 VOC 吸
着回収装置に
つ い て は 、 自
主 研 究 に よ り
装置の実用性
評価、大風量
化 、 実 用 化 を
目指す。トルエ
ン代替の酢酸
エチルなどにも
対応。 

Ａ－（３）：吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理 
委託先：産業創造研究所・東洋インキエンジニアリング・岩尾磁気工業 
排水中・排ガス中に溶存する有害化学物質とオゾンをハイシリカゼオライトの

細孔へ選択的に吸着させ高度に濃縮された反応場を創製することにより、小型、
高性能で維持管理が容易であり、経済性に優れたPRTR対象有害化学物質分解処理
装置の開発を進めた。小型カラム試験及び反応解析等を行って吸着相の仕様や装
置の運転条件を検討するとともに、プロトタイプ機（排水処理装置：2m3/日、排ガ
ス処理装置：10Nm3/時間）を試作した。トリクロロエチレン含有地下水を対象に処
理実験を行い、10mg/Lレベルの高濃度排水が処理できることを確認した。排ガス
処理装置については、印刷工場にて10ppm～100ppmのトルエン・キシレン含有ガス
の処理実験を行い、90％以上の分解が可能であることを確認した。 

実施機関解散等の理由により研究開発事業は平成18年度で終了した。 

A-（3） 
吸着相オゾン酸化に
よる排出有害物質の
完全分解処理 

［削減物質］ 
※排ガス処理 ト
ルエン、キシレン
※排水処理 ア
セトアルデヒド、
トリクロロエチレ
ン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
［排ガス処理装

［開発目標］ 
VOC とオゾンをシリカ
系吸着剤に吸着・高度
に濃縮して、酸化反応
により VOC を分解す
る、小型、高性能な分
解処理装置の開発。 
 
［分解率］ 
VOC 分解率 90％以
上 

［成果］ 
［分解率］[プロセ
ス開発、装置開
発] 
排水処理装置 2 
m3/日、排ガス処
理装置 10m3/時
間を試作。 
※排ガス処理装
置 
印刷工場にて

A-（3）未達 
研究開発事業
は平成 18 年度
で終了した（実
施機関解散
等）。 
 
吸着剤の劣
化、分解副生
成物、過剰オ
ゾンの処理、吸
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置］ 
処理容量:10-100
m3/時間、寸法
L0.6m×W0.6m×
H1.5m、 
処理対象濃度～
100ppm 
［排水処理装置］
処理容量:2m3/
日、寸法
L0.5m×W0.5m×
H1.5m、 
処理対象濃度～
10mg/L 
 
［分野・プロセス］
［排ガス処理装
置］ 
印刷、塗装 
［排水処理装置］
繊維工業、金属
加工業(洗浄工
程) 

※排ガス処理装置 
10-100 m3/時間 
※排水処理装置 
2 m3/日 
[プロセス開発、装置
開発] 
装置試設計 

10ppm～100ppm
のトルエン・キシ
レンの 90％以上
の分解を確認。 
※排水処理装置 
10mg/L トリクロロ
エチレン含有地
下水の処理確
認。 
装置試設計完了 

着剤の再生、
処理量が小さ
い、オゾン発生
装置が高コスト
であること等の
課題検討未着
手のため、中
止。 

Ａ－（４）：マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発
委託先：REO研究所・産業技術総合研究所 
マイクロバブル圧壊によるOHラジカル等の発生メカニズム及びフェノール単物

質の分解を詳細に検討した。また、高濃度マイクロバブル発生・圧壊装置を開発
し、マイクロバブル発生量の向上と十分な圧壊が生じることを確認した。開発し
た高濃度マイクロバブル発生・圧壊装置によりオゾンマイクロバブルを用いた排
水処理システムを試作し、フェノール等を含む高BOD濃度の化学工場排水を分解処
理し、実用レベルで処理できることを実証した。 

技術検討委員会判断により研究開発事業は平成17年度で終了した。 

A-（4） 
マイクロバブルの圧
壊による有害化学物
質の高効率分解技
術の開発 

［削減物質］ 
有害化学物質-
フェノール、N,N-
ジメチルホルム
アミド、トリクロロ
エチレン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
排水処理装置 
排水処理システ
ムの設計、提
案。活性汚泥法
等の既存処理シ
ステムと組み合
わせたシステム
の提案。 
 
［分野・プロセス］
プラスチック加工
業 
金属加工業(洗
浄工程) 
化学工業、繊維
工業 

［開発目標］ 
マイクロバブル圧壊に
より発生する OH ラジ
カル等による有害物質
分解の高効率化検
討、高性能で実用的な
排水処理技術の開
発。 
 
［高濃度マイクロバブ
ル発生装置］ 
マイクロバブルの発生
効率：濃度 1000 個
/mL 以上 
［分解率］ 
有害化学物質分解率 
90％以上 
フェノール（300ppm)、
N,N-ジメチルホルムア
ミド（300ppm)またはト
リクロロエチレン
（100ppm) 
排水流量 0.6m3/時間

［成果］ 
［高濃度マイクロ
バブル発生装
置］ 
マイクロバブルの
発生効率：濃度
2000 個/mL 以上 
［分解率］ 
オゾンを用いた
排水処理システ
ムを試作した。 
フェノール等を含
む高 BOD の化学
工場排水の実用
レベル処理を実
証した。 
N,N-ジメチルホ
ルムアミド,トリク
ロロエチレンにつ
いては未確認。 

A-（4）未達 
研究開発事業
は平成 17 年度
で終了（技術検
討委員会判
断）した。 
 
フェノール以外
の物質の分解
試験、気相系
の処理試験、
マイクロバブル
の 圧 壊 の メ カ
ニ ズ ム 解 明 、
マイクロバブル
の 効 果 の 検
証、反応工学
的な検討のい
ずれもが未着
手 の た め 、 中
止。 

Ａ－（５）：大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化
装置の開発 
委託先：イマジニアリング 
電子レンジ用マグネトロンを用いたマイクロ波発生装置と自動車エンジン用点

火プラグの組み合わせで発生する大気圧・空気プラズマ技術を応用した、小型、
安価、高速なVOC酸化分解無害化装置を開発した。濃度数百ppmのVOCを対象として、
数千m3/時間の大風量化を目標とした。プラズマ安定発生は世界初。リアクター形
状やプラズマ発生時間を最適化した試験装置により、ホルムアルデヒド96％分解
(35ppm、100m3/時間)、トルエン80%分解(78ppm、60m3/時間) 、ベンゼン70%分解
（360ppm、16m3/時間）を達成した。ドラフトチャンバーの排気ダクトにおける排
ガス処理（風量100～1000m3/時間）試験を実施したところ、要求処理風量の1/10
にとどまり、大風量化には至らなかった。一方、数m3/時間の小風量では1000ppm
前後の高濃度VOCを高い分解率で処理できることから、小風量にてVOCを処理する
適用業種、密閉空間での循環処理に特化した用途を検討していく。 

A-（5） 
大気圧・空気プラズ
マを利用した揮発性
有機化合物(VOC)等

［削減物質］ 
ホルムアルデヒ
ド、トルエン、キ
シレン、ベンゼ

［開発目標］ 
大気圧・空気プラズマ
発生システムによる
VOC 分解試験、VOC

［成果］ 
 [安定発生技術] 
電子レンジ用マ
グネトロンを用い

A-（5）未達 
要素技術開発
フェーズ 
プラズマ安定
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の無害化装置の開
発 

ン、エチルベンゼ
ン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
排ガス処理装置
処理風量～60 
m3/時間、濃度～
1000ppm、吸着
困難なＶＯＣ 
 
［分野・プロセス］
化学工業 
医療 
自動車排ガス 

を高速に分解する小
型・安価な大風量処理
装置の開発。 
 
[安定発生技術] 
マイクロ波と点火源に
よる大気圧・空気プラ
ズマ 
［分解率］ 
分解試験:50～60％＠
200ppm 以下 
[大風量化装置開発] 
1500-30000m3/時間 

たマイクロ波発生
装置と自動車エ
ンジン用点火プラ
グの組み合わせ
で発生する大気
圧・空気プラズマ
技術を応用した、
VOC 酸化分解無
害化装置を開発
した。プラズマ安
定発生は世界
初。 
［分解特性］ 
低風量での分解
試験では、ホル
ムアルデヒド
96％分解
(35ppm、100m3/
時間)、トルエン
80%分解(78ppm、
60m3/時間) 、ベ
ンゼン 70%分解
（360ppm、16m3/
時間）を達成し
た。 
[大風量化装置開
発] 
ドラフトチャンバ
ーの排ガス処理
試験（風量 100～
1000m3/時間）、
要求風量の 1/10
の性能。一方、数
m3/時間の小風
量では 1000ppm
前後の高濃度
VOC を高い分解
率で処理できる。 

発生は世界
初。 
大風量化装置
開発が未達で
あった。 
 
プラズマ点数
の増加によるリ
アクター性能の
向上、触媒技
術との組み合
わせによる性
能向上等を図
り、ドラフトチャ
ンバー用処理
風量に対応で
きる対策を講じ
る。今後 2 年以
内を目処に、デ
モ機での性能
検証、適用業
種での実用化
を目指す。 

Ａ－（６）：デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開
発 
委託先：タツノ・メカトロニクス・産業技術総合研究所 
石油給油所におけるガソリンベーパーの排出削減の対策技術として、大気中の

水蒸気を分離除去する脱水膜と、ガソリンベーパーを回収するVOC透過膜で構成さ
れるデュアルメンブレンシステムにより水分フリーのガソリンベーパーを濃縮回
収し、凝縮液化させて液化ガソリンとして給油中の車のタンクに戻す新方式の回
収装置を開発した。先進国欧米には無い画期的回収システムである。脱水用にゼ
オライト膜、ガソリンベーパー回収用にシリコンゴム膜を用いた実機サイズの回
収装置による耐久試験を行い、実ガソリンスタンドでの1年相当の耐久性能を確認
し、回収率97％を達成した。また、実ガソリンスタンドに設置可能な法的認可を
得たモデル機を完成させた。更に、性能面・コスト面で有利な炭素脱水膜の設計・
製作を完了して、回収率99％以上を確認した。また、回収装置量産時のコスト、
装置導入によるメリットを試算して、妥当性が検証できた。 

A-（6） 
デュアルメンブレンシ
ステムによるガソリン
ベーパー回収装置
の開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン、ベンゼン、エ
チルベンゼン、そ
の他炭化水素 
 
［実用化イメー
ジ］ 
ガソリンベーパ
ー液化回収装置
ガソリンスタンド
での給油時に発
生するガソリンベ
ーパーを液化し
て回収する。処
理量：90Ｌ/分 
 
［分野・プロセス］
ガソリンスタンド 

［開発目標］ 
脱水膜、VOC 膜の組
み合せによる水分フリ
ーのガソリンベーパー
回収装置の開発。 
 
［脱水膜］ 
露点温度-30℃ 
ゼオライト膜より高性
能な炭素膜開発 
［VOC 膜］ 
回収率 95％（１回通過
操作時） 
[プロセス開発、装置
開発]［装置全体回収
率］ 
ガソリン回収率 99％以
上（循環操作時） 
耐久時間実ガソリンス
タンド 1 年分(給油量
850 キロリットル) 
装置試設計 

［成果］ 
［脱水膜］ 
ゼオライト膜にて
露点温度-30℃を
達成した。 
ゼオライト膜より
高性能・コスト面
で有利な炭素脱
水膜を開発した。 
［VOC 膜］ 
シリコンゴム膜に
て回収率 99％を
達成した。 
[プロセス開発、
装置開発]［装置
全体回収率］ 
脱水用にゼオラ
イト膜、ガソリン
ベーパー回収用
にシリコンゴム膜
を用いた実機サ
イズの回収装置
による耐久試験
を行い、実ガソリ
ンスタンドでの 1

A-（6）達成 
実証試験フェ
ーズ 
先進国欧米に
は無い画期的
回収システム。
市場導入を促
進するため、平
成 21 年度は、
装置全体の耐
久性能(2 年分)
を確認するとと
もに、コスト面
で製品化に不
可欠な炭素脱
水膜のモジュ
ール化、システ
ム開発を行う
（継続研究）。
平成 23 年度よ
り実ガソリンス
タンドでの実証
試験、平成 24
年度、市場導
入を図る。 
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年相当の耐久性
能を確認し、回収
率 97％を達成し
た。また、同シス
テムによる実ガソ
リンスタンドに設
置可能な法的認
可を得たモデル
機を完成させた。 
性能・コスト面で
有利な炭素脱水
膜を用いて回収
率 99％以上確
認。また、回収装
置量産時のコス
ト、装置導入によ
るメリットを試算し
て、妥当性が検
証できた。 

Ａ－（７）：含塩素VOC高効率分解固定化装置の研究開発 
委託先：JFEソルデック 
含塩素揮発性有機化合物（含塩素VOC）を分解し、塩素を固定化して、安全な廃

棄或いは再利用することを可能とする分解固定化剤の開発、燃焼法や活性炭吸着
法等の既存技術を上回るVOC無害化プロセスの開発及び分解固定化装置の事業化
検討を実施した。分解・固定化を一段で達成する世界初の装置である。分解固定
化剤として、安価な水酸化カルシウムを原料とする高比表面積酸化カルシウムを
開発した。金属部品の脱脂工程から排出される実ガスを用いたベンチテスト機に
よる実証試験により、ジクロロメタン濃度数百ppm、風量38L/分についてジクロロ
メタンのリーク無しで、目標時間を超える運転を達成した。また、実用化装置の
試設計を行なって、競合プロセスとの比較を行い、本プロセスの優位性を確認し
た。さらに、使用済み固定化剤の利用先についても目途を付けた。 

A-（7） 
含塩素 VOC 高効率
分解固定化装置の
研究開発 

［削減物質］ 
トリクロロエチレ
ン、テトラクロロ
エチレン、ジクロ
ロメタン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
含塩素 VOC 分
解回収装置 
 処理量ジクロロ
メタン 8～30 ﾄﾝ/
年 
 濃度 1,000ppm
以下  
 
［分野・プロセス］
金属加工業(洗
浄工程) 

［開発目標］ 
含塩素 VOC を分解
し、塩素を固定化する
分解固定化剤の開
発、VOC 無害化プロセ
スの開発、並びに、分
解固定化装置の開発
 
［分解固定化剤の開
発］ 
VOC分解率99.9%以上
固定化剤転化率 70％
固着無し 
安価な分解固定化剤 
[プロセス開発、装置
開発] 
プロセスの実証 
ジクロロメタン分解固
定化装置試設計 
処理済み固定化剤の
利用 

［成果］ 
［分解固定化剤
の開発］ 
VOC 分解率
99.9%以上、転化
率 70％以上、固
着無くかつ安価
な高比表面積酸
化カルシウムを
開発した。 
[プロセス開発、
装置開発] 
脱脂工程排出ガ
スを用いた実証
試験により、ジク
ロロメタン濃度数
百 ppm、風量
38L/分について
ジクロロメタンの
リーク無しで、目
標時間を超える
運転を達成した。
実用化装置の試
設計を行なって、
本プロセスの優
位性を確認した。
さらに、使用済み
固定化剤の利用
先についても目
途を付けた。 

A-（７）達成 
実証試験フェ
ーズ 
分解・固定化を
一段で達成す
る世界初の装
置。 
技術の普及は
今後の需要に
よる。平成 24
年度、市場導
入を図る。 

Ｂ－（１）：非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 
委託先：昭和電工・産業技術総合研究所 
本事業では、ビスフェノールA、ホルムアルデヒド、フェノール等のPRTR削減対

象物質を用いずに、電気・電子材料に好適に用いられるレジスト材料等の新規製
造法の確立に成功した。世界初の技術である。また、従来レジスト組成（塩素系
のエピクロルヒドリンを原料とするエポキシ含有）に比べ、開発したレジスト組
成は塩素が組成中には残留せずノンハロゲンとなるために絶縁性が飛躍的に向上
することを確認し、製品の差別化を行える見極めを得た。 

B-（1） 
非フェノール系樹脂
原料を用いたレジス
ト材料の開発 

［削減物質］ 
ビスフェノール
-A、ホルムアル
デヒド 
 
［実用化イメー

［開発目標］ 
非フェノール系樹脂原
料を過酸化水素を用
いて選択的にエポキシ
化する手法を用い、
PRTR 削減対象物質を

［成果］ 
ビスフェノール
A、ホルムアルデ
ヒド、フェノール等
の PRTR 削減対
象物質を用いず

B-（1）達成 
実用化 
世界初の技
術。 
従来レジスト組
成（塩素系のエ
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ジ］ 
絶縁材料 
 
［分野・プロセス］
電子材料 

用いずに、電気・電子
材料に好適に用いら
れるレジスト材料等の
新規製造法の開発。 
 
［プロセス開発］ 
・基質転化率 50%以
上 
・モノエポキシ化選択
率 90%以上 
・過酸化水素効率 
80%以上 
［レジスト性能］ 
塩素系化合物を含ま
ない電気絶縁性に優
れ、信頼度の高い電
気・電子材料。 
ユーザー仕様による
評価合格。 
・絶縁性能：HHBT 試
験後 107Ω・cm 以上 
・ハンダ耐熱性：260℃
×10 秒，2 回以上 
・可撓性：180°折り曲
げ試験合格 
・安全性試験 

に、電気・電子材
料に好適に用い
られるレジスト材
料等の新規製造
法の確立に成功
した。 
［プロセス開発］ 
非フェノール系樹
脂原料の過酸化
水素による選択
的エポキシ化に
より、レジスト材
料のスケールア
ップ試作に成功し
た。基質転化率
等達成。 
［レジスト性能］ 
本材料用いたレ
ジストを合成し
て、優れた絶縁
信頼性等、ユー
ザー要求性能を
確認した。 

ピクロルヒドリ
ンを原料とする
エポキシ含有）
に比べ、開発し
たレジスト組成
は塩素が組成
中には残留せ
ずノンハロゲン
となるために絶
縁性が飛躍的
に向上すること
を確認し、製品
の差別化を行
える見極めを
得た。 

Ｂ－（２）：革新的水性塗料の開発 
委託先：日本ペイント 
VOC含有量を著しく低減して、塗料成分以外は水で構成される革新的水性塗料を

開発した。塗装時のVOC排出量が5%以下、溶剤型塗料と同様に予備乾燥工程が不要、
かつ、溶剤型塗料と同等のコスト、品質、塗装作業性などの製品レベルを有する
水性塗料を目標とした。複合樹脂系エマルション技術、顔料分散用グラフトポリ
マー技術、塗料粘性制御技術等の各技術を最適化して、開発目標を達成した。大
手鋼製家具メーカーでの実証試験で、目標塗膜厚50μm以上を付着させる事がで
き、塗膜外観も問題なく、現行の水性塗料よりも工程短縮、短時間化が確認でき
た。実証試験を通じて溶剤系ラインでの置換え可能という評価も得た。実用化に
向けての課題は仕上り外観と塗装作業性の両立であり、この解決には添加剤の最
適化を図る。現時点で、VOC5％以下という数字は業界最高レベルである。 

B-（2） 
革新的水性塗料の
開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン、エチルベンゼ
ン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
焼付け型低 VOC
水性塗料 
 
［分野・プロセス］
塗装、金属製品・
機械への塗装 

［開発目標］ 
VOC 含有量を著しく低
減して、塗料成分以外
は水で構成される水
性塗料の開発。 
 
塗装時の VOC 排出量
が 5%以下 
溶剤型塗料と同様に
予備乾燥工程が不要
溶剤型塗料と同等の
コスト、品質、塗装作
業性などの製品レベ
ル確保 
ユーザー評価合格 
塗膜厚 50μm 以上、タ
レ、ワキ不良無し、塗
膜平滑性 Ra0.3 未満 

［成果］ 
 [VOC 排出量] 
VOC5％以下の
水性塗料を開発
した。 
溶剤型塗料では
60％、現行の水
性塗料でも 10％
を超える VOC 含
有量を著しく低減
して、塗料成分以
外は水で構成さ
れる革新的水性
塗料を開発した。 
[作業性、品質、
コスト] 
ユーザーにおけ
る実証試験で､塗
膜厚 50μm 以上
可能、外観良好。
現行の水性塗料
よりも工程短縮、
短時間化が確認
できた。溶剤系ラ
インでの塗料の
置換え可能。コス
トも溶剤型と同
等。 

B-（2）達成 
実証試験フェ
ーズ 
 
現時点で、
VOC5％以下と
いう数字は世
界最高レベル
である。 
実用化に向け
ての課題は仕
上り外観と塗
装作業性の両
立であり、この
解決には添加
剤の最適化を
図る。平成 21
年度に実用的
なレベルの開
発を終了させ
る。 

Ｂ－（３）：溶剤フリー塗装技術の研究開発 
委託先：シルバー精工 
蒸着重合法を用いて合成したポリ尿素によって、マグネシウム合金等の腐食し

易い金属製品を防食膜で被覆する世界初の塗装代替技術の開発を行い、塗装工程
におけるVOCの排出を全廃すると共に、ドライシステムの採用により、均一被覆と
高い防食性能を両立する実用化技術を開発した。各種のジアミンモノマーとジイ
ソシアナートモノマーの組合せ最適化による塗膜材料開発、均一被覆技術開発、
インライン式蒸着重合装置を使用した実用規模試作機による成膜サンプルの実用
化評価を行った。塩水噴霧試験に耐えうる最適な塗膜材料として脂肪族ジアミン
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と脂環族ジイソシアナートの組合せを見出した。実用規模試作機による製膜では1
μm/分の製膜速度と±5%以内の良好な膜厚分布を達成した。ポリ尿素による防食
膜を成膜したマグネシウムスピーカーコーンのサンプルを家電メーカーに提出し
て、音質評価で良好な評価を得た。量産化装置及び技術検討、コスト試算を行い
実用化の見通しを得た。 

B-（3） 
溶剤フリー塗装技術
の研究開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
防食被覆膜 
小型家電マグネ
シウムスピーカ
ー、ＰＣ筺体等 
 
［分野・プロセス］
塗装、金属製品
への塗装 

［開発目標］ 
蒸着重合法を用いて
合成したポリ尿素によ
って、マグネシウム合
金等の金属製品を防
食膜で被覆する塗装
代替技術の開発。 
 
塗装における VOC の
排出全廃 
防食性能の優れたモ
ノマー構成、膜厚決定
4 日間の塩水噴霧試
験、熱サイクル試験 20
回 
膜析出速度 0.2μm/
分以上、膜厚分布±
10%以内 
実証機、スピーカーコ
ーンによる連続運転に
てユーザー評価合格 

［成果］ 
蒸着重合法を用
いて合成したポリ
尿素によって、マ
グネシウム合金
等の腐食し易い
金属製品を防食
膜で被覆する塗
装代替技術の開
発を行い、塗装
工程における
VOC の排出を全
廃すると共に、ド
ライシステムの採
用により、均一被
覆と高い防食性
能を両立する実
用化技術を開発
した。 
最適なポリ尿素
塗膜材料を見出
した。製膜速度 1
μm/分、±5%以
内の膜厚分布を
達成した。 
家電メーカーにお
けるスピーカーコ
ーンのサンプル
評価は良好。 
量産化装置及び
技術検討、コスト
試算を行い実用
化の見通しを得
た。 

B-（3）達成 
実証試験フェ
ーズ 
 
本塗装代替技
術開発は世界
初である。 
 
ＰＣ筺体につい
ては、継続研
究により製膜
条件の最適化
を行い、3 次元
立体形状物へ
の応用を図り、
市場拡大に伴
う事業化を展
開したい。筐体
等への応用は
平成 23 年
(2011 年)度製
品化を目処。 

Ｂ－（４）：有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 
委託先：ケミクレア・産業技術総合研究所 
化学品の合成反応であるエステル化反応について、マイクロ波加熱を用いたプ

ロセスを開発して、副成廃棄物や有害な原材料薬品を削減した。医薬等の中間体
であるハロゲン化酢酸エステル、アミノ酸エステルをターゲットとして、モデル
プラント実証試験、プロセス安全性や反応装置設計指針の取得を目指した。更に、
本合成プロセスの適応拡大のために触媒開発を行った。共沸脱水用のトルエンや
硫酸触媒を用いずに、マイクロ波加熱と物理的脱水法によるモデルプラントによ
り、ブロモ酢酸ベンジルの年間生産量でトンレベルの製造と廃棄物処理費の7 割
以上の削減を達成した。また、過去に評価事例のない、アミノ酸系、ブロモ酢酸
系の実反応条件下での誘電特性評価を行い、反応暴走評価やマイクロ波の内部浸
透評価を行って、各種の設計指針を得た。更に、マイクロ波加熱と触媒の併用に
より複合効果をもたらすイオン液体型触媒等を開発した。 

B-（4） 
有害廃棄物フリー高
効率エステル合成プ
ロセスの開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン、四塩化炭素、
ベンゼン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
マイクロ波加熱
を用いたエステ
ル製造プロセス 
 ハロゲン化酢
酸エステル類（医
薬･農薬中間体）
 アミノ酸エステ
ル類（医薬･太陽
電池用色素中間
体） 
 
［分野・プロセス］
化学工業、化学
品製造プロセス 

［開発目標］ 
エステル合成プロセス
における副成廃棄物
や製造に使用する有
害薬品を削減しうる、
マイクロ波加熱方式に
よるエステル合成プロ
セスの開発。 
 
年産数トンレベルのモ
デルプラント実証試験
6 時間以内に 80％以
上の合成収率、副成
廃棄物等削減 E ファク
ター5 以下 
マイクロ波応答特性測
定によるプロセス安全
性指針、装置設計指
針取得 
マイクロ波によるエス
テル合成に適した触媒
開発とアミノ酸エステ
ル合成用不斉保持型
触媒の開発 

［成果］ 
共沸脱水用のト
ルエンや硫酸触
媒を用いずに、マ
イクロ波加熱と物
理的脱水法によ
るモデルプラント
により、ブロモ酢
酸ベンジルの収
率 80％、6 時間
得量 18kg、年間
生産量でトンレベ
ルの製造と E ファ
クター0.83、廃棄
物処理費の 7 割
以上の削減を達
成した。 
誘電特性評価に
より、安全性・装
置設計指針を取
得した。 
マイクロ波加熱と
の併用効果をも
たらすイオン液体

B-（4）達成 
実証試験フェ
ーズ 
技術統合フェ
ーズ（アミノ酸
エステル） 
 
本開発プロセ
スの適応範囲
を拡大するた
めには、新規
触媒などを中
心とする要素
技術のブラッシ
ュ･アップと複
合化による高
機能化、マイク
ロ波反応装置
の大型化を中
心とするスケー
ル･アップ技術
の確立が課題
である。この目
的で平成 21～
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型触媒等を開発
した。 

22 年度は市場
拡大が見込ま
れるアミノ酸の
エステル化プ
ロセスの完成
に注力する（継
続研究）。平成
24 年度、事業
化を目指す。 

Ｂ－（５）：革新的塗装装置の開発 
委託先：加美電子工業・産業技術総合研究所 
プラスチックへの塗装等に用いられ高い塗装仕上げ品質を有する有機溶剤系塗

料によるスプレー塗装は、塗装業界における主要な塗装方法であり、VOCを大量に
排出している。本研究開発では、塗料の希釈剤を二酸化炭素で代替する二酸化炭
素塗装の実証を目的として、従来の塗装装置の塗料スプレー装置部分を小規模改
造により置き換え可能な二酸化炭素スプレー装置の開発、希釈溶剤を全廃した二
酸化炭素塗装用塗料の開発等により、高い塗装品質を確保したまま、VOC排出量を
抑制する世界初の塗装システムを開発した。二酸化炭素塗装用塗料としてはクリ
ア塗料・有色塗料を各複数種・複数色を開発した。高圧ガス保安法に準拠した連
続式塗装装置を加美電子工業の実ラインの塗装ロボットに組み込み、実証運転を
行った。膜厚、仕上げ品質とも良好で、塗装した部品をユーザーにサンプル出荷
し、ユーザー規格に合格の評価結果を得て、本塗装機による塗装が実用レベルで
あることを確認した。 

B-（5） 
革新的塗装装置の
開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン、 
エチルベンゼン 
 
［実用化イメー
ジ］ 
二酸化炭素塗装
低 VOC スプレー
塗装 
 
［分野・プロセス］
塗装、樹脂製品・
金属製品への塗
装 

［開発目標］ 
高い塗装仕上げ品質
を有する有機溶剤系
塗料の希釈剤を二酸
化炭素で代替して、
VOC 排出量を抑制す
る二酸化炭素塗装の
実証、塗装装置及び
塗料の開発。 
 
VOC 排出量を 2／3 削
減、CO2 使用量を塗料
の 1／3 以下 
有機溶剤系塗料用ス
プレー装置部分を置き
換え可能な二酸化炭
素スプレー装置、スプ
レーガン吐出能力 50
～80g/分 
クリア塗料 3 種、有色
塗料 4 種開発 
有機溶剤系塗装にお
ける塗装仕上げ品質
基準と同等以上 

［成果］ 
従来の塗装装置
の塗料スプレー
装置部分を小規
模改造により置
き換え可能な二
酸化炭素スプレ
ー装置、希釈溶
剤を全廃した二
酸化炭素塗装用
塗料の開発等に
より、高い塗装品
質を確保したま
ま、VOC 排出量
を 2/3 削減する
塗装システムを
開発した。CO2 使
用量は塗料の 1
／3 以下である。
塗料としてはクリ
ア塗料 3 種、有色
塗料6種を開発し
た。連続式塗装
装置を実ラインに
組み込み、実証
運転を行った。膜
厚、仕上げ品質
とも良好で、ユー
ザー規格に合格
の評価結果を得
て、本塗装機によ
る塗装が実用レ
ベルであることを
確認した。本塗装
方法は環境低負
荷なうえ、経済的
にも既存の塗装
法よりもランニン
グコストが低減さ
れ有利である。 

B-（5）達成 
実証試験フェ
ーズ 
 
高意匠性樹脂
部品を塗装出
来る二酸化炭
素塗装装置と
塗料の開発は
世界初の成果
である。 
工業化課題
（操作性・連続
安定性）を解決
して工業化装
置確立を目指
す（継続研
究）。更に、塗
料種拡大、用
途拡大を目指
す（自主研
究）。 

Ｃ－（１）：有害化学物質削減支援ツールの開発 
委託先：三菱化学テクノリサーチ・三菱総合研究所・産業技術総合研究所 
VOCの流通・使用・排出状況（我が国全体、事業所内）、VOC削減技術並びにサプ

ライヤーの紹介、削減技術適用によるVOC削減効果試算、削減技術のコスト・見積
情報等、総合的な情報を排出事業者等に提供することにより、間接的にVOCを削減
することを目指した。トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメ
タン、クロロホルム、トルエン及びキシレンの6物質、脱脂洗浄、スプレー塗装、
グラビア印刷及び接着のVOC使用主要4業務を対象として、複数の対策について自
社の条件で各種試算ができ、対策選定の手助けをするWebツール【略称：VOCナビ】
を開発して、インターネット上に無償で公開した。毎月8千ページ前後のアクセス
があり、排出事業者、技術サプライヤー、行政担当者等に対しても本ツールは普
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及しつつあり、さらに広く普及・波及することで、VOCの自主的な排出削減の取り
組みを誘導する効果が期待できる。現時点で、経済産業省ホームページをはじめ
21自治体などから本ツールへリンクが張られており、本ツールは関係者のニーズ
に対応した機能・内容を備えていると判断している。 
ビジネスベースでのツール運営は現段階では難しいため、ツールの公開と並行

し、フォローアップ研究として、リンク先の更新などデータベースのメンテナン
スを実施している。2ヶ年を目処にフォローアップを継続し、VOC削減要請の加速
化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事業者のホームページでの公開に移
行させる計画である。 

C-（1） 
有害化学物質削減
支援ツールの開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレ
ン、ジクロロメタ
ン、トリクロロエ
チレン、テトラク
ロロエチレン、ク
ロロホルムの６
物質及び塗装・
印刷業務で使用
する全ＶＯＣ 
 
［実用化イメー
ジ］ 
ソルーションサイ
ト型の WEB シス
テム 
 
［分野・プロセス］
塗装、洗浄、印
刷、接着を伴う
製造業及びその
他上記６物質を
取り扱うプロセス
を有する産業分
野 

［開発目標］ 
VOC の使用・排出状
況、VOC 削減技術及
び技術適用による削
減効果、削減技術のコ
スト情報等を事業者等
に提供することによ
り、VOC 排出削減を支
援する Web ツールの
開発。 
 
我が国全体及び事業
所内の VOC フロー解
析 
エンドオブパイプ対策・
インプラント対策に関
する総合情報提供－
削減技術、削減効果、
コスト情報、CO2 排出
量 
事業者等が自ら各種
試算ができ、対策選定
を支援するWebツール
公開 
ツール機能の維持方
法および情報提供サ
ービスモデル策定 

［成果］ 
VOC の使用・排
出状況、VOC 削
減に関する総合
情報提供を行
い、対象 6 物質、
脱脂洗浄、スプレ
ー塗装、グラビア
印刷及び接着の
VOC 使用主要 4
業務を対象とし
て、自社の条件
で VOC 排出削減
の試算ができ、
対策選定を支援
する Web ツール
を開発して、平成
19 年度から WEB
上に無償公開
中。毎月8 千ペー
ジ前後のアクセ
スがあり、排出事
業者、技術サプラ
イヤー、行政担
当者等に対して
も本ツールは普
及しつつあり、さ
らに広く普及・波
及することで、
VOC の自主的な
排出削減の取り
組みを誘導する
効果が期待でき
る。 
 ツール機能の
維持、並びに、情
報提供サービス
の自立化を検討
して、サービスモ
デルを策定した。 

C-（1）達成 
実証試験フェ
ーズ 
自治体のホー
ムページのリン
クを通じたアク
セスを含め、排
出事業者など
多様な事業者
に 利 用 さ れ て
いる。ビジネス
ベ ー ス で の ツ
ール運営は現
段階では難し
いため、ツール
の公開と並行
し、フォローア
ッ プ 研 究 と し
て、リンク先の
更新などデー
タベースのメン
テ ナ ン ス を 実
施している。２
ヶ年を目処にフ
ォローアップを
継 続 し 、 VOC
削減要請の加
速化状況など
を鑑みて、公的
団体もしくは開
発事業者のホ
ームページで
の公開に移行
させる計画。 

 

投稿論文 31 件、「査読付き」7件、その他 24件 

特  許 「出願済」83件、うち国際出願 20件、「登録」1件、「実施」27件 

Ⅳ．実用化、事業化の見

通しについて 

 

Ａ－（１）：吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の
研究開発 
委託先：西部技研 
本研究で開発したプラズマ分解技術は、動力が電気のみでありオペレーション

が容易、小型・軽量で狭いスペースにも設置可能、などの特長を有しているため、
事業所が簡単に導入・設置・運転管理できる。課題として、電極・絶縁材の更な
る耐久性向上を行う。市場性については、VOC排出量は少ないが、住居などの生活
環境に排出源が隣接する悪臭の苦情対策をターゲットと考えている。小規模印刷
事業所、自動車板金工場などは、都市型VOCの代表的な発生源である。平成20年3
月より医療現場におけるホルムアルデヒド規制が強化されたが、吸着プラズマ分
解装置はこのような低濃度でも有害性の高いVOCの除去に優位性がある。現在市場
調査を実施し、この種用途向け製品化の可能性を検討している。技術の普及は今
後の需要による。 
Ａ－（２）：直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開発 
委託先：エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ・産業技術総合研究所
本研究で開発したVOC吸着回収装置は、高効率な吸着回収、蒸気を使わない再生、

回収溶剤の再利用による溶剤コスト削減、VOCモニタリングと回収溶剤管理システ
ムによる環境対応と省力化を、ユーザーへ同時に提供できるものである。トリク
ロロエチレンなど不燃性VOCに対して、これまでVOC排出対策がほとんどされてい
ない金属加工の中小事業所の洗浄工程をターゲットに、不燃性VOC用吸着回収装置
を開発した。装置能力、実用性、信頼性、低ランニングコスト等の開発目標を達
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成し、かつ、回収溶剤は再利用が可能でユーザーにコストメリットを提供できる。
更なる低価格化と小型化にむけては、吸着剤等の見直しなどで対策の目処がつき、
回収装置の価格は1台300万円を目標として、2010年度の事業化を目指す。さらに
溶剤(VOC)回収業者との連携で、ユーザーが装置導入しやすい環境を作り、普及拡
大を狙う。一方、印刷業などで使われるトルエンなどの可燃性VOCに対しては、高
周波等の加熱技術を用いた回収装置について、自主研究により装置の実用性評価、
大風量化、実用化を目指している。開発装置は再生工程で蒸気を使わないため、
酢酸エチルなどの水溶性VOCの回収も可能である。平成23年(2011年)度の事業化を
目指す。また、本研究開発技術の核は「吸着剤の新規な再生方法」であり、吸着
剤を用いた産業装置へ広く展開できる可能性がある。 
Ａ－（３）：吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理 
委託先：産業創造研究所･岩尾磁器・東洋インキエンジニアリング 
排水処理では排水量2m3/日（トリクロロエチレン・アセトアルデヒド濃度数十

mg/L程度）レベルのユーザーサイト、排ガス処理では排ガス量10～100Nm3/時間（ト
ルエン・キシレン濃度100ppm程度）レベルのユーザーサイトに実機または実験機
を持ち込み実証運転を行い、分解性能及び低コスト性をPRし、技術普及を図る。
排水処理については、平成19年度に、小容量（2m3/日)の装置を実用化・上市し、
同時に 5m3/日レベルの装置へスケールアップを図る。排ガス処理については、平
成19年度に処理容量10～100 Nm3/時間の処理装置を上市し、出版・印刷業、食品産
業等で排ガス量が少ない小規模事業所への適用・販売を目指す。また、平行して
100m3/時間以上の大規模処理容量へのスケールアップを検討し、化学工業、半導体
工業等排ガス量の大きな事業所への適用・販売も目指す。 

実施機関解散等の理由により研究開発事業は平成18年度で終了した。 
Ａ－（４）：マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発
委託先：REO研究所・産業技術総合研究所 
本システムの特長は、空気から生成されるオゾン以外使用しないこと、生成ラ

ジカルの酸化作用による分解なので、汚泥の発生が抑制できること、閉鎖系シス
テムにできるため、大気中に揮発成分を排出しないことが挙げられる。これらの
ことから難分解性の有害化学物質を含む排水の分解に適している。削減対象の有
害化学物質は、フェノール、N,N-ジメチルホルムアミド、トリクロロエチレンを
含む排水を対象としており、適応分野は、化学工業、プラスチック製品製造業、
繊維工業が挙げられる。実用化時期は、平成19年度中を目標としている。 
技術検討委員会判断により研究開発事業は平成17年度で終了した。 

Ａ－（５）：大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化
装置の開発 
委託先：イマジニアリング 
大気圧・空気プラズマによるVOC分解は、信頼性が確保された既存の部品から構

成されており、装置費用・維持費用が低い、オペレーションが容易、狭いスペー
スにも設置可能などの特長を有している。当初は、ドラフトチャンバーへの適用
を想定したが、現在、開発したものは要求処理風量の約1/10以下であり、適用は
難しい。一方で、高濃度のガスの分解が可能であることから、今後、プラズマ点
数の増加によるリアクター性能の向上、触媒技術との組み合わせによる性能向上
等を図り、ドラフトチャンバー用処理風量に対応できる対策を講じる。今後2年以
内を目処に、デモ機での性能検証、適用業種での実用化を目指す。本技術による
VOC処理の特徴は、小風量・高濃度・多成分処理に適することから、密閉空間内の
VOC処理等への適用を想定して市場の調査、導入方法などを検討し実用化を進め
る。 
Ａ－（６）：デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開
発 
委託先：タツノ・メカトロニクス・産業技術総合研究所 
デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置は、給油時に大

気へ放出されるガソリンを水分フリーで99％以上回収でき、VOC排出削減と石油資
源の有効利用に寄与する。装置導入にあたっては複雑な配管工事を必要とせず、
欧米には無い新しい回収システムである。また、給油時の臭気問題、火災の危険
を低減できる。市場導入を促進するため、平成21年度は、装置全体の耐久性能（2
年分）を確認するとともに、コスト面で製品化に不可欠な炭素脱水膜のモジュー
ル化、システム開発を行う（継続研究）。平成23年度より実ガソリンスタンドで
の実証試験、平成24年度、市場導入を図る。本技術開発成果の波及が期待される
クリーニング業界、工業充填業界等における溶剤回収・再利用の可能性を検討し
ている。 
Ａ－（７）：含塩素VOC高効率分解固定化装置の研究開発 
委託先：ＪＦＥソルデック 
含塩素VOC高効率分解固定化装置は既存技術の市場と競合しないユーザー層に

適用可能であると判断しており、今後更に規制強化（ジクロロメタン50ppm）で新
たに需要が生じることが期待できる。設備建設市場は最小でジクロロメタン排出
量3700トン/年から最大で11600トン／年が見込まれる。初期参入ターゲットとす
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る市場としては、現在回収装置が設置されていないジクロロメタン排出濃度が
1000ppm以下で、年間排出量8～30トンの小規模事業所に絞る。今後の需要による
が、平成24年度に市場導入、平成27年度(2015年)を目処に削減規模として100トン
／年を目指す。次の事業展開としては、回収メリットの出にくいジクロロメタン
と他の含塩素VOCとの混合物処理、例えば、化学工業等の合成反応用途を市場とし
て事業化してゆく計画である。また、本開発の高効率分解固定化技術の波及分野
としては、フロンの分解・回収処理への応用の可能性がある。 
Ｂ－（１）：非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 
委託先：昭和電工・産業技術総合研究所 
本研究で得られた成果であるノンハロゲン化の特長を活かし、さらなる配線の

狭ピッチ化が要求されており、かつ今後の市場の大幅な伸びが期待できるエレク
トロニクス分野の中の特定用途へまずはターゲットを定めて、平成19年度にはサ
ンプル供給を行い、客先の様々な要求特性に応えられるよう、特性改善を行った
後、平成21年に生産を予定している。また、ノンハロゲン化による電気絶縁性を
活かし、他の電子材料への用途拡大を行うために、コストダウンを積極的に進め
ていく必要がある。さらには、VOC削減のさらなる波及効果と本材料の普及を目指
し、汎用一般用途の低VOC型エポキシ塗料市場などを見据えた取り組みを行う。 
Ｂ－（２）：革新的水性塗料の開発 
委託先：日本ペイント 
革新的水性塗料と競合する技術の中でVOC含有量0％の粉体塗料とは、現有設備

を有効利用できる点で、溶剤型ハイソリッド塗料とは、低VOC、溶剤臭気、引火火
災の危険性などの点で革新的水性塗料の優位性が認められる。近隣住民への火災、
臭気の問題解消などのメリットと昨今の原油価格高騰などを考慮すれば十分に競
争力がある。革新的水性塗料は、実証試験を行った白系淡彩色だけでなく様々な
色相への対応性や、また、室内用途向け水系艶消し技術の開発などを含め、平成
21年度に実用的なレベルの開発を終了させ（自主研究）、平成22年度中には鋼製
家具を中心とした一般工業塗装分野に上市する計画である。本研究開発技術は、
特に水性化を目指す領域に応用・適用可能と考えられ、建設機械や鉄道車両など
の工業塗装分野や、自動車塗装の分野にも展開していきたいと考える。 
Ｂ－(３)：溶剤フリー塗装技術の研究開発 
委託先：シルバー精工 
金属防食皮膜としてのポリ尿素蒸着重合皮膜塗装技術は、有機溶剤を使用する

下地処理・塗装方法と比較して、有機溶剤を一切使用しないため、VOCを全廃する
ことができる。また、本開発技術は高い防食性、良好な製膜速度、均一被覆性を
有する。マグネシウム合金に対する耐食面から、家電市場、中でも音楽業界を中
心とした、マグネシウムスピーカーの量産化・事業化を現在進め市場参入を図っ
ている。更に、製膜条件の最適化を行うことで、PC筐体等の3次元立体形状物への
応用を図り（継続研究）、市場拡大に伴う事業化を展開したいと考えている。現在、
筐体等への応用は平成23年(2011年)製品化を目処に進めている。本開発技術の普
及により、マグネシウム合金の塗装工程の多さ、煩雑さによる高コストの問題も
解消され、マグネシウム合金の用途が拡大すると期待される。 
Ｂ－（４）：有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 
委託先：ケミクレア・産業技術総合研究所 
本開発において、マイクロ波加熱方式を用いた合成プロセスにより、年間生産

量でトンレベルのブロム酢酸エステルの製造が可能であり、副成廃棄物やトルエ
ン等有害原材料を削減できることが実証された。同時に、本プロセスは省エネも
達成しうる。生産量が順調に伸びているブロム酢酸エステル類には本開発で確立
した基本プロセスの延長で対応可能と考えられるが、技術普及のためには汎用化
が必要である。本開発プロセスの適応範囲を拡大するためには、新規触媒などを
中心とする要素技術のブラッシュ･アップと複合化による高機能化、マイクロ波反
応装置の大型化を中心とするスケール･アップ技術の確立が課題である。この目的
で平成21～22年度は市場拡大が見込まれるアミノ酸のエステル化プロセスの完成
に注力する予定である（継続研究）。平成24年度、事業化を目指す。更に、本技術
の水平展開としてコモディティエステル分野やPETに代表されるエステル型ポリ
マー製造への適用等の波及効果が期待できる。 
Ｂ－（５）：革新的塗装装置の開発 
委託先：加美電子工業・産業技術総合研究所 
本開発において、二酸化炭素塗装に関する基盤技術と、加美電子工業が主力と

する携帯電話・自動車電装用の小型樹脂部品向けの塗装機及び加美電子工業の必
要仕様を満足するトップコート用の塗料を開発し、最終目標を達成した。高意匠
性樹脂部品を塗装出来る二酸化炭素塗装装置と塗料の開発は世界初の成果であ
る。本塗装方法は環境低負荷なうえ、経済的にも既存の塗装法よりもランニング
コストが低減され有利である。現在は、量産ラインに設置するための塗装機を製
作中であり、平成22年(2010年)4月からの稼働を目指しており、実用化目前である。
工業化課題（操作性・連続安定性）を解決して工業化装置確立を目指す。更に、
小型樹脂部品以外への用途拡大に向け、自動車車体、光学電子樹脂部品、高級木
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工家具への展開に向けた共同研究をスタートさせて、それぞれの用途に適した塗
装機と塗料の開発を進めている（継続研究及び自主研究）。このように二酸化炭素
塗装の適用範囲は広く、二酸化炭素塗装という１つのジャンルを形成すると期待
される。 
Ｃ－（１）：有害化学物質削減支援ツールの開発 
委託先：三菱化学テクノリサーチ・三菱総合研究所・産業技術総合研究所 
VOC削減に関する総合的な情報を提供が可能なツールを開発した。計画されたツ

ール機能は完成し、平成19年度からWEB上に無償公開して、ウェブサイトで利用さ
れており実用化できている。ビジネスベースでのツール運営は現段階では難しい
ため、ツールの公開と並行し、フォローアップ研究として、リンク先の更新など
データベースのメンテナンスを実施している。2ヶ年を目処にフォローアップを継
続し、VOC削減要請の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事業者のホ
ームページでの公開に移行させる計画である。また、本ツールはVOC以外の有害化
学物質を対象とするなどの拡張性を有しているものと考えている。 

Ⅴ．基本計画に関する事

項 

作成時期 平成 16年 3月 NEDO 技術開発機構によって基本計画を策定。 

変更履歴 

平成 17年 3月 研究開発の目的、研究開発課題、研究開発の内容に

関して、進捗状況を勘案して、一部、変更、削除した。 

平成 20年 7月 イノベーションプログラム基本計画の制定により、

（1）研究開発の目的の記載を改訂。 
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別紙 
表 委託先、再委託先等、研究開発テーマ、プロジェクトリーダー、開発期間 
区分 研究開発テーマ 

委託先、再委託先 
プロジェクトリーダー 開発期間 

エンドオ
ブパイプ
技術 

(EP) 

吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処
理有害化学物質除去の研究開発 

（株）西部技研 
取締役 岡野浩志 

H16-H17 
H18 継続研究 

（株）西部技研 
直接加熱式 VOC 吸着回収装置の研究開発 ダイキン工業（株） 

常務執行役員 井原清彦 
H17-H19 
H20 継続研究 エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャ

ーズ（株）－再委託:東京大学、信州大学(H18)
（独）産業技術総合研究所 

－再委託:国士舘大学、信州大学(H17)
吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全
分解処理 

東京大学生産技術研究所 
教授 迫田章義 

H16-H18 

（財）産業創造研究所 
東洋インキエンジニアリング（株）(H17 迄)
岩尾磁器工業（株）(H17 迄) 

マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の
高効率分解技術の開発 

（社）産業環境管理協会 
常務理事 指宿堯嗣 

H16-H17 

（株）ＲＥＯ研究所 
（独）産業技術総合研究所  

大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化
合物(VOC)等の無害化装置の開発 

（株）島津製作所 
前理事 高木誠 

H18-H20 

イマジニアリング（株） 
－共同実施先:名古屋大学(H18)

デュアルメンブレンシステムによるガソリン
ベーパー回収装置の開発 

（株）タツノ・メカトロニク
ス 
常務取締役 本橋俊明 

H18-H20 
H21-H22 継 続
研究 （株）タツノ・メカトロニクス 

（独）産業技術総合研究所 
含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発 JFE ソルデック（株） 

社長 久松喜彦 
H18-H20 

JFE ソルデック（株） 
－共同実施先:（LLP）E&E Navi、
－再委託:宇都宮大学 

インプラ
ント技術 

(IP) 

非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材
料の開発 

（独）産業技術総合研究所 
環境化学技術研究部門 
部門長 島田広道 

H16-H18 
H19-H20 継 続
研究 昭和電工（株） 

（独）産業技術総合研究所 
革新的水性塗料の開発 山口東京理科大学 

教授 戸嶋直樹 
H17-H19 
H20 継続研究 日本ペイント（株） 

－再委託:山口東京理科大学

溶剤フリー塗装技術の研究開発 日本金属（株） 
常務取締役 山崎一正 

H18-H20 
H21-H22 継 続
研究 

シルバー精工（株）(旧社名：(株)創研) 
－再委託:日本金属（株）、静岡大学

有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセ
スの開発 

（株）ケミクレア 
取締役研究所長 三浦偉俊 

H19-H20 
H21-H22 継 続
研究 （株）ケミクレア    －再委託:岐阜大学

（独）産業技術総合研究所 
革新的塗装装置の開発 加美電子工業（株） 

代表取締役 早坂裕 
H19-H20 
H21-H22 継 続
研究 

加美電子工業（株） 
－再委託:宮城県産業技術総合センター、
オリジン電気(株) (H20)、 
アトミクス(株) (H20)、 
三菱レイヨン(株)(H20) 

（独）産業技術総合研究所 
シ ス テ
ム・ソフ

ト技術 

有害化学物質削減支援ツールの開発 東京大学生産技術研究所長 
教授 前田正史 

H17-H20 
（株）三菱化学テクノリサーチ(旧社名：ダイ
ヤリサーチマーテック(株)) 

－再委託:みずほ情報総研(株) (H18-)
（株）三菱総合研究所 

－再委託:(独)産業技術総合研究所(H18-)
（独）産業技術総合研究所(H17 迄) 
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「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト用語集 

 

Ａ－（１）「吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の研究開発」 

用語 解説 

揮発性 

有機化合物 

（VOC） 

WHO（世界保健機構）は、室内空気汚染源になる可能性のある有機化合物を沸

点に応じて下の表のように分類している。 

その中で、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds：VOC）とは、沸

点範囲として 50－100℃から 240－260℃の範囲のものを指す。 

 略記 沸点範囲 

超揮発性有機化合物 VVOC <0℃から 50-100℃ 

揮発性有機化合物 VOC 50-100℃から 240-260℃ 

半揮発性有機化合物 SVOC 240-260℃から 380-400 

VOC 

濃縮装置 

 

VOC 濃縮燃焼装置の濃縮部分（枠

内）。低濃度・大風量の VOC ガス

を高濃度・小風量に濃縮する装

置。 

VOC 濃縮装置の特長 

・VOC を燃焼装置のエネルギーに  

→ランニングコストの低減 

・燃焼装置の小型化が可能 

 →イニシャルコストの低減 

プラズマ 

エレメント 

 

 

平行平板電極に吸着ハニカム 

を入れたもの。 

 

 

平行平板 

電極 

 

 

 

電極板を積層したもの。 

 

 

電極板 

 

 

金属板を誘電体で 

挟み込んだもの（板状）。 

 

 

ＶＯＣ濃縮燃焼装置 

吸着ハニカム 

電極板

プラズマエレメント（断面図） 

平行平板電極（断面図） 

電極板

断面図

平面図

電極板 

誘電体

金属板
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ハニカム 

(Honeycomb) 

「蜂の巣」から転じて、工業材料として用いられる六角形の小部屋（セル）の

集合体を意味する。現在では、六角セル以外でも同一形状のセルの集合体を総

称してハニカムと呼ぶ。本研究では、薄い板状の素材と波形の素材を接着した

ハニカムを使用した。 

ハニカムの特長 

 

 

 

 

・通気抵抗が極めて低い ・比表面積が極めて大きい  ・軽くて強い 

吸着 

ハニカム 
ハニカムに吸着剤を担持したもの。 

プラズマ 

定義：正電気を帯びた粒子と負電気を帯びた電子とがほぼ同じ密度で、ほぼ電

気的中性を保って分布している集団。 

イメージ：物質の三態（固体・液体・気体）のさらにその上の第四の状態。 

      固体  →  液体  →  気体  →  プラズマ 

          0℃     100℃    10000℃ 

※プラズマ：10000℃以上の高温に匹敵するエネルギー状態 

バリア 

放電方式 

プラズマ発生方式の一つ 

適当な誘電体（本研究ではマイカ）を金属板の片側、あるいは両側に配した

電極板に交流電圧を加え、プラズマを発生させる方式。 

均一な放電状態が得られる、臭気・VOC 処理で使われるプラズマ発生方式 

①バリア放電、②沿面放電、③パックトベッド式放電、④パルス放電、 

⑤キャピラリーチューブ式放電 

オゾン 

ギリシャ語の Ozein（臭う）由来の、特有の臭いを持った酸素（O２）と同素体

である無色の気体（O３）、分子量は 48、沸点は-112℃。 

 オゾンの特長 

 ・強力な殺菌力、脱臭力、漂白力を持つ。殺菌力は塩素の７倍 

 ・自己分解性（O２（無害）に分解） 

触媒エレ 

メント 
ハニカムに触媒を担持したもの。 

炭化水素計 
気体中の炭化水素の総濃度を水素炎イオン化検出器（FID）によって測定する

計測器。 

オシロ 

スコープ 

電気信号を表示する機器。電圧の時間変化 

を表示する（縦軸：電圧、横軸：時間）。 

オシロスコープでは電圧波形しか観測でき 

ないが、各種センサ等を用いて電圧に変換 

すれば、電流、音声、光強度などの信号波 

形を観測できる。 

電
圧

時間 

オシロスコープ波形 
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高圧プローブ 

オシロスコープで高電圧波形を測定するために使用する受動プローブ 

高電圧（入力）を減衰し、低電圧（出力）に変換する。 

ｅｘ．減衰比 1000：1 

   1000V→1V に変換（オシロスコープへ入力可能） 

高電圧電源 
100V や 200V を数 kV まで昇圧できる電源。 

入力側で電圧調整器（スライダックなど）を使うと、出力側電圧を可変できる。

温湿度供給装置 所定の温度・湿度に調整した風を供給する装置。 

シーケンサ 

シーケンス制御を実現する専用コントローラ（計算機）。 

制御内容をシーケンサ内部（シーケンサ CPU）に書込むことで、ある装置の一

連の動作を、人の操作の介入なしで行なえる。 

シーケンス：自動化するためのプログラム 

誘電体 
直流電場をかけても直流電流が生じない電気的絶縁体。 

電気系における絶縁材料やコンデンサの電極間挿入材料として利用される。 

マイカ 

（mica） 

天然の鉱物で、日本語で雲母。日本の電気業界ではマイカと呼ぶことが一般的。

マイカは、電気絶縁性、耐熱性に優れており、へき開性を持ち薄片状にできる。

天然産物としては比較的安価であることなどから、電気機器の絶縁材料として

古くから使用されている。 

 マイカの特長 

：電気絶縁性、耐熱性、耐圧縮性、耐水性、耐薬品性に優れる 

絶縁破壊 

電気・電子回路やその部品において、設計された耐電圧を超えた高電圧が加わ

ったために、導電体間を隔離している絶縁材（非導電性物質や空気層など）が

破壊するなどして導通して、絶縁状態が保てなくなること。 

絶縁破壊という言葉は「絶縁状態が破られたこと」および「高圧に耐えられず

に機器の絶縁が壊れたこと」の両方の意味合いで用いられる。 

疎水性 

ゼオライト 

結晶性のアルミノケイ酸塩。 

水分よりも疎水性物質（臭気物質・VOC など）を優先的に吸着する。多数の細

孔を持つ。 

アルミナ 

ゲル 

吸湿剤の一種、成分は Al２O３、 白色、無味無臭で、毒性・可燃性もない。水

分吸着量はシリカゲルよりやや少ない。 

3A 

ゼオライト 

3Åの細孔を持つゼオライト。3Å未満の物質（ｅｘ．水、一酸化炭素等）は吸

着するが、3Åを超える物質（ｅｘ．ベンゼン、トルエン等）は吸着しない。 

光触媒 

光を吸収することでそれ自身は反応の前後で変化しないが、化学反応を促進す

る物質をいう。二酸化チタン（TiO２）が代表的。 

紫外線が光触媒にあたると、その表面で強力な酸化力が生まれる。理論上は、

紫外線と酸素、水分さえあれば効果は半永久的。光触媒は抗菌・消臭・防汚等

の分野でその酸化力を生かした環境浄化テクノロジーとして利用されている。

許容濃度 
労働者が有害物に連日暴露される場合に、当該有害物の空気中濃度がこの数値

以下であれば、ほとんど全ての労働者に悪影響が見られないとされる濃度。 
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力率 
交流回路に於ける、電圧と電流の波形のズレを現す数値、電圧と電流が一致し

ている抵抗負荷（白熱電球）などの場合は力率 100％と表される。 

遅れ力率 

交流回路に於いて、電圧波形に対し電 

流波形が遅れている場合を表す。 

モーターや蛍光灯などは遅れ力率である 

逆に進んでいる場合は進み力率。 

 

 

進相コンデンサ 遅れ力率を改善するために用いられるコンデンサ。 

リアクトル 高周波ノイズの吸収や進み力率の改善に用いる導線を巻いたコイル。 

汎用 

トランス 

一つの鉄心に一次、二次コイルを巻いた一般的なトランスで、交流回路に於い

て、電圧を上げたり下げたりすることに用いられている。 

リンケージトラ

ンス 

二次コイルを個々の鉄心に巻きその間を磁気回路にてつないだ物で、磁気回路

の設計により色々な特性を与えることが出来る。 

巻き線温度 

モーターやトランスの巻き線に流れる電流で発熱し起こる温度上昇 

巻き線の絶縁等級や冷却方式により、個々の機器により上限が決められてい

る。 

 

 

Ａ－（２）「直接加熱式ＶＯＣ吸着回収装置の研究開発」 

用語 解説 

吸着回収 活性炭、ゼオライトなどを利用してガス状成分を吸着し、加熱や減圧で吸着ガ

スを脱離させ、それを冷却凝縮し、回収すること。高濃度のガスへの適応が有

利である。ガス状成分を液体として回収する以外には、脱離させたガスを燃焼

等によって処理する方法などがある。 

活性炭素繊維 化学繊維や天然繊維、あるいは石油ピッチ系繊維を炭化・賦活化（水蒸気等で

混温処理）した活性炭で、フェルト状、布状、繊維（綿）状のものなどがある。

1本の繊維の外側から 0.2～0.3nm の穴（細孔）があいており、そこが吸着座と

なる。活性炭 1g 当りの細孔内部の総面積（比表面積）は 1,000～2,000m2/g で、

粒状の活性炭（ヤシガラなどを炭化・賦活化したもの）の 2倍以上である。活

性炭素繊維は繊維表面に直接吸着座となる細孔があるため、吸着・脱離速度が

非常に速いのが特長である。しかし、嵩密度が小さい（0.05 程度で、粒状活性

炭の約 1/10）ので、体積当りの吸着量が小さくなることが欠点である。 

活性炭素繊維の

通電加熱 

抵抗に電流を流し抵抗加熱を行うことを通電加熱という。活性炭はほとんど炭

素で出来ているので導電体である。活性炭素繊維も同様で、フェルトや繊維状

のものに電極を取り付けて電流を流すと抵抗加熱（通電加熱）が起こる。この

熱を利用して吸着物質の加熱脱離を行う。 

電圧

電流 

時間 
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キャリアガス 吸着体自体を電気的エネルギーで直接加熱して脱離させる場合、脱離したガス

を追い出すために、少量の窒素等のガスを流す必要がある。このガスをキャリ

アガスという。 

水溶性溶剤 塗料などで溶剤として使われるトルエンの代替としての酢酸エチルや、工業用

洗浄で使われるトリクロロエチレンなどの代替としてのイソプロピルアルコ

ールなど、水に溶解する溶剤のこと。（トルエンや塩素系溶剤は難水溶性でス

チーム脱離で回収した場合、水と分離が可能であるが、水溶性溶剤の場合は困

難である。） 

高周波誘導加熱 金属を高周波磁場中に置いた時に金属表面に流れる渦電流が、金属の自体の電

気抵抗によって発熱させること。 

ゼオライト 天然のものは沸石ともいう。カルシウムやナトリウムを主成分とする含水アル

ミノ珪（けい）酸塩鉱物。結晶構造は、すきまの多いアルミノ珪酸塩基が骨組

であるため、人工合成されたものは特にそのすきまを制御し、吸着剤や分子ふ

るいに用いられる。 

シリカゲル ケイ酸ゲルを脱水・乾燥したもので、組成式は SiO2・nH2O。多孔質構造（細孔

構造）を持ち表面積が広いため、乾燥剤や触媒の担体として利用される。 

キュリー点温度

制御 

磁性体固有のキュリー点(キュリー温度)で被加熱物を温度制御する方法。加熱

原理には二種類あり、一つは磁気ヒステリシス損失によるもの、他方は渦電流

損失によるものである。 

キュリー点温度制御の利点は、 

・過大入力があってもキュリー点以上に温度が上がらない、 

・吸着層全体がキュリー点で定まる一定温度になる、 

・急速加熱に際してもオーバーシュートが起こらない 

等の点で、他に無い優れた加熱法である。 

磁気ヒステリシ

ス発熱によるキ

ュリー点温度制

御 

ヒステリシス加熱の原理は、下図のようなヒステリシスループを描くごとに、

その面積に対応したエネルギーが熱として放出されることによる。キュリー点

ではヒステリシスループを描かなくなるので発熱源がなくなるため、それ以上

の加熱は起こらない。 

 

磁界 

磁化 
飽和磁化

保磁力 

M-H curve M-T curve 
磁化  

温度  

キュリー点 
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渦電流発熱によ

るキュリー点温

度制御 

渦電流加熱の原理は誘導電流によるジュール熱だが、表皮厚さが密接に関係し

ている。高周波電流は表面しか流れられず、その表皮厚さは磁性体の透磁率が

大きいほど薄くなる。キュリー点では透磁率も最小になるので渦電流は磁性体

全体を流れることになり、電気抵抗が低くなってジュール熱はほとんど生じな

くなる。 

 

キャニスター 一般的には保管容器のことであるが、本開発の可燃性 VOC 吸着回収装置では、

脱離工程で発生するキャリアガスともに発生する高濃度の VOCガスを一時的に

吸着させる小型の吸着体。（吸着した VOC は吸着塔の冷却工程で発生する余熱

を利用して脱離させ、吸着塔に再吸着させる。）自動車用キャニスターは、停

車中にガソリン燃料タンクとかキャブレターより放散されるガソリン蒸気を、

一時的に吸着するための吸着剤を入れた容器のこと（自動車の走行中に取り入

れる新鮮空気によって脱離させ、脱着したガソリンはエンジンで燃焼させる）

で、機能的に似ている。 

吸着 

吸着剤 

多孔体（多孔性材

料） 

気体や溶液中から特定成分が固体中に取り込まれる現象を吸着、吸着能を持つ

物質は吸着剤と呼ばれる。吸着剤は分子オーダーの細孔を持つ多孔性材料で、

ゼオライト、シリカゲル、活性炭等が良く知られている。 

細孔 

 

細孔の大きさによって3つのタイプに分類される。 

  マイクロポア（マイクロ孔）    2nm以下 

  メソポア（メソ孔）        2～50nm 

  マクロポア（マクロ孔）      50nm以上 

VOC センサ 既知のVOCの濃度を定量的に計測する装置。定性的な計測に限る「匂いセンサ」

や、ガス種を同定するガスクロマトグラフなどの分析機器も含まない。 

PID（Photo 

 Ionization 

Detector:光イオ

ン検出器） 

試料成分にそのイオン化電圧より高いエネルギーを持つ光を照射するとイオ

ン化が起こる現象を利用して検出。グロー放電により真空紫外線(10- 190nm)

を発生させ高エネルギーの紫外線を用いて分子のイオン化を行い検出する。触

媒酸化式などと違い、センサ部分が高温に成らないのでガスによる爆発の危険

がさけられる。 

PRTR（Pollutant 

Release and 

Transfer Register 

：化学物質排出移

動量届出制度） 

有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境

中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかと

いうデータを把握し、集計し、公表する仕組み。 

 

T < Tc                     T > Tc
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Ａ－（３）「吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理」 

用語 解説 

BOD 生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand） 

水の汚濁指標として用いられ、工場排水等の規制項目の一つである。微生物が

水中の有機物を酸化するときに消費する酸素量として表され、この値が大きい

ほど汚濁の度合いが大きい。 

COD 化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand） 

水の汚濁指標として用いられ、工場排水等の規制項目の一つである。過マンガ

ン酸カリウムもしくは二クロム酸カリウムが水中の有機物を酸化するときに

消費する酸素量として表され、この値が大きいほど汚濁の度合いが大きい。 

PRTR 法 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（Pollutant Release and Transfer Register） 

人の健康や生態系への影響を生じる恐れがある 354 の化学物質について、製造

業を中心とした 23 業種の一定規模以上の事業所からの排出・移動量を平成 14

年度から都道府県を経由し、国の主務大臣へ届け出なければならない法律 

トルエン 化学式 C7H8、分子量 92 の芳香族化合物でベンゼンの水素原子の一つをメチル

基で置換した構造を持つ。分子量 92.14、融点-93℃、沸点 110.6℃、比重 0.8669。

CAS 登録番号は 108-88-3。無色透明の液体で、水には極めて難溶。アルコール

類、油類等をよく溶かし、溶媒として広く用いられる。日本では製造／使用／

廃棄に関して、管理・届け出が必要な化学物質として PRTR 法の第一種指定化

学物質 に指定されている。 

キシレン 化学式 C8H10、分子量 106.17 の芳香族化合物で、ベンゼンの水素のうち 2 つを

メチル基で置換した構造を持つ。構造式 3種類の異性体が存在し、1,2-ジメチ

ルベンゼン（オルトキシレン）、1,3-ジメチルベンゼン（メタキシレン）、1,4-

ジメチルベンゼン（パラキシレン）がある。毒劇法により医薬用外劇物に指定

されている。工業製品としては異性体混合物を「キシレン」と呼ぶが、キシレ

ンの2004年度日本国内生産量は5,394,954t、工業消費量は3,694,999tである。

パラキシレンの 2004 年度日本国内生産量は 3,164,499t、工業消費量は

126,737t、オルトキシレンの 2004 年度日本国内生産量は 215,137t、工業消費

量は 68,583t である。シックハウス症候群の原因物質のひとつであるといわれ

ている。日本では製造／使用／廃棄に関して、管理・届け出が必要な化学物質

として PRTR 法の第一種指定化学物質 に指定されている。 
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吸着 固体表面に物質が捕捉される現象をいう。吸着される物質を吸着質、吸着する

物質を吸着剤という。代表的な吸着剤として、活性炭、シリカゲル、ゼオライ

トなどがある。吸着には、大別して物理吸着と化学吸着がある。物理吸着はフ

ァンデルワールス吸着とも言われ、分子間に働く「分子間力」という弱い結合

力によるものである。化学吸着は分子間での電子の授受による化学的な相互作

用によるもので、物理吸着よりも結合力は強い吸着である。 

オゾン 分子式 O3の酸化剤。その強力な酸化力から脱臭、殺菌、有害有機物の分解など

種々の作用を示し、浄水処理、脱臭処理等様々な分野での応用が期待されてい

る。 

 

活性炭 石炭やヤシ殻等の炭素物質を原料として高温でガスや薬品と反応させて作ら

れる微細孔（直径 10～200Å）性炭素。微細孔は炭素内部に網目状に構成され

ており、その微細孔の壁が大きい表面積（500～2500m2/g）となりその表面に種々

の物質をすることが可能。90％以上が炭素で、残りは酸素、水素、また Na，Si，

K，Ca，Fe 等も含有する。 

 

ゼオライト 多孔性アルミノ珪酸塩。様々な構造を有するゼオライトがあり、吸着剤、クラ

ッキング触媒等、様々な用途で使用されており、さらに広く応用が期待される。

 

トリクロロエチ

レン 

有機塩素系化合物の一種である。エチレンの H 原子 3 つが Cl 原子に置き換わ

ったもの。示性式は Cl2C=CHCl。脱脂力が大きいため、半導体産業での洗浄用

や、クリーニング剤として 1980 年代頃までは広く用いられていたが、発ガン

性が指摘されており土壌汚染や地下水汚染を引き起こす原因ともなる。水質汚

濁並びに土壌汚染に係る環境基準が定められている。日本では製造／使用／廃

棄に関して、管理・届け出が必要な化学物質として PRTR 法の第一種指定化学

物質 に指定されている。 

 

アセトアルデヒ

ド 

アルデヒド類の一つ。人体にとって有毒物質で、飲酒後の悪酔いや二日酔いの

原因となる。また、建築材から放出されるアセトアルデヒドはシックハウス症

候群の原因として問題視されており、これを含まない建築材の採用も進んでい

る。日本では製造／使用／廃棄に関して、管理・届出が必要な化学物質として

PRTR 法の第一種指定化学物質 に指定されている。 

 

吸着剤ハニカム ハニカム状の担体に吸着剤を担持したもの。粒状吸着剤よりもカラムへの充填

密度は低下するものの、圧損が圧倒的に小さく大処理容量の装置への適用に向

いている。 
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紫外吸光度計 ある物質を一定幅のセルに入れ、紫外域の波長を通すことによりその吸光度を

測定する方法。この値からランベルト－ベールの法則を利用することにより、

その物質の濃度を算出することができる。 

GC-MS ガスクロマトグラフィー－質量分析計。GC（ガスクロマトグラフィー）により、

測定サンプル中の成分を分離し、GC の出口から直接に MS に導いて分離した多

数の成分を測定する方法。SCANモードとSIMモードの2種類のタイプがあり、

SCAN モードはあらかじめガスクロマトグラフィーにより単離されたある物

質を質量分析計に導入する際に、四重極に印加する高周波電圧や直流電圧

を一方向に連続的に変化させることによって設定した質量範囲のマススペ

クトルを得ることができる。これを付属のライブラリ内にある様々な物質

のマススペクトルパターンと比較することによりその物質の定性（同定）

が可能。また SIM モードはある特定の質量数について検出を行い、この強

度からその物質の定量が可能。 

炭化水素計 水素炎イオン化検出装置（FID）を用いた全炭化水素を測定する分析器。FID は

水素炎中で有機炭素含有量に比例するイオン電流を発生させることから、この

電流を計測することにより炭化水素量測定することができる。 

CHN 計 物質に含有される炭素、水素、窒素成分の含有率を定量する分析計。分析サン

プルを燃焼菅内で燃焼し、二酸化炭素、水蒸気、NOx に転化。二酸化炭素、水

蒸気は直接定量、NOx は銅還元管を通して N2に更に転化させた後定量すること

によって C、H、Nの割合を算出する。 

PSA Pressure Swing Adsorption の略。吸着剤の吸着選択性を利用し、数種類の成

分が混合した気体から一種類の気体の成分を分離し、100％近くまで濃縮する

方法。その運転シーケンスは吸着工程、再生工程からなり、2 塔式を採用する

ことにより、これらの操作を交互に行うことができ連続処理が可能である。 

HPLC 高速液体クロマトグラフィー（High Performance Liquid Chromatography）。

液体中に含まれる物質を分離カラムに流通しそのアフィニティ、保持時間の違

いを利用して分離し、付属の検出器により定性・定量を行うための分析器。 

示差屈折検出器 無機物から有機物、低分子から高分子物質まであらゆる溶液の微少濃度差を屈

折率の差としてとらえる汎用性の高い検出器。 

インジゴ吸光度

法 

オゾン濃度を測定するための一つの方法。インジゴトリスルホン酸カリウムが

オゾンと 1:1 で反応し、波長 600nm 付近の吸光度を失う性質を利用して、オゾ

ン濃度を定量する。 
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シリカライト ゼオライトの一種。図のような結晶構造（MFI 構造と呼ばれる）を有する。 

 

 

 

 

 

ゼオライト USY ゼオライトの一種。図のような結晶構造（FAU 構造と呼ばれる）を有する。 

  

 

ゼオライト USM ゼオライトの一種。モルデナイトとも呼ぶ。図のような結晶構造（MOR 構造と

呼ばれる）を有する。 

 

 

 

 

ゼオライトβ ゼオライトの一種。図のような結晶構造（BEA 構造と呼ばれる）を有する。 

  

メソポーラスシ

リカ MCM-41 

米国 Mobile 社が開発した口径数十Åの均一な一次元円筒状細孔が六方対称に

配列したハニカム構造を持つ多孔質シリカ/シリケート。使用した他のゼオラ

イトに比べて、細孔窓径が比較的大きい。 

SV 空間速度（Space velocity[h-1]）。装置運転条件であり、また装置性能の指標。

単位体積当たりの流通体積/カラム体積で定義される。 

破過点 吸着装置に吸着質を流通した場合、吸着剤は徐々に吸着質を吸着しきれなくな

り限界を迎えたとき、徐々に装置より漏れ出す。これを破過という。破過を迎

えたとき、吸着剤の再生、もしくは交換等が必要となり、その目安として流過

率 5％、10％等を定める。これを破過点と呼ぶ。 

触媒被毒 触媒反応における原料、もしくは生成物が触媒の反応活性点に不可逆的に吸着

し、その反応活性が失われる現象。触媒劣化の一形態。 

境膜 流体から吸着剤表面に吸着質が物質移動する際、流体－吸着剤表面間の物質移

動を実質支配している領域。この領域に大きな吸着質の濃度勾配が現れる。 
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プラズマ分解法 放電プラズマを利用して有害ガスを分解処理する方法。この方法は比較的高濃

度の処理ではなく比較的低濃度の処理に向いている。 

活性炭吸着水蒸

気再生法 

活性炭で有害ガスを吸着除去し、高温水蒸気で使用済み活性炭の再生を行う有

害ガス除去技術。 

蓄熱式燃焼炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図に示すように蓄熱体を組み込んだ 1対の燃焼装置を 1つの炉に取りつけて交

互に燃焼させる方式。蓄熱体には耐熱セラミック製のハニカムやペレットスト

ックを使用し、排出側の流路に設置した蓄熱体に排気ガスの熱エネルギーを蓄

積する。排ガスは蓄熱体を流れる間に熱交換し、蓄熱体から出てきたときには

蓄熱体の出口温度である吸気した空気温度にほぼ近くになっており、高い熱効

率を示す。 

DOC 溶存有機炭素(Dissolved Organic Carbon)。水中に溶存する有機炭素、もしく

はその濃度。 

細孔 吸着剤の持つ微細構造を有する孔。直径 2nm 以下のものをミクロ孔、2～50nm

のものをメソ孔、50nm 以上のものをマクロ孔と呼ぶ。 

TOC 全有機炭素(Total Organic Carbon)。水中に存在する有機炭素、もしくはその

濃度。 

 
 

燃焼炉

燃料

排ガス

熱利用装置

予熱された
燃焼用空気

熱交換器

フィルタ
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Ａ－（４）「マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発」 

用語 解説 

マイクロバブル 通常の気泡は水の中をフワフワと上昇して、ついには表面でパンとはじけ

る。これに対してマイクロバブルと呼ばれる直径が 50μm 以下の微細気泡

は、水中で縮小していき、ついには消滅（完全溶解）してしまう。これは

マイクロバブルが極めて優れた気体の溶解能力を持っていることを示して

いる。近年、このマイクロバブルの特徴を利用して様々な工学的利用が検

討され始めている。 

マイクロバブル

発生装置 

 

水は表面張力の高い物質であるため、マイクロバブルを作ることは容易で

はなかったが、近年、主に日本において発生方法がいくつか確立された。

装置は大きく分けて、高濃度型と低濃度型がある。一般的に低濃度型は直

径が 30μm 付近に分布のピークがあり、気泡濃度は 100～200 個/mL 程度で

ある。これに対し、高濃度型は 10μm 付近に気泡分布のピークがあり、気

泡濃度は 2,000 個/mL 以上である。 

マイクロバブル

の圧壊 

 

マイクロバブルの研究を実施する過程で、これに物理的な刺激を施すと大

量のフリーラジカルが発生する現象を見つけた。これは超音波などで認め

られるメカニズム（断熱圧縮に伴う超高温度場の形成）とは異なり、気泡

の急激な縮小に伴って生じる超高濃度イオン場の形成に関与している。特

徴として、ラジカル発生量が極めて多く、また水に溶けている電解質イオ

ンの種類によりラジカル種が変化する。また、マイクロバブルとしてオゾ

ンを利用すると、そのラジカル発生量が飛躍的に増加するため、水中の有

機化学物質の分解に使用することができる。 

フェノール PRTR 対象物質の一つ。難分解性物質であり、処理が難しい。

 OHOH

Phenol  

COD 化学的酸素要求量 Chemical Oxygen Demand   

水中の有機物を酸化剤で分解する際に消費される酸化剤の量を酸素量に換

算したもので、水質の有機物による汚濁状況を測る代表的な指標。測定方

法は世界的には重クロム酸ナトリウムで酸化する方法が一般的だが、日本

では日本工業規格 K0102（工場排水試験方法）に準拠して、硫酸酸性で過マ

ンガン酸カリウムにより沸騰水浴中（100℃）で 30 分間反応させたときの

消費量を測定し、試料中の有機物の汚濁度を算出する。 

BOD 生物化学的酸素要求量 Biological Oxygen Demand   

水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の

量のことで、河川の有機汚濁を測る代表的な指標。なお、BOD は生物によっ

て代謝されやすい有機物を表現しているもので、代謝されにくい物質は測

定値のなかに入ってこない。 
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TOC 全有機炭素量 Total Organic Carbon  

水中に含まれる有機物中の炭素の総量を測定することにより水の汚れの度

合いを知ろうとする指標のひとつ。有機物は数が膨大なので、種類に関係

せずまとめて測定する方法として BOD、COD 等が使われてきた。これらの項

目は微生物や酸化剤により一定時間内に分解されるものの総量を測ってい

るため、有機物の種類により分解率が異なり、指標として課題がある。TOC

は 900℃程度の高温で有機物を分解し、二酸化炭素にして炭素量を測定する

ので、分解率の問題がなく、測定時間が短くて済むことや連続測定可能と

いう利点もある。 

 
 
Ａ－（５）「大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発」 

用語 解説 

PRTR 制度 

人の健康や生態系に有害なおそれがある化学物質について、環境中への排出量及

び廃棄物に含まれての移動量を事業者が自ら把握して行政庁に報告し、さらに行政

庁は事業者からの報告や統計資料を用いた推計に基づき排出量・移動量を集計・

公表する制度。 

移動量 
事業者がその事業活動に係る廃棄物の処理を当該事業所の外において行うことに

伴い、当該事業所以外に移動する第一種指定化学物質の量。 

大気圧プラズマ 

プラズマとは、物質の電離により生じる正（イオン）と負（電子）の荷電粒子群を含

み、全体として電気的にほぼ中性の粒子の集団（電離気体）。大気圧プラズマとは、

従来の技術では低圧（真空）下でしか安定発生させることが出来なかったグロー放

電を大気圧（常圧）下で安定に発生させたもの。またはこのようにして発生させたプ

ラズマ。 

非平衡プラズマ 
電子温度だけが高く、ガス温度が低い、熱平衡に達していないプラズマ。時間の経

過と共に熱平衡プラズマへと移行する。 

ラジカル 不対電子を持つ化学種。 

流量と風量 
ガスが単位時間当たりに移動する量（体積・質量）。一般的には流量とは流体（気体

と液体）の移動量を表わし、風量は気体の移動量のみを表わす。 

ワンパス処理 

ガスが VOC 分解処理リアクタ内を一度通過して、所定濃度まで VOC 濃度を下げる

ことが出来る処理方法。循環式装置に比べて、設備を簡易・小型化できるというメリ

ットがある。 

パルス 
短時間の間に急峻な変化をする（通常単発の）信号の総称。電子回路の分野では

一定の幅を持った矩形波のことを言い、必ずしも単発とは限らない。 

クロマトグラフィー 
試料を固定相に接して流れる移動層に導入して、固定相及び移動相に対する成分

の特性の差によって分離する成分分離手法。 

クロマトグラム 
クロマトグラフィーにおいて、試料成分の溶出状態を時間に対してプロットした図。 

電磁干渉 電気機器のケーブルや電子部品が電磁波を拾って、機器内部に余分な電圧（ノイ
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ズ）を発生させること。 

放射電界妨害強

度（EMI) 

意図的ではなく、装置から直接空中に放射される電界の強さ。 

電磁シールド 電波、電磁場、静電場の結合を低減させることができるシールド。 

NO 

一酸化窒素。窒素酸化物(NOx)の一つ。光化学オキシダント、酸性雨の成因の一つ

とされる。 

【環境基準】窒素酸化物(NOx)の排出基準：ガス専焼ボイラーで 60～150ppm。 

ジシアン（dicyan） 

シアノ基同士が結合した構造を持ち、特有の臭気をもつ無色の気体または液体。冷

水と反応してシアン化水素とシアン酸を生じる。 

【環境基準】シアン化水素の致死量：270ppm～5000ppm(0.5％) 

亜硝酸メチル 
エーテル様の香りを持つ透明の液体。CH3ONO 

【環境基準】引火しないよう熱源や静電気に注意する。 

ギ酸メチル 
芳香臭のある無色液体。極めて引火しやすい。HCOOCH3 

【環境基準】引火しないよう熱源や静電気に注意する。 

硝酸メチル 

甘い芳香臭を持つ、無色透明の液体。CH3ONO2 

引火点が低いので引火・爆発の危険性有。第 5 類危険物。 

【環境基準】引火しないよう熱源や静電気に注意する。 

光化学オキシダン

ト 

窒素酸化物(NOx)及び炭化水素類（揮発性有機化合物）を主体とする一次汚染物質

が、太陽光線を受けて光化学反応を起こすことによって発生する二次汚染物質。高

濃度では、粘膜への影響がある。 

三元触媒 

プラチナなどを使った酸化・還元触媒装置。炭化水素、一酸化炭素、窒素酸化物を、

水、二酸化炭素、窒素に還元もしくは酸化させる。自動車の排気処理等に用いられ

る。 

A/F 空燃比。燃料、空気混合気中の、空気量/燃料量。 

理論 A/F 空気と燃料が理想的な濃度で混合して完全燃焼するエンジンの燃焼方式（状態） 

ppm、ppmC 容量濃度。100 万分の 1 を表わす。ppmC は炭素換算濃度。ppm に炭素数を乗じる。

HC 

炭化水素(Hydrocarbon)。多種の発生要因があるが、その中の一つの要因として、

内燃機関が不完全燃焼することにより発生する。ヒトが HC の蒸気を吸引する事によ

り、急性の神経症状を発生したり、シックハウス症候群などの慢性症状をひきおこ

す。 

【環境基準】非メタン系炭化水素の中央環境審議会指針値：午前６時から９時までの

３時間平均値は 0.20ppmC～0.31ppmC 

THC 全炭化水素（Total Hydrocarbons）。炭化水素全体を意味する。 
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Ａ－（６）「デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発」 

用語 解説 

アイランド 

 

ガソリンスタンドに計量機を設置するためのステージ。床面より 15ｃｍ位高く、車の衝

突を防ぐ役割も兼ねている。 

 

気液分離槽 ガソリンベーパーと空気の混合気体は、凝縮器によってガソリン液に変換され

るが、一部のガソリンベーパーと空気は気体のまま存在している。この液と気

体を分離させるための槽。 

凝縮器 ガソリンベーパーと空気の混合気体を圧縮・冷却によって液体ガソリンに変換

する槽。 

凝縮器は冷凍機によって温度管理されている。 

計量機 ガソリンスタンドで車へ燃料を補給するための計量装置。 

通気管 ガソリンスタンドの地下タンクでの揮発ガスをタンク内部から外気に自然に放出さ

せ、タンク内圧力を一定に保つための外気に開放されたもの。 

米国カリフォル

ニア規制値 

米国カリフォルニア州でガソリンベーパーの排出規制をしている規制値でガ

ソリンスタンドから排出するガソリンベーパーの回収率を９5％以上と規制し

た値。カリフォルニア州は、ガソリンベーパー排出規制が世界で最も厳しいと

されている。 

膜分離 膜を界にした二つの空間のガス分圧差を推進力としたガスの膜透過現象を利

用し、高透過成分を透過側に、低透過成分を未透過ガス側に濃縮する方法 

溶解拡散型透過 膜の透過速度を支配する大きな因子としてガスの膜への溶解度と膜中の拡散

係数があり、この二つのどちらも寄与する透過挙動を溶解拡散型透過と呼ぶ。

VOC 透過膜 溶解拡散型透過の膜で特にガソリン成分(VOC)の溶解度が高く、その溶解度の

寄与が透過現象を支配している膜（たとえばシリコンゴム膜）の特長を呼び名

にして VOC 透過膜と称した。 

分子ふるい型透

過 

膜の透過速度を支配する大きな因子としてガスの膜への溶解度と膜中の拡散

係数があるが、拡散係数が支配する透過挙動を特に無機膜では分子ふるい型透

過と呼ぶ。拡散係数支配の透過速度はガス分子径が大きいほど小さく、所謂ふ

るい効果が現れる。 

シリコンゴム膜 シリコンゴム（シリコーンゴム）でできた膜で柔軟性に富みガス透過性能が高

いことで知られている。ガスの溶解度の大小が分離性に大きく影響する典型的

な膜。 

ゼオライト 

 

沸石とも呼ばれる。珪素とアルミニウムが酸素を共有してつくる３次元の網目

構造の中に、組成比やアルカリ土類金属の含有によって 0.1nm オーダーの大き

さの異なる空孔を有する無機化合物の総称。 

これを膜状に形成したものをゼオライト膜と称しており、ゼオライトの持つ微
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細孔をガスが分子ふるい型で透過するので分離性が発現する。 

A 型ゼオライト LTA ゼオライトとも言う。珪素とアルミニウムが酸素を共有して形成している

環構造中に 8 つの酸素原子を含む結晶構造を有し、0.41 nm の細孔径を持つ。

イオン交換能に優れ、Na-A 型、Ca-A 型などが知られている。 

チューブラー型

膜 

形状がチューブ（管）状の膜。 

中空糸膜 形状がチューブ状の膜であるが、特に外径が約 1mm 以下の場合に中空糸（ホロ

ーファイバー）膜と呼ぶ。 

膜モジュール 分離膜をプロセスラインに接続して使用するために、供給口、透過口、未透過

排出口を持つ容器に膜を収納した最小単位の装置 

理想分離係数 A ガス透過速度の B ガス透過速度に対する比を A/B の理想分離係数と呼んでい

る。 

透過速度 単位膜面積、単位圧力差、単位時間あたりの透過量のことを透過速度（あるい

は透過率）と定義している。 

回収率 膜装置への供給ラインに含まれるガソリンベーパーの量を Gf、装置から大気に

排出されるラインに含まれるガソリンベーパーの量を Grとした時、（Gf- Gr）/ Gf

で定義するパラメータ。 

 

露点 気体の乾燥度を表す一つの指標で、温度を下げていった時に含有水蒸気が凝縮

して液化する温度のこと。水蒸気含有量が少ないほど低い温度となる。 

 

相当直径:de 環状路の断面の代表長さとして、４（断面積）/（辺長）で定義した値を相当

直径と称する。直径 d2のチューブラー型ゼオライト膜を内径径 d1の管に収納し

た単管モジュールの相当直径は下記の様になる。 
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PPO, CPPO, SPPO PPO:下記の構造式で R が水素原子である高分子がポリ 2.6－ジメチル－1,4-フ

ェニレンオキシドであり、それの略号を PPO とした。 

 

 

 

置換反応により Rが CO2H（カルボキシル基）となった構造の略号を CPPO とし、

同様に Rが SO３H（スルホン酸基）となった構造の略号を SPPO とした。 

 

 

Ａ－（７）含塩素ＶＯＣ高効率分解固定化装置の研究開発 

用語 解説 

含塩素 VOC 塩素を含む有機化合物で以下のような物質。 

・ ジクロロメタン（DCM） 

・ トリクロロエチレン（TCE） 

・ テトラクロロエチレン（PCE） 

機能化 高比表面積、炭素含有等によって、反応性を高めること 

炭素含有 炭素は、原料焼成により酸化カルシウムの表面に析出した状態で存在する。

含塩素 VOC の分解を促進する。 

gPROMS Process Systems Enterprise Ltd.により商品化されたダイナミックシミュ

レーションソフトウエアで、反応、晶析、非平衡分離といった、複雑な物

理化学操作を解析し、高精度な数理モデルを構築し、装置内の反応に伴う

体積変化、物質移動及び熱移動等をシミュレーションする。 

比表面積 有る物体についての単位質量当たりの面積を示すもの。触媒等、表面での

活性が重要なものについては、その表面積が大きいこと程、良い性能が得

られる。 

HVFU Halide VOC Fixation Unit の略（含塩素 VOC 固定化装置と同意義） 

水酸化カルシウ

ム 

分子式：Ca(OH)２ 

高い比表面積を持つ水酸化カルシウムは含塩素ＶＯＣ分解固定化剤の原料

酸化カルシウム 分子式：CaO 

高い比表面積水酸化カルシウムを焼成し、酸化カルシウムとして含塩素VOC

分解固定化剤としている。 

塩化カルシウム 分子式：CaCl２ 

含塩素 VOC 中の塩素は分解固定化剤中の CaO と反応して塩化カルシウムと

して固定化される。 

R = SO3H, CO2H

O O

CH2R

O

R

x ny z
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炭酸カルシウム 分子式：CaCO３ 

VOC 中の炭素は CO２として排気されるが、一部は CaO と反応して炭酸カルシ

ウムとなる。 

クロスフロー 一方の流れに対し、直角方向に進む流れ。ここでは、反応器中の分解固

定化剤が上方から下方へ流れるのに対して、含塩素 VOC を含むガスは水

平に流れる。 

 

 

Ｂ－（１）「非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発」 

用語 解説 

過酸化水素（水溶

液）[H2O2] 

融点 0.9℃、沸点 152℃の無色透明液体。水に任意の割合で混合し、通常は水

溶液として市販される（3%水溶液はオキシドール）。酸化作用はそれほど強く

ないため、酸化反応に利用するには触媒などの活性化手段が通常必要となる。

安価で腐食性がなく、反応後に水以外の副生物が生じないために環境負荷が小

さい。 

 

オレフィンのエ

ポキシ化 

２重結合を有する化合物（オレフィン）に酸素原子を付加してエポキシド（オ

レフィンオキシド）を生成する反応。従来から過酢酸等の過酸がエポキシ化剤

として用いられている。 

    R4

R3R1

R2 R4

R3R1

R2

O[O]

 

過酢酸： 

   

O

H3C OOH  

選択的モノエポ

キシ化 

2 つ以上の 2重結合を有する化合物において、1つのみをエポキシ化する反応。

少なくとも 2 種類の異なるモノエポキシ化合物が生成するほか、2 つの 2 重結

合がエポキシ化されるジエポキシ化合物も生じるので、あるモノエポキシ化合

物を選択的に得るためには、エポキシ化反応を厳密に制御することが要求され

る。そのため選択的モノエポキシ化反応は一般的には低生産的（低反応性、低

選択性）であるとされている。 

R1

R2

R4

R3

[O]

R1

R2

R4

R3

O

or

R1

R2

R4

R3

O

  

相間移動触媒 水相と有機相の 2 相系反応において、2 相に別々に存在する化合物のやり取り

を行うことにより反応を開始させたり、反応速度を上昇させたりしながら、化
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合物の種類をかえる役目をする物質。それ自身は反応の前後で変化しない。 

シリカゲルクロ

マトグラフィー 

シリカゲル等の充填剤が均一につまった分離管内に試料を有機溶媒によって

展開させ、充填剤との相互作用の差を利用して各成分に分離させる方法。ある

程度の試料量を展開できるため、各成分の定性的な情報（構造決定、物性測定）

を得ることができる。単離収率を求めたりする際にも利用される。 

ガスクロマトグ

ラフィー法 

シリカゲル等の充填剤が均一につまった分離管内に気化した試料をキャリア

ガスによって展開させ、分解することなくガス状で通過させて各成分に分離さ

せる方法。各成分の定量的な情報（反応収率）を得ることができる。 

基質(原料)転化

率 

原料のモル数に対する生成物のモル数の合計の割合。反応が完全に進行して原

料がすべてなくなった場合には 100％となる。未反応の原料を定量する事によ

り算出される。 

過酸化水素効率 消費した過酸化水素に対するモノエポキシ化合物の選択率。大過剰の過酸化水

素をモノエポキシ化反応に使用すると過酸化水素効率は大幅に低下する。 

触媒原単位 得られた生成物の重量単位当たりに対する使用した触媒の総重量。触媒の活性

能力を示す指標となる。 

ソルダーレジス

ト 

プリント基板のハンダ付けを行う時に、ハンダ付けに必要なランド以外のパタ

ーンなどにハンダが付かないようにする永久絶縁皮膜。ハンダ付け後は、回路

間の絶縁性を保ち導体を保護する役目をする。 

誘電率 正確には比誘電率のこと。電界が加えられた時に蓄えられるエネルギーの

大小。平行平板の絶縁体（誘電体）における静電容量 C[F]は電極板の面積

A[㎡]に比例し、電極板の間隔 l[m]に反比例する。比例定数εは物質によっ

て固有の値となり、これを誘電率という。また、真空の誘電率との比を比

誘電率という。 

イオンマイグレ

ーション 

導体回路間に印加された電圧により、絶縁体の表面、界面および内部を導体金

属が溶解してイオン化し、移動、析出する現象。 

脂環骨格 シクロヘキサン、シクロペンタン、ノルボルナンなどの環状脂肪族を持つ骨格。

ガラス転移温度 高分子物質を加熱した場合にガラス状の硬い状態からゴム状に変わる現象を

ガラス転移といい、ガラス転移がおこる温度をガラス転移点(温度)という。 

プリント配線板 いわゆる基板のこと。絶縁基板上に、導体の配線パターンを形成した板。 

リフロー工程 プリント配線板上への部品実装の工程の１つ。ペースト状になっているハンダ

を使い、スクリーン印刷やディスペンサで基板にハンダパターンを形成した

後、部品を載せて熱を加え、ハンダを溶融させて部品を接続する工程。 

ボンダー プリント配線板に IC チップや他の基板等を熱圧着する装置。 

熱機械分析装置

（TMA） 

試料を加熱または冷却すると､膨張･収縮等機械的な寸法変化を起こす､これを

差動トランス等で検出し測定する装置。熱膨張の変化をとらえることにより､

ガラス転移温度を測定することができる。 
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線膨張係数 材料の熱膨張の割合。温度変化 1℃当たりに材料が可逆的な寸法変化する割合

のこと。 

体積固有抵抗 体積抵抗率ともいう。単位体積当たりの電気抵抗値のこと。1cm３の立方体の互

いに向かい合う 2面間の抵抗値と等価で、単位は（Ω・cm）で表される。 

RF インピーダン

スアナライザー 

サンプルに加えた電圧と電流、および、その位相から高周波における複素イン

ピーダンスを測定する装置。平行平板のサンプルでは、このデータと厚み、電

極形状から誘電率を計算することができるため、誘電率測定装置としても利用

できる。 

HHBT 試験 High temperature and High humid Bias Test：高温高湿バイアス試験の略。

高温・高湿条件下でサンプルに電圧を印加してイオンマイグレーションおよび

絶縁劣化を評価する試験。 

電圧バイアス 電圧印加のこと 

デンドライド プリント配線板の配線間などに樹枝状に発生するイオンマイグレーション析

出物。デンドライドが配線間を貫通すると、配線間がショートしてしまうため、

プリント配線板の重大な不良原因である。 

無電解金メッキ 電気エネルギーを用いないで金属水溶液中の金属イオンを置換反応、あるいは

酸化還元反応により、下地表面に金メッキをする方法。先に無電解ニッケルメ

ッキを行い、その上に置換金メッキ膜を形成する。強酸のメッキ液を使用する

ため、ソルダーレジストに耐薬品性が必要になる。 

ハンダ耐熱性 ハンダ付けの際に必要な耐熱・耐薬品（フラックス）を評価する実用試験。ソ

ルダーレジストがパターニングされたプリント配線板にフラックスを塗布後、

溶融ハンダ（260℃程度）に所定時間浸漬し、ソルダーレジストの損傷の有無

を評価する。 

カルボキシル化

合物 

カルボキシル基（-COOH）を持つ化合物の総称。 

ウレタン化合物 一般的にはウレタンエステル（H2NCOOR）のことを指す言葉であるが、ここでは

ウレタン結合（－NHCOO-）を持つ化合物の総称として使用されている。 

ポリカーボネー

トジオール 

カーボネート基（下図）を持つポリマーであり、その両末端が水酸基である化

合物の総称。ポリカーボネートジオールから形成されるウレタンは耐加水分解

性、耐熱性、耐候性に優れる。 

O O

O

用語集20



両末端 OH 基変性

ポリブタジエン 

ポリブタジエンポリオールとも呼ばれ、ポリブタジエン骨格に１級水酸基を有

する液状のホモまたはコポリマーである。それらのポリオールは非極性のポリ

ブタジエンが主体なので、形成されるポリウレタンは疎水性が強く、耐加水分

解性、低温特性、電気絶縁性に優れる。 

ポリエーテルポ

リオール 

主鎖にエーテル結合（R-O-R｀）を持つポリオール。プロピレンオキサイドや

エチレンオキサイド鎖からなるポリエーテルポリオールとテトラヒドロフラ

ンを主体とした開環重合により得られるポリテトラメチレングリコールとが

代表的である。 

低反り性 コーティング等で異なる材料の積層を行なうと、硬化時の収縮や、熱による線

膨張率の違いにより応力が生じ、材料がフレキシブルな場合には応力を減らす

方向に反りが発生する。フレキシブルプリント配線板に反りが発生すると、部

品の実装工程が困難になるため、反りの発生しにくい（低反り）ソルダーレジ

ストが求められている。 

 

フレキシブルプ

リント配線板 

プリント配線板のうち、可撓性のあるものをいい、一般にはポリイミドやＰＥ

Ｔフィルムのようなフィルムの上に銅やアルミの回路が形成されている。折り

曲げられたり、繰り返し屈曲したりする部分の基板や、微細な配線として使用

される。 

 

CCAA 3-シクロヘキサン-1-カルボン酸アリルエステルの略 

O

O

 

CCA 3-シクロヘキサン-1-カルボン酸の略 

OH

O

 
 

CEA 3,4−エポキシシクロヘキサン-1−カルボン酸アリルの略。 

      

 O

O
O

  
       

AMPA アミノメチルホスホン酸の略。過酸化水素によるエポキシ化反応時の触媒とし

て使用される。 

H2N P
OH

OH

O  
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Ｂ－（２）「革新的水性塗料の開発」 

用語 解説 

固形分濃度 塗料中の樹脂･顔料･添加剤で、加熱しても蒸発せずに後に残る成分。略号

を NV（nonvolatile matter）と表す。 

DOP Dosage on Pigment 

顔料分散体調製における、要した分散剤量の顔料に対する重量比。難分散

顔料系では大きな値となる。値の小さい分散剤は使用量が少ないことから

分散安定化の効率が高いことを示す。 

E 型粘度計 見かけの粘度ではなく、絶対粘度（物理量）の測定に用いられる。回転す

るコーンプレートでサンプルのずり速度を測定する。 

GPC Gel permeation chromatography 

多孔性ゲル粒子を充填したカラム中を試料分子を移動させ、分子の大きさ

によって移動速度が異なる（小さい分子ほど遅く溶出する。）ことを利用し

て分子量分布曲線を描かせる、高分子の分子量測定方法の名称。分子量測

定の他、合成反応の追跡分析にも活用できる。 

KJ 法 川喜田二郎により開発されたアイデア発想法。基本的な手順は、①ラベル

作成（データを一つの事柄毎に 1 枚 1 枚別のラベルに記入）②ラベル集め

③表札作成④図解化⑤叙述化。 

アセトン不溶分

率 

JISK6796（架橋ポリエチレン製（PE-X）管及び継手－ゲル含量の測定によ

る架橋度の推定）に準拠して、バインダー樹脂と硬化剤からなるクリヤー

塗膜をよく溶解するアセトンを抽出溶媒に用いて抽出したあとの残存重量

分率。硬化反応により塗膜が三次元架橋するとアセトンに不溶になる現象

を利用した硬化性評価方法の１つ。ゲル分率（gel fraction)ともいう 

 

ディスモジュー

ル－W 

ジシクロヘキシルメタン-4,4｀-ジイソシアネートの商品名。 

     

          

 
 

DMBA ジメチロールブタン酸の略。ポリウレタンのカルボキシル基導入ユニットとし

て使用される。 

 
                
 

エポキシアクリ

レート 

エポキシ基の開環反応により生成した２級水酸基と（メタ）アクロイル基とを

同一分子中に共有する化合物のことを示す。 

PCU ポリカーボネートジオールベースポリウレタン樹脂の略。 

  

OCN NCO

  CH2OH

CH2OH

COOHC2H5
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オリゴマー 構造単位の繰り返しの数（重合度）が 2から 20 程度の重合体をいう。 

グラインドゲー

ジ 

緩やかな傾斜の溝をもつ本体と掻き取り用の刃との組み合わせから成る粒

度測定用器具。溝の深いところに塗料を注ぎ浅い方に向けて塗料を掻き取

り、粒の残った場所の溝の深さを読む。 

グラフトポリマ

ー 

幹となるポリマーから違ったポリマーが複数分岐しているポリマーのこ

と。ブロックポリマーと同様に、分子内で機能がセグメント化されており、

界面活性機能の発現に有利とされる。 

クリヤー塗料 塗膜形成主要素である樹脂と塗膜構成助要素である硬化剤および溶剤（ま

たは水）からなる塗料 

グループインタ

ビュー 

定性調査による資料収集方法の一つ。6～8 人の対象者を 1 室に集め、特定

のテーマにつき準備されたインタビューガイドを用い、調査対象者にでき

るだけ自由に話し合ってもらう。時間は通常 2 時間程度。 

ザウター平均粒

径 

霧化粒子径を表す方法の一つで、スプレーされた粒径を個々に計測し、表

面積で重みつけした計算方法で算出された値。 

SMD＝（ΣD3×個数）／（ΣD2×個数）＜D＝粒子径＞ 

大きな粒子が影響する割合を大きくした算出法 

ス プ レ ー 塗 装

(＝霧化塗装) 

スプレーガンを使い、圧縮空気により塗料を霧化し塗装する最も一般的な

方法。塗着効率が低いのが難点である 

セッティング エアースプレ塗装後、通常 5分から 10 分程度放置することをセッティング

と称し､その後に焼付乾燥を行う。この工程がないと、多量の溶剤や微細な

気泡が残り、塗膜異常を引き起こすことになる。 

タレ 塗料を垂直面、あるいは傾斜面に塗ったとき、乾燥までに塗料の層が下方

に流れて、厚さの不均等な凸部を生じる現象。 

ブリード にじみ。塗料を塗り重ねた時の下塗りや、塗膜中の未硬化成分が表層に滲

み出して、汚したり変色したりする現象。 

プレヒート 乾燥の際の昇温過程を示し、焼付け前に塗膜から溶剤を蒸発させたり、平

滑面を形成させるために温風で処理する。 

ブロックイソシ

アネート硬化系 

代表的な従来硬化系の 1 つ。熱（焼付け）硬化系として広く採用されてい

る。下記の化学反応でブロック剤（アルコール、オキシムなど）が脱離し

揮散することによりイソシアネートが生成しポリオール等と反応する硬化

系である。 

 
HN C

O
O R

HN C
O

O R

NHC
O

OR

Polymer

OH

OH

OHHO

ポリオール

NHC
O

O HN C
O

O

HN C
O

O

Polymer

O

O

O

Polymer

O

O

O

n R-OH＋

ブロック剤

硬化物
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ブロックポリマ

ー 

構成モノマー配列が確率的なランダムポリマーに対し、分子内でセグメン

ト化されたものをいう（下図）。一般に、異なる種類の高分子鎖は、水と油

のように混ざり合うことはなく次第に分離していくが、ブロックポリマー

の場合、異なる高分子鎖は化学結合によって結合しているため、マクロ相

分離を起こすことはなく、界面に効率良く吸着して、少量でも界面活性機

能を発現するとされている。AB ブロックポリマーの合成法としては、リビ

ング重合法を用いて A→Bの順に逐次重合する方法、別途合成した A 重合体

と B重合体の末端同士を結合させる方法などがある。 

マクロモノマー

法 

マクロモノマーのラジカル共重合反応によるグラフトポリマー合成法。 

ミニエマルショ

ン重合 

乳化重合において、モノマー分散滴を co-stabilizer の共存下で安定なサ

ブμm以下の微粒滴にすると、重合はモノマー分散滴中で起こる。水に不溶

な疎水性物質を内包する複合ポリマー粒子の合成に有利な方法である。 

メラミン硬化系 代表的な従来硬化系の 1 つ。熱（焼付け）硬化系として広く採用されてい

る。下記の化学反応でポリオールとの反応やメラミン同士の縮合反応で硬

化する。アルコールやホルムアルデヒドが脱離し揮散する硬化系である 

 

メラミン樹脂 メラミン樹脂は、メラミンとホルムアルデヒドとの縮合反応によってでき

る熱硬化性の樹脂。硬度が高く、耐熱性や耐水性、耐候性に優れる。熱硬

化性塗料の架橋剤として広く利用されている。 

レベリング性 塗装後に塗液が流動して、タレなどの欠点を生じることなく均一で平滑な

乾燥塗膜となるその塗料の能力。下地表面の性質、塗料配合、乾燥条件な

どに支配される。 

ワキ 塗装時または乾燥時に塗膜中に発生するあわ、わきは局部的厚膜に起因し、

主として焼き付けで生じる現象。 

一液安定性 塗膜形成主要素であるバインダー樹脂と塗膜形成助要素の硬化剤を混合し

て貯蔵すると貯蔵中に反応して塗料粘度の上昇や固化し、塗料として使用

できなくなることがある。バインダー樹脂と硬化剤を混合しても反応を起

疎水セグメント 親水セグメント
親水モノマー

疎水モノマー

ブロック共重合体 ランダム共重合体

疎水セグメント 親水セグメント
親水モノマー

疎水モノマー

ブロック共重合体 ランダム共重合体

メラミン

Polymer

OH

OH

OHHO

H
+

ポリオール

N N

N NN

N

CH2 OH

CH2 O R

CH2 CH2 O RHO

N N

N NN

N

CH2 O

CH2

H CH2 O

Polymer

O

O

OO

Polymer

O

O

O

＋ ＋ ＋

アルコール ホルムアル

デヒド

硬化物
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こさず塗料が変化しない状態をいう。 

一液形塗料 無希釈およびシンナー・水等の希釈剤（粘度調整剤）だけを調合して用い

る塗料。２液形等の反応硬化剤を調合して用いる塗料に比べて可使時間の

制限がない利点がある。 

液体流量(＝塗

料吐出量) 

スプレーガンの塗料ノズルから噴出する塗料の量。毎分当たりの量で示す

ことが多い。 

鉛筆硬度 JIS K 5400 に規定する鉛筆引っかき試験による塗膜の硬さ。塗膜を硬度記

号の異なる鉛筆で引っかき、塗膜に傷ができた時の鉛筆の硬度記号で表し

た塗膜の硬さ。硬化性を評価する試験方法の一つ。鉛筆は JIS S  6005, 6006

に規定する一連の硬度記号 6B から 9H までを使用する。 

乾性油脂肪酸 薄層にして空気中にさらしておくと、酸化重合により樹脂化する性質をも

つ油。あまに油などのように多くはリノール酸、リノレン酸などのような

不飽和度の高い脂肪酸を含み、ヨウ素価が高い。 

乾燥プロセス 塗料がその期待される機能を果たすために、被塗装面に塗り、塗装後乾燥

して塗料を塗膜に転化する工程。流動性ある塗液が塗膜に変化、硬化また

は固化することを乾燥という。 

気体流量（≒エ

ア圧） 

スプレーガンの塗料ノズルから噴出する空気の量。毎分当たりの量で示す

ことが多い。また、一般的には圧縮空気を用いるため、圧力で代替してい

る場合もある。 

酸塩基相互作用  顔料表面へ吸着する高分子の設計指針として、酸性表面には塩基性官能基

を、塩基性表面には酸性官能基を持つ高分子を適用すれば高い吸着力、分

散安定化が得られるという考え。溶剤系塗料における分散剤設計の基本。

樹脂  粘稠な半液状または固状の有機物質で、加熱により軟化・溶融し液体とな

り、適当な溶剤に可溶性で、その溶液を塗布すると連続した被膜を作る。

このような物質を総称して樹脂という。塗膜形成主要素となる。 

焼き付け型塗料  金属などの素材に塗装した後、加熱乾燥炉に入れ、70～300℃の高温に加熱

して、塗料を硬化させる。 

上位下位関係分

析法 

ニーズ発見のために雑多な情報からユーザーニーズを抽出し、目的－手段

の関係で層構造にすることでニーズ発見につなげるという解析手法。 

疎水性相互作用  水系における疎水基の振る舞いとして、疎水基どうしが集合する現象が見

られる。これは親水部の秩序化から排除された疎水基が水との界面エネル

ギーを最小にするよう互いに集合するためで、この原動力をして「相互作

用」と称されるが、積極的な引力に基づくものではない。 

調色 60 種原色を計量、混和し、塗装、乾燥してできた塗膜が色相、彩度、明度、

意匠（光輝材による）を含め、補修前の色と一致すること。 

塗装作業性 塗料を素材に塗装する際の塗りやすさや、タレ・ワキ・すけ等の不具合の

頻度、仕上がり性の良否からの総合的、官能的な指標である。 
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塗装作業性が良

い 

時間及び設備コストが低く、誰にでも簡単安易に使用でき、塗装方法が簡

便で、乾燥に時間がかからないこと。 

塗膜異常 

（ワキ、ピン、

ヘコミ） 

乾燥過程における塗膜表面または塗膜内に生じる代表的な欠陥：現象や現

象の違いにより多くの名称があるが、ワキ、ピン（ピンホール）、ヘコミは

乾燥硬化で気泡が原因とされる塗膜表面の凹凸や穴を指す。気泡が加熱に

よる膨張で塗膜を破りワキ、ピンとなる、塗膜が軟質であると気泡の収縮

でヘコミとなる。 

塗膜外観  色んな意味合い要素を含み、一つは明度・彩度・色相といった色彩感覚で

判断される部分であり、また塗膜に写る光の明るさ（光沢感）・増のくっき

り感（鮮鋭性）、あるいはレベリング性や肉持ち感といった塗膜表面の仕上

がり性で判断される。 

乳化重合 乳化剤水溶液中にモノマーを分散させ（数～数十μ）、水溶性開始剤で重合

を行う手法である。この時、重合は乳化剤ミセル内で優勢に起こり、分散

滴はモノマー供給源として働く。ミセルから成長した粒子は、最終的に 0.1

μm のオーダーとなり、高分子エマルションの工業生産に広く用いられてい

る。 

認知的不協和理

論 

社会心理学者フェスティンガー（L.Festinger）が提唱。人間は自らの認知

構造の中に矛盾した関係が出てきた時はこの不協和を減少させるように認

知をゆがめたり、不協和を増しそうな情報を避けようとする、という仮説。

濡れ 顔料表面の固体/気体界面が固体/液体界面に置き換わる、液体の固体表面

への吸着現象のこと。1 次粒子（数十 nm）の塊である市販顔料をほぐす解

砕過程では、媒体の濡らしやすさが律速となる。水は表面張力が大きく濡

らしにくい液体であるので、湿潤剤などが併用される。接触角で評価する

ことが可能。 

媒体加熱（＝間

接加熱） 

塗料を加温する際に塗料を直接加熱するのではなく、熱に安定なオイルな

どを用いて、塗料配管の周辺から管壁を通じて塗料を加温する方式で、安

全性に優れている。 

微粒化 スプレー塗装の際に液体の塗料を霧状の小さな粒子にすること。微粒化手

段は次のような方法がある。①圧搾空気の急激な速度と塗料の拡散作用に

よる。②塗料をポンプで高圧にして小さな孔から噴出することにより空気

と激突する。③高電圧の静電気による④回転遠心力による 

変性グラフト法  反応性基を複数持つ線状ポリマー（主鎖）に末端反応性の高分子（側鎖）

を結合させるグラフトポリマー合成法 

誘導加熱 コイルに高い周波数の電流を流すことでその近傍に置かれた導電体（金属

被塗物）に電磁誘導により誘導電流が流れ、ジュール熱によりその部分が

急速に発熱する。金属を直接に加熱出来、温度制御性が高く、急速加熱も

可能なのが特徴。 

コンジョイント

分析 

コンジョイント分析の目的は、多次元の属性の組み合わせにより決定され

る順序関係が与えられたときに、各属性の相対重要度及びその各水準の効

用値（部分価値）を推定するものである。とくに、この分析法は、消費者
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の選好構造を明らかにするだけでなく、マ－ケティング分野での選好分析

のための手法として、序数尺度の目的変数についての解析法の発展ととも

に適用されてきた。 

 この分析において特に有効性が高いと考えられる点は、いくつかの属性

間の各水準を組み合わせたプロファイル・カードに対する被験者の選好順

位に関する応答に基づいて各属性に対するそれぞれの水準の効用値を分解

的に算出できるところである。 

（東京情報大学研究論集 Vol.1 No.1（1997.8）pp.43-58 より） 

効用値 効用値とは、個々の属性内の水準を採用することによって得られる効用の

値、つまり対象者のその水準に対する魅力の度合いのことである。寄与率

とは、各属性の中で、どの属性が選好を決定するにあたり重要な要素とな

っているかを表すものであり、つまり属性の重要度のことである。 

 寄与率の算出方法には、一般的に２つの方法がある。１つは効用値の振

れ幅による算出、他方は効用値の分散比による算出方法である。SPSS では、

前者による算出方法が採用されている。 

（東京情報大学研究論集 Vol.1 No.1（1997.8）pp.43-58 より） 

自動車の塗膜構

成 

自動車鋼板の塗装の目的（物体の保護･美観･機能の付与など）を確保する

ためには、数種類の目的別に性能をもった塗料を何層にも塗り重ねる必要

があります。 

下塗り：鋼板との密着を確保し、防錆を目的とする。 

中塗り：下塗り層と上塗り層の密着を確保し、平滑性などを目的とする。

上塗り：色彩や光沢を与え、商品価値の向上、必要な機能の付与などを目

的とする 

 

 
Ｂ－（３）「溶剤フリー塗装技術の研究開発」 

用語 解説 

蒸着重合法 反応基を有する異なるモノマーを二種、蒸気でターゲットの表面上にあて、衝

突・反応を起こす事で合成させる方法 

モノマー Monomer(単量体）。単純な分子構造を有する物質の総称。 

脂肪族 直鎖状炭化水素を基礎とする有機化合物の総称。 

 ( 例 ) 

[エチレンジアミン] 
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脂環族 ベンゼン環を含まない、環状炭化水素の総称。 

 

芳香族 ベンゼン環を含む有機化合物の総称。 

ジイソシアナー

トモノマー 

イソシアナート(－NCO)基が２つ結合した、 

炭化水素化合物の総称。 

ジアミンモノマ

ー 

第一級アミン基が２つ結合した、 炭化水素化合物の総称。 

マルチチャンバ

ー方式 

コアチャンバーの周囲に、搬入･成膜･搬出の役割を担う、各真空チャンバ

ーを配置した型。 

インライン方式 成膜に必要な一連の工程を自動で行うライン式の方法。 

油拡散ポンプ 油蒸気による気体分子の捕捉を利用した真空ポンプ。 

10-3～10-6Pa の真空度を得られる。 

メカニカルブー

スターポンプ 

ロータを高速回転させ、高い真空度を得る真空ポンプ 

ターボ分子ポン

プ 

ファンを超高速回転させ、非常に高い真空度を得る真空ポンプ。到達圧力

は 10-10Pa 

蒸発源 蒸着重合で扱うモノマーを溜め、加熱させる容器。 

成膜レート 単位時間当たりに成膜可能な膜厚。 

ヤング率 曲げ剛性や、たわみ剛性とも呼ばれる。 

ものを引っ張った時の『伸び』と『力』の関係から求められる。 

ビッカース硬度 工業的に硬さを示す尺度の一つで、押込み硬さの一種。 

全ての金属に使用可能で、硬さ試験の中では最も汎用性が高い。 

FT-IR（赤外分光

光度計） 

分子は固有の振動を有しており、その振動と同じ周波数の赤外線を吸収す

る。この原理を利用し、赤外線を当て含有する分子の構造を解析する機器。

( 例 ) 

[ベンゼン環] 

( 例 ) 

[4,4’ ‐ ジ フ ェ ニ ル メ タ ン ジ イ ソ シ ア ナ ー ト ] 

[para-フェニレンジアミン] 

( 例 )

[メチルシクロヘキサン] 

( 例 ) 
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Ｂ－（４）「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発」 

用語 解説 

マイクロ波 周波数が概ね 300MHz から 30GHz（波長：1m〜1cm）の電磁波で、レーダーや

通信（携帯電話、無線 LAN）などに用いられる他、物質を加熱する特性（誘

電加熱）を有し、電子レンジなどにも利用されている。 

マイクロ波加熱 交流電場中に置かれた永久双極子を有する分子（誘電体）が、マイクロ波

電場の中で回転・振動し、その摩擦熱で誘電体自身が発熱する現象をマイ

クロ波加熱という。 

エステル化反応 カルボン酸（R–COOH）とアルコール（R’-OH）からエステル結合（R-COO-R’）

を形成する反応。一般にカルボン酸の反応性が低く、高温・長時間の反応

を要する。このため触媒を共存させる、酸塩化物（R-COCl）に変換する、

縮合剤を利用するなどの促進手段を用いて反応を促進する例が多いが、副

生廃棄物の増加や製造コストの増大が問題となっている。 

ブロモ酢酸エス

テル 

防カビ剤や医薬品、農薬などの原料に使われるエステル化合物。戦争中に

は催涙ガスとして使われたことがある。 

CSTR 連続釜型反応装置：スケール･アップ合成において、単一の反応釜を使って

バッチ式生産を繰り返すよりも、反応釜を並列し連結して流通式による生

産が有利である。その目的のための反応装置の総称。 

シングルモード

照射／ 

マルチモード照

射 

［シングルモード照射］マイクロ波加熱で、マイクロ波の定常波を形成さ

せ、この振幅最大値の場所に被加熱物を設置し加熱する手法。マイクロ波

エネルギーの利用効率は高いが、照射部のサイズや形状が限定される。 

［マルチモード照射］アプリケータ（反応容器そのものまたは反応容器の

格納庫）内をマイクロ波がランダムかつ非定常に飛び回っている状態で加

熱する照射方式。マイクロ波エネルギーの利用効率はシングルモードに比

べやや低いが、反応容器のサイズや形状の制限が少ない。 

誘電体／誘電率

／誘電損失／誘

電正接 

［誘電体］静電場を加えると誘電分極を生じる物質。電気的絶縁体と同義。

［誘電率(ε’)］分子が電場中で分極し、電荷を蓄積する度合い。正確に

は電速密度 D と電場 Eとの比(D＝ε’E)。（真空の誘電率との比を比誘電率

といい、単に誘電率といえば比誘電率をさす。） 

［誘電損失(ε”)］物質中に入射したマイクロ波エネルギーにより発熱す

る度合い。マイクロ波を誘電体に照射したときの発熱量 P は以下の式で表

される。 

P＝ωε0ε”E2Ｖ 

ω：角周波数 

ε0：真空の誘電率 

E：電界強度 

V：被加熱物の体積 

［誘電正接(tanδ)］特定の周波数および温度で電磁場エネルギーを熱エネ
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Ｂ－（５）「革新的塗装装置の開発」 

用語 解説 

意匠性 塗装の仕上がり品質の良さを示す。光沢塗料の場合は、高い光沢感、塗膜均一

性、平滑性、鮮映性などが意匠性を構成する要素となる。また、見た目だけで

はなく、密着性や耐摩耗性などの機能も意匠性を構成する要素である。 

ガン 塗料を霧にして吹き付ける装置。塗装ノズル。先端に穴の空いた塗装チップと

呼ばれる部品がついている。 

ルギーに変換する度合い。tanδ=ε”/ε’ 

電力半減深度 マイクロ波は物質中で熱エネルギーとして失われマイクロ波エネルギー

（電力）が半減する距離。水の電子レンジ（波長 2.45GHz）での電力半減深

度は約 1.3cm(25℃)である。 

D：半減深度［m］ 

ｆ：周波数［1/sec］ 

ε’：比誘電率 

tanδ：誘電正接 

イオン液体 室温でも液体で存在する塩のこと。通常「塩」は食塩のように常温下では

固体だが、塩を構成するイオンを比較的サイズの大きなある種の有機イオ

ンに置換した場合、融点が低くなり、室温付近でも液体状態で存在するよ

うになることがある。代表的な例としてイミダゾリウム塩などがある。 

疎水場 水との相互作用（親和性）が小さい反応場。親油性の分子や基を濃縮し、

選択的な反応を促進する効果等がある。 

E−ファクター 化学合成反応で副生成物量を目的生成物量で除した値。一般的に石油化学

製品では約 0.1、一般化成品で 1～5以下、ファインケミカルで 5～50 以下、

医薬・農薬で 25～1000 の値を取るといわれている。 

オンデマンド合

成ビジネス 

注文があってから素早く化成品類を合成し、出荷する化成品製造ビジネス

の形態の一つ。在庫の減少によるコスト低減効果あり。 

共沸溶媒 平衡にある液相と気相で化学的組成が等しい場合、この混合溶液を共沸混

合物という。この組成の液体は蒸留では各成分に分離できない。トルエン

を溶媒とすることにより、この性質を利用して溶液中から水を除去するこ

とができる。 

N N
H3C CH2CH3

X-

D ≈ 3.32 ×107 ×
1

f × ε ' × tanδ
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ガス膨張液体 液体に気体を高圧をかけて溶かし込んだ流体。元々の液体より体積が増えるこ

とから、ガス膨張液体と呼ぶ。 

霧化 液体を霧にする操作。スプレー塗装は、塗料を細かい液滴にして塗装する手法

なので、非常に重要なプロセスとなる。 

造膜 塗装対象物に塗料が付着してから膜になる過程をいう。 

ユズ肌 塗装した表面に凹凸が生じて、ミカンの皮のようになった状態。光沢感が失わ

れるので、つや消しが求められる場合を除いてユズ肌にならないような塗装が

求められる。 

シンナー 塗料の希釈剤。従来のプラスチック用塗料の場合は、塗料原液と同量の希釈剤

を混ぜることが多い。 

塗料ポリマー 塗料に含まれる樹脂成分。この成分が膜となって塗装対象物に残る。 

真溶剤 塗料に含まれる有機溶剤で、樹脂成分や硬化剤などを溶かして、塗料を構成す

る。従来のプラスチック用塗料の場合は、塗料中の約半分が真溶剤である。 

背圧 タンク式塗装の際に塗料を押し出すためにかける圧力。 

バッチ式塗装 

タンク式塗装 

高圧タンクにあらかじめ塗料を仕込んでおき二酸化炭素をタンク内で溶解さ

せた後に塗装する方式。ポンプが二酸化炭素を導入するポンプ１台で済む利点

がある一方、連続して塗装出来る量が高圧タンクの大きさで決まってしまうた

め、大量の塗装には不向きである。 

連続式塗装 

流通式塗装 

塗料と二酸化炭素の両方をポンプで送り、配管内で急速混合して塗装する方

法、ポンプが 2台必要になる欠点があるものの、高圧タンクが不要になり、か

つ長時間の塗装に向くという利点がある。 

クリア塗料 顔料や金属粉末を含まない、塗料ポリマーと真溶剤から構成させる色の付いて

いない塗料。 

カラー塗料 顔料や金属粉末などを含んだ色の付いた塗料。 

トップコート 光沢を持たせたり、傷つきにくくしたり、指紋をつきにくくするなど、機能を

持たせるために表面に行うクリア塗装。 

表面粗さ（Rz 値） 表面の凹凸の度合い。針を接触させて表面をなぞって凹凸を測る方法や、レー

ザー光を反射させて凹凸を測る方法などがある。 

Rz 値は十点平均粗さとよばれるもので、表面粗さの１つの指標であり、粗さ曲

線から、その平均線の方向に基準長さだけ抜き取り、この抜き取り部分の平均

線から、最も高い山頂から 5番目までの山頂の標高の絶対値の平均値と、最も

低い谷底から 5番目までの谷底の標高の絶対値の平均値との和で定義される。

UV 塗料 吹き付け後、溶剤成分を揮発させた後に、紫外線を照射して硬化させる塗料。

1液塗料 硬化剤を必要としない塗料で、溶剤成分が抜けるだけで塗膜が形成される塗料

のことをいう。 

2 液塗料 主剤と硬化剤の両方を用いる塗料で、通常は塗料ポリマーと真溶剤で構成され

る主剤に、硬化剤を指定した比率で混合したのち噴霧する。なお、塗料の組み

合わせごとに硬化時間が定められているために、混合後は速やかな噴霧が必要
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である。 

メタリック塗料 金属のような光沢感を持つ塗料で、通常は金属粉末（主としてアルミニウム粉

末）が含有されている。 

無機・有機ハイブ

リッド塗料 

耐摩耗性をあげるために、シリカなどの無機成分を含有した塗料。塗料ポリマ

ーが有機成分であるため、無機成分との混合でハイブリッド塗料と呼んでい

る。 

高固形分塗料 通常の塗料は塗料ポリマーの含有率が約 50％であるが、その含有率を高めた塗

料。塗料ポリマーが多い分真溶剤の含有量が減り、希釈剤として使用するシン

ナーが同量であれば、塗装時に排出される VOC 成分は削減される。ただ、一般

に塗料ポリマーの含有率が高くなると高粘度になるため、専用の塗装機と高度

な塗装技術が要求され、普及の障害となっている。 

マイクロ混合器 内容積を小さくした混合器で、複数の液体を極めて短時間に混合することが出

来る。内容積が小さいため、大流量の混合には不向きであるが、混合器自体が

小さいため混合器の数を増やして対応するなどの技術開発が進められている。

T字混合器 直線流路と垂直に交わる流路によって構成される混合器。配管をつなぐ「ティ

コネクタ」を混合器として使用したもの。 

スタンダードテ

ィ 

T 字の 2 つの流路が交わる部分の断面積を小さくするなどの細工をしていない

通常のティコネクタ。 

ローデッドボリ

ュームティ 

T 字の 2 つの流路が交わる部分の断面積を小さくして通常のティコネクタより

内容積を小さくしたティコネクタ。流路が交わる部分の断面積が小さくなるた

め、流速が速くなり混合性能が向上する。 

ノズルオリフィ

ス 

塗装ノズルの先端についたノズルチップの穴。塗料はこの穴を通り霧となる。

穴の直径をオリフィス径という。なお、穴が円形でない場合は円形に換算した

直径をオリフィス径と呼ぶ。 

ダッシュマン反

応 

迅速混合性の評価を行なうための反応で 

H2BO3
- + H+ ↔ H3BO3                     (1)    

5I- ＋ IO3
- ＋ 6H+ ↔ 3I2 ＋ 3H2O          (2)    

I2 ＋ I- ↔ I3
-                           (3)    

から構成される。この反応は中和反応と酸化還元反応の並列反応であり、式(1)

は中和反応で瞬時に進行する。一方、酸化還元反応である式(2)は、反応速度

は速いものの式(1)に比べると遅い。すなわち、混合性能が優れていると式(1)

の中和反応が選択的に進行し、プロトンは中和にのみ使用される。混合性能が

悪いと、反応が遅い酸化還元反応にもプロトンが使用されるため、I2が生じる。

I2が生じると、式(3)の平衡反応により I3
-が生じる。この I3

-の濃度、ここでは

瞬時測定が可能な UV 吸収（352nm）を測定することで、混合性能を評価するこ

とができ、352nm での UV 吸収値が小さいほど、混合性能が良いと評価できる。

塗着 NV 塗着 NV（non-volatile）。塗着した塗料の不揮発成分（樹脂成分）のこと。完

全に造膜して乾燥した場合は、塗着 NV は 100%となる。 
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Ｃ－（１）「有害化学物質削減支援ツールの開発」 

用語 解説 

マテリアルフロ

ー 

ある物質等について、その原料採取から、生産、加工、使用、廃棄・環境

への排出、リサイクルまでをフロー図の形式で可視化したもの。 

マクロフロー 対象化学物質の我が国全体での流れを示したもの。具体的には、本ツール

では、ある化学物質が、どれくらい市場に投入され、どういうルートをた

どって、最終的にどうなるのかを、フロー図として表現したもの。 

ミクロフロー 対象化学物質の個別事業所での物質収支を示す。具体的には、本ツールで

は、業種(大分類、小分類)、従業員規模、化学物質、用途を指定した場合

の、事業所内での平均的な物質フローをさす。 

エンドオブパイ

プ(EOP)削減対

策技術 

VOC を使用事業所の工場からの出口において、処理・回収装置を設置するこ

とにより削減する技術。 

イ ン プ ラ ン ト

(IP)削減対策技

術 

VOC を原材料・機器の変換、工程内改善といった手法により削減する技術。
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

 

1. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

1.1 NEDO が関与することの意義 

ヒト健康や生態系に対してリスクが懸念される化学物質は、我々の身の回りにある製品には必ず含

まれており、広く利用される一方で、大量に廃棄されており、化学物質の製造、利用、廃棄段階など

のライフサイクルに亘る適切な管理が潮流となってきている。一旦、環境中に排出された化学物質を

回収、無害化するためには莫大なコストが掛かってしまい、あるいは、技術的な対応策が無い等の理

由により事業者による自主管理が滞るケースもあり、産業界が単独で対応することは非常に難しい状

況にある。このため、環境中に排出され、人の健康や生態系に影響を及ぼすことが懸念される化学物

質のリスクを削減することが求められている。また、従来から事業者によって進められてきた自主的

な化学物質管理を一層促進するため、安価で、多くの事業所において導入可能で、普及が期待でき、

化学物質のライフサイクル全体に亘って効率的に化学物質を削減できる回収、無害化、代替等の新し

いリスク削減技術を NEDO が主体となって開発することが求められている。 

有害化学物質リスク削減基盤技術の開発は、社会的必要性が大きな国家的課題であり、事業者の自

主的な化学物質管理を促進して、環境と調和した健全な経済産業活動と安全、安心な国民生活に資す

るものである。NEDO がもつ有害化学物質のリスクに関する知識、リスク削減技術開発の実績を活か

して推進すべき事業である。 

本事業開始前の平成 15 年、本事業に関して NEDO が作成した事前評価書(案)に対して、「有害化学

物質リスク削減基盤技術に関する先導調査研究」(平成 15 年度委託調査)における調査委員会におい

て検討、意見集約した結果、本事業の実施は強力に推進する必要があるとの結論を得た。 

第 1回調査委員会：平成 15年 12 月 16 日：事前評価書(案)の開示、意見集約 

第 2回調査委員会：平成 16年 1月 14 日：事前評価書(案)の確認 

 

巻末に事前評価関連資料（事業の概要、スケジュール、事前評価書、パブリックコメント募集の結

果）並びに「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト基本計画（平成20年7月、バ

イオテクノロジー・医療技術開発部化学物質管理技術グループ）を資料として添付した。 
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1.2 実施の効果（費用対効果） 

【中間評価】 

 「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」事業は、平成 16 年度 1.97 億円、平成 17 年度 4.03

億円の事業予算にて各々新規に提案公募を行った。平成 16 年度には 21 件、平成 17 年度には 8 件の

応募があり、それらの中からそれぞれ 4 件、3 件を採択した。採択した研究テーマは、エンドオブパ

イプ技術（回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量の削減率 90%以上(回収率×無害化率)

を達成できる新規削減技術）に関するものが 4件、インプラント技術（削減対象物質を用いないプロ

セスへの新規転換技術、及び新規代替物質の開発等）に関するものが 2 件、システム・ソフト技術

（効率的なリスク削減が可能となる新たな技術(システム、ソフト)の開発）に関するものが 1件であ

る。事業に参加中の企業、大学、財団は 11であり、委託先一社当たり 4～7千万円／年の規模である。 

エンドオブパイプ技術、インプラント技術、システム・ソフト技術において第一に期待されるのは、

有害化学物質の削減効果である。PRTR 制度の届出対象である 354 物質の中でも、今回基本計画でも

対象としている 30 物質は、莫大な量が環境中に排出されており、リスクを低減するにはまず暴露量、

すなわち排出量を大幅に低減する必要がある。このため本事業では、開発技術毎に､どのような化学

物質をどの程度削減できるかを見積もった。当該技術を搭載した製品イメージとともに、表Ⅰ-1 有

害化学物質の削減対象分野・プロセス及び削減物質、削減量【中間評価時見積量】に示す。 

平成 18 年度は、二年目（3 プロジェクト）・最終年度（3 プロジェクト）・終了（1 プロジェクト）

の三つのフェーズのプロジェクトが並行して進んでいる。しかも各プロジェクトの実用化方針も、

1,000m3/時間程度の比較的小型の装置をターゲットとするものから、10,000m3/時間を超える中型の

装置への展開も進めるものまで、ユーザーニーズに幅広く対応していくこととしており、いずれの技

術も削減率 90％以上の達成を目指して（一部既に達成して）いる。 

平成 16 年 5 月に改正された大気汚染防止法では、平成 18 年 4 月から VOC（揮発性有機化合物）の

数値規制が施行され、排出量の多い事業所に対しては排出基準が設けられた。同時に、比較的排出量

の少ない事業所に対しても、規制値は適用されないものの自主的な取組による有害化学物質の削減を

推進することが要請されている。このような取組を通して、平成 22年度には平成 12年度（推定排出

量 150 万トン）比 30％の VOC を削減（規制で 10％、自主管理で 20％）することが目標として設定さ

れており、本事業においても、このような削減目標に寄与すべく技術開発を進めてきた。 

7 つの開発技術による削減される VOC 量を総合すると、平成 22 年度（2010 年度）には約 7,000 ト

ン、平成 27 年度（2015 年度）には約 115,000 トンの削減（直接的効果）が可能である。これに加え

て、今回の NEDO プロジェクトが産業界における VOC 削減装置の開発、事業化を活発化することや、

環境分野における VOC 削減技術の研究開発を活発化することなどの間接的な波及効果が、直接効果の

4-5 倍程度あると想定する（この根拠としては、①平成 16 年度、17 年度の公募への提案数が合計 29

件あり（採択件数 7 件の約 4 倍）、企業における開発意欲が高い、②「自主管理」が改正大気汚染防

止法により法制化されており、本技術開発が担う小中型 VOC 削減装置のニーズが大幅に顕在化する、

等を想定）。従って、間接的な削減効果（平成 22 年度で約 35,000 トンの削減）まで含めると、150

万トンの排出量のおよそ 2-3％を占めることになる。さらに、本事業は平成 18 年度にも新規公募を

行い新規な VOC 削減技術を開発するため、これを考慮すれば、150 万トン排出量のおよそ 3-4％を、

本事業の直接的・間接的削減効果が占めると想定される。開発技術のブラッシュアップ、小型・低価

格化、事業実施者における一層の事業化努力、等により、最終的には 150 万トン排出量のおよそ 5％

（自主管理部分のおよそ 4分の 1）を目安として本事業を継続していきたい。 
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投入資金（予算ベース）は平成 16 年度、17 年度合計で 6.0 億円であり、平成 18 年度予算（7.49

億円）と平成 18 年度新規事業を考慮すると、平成 22 年度における VOC 削減量の費用対効果は約

4,000 トン/億円と見積もられ、十分な費用対効果が得られる。 

なお、エンドオブパイプ技術は、市場導入が比較的容易であり、しかも技術を導入したその時から

削減効果を発揮するため、有害化学物質・VOC の削減に関して即効性を期待している。一方、インプ

ラント技術は、従来技術からの技術転換を必要とするため、市場導入が容易ではなく時間がかかるこ

とが予想される。このため、有害化学物質の削減効果だけでなく、機能・性能面でも従来材料、従来

プロセスを凌駕することが求められる。このような点でインプラント技術の開発は困難を伴うが、こ

のことが逆に、国内外で競争力のある製品の開発につながることが期待される。 
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表Ⅰ-1 有害化学物質の削減対象分野・プロセス及び削減物質、削減量 

【中間評価時見積量】 

研究開発 

テーマ 
製品イメージ 

分野・ 

プロセス 
削減物質 

削減量(2010 年) 

(㌧/年) 

削減量（2015 年）

(㌧/年) 

Ａ-（1） 

吸着エレメントとプ

ラズマを組合わせ

た難処理有害化学

物質除去の研究開

発 

＜連続式プラズマ分解＞ 

 50～1200m3/時間 

 吸着困難なＶＯＣ及び 

 100ppm 以下の汎用 VOC 

＜バッチ式プラズマ分解＞ 

 1200～12000 m3/時間 

 100ppm 以下の汎用 VOC 

印刷 

塗装 

化学 

医療 

エチレンオキシド 

ホルムアルデヒド 

アセトアルデヒド 

トルエン、キシレン 

ベンゼン、エチルベンゼン

その他 VOC 

 （MEK、IPA など）  

255 2,175

A-(2) 

直接加熱式 VOC

吸着回収装置の研

究開発 

処理風量 

10m3/分 

金属加工業

で(洗浄工

程) 

不燃性 VOC（トリクレン、

パークレン、ジクロロメタン

等） 

120 600

処理風量（平均） 

50m3/分 

印刷、塗装

の乾燥工

程、化学工

業の反応溶

媒除去 

可燃性 VOC（トルエン、キ

シレン等） 
60 1,500

Ａ-（3） 

吸着相オゾン酸化

による排出有害物

質の完全分解処理 

処理容量:10-100m3/時間、 

寸法 L0.6m×W0.6m×

H1.5m、 

処理対象濃度～100ppm 

印刷業 
トルエン、 

キシレン 
1,560 7,800

処理容量:2m3/日、 

寸法 L0.5m×W0.5m×

H1.5m、 

処理対象濃度～10mg/L 

繊維工業、

金属製品製

造業 

アセトアルデヒド、 

トリクロロエチレン 
10 21

A-(4) 

マイクロバブルの

圧壊による有害化

学物質の高効率分

解技術の開発 

本プロジェクトで開発するユ

ニットを基本型として、市場

の具体的なニーズに応える

処理システムを設計し、提

案。単独での処理システム

に加えて、活性汚泥法等の

既存処理システムと組み合

わせたシステムの提案も。 

プ ラ ス チ ッ

ク加工業、

金 属 加 工

業、化学品

製造業、繊

維工業など

有害化学物質（フェノ ー

ル、N,N-ジメチルホルムア

ミド、トリクロロエチレン） 

900(公共用水への

排出量＋下水道

への移動量の合

計の 30%＋大気へ

移動量の 10%に相

当） 

3,000（2010 年まで

の 削 減 量 に 加 え

て、大気への排出

量の 20%、廃棄物

への移動量の 10%

を処理） 

B-(1) 

非フェノール系樹

脂原料を用いたレ

ジスト材料の開発 

絶縁材料 電子材料 ビスフェノール-A 20 22,000 

低 VOC エポキシ塗料 
インキ・接

着剤 
溶剤 0 16,000 

Ｂ-（2） 

革新的水性塗料の

開発 

焼付け型低 VOC 水性塗料 

需要分野：

金属製品・

機械への塗

装 

VOC 

（トルエン、キシレン、エチ

ルベンゼンなど） 

1,000 20,000

超低 VOC 水性塗料 

需要分野：

自動車補

修・プラス

チックへの

塗装 

同上 100 40,000

C-(1) 

有害化学物質削減

支援ツールの開発 

ソルーションサイト型の

WEB システム 

1.産業洗浄

2.塗料、塗

装 

3.化学品製

造 

トルエン、キシレン、ジクロ

ロメタン、トリクロロエチレ

ン、テトラクロロエチレン、

クロロホルム 

2,750 

 

計算式＝[6 物質

の PRTR（15 年

度）全排出量]×

[対策技術の削減

性能 80％]×[トリ

ガーとする削減ア

クションが 1％] 

13,750 

 

計算式＝[6 物質の

PRTR（15 年度）全

排出量]×[対策技

術の削減性能

80％]×[トリガーと

する削減アクション

が 5％] 
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【事後評価】 

ここでは、事業全体を通しての実施の効果（費用対効果）についてまとめる。また、エンドオブパ

イプ技術開発及びインプラント技術開発の実施の効果についても説明する。 

 

［結論］ 

中間評価段階（平成 18 年度）で、本開発技術による VOC 削減量（見積値）は平成 22 年度（2010

年度）には 150 万トンの VOC 排出量のおよそ 2-3％を占め、VOC 削減量の費用対効果は約 4,000 トン/

億円としていた。中間評価段階では、150 万トンの VOC 排出量のおよそ 5％削減（自主管理部分のお

よそ 4分の 1）を目指すとした。 

事業全体を通しての実施の効果（費用対効果）は、VOC 削減量（見積値）は平成 22 年度（2010 年

度）約 44,000 トン（直接的効果約 11,000 トン及び間接的効果約 33,000 トン）であり、150 万トン

の VOC 排出量のおよそ 2-3％となり、VOC 削減量の費用対効果は約 2,000 トン/億円である。平成 22

年度（2010 年度）については、中間評価段階における目安：およそ 5％削減という比率には達しな

かった。一方、平成 27 年度（2015 年度）の VOC 削減量（見積値）は約 440,000 トン（直接的効果）

であり、中間評価段階の見積値の約 4倍に上る。 

平成 22 年度の 5％というターゲットに及ばなかった理由としては、法規制への対応という面から、

初期にエンドオブパイプ技術の開発を先行させたが、多くのエンドオブパイプ技術開発は既存の競合

技術を置き換えるほどのユーザーメリットを提示することや抜本的なコスト削減の提示が困難であっ

たと考えられる。他方、平成 27 年度の VOC 削減量が中間評価段階の約 4 倍に上ると見積もられるの

は、単なる分解・無害化ではなく VOC の回収を目指しユーザーメリットを提供するエンドオブパイプ

技術開発、並びに、本質的な問題解決であり技術革新による競争力強化が見込めるインプラント技術

開発の成果によるものと考えられる。 

NEDO 技術開発機構で、本開発技術による機器・材料等の売上高並びに回収・代替される有害化学

物質の換算金額を試算した。試算の結果、平成 22 年度（2010 年度）は開発技術による機器・材料等

の売上高 15 億円～60 億円（含む間接的効果）並びに回収・代替される有害化学物質の換算金額 6 億

円～24億円（含む間接的効果）であり、一方、平成 27年度（2015 年度）は開発技術による機器・材

料等の売上高 1,200 億円（最大）並びに回収・代替される有害化学物質の換算金額 400 億円（最大）

であった。 

 

［平成 18年度以降平成 20年度までの事業の推移］ 

 先ず、平成 18年度以降平成 20年度までの事業予算並びに採択案件の推移を記す。事業予算及び提

案公募については、平成 18年度 7.49 億円、平成 19年度 5.54 億円、平成 20年度は 3.67 億円の予算

で、平成 18 年度及び平成 19 年度については各々新規に提案公募を行った。平成 18 年度には 5 件、

平成 19 年度には 4 件の応募があり、それらの中からそれぞれ 4 件及び 2 件を採択した。採択した研

究テーマは、エンドオブパイプ技術に関するものが 3 件、インプラント技術に関するものが 3 件で

あった。事業に参加した企業、大学、財団は 7であり、委託先一社当たり 2～10千万円／年の規模で

あった。 

 

［事業期間全体の事業のまとめ］ 

ここで平成 16年度から平成 20年度までの事業期間全体についてまとめると、事業予算は 22.70 億
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円であった。採択した研究テーマは、エンドオブパイプ技術に関するものが 7件、インプラント技術

に関するものが 5 件、システム・ソフト技術に関するものが 1 件であり、計 13 件の開発技術を採択

した。事業期間全体の公募提案数が合計 38件あり、採択件数 13件の約 3倍に上る。事業に参加した

企業、大学、財団は 17 であり、委託先一社当たり 2～10 千万円／年の規模であった。事業予算

22.70 億円の内訳は、エンドオブパイプ技術 11.41 億円、インプラント技術 7.98 億円、システム・

ソフト技術 3.31 億円であった。 

 

［実施の効果（費用対効果）まとめ、技術開発の実施の効果］ 

事業期間全体の 13 件の開発技術によって削減される VOC の見積量を表Ⅰ-2-1（エンドオブパイプ

技術）及び表Ⅰ-2-2（インプラント技術、システム・ソフト技術）に示す。VOC 削減量は平成 22 年

度（2010 年度）には直接的効果約 11,000 トン（事業期間中に開発を終了した 2 件の削減見積量を除

く）、中間評価時と同様な想定をすれば間接的効果約 33,000 トン、並びに、平成 27 年度（2015 年

度）の直接的効果約 440,000 トンと見積もられる。従って、平成 22 年度における本開発技術による

直接的、間接的 VOC 削減量は、150 万トンの VOC 排出量のおよそ 2-3％、VOC 削減量の費用対効果は

約 2,000 トン/億円となる。一方、平成 27 年度（2015 年度）の直接的効果は中間評価段階の VOC 削

減量の見積値の約 4倍に上る。ここで、中間評価段階での実施の効果（費用対効果）に関する想定を、

現時点で検証すれば、事業期間全体での平成 22年度における VOC 削減量比率 2-3％という数値は 5％

VOC 削減という中間評価段階に立てたターゲットには及ばないが、中間評価段階と同様な比率である。

5％VOC 削減というターゲットに及ばなかった理由としては、事業期間の初期に、改正大気汚染防止

法など法規制への対応という面から、エンドオブパイプ技術の開発を先行させたが、自主管理を目指

す VOC 削減に対して、多くのエンドオブパイプ技術開発は既存の競合技術を置き換えるほどのユー

ザーメリットを提示することや抜本的なコスト削減の提示が困難であったと考えられる。他方、事業

期間全体での平成 27 年度（2015 年度）の直接的効果は中間評価段階の VOC 削減量見積値の約 4 倍に

上ると見積もられるのは、単なる分解・無害化ではなく VOC の回収を目指しユーザーメリットを提供

するエンドオブパイプ技術開発、並びに、本質的な問題解決であり技術革新による競争力強化が見込

めるインプラント技術開発の成果によるものと考えられる。 

VOC の削減見積量：平成 22 年度（2010 年度）約 44,000 トン（直接的効果約 11,000 トン及び間接

的効果約 33,000 トン）並びに平成 27 年度（2015 年度）の約 440,000 トン（直接的効果）の数値を

用いて、NEDO 技術開発機構で、開発技術による機器・材料等の売上高並びに回収・代替される有害

化学物質の換算金額を試算した。試算の結果、平成 22 年度（2010 年度）は開発技術による機器・材

料等の売上高 15 億円～60 億円（含む間接的効果）並びに回収・代替される有害化学物質の換算金額

6 億円～24 億円（含む間接的効果）であり、一方、平成 27 年度（2015 年度）は開発技術による機

器・材料等の売上高 1,200 億円（最大）並びに回収・代替される有害化学物質の換算金額 400 億円

（最大）であった。 
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表Ⅰ-2-1 有害化学物質の削減対象分野・プロセス及び削減物質、削減量 

【事後評価時見積量】エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発
テーマ

製品イメージ
分野・

プロセス
削減物質

削減量(2010年)
(㌧/年)

削減量(2015年)
(㌧/年)

A-（1）
吸着エレメントとプ
ラズマを組合わせ
た難処理有害化学
物質除去の研究開
発

［連続式プラズマ分解装置］

　50～1200m3/時間
　吸着困難なVOC及び
　100ppm以下の汎用VOC
［バッチ式プラズマ分解装置］

　1200～12000m3/時間
　100ppm以下の汎用VOC

印刷、塗装
化学工業
医療

ホルムアルデヒド、
アセトアルデヒド、
エチレンオキシド
トルエン、キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼン

その他削減物質
VOC（MEK、IPAなど）

0 7

［不燃性VOC吸着回収装置］

処理風量3～10m3/分

金属加工業(洗
浄工程)

トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレ
ン、
ジクロロメタン

30 600

［可燃性VOC吸着回収装置］

処理風量（平均）50m3/分

印刷、塗装の乾
燥工程、化学工
業の反応溶媒除
去

トルエン、キシレン

0 1,500

［排ガス処理装置］

処理容量:10-100m3/時間、寸法
L0.6m×W0.6m×H1.5m、
処理対象濃度～100ppm

印刷、塗装 トルエン、キシレン

1,560 7,800

［排水処理装置］

処理容量:2m3/日、寸法L0.5m×
W0.5m×H1.5m、
処理対象濃度～10mg/L

繊維工業、金属
加工業(洗浄工
程)

アセトアルデヒド、
トリクロロエチレン

10 21

A-（4）
マイクロバブルの
圧壊による有害化
学物質の高効率分
解技術の開発
【平成17年度終了】

排水処理装置
排水処理システムの設計、提案。
活性汚泥法等の既存処理システ
ムと組み合わせたシステムの提
案。

プラスチック加工
業
金属加工業(洗
浄工程)
化学工業、繊維
工業

有害化学物質
フェノール、
N,N-ジメチルホルム
アミド、
トリクロロエチレン

900(公共用水へ
の排出量＋下水
道への移動量の
合計の30%＋大
気へ移動量の
10%に相当）

3,000（2010年まで
の削減量に加え
て、大気への排出
量の20%、廃棄物
への移動量の10%
を処理）

A-（5）
大気圧・空気プラ
ズマを利用した揮
発性有機化合物
(VOC)等の無害化
装置の開発

排ガス処理装置

処理風量～60m3/時間、濃度～
1000ppm、吸着困難なＶＯＣ

化学工業
医療
自動車排ガス

ホルムアルデヒド、
トルエン、キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼン

10 200

A-（6）
デュアルメンブレン
システムによるガソ
リンベーパー回収
装置の開発

ガソリンベーパー液化回収装置
ガソリンスタンドでの給油時に発
生するガソリンベーパーを液化し
て回収する。処理量：90Ｌ/分

ガソリンスタンド トルエン、キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼン、

その他削減物質
　その他炭化水素

0 39,420

A-（7）
含塩素VOC高効率
分解固定化装置の
研究開発

含塩素VOC分解回収装置
　処理量ジクロロメタン 8～30ﾄﾝ/
年
　濃度1,000ppm以下

金属加工業(洗
浄工程)

トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレ
ン、
ジクロロメタン

0 100

エンドオブパイプ(A)　削減量総計 2,510 52,648
エンドオブパイプ(A)　削減量総計(終了案件除く) 40 41,827

A-（2）
直接加熱式VOC吸
着回収装置の研究
開発

A-（3）
吸着相オゾン酸化
による排出有害物
質の完全分解処理
【平成18年度終了】
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表Ⅰ-2-2 有害化学物質の削減対象分野・プロセス及び削減物質、削減量 

【事後評価時見積量】インプラント技術(B)、システム・ソフト技術(C) 

研究開発
テーマ

製品イメージ
分野・

プロセス
削減物質

削減量(2010年)
(㌧/年)

削減量(2015年)
(㌧/年)

絶縁材料
積層板、半導体封止剤

電子材料 ビスフェノール-A、
ホルムアルデヒド

20 22,000

低VOCエポキシ塗料 インキ・接着剤 溶剤

0 16,000

焼付け型低VOC水性塗料 塗装、金属製品・
機械への塗装

トルエン、キシレン、
エチルベンゼン

1,000 20,000

超低VOC水性塗料 自動車補修・プラ
スチックへの塗
装

同上

100 40,000

防食被覆膜
小型家電マグネシウムスピーカー

塗装、金属製品
への塗装

トルエン、キシレン

その他削減物質
エチレングリコール 10 100

防食被覆膜
ＰＣ筺体等

同上 トルエン、キシレン

その他削減物質
エチレングリコール

0 2,300

B-（4）
有害廃棄物フリー
高効率エステル合
成プロセスの開発

マイクロ波加熱を用いたエステル
製造プロセス
　ハロゲン化酢酸エステル類（医
薬･農薬中間体）
　アミノ酸エステル類（医薬･太陽
電池用色素中間体）

化学工業、化学
品製造プロセス

トルエン、キシレン、
四塩化炭素、
ベンゼン

その他削減物質
ＤＣＣ（ジシクロヘキ
シルーカルボジイミ
ド）、塩化チオニル、
五塩化リン、濃硫
酸、ｐ-トルエンスル
ホン酸

0 140,000

B-（5）
革新的塗装装置の
開発

二酸化炭素塗装
低VOCスプレー塗装

塗装、樹脂製品・
金属製品への塗
装

トルエン、キシレン、
エチルベンゼン

0.2 2,600

C-（1）
有害化学物質削減
支援ツールの開発

ソルーションサイト型のWEBシス
テム

塗装、洗浄、印
刷、接着を伴う
製造業及びその
他右記６物質を
取り扱うプロセス
を有する産業分
野

トルエン、キシレン、
ジクロロメタン、トリク
ロロエチレン、テトラ
クロロエチレン、クロ
ロホルムの６物質及
び塗装・印刷業務で
使用する全ＶＯＣ

 
9,580

計算式＝[対象４業務
のH18年度排出量]×
[対策技術の削減性
能]×[ツールがトリ
ガーとなって対策を実
施する率]

 
155,000

計算式＝[対象４業務
のH18年度排出量]×
[対策技術の削減性能]
×[ツールがトリガーと
なって対策を実施する
率]

インプラント技術(B)　削減量総計 1,200 243,000
システム・ソフト技術(C)　削減量総計 9,580 155,000

エンドオブパイプ(A)・インプラント技術(B) 削減量総計 3,710 295,648
エンドオブパイプ(A)・インプラント技術(B) 

削減量総計(終了案件除く)

　削減量総計(終了案件除く)

B-（3）
溶剤フリー塗装技
術の研究開発

1,240 284,827

10,820 439,827

B-（1）
非フェノール系樹
脂原料を用いたレ
ジスト材料の開発

B-（2）
革新的水性塗料の
開発

エンドオブパイプ(A)・インプラント技術(B)・システム・ソフト技術(C)
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2. 事業の背景・目的・位置づけ 

ヒト健康や生態系に対してリスクが懸念される化学物質は、我々の身の回りにある製品には必ず含

まれており、広く利用される一方で、大量に廃棄されており、化学物質の製造、利用、廃棄段階など

のライフサイクルに亘る適切な管理が潮流となってきている。平成 13 年 4 月より「特定化学物質の

環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づく PRTR 制度(環境汚染物質排出

移動登録)の導入、平成 15年 6月の化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律(化審法)の改正な

どにより、化学物質の製造、利用、廃棄段階などのライフサイクルに亘る適切な管理が求められてい

る。一旦、環境中に排出された化学物質を回収、無害化するためには莫大なコストが掛かってしまい、

あるいは、技術的な対応策が無い等の理由により事業者による自主管理が滞るケースもあり、産業界

が単独で対応することは非常に難しい状況にある。このため、環境中に排出され、人の健康や生態系

に影響を及ぼすことが懸念される化学物質のリスクを削減することが求められている。また、従来か

ら事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一層促進するため、リスクが懸念される化

学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に回収、無害化処理できる新しい技術を国が主体となっ

て開発し、早期の導入・普及を促進することにより有害化学物質の速やかな削減を図りながら、事業

者の自主管理の促進を支援することにより、環境と調和した健全な経済産業活動と安全、安心な国民

生活に資することが必要である。 

平成 16 年 5 月に改正された大気汚染防止法では、平成 18 年 4 月から VOC（揮発性有機化合物）の

数値規制が施行された。VOC は大気中で光化学反応、物理反応等の複雑な反応経路を経て、光化学オ

キシダントや浮遊粒子状物質（SPM）二次粒子の生成に寄与しているとされ、VOC 排出規制の目的は

浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準達成率の改善、並びに、光化学オキシダントの注意報発令件数を

改善することである。VOC 排出量の多い事業所に対しては排出基準が設けられた。同時に、比較的排

出量の少ない事業所に対しても、規制値は適用されないものの自主的な取組による有害化学物質の削

減を推進することが要請されている。このような取組を通して、平成 22 年度（2010 年度）には平成

12年度（推定排出量 150 万トン）比 30％の VOC を削減（規制で 10％、自主管理で 20％）することが

目標として設定された。本開発においても、この削減目標に寄与すべく技術開発を進めてきた。 

有害化学物質リスク削減基盤技術の開発は、社会的必要性が大きな国家的課題であり、事業者の自

主的な化学物質管理を促進して、環境と調和した健全な経済産業活動と安全、安心な国民生活に資す

るものである。 

本研究開発では、PRTR 対象化学物質のリスク削減に資するインプラント対策注１)やエンドオブパイ

プ対策注２)を中心とした回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等に関する研究開発課題に

対する対策技術を民間企業等から公募し、抜本的なリスク削減に資する実用化基盤技術を開発する。

本研究開発はリスクが懸念される PRTR 対象化学物質のリスク削減を図るための技術開発であり、「環

境安心イノベーションプログラム」注３)におけるリスク削減技術の一環として実施された。 

巻末に環境安心イノベーションプログラム基本計画（平成20年4月1日、平成20･03･25産局第7号）

並びに「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト基本計画（平成20年7月、バイオ

テクノロジー・医療技術開発部化学物質管理技術グループ）を資料として添付した。 
 

注１)製造、使用段階において、リスクの少ない化学物質への代替、反応工程中における副生成物、

有害化学物質の発生を抑制するプロセスへ転換する技術 

注２)製造プロセス等で使用、生成した有害化学物質等を煙突や排水という最後の段階で回収、無害
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化等する技術 

注３) 平成 20年 4月 1日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。平成 16年度から

平成 19年度の間は化学物質総合評価管理プログラムに基づき実施 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

1.事業の目標 

人の健康や生態系への影響などが懸念される PRTR 対象化学物質について削減順位付けを行い、こ

れらの化学物質のリスク削減に資する回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等以下の研究

開発課題に関する実用化基盤技術を平成 20年までに確立することを目標とする。 

 

【研究開発課題】 

① インプラント技術：削減対象物質を用いないプロセスへの新規転換技術、及び新規代替物質

の開発等 

② エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量の削減率 

90%以上(回収率×無害化率)を達成できる新規削減技術 

③ その他：効率的なリスク削減が可能となる新たな技術(システム、ソフト)の開発 

 

本研究開発では、工場等から大気、河川等に排出される削減対象物質に関するインプラント技術、

エンドオブパイプ技術等について研究開発テーマ毎に削減率、汎用性、低コスト等の開発目標を設け

て行った。 
巻末に「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト基本計画（平成20年7月、バイ

オテクノロジー・医療技術開発部化学物質管理技術グループ）、技術戦略マップ（技術戦略マップ

2008、技術戦略マップ2009）を資料として添付した。 

 

 

2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

本研究開発では、国から公表されている PRTR 制度の集計結果を活用し、生産量、取扱量、排出量、

表Ⅱ-1リスク削減技術に関する対象分野と求められる技術開発 

分 類 産業分野 内 容 対象分野 技術分類 具体的テーマ

リ

ス

ク

削

減

効

果

E

O

P

化学工業、

輸送機械、

電器機械、

印刷、金属

製品等の製

造業等

事
後

対
策

煙突、排水等の
最終段階で有害
物質を無害化、
回収する技術

･塗装工程
･金属加工
･ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工
･ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ
･洗濯業

･無害化

･回収

･リサイクル

･プラズマ分解
･マイクロ波分解/回収
･排水オゾン酸化
･触媒燃焼

I

P

未
然
防
止

製造される製品
の中に有害物質
が含まれない材
料技術

･インキ/顔料
･塗料
･接着剤
･洗浄剤
･電気電子
部品用材料

･代替物質
･有害物質の
含有量削減

･新規原料製造
･水性塗料
･非ＶＯＣ材料
･非有害金属含有材料

化学工業等 プロセスイノベー
ション
及び
マテリアルイノベ
ーション

･化学プロセス ･溶媒転換

･シンプル化

･原材料転換

･無溶媒反応
･クリーン溶媒
･触媒反応化（触媒反応
への転換）

･高機能･高性能触媒
･マイクロ波合成
･リサイクル材
･生体模倣反応

短
期

長
期
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移動量が多い物質、国民の不安、関心が高い物質等から優先的に排出抑制に取り組む。一方、技術開

発の対象となる化学物質が多い点、また、研究開発費が限られていることに鑑みて、研究機関、企業

等から公募により提案された対策技術の中で、抜本的なリスク削減効果が期待できる優れた技術を優

先的に実施する。具体的な削減対象物質は、1）排出量が大きい、2）リスクが大きい又は大きいこと

が疑われる、3）環境規制の動向、等を踏まえて、当面、PRTR 集計結果及び EPA(米国 環境保護庁)

のリスク評価手法による概括的なリスク評価の結果に従って、削減対象物質の順位付けを行い、これ

らの評価結果に基づき (1) PRTR 制度による国への届出対象物質(点源)から上位 20 物質、(2) PRTR

制度により国が推計した対象物質(非点源)から 上位 10 物質(但し、(1)の重複物質を除く)とした。

また、本研究開発では、工場等から大気、河川等に排出される削減対象物質に関するインプラント技

術、エンドオブパイプ技術等について研究開発テーマ毎に削減率、汎用性、低コスト等の開発目標を

設けて行うこととする。 

【本研究開発において対象とする化学物質】 

 本研究開発における優先的に取り組む削減対象物質は(a)PRTR 制度による国への届出対象物質(点

源)から上位 20 物質、(b) PRTR 制度により国が推計した対象物質(非点源)から上位 10 物質(但し、

(a)の重複物質を除く)とする。具体的な化学物質は下記のとおり。 

 

(a)PRTR 制度による国への届出対象物質 (工場等の固定発生源)： 

1)トルエン 2)ベンゼン 3)フェノール 4)キシレン 5)1,2-ジクロロエタン 

6)フタル酸ビス(2-エチルヘキシル) 7)エチルベンゼン 8)アニリン 9)塩化ビニル 

10)塩化メチレン 11)クロロホルム 12)スチレン 13)有機スズ化合物 14)トリクロロエチレン 

15)テトラクロロエチレン 16)ニトロベンゼン 17)N,N-ジメチルホルムアミド 

18)アクリロニトリル 19)エチレンオキシド 20)四塩化炭素 

 

(b)PRTR 制度により国が推計した対象物質 (移動体、家庭等からの排出)： 

1)フタル酸ジ-n-ブチル 2)p-ジクロルベンゼン 3)リン酸トリ-n-ブチル 4) 2-アミノエタノール 

5)ホルムアルデヒド 6) リン酸トリス(2-クロロエチル) 7)臭化メチル 

8)直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩  9)ビスフェノールＡ  10)アセトアルデヒド 

図Ⅱ-1 本事業で取り組む削減対象物質 30物質と主な排出源(業種) 

PRTR政令
番号

本計画番
号（届出
対象物
質）

本計画番
号（届出
対象外物

質）

物質名

227 1 トルエン
299 2 ベンゼン
266 3 フェノール
63 4 キシレン
116 5 1,2-ジクロロエタン
272 6 フタル酸ビス（2-エチルヘキシル）
40 7 エチルベンゼン
15 8 アニリン
77 9 塩化ビニルモノマー
145 10 ジクロロメタン
95 11 クロロホルム
177 12 スチレン
176 13 有機スズ化合物
211 14 トリクロロエチレン
200 15 テトラクロロエチレン
240 16 ニトロベンゼン
172 17 N,N-ジメチルホルムアミド
7 18 アクリロニトリル
42 19 エチレンオキシド
112 20 四塩化炭素
270 (1) フタル酸ジ-n-ブチル
140 (2) p-ジクロロベンゼン
354 (3) リン酸トリ-n-ブチル
16 (4) 2-アミノエタノール
310 (5) ホルムアルデヒド
352 (6) リン酸トリス-（2-クロロエチル）
288 (7) 臭化メチル

24 (8)
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸およ
びその塩

29 (9) ビスフェノールA
11 (10) アセトアルデヒド

(1)PRTR届出対象物質（点源）から上位20物質
(2)PRTR推計対象物質（非点源）から上位10物質

船底防汚紙パルプ

電気電子

医療器具
滅菌

産業洗浄

クリーニング

化学工業・
樹脂・

繊維

自動車排ガス

有害生物対策

印刷・インキ

洗剤

建材

接着剤
塗料

＜シックハウス＞1 トルエン

2 ベンゼン

3 フェノール

4 キシレン

5 1,2-ジクロロエタン

6 フタル酸ビス
（2-エチルヘキシル）

9 塩化ビニルモノマー 10 ジクロロメタン

11 クロロホルム

12 スチレン

13 有機スズ化合物

14 トリクロロエチレン

15 テトラクロロエチレン

16 ニトロベンゼン

17 N,N-ジメチルホルムアミド

18 アクリロニトリル

19 エチレンオキサイド

7 エチルベンゼン

8 アニリン

(1) フタル酸ジ-n-ブチル

(2) p-ジクロロベンゼン

(3) リン酸トリ-n-ブチル

(4) 2-アミノエタノール

(5) ホルムアルデヒド

(6) リン酸トリス（2-クロロエチル）

(7) 臭化メチル

(8) 直鎖アルキルベンゼン
スルホン酸（塩）

(9) ビスフェノール
A

TVOC (沸点＜250℃）

(10) アセトアルデヒド

20 四塩化炭素

PRTR政令
番号

本計画番
号（届出
対象物
質）

本計画番
号（届出
対象外物

質）

物質名

227 1 トルエン
299 2 ベンゼン
266 3 フェノール
63 4 キシレン
116 5 1,2-ジクロロエタン
272 6 フタル酸ビス（2-エチルヘキシル）
40 7 エチルベンゼン
15 8 アニリン
77 9 塩化ビニルモノマー
145 10 ジクロロメタン
95 11 クロロホルム
177 12 スチレン
176 13 有機スズ化合物
211 14 トリクロロエチレン
200 15 テトラクロロエチレン
240 16 ニトロベンゼン
172 17 N,N-ジメチルホルムアミド
7 18 アクリロニトリル
42 19 エチレンオキシド
112 20 四塩化炭素
270 (1) フタル酸ジ-n-ブチル
140 (2) p-ジクロロベンゼン
354 (3) リン酸トリ-n-ブチル
16 (4) 2-アミノエタノール
310 (5) ホルムアルデヒド
352 (6) リン酸トリス-（2-クロロエチル）
288 (7) 臭化メチル

24 (8)
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸およ
びその塩

29 (9) ビスフェノールA
11 (10) アセトアルデヒド

(1)PRTR届出対象物質（点源）から上位20物質
(2)PRTR推計対象物質（非点源）から上位10物質

船底防汚紙パルプ

電気電子

医療器具
滅菌

産業洗浄

クリーニング

化学工業・
樹脂・

繊維

自動車排ガス

有害生物対策

印刷・インキ

洗剤

建材

接着剤
塗料

＜シックハウス＞1 トルエン

2 ベンゼン

3 フェノール

4 キシレン

5 1,2-ジクロロエタン

6 フタル酸ビス
（2-エチルヘキシル）

9 塩化ビニルモノマー 10 ジクロロメタン

11 クロロホルム

12 スチレン

13 有機スズ化合物

14 トリクロロエチレン

15 テトラクロロエチレン

16 ニトロベンゼン

17 N,N-ジメチルホルムアミド

18 アクリロニトリル

19 エチレンオキサイド

7 エチルベンゼン

8 アニリン

(1) フタル酸ジ-n-ブチル

(2) p-ジクロロベンゼン

(3) リン酸トリ-n-ブチル

(4) 2-アミノエタノール

(5) ホルムアルデヒド

(6) リン酸トリス（2-クロロエチル）

(7) 臭化メチル

(8) 直鎖アルキルベンゼン
スルホン酸（塩）

(9) ビスフェノール
A

TVOC (沸点＜250℃）

(10) アセトアルデヒド

20 四塩化炭素
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表Ⅱ-2 研究開発テーマと目標とする VOC 排出源（業種） 

エンド
オブパ
イプ技
術
(EP)

A-（1）
吸着エレメントとプラズ
マを組合わせた難処理有
害化学物質除去

エチレンオキシド
ホルムアルデヒド

アセトアルデヒド
トルエン

キシレン

ベンゼン
エチルベンゼン

○ ○ － － 医療

トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン

ジクロロメタン
－ － ○ －

トルエン
キシレン ○ ○ － －

トルエン
キシレン ○ ○ － －

アセトアルデヒド
トリクロロエチレン － ○ ○ －

A-（4）
マイクロバブルの圧壊に
よる有害化学物質の高効
率分解技術の開発

フェノール
N,N-ジメチルホルムアミド

トリクロロエチレン
－ ○ ○ －

プラスチッ
ク加工

A-（5）
大気圧・空気プラズマを
利用した揮発性有機化合
物(VOC)等の無害化装置の
開発

ホルムアルデヒド
トルエン
キシレン

ベンゼン

エチルベンゼン

○ ○ － －
医療

自動車
排ガス

A-（6）
デュアルメンブレンシス
テムによるガソリンベー
パー回収装置の開発

トルエン
キシレン

ベンゼン
エチルベンゼン

その他炭化水素

－ － － ○ －

A-（7）
含塩素VOC高効率分解固定
化装置の研究開発

トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン

ジクロロメタン
－ ○ ○ － －

B-（1）
非フェノール系樹脂原料
を用いたレジスト材料の
開発

ビスフェノール-A
ホルムアルデヒド

トルエン、キシレン
－ ○ － － －

B-（2）
革新的水性塗料の開発

トルエン
キシレン

エチルベンゼン
○ － － － －

B-（3）
溶剤フリー塗装技術の研
究開発

トルエン

キシレン ○ － － － －

B-（4）
有害廃棄物フリー高効率
エステル合成プロセスの
開発

トルエン
キシレン
四塩化炭素

ベンゼン

－ ○ － － －

B-（5）
革新的塗装装置の開発

トルエン
キシレン

エチルベンゼン
○ － － － －

シ ステ
ム ・ソ
フ ト技
術

C-（1）
有害化学物質削減支援
ツールの開発

トルエン、キシレン、
ジクロロメタン、

トリクロロエチレン、

テトラクロロエチレン、
クロロホルム

○ ○ ○ － －

A-（2）
直接加熱式VOC吸着回収装
置の研究開発

A-（3）
吸着相オゾン酸化による
排出有害物質の完全分解
処理

イ ンプ
ラ ント
技術
(IP)

区分
研究開発
テーマ

削減物質

主要なVOC排出源

印刷
塗装

化学工業
ゴム製品
電子材料
接着剤

繊維工業

金属加工
業

(洗浄)

ガソリン
スタンド
給油所
製油所
油槽所

その他
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2.2 研究開発の実施体制 

本研究開発は、NEDO が公募によって選定する企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等に委託

することにより実施する方式を採用した。 

 

2.3 研究開発の運営管理 

事業全体に係わるマネジメントは、外部識者の意見を取り入れながら NEDO が主体的に行った。 

本研究開発では、事業最終年度を除く毎年、新規テーマの公募を実施して、外部有識者による採択

審査委員会において技術面、事業面からの審査を実施して、最新動向を考慮しながら優れた研究開発

テーマを採択した。また、NEDO では、研究開発テーマ毎にプロジェクトリーダー（PL）を指名し、

研究開発の責任の所在を明確にして、委託先機関とともに共同で研究を推進した。中間評価以降は、

主として企業（＝開発成果の実用化・実施者）の開発責任者をプロジェクトリーダー（PL）として指

名した。また、研究開発に関する目標の設定に関しては、実用化、波及効果、経済性を考慮して、革

新的な研究開発に繋がるレベルに設定した。これらの高い目標を達成するために、プロジェクトリー

ダー、委託先機関等からのヒアリングや、毎年 2回程度の有識者からなる技術検討会（委員長：製品

評価技術基盤機構 理事長 東京大学名誉教授 御園生誠）において、ターゲット市場、既存技術と

の比較検討、トータルコスト低減を重視した実用化への取組み、リスク削減の定量化、開発目標に対

する成果状況、実用化までに必要な課題やマイルストーンの設定、特許戦略などの事項に関して報告

を受けるほか、技術的・実用化・事業化に関するアドバイス等を行った。また、委託先の研究の進捗

に応じて、研究実施場所等における現地委員会を適宜開催して、自主点検を促すと共に、技術検討会

委員を招き技術検討及び事業検討の充実を図った。更に、最新の技術情報を収集するために調査研究

等を行いながら、国内外の新規なニーズ、シーズを収集した。これらの情報を活用して、新規テーマ

探索や次年度の業務委託の可否、実施内容・体制、テーマ間の連携、研究目標、予算規模、所用の見

直し等、プロジェクトマネジメント（自主点検等）に反映させた。 

 

図Ⅱ-2 研究体制 
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託
先

・・・・

技術検討委員会

PL

NEDO

PL

委
託
先
１

PL

委
託
先
２

PL

委
託
先
３

PL

委
託
先
４

委
託
先
５

採択審査委員会

再
委
託
先

再
委
託
先

再
委
託
先

・・・・
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表Ⅱ-3 採択審査委員会、技術検討委員会委員 

 

 

図Ⅱ-3 研究開発の運営管理～本プロジェクトにおける年間スケジュール・NEDO のマネジメント 

区分 氏名 所属・役職 

委員長 御園生 誠 （独）製品評価技術基盤機構 理事長 

委員 指宿 堯嗣 （社）産業環境管理協会 常務理事 

委員 陶 昇   東京電力（株） 理事 

委員 中杉 修身 上智大学 大学院地球環境学研究科 教授 

委員 沼口 徹 日本ポール（株）筑波事業場 バイスプレジデント 事業場長

委員 野尻 直弘 元 三菱化学（株） 理事 

委員 吉田 邦夫 東京大学 名誉教授 

4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

本プロジェクトの年間スケジュール：

技術検討会

NEDO

実施者

現地委員会 第1回委員会 第2回委員会

スケジュール確認 事前準備事前準備 事前準備アクションプラン

課題 課題 課題

対策 対策 対策

・新規公募、審査
・年度計画、行事
・契約等

本プロジェクトにおけるNEDOのマネジメント
アクション 具体的な例

①シーズ及びニーズ発掘 ・業界ヒアリング ・推進委員からニーズ企業への橋渡し ・関連調査の実施

②プロジェクト管理 ・研究計画（全体、年度）の策定 ・技術検討会の宿題対応
・実用化シナリオ(出来上がりイメージ) ・ビジネスとしてのシナリオ作成
・プロジェクト内連携への橋渡し(特に、塗装等)
・データ解析、プレゼンテーション等に関する指導 ・スケジュール管理等

③シンポジウム等開催 ・エコケミカルシンポの開催 ・業界向けセミナーの開催(自動車、部品、官公庁等)

④新聞、雑誌等での宣伝 ・新聞、雑誌等への紹介 ・パンフレット(技術編、ビジネス編)の作成
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表Ⅱ-4  委託先、再委託先等、研究開発テーマ、プロジェクトリーダー、開発期間 

区分 削減分野 
研究開発テーマ 

委託先 
プロジェクトリーダー 開発期間 

エンドオ
ブパイプ
技術 

(EP) 

印刷、塗装、化
学、医療 

吸着エレメントとプラズマを組合わせた
難処理有害化学物質除去の研究開発 

（株）西部技研 
取締役 岡野浩志 

H16-H17 
H18継続研究 

（株）西部技研
金属加工業(洗
浄) 
印刷、塗装業 
化学工業（反応
溶媒除去） 

直接加熱式 VOC 吸着回収装置の研究開発 ダイキン工業（株） 
常務執行役員 井原清彦 

H17-H19 
H20継続研究 エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャー

ズ（株）－再委託:東京大学、信州大学(H18)
（独）産業技術総合研究所－再委託:国士舘大 

学、信州大学(H17)
印刷業、繊維工
業、金属加工業 

吸着相オゾン酸化による排出有害物質の
完全分解処理 

東京大学生産技術研究所 
教授 迫田章義 

H16-H18 

（財）産業創造研究所 
東洋インキエンジニアリング（株）(H17迄) 
岩尾磁器工業（株）(H17迄) 

プラスチック加
工業、金属加工
業、化学工業、
繊維工業 

マイクロバブルの圧壊による有害化学物
質の高効率分解技術の開発 

（社）産業環境管理協会 
常務理事 指宿堯嗣 

H16-H17 

（株）ＲＥＯ研究所 
（独）産業技術総合研究所  

化学、医療、自
動車排ガス処理 

大気圧・空気プラズマを利用した揮発性
有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 

（株）島津製作所 
前理事 高木誠 

H18-H20 

イマジニアリング（株）－共同実施先:名古 
屋大学(H18)

ガソリンスタン
ド 

デュアルメンブレンシステムによるガソ
リンベーパー回収装置の開発 

（株）タツノ・メカトロニクス 
常務取締役 本橋俊明 

H18-H20 
H21-H22 継続研
究 （株）タツノ・メカトロニクス 

（独）産業技術総合研究所 
精密機械（洗
浄）等 

含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究
開発 

JFE ソルデック（株） 
社長 久松喜彦 

H18-H20 

JFE ソルデック（株）－共同実施先: 
（LLP）E&E Navi、再委託:宇都宮大学

インプラ

ント技術 
(IP) 

電子材料、 
インキ・接着剤 

非フェノール系樹脂原料を用いたレジス
ト材料の開発 

（独）産業技術総合研究所 
環境化学技術研究部門 
部門長 島田広道 

H16-H18 
H19-H20 継続研
究 昭和電工（株） 

（独）産業技術総合研究所 

塗装業 
金属製品・機

械、自動車補修、

プラスチック 

革新的水性塗料の開発 山口東京理科大学 
教授 戸嶋直樹 

H17-H19 
H20継続研究 日本ペイント（株）－再委託:山口東京理科 

大学

塗装業 
金属製品 

溶剤フリー塗装技術の研究開発 日本金属（株） 
常務取締役 山崎一正 

H18-H20 
H21-H22 継続研
究 

シルバー精工（株）(旧社名：(株)創研) 
－再委託:日本金属（株）、静岡大学 

化学製造プロセ
ス 

有害廃棄物フリー高効率エステル合成プ
ロセスの開発 

（株）ケミクレア 
取締役研究所長 三浦偉俊 

H19-H20 
H21-H22 継続研
究 （株）ケミクレア－再委託:岐阜大学

（独）産業技術総合研究所 

塗装業 
金属製品、機

械、自動車、プラ

スチック 

革新的塗装装置の開発 加美電子工業（株） 
代表取締役 早坂裕 

H19-H20 
H21-H22 継続研
究 

加美電子工業（株）－再委託:宮城県産業技 
術総合センター、 

オリジン電気(株) (H20)、
アトミクス(株) (H20) 、 
三菱レイヨン(株) (H20)  

（独）産業技術総合研究所 
シ ス テ
ム・ソフ

ト技術 

塗装、印刷、接
着、洗浄 

有害化学物質削減支援ツールの開発 東京大学生産技術研究所長 
教授 前田正史 

H17-H20 
（株）三菱化学テクノリサーチ(旧社名：ダイヤ
リサーチマーテック(株))－再委託: 

みずほ情報総研(株) (H18-)
（株）三菱総合研究所－再委託:(独)産業技術 

総合研究所(H18-)
（独）産業技術総合研究所 (H17迄) 
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図Ⅱ-4  事業の計画内容 

               総予算 2,270 百万円 

区分 研究開発テーマ 

委託先 予算 
H16fy H17fy H18fy H19fy H20fy 

エンド

オブパ

イプ技

術 

(EP) 

吸着エレメントとプラズマを組合わせた

難処理有害化学物質除去の研究開発 
40百万 40百万 継続研究 自主研究  

（株）西部技研         80 百万 

直接加熱式 VOC 吸着回収装置の研究開発  62百万 86百万 61百万 継続研究 
エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャー

ズ（株） 

（独）産業技術総合研究所           209 百万 

吸着相オゾン酸化による排出有害物質の

完全分解処理 
68百万 72百万 35百万   

（財）産業創造研究所 

東洋インキエンジニアリング（株） (H17迄) 

岩尾磁器工業（株） (H17迄)   175百万 

マイクロバブルの圧壊による有害化学物

質の高効率分解技術の開発 
49百万 50百万    

（株）ＲＥＯ研究所 

（独）産業技術総合研究所             99百万 

大気圧・空気プラズマを利用した揮発性

有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 
  100百万 59百万 53百万 

イマジニアリング（株）           212 百万 

デュアルメンブレンシステムによるガソ

リンベーパー回収装置の開発 
  

H21-22 
継続研究 

予定 

80百万 57百万 45百万 

（株）タツノ・メカトロニクス 

（独）産業技術総合研究所           182 百万 

含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究

開発 
  77百万 59百万 47百万 

JFE ソルデック（株）            184 百万 

インプ

ラント

技術 

(IP) 

非フェノール系樹脂原料を用いたレジス

ト材料の開発 
40百万 57百万 90百万 継続研究  

昭和電工（株） 

（独）産業技術総合研究所        187 百万 

革新的水性塗料の開発  67百万 82百万 67百万 継続研究 
日本ペイント（株）                216 百万 

溶剤フリー塗装技術の研究開発  H21-22 
継続研究 
予定 

100百万 58百万 23百万 

シルバー精工（株）(旧社名：(株)創研) 

181 百万 

有害廃棄物フリー高効率エステル合成プ

ロセスの開発 
   

H21-22 
継続研究 

予定 

51百万 50百万 

（株）ケミクレア 

（独）産業技術総合研究所          101 百万 

革新的塗装装置の開発   H21-22 
継続研究 

予定 

52百万 61百万 
加美電子工業（株） 

（独）産業技術総合研究所          113 百万 

システ

ム・ソ

フト技

術 

有害化学物質削減支援ツールの開発  
H21-22 
自主研究 

予定 

54百万 99百万 90百万 88百万 
（株）三菱化学テクノリサーチ(旧社名：ダイヤ

リサーチマーテック(株)) 

（株）三菱総合研究所               331 百万 

（独）産業技術総合研究所 (H17迄) 

H18 中間評価 H21 事後評価 
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表Ⅱ-5-1 研究開発テーマ毎の研究開発内容 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発
テーマ

製品イメージ
分野・

プロセス
削減物質

研究開発
内容

目標

A-（1）
吸着エレメントとプ
ラズマを組合わせ
た難処理有害化学
物質除去の研究開
発

［連続式プラズマ分解装置］

　50～1200m3/時間
　吸着困難なVOC及び
　100ppm以下の汎用VOC
［バッチ式プラズマ分解装
置］

　1200～12000m3/時間
　100ppm以下の汎用VOC

印刷、塗装
化学工業
医療

ホルムアルデヒ
ド、
アセトアルデヒ
ド、
エチレンオキシド
トルエン、
キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼン

吸着剤を担持し
たハニカム吸着
エレメントでVOC
を吸着濃縮し、
プラズマで分解
無害化する装置
の開発。

［分解率］
連続式プラズマ分解・バッチ式プラズ
マ分解 VOC50ppmにて分解率90%以

上、風量100m3/時間
[プロセス開発、装置開発]
装置試設計
電源および電極の耐久試験1年

［不燃性VOC吸着回収装置］

処理風量3～10m3/分

金属加工業
(洗浄工程)

トリクロロエチレ
ン、
テトラクロロエチ
レン、
ジクロロメタン

［可燃性VOC吸着回収装置］

処理風量（平均）50m3/分

印刷、塗装
の乾燥工
程、化学工
業の反応溶
媒除去

トルエン、
キシレン

［排ガス処理装置］

処理容量:10-100m3/時間、
寸法L0.6m×W0.6m×
H1.5m、
処理対象濃度～100ppm

印刷、塗装 トルエン、
キシレン

［排水処理装置］

処理容量:2m3/日、寸法
L0.5m×W0.5m×H1.5m、
処理対象濃度～10mg/L

繊維工業、
金属加工業
(洗浄工程)

アセトアルデヒ
ド、
トリクロロエチレ
ン

A-（4）
マイクロバブルの
圧壊による有害化
学物質の高効率分
解技術の開発

【平成17年度
終了】

排水処理装置
排水処理システムの設計、
提案。活性汚泥法等の既存
処理システムと組み合わせ
たシステムの提案。

プラスチック
加工業
金属加工業
(洗浄工程)
化学工業、
繊維工業

有害化学物質
フェノール、
N,N-ジメチルホ
ルムアミド、
トリクロロエチレ
ン

マイクロバブル
圧壊により発生
するOHラジカル
等による有害物
質分解の高効
率化検討、高性
能で実用的な排
水処理技術の
開発。

［高濃度マイクロバブル発生装置］
マイクロバブルの発生効率：濃度1000
個/mL以上
［分解率］
有害化学物質分解率 90％以上
フェノール（300ppm)、N,N-ジメチルホ
ルムアミド（300ppm)またはトリクロロエ
チレン（100ppm)

排水流量0.6m3/時間

A-（5）
大気圧・空気プラ
ズマを利用した揮
発性有機化合物
(VOC)等の無害化
装置の開発

排ガス処理装置

処理風量～60m3/時間、濃
度～1000ppm、吸着困難なＶ
ＯＣ

化学工業
医療
自動車排ガ
ス

ホルムアルデヒ
ド、
トルエン、
キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼン

大気圧・空気プ
ラズマ発生シス
テムによるVOC
分解試験、VOC
を高速に分解す
る小型・安価な
大風量処理装
置の開発。

[安定発生技術]
マイクロ波と点火源による大気圧・空
気プラズマ
［分解特性］
分解試験:50～60％＠200ppm以下
[大風量化装置開発]

1500-30000m3/時間

A-（6）
デュアルメンブレン
システムによるガソ
リンベーパー回収
装置の開発

ガソリンベーパー液化回収
装置
ガソリンスタンドでの給油時
に発生するガソリンベーパー
を液化して回収する。処理
量：90Ｌ/分

ガソリンスタ
ンド

トルエン、
キシレン、
ベンゼン、
エチルベンゼ
ン、
その他炭化水素

脱水膜、VOC膜
の組み合せによ
る水分フリーの
ガソリンベー
パー回収装置
の開発。

［脱水膜］
露点温度-30℃
ゼオライト膜より高性能な炭素膜開発
［VOC膜］
回収率95％（１回通過操作時）
[プロセス開発、装置開発]［装置全体
回収率］
ガソリン回収率99％以上（循環操作
時）
耐久時間実ガソリンスタンド1年分(給
油量850キロリットル)
装置試設計

A-（7）
含塩素VOC高効率
分解固定化装置の
研究開発

含塩素VOC分解回収装置
　処理量ジクロロメタン 8～
30ﾄﾝ/年
　濃度1,000ppm以下

金属加工業
(洗浄工程)

トリクロロエチレ
ン、
テトラクロロエチ
レン、
ジクロロメタン

含塩素VOCを分
解し、塩素を固
定化する分解固
定化剤の開発、
VOC無害化プロ
セスの開発、並
びに、分解固定
化装置の開発。

［分解固定化剤の開発］
VOC分解率99.9%以上
固定化剤転化率70％
固着無し
安価な分解固定化剤
[プロセス開発、装置開発]
プロセスの実証
ジクロロメタン分解固定化装置試設計
処理済み固定化剤の利用

A-（2）
直接加熱式VOC吸
着回収装置の研究
開発

VOC吸着回収
における溶剤加
熱脱離工程を、
スチームを用い
ずに電磁場のエ
ネルギーを用い
て行う、小型、
低コスト、高効
率な装置の開
発とモニタリン
グ技術の開発。

［回収率］
VOC回収率 90％以上

※不燃性VOC：3～10m3/分VOC吸着
回収装置

※可燃性VOC：1m3/分、実用可能性
確認
［不燃性VOC吸着回収装置試設計］
回収溶剤再利用
［回収装置支援ソフト開発］
リアルタイムモニタリングによる運転管
理と溶剤管理ソフト

A-（3）
吸着相オゾン酸化
による排出有害物
質の完全分解処理

【平成18年度
終了】

VOCとオゾンを
シリカ系吸着剤
に吸着・高度に
濃縮して、酸化
反応によりVOC
を分解する、小
型、高性能な分
解処理装置の
開発。

［分解率］
VOC分解率 90％以上
※排ガス処理装置

10-100m3/時間
※排水処理装置

2m3/日
[プロセス開発、装置開発]
装置試設計
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表Ⅱ-5-2 研究開発テーマ毎の研究開発内容 

             インプラント技術(B)、システム・ソフト技術(C) 

研究開発
テーマ

製品イメージ
分野・

プロセス
削減物質

研究開発
内容

目標

B-（1）
非フェノール系樹
脂原料を用いたレ
ジスト材料の開発

絶縁材料 電子材料 ビスフェノール-
A、
ホルムアルデヒ
ド

非フェノール系
樹脂原料を過酸
化水素を用いて
選択的にエポキ
シ化する手法を
用い、PRTR削
減対象物質を用
いずに、電気・
電子材料に好
適に用いられる
レジスト材料等
の新規製造法
の開発。

プロセス開発によるPRTR対象物質削
減。含ハロゲン廃棄物削減。
［プロセス開発］
・基質転化率　50%以上
・モノエポキシ化選択率　90%以上
・過酸化水素効率　80%以上
［レジスト性能］
塩素系化合物を含まない電気絶縁性
に優れ、信頼度の高い電気・電子材
料。
ユーザー仕様による評価合格。

・絶縁性能：HHBT試験後10
7Ω・cm以

上
・ハンダ耐熱性：260℃×10秒，2回以
上
・可撓性：180°折り曲げ試験合格
・安全性試験

B-（2）
革新的水性塗料の
開発

焼付け型低VOC水性塗料 塗装、金属
製品・機械へ
の塗装

トルエン、
キシレン、
エチルベンゼン

VOC含有量を著
しく低減して、塗
料成分以外は
水で構成される
水性塗料の開
発。

塗装時のVOC排出量が5%以下
溶剤型塗料と同様に予備乾燥工程が
不要
溶剤型塗料と同等のコスト、品質、塗
装作業性などの製品レベル確保
ユーザー評価合格
塗膜厚50μm以上、タレ、ワキ不良無
し、塗膜平滑性Ra0.3未満

B-（3）
溶剤フリー塗装技
術の研究開発

防食被覆膜
小型家電マグネシウムス
ピーカー、ＰＣ筺体等

塗装、金属
製品への塗
装

トルエン、
キシレン

蒸着重合法を用
いて合成したポ
リ尿素によっ
て、マグネシウ
ム合金等の金
属製品を防食膜
で被覆する塗装
代替技術の開
発。

塗装におけるVOCの排出全廃
防食性能の優れたモノマー構成、膜厚
決定
4日間の塩水噴霧試験、熱サイクル試
験20回
膜析出速度0.2μm/分以上、膜厚分
布±10%以内
実証機、スピーカーコーンによる連続
運転にてユーザー評価合格

B-（4）
有害廃棄物フリー
高効率エステル合
成プロセスの開発

マイクロ波加熱を用いたエス
テル製造プロセス
　ハロゲン化酢酸エステル類
（医薬･農薬中間体）
　アミノ酸エステル類（医薬･
太陽電池用色素中間体）

化学工業、
化学品製造
プロセス

トルエン、
キシレン、
四塩化炭素、
ベンゼン

エステル合成プ
ロセスにおける
副成廃棄物や
製造に使用する
有害薬品を削減
しうる、マイクロ
波加熱方式によ
るエステル合成
プロセスの開
発。

年産数トンレベルのモデルプラント実
証試験
6時間以内に80％以上の合成収率、
副成廃棄物等削減Eファクター5以下
マイクロ波応答特性測定によるプロセ
ス安全性指針、装置設計指針取得
マイクロ波によるエステル合成に適し
た触媒とアミノ酸エステル合成用不斉
保持型触媒の開発

B-（5）
革新的塗装装置の
開発

二酸化炭素塗装
低VOCスプレー塗装

塗装、樹脂
製品・金属製
品への塗装

トルエン、
キシレン、
エチルベンゼン

高い塗装仕上
げ品質を有する
有機溶剤系塗
料の希釈剤を二
酸化炭素で代
替して、VOC排
出量を抑制する
二酸化炭素塗
装の実証、塗装
装置及び塗料
の開発。

VOC排出量を2／3削減、CO2使用量

を塗料の1／3以下
有機溶剤系塗料用スプレー装置部分
を置き換え可能な二酸化炭素スプ
レー装置、スプレーガン吐出能力50～
80g/分
クリア塗料3種、有色塗料4種開発
有機溶剤系塗装における塗装仕上げ
品質基準と同等以上

C-（1）
有害化学物質削減
支援ツールの開発

ソルーションサイト型のWEB
システム

塗装、洗浄、
印刷、接着を
伴う製造業
及びその他
右記６物質を
取り扱うプロ
セスを有する
産業分野

トルエン、キシレ
ン、ジクロロメタ
ン、トリクロロエ
チレン、テトラク
ロロエチレン、ク
ロロホルムの６
物質及び塗装・
印刷業務で使用
する全ＶＯＣ

VOCの使用・排
出状況、VOC削
減技術及び技
術適用による削
減効果、削減技
術のコスト情報
等を事業者等に
提供することに
より、VOC排出
削減を支援する
Webツールの開
発。

我が国全体・事業所内のVOCフロー
解析
エンドオブパイプ対策・インプラント対
策に関する総合情報提供－削減技
術、削減効果、コスト情報、CO2排出量

事業者等が自ら各種試算ができ、対
策選定を支援するWebツール公開
　ツール機能の維持方法および情報
提供サービスモデル策定
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表Ⅱ-6  技術検討委員会、現地委員会開催状況 

第 1回 平成 16年度 2005/02/04 NEDO 日比谷オフィス 

第 2回 平成 17年度 2005/09/27 産業創造研究所 現地委員会 

第 3回 2005/10/04 西部技研 現地委員会 

第 4回 2005/10/06 昭和電工 現地委員会 

第 5回 2005/10/21 REO 研究所 現地委員会 

第 6回 2006/02/02 NEDO 日比谷オフィス 

第 7回 平成 18年度 2006/10/13 NEDO 日比谷オフィス 

第 8回 2007/02/01 NEDO 日比谷オフィス 

第 9回 平成 19年度 2007/10/02 NEDO 白金台研修センター 

第 10回 2007/11/09 エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ現

地委員会 

第 11回 2008/01/25 JFE ソルデック 現地委員会 

第 12回 2008/02/04 タツノ・メカトロニクス 現地委員会 

第 13回 2008/01/18 日本ペイント 現地委員会 

第 14回 2008/02/06 NEDO 白金台研修センター 

第 15回 平成 20年度 2008/06/18 創研（現シルバー精工） 現地委員会 

第 16回 2008/07/18 イマジニアリング 現地委員会 

第 17回 2008/08/27 NEDO 日比谷オフィス 

第 18回 2008/11/11 JFE ソルデック 現地委員会 

第 19回 2008/12/10 ケミクレア 現地委員会 

第 20回 2009/02/18 NEDO 日比谷オフィス 
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3. 情勢変化への対応 

3.1 研究開発テーマの選定および採択の方針 

 当初、改正大気汚染防止法など法規制への対応という面から、エンドオブパイプ技術の開発を先行

させたが、2 年度目以降は、本質的な問題解決であり技術革新による競争力強化が見込めるインプラ

ント技術の開発に注力した。さらに、開発されたエンドオブパイプ・インプラント技術をより有効に

活用し、有害化学物質の削減をより効率的に進めることができるように、システム・ソフト技術の開

発にも取り組んだ。 

平成 17 年度（2 年度目）の新規採択は、有害化学物質を削減できるインプラント技術として、抜

本的な代替物質の開発等を優先的に採択した。一方、エンドオブパイプ技術は、昨年度採択テーマに

比べ、顕著な削減効果（回収・再利用）が期待できる開発に限って採択した。さらに、有害化学物質

削減の基礎基盤に資するその他の技術開発－有害化学物質削減に寄与するツールやデータベース、コ

ンピュータシステムの開発などシステム・ソフト技術を採択した。 

平成 18 年度（3 年度目）及び平成 19 年度（4 年度目）の新規採択は原則的にインプラント技術と

し、抜本的に有害化学物質が削減できる新規プロセスを開発した。エンドオブパイプ技術については、

高い削減量、新たな対象物質、コスト及び市場導入性等の点で、平成 17 年度以前の採択案件に比べ

て、未着手な分野又は顕著な波及成果が期待できる研究開発テーマに限って採択した。 

表Ⅱ-7 研究開発テーマの選定および採択の方針 

情勢 対応 具体的な対応 

2 年度目以降の

全体方針 
初年度は、VOC に対する緊急対応という観点

から、エンドオブパイプ技術開発を先行させ

たが、2 年度目は、抜本的な問題解決が図れ

るインプラント技術の開発に注力、また、シ

ステム技術の開発にも取り組む。 

【インプラント技術】 

B-(2)革新的水性塗料（2005-2007） 

B-(3)溶剤フリー塗装（2006-2008） 

B-(4)エステル合成プロセス（2007-2008） 

B-(5)革新的塗装装置（2007-2008） 

【システム技術】 

C-(1) 削減支援ツール（2005-2008） 
2 年度目以降の

エンドオブパイ

プ技術の採択に

ついて 

2年度目追加テーマ： 

既存技術に比べ、顕著な削減効果(回収・再

利用)が期待できるテーマに限って、公募、

採択した。 

A-(2)直接加熱式 VOC 回収装置（2005-2007） 

3年目、4年目追加テーマ： 

既存技術に比べて、大幅なコスト削減、未着

手な分野、顕著な波及成果等が期待できる

テーマに限って、公募、採択した。 

A-(5)大気圧・空気プラズマ無害化装置（2006-2008） 

A-(6)デュアルメンブレンガソリンベーパー回収装置（2006-

2008） 

A-(7)含塩素 VOC 分解固定化装置（2006-2008） 

 

3.2 加速財源投入実績 (2006 年度-2008 年度) 

優れた研究成果を上げている研究開発テーマに対しては、研究加速についても弾力的に対処するな

ど予算の効果的配分に努めた。 

 

3.3 その他 

平成 19 年度以降は、平成 18 年に行われた中間評価の結果に基づき、自主点検を強化して、ター

ゲット市場の明確化、既存技術との比較検討による優位性の明確化、トータルコスト低減を重視した

実用化への取組み、リスク削減の定量化、成果の実用化、導入・普及が円滑に実施できるよう取り組

んだ。 
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表Ⅱ-8 加速財源投入実績 (2006 年度-2008 年度) 

区分 年度
金額

(百万円)
目的と内容

A-(2)
直接加熱式VOC吸着
回収装置の研究開発

2006 9

可燃性VOC吸着回収装置の現場での実排ガスを対

象とした試験により実用化を加速する。
　実用的な装置を開発するため、実際にVOCを含む排ガスを

排出している事業所に試作機を持ち込んで吸着回収試験を行

う。VOC回収率の確認、電磁場加熱での温度制御性及び吸脱

着過程での温度制御性の確認などの基礎的なデータ取得、実

用化への課題抽出。

A-(2)
直接加熱式VOC吸着
回収装置の研究開発

2007 4

可燃性VOC吸着回収装置の吸着塔内部での温度均
一性、温度制御性を向上させ、吸着脱離システムと

しての完成度と安全性を高め、実用化を加速する。
　トルエンの吸着･脱離は高温を必要とし、高い温度制御性が

必要である。発熱剤の傾斜分布と磁場コイルの改良による吸

着塔内部での温度均一性、温度制御性の向上。

A-(5)

大気圧・空気プラズマ
を利用した揮発性有
機化合物(VOC)等の
無害化装置の開発

2007 7.5

大気圧・空気プラズマによる芳香族VOCの分解特性
の把握と分解効率の向上により、無害化装置の開発

を加速する。
　新たに製作するホルムアルデヒド分解装置の機能を向上さ

せ、トルエン、ベンゼンについても90％以上の分解効率を発揮

できる3種VOC 分解装置を製作。芳香族VOCの分解特性の把

握と分解効率の向上に取り組み、性能検証を実施。

B-(1)
非フェノール系樹脂原
料を用いたレジスト材
料の開発

2006 40

触媒コスト削減、安全性評価、工業レベルの生産技

術開発によりレジスト材料の実用化を加速する。

　高性能絶縁材料の触媒コストの削減、及び数十キログラム

レベルでのスケールアップ技術の検討。

　ユーザー評価結果をフィードバックし、工業レベルの生産技

術を検討。

　レジスト材料の人体に対する安全性評価。

　原料を見直し、低コスト化を図る。

B-(2)
革新的水性塗料の開
発

2007 2

焼付乾燥型水性塗料の実証試験、市場調査により、

実用化を加速する。
　ユーザーサイトにて焼付乾燥型水性塗料の実証試験を実

施、実用化への技術課題を検討。

　焼付乾燥型水性塗料、常温乾燥型水性塗料に関する適用

製品、業種、市場規模、ユーザーニーズなどを調査し、有害化

学物質の削減効果、ライフサイクルコスト、波及効果を検討。

B-(5)
革新的塗装装置の開
発

2008 10

二酸化炭素適合塗料:複数色の有色塗料の開発、普

及・調査活動により、実用化を加速する。
　塗料会社との連携を強化し、顔料のサイズや濃度により塗料

を最適化し、有色塗料の品揃えを増やす。

　塗装業界において設備投資を伴う技術の普及を促すため

に、ワークショップの開催、普及活動とヒアリング調査。

C-(1)
有害化学物質削減支
援ツールの開発

2006 19

排出削減量予測表示機能追加によりツール機能を

向上し、ツールの利活用、普及を図る。
　インプラント対策技術の情報及び検討結果をツールに取り込

む、化学物質排出削減量予測表示機能追加。

C-(1)
有害化学物質削減支
援ツールの開発

2007 17

実態データの付加、IP対策・EOP対策の費用対効果
を比較検討機能付加等により、ツール機能を向上し、

ツールの利活用、普及を図る。
　ミクロフロー解析ツールについてVOC排出現場の実態データ

の付加、EOP削減対策技術評価について適用実績の収集・

データベース化、IP削減対策技術評価について設備コスト、運

転コスト、適用事例及びIP対策技術に関する製品情報を収

集・データベース化、並びに、IP対策・EOP対策を講じた場合

の費用対効果を比較検討できる機能付加。

C-(1)
有害化学物質削減支
援ツールの開発

2008 23

ウェブサイトのセキュリティ機能向上、 VOC排出削減
の自主的取組を推進するための情報を提供し、ツー

ルの利活用、普及を図る。

　統合ツールのウェブサイトのセキュリティを保持するハード

ウェアとソフトウェアのシステムの開発、VOC排出削減の自主

的取組を進めるにあたり、必要となる幅広い情報（関連法規・

条例、行政窓口、対策実施に対する経済的・技術的支援、対

策実施・成功例等）の収集、提供。

研究開発テーマ

エン
ドオ
ブパ
イプ
技術
研究
開発

イン
プラ
ント
技術
研究
開発

シス
テム･
ソフト
技術
研究
開発
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4. 中間評価結果への対応 

中間評価結果は「おおむね現行どおり実施して良い」との評価。 

中間評価での重要な指摘事項については、対処方針が策定され、平成 19 年度以降、適宜実施方針

並びに実施計画に反映して推進されている。 

主な指摘事項に対する平成 19 年度以降の対応を以下に記す。PDCA（Plan 計画-Do 実行-Check 評価

-Act 改善）サイクルを回すと共に、技術検討委員会・現地委員会を点検の場とした。 

＜実用化の体制の具体化＞ 

実用化の体制が十分でないテーマについて、市場ターゲットを明確にし、成果が見込める計画

に変更した。主としてエンドオブパイプ技術研究開発。 

＜既存技術との比較検討による優位性の明確化＞ 

狙う市場、既存の競争技術との比較・検討について取り組みが不十分であったテーマについて、

詳細検討を行い、実施計画の一部修正(絞り込み、戦略作成)を行った。主としてエンドオブパイプ

技術研究開発。 

＜トータルコスト低減を重視した実用化への取組み＞ 

初期投資・ランニングコストを含めたトータルコスト低減に向けたシナリオを作成した。主と

してエンドオブパイプ技術研究開発。 

＜リスク削減の定量化＞ 

主としてインプラント技術研究開発について、代替化によるリスク削減への寄与の検証を、成

果物(装置、製品等)により確認する計画に変更した。  

＜適切なマイルストーンの設定 ＞ 

全体について、「研究開発終了後の姿」、「実用化シナリオ」を明確にし、早期の実用化が図れる

ように、マイルストーンの設定やスケジュール管理を徹底した。 

 

4.1 中間評価の概要 

平成 18年に行われた中間評価の結果、それに対する対応は次の通り。 

総論 

(1)総合評価 

PRTR 対象物質削減という時代の要請にこたえる目標を作ったことは評価できる。有害化学物

質の無害化・回収・代替のアプローチがバランス良く組み合わされると同時に、これらを支援

するためのシステム開発にも取り組んでおり、プロジェクト全体のテーマ構成はよく考えられ

ている。目標に即した結果が出ており、新しい技術の芽も見えている。早期利益の確保という

風潮の中で、技術開発への余力が乏しくなっている現在、公的資金を将来のために使うのは大

変重要であり、NEDO が取り組むに相応しいテーマである。また、単独では対策を立てにくい小

規模、零細規模の生産施設に的を絞った研究は、有意義で期待度が高い。 

しかしながら、一部では設定した目標が、現状に適切に対応したものではない懸念がある。

すなわち、エンドオブパイプ技術では、他の競争技術についての検討が不十分な面も感じられ

る。また、工業的レベルでの実用性を考えると、イニシャルコストを含めたトータルコスト低

減とメンテナンスの簡素化に一層努めるべきである。インプラント技術では、有害化学物質か

らの代替化を促しているが、代替化によるリスク削減への寄与の検証が必要である。 
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(2)今後に対する提言 

後半の研究開発の方向としては、全体として、実用化・工業化を具体的に目指した開発を行

い、初期投資・ランニングコストを含めたトータルコストの低減、設置面積の低減、メンテナ

ンスフリーに近い運転を可能とするための安定性と耐久性の向上、をめざすべきである。但し、

テーマによっては、上市までのステップ（基礎研究、ベンチテスト、パイロットテスト、商品

化開発、市場での評価）の中での現在位置を確認した上で、目標の絞込みや目標フェーズの見

直しも必要である。エンドオブパイプ技術については、各々の技術の長所と短所を精査し、研

究開発の具体的な対象、数値目標、将来の効果などを再検討する必要がある。 

 

各論 

(1)事業の位置付け・必要性について 

EU での RoHS 指令、REACH 規制などが進む中、有害化学物質のリスク削減のための基盤技術

開発は、今後の日本及び世界にとって重要な課題であり、「化学物質総合評価管理プログラム」

の目標達成に寄与している。エンドオブパイプ技術は、小規模、零細規模の生産設備における

有害化学物質の処理施設が小規模・低コストなものとなり、必要な技術開発でありながら大き

な経費負担が期待できないため、民間のみでは急速な改善・進歩は望めない。インプラント技

術は、リスク削減という目的での技術開発が事業者の通常の投資活動の対象になりにくい。そ

のため、多くの一般事業者が採用可能な技術の開発支援を行うという NEDO の果たす意義は大き

い。 

プロジェクトに総花的な感があり、対策が急がれるが、今後、民間での対策技術開発が遅れ

ている物質・業種などの技術に対象を絞り込むことも一考である。また、テーマによっては、

内外の技術開発動向、国際競争力の状況、市場動向、国際貢献の可能性等から見て社会貢献を

確信できないものがある。さらに、エンドオブパイプ技術では、既存技術に対する優位性につ

いて、それが投じた予算に見合うか、また、初期投資、ランニングコスト、長期信頼性など実

用性の観点から見ても必ずしも明確ではない。 

(2)研究開発マネジメントについて 

技術の利用者にヒアリングをするなど、現場のニーズや実態の把握に努めている点は評価で

きる。新技術の発掘やテーマの選定に適切な指導を行う体制により、目的達成への努力が伺え

る。原理の明確化、要素開発から実用化までを短期間で仕上げるための産学協同体制は望まし

いものといえる。また、研究開発目標も各テーマで明確に示されている。 

設定した目標が、現状に適切に対応したものではない懸念がある。また、エンドオプパイプ

技術では、エネルギー消費量、削減可能な有害化学物質種類、形状（小型化）、価格などの総体

で、既存技術をしのぐ目標設定が必要である。また、課題の提起と、その解決に向けたマイル

ストーン設定が不十分なテーマが多い。実用化の想定者を含めた体制づくりは、計画は記述さ

れているが具体性に乏しい。インプラント技術では、削減対象物質を用いないプロセスへの転

換が目標とされているが、リスク削減への寄与を検証する必要がある。 

(3)研究開発成果について 

全体として成果は目標値をクリアしている。テーマによっては既に実証実験に取り組み、ま

た、実用化に向けた具体的な課題が明らかになっており、全般的に見ると着実に成果を上げて

いる。特に、インプラント技術は、目標を順次達成してきており、特許申請もあるため、期待
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できる。 

エンドオブパイプ技術の一部は、成果のレベルと意義、普及努力、波及効果を見直す必要が

ある。 

(4)実用化・事業化の見通しについて 

開発テーマの一部は近い将来での事業化が可能な状況にあり、開発成果の実用化を実現でき

る可能性が高い。また、本事業から得られる成果には高い新規性が予測され、技術的波及効果

が期待できる。 

インプラント技術については、実用化に向けてのシナリオができている。特に、レジスト材

製法のグリーン化は、触媒コストの低減に課題が絞られており、今後の製品化、およびその製

品の輸出にも期待できる。 

エンドオブパイプ技術では、実用化へのシナリオが不十分であるものが見られる。すでに実

用化されている既存技術との比較検討が十分でないため工業的利用においての優位性が明確で

ないものがみられる。導入、メンテナンスを含むトータルコストの低下や信頼性向上など、実

用化のための開発をより積極的に進めるべきである。その際に、実用化のためのコスト計算は

実績を正確に把握して行うことが必要であり、現在の実用化評価の基準は必ずしも適切なもの

とはいえない。 

(5) 個別テーマについて 

［エンドオブパイプ技術］ 

全体として成果は目標値をクリアしており、将来への技術的波及効果は大きいと考えられ

る。また、対象業種のヒアリングを進めるなど、現場におけるニーズの把握に努めており、

成果報告会などにより情報発信も行われている。 

新規性、効果の点で、際だったものが見えない。既存技術との比較検討が十分でなく、工

業的利用においての優位性が明確でないものが見られる。実用化の対象を明確にしたうえで、

環境改善効果とそれにかかるコストを精度高く試算し、それらの具体的な目標についても明

確にすべきである。必要であれば、目標到達のための研究計画の見直しも行うべきである。

さらに、市場規模の厳格な評価も必要である。 

［インプラント技術］ 

いずれの開発テーマも目標値をクリアしており、目標達成が不完全な部分についても、そ

の技術的問題点が検討され、より高い目標達成のための方針が提案されている。開発は順調

に進行していると考えられ、魅力的な技術の芽がでてきていると評価できる。基板材料や塗

料という幅広く利用される分野を対象にしており、実用化できれば応用範囲が広いと考えら

れる。開発の目的と目標、そこへの手順と進行状況が明確であり、今後の努力による発展に

期待がもてる。 

削減対象物質を用いないプロセスへの転換がリスク削減におよぼす寄与を検証する必要が

ある。また、工業化時のユーザーの初期投資なども考慮して、トータルコストのより一層の

低減を目指した研究開発を進めてほしい。 

［削減支援システム開発］ 

成果は当初の目標をクリアしている。有害性の高い化学物質に含まれる塩素原子のマスバ

ランスを、国レベルで数値化したことに意義があり、NEDO などで行うべき研究開発である

と考えられる。公開を前提としており、公共物としての価値も高い。 
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物質の流れと、排出量とで、必要とされる精度が異なるので、システムの利用目的に応じ

て出力精度の設定の仕方を考える必要がある。システムのメンテナンスと進化についてはシ

ステム導入のための初期投資と維持・発展のための経費を明確にして、それらの低減のため

の方策を考える必要がある。フロー分析には手間がかかるので、対象を絞り込む必要がある。

また、データベースは、それを継続的に維持・更新するシステムを構築することが極めて重

要であり、今後どのように扱うのかを検討する必要がある。 

 

4.2 中間評価への対応 

中間評価での重要な指摘事項については、対処方針が策定され、平成 19 年度以降、適宜実施方

針並びに実施計画に反映して推進されている。 

具体的な中間評価段階での提言と対応を以下に記す。 

 

＜既存技術、競争技術との比較検討に対する提言＞ 

［総論(1)総合評価］ 

設定した目標が、現状に適切に対応したものではない懸念がある。すなわち、エンドオ

ブパイプ技術では、他の競争技術についての検討が不十分な面も感じられる。 

［各論(1)事業の位置付け・必要性］ 

エンドオブパイプ技術では、既存技術に対する優位性について、それが投じた予算に見

合うか、また、初期投資、ランニングコスト、長期信頼性など実用性の観点から見ても必

ずしも明確ではない。 

［各論(4)実用化・事業化の見通し］ 

既存技術との比較検討が十分でないため工業的利用においての優位性が明確でないもの

がみられる。 

［個別テーマ エンドオブパイプ技術］ 

新規性、効果の点で、際だったものが見えない。既存技術との比較検討が十分でなく、

工業的利用においての優位性が明確でないものが見られる。 

＜対応＞ 

エンドオブパイプ技術に限らず、技術検討委員会において、逐次見直しを行い、テーマの

中止・加速を進めるなど目標の見直しを含め対応済みのところであるが、エンドオブパイプ

技術では、狙う市場セグメントや実用性の観点なども含めた技術総体としての既存競争技術

との比較検討について、取り組みが不十分であったテーマに対して実施した。平成 19 年度

以降の実施方針に反映した。 

 

＜コスト試算、コスト低減に対する提言＞ 

［総論(1)総合評価］ 

イニシャルコストを含めたトータルコスト低減とメンテナンスの簡素化に一層努めるべきで

ある。 

［総論(2)今後に対する提言］ 

実用化・工業化を具体的に目指した開発を行い、初期投資・ランニングコストを含めたトー

タルコストの低減、設置面積の低減、メンテナンスフリーに近い運転を可能とするための安
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定性と耐久性の向上、をめざすべきである。 

［各論(4)実用化・事業化の見通し］ 

導入、メンテナンスを含むトータルコストの低下や信頼性向上など、実用化のための開

発をより積極的に進めるべきである。 

［個別テーマ エンドオブパイプ技術］ 

環境改善効果とそれにかかるコストを精度高く試算し、それらの具体的な目標について

も明確にすべきである。 

［個別テーマ インプラント技術］ 

トータルコストのより一層の低減を目指した研究開発を進めてほしい。 

［個別テーマ 削減支援システム開発］ 

システムのメンテナンスと進化についてはシステム導入のための初期投資と維持・発展

のための経費を明確にして、それらの低減のための方策を考える必要がある。 

＜対応＞ 

個別テーマについて、初期投資・ランニングコストを含めたトータルコスト低減とメンテ

ナンスの簡素化を重視して実用化に向けたシナリオを作成した。平成 19 年度以降の実施方

針及び実施計画書に反映した。 

 

＜インプラント技術、リスク削減への寄与の検証に対する提言＞ 

［総論(1)総合評価］ 

インプラント技術では代替化によるリスク削減への寄与の検証が必要である。 

［各論(2)研究開発マネジメント］ 

インプラント技術では、削減対象物質を用いないプロセスへの転換が目標とされている

が、リスク削減への寄与を検証する必要がある。 

［個別テーマ インプラント技術］ 

削減対象物質を用いないプロセスへの転換がリスク削減におよぼす寄与を検証する必要

がある。 

＜対応＞ 

インプラント技術では代替化によるリスク削減への寄与の検証を実施する様に平成 19 年

度以降の実施方針及び実施計画書に反映した。 

 

＜開発目標に対する提言＞ 

［総論(2)今後に対する提言］ 

テーマによっては、上市までのステップ（基礎研究、ベンチテスト、パイロットテスト、

商品化開発、市場での評価）の中での現在位置を確認した上で、目標の絞込みや目標

フェーズの見直しも必要である。 

エンドオブパイプ技術については、各々の技術の長所と短所を精査し、研究開発の具体

的な対象、数値目標、将来の効果などを再検討する必要がある。 

［各論(2)研究開発マネジメント］ 

目標が、現状に適切に対応したものではない懸念がある。 

［各論(3)研究開発成果］ 
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エンドオブパイプ技術の一部は、成果のレベルと意義、普及努力、波及効果を見直す必

要がある。 

＜対応＞ 

個別テーマについて、実用化ステップへの現在位置を把握しつつ、目標の絞込み等の再検

討を行い平成 19年度以降の実施方針に反映した。 

 

＜社会貢献度の明確化に対する提言＞ 

［各論(1)事業の位置付け・必要性］ 

テーマによっては、内外の技術開発動向、国際競争力の状況、市場動向、国際貢献の可

能性等から見て社会貢献を確信できないものがある。 

＜対応＞ 

各テーマについて社会貢献度を明確化し、NEDO 主催シンポジウムへの参加や環境関連展

示会への出品、学会・プレス発表等を通して、広く国民にＰＲした。 

 

＜マイルストーンの設定に対する提言＞ 

［各論(2)研究開発マネジメント］ 

目標が、現状に適切に対応したものではない懸念がある。また、課題の提起と、その解

決に向けたマイルストーン設定が不十分なテーマが多い。 

＜対応＞ 

技術検討会において、技術課題とマイルストーンに関する議論を十分行うように改め、今

後の進捗管理などの研究開発マネジメントを工夫し、各研究開発テーマにフィードバックし

た。 

 

＜実用化の体制に対する提言＞ 

［各論(2)研究開発マネジメント］ 

実用化の想定者を含めた体制づくりは、計画は記述されているが具体性に乏しい。 

＜対応＞ 

実用化の体制の具体化が不十分なテーマについては市場ターゲットを明確にし、実効性を

担保した計画を策定した。平成 19年度以降の実施方針及び実施計画書に反映した。 

 

＜削減支援システム開発に対する提言＞ 

［各論(5) 個別テーマ 削減支援システム開発］ 

物質の流れと、排出量とで、必要とされる精度が異なるので、システムの利用目的に応じ

て出力精度の設定の仕方を考える必要がある。フロー分析には手間がかかるので、対象を絞

り込む必要がある。また、データベースは、それを継続的に維持・更新するシステムを構築

することが極めて重要であり、今後どのように扱うのかを検討する必要がある。 

＜対応＞ 

ユーザーの利用用途を考慮した設定になるように改善するとともに誤解を生じないように

データソース及びその精度について平成 19 年度実施計画書に反映した。想定ユーザーにあ

わせてシステム仕様を絞り込み、よりユーザーフレンドリーなシステムとなるように改善し
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た。また、システムの維持発展、メンテナンスが自立的に進められるビジネスモデルを検討

した。 

 

5. 評価に関する事項 

5.1 中間評価の履歴 

審議経過 

第 1回分科会（平成 18年 6月 7日） 

【公開セッション】 

1.開会、分科会の設置について、趣旨説明、資料の確認 

2.分科会の公開について 

3.評価の実施方法について 

4.評価報告書の構成について 

5.プロジェクトの全体概要について 

事業の位置付け・必要性と、研究開発マネジメントについて 

研究開発成果の概要と、実用化の見通しについて  

質疑応答 

【非公開セッション】 

6.プロジェクトの詳細について  

6-3 削減支援システム開発  

6-1 エンドオブパイプ技術 

6-2 インプラント技術  

7.全体についての質疑応答 

8.今後の予定、その他 

 

第 2回分科会（平成 18年 8月 11日） 

1.開会、資料の確認 

2.評価報告書（案）の構成について 

  評価報告書（案）の確定までの進め方について 

3.評価結果（案）の審議および確定 

4.確認、その他 

 

5.2 評価手法：外部評価 

 

5.3 評価事務局：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価部 

 

5.4 評価項目・基準 

1.事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

(2)事業目的の妥当性 

2.研究開発マネジメントについて 
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(1)研究開発目標の妥当性 

(2)研究開発計画の妥当性 

(3)研究開発実施者の事業体制の妥当性 

(4)情勢変化への対応等 

3.研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

(2)成果の意義 

(3)特許等の取得 

(4)成果の普及 

4.実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

(2)事業化までのシナリオ 

(3)波及効果 

 

5.5 分科会委員リスト 

分科会長   中西準子（産業技術総合研究所化学物質リスク管理研究センター 

センター長） 

分科会長代理 秋鹿研一（理工学振興会 専務理事 東京工業大学名誉教授） 

分科会委員  浦野紘平（横浜国立大学大学院 環境情報研究院 教授） 

越智光一（関西大学 工学部 応用化学科 教授） 

神保重紀（日経ＢＰ社 日経エコロジー 編集長） 

竹田允 （（株）神鋼環境ソリューション 顧問） 
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Ⅲ．研究開発成果について 

 

1.事業全体の成果 

 

1.1 開発フェーズ 

研究開発テーマ毎の開発フェーズ及び開発成果を一覧表として表Ⅲ-1-1～表Ⅲ-1-6に示す。 

13件の研究開発テーマの内訳としては、実用化1件、実証試験フェーズが7件、実証試験フェーズ・

技術統合フェーズ双方を含むテーマが2件、要素技術開発フェーズ1件、研究開発事業を中止したテー

マが2件である。多くのテーマは実用化あるいは実証試験フェーズに移行して、ユーザーへのサンプ

ル配布試験、実証試験、得られた評価結果から開発課題を明らかにし、課題技術の解決を図っている。 

研究開発テーマ毎の成果概要を1.3に記す。 

 

1.2 研究成果 

研究発表・講演、発表論文、特許等、新聞発表及び受賞実績他の数量をまとめて表Ⅲ-2 成果件数

一覧表に示す。表Ⅲ-3に研究開発テーマごとの成果件数を示す。また、巻末の成果要約集には研究発

表・講演、発表論文、特許等、受賞実績、新聞発表等の成果要約を示す。 

研究開発テーマ「非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発」(委託先：昭和電工（株）、

（独）産業技術総合研究所)は化学・バイオつくば財団第16回 (2008)化学・バイオつくば賞を受賞し

た。研究開発テーマ「大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開

発」(委託先：イマジニアリング株）)はエコジャパンカップ2008ＧＥ特別審査員賞を受賞した。また、

研究開発テーマ「革新的塗装装置の開発」(委託先：加美電子工業（株）、（独）産業技術総合研究所)

は第３回(2009)ものづくり日本大賞特別賞を受賞した。 

NEDOにおいても各種の成果普及活動を通して、成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者

等）並びに一般に向けて広く情報発信を行った。 

 

NEDOによる成果普及活動 

  ・VOC削減技術ワークショップ(平成17年1月26日、東京都共催) 

 「規制と自主管理とベストミックスの構築に向けて」 

  ・第1回エコケミカルシンポジウム(平成18年2月3日) 

    「有害化学物質削減技術に関する最新動向と環境ビジネス」 

  ・VOC排出削減支援ツールに関するセミナー(平成19年1月12日) 

    -どうしたら有害なVOCを削減できるのか？- 

  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ (平成19年10月11日)東京 

    -どうしたら有害なVOCを削減できるのか？- 

  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ (平成20年1月28日)岡山 

     -どうしたら有害なVOCを削減できるのか？- 

  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ (平成20年1月30日) 福岡 

     -どうしたら有害なVOCを削減できるのか？- 

  ・第3回エコケミカルシンポジウム(平成20年2月27日) 

    「有害化学物質削減技術に関する最新動向と環境ビジネス」 
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  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ (平成20年7月18日)東京 

    -どうしたら有害なVOCを削減できるのか？- 

  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ（平成20年7月29日）大阪 

    -どうしたら有害なVOCを削減できるのか?-  

  ・VOC排出削減支援ツールに関するワークショップ（平成20年8月20日）東京 

    -どうしたら有害なVOCを削減できるのか?- 

  ・スプレー塗装業界におけるVOC対策セミナー（平成21年1月21日、22日） 

 

NEDOによるパンフレットの作成 

  ・有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発プロジェクト（平成17年～平成20年） 

  ・環境技術開発を成功させるために（平成18年、平成19年） 

  ・【実践編】環境技術開発を成功させるために（平成19年） 

  ・化学物質管理技術開発2007 
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表Ⅲ-1-1 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発 
テーマ 

削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

A-（1） 
吸着エレメントと
プラズマを組合
わせた難処理
有害化学物質
除去の研究開
発 

［削減物質］ 
ホルムアルデヒド、アセト
アルデヒド、エチレンオキ
シド 
トルエン、キシレン、ベン
ゼン,エチルベンゼン 
 
［実用化イメージ］ 
［連続式プラズマ分解装置］ 
 50～1200m3/時間 
 吸着困難な VOC 及び 
 100ppm 以下の汎用
VOC 
［バッチ式プラズマ分解装置］ 
 1200～12000m3/時間 
 100ppm 以下の汎用
VOC 
 
［分野・プロセス］ 
印刷、塗装 
化学工業 
医療 

［開発目標］ 
吸着剤を担持したハニカム吸着エ
レメントで VOC を吸着濃縮し、プ
ラズマで分解無害化する装置の開
発。 
 
［分解率］ 
連続式プラズマ分解・バッチ式プラ
ズマ分解 VOC50ppm にて分解率
90%以上、風量 100m3/時間 
[プロセス開発、装置開発] 
装置試設計 
電源および電極の耐久試験 1 年 

［連続式］ 
ホルムアルデヒド、トルエン等は
100ppm まで分解率 90％。 
［バッチ式］ 
トルエン等で 100ppm まで分解
率 90％。 
[プロセス開発、装置開発] 
接着工場、塗装ブース等に連続
式実証試験機を設置し、VOC
分解性能並びに耐久試験を実
施した。電源および電極の耐久
性不足が問題になったが、改良
開発により 1 年以上の耐久性
能を確保した。 
装置試設計を完了。ランニング
コストについては 100ppm 未満
の VOC で優位性。 

A-（1）達成 
実証試験
フェーズ 
 

電極・絶縁材の更

なる耐久性向上。

技術の普及は今

後の需要による。

A-（2） 
直接加熱式
VOC 吸着回収
装置の研究開
発 

［削減物質］ 
トリクロロエチレン、テトラ
クロロエチレン、ジクロロ
メタン、トルエン、キシレン 
 
［実用化イメージ］ 
［不燃性 VOC 吸着回収
装置］ 
処理風量 3～10 m3/分 
［可燃性 VOC 吸着回収
装置］ 
処理風量（平均）50 m3/
分 
 
［分野・プロセス］ 
［不燃性 VOC 吸着回収
装置］ 
金属加工業(洗浄工程) 
［可燃性 VOC 吸着回収
装置］ 
印刷、塗装の乾燥工程、
化学工業の反応溶媒除
去 

［開発目標］ 
VOC 吸着回収における溶剤加熱
脱離工程を、スチームを用いずに
電磁場のエネルギーを用いて行
う、小型、低コスト、高効率な装置
の開発とモニタリング技術の開
発。 
 
［回収率］ 
VOC 回収率 90％以上 
※不燃性 VOC：3～10m3/分 VOC
吸着回収装置 
※可燃性 VOC：1m3/分、実用可
能性確認 
［不燃性 VOC 吸着回収装置試設
計］ 
回収溶剤再利用 
［回収装置支援ソフト開発］ 
リアルタイムモニタリングによる運
転管理と溶剤管理ソフト 

［不燃性 VOC］ 
3m3/分規模の回収装置を試
作、脱脂工程排ガスで実証試験
を行い、回収率 90％、回収溶剤
は再利用可能 
［可燃性 VOC］ 
1m3/分にて回収率 93％、実用
可能性を確認した。風量 50m3/
分の大型化の可能性を検証
中。 
［不燃性 VOC 吸着回収装置試
設計］ 
3m3/分規模の不燃性 VOC 用
吸着回収装置を試作して、トリク
ロロエチレン平均濃度 400 ppm
の脱脂工程排ガスに対して半
年間の実証試験を行い、回収
率 90％かつ回収溶剤は再利用
可能であることが確認され、装
置の信頼性とシステムの実用
性が実証された。また、コンパク
トな装置と低ランニングコストを
達成した。 
［回収装置支援ソフト開発］ 
完成 

A-（2）達成 
［不燃性 VOC］
実証試験
フェーズ 
低コスト・コンパク
ト化を達成(自主
研究)して、実用化
に目処。 

［可燃性 VOC］
技術統合
フェーズ 
磁性体のキュリー
点制御技術を世
界で初めて回収
装置の温度制御
に適用。可燃性
VOC 吸着回収装
置については、自
主研究により装置
の実用性評価、実
用化を目指す。ト
ルエン代替の酢
酸エチルなどにも
対応。 

A-（3） 
吸着相オゾン酸
化による排出有
害物質の完全
分解処理 

［削減物質］ 
※排ガス処理 トルエン、
キシレン 
※排水処理 アセトアル
デヒド、トリクロロエチレン 
 
［実用化イメージ］ 
［排ガス処理装置］ 
処理容量:10-100 m3/時
間、寸法 L0.6m×W0.6m
×H1.5m、 
処理対象濃度～100ppm 
［排水処理装置］ 
処理容量:2 m3/日、寸法
L0.5m×W0.5m×H1.5m、 
処理対象濃度～10mg/L 
 
［分野・プロセス］ 
［排ガス処理装置］ 
印刷、塗装 
［排水処理装置］ 
繊維工業、金属加工業
(洗浄工程) 

［開発目標］ 
VOC とオゾンをシリカ系吸着剤に
吸着・高度に濃縮して、酸化反応
により VOC を分解する、小型、高
性能な分解処理装置の開発。 
 
［分解率］ 
VOC 分解率 90％以上 
※排ガス処理装置 
10-100 m3/時間 
※排水処理装置 
2 m3/日 
[プロセス開発、装置開発] 
装置試設計 

［分解率］[プロセス開発、装置
開発] 
排水処理装置 2 m3/日、排ガス
処理装置 10/ m3 時間を試作。 
※排ガス処理装置 
印刷工場にて 10ppm～100ppm
のトルエン・キシレンの 90％以
上の分解を確認。 
※排水処理装置 
10mg/L トリクロロエチレン含有
地下水の処理確認。 
装置試設計完了 

A-（3）未達 
研究開発事業
は平成 18 年
度で終了した
（実施機関解
散等）。 
 
吸着剤の劣化、分

解副生成物、過剰

オゾンの処理、吸

着剤の再生、処理

量が小さい、オゾ

ン発生装置が高コ

ストであること等

の課題検討未着

手のため、中止。
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表Ⅲ-1-2 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発 
テーマ 

削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

A-（4） 
マイクロバブル
の圧壊による有
害化学物質の
高効率分解技
術の開発 

［削減物質］ 
有害化学物質-フェノー
ル、N,N-ジメチルホルム
アミド、トリクロロエチレン 
 
［実用化イメージ］ 
排水処理装置 
排水処理システムの設
計、提案。活性汚泥法等
の既存処理システムと組
み合わせたシステムの提
案。 
 
［分野・プロセス］ 
プラスチック加工業 
金属加工業(洗浄工程) 
化学工業、繊維工業 

［開発目標］ 
マイクロバブル圧壊により発生す
る OH ラジカル等による有害物質
分解の高効率化検討、高性能で
実用的な排水処理技術の開発。 
 
［高濃度マイクロバブル発生装置］
マイクロバブルの発生効率：濃度
1000 個/mL 以上 
［分解率］ 
有害化学物質分解率 90％以上 
フェノール（300ppm)、N,N-ジメチル
ホルムアミド（300ppm)またはトリク
ロロエチレン（100ppm) 
排水流量 0.6 m3/時間 

［高濃度マイクロバブル発生装
置］ 
マイクロバブルの発生効率：濃
度 2000 個/mL 以上 
［分解率］ 
オゾンを用いた排水処理システ
ムを試作した。 
フェノール等を含む高 BOD の
化学工場排水を実用レベル処
理を実証した。 
N,N-ジメチルホルムアミド,トリク
ロロエチレンについては未確
認。 

A-（4）未達 
研究開発事業
は平成 17 年
度で終了した
（技術検討委
員会判断）。 
 

フェノール以外の

物質の分解試験、

気相系の処理試

験、マイクロバブ

ルの圧壊のメカニ

ズム解明、マイク

ロバブルの効果

の検証、反応工学

的な検討のいず

れもが未着手の

ため、中止。 

A-（5） 
大気圧・空気プ
ラズマを利用し
た揮発性有機
化合物(VOC)等
の無害化装置
の開発 

［削減物質］ 
ホルムアルデヒド、トルエ
ン、キシレン、ベンゼン、
エチルベンゼン 
 
［実用化イメージ］ 
排ガス処理装置 
処理風量～60 m3/時間、
濃度～1000ppm、吸着困
難なＶＯＣ 
 
［分野・プロセス］ 
化学工業 
医療 
自動車排ガス 

［開発目標］ 
大気圧・空気プラズマ発生システ
ムによる VOC 分解試験、VOC を
高速に分解する小型・安価な大風
量処理装置の開発。 
 
[安定発生技術] 
マイクロ波と点火源による大気圧・
空気プラズマ 
［分解特性］ 
分解試験:50～60％＠200ppm 以
下 
[大風量化装置開発] 
1500-30000 m3/時間 

[安定発生技術] 
電子レンジ用マグネトロンを用
いたマイクロ波発生装置と自動
車エンジン用点火プラグの組み
合わせで発生する大気圧・空気
プラズマ技術を応用した、VOC
酸化分解無害化装置を開発し
た。プラズマ安定発生は世界
初。 
［分解特性］ 
低風量での分解試験では、ホル
ムアルデヒド 96％分解(35ppm、
100m3/時間)、トルエン 70%分解
（360ppm、16m3/時間）、ベンゼ
ン 70%分解（360ppm、16m3/時
間）を達成した。 
[大風量化装置開発] 
ドラフトチャンバーの排ガス処理
試験（風量 100～1000m3/時
間）、要求風量の 1/10 の性能。
一方、数 m3/時間の小風量では
1000ppm 前後の高濃度 VOC を
高い分解率で処理できる。 

A-（5）未達 
要素技術開発
フェーズ 
 
プラズマ安定発生
は世界初。 

大風量化装置開

発が未達であっ

た。 

 

プラズマ点数の増

加によるリアク

ター性能の向上、

触媒技術との組

み合わせによる性

能向上等を図り、

ドラフトチャンバー

用処理風量に対

応できる対策を講

じる。今後 2 年以

内を目処に、デモ

機での性能検証、

適用業種での実

用化を目指す。 
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表Ⅲ-1-3 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発 
テーマ 削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

A-（6） 
デュアルメンブ
レンシステムに
よるガソリン
ベーパー回収装
置の開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン、ベン
ゼン、エチルベンゼン、そ
の他炭化水素 
 
［実用化イメージ］ 
ガソリンベーパー液化回
収装置 
ガソリンスタンドでの給油
時に発生するガソリン
ベーパーを液化して回収
する。処理量：90Ｌ/分 
 
［分野・プロセス］ 
ガソリンスタンド 

［開発目標］ 
脱水膜、VOC 膜の組み合せによ
る水分フリーのガソリンベーパー
回収装置の開発。 
 
［脱水膜］ 
露点温度-30℃ 
ゼオライト膜より高性能な炭素膜
開発 
［VOC 膜］ 
回収率 95％（１回通過操作時） 
[プロセス開発、装置開発]［装置全
体回収率］ 
ガソリン回収率 99％以上（循環操
作時） 
耐久時間実ガソリンスタンド 1 年
分(給油量 850 キロリットル) 
装置試設計 

［脱水膜］ 
ゼオライト膜にて露点温度-
30℃を達成した。 
ゼオライト膜より高性能・コスト
面で有利な炭素脱水膜を開発
した。 
［VOC 膜］ 
シリコンゴム膜にて回収率 99％
を達成した。 
[プロセス開発、装置開発]［装置
全体回収率］ 
脱水用にゼオライト膜、ガソリン
ベーパー回収用にシリコンゴム
膜を用いた実機サイズの回収
装置による耐久試験を行い、実
ガソリンスタンドでの 1 年相当
の耐久性能を確認し、回収率
97％を達成した。また、同システ
ムによる実ガソリンスタンドに設
置可能な法的認可を得たモデ
ル機を完成させた。 
性能・コスト面で有利な炭素脱
水膜を用いて回収率 99％以上
確認。また、回収装置量産時の
コスト、装置導入によるメリットを
試算して、妥当性が検証でき
た。 

A-（6）達成 
実証試験
フェーズ 
 

先進国欧米には

無い画期的回収

システム。 

市場導入を促進

するため、平成 21

年度は、装置全体

の耐久性能(2 年

分)を確認するとと

もに、コスト面で製

品化に不可欠な

炭素脱水膜のモ

ジュール化、シス

テム開発を行う

（継続研究）。平成

23 年度より実ガソ

リンスタンドでの

実証試験、平成

24 年度、市場導

入を図る。 

A-（7） 
含塩素 VOC 高
効率分解固定
化装置の研究
開発 

［削減物質］ 
トリクロロエチレン、テトラ
クロロエチレン、ジクロロ
メタン 
 
［実用化イメージ］ 
含塩素 VOC 分解回収装
置 
 処理量ジクロロメタン 8
～30 ﾄﾝ/年 
 濃度 1,000ppm 以下  
 
［分野・プロセス］ 
金属加工業(洗浄工程) 

［開発目標］ 
含塩素 VOC を分解し、塩素を固
定化する分解固定化剤の開発、
VOC 無害化プロセスの開発、並
びに、分解固定化装置の開発 
 
［分解固定化剤の開発］ 
VOC 分解率 99.9%以上 
固定化剤転化率 70％ 
固着無し 
安価な分解固定化剤 
[プロセス開発、装置開発] 
プロセスの実証 
ジクロロメタン分解固定化装置試
設計 
処理済み固定化剤の利用 

［分解固定化剤の開発］ 
VOC 分解率 99.9%以上、転化率
70％以上、固着無くかつ安価な
高比表面積酸化カルシウムを
開発した。 
[プロセス開発、装置開発] 
脱脂工程排出ガスを用いた実
証試験により、ジクロロメタン濃
度数百 ppm、風量 38L/分につ
いてジクロロメタンのリーク無し
で、目標時間を超える運転を達
成した。実用化装置の試設計を
行なって、本プロセスの優位性
を確認した。さらに、使用済み固
定化剤の利用先についても目
途を付けた。 

A-（７）達成 
実証試験
フェーズ 
 

分解・固定化を一

段で達成する世

界初の装置。 

技術の普及は今

後の需要による。

平成 24 年度、市

場導入を図る。 
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表Ⅲ-1-4 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

インプラント技術(B) 

研究開発 
テーマ 

削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

B-（1） 
非フェノール系樹脂
原料を用いたレジ
スト材料の開発 

［削減物質］ 
ビスフェノール-A、ホルム
アルデヒド 
 
［実用化イメージ］ 
絶縁材料 
 
［分野・プロセス］ 
電子材料 

［開発目標］ 
非フェノール系樹脂原料を過酸化
水素を用いて選択的にエポキシ化
する手法を用い、PRTR 削減対象
物質を用いずに、電気・電子材料
に好適に用いられるレジスト材料
等の新規製造法の開発。 
 
［プロセス開発］ 
・基質転化率 50%以上 
・モノエポキシ化選択率 90%以上
・過酸化水素効率 80%以上 
［レジスト性能］ 
塩素系化合物を含まない電気絶
縁性に優れ、信頼度の高い電気・
電子材料。 
ユーザー仕様による評価合格。 
・絶縁性能：HHBT 試験後 107Ω・
cm 以上 
・ハンダ耐熱性：260℃×10 秒，2
回以上 
・可撓性：180°折り曲げ試験合格
・安全性試験 

ビスフェノール A、ホルムアルデ
ヒド、フェノール等の PRTR 削減
対象物質を用いずに、電気・電
子材料に好適に用いられるレジ
スト材料等の新規製造法の確
立に成功した。 
［プロセス開発］ 
非フェノール系樹脂原料の過酸
化水素による選択的エポキシ化
により、レジスト材料のスケール
アップ試作に成功した。基質転
化率等達成。 
［レジスト性能］ 
本材料用いたレジストを合成し
て、優れた絶縁信頼性等、ユー
ザー要求性能を確認した。 

B-（1）達成 
実用化 
 

世界初の技術。 

従来レジスト組成

（塩素系のエピク

ロルヒドリンを原

料とするエポキシ

含有）に比べ、開

発したレジスト組

成は塩素が組成

中には残留せずノ

ンハロゲンとなる

ために絶縁性が

飛躍的に向上す

ることを確認し、製

品の差別化を行

える見極めを得

た。 

B-（2） 
革新的水性塗料の
開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン、エチ
ルベンゼン 
 
［実用化イメージ］ 
焼付け型低 VOC 水性塗
料 
 
［分野・プロセス］ 
塗装、金属製品・機械へ
の塗装 

［開発目標］ 
VOC 含有量を著しく低減して、塗
料成分以外は水で構成される水
性塗料の開発。 
 
塗装時の VOC 排出量が 5%以下 
溶剤型塗料と同様に予備乾燥工
程が不要 
溶剤型塗料と同等のコスト、品
質、塗装作業性などの製品レベル
確保 
ユーザー評価合格 
塗膜厚 50μm 以上、タレ、ワキ不
良無し、塗膜平滑性 Ra0.3 未満 

[VOC 排出量] 
VOC5％以下の水性塗料を開発
した。 
溶剤型塗料では 60％、現行の
水性塗料でも 10％を超える
VOC 含有量を著しく低減して、
塗料成分以外は水で構成され
る革新的水性塗料を開発した。 
[作業性、品質、コスト] 
ユーザーにおける実証試験で､
塗膜厚 50μm 以上可能、外観
良好。現行の水性塗料よりも工
程短縮、短時間化が確認でき
た。溶剤系ラインでの塗料の置
換え可能。コストも溶剤型と同
等。 

B-（2）達成 
実証試験
フェーズ 
 

現時点で、

VOC5％以下とい

う数字は世界最高

レベルである。 

実用化に向けて

の課題は仕上り

外観と塗装作業

性の両立であり、

この解決には添

加剤の最適化を

図る。平成 21 年

度に実用的なレベ

ルの開発を終了さ

せる。 

B-（3） 
溶剤フリー塗装技
術の研究開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン 
 
［実用化イメージ］ 
防食被覆膜 
小型家電マグネシウムス
ピーカー、ＰＣ筺体等 
 
［分野・プロセス］ 
塗装、金属製品への塗装 

［開発目標］ 
蒸着重合法を用いて合成したポリ
尿素によって、マグネシウム合金
等の金属製品を防食膜で被覆す
る塗装代替技術の開発。 
 
塗装における VOC の排出全廃 
防食性能の優れたモノマー構成、
膜厚決定 
4 日間の塩水噴霧試験、熱サイク
ル試験 20 回 
膜析出速度 0.2μm/分以上、膜厚
分布±10%以内 
実証機、スピーカーコーンによる
連続運転にてユーザー評価合格 

蒸着重合法を用いて合成したポ
リ尿素によって、マグネシウム
合金等の腐食し易い金属製品
を防食膜で被覆する塗装代替
技術の開発を行い、塗装工程に
おける VOC の排出を全廃する
と共に、ドライシステムの採用に
より、均一被覆と高い防食性能
を両立する実用化技術を開発し
た。 
最適なポリ尿素塗膜材料を見
出した。製膜速度 1μm/分、±
5%以内の膜厚分布を達成した。 
家電メーカーにおけるスピー
カーコーンのサンプル評価は良
好。 
量産化装置及び技術検討、コス
ト試算を行い実用化の見通しを
得た。 

B-（3）達成 
実証試験
フェーズ 
 
本塗装代替技術

開発は世界初で

ある。 

 

ＰＣ筺体について

は、継続研究によ

り製膜条件の最

適化を行い、3 次

元立体形状物へ

の応用を図り、市

場拡大に伴う事業

化を展開したい。

筐体等への応用

は平成 23 年

(2011 年)度、製品

化を目処。 
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表Ⅲ-1-5 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

インプラント技術(B) 

研究開発 
テーマ 

削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

B-（4） 
有害廃棄物フリー
高効率エステル合
成プロセスの開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン、四塩
化炭素、ベンゼン 
 
［実用化イメージ］ 
マイクロ波加熱を用いた
エステル製造プロセス 
 ハロゲン化酢酸エステ
ル類（医薬･農薬中間体） 
 アミノ酸エステル類（医
薬･太陽電池用色素中間
体） 
 
［分野・プロセス］ 
化学工業、化学品製造プ
ロセス 

［開発目標］ 
エステル合成プロセスにおける副
成廃棄物や製造に使用する有害
薬品を削減しうる、マイクロ波加熱
方式によるエステル合成プロセス
の開発。 
 
年産数トンレベルのモデルプラント
実証試験 
6 時間以内に 80％以上の合成収
率、副成廃棄物等削減 E ファク
ター5 以下 
マイクロ波応答特性測定によるプ
ロセス安全性指針、装置設計指針
取得 
マイクロ波によるエステル合成に
適した触媒開発とアミノ酸エステ
ル合成用不斉保持型触媒の開発

共沸脱水用のトルエンや硫酸触
媒を用いずに、マイクロ波加熱
と物理的脱水法によるモデルプ
ラントにより、ブロモ酢酸ベンジ
ルの収率 80％、6 時間得量
18kg、年間生産量でトンレベル
の製造と E ファクター0.83、廃棄
物処理費の 7 割以上の削減を
達成した。 
誘電特性評価により、安全性・
装置設計指針を取得した。 
マイクロ波加熱との併用効果を
もたらすイオン液体型触媒等を
開発した。 

B-（4）達成 
実証試験
フェーズ 
技術統合
フェーズ（アミ
ノ酸エステル） 
 
 
本開発プロセスの

適応範囲を拡大

するためには、新

規触媒などを中心

とする要素技術の

ブラッシュ･アップ

と複合化による高

機能化、マイクロ

波反応装置の大

型化を中心とする

スケール･アップ

技術の確立が課

題である。この目

的で平成 21～22

年度は市場拡大

が見込まれるアミ

ノ酸のエステル化

プロセスの完成に

注力する（継続研

究）。平成 24 年

度、事業化を目指

す。 

B-（5） 
革新的塗装装置の
開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン、 
エチルベンゼン 
 
［実用化イメージ］ 
二酸化炭素塗装 
低 VOC スプレー塗装 
 
［分野・プロセス］ 
塗装、樹脂製品・金属製
品への塗装 

［開発目標］ 
高い塗装仕上げ品質を有する有
機溶剤系塗料の希釈剤を二酸化
炭素で代替して、VOC 排出量を抑
制する二酸化炭素塗装の実証、
塗装装置及び塗料の開発。 
 
VOC 排出量を 2／3 削減、CO2 使
用量を塗料の 1／3 以下 
有機溶剤系塗料用スプレー装置
部分を置き換え可能な二酸化炭
素スプレー装置、スプレーガン吐
出能力 50～80g/分  
クリア塗料 3 種、有色塗料 4 種開
発 
有機溶剤系塗装における塗装仕
上げ品質基準と同等以上 

従来の塗装装置の塗料スプ
レー装置部分を小規模改造に
より置き換え可能な二酸化炭素
スプレー装置、希釈溶剤を全廃
した二酸化炭素塗装用塗料の
開発等により、高い塗装品質を
確保したまま、VOC 排出量を
2/3 削減する塗装システムを開
発した。CO2 使用量は塗料の 1
／3 以下である。塗料としてはク
リア塗料 3 種、有色塗料 6 種を
開発した。連続式塗装装置を実
ラインに組み込み、実証運転を
行った。膜厚、仕上げ品質とも
良好で、ユーザー規格に合格の
評価結果を得て、本塗装機によ
る塗装が実用レベルであること
を確認した。本塗装方法は環境
低負荷なうえ、経済的にも既存
の塗装法よりもランニングコスト
が低減され有利である。 

B-（5）達成 
実証試験
フェーズ 
 

高意匠性樹脂部

品を塗装出来る二

酸化炭素塗装装

置と塗料の開発

は世界初の成果

である。 

工業化課題（操作

性・連続安定性）

を解決して工業化

装置確立を目指

す（継続研究）。更

に、塗料種拡大、

用途拡大を目指

す（自主研究）。 
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表Ⅲ-1-6 研究開発テーマ毎の開発フェーズ、開発成果 

システム・ソフト技術(C) 

研究開発 
テーマ 

削減物質、実用化イメージ、目標 研究開発成果 達成度 

C-（1）有害化学物
質削減支援ツール
の開発 

［削減物質］ 
トルエン、キシレン、ジク
ロロメタン、トリクロロエチ
レン、テトラクロロエチレ
ン、クロロホルムの６物質
及び塗装・印刷業務で使
用する全ＶＯＣ 
 
［実用化イメージ］ 
ソルーションサイト型の
WEB システム 
 
［分野・プロセス］ 
塗装、洗浄、印刷、接着
を伴う製造業及びその他
上記６物質を取り扱うプロ
セスを有する産業分野 

［開発目標］ 
VOC の使用・排出状況、VOC 削
減技術及び技術適用による削減
効果、削減技術のコスト情報等を
事業者等に提供することにより、
VOC 排出削減を支援する Web
ツールの開発。 
 
我が国全体及び事業所内の VOC
フロー解析 
エンドオブパイプ対策・インプラント
対策に関する総合情報提供－削
減技術、削減効果、コスト情報、
CO2 排出量 
事業者等が自ら各種試算ができ、
対策選定を支援する Web ツール
公開 
ツール機能の維持方法および情
報提供サービスモデル策定 

VOC の使用・排出状況、VOC
削減に関する総合情報提供を
行い、対象 6 物質、脱脂洗浄、
スプレー塗装、グラビア印刷及
び接着の VOC 使用主要 4 業
務を対象として、自社の条件で
VOC 排出削減の試算ができ、
対策選定を支援する Web ツー
ルを開発して、平成 19 年度か
ら WEB 上に無償公開中。毎月
8 千ページ前後のアクセスがあ
り、排出事業者、技術サプライ
ヤー、行政担当者等に対しても
本ツールは普及しつつあり、さ
らに広く普及・波及することで、
VOC の自主的な排出削減の取
り組みを誘導する効果が期待で
きる。 
 ツール機能の維持、並びに、
情報提供サービスの自立化を
検討して、サービスモデルを策
定した。 

C-（1）達成
実証試験
フェーズ 
自治体のホーム
ページのリンクを
通じたアクセスを
含め、排出事業者
など多様な事業者
に利用されてい
る。ビジネスベー
スでのツール運営
は現段階では難し
いため、ツールの
公開と並行し、
フォローアップ研
究として、リンク先
の更新などデータ
ベースのメンテナ
ンスを実施してい
る。2 ヶ年を目処
にフォローアップ
を継続し、VOC 削
減要請の加速化
状況などを鑑み
て、公的団体もし
くは開発事業者の
ホームページでの
公開に移行させる
計画。 
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表Ⅲ-2 成果件数一覧表 

 

全研究開発課題集計  成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む）

9 35 45 48 37 7 181 －

発表論文 4 3 16 4 2 2 31
他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 2 0 1 7 －

特許等 3 13 39 17 7 4 83 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 2 1 3 －

新聞発表 1 3 5 9 7 3 28 －

エンドオブパイプ技術　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む）

9 30 27 21 10 0 97 －

発表論文 4 2 12 2 1 0 21
他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 1 0 0 5 －

特許等 1 1 5 5 5 2 19 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 1 0 1 －

新聞発表 1 1 2 2 0 0 6 －

インプラント技術　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む）

0 3 18 14 8 7 50 －

発表論文 0 1 4 2 1 2 10 －

内、査読付き 0 0 0 1 0 1 2 －

特許等 2 12 34 12 2 2 64 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 1 1 2 －

新聞発表 0 2 2 7 6 3 20 －

システム･ソフト技術　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む）

0 2 0 13 19 0 34 －

発表論文 0 0 0 0 0 0 0 －

内、査読付き 0 0 0 0 0 0 0 －

特許等 0 0 0 0 0 0 0 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 0 0 0 －

新聞発表 0 0 1 0 1 0 2 －

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
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表Ⅲ-3 研究開発テーマごとの成果件数 

 

 

研究開発テーマ 研究発表 受賞

委託先 ・講演 実績他

吸着エレメントとプラズマを組合わ
せた難処理有害化学物質除去の研究
開発

（株）西部技研
(1件作成中)

直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開
発

エンバイロメント・テクノロジー・
ベンチャーズ（株）

（独）産業技術総合研究所

吸着相オゾン酸化による排出有害物
質の完全分解処理

（財）産業創造研究所

東洋インキエンジニアリング（株）

岩尾磁器工業（株）

マイクロバブルの圧壊による有害化
学物質の高効率分解技術の開発

（株）ＲＥＯ研究所

（独）産業技術総合研究所

大気圧・空気プラズマを利用した揮
発性有機化合物(VOC)等の無害化装置
の開発

3 － － 2 －

イマジニアリング（株）

デュアルメンブレンシステムによる
ガソリンベーパー回収装置の開発

（株）タツノ・メカトロニクス

（独）産業技術総合研究所

含塩素VOC高効率分解固定化装置の研
究開発

JFE ソルデック（株）

イ ン プ ラ
ント技術

非フェノール系樹脂原料を用いたレ
ジスト材料の開発

(IP) 昭和電工（株）

（独）産業技術総合研究所 外国出願10

PCT出願10

革新的水性塗料の開発

日本ペイント（株）

溶剤フリー塗装技術の研究開発

シルバー精工（株）

有害廃棄物フリー高効率エステル合
成プロセスの開発

（株）ケミクレア

（独）産業技術総合研究所

革新的塗装装置の開発

加美電子工業（株）

（独）産業技術総合研究所

有害化学物質削減支援ツールの開発

（株）三菱化学テクノリサーチ

（株）三菱総合研究所

エ ン ド オ
ブ パ イ プ
技術
(EP)

15

－ －

－

－

16

－

新聞発表
発表論文
査読付き

6

6

－

3

外国出願10

PCT出願10作成中1

－

3

－

30

－

－

5

区分
発表論文 特許等

6 － －

39 7 10

2

－

4 － 2 － －

14 2 2

83 28 3

シ ス テ
ム ・ ソ フ
ト技術

34 － －

計

181 31 7

8

1

2

015 2

5

1

1

－

－1

8 1 2 5

5 1

14

－ 2

エコジャ
パンカッ

プ2008Ｇ

Ｅ特別審

査員賞

第３回
(2009)も

のづくり

日本大賞

50

5

第16回
(2008)化

学・バイ

オつくば

賞

1

2

2

－

0

0

3 －

9
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1.3 成果の概要 

Ａ－（１）：吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の研究開発 

委託先：西部技研 

本研究における VOC 分解原理は、平行平板電極の隙間（2mm 程度）に吸着剤を担持したハニカムを

入れ、電極に交流（60Hz 程度）高電圧（10kV 程度）を印加することによりプラズマを発生させ、吸

着剤に吸着された VOC をプラズマ及びプラズマによって発生したオゾンを用いて分解する、というも

のである。さらに、プラズマ発生部の後段に設けられた触媒エレメントによりオゾンがトラップされ

ると同時に VOC の一部が分解される。平行平板電極を覆う誘電体（マイカ）の素材・厚さ、吸着剤の

種類、触媒の種類がそれぞれ VOC の分解率に大きな影響を与えるため、これらの最適化を行った。こ

の結果、連続式プラズマ分解装置では、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、ベンゼン、トルエン、

キシレン、エチルベンゼン、エチレンオキシドは入口濃度 100ppm まで、分解率 90％を達成した。一

方、数百 m3/時間を超える大風量の希薄 VOC の処理に関しては、VOC ガスを一旦装置内に滞留させプ

ラズマ分解させる方法（バッチ式プラズマ分解方式）により、トルエン等で入口濃度 100ppm まで分

解率 90％を達成した。接着工場、塗装ブース等に連続式実証試験機を設置し、VOC 分解性能並びに耐

久試験を実施した。課題となった電源の耐久性について、新しい電源装置の開発により 1年以上の耐

久性能を確保した。 

 

A－（２）：直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開発 

委託先：エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ・産業技術総合研究所 

スチーム源、水処理設備などの付帯設備が不要な吸着回収装置とし、VOC 除去効率 90％以上、3～

10m3/分規模の VOC 吸着回収装置の開発を目的とし、不燃性 VOC（トリクロロエチレン等）の吸着回

収用に繊維状活性炭通電加熱方式、可燃性 VOC（トルエン等）の吸着回収用に専用吸着剤＋マイクロ

波・高周波加熱方式による装置の開発を進めた。3m3/分規模の不燃性 VOC 用吸着回収装置を試作して、

トリクロロエチレン平均濃度 400 ppm の脱脂工程排ガスに対して半年間の実証試験を行い、回収率

90％かつ回収溶剤は再利用可能であることが確認され、装置の信頼性とシステムの実用性が実証され

た。また、コンパクトな装置と低ランニングコストを達成した。一方、可燃性 VOC 用回収装置に関し

ては、処理能力 1m3/分にて回収率 93％を達成し、実用可能性を確認した。磁性体のキュリー点制御

技術を世界で初めて回収装置の温度制御に適用した。現在、処理風量 50m3/分までの大型化の可能性

を検証中である。 

 

Ａ－（３）：吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理 

委託先：産業創造研究所･岩尾磁器・東洋インキエンジニアリング 

排水中・排ガス中に溶存する有害化学物質とオゾンをハイシリカゼオライトの細孔へ選択的に吸着

させ高度に濃縮された反応場を創製することにより、小型、高性能で維持管理が容易であり、経済性

に優れた PRTR 対象有害化学物質分解処理装置の開発を進めた。小型カラム試験及び反応解析等を

行って吸着相の仕様や装置の運転条件を検討するとともに、プロトタイプ機（排水処理装置：2m3/日、

排ガス処理装置：10Nm3/時間）を試作した。トリクロロエチレン含有地下水を対象に処理実験を行い、

10mg/L レベルの高濃度排水が処理できることを確認した。排ガス処理装置については、印刷工場に

て 10ppm～100ppm のトルエン・キシレン含有ガスの処理実験を行い、90％以上の分解が可能であるこ

とを確認した。 
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実施機関解散等の理由により研究開発事業は平成 18年度で終了した。 

 

Ａ－（４）：マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発 

委託先：ＲＥＯ研究所・産業技術総合研究所 

マイクロバブル圧壊による OH ラジカル等の発生メカニズム、並びにフェノール単物質の分解を詳

細に検討した。また、高濃度マイクロバブル発生・圧壊装置を開発し、マイクロバブル発生量の向上

と十分な圧壊が生じることを確認した。開発した高濃度マイクロバブル発生・圧壊装置によりオゾン

マイクロバブルを用いた排水処理システムを試作し、フェノール等を含む高 BOD 濃度の化学工場排水

を分解処理し、実用レベルで処理できることを実証した。 

技術検討委員会判断により研究開発事業は平成 17年度で終了した。 

 

Ａ－（５）：大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 

委託先：イマジニアリング 

電子レンジ用マグネトロンを用いたマイクロ波発生装置と自動車エンジン用点火プラグの組み合わ

せで発生する大気圧・空気プラズマ技術を応用した、小型、安価に高速で VOC を含んだ排気ガス等を

酸化分解無害化できる装置を開発した。濃度数百 ppm のホルムアルデヒド、トルエン、ベンゼン等を

対象として、数千 m3/時間の大風量化を目標とした。プラズマ安定発生は世界初。リアクター形状や

プラズマ発生時間を最適化した試験装置により、ワンパスでホルムアルデヒド 96％分解(35ppm、

100m3/時間)、トルエン 80%分解(78ppm、60m3/時間) 、ベンゼン 70%分解（360ppm、16m3/時間）を達

成した。ドラフトチャンバーの排気ダクトにおける排ガス処理（風量 100～1000m3/時間）試験を実

施したところ、要求処理風量の 1/10 の処理量にとどまり、大風量化には至らなかった。一方、数

m3/時間の小風量では 1000ppm 前後の高濃度 VOC を高い分解率で処理できることから、小風量にて

VOC を処理する適用業種、密閉空間での循環処理に特化した用途を検討していく。 

 

Ａ－（６）：デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発 

委託先：タツノ・メカトロニクス・産業技術総合研究所 

石油給油所におけるガソリンベーパーの排出削減の対策技術として、大気中の水蒸気を分離除去す

るための脱水膜と、ガソリンベーパーを回収するための VOC 透過膜で構成されるデュアルメンブレン

システムにより水分フリーのガソリンベーパーを濃縮回収し、凝縮液化させて液化ガソリンとして給

油中の車のタンクに戻す新方式の回収装置を開発した。先進国欧米には無い画期的回収システムであ

る。脱水用にゼオライト膜、ガソリンベーパー回収用にシリコンゴム膜を用いた実機サイズの回収装

置による耐久試験を行い、実ガソリンスタンドでの 1年相当（給油量 850 キロリットル）の耐久性能

を確認し、回収率 97％を達成した。また、実ガソリンスタンドに設置可能な法的認可を得たモデル

機を完成させた。更に、性能面・コスト面で有利な炭素脱水膜の設計・製作を完了して、回収率

99％以上を確認した。また、回収装置量産時のコスト、装置導入によるメリットを試算して、妥当性

が検証できた。 

 

Ａ－（７）：含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発 

委託先：ＪＦＥソルデック 

含塩素揮発性有機化合物（含塩素 VOC）を分解し、塩素を固定化して、安全な廃棄或いは再利用す
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ることを可能とする分解固定化剤の開発、燃焼法や活性炭吸着法等の既存技術を上回る VOC 無害化プ

ロセスの開発及び分解固定化装置の事業化の検討を実施した。分解・固定化を一段で達成する世界初

の装置である。分解固定化剤としては安価な水酸化カルシウムを原料とする高比表面積酸化カルシウ

ムを開発した。金属部品の脱脂工程から排出される実ガスを用いたベンチテスト機による実証試験に

より、ジクロロメタン濃度数百 ppm、風量 38L/分についてリークがない状態で、積算 138 時間（目標

84 時間）の運転を達成した。また、実用化装置の試設計を行なって、競合プロセスとの比較を行い、

本プロセスの優位性を確認した。さらに、使用済み固定化剤の利用先についても目途を付けた。 

 

B－（１）：非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

委託先：昭和電工・産業技術総合研究所 

本事業では、ビスフェノール A、ホルムアルデヒド、フェノール等の PRTR 削減対象物質を用いず

に、電気・電子材料に好適に用いられるレジスト材料等の新規製造法の確立に成功した。世界初の技

術である。また、従来レジスト組成（塩素系のエピクロルヒドリンを原料とするエポキシ含有）に比

べ、開発したレジスト組成は塩素が組成中には残留せずノンハロゲンとなるために絶縁性が飛躍的に

向上することを確認し、製品の差別化を行える見極めを得た。具体的には、非フェノール系樹脂原料

を過酸化水素を用いて選択的にエポキシ化する手法を用い、過酸化水素量、触媒量、濃度、反応温度、

時間の最適化を行うことにより、レジスト材料の構成原料の一つである CEA（3,4-エポキシシクロヘ

キサン-1-カルボン酸アリル）を 1kg レベルのスケールで、かつ基質転化率 75%、モノエポキシ化選

択率 91%、過酸化水素効率 87%と極めて高効率な反応成績を収めることが出来、触媒原単位の目標値

(0.05kg/kg)も達成するとともに、20kg レベルのスケールアップ試作に成功した。また、CEA と反応

させる構成原料である、PCU（ポリカーボネートジオールベースポリウレタン樹脂）について、ポリ

オール部分を C6 から C9 に変更するなど、骨格の最適化を行い、100kg のスケールアップ試作にも成

功した。さらに、CEA と最適化された PCU を用いて、目的のレジスト材料の合成を行い、従来の材料

と比較し耐メッキ、耐ハンダ性は同等の特性であるだけでなく、低そり性に優れ、特に長期絶縁信頼

性は、85℃、85%湿度で 500 時間放置後でも絶縁性の低下が発生しないことを確認した。 

 

B－（２）：革新的水性塗料の開発 

委託先：日本ペイント 

溶剤型塗料では 60％、現行の水性塗料でも 10％を超える VOC 含有量を著しく低減して、塗料成分

以外は水で構成される革新的水性塗料を開発した。塗装時の VOC 排出量が 5%以下、溶剤型塗料のプ

ロセス同様に予備乾燥工程が不要であり、かつ、溶剤型塗料と同等のコスト、品質、塗装作業性など

の製品レベルを有する水性塗料を目標とした。塗料を構成する複数の樹脂や添加剤等の疎水性物質を

水中で分散安定化させ低分子量化を達成する複合樹脂系エマルション技術、顔料の水中での分散安定

化を達成する顔料分散用グラフトポリマー技術、溶剤型と同じ塗装プロセス・塗装性を達成するため

の高固形分（60％以上）・低粘度化からなる塗料粘性制御技術等の各技術を最適化して、開発目標を

達成した。本開発塗料は、大手鋼製家具メーカーでの実証試験で､目標塗膜厚 50μm 以上を付着させ

る事ができ、仕上がり外観も問題なく、現行の水性塗料よりも工程短縮、短時間化が確認できた。実

証試験を通じて溶剤系ラインでの置換え可能という評価も得た。塗料のコストも溶剤型塗料と同等を

達成した。実用化に向けての課題は仕上り外観と塗装作業性の両立であり、この解決には添加剤の最

適化を図る。また、最終目標の VOC ゼロ、即ち完全水性化には、架橋反応時に発生する 1％の揮発物
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を回避する架橋系の探索中である。現時点で、VOC5％以下という数字は世界最高レベルである。 

 

Ｂ－(３)：溶剤フリー塗装技術の研究開発 

委託先：シルバー精工 

蒸着重合法を用いて合成したポリ尿素によって、マグネシウム合金等の腐食し易い金属製品を防食

膜で被覆する世界初の塗装代替技術の開発を行い、塗装工程における VOC の排出を全廃すると共に、

ドライシステムの採用により、均一被覆と高い防食性能を両立する実用化技術を開発した。各種のジ

アミンモノマーとジイソシアナートモノマーの組合せ最適化による塗膜材料開発、均一被覆技術開発、

インライン式蒸着重合装置を使用した実用規模試作機による成膜サンプルの実用化評価を行った。塩

水噴霧試験に耐えうる最適な塗膜材料として脂肪族ジアミンと脂環族ジイソシアナートの組合せを見

出した。実用規模試作機による製膜では 1μm/分の製膜速度と±5%以内の良好な膜厚分布を達成した。

ポリ尿素による防食膜を成膜したマグネシウムスピーカーコーンのサンプルを家電メーカーに提出し

て、音質評価で良好な評価を得た。量産化装置及び技術検討、コスト試算を行い実用化の見通しを得

た。 

 

B－（４）：有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 

委託先：ケミクレア・産業技術総合研究所 

化学品の合成反応として工業的に重要なエステル化反応について、マイクロ波加熱方式を用いた合

成プロセスを開発して、副成廃棄物や製造に使用する有害薬品を大幅に削減した。ハロゲン化酢酸エ

ステル類（医薬･農薬中間体）、アミノ酸エステル類（医薬･太陽電池用色素中間体）をターゲットと

して、モデルプラント実証試験、プロセス安全性や反応装置設計指針の取得を目指した。更に、本合

成プロセスの適応拡大のために触媒開発を行った。共沸脱水用の溶媒であるトルエンや硫酸触媒を用

いずに、マイクロ波加熱と物理的脱水法を組み合わせたベンチ式モデルプラントにより、ブロモ酢酸

ベンジルの年間生産量でトンレベルの製造と廃棄物処理費の 7 割以上の削減を達成した。また、過

去に評価事例のない、アミノ酸系、ブロモ酢酸系の腐食性かつ高温の実反応条件下での誘電特性評価

を行い、反応暴走リスク評価やマイクロ波の内部浸透評価を行って、各種の設計指針を得た。更に、

マイクロ波加熱と触媒の併用により複合効果をもたらすイオン液体型触媒等を開発した。 

 

B－（５）：革新的塗装装置の開発 

委託先：加美電子工業・産業技術総合研究所 

プラスチックへの塗装等に用いられ高い塗装仕上げ品質を有する有機溶剤系塗料によるスプレー塗

装は、塗装業界における主要な塗装方法であり、VOC を大量に排出している。本研究開発では、塗料

の希釈剤を二酸化炭素で代替する二酸化炭素塗装の実証を目的として、従来の塗装装置の塗料スプ

レー装置部分を小規模改造により置き換え可能な二酸化炭素スプレー装置の開発、希釈溶剤を全廃し

た二酸化炭素塗装用塗料の開発等により、高い塗装品質を確保したまま、VOC 排出量を抑制する世界

初の塗装システムを開発した。二酸化炭素塗装用塗料としてはクリア塗料・有色塗料を各複数種・複

数色を開発した。高圧ガス保安法に準拠した連続式塗装装置を加美電子工業の実ラインの塗装ロボッ

トに組み込み、実証運転を行った。膜厚、仕上げ品質とも良好で、塗装した部品をユーザーにサンプ

ル出荷し、ユーザー規格に合格の評価結果を得て、本塗装機による塗装が実用レベルであることを確

認した。 
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C－（１）：有害化学物質削減支援ツールの開発 

委託先：三菱化学テクノリサーチ・三菱総合研究所・産業技術総合研究所 

本研究開発は、VOC の流通・使用・排出状況（我が国全体、事業所内）、エンドオブパイプ対策・

インプラント対策等の VOC 削減技術並びにサプライヤーの紹介、削減技術適用による VOC 削減効果試

算、削減技術のコスト・見積情報等、VOC 削減技術に関する幅広い情報を排出事業者等に提供するこ

とにより、間接的に VOC を削減することを目指した。トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、

ジクロロメタン、クロロホルム、トルエン及びキシレンの 6物質、脱脂洗浄、スプレー塗装、グラビ

ア印刷及び接着の VOC 使用主要 4業務を対象として、複数の対策について自社の条件で各種試算がで

き、対策選定の手助けをする Web ツール【略称：VOC ナビ】を開発して、インターネット上に無償で

公開した。毎月 8千ページ前後のアクセスがあり、排出事業者、技術サプライヤー、行政担当者等に

対しても本ツールは普及しつつあり、さらに広く普及・波及することで、VOC の自主的な排出削減の

取り組みを誘導する効果が期待できる。現時点で、経済産業省ホームページをはじめ 21 自治体など

から本ツールへリンクが張られており、本ツールは関係者のニーズに対応した機能・内容を備えてい

ると判断している。 

ツール機能の維持方法および情報提供サービスモデル策定については、ビジネスベースでのツール

運営は現段階では難しいため、ツールの公開と並行し、フォローアップ研究として、リンク先の更新

などデータベースのメンテナンスを実施している。2 ヶ年を目処にフォローアップを継続し、VOC 削

減要請の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事業者のホームページでの公開に移行させ

る計画である。 

 

2.研究開発項目毎の成果 

次ページ以降に、研究開発テーマごとの成果詳細を記す。 
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２－Ａ－（１）吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の研究開発 

    プロジェクトリーダ：株式会社西部技研、氏名 岡野浩志    

実施企業 株式会社西部技研 

 

１．研究概要 

１－１．背景 

 環境省は、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds：以下 VOC と略す）の排出量

を、平成 22 年度までに平成 12 年度に比べて 3割削減する目標を立てている。しかしながら、

平成 18 年 4月 1日から施行された改正大気汚染防止法（以下 改正大防法 と略す）での削減

率は 1割程度と見込まれており、残り 2割は自主的取り組みによって削減する必要が生じて

いる。 

 改正大防法によって規制を受ける VOC の排出源は、比較的大規模な事業所であり、これら

事業所の VOC の処理は燃焼法が一般的になっている。一方、規制を受けない中小事業所（自

主的取り組み）では、設備の稼動状況が大規模事業所に比べて低く、VOC の排出が連続でな

いことや、24 時間操業でないため、燃焼法を導入しにくい。また、燃焼温度の維持や予熱の

ために助燃剤が必要なことや、助燃剤を供給するためのガスまたは石油燃料施設が必要なこ

とも、中小事業所への処理装置導入の妨げとなっている。 

VOC 排出量の削減のためには、中小事業所でも自主管理でき、削減効果が大きく、汎用性

が高く、安価な装置開発が求められている。 

 

１－２．本研究の意義 

 西部技研が製造販売している VOC 濃縮装置は、大規模事業所を中心に今日までに 400 台以

上導入されており、燃焼装置との組み合わせで 20000 トン／年以上の VOC を削減している。

本研究テーマである吸着エレメントとプラズマを組み合わせた「吸着プラズマ分解」は、VOC

濃縮装置で積み重ねた吸着濃縮の技術にプラズマ分解技術を融合させた新しい技術であり、

中小事業所で導入可能な VOC 処理装置の基盤技術として開発中である。吸着プラズマ分解は、

燃焼法、吸着法といった従来の技術では経済的に処理困難な VOC を分解できるだけでなく、

動力が電気のみでよく、必要なときのみ装置を起動できるといった特長を有している。本技

術を応用することで、中小事業所が簡単に導入・設置・運転管理できる装置の開発が期待で

きる。 

 

１－３．目的 

本研究では、VOC のリスク削減に焦点を当て、リスク削減の方策である排出工程での回収・

無害化対策（エンドオブパイプ対策）として、削減効果が大きく、汎用性が高く、かつ、安

価で中小事業所等でも自主管理できる実用化基盤技術を確立する。 

表 A-(1)-1 に平成 16 年度、平成 17 年度の目標を示す。VOC 処理濃度は、濃縮しても助燃

剤が必要で経済的に処理困難な希薄濃度とした。また、削減対象物質として、平成 16 年度は、

燃焼法や吸着法では処理困難な VOC（エチレンオキシド、臭化メチル、ホルムアルデヒド、
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金属板Ａ 金属板Ｂ
吸着ハニカム

２ｍｍ

拡大

金属板Ｂ

金属板Ａ

誘電体（マイカ）

放電状態

図 A-(1)-1 プラズマエレメント断面図・拡大図・放電状態 

アセトアルデヒド：以下 難処理 VOC とする）を、平成 17 年度には排出量の多い VOC（トル

エン、キシレン、ベンゼン、エチルベンゼン：以下 汎用 VOC とする）を追加した。これら処

理濃度、処理物質をターゲットとして、中小事業所が簡単に導入・設置・運転管理できる吸

着プラズマ分解システムの開発を目的とする。 

 

表 A-(1)-1 平成 16 年度、平成 17 年度目標 

 

平成 16 年度 平成 17 年度 

処理濃度

(ppm) 

処理風量

(m3/h) 

除去率 

(%) 

処理濃度

(ppm) 

処理風量 

(m3/h) 

除去率 

(%) 

エチレンオキシド 

30 100 70 

50 100 90 

ホルムアルデヒド 

アセトアルデヒド 

トルエン 

 
キシレン 

ベンゼン 

エチルベンゼン 

臭化メチル 30 100 70 30 6 90 

 

 

２．研究方法 

２－１．吸着プラズマ分解エレメント 

図 A-(1)-1 に吸着プラズマ分解

エレメント（以下 プラズマエレメ

ント と略す）の断面図・拡大図・

放電状態を示す。プラズマエレメン

トは、平行平板電極の隙間（ギャッ

プ）に吸着ハニカムを入れた構造で、

バリア方式によってプラズマを発

生させる。平行平板電極に吸着ハニ

カムを入れ、プラズマを発生させる

技術は当社独自の技術である（※1）。 

（※1）特開 2002-35157、特開 2004

－082097、特開-2006-35157、特開 2007-61712、特開 2008-238145 
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２－２．連続式プラズマ分解 

２－２－１．メカニズム 

図 A-(1)-2 に連続式プラズマ分解のメカニズムを示す。 

 

①VOC ガス 

VOC ガスはプラズマエレメントに吸着する。 

②プラズマエレメント 

吸着した VOC は、その多くがプラズマによって分解する。一方で、プラズマによってオ

ゾンが副生し、ハニカム内に残存した VOC と混合する。 

③触媒エレメント 

オゾンは強い酸化力を持つが、オゾンと VOC の接触だけでは、VOC の分解は速くない。

そこで、プラズマエレメント出口に触媒エレメントを設置することで、オゾンを強制的に

酸素と活性酸素に分解し、この活性酸素を VOC に接触させることで、さらに VOC の分解を

促進する。 

④浄化ガス 

排出ガスは、主に水と二酸化炭素になる。 

 

２－２－２．試験装置 

図 A-(1)-3 に試験装置の概要を示す。 

VOC 分解率は次のように求めた。 

①プラズマエレメントでの分解率（以下 プラズマ分解率 と略す） 

：（（入口濃度－プラズマ出口濃度）／入口濃度）×100 

②装置全体での分解率（以下 装置分解率 と略す） 

：（（入口濃度－触媒出口濃度）／入口濃度）×100 

VOC 濃度は、全炭化水素計（以下 THC と略す）で測定した。未分解 VOC は、ガスクロマト

グラフ（以下 GC と略す）で確認した。 

風量に応じてプラズマエレメントを交換した。写真 A-(1)-1 にプラズマエレメントを、表

①VOC ガス         ②プラズマエレメント         ③触媒エレメント           ④浄化ガス 

 

・VOC の吸着           ・活性酸素による 

・プラズマ分解            残存 VOC の分解 

・オゾンの生成 

ＶＯＣ オゾン 活性酸素酸素 水、二酸化炭素
 

図 A-(1)-2 連続式プラズマ分解メカニズム 
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A-(1)-2 にプラズマエレメントのサイズ、開口面積、段数、風量を示す。 

 

表 A-(1)-2 プラズマエレメントのサイズ、開口面積、段数、風量 

プラズマ 

エレメント 

サイズ（外形）

W×L×H（mm） 

開口面積 

（mm2）※1 
段数 

風量 

（m3/h） 

小型 90×300× 57 2000 20 4～ 10 

中型 140×300× 87 6000 30 12～ 30 

大型 275×300×317 46800 117 94～234 

※1 ギャップ（2mm）・開口幅・段数から計算した。ハニカムの断面積は無視した。 

・装置 

  THC：HCM-1B（（株）島津製作所） 

GC：Agilent6890N（（アジレント・テクノロジー（株）） 

  オシロスコープ：PCS-3200 

（（株）ケンウッド ティー・エム・アイ） 

高圧プローブ：P6015A（Tektronix,Inc.） 

  高電圧電源：SHVT-150-100（山菱電機（株）） 

 ユニット型温湿度供給装置：ASE-210（エスペック（株）） 

 

３．研究結果と考察 

３－１．プラズマエレメントの最適化 

プラズマエレメントを構成する誘電体（マイカ）、金属板、吸着ハニカムの最適化を検討し

た。マイカについては、素材と厚さを、吸着ハニカムについては、ハニカム材質、吸着剤、

バインダーを検討した。本項では、プラズマエレメントの VOC 分解性能に特に大きな影響を

与えるマイカ素材、マイカ板厚さ、吸着剤について記す。 

３－１－１．マイカ素材 

 マイカ素材として、マイカとマイカ接着用樹脂を検討した。マイカは汎用品と特注品を、

樹脂は樹脂 A、樹脂 Bを用いた。トルエン分解の相対湿度依存性と絶縁破壊強度から最適な

プラズマエレメント

ＶＯＣ

発生

ボックス

ユニット

型温湿度

供給装置

高電圧電源オシロスコープ

ＡＶ

高圧プローブ

サンプリング

（触媒出口）

ＴＨＣ、ＧＣ

サンプリング

（入口）

ＴＨＣ、ＧＣ

触媒エレメント

サンプリング

（プラズマ出口）

ＴＨＣ、ＧＣ

図 A-(1)-3 試験装置概要 

写真 A-(1)-1  
プラズマエレメント 

大型 

小型 
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図 A-(1)-4 トルエン分解率と相対湿度との関係 
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図 A-(1)-5 絶縁破壊強度 

マイカ素材を選択した。 

・試験方法及び試験条件 

①トルエン分解の相対湿度依存性 

試験方法：図 A-(1)-3 に準じる（装置分解率）。 

   試験条件：9kV、60Hz、6m3/h、25℃、入口濃度 40ppm 

小型プラズマエレメント、触媒エレメントあり 

②絶縁破壊強度 

試験方法：油中破壊電圧測定試験 

図 A-(1)-4 にトルエン分解率と相対湿度との関係を示す。マイカ接着用樹脂によってトル

エン分解率と相対湿度との関係に差が生じた。プラズマエレメントは、高湿度条件下では、

マイカやハニカムに水分が吸着するため、プラズマが発生しにくくなる。そのため、高湿度

側ではトルエン分解性能が著しく低下する。吸湿の非常に少ない樹脂 Bを使用することで、

トルエン分解率の相対湿度依存性が緩和された。 

図 A-(1)-5 に絶縁破壊強度を示す。汎用品では、樹脂 A、樹脂 B で絶縁破壊強度に大きな

差はなかった。一方、特注品では、絶縁破壊強度が高くなり、特に、樹脂 B では 100kV/mm 以

上であった。 

プラズマエレメントのマイカ素材として、特注品と樹脂 B を選択した。 

 

 

３－１－２．マイカ板厚さ 

平行平板電極は、金属板の両面をマイカ板で挟み込んだ電極板を積層して構成する。本項

ではマイカ板の厚さを検討した。 

・試験方法及び試験条件 

試験方法：図 A-(1)-3 に準ずる（プラズマ分解率）。 

試験条件：9kV、60Hz、25m3/h、25℃、50%RH、 

汎用品

特注品 特注品

汎用品 

Ⅲ.2－5



0

20

40

60

80

100

0 50 100 150

トルエン濃度（ｐｐｍ）

ト
ル

エ
ン

分
解

率
（

％
）

１．００

０．８７

０．７３

 

図 A-(1)-6 マイカ板厚さとトルエン分解率との関係 

 

 

        中型プラズマエレメント、触媒エレメントなし 

図 A-(1)-6 にトルエン分解率とマイカ板厚さとの関係を示す。なお、マイカ板厚さは、基

準厚さを 1.00 としたときの割合で示した。マイカ板を薄くすると、トルエン分解率は上昇し

た。絶縁破壊強度はマイカ板を薄くすると低下するため、分解率と絶縁破壊強度のバランス

の取れたマイカ板厚さを耐久試験、実証試験で確認した。表 A-(1)-3 に市販トランス B を使

用した場合の電極板の評価結果を示す。耐久時間は、表 A-(1)-3 に示す段数の電極のうち、

何れか 1段 2 枚が絶縁破壊した時間を示す。予想通り電極板の耐久性はマイカ板厚さに比例

する結果になったが、マイカ板厚さ 1.00 でも絶縁破壊を防止できないという結果であった。

0.73 の電極板の破壊電圧は 25.2kV であり、試験装置の 2次電圧は 9kV である。0.73 でも耐

電圧に十分余裕があると考えられるが、頻繁に絶縁破壊した。絶縁破壊を生じた状況から分

析して、装置停止時の電極への水分の影響と、この試験装置に使用した市販トランス B の出

力特性の両方が影響しているのではないかと考えた。この分析結果と、市販トランス A はト

ランス自体の破損が多いことから、最終的にプラズマ発生用の新トランスの開発を実施、試

験した。結果を３－５で説明する。 

 

                

表 A-(1)-3 マイカ板厚さ（基準厚さを 1 とした場合）と電極板の耐久性の関係 

マイカ厚（片側） 0.73 0.87 1.00 

破壊電圧 25.2kV 31.9kV 34.4kV 

電極段数 64 段 80 段 80 段 

放電時間 309h 986h 908h 

耐久時間 98h 

149h 

151h 

74h 

932h 

51h 

電極板破壊回数 3 回 2 回 1 回 
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図 A-(1)-7 吸着剤の評価 

３－１－３．吸着剤 

平行平板電極に吸着ハニカムを入れることで、VOC 分解効率が上がることはすでに見出し

ている。本項では、VOC 分解に最適な吸着剤を選定した。 

・試験方法、試験条件及び吸着剤 

試験方法 

図 A-(1)-3 に準ずる（プラズマ分解率）。 

 試験条件 

9kV、60Hz、6m3/h、25℃、   

50%RH、入口濃度 40ppm 

小型プラズマエレメント、 

触媒エレメントなし 

吸着剤 

    疎水性ゼオライト A（疎水性 A） 

    疎水性ゼオライト B（疎水性 B） 

    アルミナゲル（アルミナ） 

    3A ゼオライト（3A） 

    光触媒 

    ブランク：吸着剤なし 

図 A-(1)-7 に各吸着剤でのトルエン分解率を示す。疎水性ゼオライト A、疎水性ゼオライ

ト Bの分解率が最も高い。3A ゼオライトの分解率が最も低いが、これは、3A ゼオライトが吸

湿することと、細孔径がトルエンの分子径よりも小さく、トルエンを吸着できないためと考

えられる。アルミナゲルは吸湿によってプラズマの発生が弱くなっていると思われる。光触

媒は、放電で生じる紫外線の有効利用を目的に検討したが、効果はなかった。これは、光触

媒が触媒機能を発揮する前に、トルエンがプラズマエレメントを通過してしまうためと考え

られる。吸着剤として疎水性ゼオライト A、疎水性ゼオライト B を選択した。 

３－２．触媒エレメントの最適化 

 連続式プラズマ分解では、オゾンを生じることがある。このオゾンは、人体に対して有害

であるが、VOC の分解率を向上させる可能性がある。連続式プラズマ分解に対する最適な触

媒を選定し、オゾンの処理と VOC 分解率の向上を目指した。 

・試験方法、試験条件及び触媒 

試験方法 

図 A-(1)-3 に準ずる（装置分解率）。 

試験条件 

9kV、60Hz、6m3/h、      

    25℃、50%Rh、 

入口濃度 40ppm 

小型プラズマエレメント、 

触媒エレメントあり 
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図 A-(1)-8 触媒の評価 
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・触媒 

   金属酸化物 A（金属 A） 

   金属酸化物 B（金属 B） 

   金属酸化物 C（金属 C） 

   金属酸化物 D（金属 D） 

   活性炭 1 

   活性炭 2 

   ブランク：触媒なし 

プラズマエレメントの後段に触媒エレメントを

設置してトルエン分解率を測定した（図A-(1)-8）。

金属酸化物 A、金属酸化物 Bでは、トルエン分

解率が向上した。触媒出口のオゾン濃度は日

本産業衛生学会が勧告する許容濃度 0.1ppm 未

満であった。触媒でオゾンを強制的に処理する際、副次的にトルエンの分解反応が進んだと

考えられる。 

 

３－３．連続式プラズマ分解での削減対象物質分解試験 

最適化したプラズマエレメント、触媒エレメントを用いて、平成 16 年度、平成 17 年度の

目標として挙げた削減対象物質の分解試験をした。当初、目標とする VOC 濃度を 50ppm とし

ていたが、市場調査の結果や NEDO 委員からの指摘もあり（※1）、VOC 濃度 250ppm まで試験

した。これに準じて、対消費電力も 250ppm まで計算した。 

※１ 連続式プラズマ分解で処理可能な VOC 濃度を把握すること 

３－３－１．難処理 VOC 分解試験 

・試験方法、試験条件  

試験方法：図 A-(1)-3 に準ずる（装置分解率）。 

試験条件：9kV、60Hz、14m3/h、25℃、50%RH、 

中型プラズマエレメント、触媒エレメントあり 

   ※臭化メチルのみ 6m3/h、小型プラズマエレメント 

図 A-(1)-9 に分解試験結果を、図 A-(1)-10 に対消費電力を示す。なお、対消費電力はホル

ムアルデヒド 1g を分解するために必要な消費電力と定義した。ホルムアルデヒド、アセトア

ルデヒドは入口濃度 200ppm まで、エチレンオキシドは入口濃度 100ppm まで分解率 90%を維

持した。臭化メチルについては、入口濃度 40ppm で分解率 90%であった。入口濃度を高くす

ると対消費電力が下がった（図 A-(1)-10）。即ち、入口濃度を高くするほど 1g を分解するた

めに必要な消費電力は少なくなった。 

Ⅲ.2－8



0

0.5

1

1.5

0 100 200 300

入口濃度（ｐｐｍ）

対
消

費
電

力

エチレンオキシド

ホルムアルデヒド

アセトアルデヒド

臭化メチル

図 A-(1)-10 難処理 VOC 対消費電力 
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図 A-(1)-11 汎用 VOC 分解試験結果 
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図 A-(1)-12 汎用 VOC 対消費電力 

 

３－３－２．汎用 VOC 分解試験 

・試験方法、試験条件：３－３－１に準ずる。 

図 A-(1)-11 に分解試験結果を、図 A-(1)-12 に対消費電力を示す。図 A-(1)-12 の対消費電

力は 100ppm のﾍﾞﾝｾﾞﾝ 1g を分解するために必要な消費電力量を 1.0 とした場合の相対値であ

る。 

汎用 VOC は入口濃度 100ppm まで分解率 90%前後を維持した。汎用 VOC の分解率は、難処理

VOC に比べて濃度依存性を受けやすい。汎用 VOC の分子量は、難処理 VOC の 2 倍前後であり、

分子鎖を破壊するエネルギーが多く必要になるためと考えられる。対消費電力も難処理 VOC

同様に、入口濃度を高くすると下がった（図 A-(1)-12）。ベンゼンの対消費電力が他の汎用

VOC と比べて高いが、これは、ベンゼンの分子量が小さいこと、分解率が低いことが原因で

ある。大気への排出量が多く、装置ニーズが高い汎用 VOC に関しては、連続式プラズマ分解

よりも更に高効率分解可能なバッチ式プラズマ分解を検討した。 
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図 A-(1)-9 難処理 VOC 分解試験結果 

Ⅲ.2－9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(1)-13 １号機耐久試験結果 

   

写真 A-(1)-2 1 号機 
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３－４．連続式プラズマ分解での耐久試験、実証試験 

３－４－１．1号機耐久試験（写真 A-(1)-2） 

  

以下、①～④のように、試験条件を変えて耐久試験を行った結果を図 A-(1)-13 に示す。プ

ラズマ分解装置は起動時の負荷が特に高いことから、毎日起動（9:00）、停止（20:00）を繰

り返した。 

・平成 19 年 7 月 17 日まで 4616 時間運転 

 

①長期耐久試験 

放電時間：71～2017 時間  

 650 時間で電極板が絶縁破壊した。絶縁破壊時に装置が緊急停止（異常ランプ点灯、異常

ブザー鳴動、装置停止）したことから、安全シーケンスは正常であることを確認した。絶縁

破壊の原因は、電極板の厚みムラであり、これは、電極板製造方法の練成によって改善でき

る。絶縁破壊しても、プラズマエレメントは分解式であるため、エレメント一式を交換する

のではなく、絶縁破壊した電極板２枚のみを交換するだけで修理できる。 

700～800 時間で風量が低下し、オゾン濃度と出口温度が高くなっているが、入口側に設置

しているフィルターが原因と分かり改善した。1222 時間以前は放電のみの消費電力を、1222

時間以降は装置全体の消費電力を測定したため、消費電力が若干高くなっている。 

②高温放電試験 

放電時間：2032～2366 時間 

プラズマエレメント出口温度を 160℃前後に調整して、安定性及び耐久性を確認した。試

験期間中特に問題は無かった。 

③低温放電試験 
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写真 A-(1)-3 2 号機実証試験 写真 A-(1)-4 2 号機 

放電時間：2378～2633 時間 

プラズマエレメント出口温度を 75℃前後に調整して、安定性及び耐久性を確認した。試験

期間中特に問題は無かった。 

④高面風速試験 

放電時間：2643～4616 時間 

プラズマエレメント面風速を③の 2 倍に調整して、さらに電源の出力を 3回変えて耐久試

験を行ったが、安定性など試験期間中特に問題は無かった。 

３－４－２．2号機実証試験 

写真 A-(1)-3、4 に 2 号機実証試験状況を示す。接着工場から排出される VOC の一部を、物

置内に設置した試験機に引き込んだ。 

・排出 VOC：トルエン、メチルエチルケトン、アセトンの混合物 

・平成 17 年 10 月 11 日：実証試験開始 

・平成 19 年 1 月 11 日まで 4588 時間運転。 

設置場所は屋外であり、夏季は日差しとエアコン室外機の排気で周囲温度は 50℃近くにな

り、電源の市販トランス Aが 3271 時間と 3429 時間の 2 回破損した。 

 

３－４－３．3号機実証試験 

 写真 A-(1)-5 に 3 機実証試験状況を示す。研究所の排気を想定

し、弊社開発部試験室に試験機を設置した。 

・排出 VOC：トルエン、キシレン、酢酸エチルなど 

       （主に単独で排出） 

・平成 18 年 2 月 13 日：実証試験開始、 

・平成 19 年 7 月 4 日まで 2494 時間運転 

 

処理空気の絶対湿度は 15g/kgDA 前後の比較的高い湿度であり、

その影響で放電が弱くなったため、800 時間以降プラズマエレメ

集合排気 

引き込み 

２号機設置箇所 

写真 A-(1)-5 

3 号機実証試験 
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写真 A-(1)-6 排気ダクトから分取 写真 A-(1)-7 4 号機 

図 A-(1)-14 平成 18 年 2 月 16 日 測定結果 図 A-(1)-15 平成 18 年 1 月 13 日測定結果 
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ント入口温度を 60℃に加温調整して試験を行った。試験開始 250 時間後に、冷却ファンの故

障により市販トランス A の温度が上昇して破損した他は、特に問題は生じなかった。 

３－４－４．4号機実証試験 

1～3 号機は高圧電源として市販トランス A を用いたが、4 号機は大型化し易い市販トラン

ス B を採用している。 

写真 A-(1)-6、7 に 4 号機実証試験状況を示す。塗装ブースからの排気を想定し、弊社塗装ブ

ースから排出される VOC の一部を、試験機に引き込んだ。 

・排出 VOC：トルエン、キシレン、酢酸エチル、酢酸ブチル、ブチルセロソロブ、 

ブタノールの混合物 

・平成 18 年 1 月 5 日：実証試験開始 

・平成 19 年 12 月 9 日一時中断中  運転時間 3967 時間 

 図 A-(1)-14、図 A-(1)-15 に測定結果を示す。ファンの排気風量が一定のため、塗装する

対象物の大きさ（塗装作業者のスプレーガンの数）で VOC 濃度は変化する。そのため、測定

日によって入口濃度に差が見られた。VOC 分解率は何れの測定日でも 90%以上であった。 

4 号機は、マイカ板厚さを変えた場合の性能及び耐久性の試験（３－１－２）、及び新電

源の開発評価（３－５）に使用した。電極板の改良と新トランスの開発採用により故障を減

少させることができたため、引き続き長期耐久試験を実施した。平成 18 年度末までに電極板

寿命 1年以上の実績が確認できたが、平成 19 年 6 月（1年 5ヶ月目）に、電極板の絶縁材マ

イカ板の劣化により、電極板の破損に至ることが確認された。その後平成 19 年 12 月に耐久

試験を中断し、電極板長寿命化の対策を検討しているが解決に至っていない。 
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３－５ 放電トランスの最適化 

３－５－１市販トランス A 

小型試験 1号機から 3号機まで、高圧電源として市販トランス A を使用している。市販ト

ランス A はプラズマエレメントとマッチングしており、高い力率を示す（力率 0.8 前後）。し

かしながら、電源容量を超えた運転となり巻き線温度が上昇することから、冷却ファンを設

置して試験を実施した。小型試験 1 号機は室内の試験であったため、トランスのトラブルは

発生しなかったが小型試験 2号機は屋外の実サイトであり、夏季においては周囲温度が 50℃

近くまで上昇してトランスの表面温度が高くなり、異常停止が頻繁に生じた。3271 時間と

3429時間の2回トランスが破損した。小型試験機3号機は屋内の試験であるにもかかわらず、

冷却ファンの故障によりトランスが破損した。以上の試験結果から、プラズマ電源として市

販トランス A を使用することは、耐久性の点から不適と結論した。 

３－５－２市販トランス B 

小型試験機 4 号機は市販トランス B を使用した。 

市販トランス Bは、耐久性が高く破損することはなかったが、力率が－0.415 と悪く、消費

電力 2.02kW と低いにもかかわらず、30A 程度の電源が必要になった。また３－１－２にて説

明したように、市販トランス B の出力特性が瞬時に 9kV を出力するため、電極を破損させる

確率が高いことが実証試験で判明した。また、力率改善の目的でリアクトルを組合せて検討

したが、力率の改善は出来なかった。以上の結果から、プラズマ電源として電流制御機能を

持ち、且つ、力率の良い新トランスの開発が必要であることが分かった。 

３－５－３電源開発 

プラズマ用の電源として新トランスを試作開発した。試作したトランスの力率は 0.497 と

大幅な遅れ力率を示し、市販トランス Bの力率－0.415 と正負が逆転した。力率改善のため、

進相コンデンサを一次側に入れることで力率改善を試みた。その結果力率は 0.497 から 0.898

に改善し、その結果一次側の電流値を 17.5A から 9.0A に低下させることに成功した。またプ

ラズマ分解試験も行い、他の電源と遜色のない性能が得られることを確認した。この新開発

トランス（※）を小型試験 4号機に搭載し、実証試験を継続した。 

（※）特開 2007-86858 「ガス処理装置」 

 

３－６.バッチ式プラズマ分解 

３－６－１.バッチ式プラズマ分解の原理試験 

汎用 VOC 処理は、処理風量が 600m3/h 以上であることが多いため、処理風量と消費電力が

比例する連続式プラズマ分解では、ランニングコストに問題が生じてくる。図 A-(1)-12 から、

入口濃度を高くすると対消費電力が下がる（分解効率が上がる）ことが分かったため、希薄

VOC を吸着濃縮して VOC を分解するバッチ式プラズマ分解によって、ランニングコストの低

減を検討した。図 A-(1)-16 にバッチ式プラズマ分解メカニズムを示す。 

①吸着濃縮 

VOC ガスはプラズマエレメントの吸着ハニカムに吸着し、浄化ガスとして排出する。 

②放電脱着 
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  ダンパを閉じ、系内を密閉する。プラズマエレメントに吸着した VOC は、放電と熱によ

って脱着する。脱着した VOC は、プラズマエレメントを循環する間に分解する。 

③冷却・未分解物再吸着  

プラズマエレメントを冷却し、未分解物をプラズマエレメントに再吸着させる。 

以降、①、②、③を繰り返す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(1)-16 バッチ式プラズマ分解メカニズム 

 

３－６－２．試験装置 

図 A-(1)-17 に試験装置の概要を示す。 

 

①吸着濃縮 

  ダンパ A とダンパ D を開け、ダンパ B とダンパ C を閉じる。サンプリング入口とサン

プリング出口の VOC 濃度を測定することで、プラズマエレメントでの VOC 除去効率のデ

ータを得る。  

②放電脱着 

  ダンパ A とダンパ D を閉じ、ダンパ B とダンパ C を開け、循環経路とする。プラズマ

プラズマエレメント

ＶＯＣ

発生

ボックス

ユニット

型温湿度

供給装置

サンプリング（出口）

ＴＨＣ、ＧＣ

サンプリング（入口）

ＴＨＣ、ＧＣ

触媒エレメント 熱交換器

空気ボックス

高電圧電源

ダンパＢ ダンパＣ

ダンパＡ ダンパＤ

図 A-(1)-17 試験装置概要 

①吸着・濃縮 

プラズマエレメント（放電なし）

送風機

プラズマエレメント（放電なし）

送風機

②放電・脱着 

送風機

プラズマエレメント（放電中）

送風機

プラズマエレメント（放電中）

VOC ガス 浄化ガス 

③冷却・未分解物再吸着 

冷却ファン

プラズマエレメント（放電なし）

送風機
冷却ファン

プラズマエレメント（放電なし）

送風機

冷却ファン           冷却ファン 
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エレメントに高電圧を印加すると、プラズマが発生する。同時に放電と熱によってプラ

ズマエレメントに吸着した VOC が脱着し、循環経路内の VOC 濃度が上昇する。VOC がプ

ラズマエレメント・触媒エレメントを循環する間の VOC 濃度の減少を確認する。 

 ③冷却・未分解物再吸着 

   循環経路内の VOC が分解して濃度が薄くなると、プラズマによる VOC 分解効率が低下

する。そのため、適度な濃度で放電を停止し、冷却して、未分解物を再吸着させる。循

環経路内の VOC 濃度の減少を確認する。 

 

 ダンパは、自動で切り替わるようにシーケンサで制御した。開閉を瞬持に行なうため、

エアーシリンダを使用した。本研究でのシーケンスは次の通りである。 

 

吸着濃縮 40 分、放電脱着 30 分、冷却・未分解物再吸着 10 分 

 

このシーケンスが自動化できれば、バッチ式プラズマ分解システムを並列にすることで、

VOC の連続処理が可能となる。 

 

・装置（連続式プラズマ分解と重複するものは除く） 

   高電圧電源：YT-6.6kV-15k（細田電機（株）） 

   ダンパ：高気密ダンパ KSD33-HM（クリフ（株）） 

   シーケンサ：20C1AR-A-V1（オムロン（株）） 

 ３－６－３．バッチ式プラズマ分解試験 

・試験方法及び試験条件 

試験方法：３－６－２に準じる。 

試験条件：吸着（40 分）：165m3/h、25℃、50%RH、 

入口濃度 100ppm、大型プラズマエレメント、 

触媒エレメントあり 

放電（30 分）：9kV、60Hz、165m3/h 

冷却（10 分）：熱交換器（直交）で強制冷却 

図 A-(1)-18 にベンゼンの測定結果を示す。 

＜1回目 ①＞、＜2 回目 ②＞、＜3 回目 ③＞・・・と＜9 回目 ⑨＞までバッチ処理運

転を繰り返し、9回目の除去率も 90%を維持していることから、バッチ式プラズマ分解シス

テムを並列にすることで、VOC の連続処理が可能であることを確認した。 
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図 A-(1)-18 バッチ式プラズマ分解（ベンゼン） 

 

表 A-(1)-4 連続式プラズマ分解、バッチ式プラズマ分解での除去率と対消費電力           

VOC 濃度： 100ppm 

濃度 

（１００ｐｐｍ） 

連続式 バッチ式 

除去率 

（％） 

除去率 

（％） 

対消費電力 

（バッチ式／連続式）

トルエン ９４ ９１ 

１／３ 
キシレン ８９ ９３ 

ベンゼン ８５ ９６ 

エチルベンゼン ８７ ９３ 

 

トルエン、キシレン、エチルベンゼンについても図 A-(1)-18 と同様の試験で、性能を 

確認した。 

バッチ式プラズマ分解でのベンゼンの除去率は次のように計算した。 

除去率＝ 

（（吸着時の平均入口濃度－吸着時の平均出口濃度）／吸着時の平均入口濃度）×100 

表 A-(1)-4 に汎用 VOC の連続式プラズマ分解、バッチ式プラズマ分解での除去率と対消費

電力を示す。バッチ式プラズマ分解では、除去率 90%以上、対消費電力が連続式プラズマ分

解の 3分の 1 となった。 
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３－６－４．バッチ式プラズマ分解の最適化検討 

バッチ式プラズマ分解方式の最適化条件を検討した 

（１） 水分の影響 

バッチ式プラズマ分解で VOC を分解すると、分解

により発生した水蒸気により分解経路内が高湿度

になる。この水蒸気の影響で VOC の吸着性能が悪

くなることが確認された。また電極の絶縁性や装

置全体の耐久性にも悪影響を与えることが懸念さ

れた為、分解経路内に熱交換器を設置して、VOC

の分解により発生する水蒸気を熱交換器で冷却凝

縮させて、経路外に排出させるようにした。これ

により安定的に連続処理することが可能になった。 

（２） 触媒による分解性能の向上 

連続式プラズマ分解にて、図 A-(1)-17 に示すよう

に、触媒の組合せによる分解性能向上効果を確認

している。バッチ式プラズマ分解においても、触

媒により分解性能を向上させることを試みた。そ

の結果触媒を組合せることで、触媒無しの場合の

2分の1のバッチ回数で分解することが可能にな

った。またプラズマ分解処理風速は遅くする方が、

分解性能が向上することが分かった。 

（３） 分解時の装置内温度制御による性能向上 

触媒による分解性能の向上について試験検討

する中で、プラズマ分解中に分解経路内の温度を

高く保つことで分解性能が向上する傾向が見ら

れた。そこで試験装置の構成機器、配管、送風機、

熱交換器等を、耐熱仕様の汎用品に交換改良して、

分解時の温度を高くして分解試験を行ったとこ

ろ、IPA 分解性能は飛躍的に向上させることがで

きた。図 A-(1)-19 に最適化前の分解性能を、図

A-(1)-20 に最適化後の分解性能を示す。分解時のピーク濃度はほぼ同じながら、ピーク時

間が少なく、分解速度が上がっていることが分かる。最適化後は、プラズマ分解時間を 3

分の 1に短縮しているが、分解性能は維持できている。 
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図 A-(1)-19 最適化前の分解性能 

図 A-(1)-20 最適化後の分解性能 
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写真 A-(1)-8  

ＩＮＣＨＥＭ ＴＯＫＹＯ 

３－７．市場調査・市場動向 

３－７－１．展示会 

 連続式プラズマ分解装置を展示会に出展し、市場の反応を調査した。 

①SEMICON Taiwan 

平成 17 年 9 月 12 日～ 9 月 14 日 

②INCHEM TOKYO 2005 

（写真 A-(1)-8） 

 平成 17 年 11 月 15 日～11 月 18 日 

目的：日本での VOC 処理のニーズを把握す

る。ユーザーの来客データから、有

望顧客のフォローを実施し、装置開

発・製品設計に役立たせることを目

的に出展した。 

 結果：来場者 212 名（名刺数） 

    意見・要望  

・局所排気や断続的に排出する VOC の除去に 

    ・研究所から排出する VOC 処理に 

・都心では燃焼器を設置しにくいためその代替に  など 

 

３－７－２．エコケミカルシンポジウム 

 本研究開発を NEDO 主催の第 1 回エコケミカルシンポジウムで発表し、ユーザーからの反応

を調査した。 

 INCHEM TOKYO 2005 に来場したユーザーに事前に案内を出していたこともあり、シンポジ

ウム終了後、問い合わせがあった。技術的な問い合わせだけでなく、実証試験先の提供など、

装置開発、設計にフィードバックできる具体的な話もあった。 

 

３－７－３．難処理 VOC の市場調査、市場動向 

 エチレンオキシド、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒドの排出源を調査し、装置の適合

性を判断した。 

 表 A-(1)-5 に平成 15 年度 PRTR 届出排出量（大気のみ）、届出外排出量（家庭・移動体を除

く）を示す。また、図 A-(1)-21 に業界別排出割合を示す。 
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表 A-(1)-5 平成 15 年度 PRTR 届出排出量（大気のみ）、 

届出外排出量（家庭・移動体を除く） 

 届出排出量（t） 届出外排出量（t） 合計（t） 

エチレンオキシド 245 236 491

ホルムアルデヒド 383 252 635

アセトアルデヒド 111 66 177

 

 

エチレンオキシドは大部分が病院・滅菌代行業（化学業界）から、単独で排出される。一

方、ホルムアルデヒドやアセトアルデヒドは、他の VOC と混合した状態で排出される。都市

部で主に排出され、かつ、有害性の極めて高いエチレンオキシドにターゲットを絞り、調査

を進めた。 

 エチレンオキシド滅菌器は、加熱滅菌できないプラスチックや医療器具の滅菌に使用され

る。滅菌器は、平成元年から平成 13 年まで 2万台近く出荷されているが、エチレンオキシド

処理装置の導入は、環境確保条例によって義務づけられている東京都下の病院を除いて進ん

でいない。 

滅菌処理は、滅菌器に 10～30%のエチレンオキシドを加え、100%に近い相対湿度条件下で

行う。処理後、エチレンオキシドは大気放出される。エチレンオキシドを処理する場合は滅

菌器の後に処理装置（触媒燃焼装置）を設置する。 

エチレンオキシドは、図 A-(1)-10 に示すように、連続式プラズマ分解で処理可能である。

一方で、NEDO から委託された三菱総研の調査では、ガス滅菌装置の市場は年間 80 台程度と

小さいこと、既参入業者もある（既存権益も大きい）ことから、新規参入には苦戦が予想さ

れるとの報告もある。弊社で開発の方向性を検討した結果、エチレンオキシドに関しては、

優勢順位を下げ、汎用 VOC の処理を中心に開発を進めることにした。 

 

３－７－４．汎用 VOC の市場調査、市場動向 

 トルエン、キシレン、ベンゼン、エチルベンゼンの排出源を調査し、装置の適合性を判断

した。 

 表 A-(1)-6 に平成 15 年度 PRTR 届出排出量（大気のみ）、届出外排出量（家庭・移動体を除

エチレンオキシド

接着

7%
洗浄

3%

化学

84%

その他

6%

ホルムアルデヒド

塗装

31%

接着

18%洗浄

6%

化学

42%

その他

3%

アセトアルデヒド

塗装

3%
接着

8%

化学

89%

図 A-(1)-21 難処理 VOC 業界別排出割合 
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図 A-(1)-22 汎用 VOC 業界別排出割合 

く）を示す。また、図 A-(1)-22 に業界別排出割合を示す。 

トルエンは、各業界で排出されている。一方、キシレン、エチルベンゼンは塗装業界、ベ

ンゼンは化学業界での排出が目立つ。汎用 VOC は単独で排出されることがほとんどないので、

排出源に対する吸着プラズマ分解装置の適合性は、実証試験で判断することになる。 

 

表 A-(1)-6 平成 15 年度 PRTR 届出排出量（大気のみ）、 

届出外排出量（家庭・移動体を除く） 

 届出排出量（t） 届出外排出量（t） 合計（t） 

トルエン 118772 31387 150159

キシレン 48043 41792 89835

ベンゼン 1377 9593 10970

エチルベンゼン 12673 10838 23511

 

トルエン

塗装

22%

印刷

14%

接着

25%

洗浄

5%

化学

26%

その他

7%

貯蔵

1%

キシレン

塗装

67%

洗浄

10%

化学

12% 貯蔵

1%

その他

3%

印刷

1%

接着

6%

ベンゼン

塗装

14%

化学

67%

貯蔵

18%

接着

1%

エチルベンゼン

塗装

72%

洗浄

9%

化学

11%

印刷

1%

接着

4%

その他

2%

貯蔵

1%

 

 

図 A-(1)-23 に各 VOC 処理方式の適用範囲を示す。これまでの試験結果から、吸着プラズマ

分解装置の適用範囲は VOC 濃度 250ppm 以下、処理風量 1200m3/h 以下である。図 A-(1)-24 に

業界別の VOC 濃度と処理風量を示す。塗装・印刷業界が適用範囲になることから、これら業

界のヒアリングをした。環境省「中小企業者向け VOC 脱臭処理装置のニーズに関するアンケ

ート調査結果報告書」調査結果のまとめを下記に示す（工業塗装編：表 A-(1)-7、スクリー

ン印刷編：表 A-(1)-8） 
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表A-(1)-7 塗装業界での処理装置に対するニ

ーズ 

本体床面積（ｍ２） ～３．３ 

設置場所 屋上・地上・屋内 

発生源 塗装ブース・乾燥炉 

処理風量 

（ｍ３／ｈ） 

９６００（１ブースあたり） 

７８０～１８００（１炉あたり）

３７８００（１工場あたり） 

本体価格（万円） ～３００ 

運転費用（万円） ～４０ 

環境省 中小企業者向けVOC脱臭処理装置のニーズに関す

るアンケート調査結果報告書 工業塗装編

2006.1 

表 A-(1)-8 印刷業界（スクリーン印刷）での

処理装置に対するニーズ 

本体床面積（ｍ２） ～４ 

設置場所 屋上・地上・屋内 

発生源 印刷機・乾燥炉 

処理風量 

（ｍ３／ｈ） 

２７００（１印刷機あたり） 

１８０～２４０（１炉あたり）

１９２００（１工場あたり） 

本体価格（円） ～１５０ 

運転費用（円／年） ～２９ 

環境省 中小企業者向け VOC 脱臭処理装置のニーズに 

関するアンケート調査結果報告書 スクリーン 

印刷編 2006.1 

①塗装業界（日本工業塗装協同組合連合会 岡田理事長ヒアリング） 

 

・屋外塗装を水性化することで 3割削減を見

込む 

 ・悪臭苦情は増加傾向であり対策必要 

  特に自動車板金関係で対策必要 

 ・自動車板金関係は全国で 2 万事業所 

 ・小風量の目安 7200m3/h 

・塗装業界：組織率が 3 割程度で、業界とし

てまとまってない 

②印刷業界 

ａ．スクリーン印刷 

（全日本スクリーン印刷協同組合連合会 吉

野事務局長ヒアリング） 

・会員数 224 社のうち、東京 71 社、埼玉 30

社、大阪 26 社と、大都市に集中 

・印刷材料は鉄、布、プラスチック等多種多

様でインク及び排出濃度も様々 

ex.局所排気濃度 50～150ppmc 

・導入可能な処理装置の大きさ：単身赴任者

用の冷蔵庫程度 

・スクリーン印刷は水性化困難 

・スクリーン印刷機：400 万円／台程度 

処理装置：200 万円以下を希望 

ｂ．グラビア印刷（全国グラビア協同組合連

合会 川田理事長ヒアリング） 

・印刷機１台からの風量は 12000m3/h 程度 

処理風量 （ｍ３／ｈ）
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図 A-(1)-23 各 VOC 処理方式の適用範囲 
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図 A-(1)-24 業界別の VOC 濃度と処理風量 
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・排出 VOC は、500ppm 前後（トルエン、酢酸エチル、MEK、IPA の合計） 

・自主的取り組みでの装置の除去率 80%を希望 

→VOC 濃度・風量等を考慮して、ハニカム吸着式濃縮燃焼法が適していると判断した。 

   

３－７－５．東京都環境局 VOC 処理装置技術評価事業 

 東京都環境局 VOC 処理装置技術評価事業に応募した。東京都職員立会いのもと弊社塗装ブ

ースに設置した 4号機を使用して実証試験をした。環境省発行パンフレット「VOC 脱臭処理

技術評価ガイド」に公開された。 

 

３－８．VOC 削減量 

表 A-(1)-9 に吸着プラズマ分解装置の適用範囲から考えられる VOC 削減量を示す。除去率

は 90%で計算した。塗装業界、化学業界での削減が期待できる。削減量が大きいと考えられ

る化学業界については、調査不足であるため、今後の課題とする。 

 

表 A-(1)-9 吸着プラズマ分解での VOC 削減量             単位：トン 

 塗装 印刷 接着 化学 計 

エチレンオキシド  264 264

ホルムアルデヒド 3 37 40

アセトアルデヒド  21 21

トルエン 2788 694 356 3496 7334

キシレン 2408 51  2459

ベンゼン 27 987 1014

エチルベンゼン 300 5 1 349 655

削減対象外 VOC 2787 1118 288 13109 17302

合計 8313 1817 696 18263 29089

 

３－９．出願特許の有効性 

 VOC プラズマ分解に関連する特許は、1986 年から 2003 年まで 103 件出願されている（2003

年時点の調査）。出願人は多岐に渡るが、ここ数年は、キヤノン、ダイキン、三菱電機、産総

研の出願が目立つ。数 ppm の臭気分解用途として既に装置販売している日新電機、タクマな

どでは、装置改良やメンテナンスなどの特許を追加出願しているだけである。 

弊社の出願特許、特願 2000-325083、特願 2004-221510、特願 2005-249847、特願 2007-086858

の 4 件が現在審査中である。 

 

３－１０．現行品、競合品とのコスト比較・試算等 

吸着プラズマ分解装置の適用範囲と競合する現行品とのコスト比較のため、イニシャルコ

スト、ランニングコストプログラムを作成して比較した。現行品として、直接燃焼装置、触
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媒燃焼装置、蓄熱燃焼装置及び、これらに VOC 濃縮装置を組み合わせた VOC 濃縮燃焼装置の

プログラムを作成した。パラメータは、処理風量、処理空気温度、処理 VOC 濃度、処理 VOC

の種類、運転時間、電気料金、LPG 料金などとした。イニシャルコストを表 A-(1)-7、表 A-(1)-8

のニーズにできるだけ近づける

ため、イニシャルコストプログラ

ムのコストアップ要因を追及し

ていく。ランニングコストについ

ては、吸着プラズマ分解は100ppm

未満の VOC で優位性があること

を確認した。一例を図 A-(1)-25

に示す。 

 

４．結言 

４－１．まとめ 

Ⅰ．連続式プラズマ分解によって、100ppm のエチレンオキシド、ホルムアルデヒド、アセト

アルデヒド、40ppm の臭化メチルで 90%以上の分解率を達成した（目標 50ppm、90%以上）。 

Ⅱ．連続式プラズマ分解によって、100ppm のトルエン、キシレン、ベンゼン、エチルベンゼ

ンで 90%前後の分解率を達成した（目標 50ppm、90%以上）。 

Ⅲ．バッチ式プラズマ分解によって、100ppm のトルエン、キシレン、ベンゼン、エチルベン

ゼンで 90%以上の除去率、連続式プラズマ分解の 3分の 1 の対消費電力を達成した。 

Ⅳ．接着工場、塗装ブース、研究所（を想定した排気）に実証試験機を設置し、実サイトで

の VOC 分解性能を確認した。  

Ⅴ．平成 17 年 11 月、INCHEM TOKYO 2005 に出展し、ユーザーから多くの意見・要望を得た。 

Ⅵ．平成 18 年 1 月、東京都環境局による実証試験を実施した。 

Ⅶ．小型試験機による長期実証耐久試験の結果、プラズマ発生用トランスとして、市販トラ

ンス Aはトランス自体の耐久性に問題があり採用できないことが分かった。 

Ⅷ．市販トランス B は、耐久性は高いが力率が悪く、電流特性が悪いため 1.5 倍の電流値の

一次電源が必要になる。また電極を破損させ易いため製品には使用できないことが分かっ

た。 

Ⅸ．新トランスを開発試作して耐久試験をした結果、トランスの破損は無くなり、電極の破

損も少なくすることができた。また市販トランス Bと比較して、一次電流を半分以下に下

げることができた。 

Ⅹ．電極板の改良と新トランスの開発採用により故障が減少し、信頼性が向上した。 

ⅩⅠ．電極板寿命 1 年以上の実績が確認できたが、電極板の絶縁材マイカの劣化により、1

年 5ヶ月目には電極板の破損に至ることが確認された。この対策を検討している。 

ⅩⅡ．バッチ式プラズマ分解装置の最適化による性能向上を進め、VOC のプラズマ分解で生

成する水蒸気による悪影響を解決する方法を確立した。 

ⅩⅢ．触媒との組み合せ及び、分解経路の分解中の温度を高く制御することでバッチ式プラ

連続式プラズマ分解

１２００ｍ3／ｈ ２７ｋＷ※１

目標 約７５０万円

触媒燃焼装置

１２００ｍ3／ｈ ７６ｋＷ

約１２００万円

８５０１６００

２１００

※１ 消費電力は送風機除く

６０００

３０００

６０００

３０００

２０００

１３００
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図 A-(1)-25 1200m3/h クラス 処理装置比較 
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ズマ分解装置の分解性能を高めることができた。 

 

４－２．実用化の見通し 

 VOC 排出量は少ないが、住居などの生活環境に排出源が隣接する悪臭の苦情対策をターゲ

ットと考えている。 

（１）平成 20 年 3 月より医療現場におけるホルムアルデヒド規制が強化されたが、吸着プラ

ズマ分解装置はこのような低濃度でも有害性の高い VOC の除去に優位性がある。現在

市場調査を実施し、この種用途向け製品化の可能性を検討している。 

（２）小規模印刷事業所（スクリーン印刷）、自動車板金工場などは、都市型 VOC の代表的な

発生源である。このような事業所は法規制の対象外である為 VOC 排出量削減目的のみ

では投資は望めない。そこで、過大な排気（省エネに反する）によることなく工場内

VOC 濃度を効率的削減できる空気清浄機が実現できれば、従業員の健康管理と省エネ

が保て、（ついでに）VOC 排出量が削減できる装置としてこれら小規模事業所のニーズ

を引き出せる可能性がある。 

 

４－３．今後の展開 

平成 21 年度 

   ・電極板の改良開発、耐熱性向上、長寿命化の検討。 

   ・改良電極板が試作できれば分解性能、耐久性を確認する。 

   ・医療機関向けホルムアルデヒド対策市場調査中。実証試験検討。 

  

平成 22 年度以降 

   ・医療機関向けホルムアルデヒド対策装置の試験販売。  

台数限定で、初期リスク（クレーム、リコール）を抑える。 

    市場からのフィードバック、改良。 
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４－４．成果のまとめ 

（１）平成 16 年度  

発表状況 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2004年 

9月 

18-19日 

第18回日本吸着学

会研究発表会 

希薄揮発性有機化合物の吸着・濃

縮・プラズマ分解技術について 

井上宏志・山田健一郎

岡野浩志・村岡克紀 

山形幸彦 

2004年 

9月 

27-28日 

第57回電気関係学

会九州支部連合大

会 

大気圧バリア放電とゼオライト

濃縮過程の組み合わせによる揮

発性有機物の分解（II） 

三角和宏・仁保航一郎

山形幸彦・村岡克紀 

井上宏志・岡野浩志 

特許 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2004年 

7月29日 
特願2004-221510号 

有害ガス処理装置およびそのク

リーニング方法 
（株）西部技研 

新聞報道 

発表年月日 発表媒体 

2004 年 7 月 30 日 日刊工業新聞 

 

（２）平成 17 年度 

発表状況 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2005年 

6月10日 

平成17年度PRTRデ

ータ活用セミナー 

【講演】 

VOC排出対策技術 
田中康弘 

2005年 

7月20日 

空気汚染抑制新技

術講演会【台湾】 

【講演】 

VOC吸着プラズマ分解技術 
岡野浩志 

2005年 

9月 

29-30日 

第19回日本吸着学

会研究発表会 

希薄揮発性有機化合物の吸着プ

ラズマ分解技術について 

井上宏志・岡野浩志 

石塚史成・古木啓明 

村岡克紀・山形幸彦 

2005年 

9月 

29-30日 

第58回電気関係学

会九州支部連合大

会 

大気圧バリア放電とゼオライト

濃縮過程の組み合わせによる 揮

発性有機物の分解（III） 

仁保航一郎・城野寿文

山形幸彦・村岡克紀 

井上宏志・岡野浩志 

2006年 

1月 

24-27日 

6th International 

Conference on 

Reactive Plasmas 

and 23rd Symposium 

on Plasma 

Processing 

Decomposition of Volatile 

Organic Compounds at Low 

Concentration Using a  

Combination of Densification 

by Zeolite Adsorption with 

Dielectric Barrier Discharge 

Yukihiko Yamagata, 

Kouichiro Niho,  

Kouji Inoue, 

Hiroshi Okano, 

Katsunori Muraoka 
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2006年 

3月 

28-30日 

化学工学会第71年

会 

VOCの吸着プラズマ分解技術につ

いて 

岡野浩志・井上宏志 

古木啓明・石塚史成 

村岡克紀・山形幸彦 

掲載論文 

発表年 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2006年 

環境浄化技術、 

2006.2 、Vol.5、 

No.2、39 

VOC吸着プラズマ分解技術 
（株）西部技研 

岡野浩志 

2006年 

工業材料、 

2006.3、Vol.54、 

No.3、50-54 

VOC 排出対策技術－ハニカム吸

着式による 

濃縮燃焼法と吸着プラズマ分解

装置 

（株）西部技研 

田中康弘 

特許 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2005年 

8月30日 
特願2005-249847 有害ガス処理装置 ㈱西部技研 

新聞報道 

発表年月日 発表媒体 

2005 年 11 月 4 日 日刊工業新聞 

 

（３）平成 18 年度 

発表状況 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2006年 

6月 

分離技術会年会

2006 

「VOC 吸着プラズマ分解装置の

開発」 

岡野、井上、古木、村

岡、山形 

2006年 

11月 

VOC対策‐法規制の

課題・その処理技術

：講演＆展示 

化学工学会 

関西支部 

【講演】 

VOC濃縮装置とその技術を応用し

た吸着プラズマ分解装置の開発 

岡野 

2006年 

11月 

揮発性有機化合物

（VOC）排出規制と

除去技術 

日本空気清浄協会 

【講演】 

VOC濃縮装置 

（VOC吸着プラズマ分解装置） 

岡野 

掲載論文 

発表年 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2006年 クリーンテクノロ VOC 吸着プラズマ分解装置 （株）西部技研 
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ジー、 

2006.5 

 

岡野浩志 

2006年 
環境管理  

2006.7 

VOC 吸着プラズマ分解装置開発

概要と実証 

（株）西部技研 

岡野浩志 

2006年 

Japanese Journal of 

Applied Physics 

Vol.45,No.10B 

Decomposition of Volatile Organic 

Compounds at Low Concentration 

Using a Combination of 

Densification by Zeolite Adsorption 

with Dielectric Barrier Discharge 

Yukihiko Yamagata, 
Kouichiro Niho, Kouji 
Inoue, Hiroshi Okano, 
Katsunori Muraoka 

特許 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2007年 

3月29日 
特願2007-86858号 ガス処理装置 ㈱西部技研 

 

（４）平成 19 年度 

発表状況 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007年 

6月 

分離技術会年会

2007 

「VOC 吸着プラズマ分解装置の

開発」 

岡野、井上、古木、

村岡、山形 

2007年 

8月 

第35回夏季研究討

論会 

【講演】 

VOC吸着プラズマ分解装置の開発
岡野 

2007年 

9月 

化学工学会第39回

秋季大会 
VOC吸着プラズマ分解装置の開発

岡野、井上、古木、

村岡、山形 

掲載論文 

発表年 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007年 
電気学会論文誌 A 

2007．6 

ゼオライトハニカムとバリア放

電組合せによる VOC 処理システ

ムの開発 

井上、古木、岡野、

山形、村岡 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ.2－27



（５）平成 21 年度 

掲載論文 

発表年 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2009年 
化学工学会論文誌 

投稿中 

「吸着ハニカムとプラズマを組

み合わせたバッチ式吸着濃縮プ

ラズマ分解による希薄揮発性有

機化合物の除去」 

井上、古木、岡野、

山形、村岡、寺岡 

特許 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

 出願準備中 有機ガス処理装置 ㈱西部技研 
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２－Ａ－（２）直接加熱式 VOC 吸着回収装置の研究開発 

プロジェクトリーダー：ダイキン工業株式会社 執行役員 井原清彦 

実施企業 エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ株式会社 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

 

１． はじめに 

 

 有機溶剤などに代表される揮発性有機化合物（VOC）は、それ自体の有害性・発がん性

の指摘に加え、大気汚染の 2 つの大きな原因物質である、浮遊粒子状物質と光化学オキ

シダント、両方の生成への関与の可能性が指摘され、平成 16 年の大気汚染防止法改正で

VOC 排出規制が強化され、有効な VOC 対策技術の確立は急務となっている。 

VOC の処理方法としては「分解」と「回収（再利用）」の 2 つの方法が考えられるが、

工業洗浄分野等で排出される VOC は高濃度で単一成分であるため「回収」が容易であり、

回収された VOC（溶剤）の再利用に有利である。それにより、『溶剤にかかる経費の大幅

なコストダウン』という、回収装置導入によるコストメリットが生まれる。また、リサ

イクル（省資源）という観点、あるいは「『分解』による CO2の排出」に比べて、溶剤の

『回収（再利用）』は、地球温暖化対策においても環境面で望ましい。 

 ところが、現状の VOC 吸着回収装置のほとんどは大手企業向けの大型のものである。

例えば、吸着剤の再生（VOC の脱離）にスチーム加熱を用いる一般的な回収装置では、

蒸気ボイラーの導入・管理もさることながら、回収装置から大量に発生するスチーム凝

縮水の排水処理装置の導入・管理が必要となる。特に、中小企業にとって、排ガスある

いは排水などの環境基準管理や、労働環境管理に関する人的・設備的なコストが非常に

大きな負担となっているという側面がある。 

本研究開発では、トルエンなどの代替溶剤として増加している水溶性溶剤の回収を含

めて、多種多様な回収ニーズに対応できる高機能・高効率な回収装置でありながら、中

小企業でも導入可能な小型・低価格化により、VOC の「回収（再利用）」によるコストメ

リットを生み出し、さらに環境管理の負担をも軽減できる、VOC 吸着回収装置を実現す

るために必要な技術開発を行った。この目標を達成するために、吸着剤の再生に際して

スチームを使わずに、繊維状活性炭の通電加熱など吸着剤を電磁場エネルギーで直接加

熱する方式の吸着回収装置の開発を行った。さらに、モニタリング技術を統合すること

によって維持し易くかつ安全な吸着回収装置として広範な普及をめざす。 

 本研究開発は、エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ(株)と産業技術総合

研究所が、共同で吸着回収装置の技術開発を行った。また、モニタリング技術に関して

は、東京大学（大学院新領域創生科学研究科・柳沢教授）に、エンバイロメント・テク

ノロジー・ベンチャーズ(株)から研究再委託にて実施した。 
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２． 研究開発方法 

 

１）吸着回収装置 

 VOC には大きく分けて、トリクロロエチレンなどの不燃性と、トルエンなどの可燃性

VOC がある。不燃性 VOC は、一般に値段が高く、主な用途先である金属加工業での洗浄

工程では、高濃度・単一成分で排出されることから、回収再利用が最も適している。ま

た、これらは有害性が可燃性 VOC に比べて大きく保健所などから厳しい指導が行われて

いるため、ユーザーからは回収システムの早期の供給が望まれている。一方、トルエン、

キシレン等可燃性 VOC は溶剤、化学合成原料を中心に全 VOC の圧倒的多数を占めること

から、リスク削減目標（2010 年に 3 割削減）達成のためには、この可燃性 VOC 対策技術

の開発が喫緊の課題となっている。 

このような情勢から、まず加熱技術として比較的完成度が高い、活性炭素繊維を用い

た通電加熱式吸着回収装置の試作機を不燃性 VOC 回収用として製作した。プロジェクト

以前から、20 社以上の金属加工業や溶剤回収業者、関係業界の事業組合などへのヒアリ

ング調査を実施し、ニーズの収集・開発目標の確認を行ってきた結果、試作機の仕様は、

洗浄槽の開口部面積が 1m2 程度の金属洗浄工程でよく使われる洗浄装置に設置されるこ

とを想定して、処理風量：3m3/min（VOC 濃度：500ppm）とした。この試作機を用いて、

VOC の脱離（吸着剤再生）条件などの技術開発を行い、試作機を完成させた。さらに、

この試作機を用いてフィールドテストを行い、回収装置の処理能力、エネルギー効率、

安定した運転稼動などを検証し、装置としての実用性を確認した。また、フィールドテ

ストで回収した溶剤の品質については、東京大学と共同で検証を行った。 

一方、トルエンなど可燃性 VOC の吸着回収技術の開発に向けては、安全性の面からシ

ステム全体が不燃性であることが重要であるため、高周波によって発熱剤とゼオライト

吸着剤を加熱する高周波加熱式吸着回収装置の試作機を、産業技術総合研究所を中心に

開発を行った。この開発に際しては、通電加熱式吸着回収装置での開発技術、ノウハウ

等を随時フィードバックしながら行った。 

 

２）モニタリングシステム 

モニタリングシステムの開発に関しては、エンバイロメント・テクノロジー・ベンチ

ャーズ(株)から東京大学に研究再委託した。開発されたモニタリングシステムは、通電

加熱式吸着回収装置の試作機に組み込まれ、動作確認を行った。 
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３． 研究結果と考察 

 

３．１ 不燃性 VOC 用吸着回収装置（通電加熱式） 

 

活性炭素繊維は可燃性であるため、可燃性の VOC の吸着回収装置には安全性の面から

不向きであるが、吸脱着速度が高いことや、通電加熱手法は加熱および温度制御装置が

安価であることなどから、不燃性 VOC の小型の吸着回収装置には適している。 

 

１）装置開発 

① 吸着体の開発 

吸着剤にはフェノール樹脂を原料とするフェルト状の活性炭素繊維を用いた。この両

端に金属製の板状の通電加熱用電極を装着し、さらに吸着体の層間にベークライト製の

スペーサーを設けて吸着体とした。（図 A-(2)-1） 

スペーサーは、処理ガスの偏流による不均一な VOC の吸着を防止し通電加熱時の吸着

体の温度均一性を向上させるとともに、吸着体内での蓄熱を防止する。開発した吸着体

を搭載して、処理風量 3m3/min の活性炭素繊維通電加熱式吸着回収装置の試作機を製作

した。（図 A-(2)-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 脱離（吸着剤再生）工程の開発 

 図 A-(2)-3 に、本装置の吸着回収装置の構成（フロー図）を示す。構成は吸着剤の加

熱媒体とキャリアガスとしてスチームを用いる従来装置と大きな違いはないが、スチー

ムを用いない直接加熱式吸着回収装置で最大の技術課題は、いかに少ないキャリアガス

（空気や窒素などを用いる）で吸着剤から VOC を効率良く十分に脱離させるかである。

本装置では脱離工程において、真空ポンプによる減圧と通電加熱により脱離した VOC は

キャリアガスと共に凝縮器に導入され、凝縮器温度（一般には 0～5℃）での飽和蒸気圧

以上の濃度の VOC は凝縮し液化して回収される。本装置でキャリアガスとして用いる空

気は、凝縮器温度でスチームとは違い凝縮しないので、VOC 回収タンクからキャリアガ

スが排出される。ところが、このキャリアガスには高濃度（凝縮器温度での飽和蒸気圧）

のトリクロロエチレンなどの不燃性 VOC ガスが含まれる。これを大気中には排出できな

いので、処理ガスとともにもう一方の吸着塔に再吸着させる。従って、キャリガスが多

図 A-(2)-2 通電加熱式試作機 図 A-(2)-1 活性炭素繊維の通電加熱用吸着体
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いほど再吸着すべき VOC 量が多くなり、装置の吸着処理能力を奪い低下させることとな

る。また、一旦吸着回収していた VOC を脱離し、さらに再度吸着するため、エネルギー

的にもロスとなる。逆に、キャリアガスが少ないと吸着体から VOC の脱離（吸着剤再生）

が不十分となり、吸着能力が不足し回収効率が低下する。実験によりキャリアガス流量

を最適化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 脱離条件の最適化 

脱離条件としては、 

・加熱関連：脱離温度（吸着体の加熱温度）、加熱（脱離工程）時間 

・キャリアガス関連：流量、キャリアガスの導入のタイミング 

・脱離(再生)中の吸着槽内の真空度関連：脱離開始前及び脱離中の真空度 

などの条件を、工程前に最適化する必要がある。また、これらの条件は回収する VOC の

種類、処理風量、濃度などによっても最適化する必要がある。 

トリクロロエチレン（3m3/min、500ppm）に対し最適化した脱離条件は、 

・脱離温度 140℃、加熱時間 12 分 

・キャリアガス流量 20L/min、キャリアガスの導入は吸着体加熱温度 60℃到達時 

・脱離工程開始前の真空度 8kPa、脱離工程中の真空度 10～20kPa 

この脱離条件開発の結果、回収効率（1－(装置の排気の VOC 濃度／処理ガスの VOC 濃度)）

90％以上を得た。 

図 A-(2)-3 吸着回収装置の構成とフロー 

真空ポンプ 

凝縮器（0～5℃）

VOC 
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２）フィールドテスト 

① フィールドテスト先の諸状況 

所在地：茨城県 

業種：住宅建具用金具の鍍金工場 

VOC 発生工程：鍍金前の金属部品の脱脂洗浄 

発生 VOC：トリクロロエチレン（約 20～25kg/日） 

【洗浄装置の概要】（図 A-(2)-4） 

洗浄槽の大きさ：W1.8m×D0.6m 

洗浄槽の構成：3 槽式 

洗浄方法：洗浄物を金属製籠に入れて手作業にて各洗浄槽に浸漬し洗浄する 

既存の局所排気装置：洗浄槽上部の縁部（正面と左右の 3 方）に設置されている吸引ダ

クトから戸外に排気し作業環境を維持（風量は平均 8m3/min） 

【試作機の設置状況】 

 

 

 

 

 

 

 

② フィールドテスト結果 

【フィールドテスト結果の概要】 

テスト期間：平成 19 年 6 月末～平成 20 年 1 月末（連続運転は 6 月末～9 月末） 

処理風量：3m3/min 

平均液回収量：0.4kg/hr（3～4kg/日） 

平均回収率：89.8％ 

平均消費電力：2.4kW（最大 5kW） 

トリクロロエチレンの使用量（20～25kg/日）に比べ少ないのは、洗浄物による溶剤の

持出しと、既存の局所排気量が大きいことによる。この工場では洗浄後、洗浄物が周辺

に放置し乾燥される間の溶剤の放出分は未回収である。また洗浄装置の工場内での設置

場所の事情で、風量 8m3/min で洗浄槽周囲から回収装置を通さず外部に排気されている。 

回収率は、直接加熱式では吸着剤の完全脱離が容易でないため、スチームを用いた従

来の回収装置に比べやや低い。根本的な改善には吸着剤の大幅な増量を必要とし、本装

置のコンセプトである『小型・低価格』とのバランスも含めて検討が必要である。 

【連続運転期間における回収率の推移】（図 A-(2)-7） 

平成 19 年 6 月末～9 月末での 3 ヶ月間の連続したフィールドテストでも、吸着回収能

力の低下は見られず、安定した稼動を示し、90％前後の回収率を維持し続けた。

図 A-(2)-4 洗浄装置 

図 A-(2)-5 試作機の設置状況 図 A-(2)-6 吸引ダクトの設置状況
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【変動負荷への対応】 

 フィールドテストでの洗浄工程は手作業のため、洗浄装置から回収装置に導入される

処理ガス中のトリクロロエチレン濃度は洗浄作業の内容により、100～3000ppm 以上まで

非常に大きく変動する。そこで、回収装置の前に設置したプレ吸着体により、パルス的

に発生する過大なトリクロロエチレンを一旦吸着し、平常時に放出させることで、回収

装置に導入される濃度は平準化され、安定して回収処理された。（図 A-(2)-8） 

フィールドテスト中（6月末～9月末）の回収率の推移
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図 A-(2)-7 連続運転期間における回収率の推移 
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図 A-(2)-8 変動負荷への対応

（プレ吸着体の効果） 
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３）回収溶剤の品質（フィールドテストでの回収トリクロロエチレンの検証） 

トリクロロエチレンの分解による塩酸などの酸の生成とその影響を抑制するために、

工業用トリクロロエチレンには安定剤や酸を中和する pH 調整剤が添加されている。トリ

クロロエチレンは難水溶性で、水との比重差も大きいため、吸着回収装置から回収され

たトリクロロエチレンは簡単な水との分液（この水は吸着回収装置でトリクロロエチレ

ンと同時に回収された空気中の水分）により、純度的には十分に再利用できるものが得

られるが、安定剤や pH 調整剤が抜けている。また、回収装置での加熱脱離時の熱で、ト

リクロロエチレンの一部が分解している可能性もあり、回収トリクロロエチレンの再利

用には、その品質が重要である。 

① 洗浄サンプルの浸漬実験 

トリクロロエチレンの評価方法の一つが酸性度で、トリクロロエチレンに同量の水を

加えて 5 分間振とうし、酸などを水層に抽出して pH を測定したものである。フィールド

テストでの回収トリクロロエチレンの酸性度には、pH 2 を示すものもあった。 

そこでフィールドテスト先の鍍金工場の洗浄品である亜鉛ダイキャストとアルミ箔を、

回収トリクロロエチレンに 2 週間浸漬する実験を行った。（図 A-(2)-9、A-(2)-10） 

酸性度が pH 2 の回収トリクロロエチレンに浸漬した場合も、目視ではそれらの試験片

に異状は見られなかった。酸性度 pH 2 の回収トリクロロエチレンも、それ自体は水分が

少なく純度が高いため、酸の影響が小さかったと思われる。 

回収されたトリクロロエチレンは、純度的には十分に再利用できるが、実際の使用に

当たっては、使用現場に応じた更なる見極めが必要である。また、回収した日によって、

酸性度が異なることが確認されているが、その原因は現在のところ明らかではない。 

 

 

 

 

 

 

② 回収溶剤（トリクロロエチレン）の分析 

【分解生成物】 

試作機のフィールドテストで回収されたトリクロロエチレンの酸性度は、pH 2～6 と

日によってバラつきがあったが、酸性度と塩化物イオン濃度には相関が見られなかった

ことから、水抽出溶液が酸性を示す原因物質は、塩酸以外の有機酸等の影響が大きいと

考えられる。酸性を示すトリクロロエチレンの水抽出液を SE-GC/MS（溶媒抽出ガスクロ

マトグラフ質量分析）法により分析した結果、トリクロロエチレンの分解により生じた

と考えられるギ酸エステルと 1-クロロ-2-ブタノールが検出され、また GC/ECD（電子捕

獲型検出器を備えたガスクロマトグラフ）法により他の生成物も確認された。（図

A-(2)-11、A-(2)-12） 

図 A-(2)-9 亜鉛ダイキャスト（2週間浸漬）

トリクレン 

大気 トリクレン 

大気 

図 A-(2)-10 アルミ箔（2週間浸漬）
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さらに、回収当初、酸性度 pH 6.41 の回収トリクロロエチレンでは検出されなかった

ピークが、保管された同検体で後日再測定すると新たに検出され、その酸性度も pH 2.85

へ変化しており、回収トリクロロエチレンは保管期間中にも分解生成物が生じていると

考えられる。（図 A-(2)-13、A-(2)-14） 

図 A-(2)-11  未 使 用 ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン
（ H10 23）

図 A-(2)-13 【回収直後】回収トリクロロエチレン

図 A-(2)-14 【後日再測定】回収トリクロロエチ

レン 

図 A-(2)-12 回収トリクロロエチレン
（pH2.62） 

分解生成物ピーク
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③ 回収溶剤の調整方法 

脱酸・脱水剤の添加 

クリーニング用洗浄剤など使用後の溶剤中の水分や色素、酸を吸着処理するために市

販されている脱酸・脱水剤（品川化成製吸着剤）を、回収トリクロロエチレンに 1wt％

添加した。添加前は酸性度 pH3 以下であったが、添加後では pH5 程度となり、脱水・脱

酸処理剤の効果が認められた。さらに GC/ECD 法により、分解生成物と考えられるピーク

は検出されず、脱水･脱酸剤により分解生成物が除去されたことが確認された。（図

A-(2)-15） 

また、脱水・脱酸処理後は、添加 13 日後の時点で pH の再低下は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定剤 

市販のトリクロロエチレンに安定剤として添加されているエチルオキシランを、酸性

（pH 3）を示した回収トリクロロエチレンに、1wt％添加したが pH の改善は見られなか

った。 

pH 調整剤 

さらに、市販のトリクロロエチレンに pH 調整剤として添加されているジイソプロピル

アミンを、1wt％添加することで pH が 11 以上となり、pH の調整にはジイソプロピルア

ミンが有効であることが確認された。また、その後 10 日間連続測定したところ pH が再

度下がる傾向は見られなかった。 

 

④ 回収溶剤の品質のまとめ 

通電加熱式吸着回収装置により回収されたトリクロロエチレンの中には、分解生成物

が混入しており、回収された後も分解反応が進むものと考えられる。よって原因となる

物質を除去する事が重要であると考えられ、市販されている脱水･脱酸処理剤の添加が有

効であることが確認された。さらに pH を調整するためにアミン類を添加、長期保存のた

めにはエチルオキシランなどの安定剤を添加することも有効である。 

回収溶剤へのこれらの調整は一般にオンサイトで行われているものであり、以上の結

果から、本吸着回収装置で回収された溶剤は、十分に再利用が可能な品質であると結論

付けられる。 

図 A-(2)-15 脱酸・脱水処理後回収トリクロロエチ

レン 
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３．２ 可燃性 VOC 用吸着回収装置（高周波誘導加熱式） 

１）加熱技術の開発 

可燃性 VOC を吸着回収する場合、安全性の面からゼオライトやシリカゲルなどの不燃

性の吸着剤を用いることが重要である。しかしながらゼオライトやシリカゲルは通電や

高周波では直接加熱されないので、加熱材（加熱されるもの）が必要である。 

高周波誘導加熱は家庭用の IH コンロと同じ原理で、高周波（数十 kHz）で変動する磁

場中に金属（IH コンロの場合は『金属の鍋』）を置くと、金属表面（『鍋の底』）に渦電

流が発生し、金属の電気抵抗によって熱が発生する（『鍋が熱せられる』）。 

金属（加熱材）は、IH コンロでも鉄製の鍋は使えるがアルミや銅の鍋が使えない場合

があるのと同様に、鉄など磁性体（磁石に引き寄せられる金属）の方が加熱されやすい

が、この磁性も磁性体固有のある温度、すなわちキュリー点を越えると失われる。キュ

リー点を越えると鉄鍋がアルミ鍋になるかのごとく加熱されにくくなり、昇温速度が低

下して自動的に温度制御される。ただし、キュリー点を越えると渦電流が発生しないの

ではなく、金属表面のみに流れていた渦電流が金属全体を流れるようになる。その結果、

実質的な電気抵抗が小さくなる（渦電流が流れていた導線が太くなったのと同じ）ので、

発熱は減るが全く発熱しないのではない。 

吸着回収装置に向けて産業技術総合研究所で開発された高周波加熱技術は、吸着剤に

は粒状の合成ゼオライト、加熱材には約 5mm 角、厚さ 1mm 程度のチップ状の磁性合金（日

立金属製 MS135）を用いた（図 A-(2)-16）。この磁性合金のキュリー点は 135℃である。 

高周波誘導により吸着剤を加熱した実験結果を図 A-(2)-17 に示す。キュリー点を越えた

部分の磁性体は発熱量（昇温速度）が急激に低下する。そのため、吸着体内の温度のば

らつきがキュリー点到達以前では 45℃であったものが、キュリー点による温度制御効果

により 15℃に収束し、温度均一化が達成されている。これにフィードバック制御を併用

することで安全性の高い温度制御が実現されている。

図 A-(2)-16 吸着剤と加熱材 
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図 A-(2)-17 吸着剤の高周波誘導加熱実験
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２）試作機の開発 

産業技術総合研究所で開発された 1 塔式（バッチ式）の高周波加熱式 VOC 吸着回収試

作機を図 A-(2)- 18、A-(2)-19 に示す。試作機には前出の磁性合金と吸着剤を混合し吸

着塔に搭載した。この磁性合金を高周波誘導加熱により加熱することにより、吸着剤で

あるゼオライトを加熱する。 

不燃性 VOC 用吸着回収装置は 2 塔式のため、脱離工程において発生するキャリアガスに

含まれる高濃度の VOC ガスは、もう一方の吸着塔に再吸着させていたが、1 塔式の場合

はそれができない。そこで、キャリアガスに含まれる高濃度（凝縮器温度の飽和蒸気圧）

の VOC ガスを、一時的に吸着するキャニスター（小型の吸着体）を設け、脱離回収工程

終了後に、吸着塔の吸着体の熱も利用してキャニスターを脱離・再生し、吸着塔に再吸

着させるシステムとした。また、これは吸着塔自体の冷却工程も兼ねている。これによ

り、高効率な吸着回収装置を実現した。（図 A-(2)-20） 

図 A-(2)-18 高周波加熱式吸着回収試作機 図 A-(2)-19 高周波加熱式の

  吸着塔 

吸着ガス (1m3/min)
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図 A-(2)-20 開発した高周波加熱式吸着回収装置のフロー図 
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３）脱離条件の最適化 

 脱離時のキャリアガスに含まれる高濃度（凝縮器温度の飽和蒸気圧）の VOC ガスは、

キャニスターを介して最終的に吸着塔に再吸着されるので、不燃性吸着回収装置と同じ

く、いかに少ないキャリアガスで効率良く脱離させるかがポイントである。吸着回収試

験により脱離条件を最適化した。吸着回収試験にはトリクロロエチレン（1000ppm）を 2

時間吸着させたが、キャリアガスには可燃性 VOC の吸着回収を想定して窒素を用いた。 

 キャリアガス流量に関係なく効率よく脱離するには、脱離温度は高い方が望ましい。

不燃性 VOC 吸着回収装置に用いた活性炭素繊維は吸着脱離が容易であることと、活性炭

の触媒作用によるトリクロロエチレンの分解の恐れがあるため 140℃で脱離させたが、

ゼオライトの場合は脱離しにくく 140℃では不十分であることが、表 A-(2)-1 の結果か

ら判る。また、脱離温度 200℃で回収したトリクロロエチレンの酸性度は中性で分解し

ていないと考えられる。 

 また、活性炭に比べゼオライトの場合、脱離しにくいので、吸着体温度（脱離温度）

の影響が大きいと考えられる。 

キャリアガス流量は、多い場合はゼオライトから VOC の脱離は進むが再吸着の負荷が

大きくなり、少ない場合は再吸着の負荷は少ないが十分な脱離が出来ない。本試作機で

は 15ℓ /min が最適値であった。（表 A-(2)-2） 

その他、キャリアガスの導入タイミングの最適化やキャニスターからの脱離方法の改

良などを行った。その結果、回収効率 93％を得ることが出来た。（図 A-(2)-21） 

図 A-(2)-21 開発した高周波加熱式吸着回収装置のマテリアルバランス
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表 A-(2)-1 脱離温度の回収率への影響 
脱離温度[℃] 回収率[%]

140 58.6 

170 73.6 

200 81.8 

表 A-(2)-2 キャリアガス流量の回収率への影響 
キャリアガス流量[ℓ /min] 回収率[%]

10 68.8 

15 81.8 

20 77.0 
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３．３ モニタリング技術 

 

モニタリングシステムの開発に関しては、エンバイロメント・テクノロジー・ベンチ

ャーズ(株)から東京大学に研究再委託した。 

 図 A-(2)-22 にモニタリングシステムの全体構成を示す。モニタリングシステムは、吸

着回収装置に付加した VOC センサにより吸着回収装置を制御するソフトと、溶剤の使用

量や検査結果などいろいろな情報から環境管理や報告書の作成を支援する VOC 管理ソフ

トの２つに大きく分けられる 

 

１）回収装置制御ソフト 

 VOC 吸着回収装置に付加した VOC センサにより、回収装置に入る VOC 濃度と回収装置

から排出される VOC 濃度を計測する。 

VOC センサには防爆性と応答性の高さから、PID（光イオン検出器）式を用いている。

このセンサによる回収装置への制御機能は以下の通りである。 

①処理ガス（回収装置に入る）VOC 濃度により回収装置の処理能力を制御し省エネを図

る。 

②処理ガスと排気ガスの VOC 濃度の履歴データ等から、装置のメンテナンス（吸着体リ

フレッシュ運転など）情報を発信する。 

③回収装置から排出される VOC 濃度から装置の異常を検出する。 

VOC 

ｾﾝｻ 

運転制御

回収装置制御ソフト 

（リアルタイムモニタリング）

VOC管理ソフト 

調整

溶剤購入 

回収溶剤 

報告書作成 

生産管理 

直接加熱式VOC吸着回収装置 

排出ガス 

溶剤排出源 

（洗浄槽など） 

・水処理不用

・省ｴﾈﾙｷﾞｰ 

再利用 

購入履歴 

・排出管理 

・運用の最適化

通電加熱

高周波加熱
吸着材

検査 

VOC 

ｾﾝｻ 

・溶剤購入履歴 

・廃液処分履歴 

・回収溶剤検査結果 

等 

廃液 

PC

図 A-(2)-22 モニタリングシステム概要 
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２）VOC 管理ソフト 

大気排出 VOC のリスクを削減するためには PRTR（Pollutant Release and Transfer 

Register：化学物質排出移動量届出制度）により排出量を把握して大気排出 VOC の削減

努力が望まれている。しかし中小企業では人手がなくこのために新たに人を雇用する余

裕はない。そこで、回収装置の稼動時の管理プログラムに PRTR 簡易集計ソフトを開発す

ることにより簡単に PRTR を導入することが出来ようにした。溶剤の購入・廃棄処理の記

録の入力をすることにより PRTR の集計及び化学物質の排出量の年度推移が簡単に把握

出来る。 

さらには、回収溶剤の品質分析（回収溶剤 pH 及び純度分析等）による、回収溶剤再利

用手法を確立した。 

VOC 管理ソフトにより、簡単に下記報告書の作成が可能となった。（図 A-(2)-23） 

・PRTR 対応報告書 

・回収溶剤分析結果報告書  

・環境分析結果報告書 

・溶剤総合管理報告書 

 

これらのソフトは、吸着回収装置の導入ならびに導入後の運転管理を支援し、回収装

置の普及に大いに貢献すると考えられる。 

図 A-(2)-23 報告書出力例 
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４．結言 

 

１）プロジェクトの成果 

スチームを使わず電磁場エネルギーで吸着剤を直接加熱する技術を用いて、中小企業

でも導入可能な小型・低価格、かつ高効率なVOC吸着回収装置の研究開発に成功した。 

 活性炭素繊維の通電加熱による不燃性VOC用吸着回収装置の開発では、多くの金属加工

業者などへのヒアリング調査からニーズの収集・開発目標を確認し、試作機の仕様を処

理風量：3m3/minで小型・低価格な装置として設定し開発した。本開発装置は、3ヶ月間

の連続試験を含め、半年間のフィールドテストを民間のメッキ工場にて行い、気温が氷

点下から40℃以上になる設置環境下においても安定して稼動し、回収率90％を達成し、

装置の信頼性を実証した。また、回収溶剤に関しても分析を重ねた結果、通常の回収溶

剤への調整に用いられる処理にて十分に再利用可能な品質であることを確認し、システ

ムの実用性が実証された。直接加熱式の吸着回収装置で、このようなフィールドテスト

を長期間実施し成功した実績は世界でも最高水準である。 

また、本開発装置（試作機）のイニシャル及びランニングコストにおける既存システム

との比較を表A-(2)-3に示す。イニシャルコストに関しては現状でも競争力はあるが、現

在大幅なコストダウンに向けて開発を継続中である。装置の大きさについても、現在吸

着剤からも再検討を加え、試作機の約1/4にコンパクト化できる目処がついた。ランニン

グコストは他の追随を許さず、直接加熱式の圧倒的な省エネ性が証明された。 

プロジェクト終了時点での全体的な目標達成度は70～80％と考えるが、現時点では大幅

に前進していると考えている。 

 可燃性VOC用の高周波加熱式吸着回収装置に関しては、処理能力1m3/minにて回収率

93％を達成し、実用可能性を確認した。現在、処理風量50m3/min相当の吸着体と発熱体

を製作し、加熱試験を通して装置の大型化の可能性を検証中である。 

 モニタリング技術に関しては、回収装置制御ソフトとVOC管理ソフトを統合した『統合

モニタリング運用システム』を構築し、吸着回収装置の導入ならびに導入後の運転管理

を支援し、回収装置の普及に大いに貢献すると考えられる。 

表 A-(2)-3 試作機のイニシャル及びランニングコスト 

  通電加熱式 

【P/J 試作機の場合】

スチーム加熱式 
（東京都ＶＯＣ対策ガイド） 

吸着剤交換式 

回収装置（レンタル）

イニシャル 

コスト 

本体 ５００万円 ４５０万円 －不要－ 

ボイラー －不要－ ７０万円 －不要－ 

冷却水 ２０万円（クーリングタワー） －不要－ 

ダクト工事 ５０万円 ８０万円 ５０～１００万円 

【合計】 ５７０万円 

販売時目標３００万円

６２０万円 ５０～１００万円 

ランニング

コスト 

スチーム －不要－ ３０kg/h(300 円/h) －不要－ 

消費電力 ４kW(80 円/h) １.７kW(34 円/h) ３.７kW(74 円/h) 

その他 － － レンタル＋吸着塔交換費

１０万円～/月(500 円/h)

【合計】 ８０円/h ３３４円/h ５７４円/ｈ 
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２）今後の展開 

プロジェクト前後を通して、ヒアリング調査などで得た溶剤のユーザーや関係事業

者・組織とのネットワークから、情報収集･交換と開発目標の確認を行い、事業化計画を

進めている。 

≪事業化スケジュール≫ 

・通電加熱式  H20～21 年度：製品化設計 

          H22 年度：上市予定 

・高周波加熱式 H20～21 年度：製品システムの実用性評価 

          H22 年度：製品化設計 

H23 年度：上市予定 

≪ビジネスモデル（図 A-(2)-24）≫ 

CASE1：溶剤リサイクル会社への展開促進 

＊溶剤リサイクル会社（印刷工場など溶剤のユーザーから廃溶剤の処理を請負い、精製

して再生溶剤として販売など行う）が回収設備をユーザーのサイトに設置し、回収溶剤

の精製、再販でビジネス拡大を目指す。 

CASE2：ユーザーのオンサイトで回収再利用を促進 

＊高品質の回収溶剤によりオンサイトで精製再利用が促進され、中小ユーザーの設備投

資回収が可能になる。 

＊印刷業への展開促進にはリサイクルしやすいインクの開発（メーカとの協業）も必要。 

≪対象市場≫ 

① 不燃性 VOC 市場 

  PRTR 届出事業所数 1128 件⇒22,443 t/年 （トリクロロエチレン 等） 

② 可燃性 VOC 市場  全国グラビア印刷施設数 500 施設 ⇒58,000 t/年 （トルエ

ン 等）  全国ラミネータ台数   262 台  ⇒26,100 t/年 （酢酸エチル） 

 

 

 

装置販売･リース／メンテ 

ETV 
リース料 

溶剤 
再利用 

鍍金工場 
印刷工場（ラミネータ）など

◆ 回収溶剤のオンサイトでの再利用 （トリクロロエチレン、ジクロロメタン、酢酸エチル等） 

◆ 回収溶剤の溶剤リサイクル業者による精製・再利用 （トルエン等の混合溶剤） 

印刷工場など 

装置リース・販売／メンテ 

リース料 

装置提供 

溶剤回収・再販 
溶剤 

リサイクル業者

ETV

図 A-(2)-24 ビジネスモデル 
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２－Ａ－（３） 吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理  

プロジェクトリーダ：東京大学生産技術研究所教授 迫田章義 

実施企業   

財団法人 産業創造研究所   

岩尾磁器工業株式会社 

東洋インキエンジニアリング株式会社 

 

 

１．研究概要 

 

我が国の大気汚染状況は、浮遊粒子物質に関して環境基準の達成率が依然低い事、光

化学オキシダントについて年々漸増の傾向にある事が特に問題視されている。これらは

発癌性等、人健康へもたらす悪影響が懸念されており、その発生には種々の揮発性有機

化合物（VOC：Volatile Organic Carbon）の関与が指摘されている。このため VOC とい

う具体的な物質群に対し新たに規制が検討されつつある。一方排水については、溶存有

機物質に関して言えば BOD（Biological Oxidation Demand:生物化学的酸素要求量）、

COD（Chemical Oxidation Demand:化学的酸素要求量）等の総括的な指標による規制が

設けられてきた。しかし個々の有害物質により排出量やその危険性が異なる上、場所に

よって排水状況（例えば含有有機物質種など）は多種多様である。排水状況の多様性を

考えれば困難は付き纏うが、こちらも物質種がより具体化された管理が理想的であろう。 

大気環境、水環境に対する排出リスクの削減に当たっては排出状況を把握し削減効果の

大きいターゲット物質を絞り、そこに適当なエンドオブパイプ技術を導入していくこと

が一つの方法であろう。幸い近年 PRTR 法(Pollutant Release and Transfer Register：

化学物質排出移動量届出制度)が施行され、リスクの高い物質に対して業種ごと、また

地域ごとの排出状況の把握が進み、その物質収支が明らかになりつつある。例えば工場

排ガスにおいてはトルエン及びキシレンの排出量が圧倒的に多く、全体の４０％以上を

占めることが明らかとなっている。更にわが国の事業体の大部分が中小企業であること

を鑑みれば、上記のような PRTR データを活用しターゲット物質を絞った上で特に中小

事業体中心に対策を施すのが有効なリスク削減方法となろう。しかし中小事業体がエン

ドオブパイプ技術を自発的に導入するための小容量、安価且つメンテナンス容易な有害

物質処理技術は現在皆無に等しい。 

このような背景の下、排気、排水に起因する大気環境及び水環境の全体的なリスク削

減に資するため、本研究では中小事業体での有害有機物質の処理をターゲットとした排

気処理プロセスおよび排水処理プロセスを開発する。排気処理および排水処理において

処理原理は共通しており、『吸着相オゾン酸化』と呼んでいる。具体的には、図 A-(3)-1

に示すように吸着処理とオゾン処理を組合わせて一つにしたものであり、吸着剤の細孔
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の内部にあるいは内部表面（吸着相）に有害有機物とオゾンが共に吸着・濃縮され、そ

の反応場で迅速な酸化分解を行うものである。その主たる特徴は、従来の吸着処理およ

びオゾン処理の弱点の補完するものである。吸着処理は非定常操作であり、処理装置出

口における処理対象物質の濃度の制御・管理と使用済みとなった吸着剤の再生が必須で

あり、これらの操作は煩雑である。また、オゾン処理はオゾンと処理対象物質の反応速

度は一般的に小さく、省スペースで安価な装置とならない場合が多い。 

一方、『吸着相オゾン酸化』（本開発技術）では、処理対象物質は吸着剤（活性炭では

なくゼオライトの類）に迅速に吸着除去されると共に、同時にオゾンも吸着剤細孔内に

濃縮されるため、著しく反応速度が増大する。即ち、一つの単位操作で有害有機化学物

質の吸着除去と吸着剤の超迅速再生（吸着された有害有機化学物質の超迅速分解）が同

時に達成でき、目標とする省スペース、低コスト、保守容易なプロセスを構築できる可

能性がある。 

 以上のようなコンセプトを基に本研究では、①本開発プロセスに用いる最適吸着剤の

選定、②本処理の有効性調査（吸着処理単独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理

の比較）、③処理ガス（もしくは処理水）の定性、物質収支取得、反応機構解明等の基

礎現象の把握、④実用機初号機（プロトタイプ機）製作、実排気・排水サイトにおける

プロトタイプ機運転による実証実験を通して、最終的に目標とする処理プロセスを構築

することを目的とする。 

有害化学物質

オゾン

ハイシリカゼオライト

ハイシリカゼオライト

担持ハニカム反応槽

オゾン

有害化学物質

 

 

図 A-(3)-1 吸着相オゾン酸化処理の原理 
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 なお、本年度の処理対象物質は、排気処理ではトルエンおよびキシレン、排水処理で

はトリクロロエチレンおよびアセトアルデヒドに絞ることとした。排気処理におけるト

ルエンおよびキシレンは上述のように大気への排出量の 40％を占め、削減効果が非常

に大きな物質である。排水処理におけるアセトアルデヒドは、繊維工業やプラスチック

製造工業で、トリクロロエチレンは金属製品製造業、精密工業で多く排出されているこ

とから、本技術の導入が期待されていると言える。また、アルデヒド類は現在の浄水オ

ゾン処理において主たる副生成物の一つであり、アセトアルデヒドの本処理技術による

分解の研究を通して広くアルデヒド類の抑制を図ることができれば、浄水処理への本技

術の導入が考えられ、その波及効果は計り知れない。 

 以下、想定している製品イメージの詳細を示す。 

 

排気処理用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高さ：150cm 

幅 ：60cm 

奥行：60cm 

処理容量:10-100m3/hr 

対象物質の目標除去率：90％ 

装置コスト：100-400 万円 

導入分野：印刷業 等 

削減対象物質及び目標削減量: 

トルエン＋キシレン(目標削減量 2010 年：1,560t/年、2015 年：7,800t/年) 

 

 

 

Ⅲ.2－47



 

排水処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高さ：150cm 

幅 ：50cm 

奥行：50cm 

処理容量:2 m3/day 

対象物資の目標除去率：90％ 

装置コスト:80 万円 

導入分野：繊維工業、金属製品製造業 等 

削減対象物質及び目標削減量： 

アセトアルデヒド+トリクロロエチレン 

(目標削減量 2010 年：10t/年、2015 年：21t/年) 
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研究方法 

【排気処理】 

 本研究開発では以下のようなⅠ.小型カラム試験、Ⅱ.プロトタイプ機試験を主に実施

した。 

Ⅰ.小型カラム試験 

試験装置及び方法 小型カラム試験は、①最適吸着剤の選定、②本処理の有効性の実験

的検証（吸着処理単独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理の比較）、③物質収支

と反応機構の解明などの基礎現象の把握を目的としている。図 A-(3)-2 に小型カラム試

験装置のフローシートを示す。オゾン発生器で発生させたオゾンを含む酸素と、ガス洗

浄瓶を用いて所定の蒸気圧の処理対象物質の蒸気を含んだ酸素を、混合器で混合し、そ

の混合ガスを温度調整した吸着槽（吸着剤のハニカムもしくはペレットの充填槽）に流

通し、カラム出口のオゾン、処理対象物質（トルエン、キシレン）、炭化水素濃度の経

時変化を測定した。また、炭素収支をとるにあたっては、吸着剤に蓄積する中間生成物

等もあり得ることを想定し、一定時間実験に用いた後の吸着剤を取出し、含有する元素

（C、H、N）の分析も行った。 

分析 オゾン濃度の測定には紫外吸光度計（東京光電製）、トルエン濃度の測定には

GC-MS、QP-5050(島津製作所製)（分離カラム：DB1(島津製作所)）、そして炭化水素濃度

の計測には炭化水素計 HCM-1B（島津製作所）を使用した。また、吸着剤に蓄積する炭

素成分の定量には CHN 計 Series II CHNS/O Analyer 2400（Perkin Elmer 製）を使用

した。 

出口：分析系へ

①

②

③

④

⑤

⑦

⑥

オゾン発生・供給部

キシレン発生・供給部

カラム

出口：分析系へ

 

①②酸素ボンベ③ｵｿﾞﾝ発生器④洗浄瓶（処理対象 VOC 含）⑤ガス混合容器⑥ポン

プ⑦吸着剤充填（吸着剤ハニカム装填）カラム 

図 A-(3)-2 排気処理用小型カラム試験装置フローシート 
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Ⅱ.プロトタイプ機試験 

試験装置及び方法 小型カラム試験の試験結果を基にベンチ試験機を製作し、ベンチ試

験機の試験結果を基に更に改良を重ね、プロトタイプ機を製作した。プロトタイプ機を

用いた試験は実用機における運転データ取得、実排気サイトにおける実証試験を主たる

目的としている。プロトタイプ機のフローシートを図 A-(3)-3 に示す。主にオゾン発生

部、VOC 処理部、酸素回収部の 3つのパートからなる。オゾン発生原料としての酸素生

成用 PSA（pressure swing adsorption）の付設、未使用酸素回収用 PSA の新たな設置

等、VOC 処理装置の周辺機器の充実を図った。オゾン発生部は PSA とオゾン発生器から

成り、PSA に導入された空気は酸素濃度が高められてからオゾン発生器に導入されるた

め、高効率にオゾンを発生させることができる。また酸素回収部では、これも PSA で未

使用の酸素を回収する。回収された酸素はオゾン供給部へ戻すことにより酸素の有効利

用が可能となり、装置の経済化を図ることができる。また本装置の中軸となる VOC 処理

部は 2塔式処理装置とした。 

 各塔ごとに 2ステップの操作とし、第 1ステップで処理対象物質含有空気を吸着塔下

部より導入し処理対象物質を吸着させ、第 2ステップでは逆に塔上部よりオゾン含有空

気を導入し吸着剤に吸着されている処理対象物質を分解する。2塔式であるため処理対

象物質の吸着とオゾンによる吸着剤の再生を交互に行うことが可能で、このことによっ

て見かけ上は連続的に排気処理することができる。なお、吸着塔の再生時に塔下部より

流出するガスは、もう一方の吸着塔に導入される処理対象排気に合流させて吸着塔に導

入することとし、系外への処理対象物質の流出を最小限にする工夫を施した。このよう

な試験装置を用い、出口でのオゾン及び炭化水素濃度を追跡した。 

分析 オゾンの測定には紫外吸光度計（東京光電製）、炭化水素濃度の計測には炭化水

素計 HCM-1B（島津製作所）を使用した。 

VOCフリーガス

V-2'V-2

V-1 V-1'送風機

VOC吸着帯

未反応VOC循環ライン

オゾン発生器 PSA-O2
O3 O2

O3+O2+VOC

B塔
A塔 外部空気

O2

送風機
VOC+O3吸着帯V-4'V-4

V-3 V-3'

V-6'

V-5'

V-7'V-7

V-6

V-5

A'塔 B'塔

H17年度新規実施分

VOC

空気

オゾン

酸素

　　　　　オゾン発生部

　　　　　酸素回収部

　　　　　ＶＯＣ処理部

図 A-(3)-3 排気処理用プロトタイプ機フローシート 
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【排水処理】 

 本研究開発では以下のようなⅠ.小型カラム試験、Ⅱ.プロトタイプ機試験を主に実施

した。 

Ⅰ.小型カラム試験 

試験装置及び方法 ①最適吸着剤の選定、②本処理の有効性の実験的検証（吸着処理単

独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理の比較）、③物質収支と反応機構の解明な

どの基礎現象の把握を目的としている。また、反応解析数理モデルを作成し、実験結果

の工学的解析を行った。図 A-(3)-4 に小型カラム試験装置のフローシートを示す。オゾ

ン水溶液と処理対象物質水溶液を予め混合し、一定流速で吸着剤担持ハニカムに流通す

る。カラム出口のオゾン濃度、有害有機物濃度を追跡した。 

分析 オゾンの測定にはインジゴ吸光度法を実施し紫外吸光度計 UV-1600（島津製作所

製）を用いた。アセトアルデヒドの分析には HPLC LC-6A(島津製作所製)（分離カラム：

SH1011（昭和電工製）、検出器：示差屈折検出器 RID-6A(島津製作所製)）を使用した。 

 

分析系へ

吸着剤充填
カラム

オゾン水

処理対象物含有水

 

 
図 A-(3)-4 排水処理用小型カラム試験装置 
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Ⅱ.プロトタイプ機試験 

試験装置及び方法 小型カラム試験結果を基にプロトタイプ機を設計し、運転データの

取得、実排水サイトでの実証試験を目的とする。図 A-(3)-5 にプロトタイプ機のフロー

シートを示す。 

分析 オゾンの測定にはインジゴ吸光度法を実施し紫外吸光度計 UV-1600（島津製作所

製）を用いた。アセトアルデヒドの分析には HPLC LC-6A(島津製作所製)（分離カラム：

SH1011（昭和電工製）、検出器：示差屈折検出器 RID-6A(島津製作所製)）を使用した。 

ハニカム
充填層

 オゾン

分解層

カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
フ
ィ
ル
タ

オゾナイザ

処理対象水

 
 

図 A-(3)-5 排水処理用プロトタイプ機フローシート 
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研究結果と考察 

【排気処理】 

小型カラム試験 

吸着剤の選定 研究の第一歩として、キシレンおよびトルエンを処理対象物質とした場

合の候補吸着剤のスクリーニングを行った。候補吸着剤としてシリカライト、USY、USM、

ベータ（β）、メソポーラスシリカ MCM-41 の 5 種類を用いた。スクリーニング方法とし

て、オゾン(濃度[ppm]:100)と処理対象物質(濃度[ppm]:100)を吸着剤ハニカム充填カラ

ムに流通し(SV[h-1]:48000)、カラム入口の処理対象物質濃度に対する出口の処理対象物

質濃度（相対濃度 C/Co）を測定した。この結果、相対濃度 C/Co はキシレンを処理対象

物質とした場合、シリカライト、USY、USM、β、MCM-41 でそれぞれ 0.75、0.25、0.47、

0.42、0.42 であった。一方でトルエンを処理対象物質とした場合、相対濃度 C/Co はシ

リカライト、USY、USM、β、MCM-41 でそれぞれ 0.62、0.56、0.52、0.45、0.92 であっ

た。従って処理対象物質の流過率から推測されるオゾンと処理対象物質の反応活性は、

キシレンの場合、USY＞β＞MCM-41＞USM＞シリカライトの順であり、トルエンの場合β

＞USY＞USM＞シリカライト＞MCM-41 であることがわかった。 

 シリカライトのオゾン吸着能は他の吸着剤と比較して圧倒的に優れていることが既

に先行研究により明らかとなっているが、この結果から反応には吸着による吸着剤細孔

へのオゾン濃縮だけでなく、他の様々な因子が見かけの反応に大きく影響を与えること

が示唆された。具体的には細孔の窓径が相対的に大きいゼオライトβ及び USY の反応活

性が高く、シリカライト、USM など細孔窓径がトルエン、キシレンの大きさに近接して

いる吸着剤での反応活性が低いことから、処理対象物質の吸着速度が見かけの処理対象

物質の分解速度に大きく影響していることも予測される。（一般的な知見として、吸着

剤の細孔窓径が吸着分子より十分に大きい場合には吸着速度は大きく、細孔窓径に吸着

分子の大きさがほぼ等しい場合には吸着が不可能となったり、吸着しても吸着速度が著

しく小さくなることが知られている。）なお、反応活性因子、反応機構、反応経路など

の詳細については、選定吸着剤を用いた実験で明らかにする。 

 以上の結果、キシレン用吸着剤として USY、トルエン用吸着剤としてβが最適なこと

がわかった。しかしながら、開発装置はトルエンおよびキシレン両方に対応できるよう

な汎用性を持たせることが望ましく、従って吸着剤もトルエンおよびキシレンの両方に

対応できるものを選定することとした。実際トルエン用吸着剤においては USY の反応活

性は最適吸着剤であるβと比べて殆ど遜色なく、キシレン用吸着剤として USY の性能は

圧倒的である。従って今後研究はトルエン、キシレン両方に対して USY を吸着剤として

使用する。 
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本処理の有効性調査（吸着処理単独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理の比較）  

 USY を吸着剤として選定し、吸着処理単独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理

の比較（SV、オゾン濃度、VOC 濃度等全て同条件）を行った。処理対象物質としてトル

エンを用いた。図 A-(3)-6 にその結果を示す。吸着相オゾン酸化処理は吸着と酸化反応

が伴う複雑な反応機構を示すが、吸着と酸化反応をある程度分離して考えることができ

る。 

 Case1、Case2、Case3 はそれぞれ吸着相オゾン酸化、オゾン処理単独、吸着処理単独

でのカラム出口炭化水素（出口/入口相対濃度）の経時変化を示す。Case2 の結果は、

オゾンとトルエンはバルク気相中で反応することとなり、その反応速度は著しく小さく、

SV＝24000hr-1（単位時間当たりの体積流量／吸着剤充填体積）（反応時間に換算して

0.15 sec）程度ではトルエンは殆んど分解されないことを示している。また、Case3 の

結果は、吸着処理単独では初期 30 分程度は除去効率が常にほぼ 100％と高いものの、

30分以降は徐々に初期の除去性能は失われ最終的には60分程度で吸着剤が飽和に達す

る様子を示している。このことは吸着平衡関係からの予測と一致する。それに対し、

Case1 が示す吸着相オゾン酸化（本開発技術）の結果は、初期除去効率がほぼ 100％と

著しく高い上、その除去効果がより長期に渡って持続することが示された。具体的には

破過点（ここでは流過率５％と定義）に達する時間は、吸着処理単独の場合と比較して

5 倍程度伸ばすことができた。更に適切な SV、オゾン/トルエン比を設定することで除

去効率や除去効果持続時間の増大が可能である。以上から、通常のオゾン処理単独プロ
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(実験条件)温度 70℃、SV24000h-1、トルエン濃度 100ppm、 

オゾン濃度 400ppm(Case1,2) 、0ppm(Case3) 

図 A-(3)-6 吸着相オゾン酸化処理（Case1）、オゾン処理(Case2)、 

吸着処理 (Case3)の炭化水素流過特性 
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セスに比べ著しく必要なオゾン量を減じることができ、また吸着処理単独プロセスに比

べ吸着剤の量を著しく減らせ著しくコンパクトな処理方法であることが言える。 

 ただし、流過した成分について GC-MS で定性・定量したところ、流過する炭化水素成

分はほぼ全てトルエンであり、カラム入口より流入したトルエンが未分解のまま流過し

たものと考えられた。吸着処理(Case3)でトルエンが全て流過する時間が過ぎても、吸

着相オゾン酸化処理ではほぼ 100％の除去率を保ち、その後徐々に未分解のトルエンが

流過する点を考えれば、吸着剤が何らかの原因で徐々に劣化する可能性が示唆された。 

物質収支 上記結果より吸着剤劣化の可能性が示唆された。吸着剤に副生成物が蓄積

し、それが劣化（触媒被毒）の原因となっている可能性もあるため、カラム入口からの

全炭素流入、カラム出口からの全炭素流過、カラム内への全炭素蓄積を測定し、物質収

支をとった。700ppm のオゾン、300ppm のトルエンを吸着剤ハニカム装填カラムに 4 時

間流通し、その後オゾン及びトルエンの供給を止め純酸素により残留トルエン等脱着で

きる成分は全て脱着させた。この際カラム入口のトルエン濃度、オゾン濃度、二酸化炭

素濃度、カラム出口のトルエン濃度、オゾン濃度、炭化水素濃度、二酸化炭素濃度を追

跡した。その結果を図 A-(3)-7 に示す。オゾンのみを流通した場合、本 SV では数十秒

程度で 100％オゾンが流過してしまうにもかかわらず、本実験では始め全くオゾンが流

過しない時間が 15 分程度続き、その後徐々にオゾンが流過し始めた。この結果も吸着

剤がバージンの状態ではオゾンとトルエンの反応が十分に進むものの、吸着剤の劣化が

進み徐々に反応活性が失われることを示唆している。 

 また図 A-(3)-7 の結果から炭素収支を整理した結果を図 A-(3)-8 に示した。カラムに

流入した炭素に対し、90％以上の炭素をカラム出口、及びカラム内より検出することが
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(実験条件)温度：70℃、SV：5000h1、 

トルエン濃度：300ppm、オゾン濃度：700ppm 

図 A-(3)-7 各成分の濃度プロファイル 
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できた。このことから、カラムに流入した炭素成分の行方について殆ど分析漏れはなく、

また出口より流過する炭化水素成分はほぼ全てトルエンであることから、有害な副生成

物のカラム出口からの流過は殆どないと言える。（つまりカラム出口からは二酸化炭素

のみが排出し、副生成物の炭化水素成分は全てカラム内部に留めておくことができる。） 

 しかし、これは生成した副生成物の炭化水素成分は強吸着成分であることを示してお

り、やはり吸着剤への反応副生成物の蓄積が劣化を引き起こすことが強く示唆された。

（なお、トルエンは事前の予備実験により可逆的に吸脱着することは確認済みであり、

最後に酸素による脱着時間を十分設けているため蓄積成分はトルエンではない。）つま

り、副生成物が強吸着成分であることで、カラム外部に漏れることはないが吸着剤の劣

化を導くと言える。キシレンにおいても同様なことが言えた。しかし、劣化吸着剤の熱

再生で吸着剤性能は 100％回復することが別途の実験から明らかとなり、また吸着処理

単独よりも吸着剤の寿命が著しく長いことを鑑みれば、熱再生を適切に取り入れること

により本処理技術は実用化できると判断できる。吸着・分解サイクルと熱再生サイクル

を適切に設定・設計できるツールを作成することが必須であり、これについては次項で

詳しく述べる。 

反応モデルによる反応劣化解析 カラム内に球状吸着剤を充填しオゾンとトルエンを

流通した場合の反応シミュレーションモデルを作成した。なお、以下のような仮定をす

る。 

 (a)カラム内に流入した処理対象物質（VOC）は、1.原体のまま吸着される、2.原体の

まま出口より流出する、3.蓄積成分（P）となって吸着剤内に蓄積する、4．二酸化炭素

に転化するかのいずれかであり、式(A)のように総括的な簡易化学反応式に書ける。 
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(実験条件)温度：70℃、SV：5000h1、 

トルエン濃度：300ppm、オゾン濃度：700ppm 

図 A-(3)-8 カラム入口成分、出口成分、カラム内蓄積成分の炭素収支 
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                      (A) 

 

また、蓄積成分 Pは生成後、常に留まるものとする。 

(b)反応劣化解析を行うために、劣化を表現する関数として劣化表現関数 fを仮定する。

関数 f は吸着剤への蓄積成分 P の蓄積量 qP に関する単調減少関数であるとし、後述す

る式(8)のような関数形を仮定した。 

(c)オゾン及び処理対象物質（VOC）は流体中の流れ、粒子・流体間境膜内での拡散、粒

子内の細孔中での拡散、活性点での反応の一連の物質移動と反応をする。 

以上のような仮定に基づき、物質収支式を立てると以下のような式(1)～(7)が成立する 

 なお、式(1)はカラム内でのオゾンの物質収支、式(2)はカラム内での処理対象物質

（VOC）の物質収支、式(3)は処理対象物質（VOC）の吸着剤－流体間境膜での物質収支、

式(4)はオゾンの吸着剤－流体間境膜での物質収支、式(5)はオゾンの吸着剤粒子内での

物質収支、式(6)は処理対象物質（VOC）の吸着剤粒子内での物質収支、式(7)は蓄積成

分の吸着剤粒子内での物質収支である。 
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 この反応解析数理モデルを、実験結果に対して図 A-(3)-9 のようにフィッティングす

ることにより、反応速度定数 k、劣化速度定数 kp 等、必要なパラメータを算出した。

図 A-(3)-9 の実験値と計算値の比較から分かるように、ここでの反応解析数理モデルは

良好に実験結果を記述できた。すなわち、この数理モデルは実機の設計と操作条件の設

定等に対して非常に有効なツールであると言える。例えば、実機の運転条件（SV:2000hr-1

程度）では、実験によって吸着剤の劣化を把握するには膨大な時間を要し、運転条件ご

とに吸着・熱再生プロセスを実験により明らかとするのは難しい。しかしながら、この

ツールでの予測と加速試験（高 SV での実験）を行うことで、吸着・再生プロセスの設

計とその最適運転条件の設定が可能となる。 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0 20 40 60 80 100

時間[分]

濃
度

[p
pm

]

実験値(オゾン)

実験値(トルエン）

反応モデル解析(オゾン）

反応モデル解析(トルエン）

 

（実験条件）使用吸着剤：150～300μm 粉砕ペレット、 

SV：2,000,000h-1、オゾン濃度 225ppm、トルエン濃度 50ppm 

図 A-(3)-9 各成分の濃度プロファイル及び反応モデル解析 
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実サイトでの実証試験 図 A-(3)-10 に東洋インキ顔料製造工場排気サイトでのプロト

タイプ機実証試験の結果を示す。本サイトでの VOC 成分はほぼ 100％キシレンである。

ここで長期運転での吸着剤の劣化も念頭に置き、模擬排ガス（キシレン）にて 2 ヶ月間

連続運転を行いながらも全く吸着剤の再生を行わず、ある程度吸着剤の劣化が進んだ状

態で本サイトでの実証を行った。この結果、7時間程度の運転期間の間、常に除去率 90％

程度を達成した。従って少なくとも本装置は 2 ヶ月程度、吸着剤の熱再生を要せず連続

運転できることが示された。 

コスト試算及び適用範囲（波及効果） 現在、処理容量で 10m3～100m3/h、VOC 濃度で

10～100ppm 程度を想定し開発を行っており、装置コストの試算結果、100-400 万円程度

である。本技術の開発が成功することにより、本技術は大型化することについては容易

な技術であるため、事業終了後の実用化スケールアップで展開しうる適用範囲として処

理容量として 30000m3/h 程度まで想定可能である。 
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（実験条件）オゾン濃度：2000ppm、サイクルタイム 30min、温度 70℃ 

図 A-(3)-10 実排気サイトでの実証実験結果の一例 
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【排水処理】 

 

吸着剤の選定 研究の第一歩としてトリクロロエチレン、アセトアルデヒドを処理対象

物質としたときの候補吸着剤のスクリーニングを行った。候補吸着剤としてシリカライ

ト、USY、USM、ベータ（β）、メソポーラスシリカ MCM-41 の 5 種類を用いた。スクリー

ニング方法として、排気処理の場合と同様にオゾン（濃度[mg/L]：10）と処理対象物質

(濃度[mg/L：10)を吸着剤ハニカム充填カラムに流通し(SV[h-1]:180)、入口の処理対象

物質濃度に対する出口の処理対象物質濃度を測定しカラム内でのオゾンと処理対象物

の反応活性を見た。この結果、計測された出口の入口に対する相対濃度 C/Co はトリク

ロロエチレンを処理対象物とした場合、シリカライト、USY、USM、β、MCM-41 でそれ

ぞれ 0.14、0.82、0.33、0.46、0.24 であった。一方でアセトアルデヒドを処理対象物

とした場合、計測された相対濃度 C/Co はシリカライト、USY、USM、β、MCM-41 でそれ

ぞれ 0.37、0.39、0.38、0.40、0.40 であった。従って、処理対象物の流過率から推測

されるオゾン-処理対象物物質の反応活性は、トリクロロエチレンの場合、シリカライ

ト＞MCM-41＞USM＞β＞USY の順であり、アセトアルデヒドの場合いずれの吸着剤を用

いてもほぼ遜色ない性能を示した。排水処理においても排気処理の場合と同様、見かけ

の反応に様々な因子が絡み合い影響していることが予測されるが、ここもあくまで使用

吸着剤のスクリーニングを目的とし、その反応活性因子、反応機構、反応経路などの詳

細には立ち入らない。以上の結果、トリクロロエチレン用吸着剤としてシリカライト、

アセトアルデヒド用吸着剤としては候補吸着剤全てが有効であることが示唆された。し

かしながらやはり様々な処理対象物質に対応できるような汎用性を有する製品の開発

が望ましく、従って吸着剤もトリクロロエチレン、アセトアルデヒドの両方に対応でき

るものを選定することとした。実際トリクロロエチレン用吸着剤、アセトアルデヒド用

吸着剤として伴にシリカライトが最適である。従って以後の実験では、シリカライトを

吸着剤として選定することとした。 

本処理の有効性 シリカライトを使用吸着剤として選定し、排気処理の場合と同様に吸

着処理単独、オゾン処理単独、吸着相オゾン酸化処理の比較を行った。処理対象物質と

してアセトアルデヒドを選定した場合を一例として図 A-(3)-11 にその結果を示す。

Case1、Case2、Case3 はそれぞれ吸着相オゾン酸化、オゾン処理単独、吸着処理単独の

小型カラム試験でのカラム出口アセトアルデヒド（出口/入口相対濃度）の経時変化を

示している。Case2 の結果はオゾンとトルエンはバルク気相中では反応速度が著しく小

さく、本実験条件では殆んどアセトアルデヒドは分解されないことを示している。また

Case3の結果はシリカライト担持ハニカムによる吸着除去単独では積算流量300ml程度

で吸着剤が完全に破過している。これに対し、吸着相オゾン酸化では排気処理の場合と

は異なり、徐々に流過し始める時間はほぼ同じものの、処理効率が 5 割程度で定常的に

処理できていることがわかる。また、オゾン濃度、SV 等の運転条件、ハニカムの最適
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化を図ることにより、吸着相オゾン酸化の処理効率はさらに上げることができよう。 

物質収支 排気処理と同様、生成物の定性、定量を行った。その結果を図 A-(3)-12 に

示すが、アセトアルデヒドは 7 割～8割程度酢酸に転化され、カラム出口より流過して

いることが分かった。排気処理の場合、より強吸着成分が生成されそれが吸着剤に蓄積

することで吸着剤の劣化が進むのに対し、排水処理（処理対象物質：アセトアルデヒド）

の場合、より弱吸着成分である（より水溶性の）酢酸が生成し、速やかに脱着するため

吸着剤の劣化はなく定常的な処理が可能である。トリクロロエチレンの処理についても、

反応が著しく速やかに進行する上、1mol のトリクロロエチレンの分解に対し 3mol の塩

素イオンの剥離を検出し、ほぼ完全に無機化していることを確認している。従ってこち

らも定常的な処理が可能である。なお酢酸は生物易分解性のため、後段に生物処理を設

置（生物処理は安価で設置可能）することで容易に無機化することができる。 
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（実験条件）SV：6、オゾン濃度 7 mg/L、アセトアルデヒド濃度 12 mg/L 

図 A-(3)-11 吸着相オゾン酸化処理（Case1）、オゾン処理(Case2)、 

吸着処理 (Case3)のアセトアルデヒド流過特性
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（実験条件）SV：6、オゾン濃度 7ppm、アセトアルデヒド濃度 12ppm 

図 A-(3)-12 各成分の濃度プロファイル及び反応モデル解析 
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反応モデル解析作成と必要パラメータ取得 排気処理の場合と同じ仮定に基づき、数理

モデルを作成した。基礎式を以下に示す。 

式(9)はカラム内での物質収支式、式(10)はバルク流体－吸着剤間境膜での物質収支式、

式(11)はハニカム担持吸着層内での物質収支式を示している。この反応解析モデルを実

験結果に対して図 A-(3)-12 のようにフィッティングし、反応速度定数Ｋ等、必要なパ

ラメータを算出した。フィッティング結果は良好であり、最適な吸着槽の設計等が可能

となった。 

反応速度のハニカム構造依存性 得られたパラメータを用い処理性能のハニカム構造

依存性を調べた。この結果の一例として、アセトアルデヒド 80％分解に必要なハニカ

ム上の吸着剤層の厚みとハニカム目開き幅の関係を図 A-(3)-13 に示す。この結果、吸

着剤の担持量をより増大させること、ハニカムの目開きを小さくすることでハニカム層

高の大幅な低減、つまりは大幅な SV の増大が可能で、本装置の有効性を著しく向上可

能である。このことは同時に現在の使用ハニカムでの見かけの反応速度はアセトアルデ

ヒドが吸着剤細孔内に至るまでの拡散に大きく律されていることを示している。今後、

ハニカム構造をより密にする、もしくはハニカム吸着剤にこだわることなく、充填量が

大きく充填構造を密にでき、市販されている一般的なペレット吸着剤を使用すれば、本

技術が実用化できると言える。 
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(条件)オゾン濃度 7 mg/L、アセトアルデヒド濃度 2 mg/L、流通線速度 1cm/min 

図 A-(3)-13 アセトアルデヒド 80％除去に必要な吸着剤層厚み H 
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実排水を用いた実験 図 A-(3)-14 に東京大学生産技術研究所試作工場排水を用いた実

験の結果を示す。なお本サイトでは 30000mg/L もの DOC(dissoluble organic carbon）

が含有されており、その排水中のアセトアルデヒド濃度 25ppm になるようアセトアルデ

ヒドを添加し、その排水を処理することで実排水中でのアセトアルデヒド処理効率を調

べた。比較のため、蒸留水系で実験を行った場合も示す。この結果、30000mg/L もの DOC

を含むにもかかわらず、蒸留水系と比較して殆ど除去性能が低下しないことが示された。

（定常状態での除去性能は蒸留水系で 5 割程度、実排水で４割程度。）排水性状を調べ

たところ、分子量分画 6000 超の高分子有機物が多く、しかも殆どオゾンを消費しない

ことが別途の実験から分かった。つまり、DOC 成分は細孔窓径に比べ分子サイズが大き

な成分が支配的であり、細孔内への侵入が不可能なため、これらの DOC 成分による影響

を受けることなく反応が有効に進行したものと推察された。従って本技術は、実排水の

性状を把握して、前述の数理モデルによる処理の予測と、適切な前処理・後処理の組み

合わせを考えることで、実用化されると思われる。 

コスト試算及び適用範囲（波及効果）現在までの実験結果を基に試算した、表 A-(3)-1

に各オゾン濃度、処理容量毎のコスト試算を行った。また、この試算を基に現在、図

A-(3)-15 に本装置の適用範囲をバックグラウンド TOC、処理容量について整理した。現

在、処理容量で 2m3/day、処理対象有機物 10 mg/L 程度を想定し開発を行っているが、

事業終了後の実用化スケールアップで展開しうる適用範囲としてバックグラウンドTOC

濃度 70 mg/L、処理容量 1～5m3/day 程度を想定可能である。 
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（条件）アセトアルデヒド濃度 25 mg/L、オゾン濃度 12 mg/L、SV6h-1 

図 A-(3)-14 実排水サイトでの実証実験（蒸留水系との比較） 
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表 A-(3)-1 濃度、処理容量毎のコスト比較 

 

0.040.220.45(kW)オゾン発生器消費電力

74227368(万円)装置費（車上渡し）

185690(万円)ｵｿﾞﾝ発生器ｺｽﾄ

0.80.80.8(万円)吸着剤ｺｽﾄ

55170276(万円)装置本体(ﾊｰﾄ )゙ｺｽﾄ

222(ton/day)容量

1050100(mg/L)COD濃度
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図 A-(3)-15 本装置の適用範囲及び今後の波及効果 
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結言 

 

1.  排気処理および排水処理の双方において、吸着相オゾン酸化処理は、オゾン処理

単独、もしくは吸着処理単独と比べて、処理対象物質の除去に有効であり、省スペース

かつ低コストの装置を実現し得ることを実験的に実証した。 

 

2. 本開発プロセスに用いる吸着剤のスクリーニングを行い、排気処理用吸着剤（主と

してトルエン及びキシレン用）として USY を、排水処理用吸着剤（主としてアセトアル

デヒド及びトリクロロエチレン用）としてシリカライトを最適吸着剤として選定した。 

 

3.  排気処理および排水処理の双方において、処理対象物質の装置出口濃度の経時変

化と物質収支を明らかにし、これを記述する数理モデルを構築した。 

 排気処理においては、処理ガスの中には処理対象物質の原体が流出することはあって

も、副生成物等の流出は検知されなかった。また、9割以上の炭素収支が取れ、導入さ

れた処理対象物質は、①原体のまま流過、②分解して二酸化炭素になり流過、③分解副

生成物となり吸着剤に蓄積のいずれかであることが明らかとなった。そして、これらを

解析する数理モデルとそのパラメータ値の決定を完了し、これまでの実験結果を良好に

記述できた。なお、検討の過程で、分解副生成物の吸着剤への蓄積は反応活性劣化を引

き起こすことが明らかとなった。しかし、この吸着剤の反応活性劣化は熱再生で性能を

100％回復させることができる。また吸着処理単独よりも吸着剤の寿命が著しく長く、

吸着剤交換の手間・コストを大幅に削減できるため、熱再生による若干のコストアップ

はあっても、トータルではランニングコストの低減は可能であり、本処理技術は十分実

用化できる。 

 排水処理においては、処理対象物質は定常的に処理できることがわかった。トリクロ

ロエチレンにおいてはほぼ無機化が確認された。アセトアルデヒドについては、一部は

完全分解には至らず酢酸に転化するが、無害化はしている。これらの現象も、排気処理

の場合と同様な数理モデルにより、良好に記述できた。分解副生成物の処理を含め、適

切な前処理・後処理（生物処理等）との組合わせを視野に入れた実用化が考えられる。 

 ここで構築した数理モデルは、実機の設計と操作の決定に有効なツールとして、平成

18 年度活用される。 

 

4.   実排気・排水を対象としたプロトタイプ機による実証実験でも（短期間の実験で

はあるが）、吸着相オゾン酸化技術の特長は確認できた。今後、長期運転データを取得

するとともに、上述の 3.、及び長期運転における吸着剤再生の最適条件の検討を行い、

その結果を反映させて、平成 18 年度中に実機設計を行う。 
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２－Ａ－（４） 「マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発」 

 

プロジェクトリーダ：（社）産業環境管理協会 常務理事 指宿堯嗣    

実施企業   株式会社ＲＥＯ研究所 （独）産業技術総合研究所 

 

 (1 )目標の達成度 

産総研における実験室レベルでの基礎試験研究とＲＥＯ研究所におけるベンチスケールプラン

トを利用した実排水処理試験を平成16、17年度に行い、1)マイクロバブル圧壊によるフリーラジ

カル（ヒドロキシルラジカル、OHなど）の生成の確認、2)高濃度マイクロバブルの発生（2000個

/ml）と高効率な圧壊を実現する装置の開発、3)オゾンマイクロバブル圧壊によりフェノールの分

解が進むことを確認、4)フェノールを含む実排水の処理が可能なことを確認し、フェノール分解

量の目標値を達成するシステムを明らかにするとともに、システムの自動制御に関する知見を得

た。その他２つの対象物質（N,N-ジメチルホルムアミド、トリクロロエチレン）について検討が

遅れていること、フェノール実排水処理データの解析（排水成分と処理速度の相関、白色沈殿の

生成など）が十分でないこと、分解生成物の未確認、などがあり、現時点での目標達成度は8割程

度と考えられる。2つの対象物質について実験方法は分かっており、実験の加速を図ることで解決

できる。 

本研究開発の最終目標である実排水処理システムの試設計については、実施企業によるエンジ

ニアリング展開により達成できると考えている。具体的には、フェノール模擬排水を用いてオゾ

ンマイクロバブル高濃度発生-圧壊によるフェノールの分解の化学工学データ（分解速度の気液流

量比、オゾン-フェノール濃度比、反応温度、pHなどの依存性など）を取得し、オゾン利用効率の

高い反応条件、反応器構造などを決定する。これらのデータに基づき最適化した装置を現場に設

置し、各種BOD、COD物質が共存するフェノール実排水の処理実験を行う。フェノール分解率、BOD、

COD値の減少、オゾン利用効率、分解生成物の分析測定などのデータを取得、解析することで、実

規模での排水処理システムを試設計する。システムの大きさ、建設、運転に必要なコストを見積

もることで、他の水処理技術（活性汚泥法などの生物処理法、オゾン曝気法などの物理化学的処

理法）によるシステムと比較し、本技術の優位性を検討するとともに、他の方法と組み合わせた

実用的な水処理方法を提案する。  

 

 (2)成果の意義 

PRTR対象物質などを含む工場からの排水処理技術を確立するための実用化研究である。現在、

多くの有機系排水は主に活性汚泥法により処理されているが、化学工業、繊維工業、プラスチッ

ク製造業などの事業所からの排水には、有害性があり、微生物による分解性が小さい化学物質が

含まれることがあり、その処理は容易ではない。このため、排水基準をクリアーするために排水

を大量の水で希釈している事業所、排出基準の低い下水道に放流している事業所や有害化学物質

を意図的に気化して散逸させている事業所も存在している。BOD、COD、N、Pの総量規制強化など

に見られるように、国、地方自治体は排出基準を厳しくしており、各種産業において多くの事業

所が経済的に妥当な排水対策技術を求めている。この様な状況において、本事業で開発している
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マイクロバブルの圧壊による有害で難分解性の化学物質を含む排水の処理が実用化されれば、国

内外において大きな市場を手にするのみでなく、世界に誇れる水処理技術として環境対策に大き

な貢献が期待できる。 

 マイクロバブルの圧壊という方法は、気液の接触効率が非常に高く、もっとも酸化力の強いヒ

ドロキシルラジカル（OH）等を水中で効率的に発生できる特徴をもつ、世界初の国産技術である。

OHと反応する全ての有機系化学物質を対象とすることができ、難分解性の化合物を含む排水の処

理、着色排水の処理、さらに上水などの処理においても利用できる汎用性に優れた技術である。

水処理に本技術が適用できることを示した成果は、投入された予算に十分に見合うものと考えら

れる。 

 

 (3)特許の取得 

マイクロバブルの圧壊に関する基本特許はプロジェクト実施以前に出願済みである。この２年

間は基礎試験が中心であったため、特許化に比重を置いてこなかった。今後、水処理技術という

応用面での特許取得を考えていく。 

 

 (4)論文発表・成果の普及論文の発表 

論文発表という形ではまだ不十分なレベルであるが、年度ごとの成果に示すように、様々な学

協会、工業会での特別講演、プレス発表を多数行ってきた。その結果として、多くの企業から本

技術について問い合わせを受けており、メールや電話、直接の面談を通して、本技術の意義を説

明し、実用化に向けた普及に努めている。 

 

１． 研究概要 

 本事業は、化学物質のリスク削減に資するエンドオブパイプ対策（排出工程での対策）に

関連して、効率的で汎用性が高く、実用性に優れた環境負荷物質の分解技術に関する研究開

発を行うことを目的とする。具体的には、超微小気泡（マイクロバブル）を効率的に圧壊さ

せることにより生じる大量のフリーラジカルを利用して有害化学物質を効率的に分解する

技術の開発を行う。 

 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づく

PRTR制度の導入や化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）の改正などに伴

い、化学物質の製造や取り扱いなどにおいて、環境への負荷低減を前提とした適切な管理が

強く求められている。その中において、化学工場を始めとした固定排出源における化学物質

管理を促進するため、中小企業を含む事業所等が自主的に有害化学物質を回収及び無害化処

理するための技術開発が不可欠な課題となっている。 

本事業では、処理対象水中にマイクロバブルを大量に発生させ、これを水流循環の中で効

率的に圧壊させて発生する多量のフリーラジカルを利用して、中小企業でも利用可能な汎用

性が高くかつ処理効率やコストの面で優れた有害化学物質の削減技術の開発を進める。 

対策優先度の高い有害化学物質の大部分に適応可能な汎用性の確保を目指すものである

が、3年間の期間中における具体的な対象物質として、優先的に取り組むべき削減対象物質
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の上位20物質に含まれ、工場排水での処理が問題となっているフェノールとN,N-ジメチルホ

ルムアミド、及び地下水汚染を引き起こしているトリクロロエチレンを選定し、これらの排

水基準を満たすレベルまで処理できる技術開発を行う。表A-(4)-1に示すように、選択した

物質はPRTR対象物質として重要であるばかりではなく、異なる化学的性質と用途をもってお

り、本技術の広範な応用を考える上にこれらの3物質の検討は意義が高い。これらの有害化

学物質を含む排水を効率的に処理できる連続システムを一つのユニットとして設計試作し

て実験を行い、エンジニアリング展開を経て、実用化展開に結びつける。 

 

 
  本事業で開発する技術は、世界で始めて確認したマイクロバブルの圧壊による多量のフリ

ーラジカル発生現象を基礎としている。マイクロバブルは気泡径50μm以下の超微細気泡で

あり、2相流せん断方式などにより、ここ5年程度前より技術が一般にも利用できるようにな

ってきている。マイクロバブルの特徴は自己加圧効果と特異な表面電位特性であり、その特

徴を利用して閉鎖水域における貧酸素水塊の水質改善や水中の懸濁有害物質の浮上除去な

どへの利用が検討されてきた。 

マイクロバブルには気泡径に反比例した自己加圧効果がある。気泡径が小さいほど内部圧

力が高く、それに比例して気体の溶解能が高くなり、この結果として、小さな気体ほど急速

に縮小し、原理的に内部圧力が無限大に高まって消滅する。ただし、マイクロバブルを単純

に放置したのみでは、内部圧力は高まっても、内部温度の増加には至らない。マイクロバブ

ルに物理的な刺激を与えることで縮小速度を急激に高めると断熱圧縮過程となり、バブル消

滅の瞬間に超高圧で超高温度のホットスポット（極限反応場）が形成される。これにより周

囲に存在する水などの分子が分解され、ヒドロキシルラジカル（OH）などのフリーラジカル

が発生する。この現象は水中への超音波照射においても確認されているが、マイクロバブル

の場合には、超高温度領域の形成に加えて、気泡自身の持っている表面電荷の微小領域への

濃縮が起こるために、超高電場での複合作用となる。その結果、超音波照射では達成不可能

なレベルの多量のフリーラジカル生成が可能である。その基本メカニズムを図A-(4)-1に示

表 A-(4)-1 削減対象物質に関するデータ 

化学 

物質 
種類／用途 

国内生

産量

（ｔ） 

PRTR データ （2002） 

No.
届出

移動

量（t）

順

位

届出

排出

量（t）

順

位

大気へ

の排出

（％）

排出業種・備考 

フェノ

ール 

芳香族化合物

／樹脂・合成

原料 

891,000  266 2,647 21 623 33 98 

窯業・土石製品製造業、

非鉄金属製造業、輸送用

機械器具製造業、化学工

業、プラスチック製品製

造業 

N,N-ジ
メチル

ホルム

アミド 

含窒素化合物

／溶剤、ガス

吸収剤 

50,000  172 8,189 6 5,217 8 88 

化学工業、繊維工業、電

気機械器具製造業、ゴム

製品製造業 

トリク

ロロエ

チレン 

有機塩素化合

物／洗浄剤、

溶剤、抽出剤 

72,000  211 8,351 23 6,048 7 100 

金属製品製造業、輸送用

機械器具製造業、プラス

チック製品製造業、電気

機械器具製造業、鉄鋼業

経済産業省、平成１４年度ＰＲＴＲデータ集計結果（2004）、環境省、化学物質の環境リスク評価第２巻（2003）

などによる。 
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す。 

断熱圧縮
電荷濃縮

マイクロバブル

消滅（圧壊）
・ＯＨ

・ＯＨ

有機系化学物質

ラジカル

分解

超高温、超高電場

物理的な刺激

 

図A-(4)-1 マイクロバブルの圧壊と有害化学物質の分解 

 

このマイクロバブルを短時間に収縮消滅（圧壊）させる技術を確立し、圧壊によって生成

するフリーラジカルを有害化学物質の分解に利用することが、本事業の目的である。物理的

な刺激としては瞬間的な加圧場の形成が有効であり、流動場にオリフィスなどの抵抗体を挿

入し、この抵抗体をマイクロバブルが通過する時に生じる圧力刺激によって、マイクロバブ

ルを高い効率で圧壊できる見通しを得た。 

本研究開発では、産業技術総合研究所は主に基礎的な部分を、ＲＥＯ研究所は実用化に関

連した応用的な部分を担当し、両者が連携して、プラスチック加工業、金属加工業、化学品

製造業、繊維工業などの事業所排水中に含まれる有害化学物質をマイクロバブルの圧壊技術

により、高効率で無害化分解処理が可能な経済性に優れた小型なシステムを開発する。その

ため、下記の研究開発項目を実施する。 

 

１）マイクロバブルの圧壊による排水中有害化学物質の高効率分解処理システムの開発 

超音波によるフリーラジカル発生に対して、消費エネルギー当たりの発生量が100倍程度

である低濃度型マイクロバブル発生・圧壊方法（平成16年度時点の方法）を改良して1,000

倍以上に高めることにより、経済性のあるコンパクトな排水処理システムを実現する。研究

開発の内容を以下に述べるとともに、そのフローを図A-(4)-2に示す。 

 

現行システムの難分
解性への適応

マイクロバブル
の圧壊の効率化

現象の解明

圧壊の効率化

最適分解条
件の探索

ユニットシス
テムの完成

エンジニアリ
ング展開

現行システムの難分
解性への適応

マイクロバブル
の圧壊の効率化

現象の解明

圧壊の効率化

最適分解条
件の探索

ユニットシス
テムの完成

エンジニアリ
ング展開

 

 

図A-(4)-2 排水中有害化学物質分解システムの研究開発フロー 

具体的な研究開発課題 

① コンパクトな構成でかつ省エネルギーな大量のフリーラジカルを生成するマイクロバブ

ルの圧壊技術を確立する。 

② マイクロバブル圧壊により、化学工場などからの排水に含まれる対象化学物質を分解処理
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できることを確認する。 

③ 上記の要素技術をベースとして、排水処理のユニットシステムを設計、試作する。対象

とする有害化学物質は、フェノール、N,N-ジメチルホルムアミド及びトリクロロエチレンの

3物質とし、これらについて、表A-(4)-2に示す分解量、分解率を設定し、ユニットとしての

性能を評価する。確立されたユニットをベースにして、化学工学データの取得とそれらの解

析によって装置、処理システムを最適化し、実排水の処理実験（実証試験）を行う。最終的

には、化学工場などの実排水処理システムの試設計を行う。 

 

表A-(4)-2 排水中の処理対象物質と目標とする性能 

化学物質名 
フェノー

ル 

N,N-ジメチ

ルホルムア

ミド 

トリクロ

ロエチレ

ン 

処理濃度（mg/L） 300 300 100 

処理水量（m3/h） 0.6 0.6 0.6 

原物質の分解率（%） 90%以上 90%以上 90%以上 

 

本研究開発の全体スケジュールを図A-(4)-3に、年度展開を以下に記載する。 

産業技術総合研究所

圧壊メカニズムの解明
・ガス種を変えたラジカル実験
・電荷の濃縮が重要

高濃度型の開発
・気泡発生 2000個/ml以上
・圧壊手法の確立（発生直後に圧壊）

圧壊（ラジカル発生）のメカニズム解明
・高濃度イオン場と添加塩類の影響

REO研究所

現行システムでの実験
・化学工場からの排水処理を実施
・発泡が激しく処理は困難

高濃度型の適応
・一次処理に高濃度型を利用
・発泡を抑えることに成功
・処理速度も向上

実機システムによる実験
・連続運転による実排水処理
・気相化学物質への対応
・ｐH値による制御システムの確立

単物質の分解実験と
複合的相乗効果の検証

・分解生成物などの測定
・反応メカニズムの解明

16年度 17年度

実証実験装置

工場実排水

データ収集

エンジニアリング展開

実規模排水
処理システム
の試設計

産業技術総合研究所

圧壊メカニズムの解明
・ガス種を変えたラジカル実験
・電荷の濃縮が重要

高濃度型の開発
・気泡発生 2000個/ml以上
・圧壊手法の確立（発生直後に圧壊）

圧壊（ラジカル発生）のメカニズム解明
・高濃度イオン場と添加塩類の影響

REO研究所

現行システムでの実験
・化学工場からの排水処理を実施
・発泡が激しく処理は困難

高濃度型の適応
・一次処理に高濃度型を利用
・発泡を抑えることに成功
・処理速度も向上

実機システムによる実験
・連続運転による実排水処理
・気相化学物質への対応
・ｐH値による制御システムの確立

単物質の分解実験と
複合的相乗効果の検証

・分解生成物などの測定
・反応メカニズムの解明

16年度 17年度

実証実験装置

工場実排水

データ収集

エンジニアリング展開

実規模排水
処理システム
の試設計

 

図A-(4)-3 研究開発の年度展開 

 

① 1年度目（平成16年度） 

基本要素技術であるマイクロバブルの圧壊の効率化を進めるとともに、現行の技術を利用

Ⅲ.2－70



して対象とする有害化学物質の分解実験を行った。これにより現行技術の課題を明確にする

とともに、反応の機構を解明することで実用化に向けた分解反応の高効率化を図った。マイ

クロバブルの圧壊は渦流下での圧縮と膨張が鍵となるため、流速やパンチング板の孔径が圧

壊に与える影響を定量的に評価し、その効率化を検討した。また、圧壊による有害化学物質

の分解にはフリーラジカルが大きく関与しているため、分解に作用する主要フリーラジカル

種の特定を行うとともに、そのラジカル種を増加させるための工夫を行った。 

 

② 2年度目（平成17年度） 

  初年度の成果を反映させた処理システムを利用してベンチスケールレベルでの実験を実

施した。産業技術総合研究所においてはフェノールなどの単物質の分解実験を実施すること

により、本手法の特徴を明確にした。また、圧壊の作用についてより深い考察を加えた。一

方、ＲＥＯ研究所においてはベンチスケールレベルの連続処理システムを構築して、実排水

を対象としてデータを蓄積した。 

 

今後の展開 

今後は実用装置、システム開発のためにエンジニアリング展開を想定している。フェノー

ル模擬排水を用いてフェノール分解の化学工学データ（分解速度の気液流量比、オゾン-フ

ェノール濃度比、反応温度、pHなどの依存性など）を取得し、オゾン利用効率の高い反応条

件、反応器構造などを決定する。これらのデータに基づき最適化した装置を現場に設置し、

フェノール実排水の処理実験を行う。フェノール分解率、BOD、COD値の減少、オゾン利用効

率、分解生成物の分析測定などのデータを取得、解析することで、実規模での排水処理シス

テムを試設計する。他の水処理技術（活性汚泥法などの生物処理法、オゾン曝気法などの物

理化学的処理法）によるシステムと性能、コストなどを比較し、本技術の優位性を検討する

とともに、他の方法と組み合わせた実用的な水処理方法の提案を行う。なお、システムの完

成予測図を図A-(4)-4に示す。 

 

気泡発生・圧壊部

処理水

処理水

処理水

沈殿物

浮遊物

処理排水

原水

一次反応槽
(前処理）

二
次
反
応
槽 三

次
反
応
槽

最
終
沈
殿
槽

気泡発生・圧壊部

循環ポンプ

 

図A-(4)-4 システムのフローダイアグラム 
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２． 研究方法、研究結果および考察（いくつかの研究から成り立つため、項目ごとにまとめた） 

２－１.マイクロバブル発生効率の向上 

ａ）研究方法 

初年度の研究により高濃度マイクロバブル圧壊法を完成させたが、全体システムのコンパ

クト化を図るためには可能な限り高濃度なマイクロバブル発生が鍵となる。そこで新しい流

体力学計算法である格子ボルツマン法（LBM）を用いた数値実験（コンピュータシミュレーシ

ョン）を行い、もっとも効率的にマイクロバブルを発生するための詳細な構造について検討

するため、一様なせん断応力が作用する 3 次元の流れ場に浮かぶ気泡を模擬した液滴の変形

および分裂現象を調査した。 

ｂ）結果と考察 

せん断応力の強さ、液滴の数密度（液滴間距離）および初期配置を変化させた数値実験を

行った結果、（1）液滴数密度が増加すると、同じせん断応力の強さに対して変形や分裂は起

こりにくくなる、（2）同じ液滴の直径と数密度の条件でも、初期配列によって液滴の分裂が

起こったり逆に抑制されたりする、（3）多数の液滴を分裂させるには、各気泡を異なるせん

断面上に配置して変形を促進させる必要がある、等が明らかになった。これらの知見から、

微細気泡発生装置の最適化設計指針として、高効率で多数の微細気泡を生成させるためには、

（1）気体注入ノズル（＝気泡の初期配置場所）の数を増やす、（2）ノズルをそれぞれ異なる

せん断応力面（主流方向に対して異なる高さの位置）上に配置する、（3）座標の回転移動に

より分裂しない気泡配列（例：Case(A)）は分裂する配列（例：Case(B)）へ変更できること

から、せん断と回転（旋回）を組み合わせた液体の渦によるスパイラル運動によって気泡の

相対位置を適度に変化させて気泡分裂を促進させる、等が確認された 

以上により、高濃度なマイクロバブルを発生させるためには可能な限り大量の気体を効果

的に分断させ必要がある。従来から、その試みが図られてきており、様々な種類のノズルが

開発されている。我々も旋回流を利用したマイクロバブル発生用のノズルを開発し、気泡濃

度として 2,000 個/mL 以上のマイクロバブルを発生させることに成功した。本研究成果をベ

ースとしてノズル自体は同様のものを利用しながら、そこに至る気体の供給形態を工夫する

ことによって、より高濃度（3,000 個/mL レベル）のマイクロバブルを安定して発生させる方

法を確立できると考えている。 

 

２－２. マイクロバブルの効率的圧壊技術の確立 

a)研究の方法 

本技術開発の最大の特徴はマイクロバブルの圧壊を利用することである。そこで圧壊技術の

確立を図るため圧壊のメカニズムについて検討を行った。特に圧壊によってフリーラジカルの

生成に至る機構について明確化した。具体的には、スピントラップ剤としてDMPO（5,5-ジメチ

ル-1-ピロリン-N-オキシド）を利用して、マイクロバブルの圧壊によって発生するフリーラジ

カルを電子スピン共鳴法により解析した。 

ｂ）結果と考察 
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スピントラップ剤を含む蒸留水３Lに酸素マイクロバブルを10分間流通したものを電子スピ

ン共鳴法で測定した結果を図A-(4)-5に示す。測定されたラジカルはヒドロキシルラジカルに

帰属できるものであった。図A-(4)-5の下のスペクトルはオゾンを含む空気を10秒間、マイク

ロバブルとして30Lの水に供給し、圧壊したときに得られたものであり、非常に短時間でOHが

生成したことがわかる。なお、接触時間を長くすると、この吸収は観察されず、大量に発生す

るOHによってスピントラップ剤が分解されるためと推定された。 

 

 

図A-(4)-5 (上) 蒸留水3Ｌに10分間、酸素マイクロバブル（低濃度型）を流通・圧壊させて生成

するラジカル、（下）10秒間オゾンマイクロバブル流通圧壊の場合、（1:2:2:1のピークOHに帰属で

きる） 

 

マイクロバブルの自然圧壊によるフリーラジカルの生成は、この発生メカニズムが超音波に

見られたような断熱圧縮による超高温度場の形成に伴うものとは異なることを示している。自

然圧壊の場合、収縮速度は超音波に比べて著しく遅く、断熱圧縮過程を想定することは明らか

に不可能である。そのためフリーラジカルの発生に結びついた極限反応場としては高温度以外

の現象で説明せざるを得ない。 
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         図A-(4)-6 気泡の自然圧壊時におけるゼータ電位の変化 

    

 マイクロバブルの自然圧壊によるラジカル発生を考える上で参考となるのがマイクロバブ

ルの表面電荷の変化である。一つの気泡のみに注目した場合に、気泡径が小さくなるほど縮小

速度も増加することを先に示したが、ζ電位についてもやや異なった様相がわかる。すなわち、

気泡の電位は一定の値から動かないのではなく、気泡が小さくなるに従ってζ電位の値も急激

に増加する。 

 気泡のゼータ電位は単位面積当たりの電荷数に比例している。そのため、図A-(4)-6に認め

られるようなゼータ電位の増加は気液界面の単位面積当たりの電荷濃度が急激に増加してい

ることを反映している。水中において電荷はイオンによってもたらされる。そのため、この様

な現象は次のように解釈することが出来る。すなわち、気液界面にはバルクに比べてより多く

のイオン類が集積している。マイクロバブルの圧壊にともない、気液界面の面積が急激に減少

したときに、界面のイオン類は過剰になる。過剰になったイオン類はバルク中に拡散するため、

図A-(4)-6において、気泡径が20μｍよりも大きい条件下での縮小では、その縮小速度が小さ

いため、電荷の上昇は認められない。気泡が小さくなるほどにその縮小速度も大きくなるが、

それと同時に界面における電荷の密度も非常に大きくなる。このことは界面におけるイオンの

バルク中への拡散速度はあまり大きなものではなく、気泡の縮小速度が増加した場合、逃げ切

れなくなったイオン類が界面に濃縮することを示唆している。すなわち、圧壊の瞬間には極め

て高濃度なイオン場がマイクロバブル周辺に形成される。 

マイクロバブルの圧壊は気泡が水中で完全に消滅する現象を示している。気液界面での電荷

（イオン）は界面の存在により形成されているため、圧壊により気液界面が消滅すると極めて

高濃度に濃縮したイオン群が瞬時に解き放たれる。このことがラジカルの生成につながってい

る可能性が考えられる。つまり、電荷が濃縮して蓄えられたエネルギーが瞬時に解き放たれる

ときに、フリーラジカルとして放出されると解釈できる。 

 

２－３．複合的相乗効果の解明 
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ａ）研究の方法 

 マイクロバブルの圧壊を利用した排水処理の大きな特徴の一つは、排水が多成分であるほど

処理が進みやすいことである。分解反応を促進する媒体としてはイオン類や発生するラジカル

種を変化させるような要因物質が考えられるが、複雑な現象であることが予測される。そのた

め、単物質の分解について調べ、複合的相乗効果の誘導因子の解明の基礎資料とする。 

実験では蒸留水にフェノールを添加して1mM（フェノール濃度として94 ppm）の溶液を作り、

これを模擬排水として分解実験に使用した。排水処理の目的は、単にフェノール単体を分解す

ることではなく、水中に存在している有機成分を除去して環境負荷を低減することである。そ

のため、まずマイクロバブルの圧壊で有機系成分をどの程度除去できるかを検討した。試験に

利用した装置は我々が開発した高濃度型マイクロバブル発生装置である。実験ではオゾンを含

むガスをマイクロバブルとして供給しながらこれを圧壊させた（オゾンの供給量として1時間当

たり5ｇ：約100mmolオゾン）。 

時間経過に合わせて採取した試料をただちに全有機炭素計（TOC計）および液体クロマトグ

ラフにより分析した。 

 

ｂ）結果と考察 

試験結果を図A-(4)-7に示す。この試験ではサンプル水量を約30Ｌ（フェノール量として約3

0mmol）でスタートし、逐次、試料を採取しながら、液体クロマトグラフにより中間成分など

を分析した。測定時に利用した移動相（溶離液）は、10mMリン酸(ナトリウム)緩衝溶液（pH=2.

6）であり、リン酸二水素ナトリウム二水和物(M.W.=156.01) 5mmol(0.78g)とリン酸(85%,14.7

mol/L) 5mmol(0.34mL)に蒸留水を加えて全量1Lとして作成した。 

 試験開始から80分程度でフェノール自体は、ほぼ完全に分解した。すなわち、約30 mmolのフ

ェノールが供給したオゾン（1時間に約100mmol）バブルによって分解されたことになる。反応

の中間生成物として、ベンゾキノンやヒドロキノン（？）、ギ酸、シュウ酸が見いだされた。

本分析法ではギ酸とシュウ酸を区別できなかったが、最初にギ酸が生成され、次にシュウ酸に

なると考えられた。なお、3時間で実験を終了しているが、全有機炭素（TOC）計のデータから、

シュウ酸もほぼ完全に分解していくものと考えられた。また、比較実験としてオゾン曝気によ

るフェノール単体の分解実験を実施した。その結果、中間生成物の種類は同じであり、フェノ

ール分解自身に関与したメカニズムはオゾンマイクロバブルの場合とほぼ同様と考えられた。 

 エンジニアリング展開の観点からは、使用したオゾンのどれくらいの割合が有効に働いたか

を知ることが重要である。そこで排ガス中のオゾン濃度をオゾン計により連続計測し、供給し

たオゾンのどれくらいの割合が分解（消費）されたかを調べた。その結果を図A-(4)-8に示す。

オゾンを含むガスをマイクロバブルとして供給し圧壊させた場合、反応初期にはほぼ100%のオ

ゾンが消失している。時間の経過とともに分解効率は減少するものの、最低でも約80％が有効

に使用されていることが明らかになった。これに対して、オゾンを単純にバブリング、供給し

た場合、反応初期には約70％程度が分解されていたが、時間とともにその値は低下し、反応の

中間期以降においては30％以下の低い値となった。オゾンはフェノールと高い反応性をもつが、

ベンゾキノンなどの中間生成物等との反応性は低く、オゾンが分解されずに気相に放出される
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ためと推定された。オゾン処理は通常、pH6～8で分解効率が高いが、今回の実験では酸の生成

によると思われるpHの低下があり、その影響でオゾン利用効率が低下した可能性もある。マイ

クロバブルの圧壊の場合にも同様なpHの低下は認められたものの、分解効率は高い水準を維持

していた。 
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    図A-(4)-7 フェノール（単体）およびその分解時に得られた中間物質の経時変化 
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   図A-(4)-8 マイクロバブル圧壊及び通常バブリング時におけるオゾンの分解効率 

 

pHが低い条件（pH＜3.5）においても、高いオゾン利用効率を示すという事実は、マイクロバ

ブルの圧壊が単純なオゾン曝気とは異なることを意味している。pHが低い条件でこのような高
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い分解率は、促進酸化法として紫外線（UV）などと併用しても容易に実現されない値である。 

２－４．マイクロバブルの圧壊を利用した実排水処理実験 

ａ）研究の方法 

本研究の最大の目的は、マイクロバブルの圧壊による排水処理技術を確立し、既存の技術で

は対応が困難とされるような化学工場などからの排水を処理する技術として実証することで

ある。プロジェクト実施以前の技術レベルとしては、食品加工工場からの排水についてはマイ

クロバブルの圧壊により処理可能であった。食品加工工場に設置した水処理施設に対する公的

検査機関による抜き打ち検査の結果、処理水のBODとして1.7mg/Lの値が得られた。この工場か

らの原排水はBODとして2000～3000mg/Lであり、SSが300～400mg/L、ノルマルヘキサン抽出物

が約800mg/Lである。従来、この排水は活性汚泥法で処理されていたが、脂質分や多く、また

原材料にカレー粉などを利用しているため、微生物の活性が不十分であり、排水基準を達成で

きない場合があった。マイクロバブルによる処理システムを導入したのは５年程度以前であり、

それ以降、排水基準を十分に満たしている。 

食品加工工場で使用した低濃度型のマイクロバブル発生・圧壊装置によりフェノール工場か

らの排水を処理したところ、図A-(4)-9に示すように、多量の泡沫が発生し、かつその泡沫は

機械的な衝撃でも除去できない結果となった。このため、平成16年度に開発した高濃度マイク

ロバブル発生装置と気泡発生直後にこれを圧壊させる手法を適用したところ、図A-(4)-10に示

すように、発泡を抑制することができ、マイクロバブル発生・圧壊によるフェノール等を含む

排水処理技術の見通しが得られた。 

 

 

図A-(4)-9 低濃度型による排水処理（異常な発泡） 
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図A-(4)-10 高濃度型による排水処理（発泡の抑制が実現） 

 

ｂ）結果と考察（ベンチスケール実験装置による実排水の処理） 

実規模により近い条件で実験を行うことを目的に、連続的な実排水処理を検討するために、

図A-(4)-11に示すユニットを設計、製作した。 

 

    原水タンク 供給量 2L/min (120 L/h)                                  

    前処理槽 （高濃度型）    500Ｌ   オゾン量 10g/h      4.2h 

    1次処理槽 （低濃度型）   400Ｌx3 オゾン量 45g/h      10 (14.2)h 

    中間処理槽 （高濃度型）  500Ｌ   オゾン量 10g/h          4.2(18.4)h 

    2次処理槽 （低濃度型）   400Ｌ   オゾン量 15g/h          3.3(21.7)h 

    3次処理槽 （低濃度型）   80Ｌx4 オゾン量 20g/h          2.7(24.4)h 

 

原水供給量は2L/minであり、システムに入った原水が最終処理を終えて出てくる時間がほぼ

24時間後となる。この条件で処理したときの結果を表A-(4)-3に示す。対象物質であるフェノ

ール（初期濃度22 ppm）は前処理の段階でほぼ分解された。前処理槽500Lに存在するフェノー

ル量は約0.1molであり、a)で示した実験室データに基づくと、約0.33mol（15g）のオゾンで分

解されることになる。この反応システムでは、4,2時間に供給されたオゾン量は約40gであり、

この間にフェノールがほぼ全量分解され、かつ、TOCが30%以上減少したことは妥当な結果と考

えられる。前処理以降、有機成分全体の濃度を示すTOC、さらにBOD,CODも減少していくが最終

的にゼロにはならない結果であり、この実験条件ではBODをゼロとすることはできなかった。 
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表A-(4)-3 フェノール含有実排水の処理結果 

 単位 原水 前処理 １次処理 中間処理 ２次処理 ３次処理

BOD mg/L 2900 1500 830 750 560 560 

COD mg/L 3800 2100 1700 1600 1100 880 

フェノー

ル 

mg/L 22.0 1.1 1.7 <0.5 <0.5 <0.5 

TOC mg/L 2500 1600 1300 1200 1100 750 

 

排水の処理フロー

（高濃度）

（低濃度） （高濃度）

（低濃度）

気相処理
気体原水

沈殿槽

2L/min

気体

気体

気体

 

図A-(4)-11 実排水処理実験に用いたユニットのフロー 

 

本実験結果から、下記の重要なポイントを指摘することができる。 

・ 経時的に処理が進んでいる 

   水処理の能力を見る場合に、有機物の分解が滞ってしまうのか、順調に進むかは非常

に重要である。TOCの値は時間とともに低下しており、このような物質を含む排水に

対しても十分に適応可能と判断される。 

・ 通常のオゾン処理と異なる変化 

    このような複合的な排水をオゾン曝気で処理すると、CODは減少しても、TOCが減少す

るとは限らない。また、COD成分が可溶化するため、むしろBOD値が急激に増加する傾

向を示すことも希ではない。今回の処理においては全ての指標値が低下している。 

・ 活性汚泥法の前処理として利用可能である 

BOD値、TOC値ともに減少しているため、生物に対する負荷が減少している。そのため、

活性汚泥法の前処理として有効に活用できる。 

なお、３次処理の段階で相当量のTOCが残っているように見えるが、処理時間として24時間

程度で７割程度も減少していることは非常に優れた処理能力であると考える。 
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また、この処理法の特徴の一つとして、固体成分の析出がある。表A-(4)-3の値はこの浮遊

固相を含んだ値であるが、固相には下記のような成分が含まれており、固体成分を分離するこ

とで、処理水のCODをさらに低下できることがわかった。 

 

           元素定量分析 N : 0.1420（％） 

                                C : 22.3637（％） 

                                 H : 9.1095 （％） 

 

 

３． 結言 

   化学工場などからの難分解性化学物質を含む排水をマイクロバブルの圧壊作用により

処理する技術の開発を行った。産総研が基礎的な部分を、ＲＥＯ研究所が実用的な部分を

主に実施した。それにより以下の成果が得られた。 

 

・ 格子ボルツマン法（LBM）を用いた数値実験（コンピュータシミュレーション）を行い、

もっとも効率的にマイクロバブルを発生するための詳細な構造について検討した。その

結果、高効率で多数の微細気泡を生成させる物理的要素が明らかになった。 

・ 旋回流を利用したマイクロバブル発生用のノズルを開発し、気泡濃度として 2,000 個

/mL 以上のマイクロバブルを発生させることに成功した。 

・ マイクロバブルの圧壊によるフリーラジカルの発生メカニズムとして、圧壊によって気

液界面が消滅する時に、極めて高濃度に濃縮したイオン群が瞬時に解き放たれるモデル

を提唱した。 

・ オゾンマイクロバブルを強制圧壊させて発生するラジカルを同定するために、DMPOでト

ラップした溶液をESRで測定し、OH（ヒドロキシルラジカル）の発生が確認できた。 

・ フェノール単体の分解試験を実施し、中間物質としてベンゾキノンやギ酸、シュウ酸な

どの生成を確認した。これらの中間物質はオゾンの単純バブリングでも同じであったが、

そのフェノール分解速度は3倍以上であった。フェノール分解のスキームは、オゾンマイ

クロバブルの圧壊とオゾン曝気とほぼ同様と推定された。 

・ オゾンマイクロバブルの圧壊では供給したオゾンの80％以上が消費されていた。一方、

オゾン曝気では、反応初期は約70％程度の効率であったが、その値は反応が進むととも

に急速に低下し、30％以下の低い値となった。 

・ フェノール工場からの実排水を用いた実験より、実用化の点から見て重要な結果が得ら

れた。すなわち、経時的に処理が進むことが確認され、このような物質を含む排水に対

しても十分に適応可能な技術であることがわかった。また、BOD、COD、TOCともに時間と

ともに低下し、生物処理に対する負荷が低減することがわかった（オゾン曝気処理では、

COD成分の可溶化によるBOD成分への変換が起こる場合がある）。活性汚泥法の前処理方

法として活用が期待できる。 
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・ 実用上の使用を想定して、原水の負荷量を増やすとともに、経時的に負荷を変動させた

実験を行ったが、処理排水中の有機物量は相応の変動は見せながらも安定した値を示し

た。 

 

 以上の研究成果から、マイクロバブルの発生と圧壊によるフェノール等の有害化学物質を

含む排水処理技術が実用化される見通しが得られたと考えられる。今後、エンジニアリング

展開を行うとともに市場ニーズを調査して、本技術の早期実用化を図ることとする。 

 

年度ごとの成果を表 A-(4)-4 に示す。 

 

             表 A-(4)-4 過去 2年間の発表 

 口頭発表等 論文等発表 

平成 16 年度     11     7 

平成 17 年度     9     2 

 

 

プロジェクト終了後の事業化計画 

オゾン曝気で分解できない難分解性の化学物質や生物処理に大きな負荷を与える物質を明

らかにすることで、本技術が優位性をもつ市場を見いだし、ニーズをもつ事業所等による実

用化（本技術の採用）を図っていく。 

 

現在、想定する市場ニーズとしては、次の 2つがある： 

１）活性汚泥法との併用 

活性汚泥処理に負荷を与えるフェノール等を含む排水の前処理が必要な事業所 

活性汚泥法で排水基準等を達成できない排水の後処理が必要な事業所 

 

２）新規な物理化学処理法として導入 

 オゾン曝気で分解できない難分解性化学物質を含む排水の処理が必要な事業所 

 フェントン酸化（高いコスト、汚泥発生の課題）による排水処理を代替したい事業所 
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２－Ａ－（５）  大気圧・空気プラズマを利用した 

揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 

プロジェクトリーダ：株式会社島津製作所 高木 誠 

実施企業 イマジニアリング株式会社 

 

１．研究概要 

１－１．背景 

国では、PRTR 制度に基づき化学物質等の VOC 排出量を 2010 年までに 2000 年排出量（約 185

万トン）の 30％削減することを目標に掲げているが、その目標を達成するにはかなりの困難

が予想され、画期的な技術ブレークスルーが必要となっている（基本方針では、法規制で 10％、

自主取り組みで 20％削減）。 

自主取り組みで削減する VOC 排出の多くは届出規制対象外の中小規模の事業所から排出さ

れている。排出量の業種・用途別にこれらの値を分析すると、建設業、輸送用機械器具、金

属製品、燃料小売業、化学工業などの業種、溶剤等の塗料関連、工業用洗浄剤、化学製品、

給油所などであり、エンドオブパイプ対策技術を利用した高価で大型の処理装置を排出口に

設けることはほとんど不可能であり、また普及の可能性が低い。普及のためには、小型で低

価格、容易な設置方式のエンドオブパイプ対策技術が望まれている。 

 

１－２．本研究の意義 

本研究では、一般に市販されている家庭用電子レンジに使用されているマグネトロンを用

いたマイクロ波発生装置と自動車エンジン用の点火システムを組み合わせて、安価で単純な

構成により、これまでにない安定した大気圧・空気プラズマを低コストで発生する技術を開

発する。このプラズマ技術を用いて、高い酸化力を有する OH ラジカル、オゾンをこれまでに

ない高濃度で発生させ、VOC の酸化・分解促進、C-H、C=C、C-C 結合を化学的に切断し、分子

構造を変化させて VOC を無害化する。従来技術と大きく異なる小型、安価で省電力型の大気

圧・空気プラズマ発生技術を開発し、本技術を用いた VOC 高速無害化装置を開発・実用化す

ることで、有害化学物質の削減に貢献することが期待できる。 

 

１－３．研究目的及び目標 

本研究では、大気圧・空気プラズマを用いた小型で低価格、容易な設置方式の VOC 高速無

害化装置を開発する事を目的とする。プラズマの安定発生、装置構成が複雑、消費電力が大

きい等の課題があり、これまでプラズマ処理技術開発・実用化はハードルが高いと言われて

きた。そのハードルの高さにより、研究開始当初は相当困難な技術開発であると認識されて

いた。そのため、全体計画は 3 年間とするものの、初年度において、大気圧プラズマ安定発

生技術の開発とその VOC 処理効果確認の実証を目標とした。これらを達成した場合のみ、2-3

年の研究継続の実施を許可される方向で目標設定を行なった。 

表 A-(5)-1 に大気圧・空気プラズマを利用した VOC 等無害化装置の開発目標を示す。技術

開発の可能性については専門的観点からの是非それぞれの評価が異なったため、高い目標設
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定を掲げ、研究推進することにした。 

 

表 A-(5)-1 大気圧・空気プラズマを利用した VOC 等無害化装置の開発目標 

全 体 目 標 達 成 目 標（値） 

大気圧・空気プラズマ発生システムの最適化と

VOC 分解・無害化試験 

・C6H6、C7H8、HCHO 各単体の分解特性 

50～60%以上@200ppm 以下 

芳香族 VOC の分解特性把握とその分解率の向上 

対象 VOC：C6H6（単体）, C7H8（単体）, C8H10（単

体） , BTX（ベンゼン、トルエン、キシレンの

混合物） 

・C6H6、C7H8各単体分解率 90%以上（プラズマパ

 ラメータの決定 ） 

・BTX の分解率 80%以上 

大風量処理装置の検討 ・大容量化装置に関する概念設計とエンジニア 

リング技術の確立 

・大風量化課題抽出 

・効果確認 1,500～30,000m3/h に 

適用できる装置@H19-H20 年度 

実用化に資する導入シナリオとビジネスモデル

の策定 

・シナリオ、ビジネスモデル策定 

・含酸素 VOC、芳香族 VOC、混合物の分解装置適

用先業種、市場規模の調査 

多種 VOC の分解装置デモ機試作と実証試験 ・1,500～30,000m3/h 適用多種 VOC 分解装置デモ

 機試作、実証試験 

 

２．研究方法 

 自動車用点火プラグで発生する（放電）局所プラズマにマイクロ波エネルギーを吸収させ

ることで、大気圧、空気中下で容易に大気圧・空気プラズマを発生するプラズマ発生装置を

設計、試作し、点火プラグの放電タイミング、マイクロ波発振タイミング、各持続時間、ア

ンテナ・キャビティ形状・諸寸法の最適化を行なうことで、安定した大気圧プラズマを発生

する技術を開発する。図 A-(5)-1 にプラズマ発生実験装置の基本構成を示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-1 プラズマ発生実験装置 
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 次に、試作したプラズマ発生装置で発生する大気圧プラズマに VOC ガスを効果的に流して

処理するプラズマリアクターを検討し、設計・試作して、ベンゼン（C₆H₆）、トルエン（C₇H₈）、

ホルムアルデヒド（HCHO）等の VOC の分解処理の基本性能を把握する。VOC 処理対象種とし

て VOC 削減効果が期待できる自動車の排気ガスや印刷・塗装業の事業所や現場、化学実験等

において発生する有害ガスに含まれる C7H8、C6H6または、医療機関等から排出・処理される

HCHO を VOC 種として選定した。 

濃度、流量、プラズマ発生パラメータを最適に選定することで本大気圧プラズマによる VOC

無害化装置のプラズマリアクター設計、マイクロ波電源、装置製作に必要なデータを収集す

る。これらの基本データを基に大気圧プラズマによる VOC 無害化装置の設計、試作、基本特

性の把握を行い、装置開発を進める。VOC 無害化装置の実用化ターゲットとしてドラフトチ

ャンバーへの適用を想定して、装置開発（分解特性の向上、処理風量の向上を目指した開発）

に必要な基本特性以外の装置の動作安定性、耐久性、安全性、信頼性、対環境性能の評価を

進める。並行して大風量化に向けた開発を行う。以上、本研究開発 3 年間の研究開発ステッ

プを図 A-(5)-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-2 3 年間の研究開発ステップ 

 

 

実用化に向けた課題

３種VOC分解装置の開発
（ホルムアルデヒド、トルエン、ベンゼンの分解）

H20年度：

実験機の開発

ドラフトチャンバー用
装置の開発

大風量化

1)ラジカルの最大化
2)NOxの抑制
3)副生成物の抑制
4)有害影響の除去

(電磁干渉、騒音等)

構成・構造検討：
1)ガス吹込み 2)ラジカル吹
付け 3)多点プラズマ
4)タンデム・パラレル配置
5)メンテナンス性、使い易さ
6)流速（圧力損失）最適化

フィールド試験・評価
1)基本特性
2)長期性能安定性
3)運転・メンテ性

芳香族VOCの分解

仕様設定：
1)性能仕様 2)物理的仕様 3)環境条件

ホルムアルデヒド分解

ホルムアルデヒドの分解

～100ppm, 0.6m3/h

トルエン、ベンゼンの分解
～100ppm, 0.3m3/h

適用VOC：1)HCHO 2)3種（BTX）VOC 3)多種VOC
商品イメージ： 1)ドラフトチャンバー 2)グラビア印刷・乾燥
評価項目：1)フィールド評価 2)耐久性 3)安定性 4)信頼性

5)防爆性 6)コスト 7)メンテ性

ドラフトチャンバー用分解装置の性能評価
－ホルムアルデヒド、トルエン、ベンゼン、キシレン、

BTX混合の処理
－流量、分解特性向上、大風量化に向けた方策

H18年度：分解効果の確認

H19年度：ホルムアルデヒド分解

装置の開発

処理風量アップ

含酸素VOCの分解
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３．研究結果と考察 

３－１．プラズマ発生実験装置の開発 

大気圧・空気プラズマの発生原理とプラズマによって生成するOHラジカル、O3によるVOCの

メカニズムを図A-(5)-3に示す。 

本技術の大気圧・空気プラズマはプラズマの種として点火プラグの放電（火花）を用い、

その局所プラズマにマイクロ波のエネルギーを供給してプラズマを成長、拡大させる。エネ

ルギーが供給されている間はプラズマの状態が維持される。したがって、火花を出す時期と

マイクロ波を発振させる時期・期間を制御すれば、プラズマが発生するタイミングとプラズ

マを維持する期間を制御できる。プラズマ状態が持続する時間はVOC分解率に影響を与えるだ

けではなく、気体温度の上昇にも関わる。この気体温度はサーマルNOxの生成と関係しており、

NOxの生成を抑制するための鍵となる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-3 大気圧・空気プラズマによるラジカル発生と VOC 分解メカニズム 
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安定したプラズマ発生装置を開発するにあたり、その主要構成であるプラズマリアクター

の諸元となるマイクロ波アンテナ挿入長、アンテナ形状、点火プラグ挿入長、プラグ/アンテ

ナ間ギャップ長、点火プラグ放電周期、点火プラグパルス数、マイクロ波発振周期パルス幅

（発生デューティ）、キャビティ寸法を解析と基礎実験結果から求めた。 

特にマイクロ波のエネルギーを点火プラグのプラズマ発生箇所に効率良く、効果的に集中

させるためにキャビティ内の点火プラグ、アンテナの相対位置については電界解析を行い、

リアクター形状と諸元を決定した。 

 上記で決定した諸元をもとにプラズマキャビティを試作し、VOC ガスをプラズマ処理し、

分解特性を調べた。製作した実験機を図 A-(5)-4 に示す（図は同形機を 2 台直列接続したも

の）。また、それぞれ各単体の HCHO、C6H6、C7H8の本大気圧プラズマによる分解の効果確認結

果を表 A-(5)-2 に示す。HCHO に関しては、液体クロマトグラフによる、また C6H6、C7H8につ

いては質量分析ガスクロマトグラフによる計測結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-4 製作した実験機 

 

表 A-(5)-2 各 VOC 種（HCHO、C6H6、C7H8）の分解率 

リアクター 

直列配置 

段数 

濃度/分解率 

HCHO 

(0.6m3/h) 

C7H8 

（0.3m3/h） 

C6H6 

(0.3m3/h) 

水分なし 水分なし 水分有り 水分なし 水分有り 

処理前 濃度 80.0ppm 71.8ppm 67.5ppm 50.2ppm 60.7ppm 

１段 濃度 
8.8ppm 

(89.0%) 
- - 

12.7ppm 

(74.7%) 

15.6ppm 

(74.3%) 

２段 分解率（濃度） 99.6%(0.32ppm) 97.2% ＜ 97.0% ＜ 96.0%＜ 96.7%＜ 

 

48 mm 

128 mm 

128 mm

φ48 mmφ

128 mm128 mm

φ48 mmφφ48 mmφ

128 mm

リアクタ模式図 
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 表中の 1段、2段は、VOC ガスをシリーズで処理した回数を示している。なお、VOC 分解時

に空気中の窒素と反応して、窒素酸化物（一酸化窒素 NO）ギ酸メチル C2H4O2、亜硝酸メチル

CH3NO2、ジシアン NCCN などの発生が認められた。窒素酸化物の排ガス装置の排出基準（ガス

専燃ボイラー）は 60～150ppm であるが、以下に示す制御により 5ppm 程度に抑制できる事が

できた。 

 窒素酸化物等の生成量は、プラズマ発生時間と相関があり、連続発生の場合、窒素酸化物

の二次生成が生じることから、プラズマのパルス発生運転が不可欠であることがわかった。 

マイクロ波プラズマの発生時間とプラズマ温度の相関図を図 A-(5)-5 に示す。VOC の酸化

分解に必要な OH*ラジカルが発生するのは、マイクロ波プラズマの発生時間が 0.65～0.85μs

（文献値）の時である。マイクロ波プラズマの発生時間が 1μs以上に達し、プラズマ温度が

1500Kを超えると、熱平衡プラズマにより有害副生成物の1種であるNOｘが多く生成される。

本実験では、ラジカルの発生量が最大かつ NOｘの発生を抑制できるマイクロ波プラズマ発生

条件の検討を行った。 

検討を行うにあたり、1μsオーダのパルス電源を開発するには高圧スイッチング回路等が

必要となり、開発に非常に時間と経費を要する。まずは、マイクロ波を数μs～数十μs オー

ダのパルスで発振するマイクロ波のパルス発振電源の開発を行い、効果有無を確認すること

にした。試作したものは、家電用電子レンジのマグネトロン制御装置を利用したパルス電源

であり、単パルスの発振時間は 6μs固定（最小インターバル時間も固定）であるが、パルス

数を可変にできるためプラズマ発生時間を変えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-5 マイクロ波プラズマの発生時間/プラズマ温度相関図 
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上記で開発した電源を使用して空気中でマイクロ波プラズマを発生させ、空気中の窒素と

の酸化による NOx 生成量を、プラズマの発生時間と生成した NOx の濃度の相関関係により調

査した。リアクター出口側のガス中の NOx 濃度を NOx 計（堀場製作所製 PG-250）により測定

した結果を図 A-(5)-6 に示す。 

実験の結果、プラズマ発生時間が約 50μs 以下の時、NOx 発生量は急激に減少することが

分かった。この結果から、１μs 以下の短パルスマイクロ波電源を用いなくても十分な NOx

抑制が期待できることがわかった。又、プラズマの発生時間が 1μs～50μs の際にも VOC 分

解に必要な OH ラジカルが発生している事をプラズマの分光計測（OH ラジカル発光）で確認

している。この結果を踏まえた上で、ラジカルの発生量が最大かつ NOｘの発生を抑制できる

マイクロ波パルス電源の運転制御パラメータを選定した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-6 プラズマ発生時間/ NOx 濃度の相関測定結果 

 

３－２．芳香族 VOC の分解特性把握 

トルエン・ベンゼンの構造は、環状構造を有しているため、ホルムアルデヒドの様な含酸

素系物質と比較して酸化分解が処理困難とされている。だが、芳香族 VOC は溶剤として広く

使われており、無害化装置の開発が求められている。このトルエン・ベンゼン等の芳香族 VOC

の分解特性把握とその分解率の向上を本節で行った。 

本実験では、測定ガスにトルエンを用い、実験機（プラズマリアクター1 個で構成）によ

る分解処理を行なった。リアクター入口部・出口部それぞれでトルエン濃度を測定すること

で、トルエンのラジカルによる分解特性を把握した。濃度計測は、T-VOC 計を使用した。図

A-(5)-7 に実験結果を示す。 

本実験では、4 種類の異なった風量で実験を行った。図 A-(5)-7 の実験結果より、それぞ

れの風量について、トルエン入口濃度とトルエン出口濃度との相関に良好な直線性が得られ

た。この結果より、入口濃度に関わらず分解に寄与するプラズマが発生しているものと思わ
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れる。次に、0.1m3/h に関して、トルエン入口濃度とトルエン分解率との相関解析を行った。

結果を図 A-(5)-8 に示す。 

図 A-(5)-8 の結果より、トルエン濃度 850ppm までの濃度域で分解率約 60％を保持してい

ることから、本分解装置は、0.1m3/h の小風量においては、高濃度のトルエンを分解すること

が可能であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-7 トルエン入口濃度/トルエン出口濃度相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-8 トルエン入口濃度/トルエン分解率相関図 
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次に、実験機を用い、測定ガスに代表的な芳香族 VOC であるベンゼン・トルエン・キシレ

ンを用いた。測定は、様々な風量で行い、風量と分解率の相関検討を行った。図 A-(5)-9 に

実験結果を示す。また、ベンゼン・トルエン・キシレンの混合ガス（BTX と略す）を測定し

た結果を図 A-(5)-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-9 3 種類芳香族 VOC（各単体）の風量/分解率相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-10 風量/BTX の分解率相関図 
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 本節で開発したプラズマリアクターによる芳香族 VOC の分解特性では、処理風量が 5m3/h

を超えると分解率が大幅に下がった。目標としている 1,500m3/h～10,000m3/h の風量（ドラフ

トチャンバー、印刷業界、及び化学工業で必要とされる VOC 分解装置）に適合する為には、

リアクターの分解特性の大幅な向上（2桁倍以上の処理風量）が必要である事が分かった。 

 現状技術では、濃縮しての高濃度・小風量（60～100m3/h）の VOC 処理への適用が考えられ

るが、プラズマリアクターの更なる性能向上が不可欠である。 

 

３－３． ホルムアルデヒドの処理風量向上に向けた開発 

プラズマリアクター単体での処理風量を増加するため、リアクター形状、寸法を改善した。

改善点は下記3点である。 

① VOCガスをプラズマ領域に効率的に反応させるため、リアクター高を低く（H128mm→H70mm）

設計。 

② VOCガス処理風量を向上させるために、流路パイプ径の増大・流路パイプ本数の増加。（流

路パイプ径：φ4.1mm→φ16mm、パイプ本数：1本→3本） 

③プラズマリアクター構成によるVOCの分解率向上、処理風量のアップ効果を確認するため、

プラズマリアクターを多並列構成、多段直列構成とした。 

 

改良したプラズマリアクター（改良機）において流量、分解特性の基本データを収集した

後、ドラフトチャンバー組込装置として、まず本技術による高性能処理が期待できるホルム

アルデヒド分解装置を設計・製作した。改良機においては 1リアクターで 30～40m3/h の風量

を流せることが確認できたことからホルムアルデヒド分解装置は改良機を 3 並列、2段構成と

し、処理風量として約 100m3/h を流せるように設計した。 

ホルムアルデヒド分解装置をドラフトチャンバーの排気ダクトに設置し、性能検証を行っ

た。ドラフトチャンバーへの分解装置の設置風景を図A-(5)-11に示す。実験結果を図A-(5)-12

に示す。 

 

図 A-(5)-11 ホルムアルデヒド分解装置の排気ダクトへの設置風景 
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図 A-(5)-12 ホルムアルデヒド分解率/風量の関係 

 

ホルムアルデヒドの濃度測定は、液体クロマトグラフによる定量分析を行った。図A-(5)-12

の実験結果より、ホルムアルデヒド処理能力は、風量100m3/h下で分解率96%であった。 

 

３－４．芳香族VOCの処理風量向上に向けた開発 

続いて、３－３．と同じ分解装置を用いて、芳香族VOCの性能検証を行った。分析はガスク

ロマトグラフによる定量分析を行った。トルエン単体の実験結果を図A-(5)-13に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-13 トルエン分解率/風量の関係 

 

図 A-(5)-13 より、トルエン単体の分解性能は風量 60m3/h で分解率 74％の処理能力をある

ことが分かった。 
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図 A-(5)-14 トルエン入口濃度×風量/トルエン分解率の関係 

 

又、図 A-(5)-14 でトルエン入口濃度×風量から、１プラズマによるトルエン処理量の相関

検討を行った。本結果から、プラズマ単位体積あたりの処理能力は、3.5×10mol/h～4.5×

10mol/h と算出される。 

ベンゼン（単体）、キシレン（単体）に関しては、プラズマリアクター1個の処理能力（図

A-(5)-9 の実験結果）を元に風量と分解率相関シミュレーションを実施した。プラズマリアク

ター9 個を風量に合わせて適正に配置構成した際の風量と分解率相関のシミュレーション結

果を図 A-(5)-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-15 リアクター特性から予測した 3種 VOC の風量/分解率相関図 
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図 A-(5)-15 より、前節で開発した分解装置の芳香族 VOCに対する仕様は、処理風量～40m3/h、

分解率 50％であり、大風量に適した仕様ではなく、小風量・高濃度処理に適している事が分

かった。 

 

３－５.  安全性、長期安定性の確認 

流れに並列に配置した単一プラズマリアクターユニットを、流れ方向に多段に配置するこ

とで分解装置の機器仕様を可変にできるようした。本装置において、実用化した場合の VOC

分解連続安定性（ガス種、濃度、流量、排出状態の変動など）、プラズマ（マグネトロン発振、

放電）生成の安定性、装置からの音、臭い、電磁干渉、プラズマリアクター部における VOC

の引火、発火性の有無、機器耐久性、消費電力などの課題、機器仕様に関するニーズ抽出を

行った。これらの結果を基に、VOC 分解装置の安全性・長期安定性の確認を行い、電源、制御、

分解装置本体の基本仕様を見直し設定した。 

 電磁干渉、耐久性、騒音レベルについて評価した結果を以下に示す。 

 

１）電磁干渉試験 

試験規格 CISPR22 クラス A、3m の電波暗室で放射電界妨害強度（EMI）と端子間雑音

（CONDUCTED）の試験を行った。条件等は次の通りである。 

試験周波数範囲：EMI 試験：30MHz～1GHz（自動測定受信装置のみ） 

CONDUCTED 試験：150kHz～30MHz 

試験供給電源：AC100V 25A 最大程度（50/60Hz）  

試験風景を図 A-(5)-16 に示す。 

 

 

図 A-(5)-16 VOC 分解装置主要機器（マイクロ波電源、点火コイル等）の電磁干渉試験 
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EMI 試験の結果、プラズマ発生の有無による顕著な差は観測されなかった（図 A-(5)-17）。

妨害波対策として、点火コイルへの信号線と電源線にフェライトコア（FC）を装着した場合

の結果を図 A-(5)-18 に示す。FC を装着すると 50～200（MHz）の妨害波のピークが減少した。

その他の妨害波源に対しても、放射源を金属でシールドする等で対応可能であることが分か

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-17 EMI 試験結果（プラズマの有無による比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-18 EMI 試験結果（プラズマの有無による比較） 

 

２）耐久性評価試験 

商品化に向けて、改良開発を進めている分解装置の耐久性評価試験を行った。本実験の装

置概略図を図A-(5)-19に示す。図A-(5)-19中の青色破線で囲んだ部分の詳細な観察が必要な

為、リアクターにはメッシュ製リアクターを用いた。このリアクターを用いる事で、詳細観

察が可能となった。装置は500時間連続運転を行い、装置の各部構成要素の動作、劣化、損傷

の有無を調査した。 

水平方向（プラズマ OFF） 水平方向（プラズマ ON） 

垂直方向（プラズマ OFF） 垂直方向（プラズマ ON） 
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図 A-(5)-19 耐久試験用装置概略図 

 

各構成要素の機能劣化、損傷状況結果を表 A-(5)-3 にまとめた。また、同一マイクロ波電

源を用いた 500 時間連続運転のマグネトロンと新規のマグネトロンの出力比較を行った結果

を図 A-(5)-20 に示す。構成要素 7項目について、500 時間連続運転による機能劣化、損傷は

無かった。特に耐久性が懸念されたマグネトロンにおいては、500 時間連続運転によるマグ

ネトロンの特性劣化は無い事が分かった（出力変化値：0.5%以内）。以上のことから本システ

ムは、商品化をするに当たり、致命的な問題となる技術課題は無いことが判明した。耐久性

については更なる評価が必要となるが、基本的装置耐久性を備えていることがわかった。 

 

表 A-(5)-3 各構成要素の機能劣化、損傷状況表 

 

構成要素 機能 損傷 その他 

マグネトロン 問題無し 無し   

マイクロ波電源 問題無し 無し   

同軸ケーブル 問題無し 無し   

点火プラグ 問題無し 無し   

アンテナ 問題無し 無し 汚れの付着有 

リアクター 問題無し 無し   

コントローラ 問題無し 無し   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-20 マグネトロンの電気的耐久性、特性劣化の確認 
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３）分解装置の騒音レベル測定 

分解装置（3 個並列、直列 2段）の騒音レベルを測定した。その結果を表 A-(5)-4 に示す。

分解装置駆動時の騒音レベルは 64.4[dB]に対して、ドラフトチャンバーの排気ファンのみ駆

動時の騒音レベルは 62.8[dB]であり、騒音レベルは同等のものであった。70[dB]の音の大き

さの例として“騒々しい事務所内の音”が挙げられることから、騒音レベルも対装置使用環

境に適していると考える。 

表 A-(5)-4 分解装置の騒音測定結果 

 

 

 

 

 

 

３－６． VOC 分解率向上と大風量化のための課題抽出 

 目標設定した大風量化に至らなかった要因について、VOC の流れと発生するプラズマの関

係から課題を抽出し、分析を行なった。図 A-(5)-21 に模式的に示す。発生するプラズマの大

きさと入力エネルギーとの兼ね合いで、処理される VOC ガスがプラズマを避けて迂回したり、

熱反応して NOｘを発生したり、流路制限により、圧力損失を増大させて風量アップを阻害し

たりすることが判明した。このことから、プラズマの多点着火による VOC ガスとの適正な混

合促進、反応回数・反応時間の増大、入力エネルギーの制御、触媒技術との組み合わせなど

による分解性能の向上が重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(5)-21 VOC 分解率向上と大風量化のための課題 

条件 音の大きさ [dB] 

背景雑音 45 

エアコンのみ動作時 54.5 

排気ファンのみ動作時 62.8 

分解装置動作時 64.4 

問題点：プラズマの最適化（安定化・拡大）
入力エネルギとNOx発生との
トレードオフ

VOCガスはプラズマ内を
通過すれば必ず分解される
反応時間

・実験場の電圧の安定性
・ノイズ
・温度
・不純物
・計測

VOCガスがプラズマ領域を迂回

試験ガスの供給安定化・最適化

プラズマ内の温度が上昇し
ガスの混合が悪化するため

分解率が上がらない
ＮＯｘの発生

ガスがプラズマを通るが
圧損が大きくなり
大流量化が困難

入力エネルギーを低下させて
プラズマをパルス発生

NOｘの発生は抑制できるが、
処理量の増大に伴ない
分解率が上がらない

NOx
入力エネルギを増加させて

プラズマを拡大

流速を上げてVOCガスを
プラズマ内に導入
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４．結言  

４－１．開発目標と成果のまとめ 

本研究開発により、実用化が困難とされていた小型で安価な大気圧・空気プラズマの安定

発生技術を確立した。これは、世界初といえるほどの画期的な技術である。本装置は大気圧・

空気プラズマにより酸化力の高いラジカルを多量に発生させ、高濃度の VOC をワンパス処理

でき、また分解処理困難な多種芳香族 VOC も処理する事ができた。これにより多種 VOC が混

在したガスを同一装置で処理できる可能性を示す事ができた。本装置は汎用的な商用部品（自

動車用点火プラグと電子レンジ用マグネトロン）により構成されており、実用化への大きな

可能性を示した。 

一方、ドラフトチャンバーの排ガス処理装置への適用を念頭に、処理風量アップの検討を

してきたが、目標としていた大風量処理 1,500m3/h～30,000m3/h には到らなかった。ホルムア

ルデヒド 96％分解(35ppm、100m3/h)、トルエン 66%分解(310ppm、16m3/h)を達成し、少量の空

気量においては従来にない高効率分解システムである。ドラフトチャンバーへの適用は、現

技術では厳しいものの高濃度・小風量 VOC 処理には適する事が分かった。本研究の過程で大

気圧・空気プラズマ処理技術に関する多くの知見を得ることができた。 

本研究開発における、成果を表 A-(5)-5 にまとめた。 

 

表 A-(5)-5 成果のまとめ 

全 体 目 標 達 成 目 標（値） 達成度

大気圧・空気プラズマ発生システムの最

適化と VOC 分解・無害化試験 

・C6H6、C7H8、HCHO 各単体の分解特性 

50～60%以上@200ppm 以下 
○ 

芳香族 VOC の分解特性把握とその分解率

の向上 

対象 VOC：C6H6（単体）, C7H8（単体）, 

C8H10（単体） , BTX（ベンゼン、 

トルエン、キシレンの混合物） 

・C6H6、C7H8各単体分解率 90%以上（プラズマ

パラメータの決定 ） 

・BTX の分解率 80%以上 ◎ 

大風量処理装置の検討 ・大容量化装置に関する概念設計とエンジ 

ニアリング技術の確立 

・大風量化課題抽出 

△ 

・効果確認 

1,500～30,000m3/h に適用できる装置 

（H19-H20 年度） 

× 

実用化に資する導入シナリオとビジネス

モデルの策定 

・シナリオ、ビジネスモデル策定 

・含酸素 VOC、芳香族 VOC、混合物の分解装置

 適用先業種、市場規模の調査 

○ 

多種 VOC の分解装置デモ機試作と実証試

験 

・1,500～30,000m3/h 適用多種 VOC 分解装置 

デモ機試作、実証試験 
× 
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本研究で開発したプラズマリアクターの仕様を表 A-(5)-6 に示す。 

 

表 A-(5)-6 本研究で開発したプラズマリアクターの仕様（プラズマリアクター9個構成時） 

 

 

 

 

 

 

 

又、当初目標としていた固定体排出源市場（1,500m3/h～30,000m3/h）への現達成状況を表

A-(5)-7 に示す。 

表 A-(5)-7  VOC 市場適用の現達成状況 

業界 風量 濃度 達成状況 

ドラフト 100～1,000 m3/h ～200ppm 
△ 

（HCOH 単体 ～100m3/h） 

印刷 10,000 m3/h 程度 1～350ppm × 

化学工業 3,000 m3/h 程度 未調査 × 

 

 

４－２．実用化の見通し 

本研究で開発した大気圧・空気プラズマによる VOC 分解は、信頼性が確保された既存の機

器要素から構成されており、装置費用・維持費用が低い、オペレーションが容易、狭いスペ

ースにも設置可能などの特徴を有している。当初は、ドラフトチャンバーへの適用を想定し

ていたが、現在開発したものは要求処理風量の約 1/10 であり、即ドラフトチャンバーへの適

用は難しい。今後プラズマ点数の増加によるリアクター性能の向上、触媒技術との組み合わ

せによる性能向上を図り、ドラフトチャンバー用処理風量に対応できる対策を講じる。今後

2 年以内を目処にデモ機での性能検証を行い適用業種での実用化を目指す。 

本技術による VOC 処理の特徴は、小風量・高濃度・多成分処理に適する事から、密閉空間

内の VOC 処理や、自動車排ガスの有害物質除去等への適用を想定して市場の調査、導入方法

などを検討し実用化を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

処理風量 ～40m3/h 

分解率 50％以上 

適用 VOC ガス種 ベンゼン、トルエン、キシレン、BTX 

（特にトルエンは、有機溶剤として

広く使用されている） 
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４－３．委託終了後の展開（平成 21 年 4 月～8 月） 

１）他分野への適用検討 

50m3/h 未満の風量で高濃度 VOC をワンパスで処理可能であるため、４－２．で述べたよう

な本装置の特性を活かした実用化先として①自動車排ガス処理、②脱臭・小型空気清浄、③

焼却炉排ガス処理、④土壌汚染処理、⑤工程脱脂での仕様検討、実用化課題（コスト、耐久

性、安全性、市場調査など）の検討を進めている。 

 

２）固定体排出源市場（1,500m3/h～30,000m3/h）への適用 

 現状のリアクターでは処理能力に限界があり、委託期間中に想定していた印刷業界等の固

定体排出源 VOC 市場への適用へは 2 桁の能力向上が必要である事を先に述べた。委託期間中

VOC 50ppm～80ppm の初期濃度で、80％以上の分解効率を実現する条件を見出した。ここで、

図 A-(5)-14 からトルエンのリアクター性能は物質量換算で 40［mol/h］である。 

一方、印刷業界等固定体排出源 VOC 市場では、 

 

    ①風量 1,500m3/h～ 

②多種 VOC 3,000ppm 分解率 100％ 

 

の基本特性が求められており、この場合リアクター性能は、32,600［mol/h］（トルエン 100％

の場合）必要である。現状から VOC 市場へスケールアップする際、32,600/40.8 = 800 倍の

リアクター性能の向上が必要であることが分かる。  

固定体排出源市場（1,500m3/h～30,000m3/h）への適用に関しては引き続き目標処理風量を

1,500m3/h とし、以下の課題につき自主開発を継続している。 

 

・ 発生デューティー（プラズマ発生頻度）の向上 

・ 他の汎用技術（触媒等）との組み合わせによる性能向上 

・ 多点プラズマによるプラズマ点数の単純増加 

・ １点あたりのプラズマ体積の拡大 

・ 攪拌による反応効率の改善 
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４－４．研究発表、特許 

１）研究発表、講演等 

 

２）特許 

 

３）受賞実績 

 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007年9月12日 第 29 回 真 空 展

VACUUM2007技術発表会 

プラズマ燃焼システ

ムによる自動車燃費

改善とVOC 処理 

池田裕二 

2008年2月27日 第3回エコケミカルシン

ポジウム（NEDO主催） 

マイクロ波パルスプラ

ズマ技術を用いたVOC

ガス低減 

池田裕二 

2008年10月22日 2008年自動車技術会秋

季学術講演会 

マイクロ波プラズマを

用いたホルムアルデヒ

ドの分解 

池田裕二、和智良裕、

牧田忍、劉予宇 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の

標題 

出願人 

2009年9月17日 特願2009-216275  排気ガス処理装置 イマジニアリング㈱ 

2009年9月17日 特願2009-216274  ガス処理装置およびプ

ラズマ燃焼装置 

イマジニアリング㈱ 

受賞日 受賞名 受賞タイトル 発表者 

2008年12月12日 エコジャパンカップ2008、

ビジネス部門環境ビジネ

ス・ベンチャーオープン「

ＧＥ特別審査員賞」 

マイクロ波パルスプラ

ズマ技術を用いたVOCガ

ス低減 

池田 裕二 
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２－Ａ－(６) デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発 

      プロジェクトリーダ：株式会社タツノ・メカトロニクス、氏名 本橋俊明 

           実施企業  株式会社タツノ・メカトロニクス 

                 独立行政法人 産業総合技術研究所 

１ 研究開発の概要 

（１）研究開発の背景・目的 

揮発性有機化合物(VOC：Volatile Organic Compound)は光化学オキシダントの原因

物質であり、また、最近では浮遊粒子状物質(SPM)生成原因物質の一つとも考えられ、そ

の排出削減技術の開発が重要な課題になっている。平成 18 年度より改正大気汚染防止法

が施行されその削減対策は喫緊な課題となってきた。VOC を含む有機化合物の多くは

平成 13 年度から施行されている「化学物質排出把握管理促進法（PRTR 法）」によ

り各事業所から環境（大気、水、土壌）への排出量および移動量が届出されてい

る。環境省 揮発性有機化合物排出インベントリの報告（平成 19 年 5 月）によれ

ば、国内の VOC 年間総排出量は約 120 万トンであり、塗装分野が 40%程度を占めている。

塗装分野以外ではガソリンスタンド（石油給油所：全国 4.4 万箇所）が 10%、石油精油

所等が 5%といわゆるガソリンベーパーとしての排出量が多い。特にガソリンスタンドは

全国にたくさんあり、そのほとんどは市街地や住宅地域に位置することもあり緊急に対

策が必要である。また、経済産業省および新エネルギー・産業技術総合開発機構の技術

戦略マップでも、ガソリンスタンドでのガソリンベーパーの回収技術は有害化学物質リ

スク削減への寄与度が大きいと位置づけられている。そこで、本事業ではガソリンベー

パーの排出に伴う VOC 排出の削減を目的として、ガソリンスタンドで使用するガソリン

ベーパー回収装置の開発を行った。 

現在、ガソリンスタンドにおけるガソリンベーパーの排出削減の対策技術は、法規制

の厳しい欧米が先行しており、その技術はベーパーを吸引し地下タンクへリターンする

方式が主流である。しかしこの方式では、吸引したリターンガス量は給油体積の約 150%

にもなり、この多量のリターンガスで地下タンク中のガソリンの蒸発が促進されるとい

うマイナスの二次効果が起こるため回収率は大きくない。そこで欧米ではガソリンベー

パーを透過し空気を排除する VOC 透過膜を用いてガソリンベーパーを濃縮し、リターン

ガス量を減らして地下タンクに戻す改良型地下タンクリターンシステムが開発されてい

る。この改良型システムは日本でもごく一部に設置されているが、実用上問題点があり

広く普及するには至っていない。その問題点とは、一つ目は、VOC 透過膜は大気中の水

蒸気も透過させるために、回収ベーパー中に水蒸気が濃縮され地下タンクに水が蓄積す

ることであり、二つ目は、既存のガソリンスタンドでは、ガソリン給油機から地下タン

クにベーパーを戻す配管を新たに敷設するための工事が必要になることである。そこで

本事業では、これらの問題点を解決する回収装置として、大気中の水蒸気を分離除去す

るための脱水膜と、ガソリンベーパーを回収するための VOC 透過膜で構成されるデュア

ルメンブレンシステムにより水分フリーのガソリンベーパーを濃縮回収し、凝縮液化さ

せて液化ガソリンとして給油配管に戻す（すなわち給油中の車のタンクに戻す）新方式
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の回収装置の開発を目指した。 

そのために具体的には、水分含有ガソリンベーパーの脱水に用いる脱水膜と VOC 透過

膜を､（独）産業技術総合研究所が開発し、これら 2 種類の膜を供給口、透過口、未透過

排出口を持つ容器へ収納した装置（モジュール）として連結したデュアルメンブレンシス

テムにより水分フリーのガソリンベーパーを液化回収する装置を、（株）タツノ・メカト

ロニクスと（独）産業技術総合研究所とで共同開発を行った。 

 

平成 18 年度から平成 20 年度にかけて以下 3 つの研究開発項目を実施した。 

【研究開発項目①】デュアルメンブレンの研究開発（平成 18、19、20 年度実施） 

【研究開発項目②】ガソリンベーパー回収装置の開発（平成 19、20 年度実施） 

【研究開発項目③】実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定（平成 19 年度

実施） 

 

（２）従来技術の問題点 

前述のように、欧米では VOC 排出

規制に対応して給油所ではガソリン

ベーパー回収システムを設置してい

る。このシステムでは、給油時に発

生するガソリンベーパーを給油ノズ

ル先端から計量機内の吸引用ブロア

を介して地下タンクに戻す「タンク

リターン方式」で対応している（図

A-(6)-1）。しかしながら、50Ｌの空の燃料タンクに給油する場合、ガソリンベーパーを

含む空気放出量は 55～75Ｌと容積比で給油量の 1.1～1.5 倍に達する。したがって、地

下タンク内には給油によって増加した空間の体積より多くのベーパー含有空気が送り込

まれることとなり、結果的には地下タンク内のガソリンベーパーが通気口を通じて大気

に放出される。この結果、ガソリンの回収率は概ね 85%以下と考えられている。 

また、米国では自動車本体のガソリンタンクによってガソリンベーパーを回収する

ORVR（Onboard Refueling Vapor Recover）車が市販されている。上述のタンクリターン式

回収システムを設置した給油所では、ORVR 車への給油時にはベーパーがほぼ除かれた後

 

A B
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回収ライン

供給ライン

通気孔
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図１ 欧米での地下タンクリターンシステム 図 A-(6)-1  
欧米での地下タンクリターンシステム 

図 A-(6)-2 欧米で試行されている膜分離濃縮による改良型地下タンクリターン方式 
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の空気が地下タンクに送り込まれるため、地下タンク内でガソリンのベーパー化が促進

され、同様に地下タンク通気口から大気へ放出される。事実、米国の給油所では地下タ

ンクのガソリン在庫量が予想外に低減する問題が発生している。このように、一般車が

混在する状況下では ORVR 車の導入は VOC 発生量低減の有効な手だてとはなっていない。

すなわち、欧米で実施されている「タンクリターン方式」は給油に関わる者に及ぼす健

康被害の抑制効果は高いものの、大気への VOC 排出削減の観点からは優れたシステムと

は言いがたい。 

このような状況から、ドイツではガソリンベーパー回収配管が地下タンクへ戻る直前

に VOC 透過によるベーパー濃縮装置をつけて濃縮ベーパーを地下タンクにリターンする

システム(図 A-(6)-2-A)を提案している。米国ではタンクリターンしたときに通気孔か

ら放出されるガソリンベーパーを VOC 透過膜により回収し、放出を抑制する装置が販売

され始めている(図 A-(6)-2-B)。これらに用いられている VOC 透過膜は、ガソリンベー

パーの溶解度が高く溶解したガソリンが膜中を拡散して透過することで濃縮することが

できるシリコンゴム膜である。この膜は水蒸気も透過し濃縮するために、湿度の高い日

本にこれらと同様のシステムを導入した場合には、地下タンクへ水も蓄積する問題点を

有している。 

日本に適用する場合のもう一つの問題点として、欧米で導入されている「タンクリタ

ーン方式」は給油所全面にガソリン給油機から地下タンクにベーパーを戻す配管を新た

に敷設するための工事が必要となる点である。わが国の多くの給油所では狭い敷地に各

種ガソリン、軽油の配管が複雑に埋設されており、「タンクリターン方式」のために新た

なベーパー回収配管を追加して埋設し直すことは大工事になるばかりでなく実現困難な

ケースも現れることが予想される。 

したがって、大都市部に狭隘な給油所が多く存在するわが国においてガソリン

ベーパー回収による VOC 削減を効果的に進めるためには、①水分を含まないベー

パーを高効率で回収でき、かつ②新たな地下配管を必要としない小型のメンテナ

ンスフリーな回収装置の開発が必要である。 

（株）タツノ・メカトロニクスでは NEDO 事業平成 17 年度第 2 回｢産業実用化開発費助

成事業｣として「給油所におけるガソリンベーパー液化回収装置の開発」を実施した。そ

こで開発した回収装置は図

A-(6)-3 に示すように、車へ

給油中に排出されるガソリ

ンベーパーを、給油ノズル

先端から計量機を介して吸

引するベーパー回収用配管

を設け、凝縮器を通して一

部を液化し、残りのベーパ

ーはシリコンゴム膜からな

る VOC 透過膜モジュールで

 

図３ 産業実用化開発費助成事業で開発した回収装置 

VRS

回収ライン

通気孔

供給ライン

排気

真空ポンプ圧縮機

凝縮器

戻し弁

膜モジュール

圧力調整弁

地下タンク

VRSVRSVRSVRS

回収ライン

通気孔

供給ライン

排気

真空ポンプ圧縮機

凝縮器

戻し弁

膜モジュール

圧力調整弁

地下タンク

図 A-(6)-3 産業実用化開発費助成事業で開発した回収装置 
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透過濃縮し再び凝縮器に戻すラインを構成し、凝縮した液体ガソリンは給油機に戻す方

式である。この方式は高率のガソリンベーパー回収が可能であるが、ベーパーが１回だ

け装置内を通過する時（以下ワンスルーと記す）の液化率は十分に高くなく、給油が終

了した後も装置内でガソリンベーパーを循環する必要がある。これは、水蒸気が凝縮器

や配管内で氷結する問題を回避するために凝縮器の温度を 0℃以下に下げられないこと

による。また、前に述べたように溶解拡散型（図 A-(6)-4 参照）のシリコンゴム膜は VOC

とともに水蒸気の透過性も高いため水蒸気は回収ガソリン側に濃縮されるので給油ガソ

リンに混入してしまう。図 A-(6)-3 のシステムでも、ベーパー回収配管のガスを凝縮器

へ入る前に、VOC 透過膜モジュールの透過ガスを吸着剤を用いた水蒸気吸着塔へ通すこ

とにより水蒸気除去は可能であるが、湿度の高いわが国では吸着剤の再生を頻繁に行う

必要があり、再生のための熱源やメンテナンス要員が必要となる。このため、水蒸気吸

着塔を用いて水蒸気を除去した上で凝縮器の温度を低くしてワンスルー時の液化率を高

くするよりも、2～3℃の温度で凝縮液化した後、油水分離器（図 A-(6)-3 では省略）で

水を除く方が効率的な運転と考えられるが、油で汚染された水の処理が新たに問題とな

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）本事業の新規性・有効性 

本事業での技術課題は、凝縮器に入る前にガソリンベーパーと水蒸気をメンテ

ナンスフリーな膜分離法を用いて分離することで、ガソリンベーパーの凝縮温度

を低くし、高いガソリン液化率を可能とする装置の開発である。そして水蒸気の

分離には吸着法のように再生操作を必要としないメンテナンスフリーの膜分離法

を用いることにした。具体的には図 A-(6)-4 に示すような水蒸気を透過除去できる

分子ふるい膜を開発し、シリコンゴム膜でのガソリンベーパー透過濃縮の前段と

して適用するデュアルメンブレン方式を採用することで、水蒸気が混入すること

なくガソリンを高効率に回収できる新規な分離システムの構築であり、実現すれ

VOC H2O AirVOCH2O Air VOC H2O AirVOCH2O Air

分子径が小さいほど透過速度が大きく
分子径が大きい成分は排除するため
ガソリン成分はほとんど透過しない

分子ふるい型膜 溶解拡散型膜

膜へ溶解したガス分子が拡散して透過
するため溶解度の高いガソリン成分は
透過速度が大きい

VOC H2O AirVOCH2O Air VOC H2O AirVOCH2O Air

分子径が小さいほど透過速度が大きく
分子径が大きい成分は排除するため
ガソリン成分はほとんど透過しない

分子ふるい型膜 溶解拡散型膜

膜へ溶解したガス分子が拡散して透過
するため溶解度の高いガソリン成分は
透過速度が大きい

図 A-(6)-4 本事業で開発対象とする分子ふるい型膜（左）と溶解拡散型膜（右）

の VOC 透過挙動 

Ⅲ.2－105



 

ば世界初の成果となる。  
本事業の回収法は図 A-(6)-5 に示すように、給油ノズル先端から計量機を介するガソ

リンベーパーの回収用配管を設け、まずガソリンスタンドで使用可能な防爆型かつ無給

油型の圧縮機よってベーパーを吸引・圧縮し、脱水膜モジュールを通過させることによ

りガソリンベーパー中の水分を除去する。水分が除かれたガソリンベーパーは、3 気圧

程度に圧縮され凝縮器内で液化する｡液化したガソリンは戻し弁を通じて給油機に戻し、

残ったベーパー中のガソリンを VOC 透過膜モジュールで透過側に濃縮した後、回収ライ

ンの上流部に戻して再び圧縮し液化するシステムである。 

ガソリンベーパーが取り除かれた乾燥空気は、圧力調整弁を経て脱水膜モジュールの

透過側をスウィープすることで脱水を促進し、最終的に大気へ排出される。これにより

99%以上の高効率で無水の状態でガソリンベーパーを回収すること目標にする。そして、

地下タンクへのベーパー戻し配管が必要ないためアイランド上への回収装置の設置だけ

でベーパーリカバリーが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 研究方法  

 本事業では、図 A-(6)-6 の年次計画に表すように、おおよそ、脱水膜及び VOC 透過膜

の探索・開発、これら膜のモジュール製造とモジュールの性能評価、耐久試験用の回収

装置の製造と運転、実証モデル機の開発の順に行った。そして、脱水膜モジュールでは

ワンスルー時の脱水性能として露点すなわち含有水蒸気が凝縮する温度が-30℃までの

脱水を達成できる性能、VOC 透過膜モジュールではワンスルー時のガソリンベーパー回

収率として 95%以上を達成できる性能を開発目標とし、回収装置の全体運転でのガソリ

ンベーパー回収率の目標値を 99%とした。 

 

図 A-(6)-5 本事業のデュアルメンブレン方式による回収装置 

ベーパー回収配管

通気孔

回収ガソリン液

真空ポンプ

圧縮機

凝縮器

戻し弁

圧力調整

大気放出ガス

ＶＯＣ透過膜
脱水膜

回収装置

給油機

回収装置内フロー図

地下タンク

気液分離槽
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完成

中空糸炭素膜

シリコンゴム中空糸膜

H19年度 H20年度H18年度

耐久性試験中回収装置の製作・
耐久性試験

実証モデル機
の製作

膜素材の評価および選定

脱水用膜

膜開発・モジュール作製

VOC透過用膜 実サイズモジュール完成

管状ゼオライト膜

大量作製技術の検討モジュール化検討

実サイズモジュール完成

回収装置
で運転

実サイズ回収装置完成設計

圧縮・真空ポン
プの耐久性向上

設計

 

（１） 膜開発および膜モジュール作製 

（１）－１ 脱水膜 

脱水膜候補を探索するために分子ふるい型透過を示す無機膜の水蒸気透過速度と水

蒸気/イソブタンの理想分離係数を測定した。イソブタンはガソリン成分中でもっとも

分子サイズが小さい物質であるため、分子ふるい膜の水蒸気/ガソリンベーパー分離性

能の最低値を表す物質として選んだ。結果をまとめると図 A-(6)-7 のようになる。図に

は本開発スタート時（H18 年）に設定した目標値と最終目標値（H19 年）も示した。評価

試験用に入手可能な膜および開発する膜の形状がチューブラー型および中空糸型である

ために、それぞれに目標値を設定した。黄色の範囲がチューブラー型膜の最終目標性能

域であり、それに水色をプラスした範囲が中空糸型膜の最終目標域である。それぞれの

回収装置用モジュールの容積が 10L 以内になるように設定した。 

評価した膜は 2 種類のゼオライト膜（A, B）、炭化ケイ素(SiC)膜および炭素膜であり、

炭素膜は原料の前駆体としてカルドポリイミドおよび 2,6-ジメチル-1,4-フェニレンオ

キシド(PPO)を、PPO はさらにカルボキシル基やスルホン酸基を導入した誘導体 CPPO お

よび SPPO を調整して用いた。 

これらは、いずれも分子ふるい型透過で水蒸気を選択的に透過する膜であった。図か

ら分かるように試験した膜のほとんどが H18 年目標を達成しているので、水蒸気透過速

度を 10～50 倍上方に修正して膜の開発や探索を行った。その中で A 型ゼオライト膜（図

中のゼオライト A 膜）の水蒸気透過速度が 1.3×10-2cm3(STP)/(cm2･sec･cmHg)と最高レベ

ルの値であったこと、現時点で実用化に必要な膜面積（数平方メートルクラス）のモジ

ュール化に直ぐに対応できる市販膜であることの 2 つの理由から、A 型ゼオライト膜を

用いた脱水膜モジュールの製作を開始することにした。これは本事業で開発する回収装

図 A-(6)-6 年次計画 
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置の早期の実用化を想定した選択でもある。ただし、A 型ゼオライト膜は液分離用に製

作されており、ガス分離として使用する場合は膜の厳選が必要であることや価格が低く

ないなどの問題点もあるために、モジュールのコンパクト化による経済性の向上が期待

できる SPPO 中空糸炭素膜のモジュール化を合わせて検討することにした。 

 

（１）－２ VOC 透過膜 

 ガソリンベーパーの透過濃縮用としてシリコンゴム膜を中心に炭化水素ガス/N2 理想

分離係数を指標に探索を行った。膜サンプルとしてはシリコンゴム膜、微粉シリカゲル

含有シリコンゴム膜、微粉活性炭含有シリコンゴム膜、フッ素含有シリコンゴム膜を用

いた。シリカゲルや活性炭含有シリコンゴムは炭化水素ガスの溶解度が増加していると

推定されたが分離係数の大きな増加は認められなかった。フッ素含有シリコンゴム膜は

C6-C7 成分の分離係数が増大しているが透過係数が減少することが判明した。そこで、

モジュール化の膜としては最も安定して高い分離性を示した従来のシリコンゴム膜を用

いることとし、市販のシリコンゴム中空糸膜によるモジュール製作を検討した。 
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図 A-(6)-7 目標性能域と各種の脱水膜性能の比較 
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（２） 試験設備 
本研究開発では、実ガソリンを使用して評価試験を行なうため屋外の模擬ガソリンス

タンド設備（図 A-(6)-8 ステージ二階部分：給油装置、耐久評価試験装置、模擬給油

タンク等が設置されている評価試験エリア ステージ一階部分：ガソリンスタンド模擬

地下タンク設備）を使用し、膜モジュールを初めとする各種コンポーネント評価試験、

装置全体の長期耐久試験を行なった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 研究結果 

（１）膜モジュール 

（１）-１ 脱水膜モジュール（ゼオライト膜） 

 ゼオライト膜のモジュール製作は、図 A-(6)-9 に示すようなチューブラー型ゼオライ

ト膜（外径 12mm）の単管モジュールでの性能評価試験を行い、その結果を基に多数本

の膜による実機モジュールの製作を行った。 

図 A-(6)-8 模擬ガソリンスタンド設備 
 

チューブラー型ゼオライト膜
ガス供給口

ガス排出口透過ガス出口

チューブラー型ゼオライト膜
ガス供給口

ガス排出口透過ガス出口

図 A-(6)-9  チューブラー型ゼオライト膜の単管モジュール  
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ゼオライト膜（外径 12mm）の単管モジュールでの脱水実験を行い、モジュール化の

基礎データを取得した。露点すなわち含有水蒸気が凝縮する温度を 30℃に調整した N2

をモジュールの直径を変えた 3 種の単管モジュールで試験した結果を図 A-(6)-10 に示

す。 同じ流量（横軸）で比較するとモジュール断面環状路の相当直径(de)が大きいほ

ど処理ガスの露点（縦軸）が高く分離性が低い結果となった。この原因は膜面での濃度

分極現象（境膜物質移動抵抗）による分離性能の低下であることを明らかにし、膜やモ

ジュール寸法とガス流量等を変数とした物質移動係数の相関式(1)式を決定した。 

( ) ( )[ ] 33.067.05.0 aLdeScReSh φ=         (1) 

ここで、Sh はシャーウッド数と呼ばれ（物質移動係数）（相当直径）/（ガスの拡散係数）

で定義されるパラメータ、Re はレイノルズ数と呼ばれ（相当直径）（ガスの流速）（ガス

の密度）/（ガスの粘度）で定義されるパラメータ、Sc はシュミット数と呼ばれ（ガス

の粘度）/（ガスの拡散係数）（ガスの密度）で定義されるパラメータ、de はモジュール

断面の相当直径、L は膜の有効長さである。 

 
 

式(1)を考慮してゼオライト膜単管モジュールでの分離性能を予測した計算値（図中の

実線）は実験値と良く一致した。そこで実機モジュール（90Ｌ毎分のガソリンベーパー

処理能力）の必要膜面積の設計を式(1)を考慮して行い、有効長約 700mm の単管モジュ
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図 A-(6)-10 ゼオライト膜単管モジュールでの脱水試験結果 

（供給ガス：露点 30℃、圧力：高圧側 0.1MPa、低圧側 0MPa） 
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ールを１エレメントとした 33 エレメントからなる膜面積約 0.9m2 の実機モジュール（図

A-(6)-11）を作製した。 

このゼオライト膜実機モジュールによる実ガソリンベーパーによる評価結果は図

A-(6)-12 に示すように、ワンスルーで露点-30℃以下の脱水が達成できることを確認し

た。ただしガソリンベーパーの漏れ率は約 5%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(6)-11 単管エレメント 33 本からなる 

       ゼオライト膜実機モジュール 

図 A-(6)-12 ゼオライト脱水膜実機モジュールの脱水性能 
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（１）-２ 脱水膜モジュール（炭素膜） 

 先に（１）－１で述べたように、早期実用化に適した A 型ゼオライト膜は膜ロットの

厳選が必要であることや価格が低くないなどの問題点もあるために、膜性能が安定して

おり、かつ、コンパクト化による経済性の向上が期待できる PPO 系中空糸炭素膜のモジ

ュール化を検討することにした。 

安価な前駆体であるポリ 2,6-ジメチル-1,4-フェニレンオキシド(PPO)を用いた炭素膜

調製法を検討した結果、カルボキシル基やスルホン酸基を導入した PPO 誘導体から、水

蒸気透過性に優れかつ水蒸気/VOC の分離性が大きい炭素中空糸膜を作製することに成功

した（図 A-(6)-7 中の CPPO および SPPO）。特にスルホン酸基導入 PPO 誘導体を前駆体と

した SPPO 炭素膜は、柔軟性に優れモジュール化工程で要求される強度を十分に備えた炭

素膜にすることに成功した。図 A-(6)-13 に SPPO 炭素膜における各種ガスの透過速度測

定値（縦軸）をガス分子サイズ（横軸）の関係で示した。図から分かるようにガス分子

サイズが小さいほど大きな透過速度を示す分子ふるい的な透過挙動を示しており、水蒸

気の透過速度は 6.3×10-3 cm3(STP)/(cm2 s cmHg)で、水蒸気/イソブタンの理想分離係数

は 3,000,000 以上であった。参考としてプロットした高分子膜（ポリイミド膜）の水蒸

気/イソブタンの理想分離係数が 1500 であることから、SPPO 炭素膜の優れた分離性が分

かる。そして、SPPO 炭素膜は水蒸気を高速で透過するがガソリン成分はほとんど透過し

ないため、水蒸気とガソリンベーパーの分離に十分な膜性能を有していることが明らか
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図 A-(6)-13 SPPO 炭素膜の各種ガス透過速度と分子径の関係 
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図 A-(6)-14 SPPO 炭素脱水膜のプロトタイプ 

モジュール（膜面積 0.4m2） 

である。以上のことから、SPPO 炭素中空糸膜のモジュール化を、プロトタイプモジュー

ルの製作、実機モジュールの製作の順に検討することにした。 

 図 A-(6)-14 に示すような SPPO 炭素中空糸膜（外径 0.25mm、有効長 19.5cm）2700 本か

らなるプロトタイプモジュール（膜面積約 0.4m2、10Ｌ毎分のガソリンベーパー処理能力）

を作製し、実ガソリンベーパーの脱水性能を評価した。評価結果は図 A-(6)-15 に示すよ

うに、ワンスルー操作で露点-25℃以下の脱水処理が可能で、かつ、ガソリンベーパーの

漏れはほぼゼロと優れた性能であった。脱水性能はモジュールの大型化により更に向上

することが見込まれる。この結果を受けてより大型の実機タイプモジュールの作製へと

展開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 A-(6)-15 炭素脱水膜プロトタイプモジュールの脱水性能 
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（１）－３ VOC 透過膜モジュール（シリコンゴム膜） 

モジュール製作は市販のシリコン中空糸膜（外径：0.25mm、内径：0.17mm、膜厚 40μm、

有効長 60cm）による小型テストモジュールの製作、実機サイズモジュールの製作の順に

行った。シリコン中空糸膜 5000 本からなる小型テストモジュールでは、イソブタン/窒

素の分離実験で膜の理想分離係数から予想される分離性能がモジュールで観測されたこ

とから、次のステップとして実機モジュールの作製を行った。 
 実機モジュールとしては、中空糸膜の芯側を高圧流とする膜面積が約 10m2のモジュー

ル（中空糸膜 25000 本）の作製を行った。（図 A-(6)-16）。初期製造モジュールの分離性

能は小型テストモジュールの分離性能からの予想値より大きく低下し理想分離係数α*が

5 程度の分離性能であった。原因としては糸束径が 5.5cm と大きい為に、糸束の中心部

で膜を透過してきたガスが糸束内からスムーズに排出されず滞留するためと推定された。

そこで、初期モジュールの糸束径が 5.5cm であったものを、糸束径 2.5cm の７本へ分割

した改良モジュールを製造した。その評価結果を図 A-(6)-17 に示した。図から分かるよ

うに糸束の小径化を行った改良モジュールでは糸束内でのガス滞留の影響は軽減化され、

理想分離係数α*が 50 相当の分離性能まで回復した。 

この改良型シリコンゴム中空糸膜モジュールで行ったガソリンベーパー回収の連続試

験のワンスルー時回収率の結果を図 A-(6)-18 に示す。改良モジュールは、入力流量が

80, 40, 20 L/min でガソリンベーパーの回収率が約 96, 98, 99%と流量を下げるに従い

回収率が上昇する一般的な関係を示したが、十分に実用できる高い回収性能を示した。

目標であった、ワンスルー操作で 95%以上のベーパー回収を達成できるモジュールの作

製を完成させた。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(6)-16 ＶＯＣ透過膜モジュール（実規模サイズ） 
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図 A-(6)-17 シリコンゴム中空糸膜の実機サイズモジュールでのガソリンベーパー

回収率（ワンスルー操作） 

ＶＯＣ膜モジュール　回収性能

95

96

97

98

99

100

0 500 1000 1500 2000 2500

積算流量（Ｌ）

回
収

率
（
％

）

入力流量：２０Ｌ/ｍｉｎ

入力流量：８０Ｌ/ｍｉｎ

入力流量：４０Ｌ/ｍｉｎ

入力側濃度：５Ｖｏｌ％
供給側圧力：２１０ｋＰａ・ａｂｓ
透過側圧力：１５ｋＰａ・ａｂｓ

図 A-(6)-18  ＶＯＣ透過用シリコンゴム膜実機モジュールの回収性能 
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（２） ガソリンベーパー回収装置 

（２）-１ 耐久試験装置 

（１）-１及び（１）-３で開発を行った脱水膜モジュール(ゼオライト)・VOC 膜モジ

ュールおよび 凝縮器や圧縮機（圧縮ポンプ）、真空ポンプ、電磁弁、電子制御機器等で

構成される耐久試験装置を開発し、模擬ガソリンスタンド設備で耐久試験を行った。 

ガソリンベーパー回収装置は、膜開発 ⇒ 膜のモジュール化 ⇒ 耐久試験装置 ⇒ 

実証モデル機の順に開発した。耐久試験装置の目的は、膜モジュールを含む構成機器の

システム性能評価および耐久性能の検証、装置全体の振動･騒音･回収率等に関するデー

タを収集するための装置である。 

この後に開発する実証モデル機は、この耐久試験装置の各種データを基に法的認可を

取得し、市場投入をスムーズに行うことを目的としている。なお、VOC の漏れが極端に

低減可能で、コスト的に有利な炭素脱水膜モジュールは継続研究にて開発・装置への組

み込みを実施し、実フィールドへの投入を目指す。図 A-(6)-19 に耐久試験装置の図を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(6)-19  耐久試験装置 
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（２）-２ 耐久試験装置の耐久性能データ（回収率） 

 耐久試験装置にて測定したガソリンベーパー回収率（装置内に入力されるガソリンベ

ーパー量に対する装置内に回収されたガソリンベーパーの割合）のデータを図A-(6)-20

に示す。横軸の積算給油量 930KL は実ガソリンスタンド約 1.2 年分の給油量に相当し、

ベーパーの回収率は概ね 97%をキープしており、ベーパーリカバリー規制が世界で最も

厳しい米国カリフォルニア州の規制値が 95%であることを考慮すると実フィールドへの

投入も十分可能な数値で、実用許容値と言える。また、脱水膜をゼオライト膜からプロ

トタイプの炭素膜モジュールに一時的に変えて運転した結果はベーパーの漏れを極端に

低減でき、当初の目標であった回収率 99%以上を達成できた。 

 

 

 

 

（３）耐久試験装置 回収液分析 

 回収ガソリン液の品質を調査するために「揮発油等の品質の確保等に関する法律（略

称：品確法）」に沿った検査を第三機関に依頼し、判定を行い、問題の無いことを確認

した。 

  

◇検査機関 ――― 社団法人 全国石油協会 千葉試験センター 

◇検査規格 ――― 品確法 強制規格 
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図 A-(6)-20 ガソリンベーパー回収装置の長期運転での回収性能 
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（４） 実証モデル機 

耐久試験装置によって収集されたデータを基に圧縮機・真空ポンプ、凝縮器等の改良、

構成機器のレイアウト変更を行い、構成機器もコンパクト化かつ高性能となり、危険物

技術保安協会（KHK）の法的な認可も取得した（平成 21 年 3 月 27 日付）。これによりガ

ソリンスタンドの実フィールドに設置可能な実証モデル機が開発できた。 
量産化へ向けては、コスト的に有利な炭素脱水膜モジュールの開発を完了すべく、継

続研究にて開発・装置への組み込みを実施し、実フィールドへの投入を目指す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(6)-21 実証モデル機 
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（５） 実フィールドへの設置イメージ 

 本ガソリンベーパー回収装置1台に対して給油機を3台接続した代表的な設置パター

ンを図 A-(6)-22 に示す。 

 ガソリンベーパーの吸引配管は、従来の地下タンクまでの施工工事と比較し、それぞ

れの給油機から回収装置間のみのため、配管長さも短く、地上に近い場所に埋設できる

ため（地下タンクは給油機から離れた場所で、地上より 2m ほどの地中にある）、比較的

容易である。また、本装置は各給油機から吸引したガソリンベーパーを液化させ 1 台の

給油機へまとめて戻すため、ガソリン液配管は同一アイランド上（床面より 15cm 位高

く、計量機を設置するためのステージ）にある給油機の 1 台にのみ施工されるので、さ

らに工事が簡単に済ませることができる。 

 

 

 

（６） 実用化に資する導入シナリオと法規制・競合技術の動向 

◇導入シナリオ 

最初のターゲットはガソリンスタンドで販売量が多く、投資効果が現れやすいセル

フスタンドからの導入を開始して、順次給油専任者のいるアテンダントスタンドへも

普及を進めていく。また、ガソリンベーパー回収装置の技術的原理や仕様等をベース

 

地下タンクから

ベーパー吸引配管

ガソリン液配管
地下タンクから

ベーパー吸引配管

ガソリン液配管

ガソリンベーパー 

回収装置 

給油機 

図 A-(6)-22 回収装置の石油給油所への設置イメージ 
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に、石油業界以外で当該技術開発成果の適用可能性が期待される業種を抽出すると、

具体的には、揮発性が高く、回収再利用のメリットを有する程度に付加価値が高い材

料を取り扱う業種という条件を満たすものを対象とし、グラビア印刷業界、クリーニ

ング業界、工業充填業界が上げられる。その結果、グラビア印刷業界では複数の VOC

が混合した形での回収になるなど導入が難しいと判断されたが、単独溶媒を利用する

（場合がある）クリーニング業界、工業充填業界については導入可能性が期待される。

なお、実際の導入にあたっては適用条件の精査を行う必要がある。 

 

◇法規制の動向（ガソリンスタンド業界について） 

本プロジェクトで開発する装置の事業化にあたって影響が大きいと想定される法規

制の整備・改正に係る動向を調査した。 

調査対象は、平成 18 年度社団法人産業環境管理協会調査と環境省調査において記載

がある自治体を主に行った。 

StageⅡ（＊1）への規制強化を考えている自治体は現時点ではなかった。また国に

よる規制、施策も現時点では計画されていない模様である。したがって、規制強化に

伴う市場拡大を期待せず、ガソリン資源を無駄にしない技術的イノベーションとして

経済的インセンティブをガソリンスタンド側に付与し、民間の活力をいかした普及を

図ることが得策であると考えられる。 

 

◇競合技術の開発動向                              

ガソリンスタンドでの給油時のガソリンベーパー対策というニッチな市場であるこ

ともあり、競合技術はさほど多くない。車両側の対策である ORVR（＊2）は車両製造

コストに転化されることや車両スペース的な制約が大きいこと等から導入が促進され

る方向にないと考えられる。StageⅡ（＊1）対策についても法制化の見通しがないな

どの理由から研究開発・事業主体は少ないと想定され、国内事例を見ると本開発以上

のペースで事業化フェーズに移行できる競合他社はない（海外からの輸入販売を行っ

ている一部事業者を除く）と推察される。 

 

 

＊1 ガソリンスタンドにおいて車両給油時に大気へ放出されるガソリンベーパーを回

収する行為 

＊2 Onboard Refueling Vapor Recovery 車両側でのガソリンベーパーの回収 

 

４. 結 言 

（１）事業化計画 

実証モデル機を完成させたが、量産を目指すことになるとコストが非常に高いハー   

ドルの 1 つと成ってくる。コスト低減のため、各機器の型化等を推進しなければなら

ない。また、コスト的に有利な炭素脱水膜の大型モジュールの開発を早期に完了させ、
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平成 22 年度までに炭素脱水膜、VOC 透過膜を組み込んだデュアルメンブレンシステム

の実証モデル機での耐久性能試験を終了し、平成 23 年度より実フィールド（ガソリン

スタンド）での実証試験を開始する予定である。また、合わせて各種データを収集す

ることにより、平成 24 年度から開始が予定されるガソリンスタンドへの設置導入の円

滑化を図る。 

 

 

 

 

 

（２）目的に照らした達成状況 

（２）－１ デュアルメンブレンの研究開発 

◇脱水膜モジュール（ゼオライト膜） 

   ワンスルー操作で目標とする露点-30℃まで脱水できる分離性能の実用規模サイ

ズモジュール（90Ｌ毎分のガソリンベーパー処理能力）を開発できた。但し、膜

性能のバラツキから来ると思われるベーパーの漏れが観測され、漏れ率は5%であ

った。 

  ◇脱水膜モジュール（炭素膜）  

   ワンスルー操作で露点-25℃まで脱水できるプロトタイプモジュール（10Ｌ毎分の

ガソリンベーパー処理能力）において露点-25℃まで脱水できる分離性能とベーパ

ーの漏れゼロのモジュールを開発できた。モジュールの大型化を達成することに

より露点-30℃以下までの脱水も可能と見込んでいる。 

  ◇VOC透過膜モジュール 

   ワンスルー操作で目標とするベーパー回収率95%以上のシリコンゴム中空糸膜に

よる実規模サイズモジュールを開発できた。 

 

（２）‐２ ガソリンベーパー回収装置の開発 

◇実用規模サイズのガソリンベーパー回収装置の開発を完了し、模擬ガソリンスタ

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

実フィールドでの
　　　　実証試験

炭素膜・VOC透過膜の

　　　　　　　耐久性確認
ガソリンスタンドへ　

　設置開始
炭素膜　　　　　　　　　　
VOC透過膜　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
単体評価

適応分野 目標設置台数 ガソリン販売量 削減物質 ｶﾞｿﾘﾝﾍﾞｰﾊﾟｰ削減量

平成２４年 セルフＳ/Ｓ １,０００台 ２１０万ＫＬ ４，２００ＫＬ

平成３４年 印刷業・塗装関係

５４，０００ＫＬ平成２９年
セルフＳ/Ｓ、

アテンダントＳ/Ｓ
２０,０００台 ２,７００万ＫＬ

トルエン、キシレン
ベンゼン、エチルベンゼン

その他VOC

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

実フィールドでの
　　　　実証試験

炭素膜・VOC透過膜の

　　　　　　　耐久性確認
ガソリンスタンドへ　

　設置開始
炭素膜　　　　　　　　　　
VOC透過膜　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
単体評価

適応分野 目標設置台数 ガソリン販売量 削減物質 ｶﾞｿﾘﾝﾍﾞｰﾊﾟｰ削減量

平成２４年 セルフＳ/Ｓ １,０００台 ２１０万ＫＬ ４，２００ＫＬ

平成３４年 印刷業・塗装関係

５４，０００ＫＬ平成２９年
セルフＳ/Ｓ、

アテンダントＳ/Ｓ
２０,０００台 ２,７００万ＫＬ

トルエン、キシレン
ベンゼン、エチルベンゼン

その他VOC
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ンドでの1.2年分に相当する運転データの収集および耐久評価を実施した。運転の

結果、回収ガソリンは目的どおり無水状態であり、総合回収率は、米国カリフォ

ルニア州VOC規制値である95%をクリアし、耐久期間を通しての平均で実用許容値

と考える97%に達することができた。また、脱水膜として、モジュール大型化が進

行中の炭素中空糸膜に変えることにより、目標とした99%以上の回収率を達成でき

ることを確認した。 

  ◇実ガソリンスタンドのアイランド上に設置可能なコンパクトでコスト面を考慮し

た許認可モデル機の開発を完了し、法的認可（危険物保安技術協会）を平成 21 年

3 月 27 日付けで取得した。 

項目（１）の炭素脱水膜モジュールの実規模サイズ開発が完了次第、装置内に組

込を行い、実フィールド（ガソリンスタンド）でのデータ収集と耐久評価を実施

する。 

（２）‐３ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

本研究の開発成果をガソリンスタンド市場へ導入することが最終目的であるため 

技術開発と並行して、開発成果の円滑な事業計画を策定することが求められる。 

従って、当該開発成果の円滑な事業化に向けて、市場導入シナリオの検討ならび

に市場環境の動向調査を第 3 者機関に依頼した。 

他業種への応用展開・法規制の動向・競合技術等を調査し、開発成果の事業化

シナリオが明確化された。 
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２－Ａ－（７）含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発 

 プロジェクトリーダ：ＪＦＥソルデック株式会社 社長 久松喜彦 

実施企業  ＪＦＥソルデック株式会社 

 

１．研究概要 

１．１．背景 

平成13年4月から導入されたPRTR制度（環境汚染物質排出移動登録）や平成15年6月の

化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）の改正を受け、製造、利用、

廃棄のライフサイクルに亘って化学物質を適切に管理することが社会の潮流となった。

これらの化学物質は広く大量に使用され、多くが排出されるため、環境リスクが懸念さ

れている。特に、含塩素揮発性有機化合物（以下含塩素VOCと記述）に関しては、取扱っ

ている事業者の規模が小さく、また、現状規制の緩やかなこともあり、充分な対策が採

られないままに大気放散されている。しかしながら、環境保全要求は次第に厳しいもの

になってきており、近い将来、含塩素VOC規制強化が施行され、中小事業者の事業継続に

大きな支障となることが予想される。 

 

１．２．研究の意義 

含塩素VOCの既存除去技術としては、「直接燃焼法」、「活性炭吸着(回収)法」などが

あるが、設備費、運転費等から中小の事業者には採用が難しい面がある。 

本プロジェクトは、含塩素VOCのエンドオブパイプ対策技術の中から、削減効果が大き

く、汎用性が高く、かつ、安価で、特に中小の事業者等でも自主管理が促進できる実用

化基盤技術を開発することにより、環境リスクの低減に寄与するものである。 

 

１．３．研究の目的 

本研究では、含塩素VOCを分解し、塩素を塩化カルシウムとして固定化して、安全な廃

棄或いは他製品の原料として再利用することを可能ならしめるプロセスを開発すること

であり、具体的には以下を目的とした。 

１) ジクロロメタン(DCM)等の含塩素VOCの安価(\50/kg以下)な分解固定化剤の開発 

２) 中小規模事業所で既存技術を上回る含塩素VOC分解固定化プロセスの開発 

３) 上記を適用した分解固定化装置の商品化・事業化の検討 

 

 

２．研究方法 

２．１．分解固定化剤の開発研究 

２．１．１．試験概要 

本研究は、東京工業大学の秋鹿らのグループによる炭素含有高機能酸化カルシウムが

フロンの分解固定化に活性を示す(「炭素含有アルカリ土類金属酸化物及びそれを用いた
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有機ハロゲン化合物の分解処理法」特願2005-329242)という知見に基づいて開始された。 

含塩素VOCの分解固定化性能に影響を及ぼす因子は、分解固定化剤として用いる酸化カ

ルシウムの「炭素含有」、「高表面積化」の2つと考えられ、安価な炭素の添加方法、及

び高比表面積を持つカルシウム材料の探索の2方向で研究を進めていた。しかし、炭素含

有高機能酸化カルシウムは酸素のある雰囲気では発火の危険があり、次の固定化プロセ

スの開発に大きな障害となっていた。一方、高比表面積を持つカルシウム材料の探索か

ら、高比表面積を持つ水酸化カルシウムが見出され、発火等の危険性が無いため、それ

を原料に分解固定化剤を製作し、以下に示す試験により検証を行った。 

 

２．１．２．試験装置と実験方法 

分解固定化剤の研究開発に用いた小型試験装置を以下に紹介する。試験装置フローを

図 A-(7)-1に示す。 

 

 

 

図A-(7)-1 試験装置フロー 

 

分解固定化剤を充填した反応管に所定濃度の含塩素有機化合物を流し、30分間隔で反

応管出口ガスの分析を行った。反応管(1～2インチ)に充填する固定化剤量は約5時間の試

験が可能な量とした。反応温度は副反応を抑えるため450～600℃とした。 

 

ガスクロ・分析計

マイクロフィーダ
マスフロー 

コントローラ 

サンプリング用切替器

窒素 含塩素VOC
電気炉 

反応器 

1～２インチ

キャリアーガス
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２．２．分解固定化プロセスの検討 

２．２．１．ベンチ試験装置 

より大型の反応装置での分解固定化剤性能の検証、及び反応器の設計に必要な反応速

度の解析データを採取・解析するために図 A-(7)-2に示すベンチ試験装置を作成し、試

験を実施した。結果は3.1.2項に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図A-(7)-2 ベンチ試験装置 

 

【装置概略仕様】 

原料ガス流量 100 Nl/min． 

原料中のVOC濃度（DCM） ～10,000 ppm 

反応器サイズ 8インチ （6インチ） 

充填層高さ 600 mm 

分解固定化剤充填量 ～5 kg（2.5kg） 
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２．２．２．反応速度解析 

ベンチ装置より得られたデータを解析し、分解固定化剤の反応速度を算出すると共に、

それを使ってProcess Systems Enterprise社製の「gPROMS」による反応器のダイナミッ

クシミュレーションを行い、そのサイズ等を決定した。 

 

２．３．装置化検討 

前項で求められた設計諸元をベースに含塩素VOC分解固定化装置の試設計を行った。 

 

２．４．商業化・事業化のための検証 

２．４．１．実証試験設備の概要 

商業化に向けた検証として、ジクロロメタン（DCM）を用いて精密機器の脱脂洗浄をし

ているF社において、実ガスによる実証試験を実施した。図 A-(7)-3に実証試験設備全体、

図 A-(7)-4に実証試験の構成を示す。 

 

 

図 A-(7)-3 実証試験設備の全景 

 

分解固定化装置

濃縮器
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図 A-(7)-4 実証試験用の装置構成 

 

実証試験装置は、濃縮器と分解固定化装置から構成されている。図A-(7)-3の上方にあ

る水色の装置が濃縮器である。この濃縮器で、排気ダクトから一部抜き出した排ガスの

DCM濃度を約10倍に濃縮して、小屋の中に設置されている分解固定化装置に供給する。濃

縮器で濃縮されたDCMを含む反応ガス(濃縮ガス)は、冷却管で水分を凝縮・分離し、ガス

ポンプで2段のプレヒータで加熱された後、反応器に供給される。 

 

２．４．２．実証試験水準と実験条件 

実証試験は連続運転と断続運転の両方を行った。本装置が導入されると予想される工

場は日中操業し、夜間休止している場合が多い。そのため、断続運転試験を行い、分解

固定化装置の運転に支障の無いことを確認した。 

１）排ガス条件 

① 排ガス流量 ： 38L/min 

② DCM 濃度 ： 1,000～2,500ppm 

③ 水分濃度 ： 3～4vol.% 

 

２）反応器仕様 

① 反応器サイズ ： 6 インチ 

② 分解固定化剤充填量 ： 2.5kg 

③ 反応器入口ガス温度 ： 360℃ 

④ 反応器電気ヒータ設定値 ： 580℃ 

GC(PPQ)

GC(MS)He ガスポンプ

冷
却
管

送液ポンプ

温調
温調

温調

除
湿
器

プレヒータ-2

プレヒータ-1 

大気 

反応器

濃縮器 

排ガス大気 
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３．研究結果と考察 

３．１．試験及び検討結果 

３．１．１．分解固定化剤開発のための試験結果 

図 A-(7)-5に高比表面積水酸化カルシウムを原料とした高機能酸化カルシウムのト

リクロロエチレン（TCE）分解固定化反応での測定結果を示す。この材料は窒素流通下

または空気流通下のいずれにおいても、TCEを効率良く分解固定化することが分かった。 

図A-(7)-6にジクロロメタン（DCM）、図A-(7)-7にテトラクロロエチレン（PCE）の高

比表面積酸化カルシウムの分解固定化性能試験の結果を示す。 

図に示すように、PCEでは若干低い成績であったが、TCE/DCMに対しては非常に良い成

績が得られ、高比表面積水酸化カルシウムを原料とした高機能酸化カルシウムが含塩素

VOCの分解固定化剤として優れていることが分かった。更に、添加物の必要がないため、

分解固定化剤の製造コストがより安価となり、発火の危険もないため、分解固定化装置

コストも低廉化できる可能性が高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(7)-5 高比表面積水酸化カルシウムを原料とした分解固定化剤の 

異なるガス雰囲気流通下での TCE 分解固定化反応活性測定結果 

(充填量 0.02、0.035mol); 赤: 窒素/ 青: 空気 
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図 A-(7)-6 550℃での DCM 分解固定化反応結果 

(試料充填量：0.1mol) 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(7)-7 550℃での PCE 分解固定化反応結果 

(試料充填量：0.1mol) 
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３．１．２．ベンチ試験結果 

前述の分解固定化剤を探索する試験において、高比表面積酸化カルシウムが含塩素VOC

の分解固定化剤として最も優れていることがわかり、工場から排出される実ガスによる

実証試験に繋げるためのスケールアップ試験としてベンチ試験を実施した。この試験を

もとに実証試験での反応器サイズ及び試験運転パラメータを決定した。 

図A-(7)-8に1～2%DCMの分解固定化反応の温度をパラメータとした実験結果を示す。図

に示すように、450℃以上で安定した分解固定化性能が得られることがわかり、実証試験

では、本ベンチ試験で最も良い性能を発揮した600℃近傍で試験を実施することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(7)-8 DCM 分解固定化反応（400-600℃） 
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水酸化カルシウム200gを5L/minの空気下で4500Cにて12時間処理
そのうち16.8gを反応管に充填 前処理中に出口ガス中水分なし 760ml/min DCM1%
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３．１．３．実証試験結果 

１）DCM分解率とCaO積算転化率 

本実証試験は、商業機としての適用性を判定するため試験であり、工場の操業が性能

にどのように影響するかを確認することが目的であった。図A-(7)-9に実証試験の全水準

での経時間でのDCM分解率とCaO転化率を示す。138時間の運転において、充分な性能を有

していることが判る。通常、このような工場では運転は日中に行い、夜間は停止してい

るが、それに合わせた断続試験でも充分な性能を発揮できることが確認できた。 

 
図 A-(7)-9 DCM 分解率と CaO 積算転化率 

 

２）濃縮器廻りDCM濃度 

図A-(7)-10に濃縮器廻りのDCM濃度の測定結果を表わす。 濃縮器入口（洗浄槽排ガス）

DCM濃度は90～590 ppm、反応器入口（濃縮ガス）DCM濃度は500～3500 ppm、濃縮器排ガ

スDCM濃度は0～40 ppmとなっており、 濃縮器は変動する洗浄槽排ガス濃度に十分対応し、

DCMを濃縮することが実証できた。 

 

図 A-(7)-10 濃縮器廻り DCM 濃度 
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３．１．４．反応器ダイナミックシミュレーション 

ベンチ試験までのデータから反応速度定数等を整理し、シミュレーションソフト

「gPROMS」を用いて以下の反応機構をモデリングし、CaCO3への反応を含む、DCMの分解固

定化反応のダイナミックシミュレーションを行った。図A-(7)-11に含塩素VOC分解固定化

装置の反応器廻りの概要を示す。 

含塩素VOC(DCM)を含む排ガスが反応器の下部に導入され、分解固定化剤を通過しなが

ら上昇し、上部から排出される。分解固定化剤と接触したガス中のDCMは下記の反応式に

より、分解固定化される。 

 

CaO(s) + CH2Cl2(g) + O2(g) ---> CaCl2(s) + CO2(g) + H2O(g) 

CaO(s) + CO2(g)  ---> CaCO3(s)  

 

DCM

2,000 ppm

DCM DCM

fresh CaO make-
up

spent CaO

(CaCl2+CaCO3
)

treated 
gas

図A-(7)-11 含塩素VOC分解固定化装置の反応器概要 

 

分解固定化剤はある時間で破過するため、続けて運転するためには、反応器中の分解

固定化剤を入れ替える必要がある。反応器内の分解固定化剤の破過は排ガスの入口部（反

応器下部）が進んでおり、出口付近(反応器上部)は破過が進んでいないため、全部を交

換すると、活性の残っている部分も無駄に捨てることになる。そこで、分解固定化剤の

入れ替え周期を最適化するためシミュレーションを実施した。48時間（2日）毎に反応器

全量の25%の分解固定化剤をメークアップすれば、DCM除去効率の低下無く、連続運転が

可能なことが分かった。一方、全く分解固定化剤のメ－クアップをしない場合、5～6日

の連続運転で破過する。上記のように反応器全量の25％を2日毎に分けてメークアップを

行うことにより、2～3日長く、同装置の運転が可能であることが、シミュレーションに

より、明らかになった。 
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３．１．５．装置化検討結果 

前述のシミュレーション等を通して、実装置の試設計を行った。以下にF社向けに実施

した含塩素VOC分解固定化装置の試設計結果を示す。 

F社は精密部品の洗浄用にDCMを用いており、その洗浄槽から排出される排ガスを大気

中に放散している。これは、排出量の最も多い工業洗浄用途の典型的な例である。その

設計条件は次の通りである。 

１）設計条件 

① 排ガス流量 ： 85 Nm3/min(5,100Nm3/hr) 

② 年間 DCM 排出量 ： 19.4 ton/Y 

③ 排ガス温度 ： 25℃ 

④ 排ガス中の水分 : 2.5 vol.% 

⑤ 排ガス中の DCM 濃度 : 200 ppm（平均）、700 ppm（最大） 

⑥ 濃縮器出口温度 ： 50℃ 

⑦ 濃縮器出口 DCM 濃度 ： 2000 ppm（平均) 

⑧ 濃縮器出口水分 ： 2.5 vol.% 

 

２）実装置フロー 

図 A-(7)-12に高比表面積酸化カルシウムを分解固定化剤として用いた実装置フロー

を示す。平均200 ppmのDCMを含む排ガスは、濃縮器に供給され、内蔵されたハニカムロ

ーターにより、排ガス中のDCM及び水分が吸着、除去される。DCMが10 ppm以下まで低減

された排ガスは大気に放散されるが、ハニカムローターの再生ガスとして、その一部（10%

程度）をブロアで昇圧し、熱交換機で約150℃に加熱した後、濃縮器に供給する。ハニカ

ムローターに吸着されたDCM及び水分は再生ガスの持つ熱により脱着され、出口再生ガス

のDCMの濃度は平均2,000 ppm、ガス温度は約50℃となる。水分は分解固定化反応に悪影

響を及ぼすため、除湿器で8℃まで冷却し、分離、除去する。除湿されたガスは、熱交換

器で520～530℃に加熱され反応器に供給される。ガスは反応器の下部に供給され内部に

充填されている機能化CaOとクロスフローで接触し、DCMは3.1.4項に記載する反応式に従

い、分解固定化されてCaCl2、CaCO3、CO、CO2とH2Oになる。この反応は発熱反応で、出口

ガスの温度は580℃になり反応器上部から排出される。この排ガスにプロパン等の燃料を

加え、下流の接触反応器で生成したCOとともに燃焼させることにより、ガスの温度を

760℃まで上げる。高温になった排ガスは供給ガスと熱交換して130℃まで冷却され、濃

縮器から排出されるクリーンなガスと合流して大気中に排出される。 
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図 A-(7)-12 実装置フロー 

 

３）設備3Dモデル 

図 A-(7)-13の装置3Dモデルに示すように、与えられた洗浄工場建屋脇2 m ×11 m

の敷地にコンパクトに設置できる。 

 
図 A-(7)-13 F 社向け VOC 分解固定化装置 
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３．２．商品化の検討 

３．２．１．競合プロセスとの比較 

F社向け含塩素VOC分解固定化装置の試設計を行い、競合プロセスとの比較を行った。

その結果を表 A-(7)-1に示す。「直接燃焼法」は含塩素VOCを含む排ガスを燃焼分解する

燃焼炉の他に、排ガス中の塩酸を湿式吸収法等で無害化する装置が別途必要であり、ま

た燃焼炉の昇・降温に時間がかかるため、工場が24時間連続操業しているような、規模

の大きな事業所に適している。また、「吸着方式」では吸収工程と脱着工程を繰り返す

ことにより含塩素VOCを回収する。従って、吸着槽が複数必要であるため、反応器コスト

が高いのと敷地面積が広く必要である。 

含塩素VOC分解固定化装置は、反応器内で含塩素VOCの分解から固定化までを行うシン

プルなプロセスのため設置面積が最小で、唯一F社の希望エリアに収まるだけでなく、建

設費も安価になる。また省エネルギーなプロセスのため、運転費も安く、競合プロセス

に対して総合的に有利であることが判明した。 

 

表 A-(7)-1 競合プロセスとの比較 

 

 

 

 

 

 

処理法 本分解固定化装置 吸着回収（繊維状活性炭） 吸着回収（粒状活性炭） 直接燃焼

敷地 ２ｍ×１１ｍ（２２ｍ２） ２．５ｍ×１２ｍ（３０ｍ２） ４．５ ｍ×１５ｍ（６８ｍ２） ５ｍ×２０ｍ（１００ｍ２）

装置高さ ６．５ ｍ ４ ｍ ４ ｍ ８ｍ(排気塔１６ｍ）

特徴

プロセス
６００℃分解固定化反応

／熱回収
常温吸着／連続蒸気脱着

・冷却凝縮回収
常温吸着／バッチ蒸気脱着

・冷却凝縮回収
８５０℃燃焼分解

／急冷中和

除去率 ・９０－９５％ ・９５％ ・９５％ ・９０－９５％

エリア ・コンパクト ２２ｍ２ ・コンパクト ３０ｍ２ ・大エリア要 ６８ｍ２ ・大エリア要 １００ｍ２

吸着材 ・固定化剤は極めて安価 ・繊維状活性炭は高価 ・粒状活性炭は安価 －

補機
・ 濃縮機
・ 除湿機

・ ボイラー
・ 冷却塔
・ チラー

・ ボイラー
・ 冷却塔
・ チラー

・ 濃縮機
・ HCl除外設備

運転費用
吸着回収より省エネルギー
シンプルなプロセスで安い

・連続吸着脱着より
蒸気、電力を多消費

・やや高い

・バッチ吸着脱着、連続吸
着より低いが運転が複雑

・高温燃焼で燃料、冷却水、
中和薬剤を多消費
最もエネルギー浪費

建設費 ・安価 ・やや高い ・高い ・最も高価格

総合評価 ◎ ○ △ ×
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３．２．２．販売のターゲット 

第3者機関と協力して排出源の調査を行い、その結果を処理風量とDCM濃度でマッピン

グし、含塩素VOC分解固定化装置の適用範囲を図 A-(7)-14に示した。また、図から中低

濃度かつ少処理風量の領域でDCM、TCE排出事業者が多いことがわかる。これらの事業者

は従来処理方法では経済ベースに乗らない領域にあり、本含塩素VOC分解固定化装置のタ

ーゲットとなる。 

また今後、首都圏並みの条例規制強化（神奈川県、横浜市、川崎市：50ppm）で新たに

需要が生じることが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-(7)-14 ターゲットとする市場 
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４．結言 

４．１．まとめ 

１）分解固定化剤 

適用プロセスの利便性から分解固定化剤原料を高比表面積水酸化カルシウムが最適と

判断し、それから製造した高比表面積酸化カルシウムで活性試験を実施したところ、良

好な性能が得られた。工業用水酸化カルシウムを原料とした高比表面積酸化カルシウム

の製造（約\20/kg）が可能となり、目標値(50\/kg以下)を達成できた。 

２）プロセスの開発 

F社向け実装置の試設計を通して、その規模では既存技術（直接燃焼法、吸着法）に対

して充分に競争力のあるプロセスを完成できた。 

３）実用化見通し 

F社での実証試験を通して、本装置が実際の工場操業に対して安定した性能を発揮し、

実装置として充分対応可能なことが実証された。 

 

４．２．今後の事業化計画（マーケットの見通し） 

本含塩素分解固定化法は既存技術の吸着法あるいは直接燃焼法の市場と競合しないユ

ーザー層に適用可能であると判断しており、今後更に規制強化（50 ppm）で新たに需要

が生じることが期待できる。設備建設市場は最小でDCM排出量3,700 トン/年から最大で

11,600トン／年が見込まれ、DCM20トン/年排出規模での建設費は5,000万円であるので、

最小で92億円（185基）から最大で290億円（580基）規模の市場が期待される。しかし、

現状は市場規模が小さく、商品化を具体的に進める環境に無い。 

 

４．３．今後の展開 

あくまで需要次第ではあるが、以下のように本装置の拡販を進めてきたい。 

初期参入ターゲットとする市場としては、含塩素系VOCのなかで排出量が最も多く、安

価で高洗浄性能をもち、発癌性他毒性が比較的軽微なことから今後も使用の継続が予想

されるDCMで、さらに、現在回収装置が設置されていない排出濃度が1,000ppm以下で、DCM

排出量年間8～30トンの小規模事業所に絞る。 

次の事業展開としてはDCM単体処理ではなく、回収メリットの出にくいDCMと他の含塩

素VOC（TCE等）との混合物処理にも参入し、合成反応用途（化学工業や医薬品、プラス

チック製品、ゴム製品等の製造業）を市場として事業化してゆく計画である。 
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４．４．研究の成果 

１）研究発表・講演 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007.9.17 第100回触媒討論会 炭素含有酸化カルシウム

を用いた有機塩素化合物

の分解固定化反応 

小島 綾一 

2008.2.27 第3回エコケミカルシ

ンポジウム 

含塩素VOC高効率分解固定

化装置の開発 
小島 綾一 

2008.3.17 化学工学会 

第73年会 

金属担持CaO触媒を用いた

有機塩素化合物の分解固

定化反応 

岡田 正弘 

2008.9.24 化学工学会 

第40回秋季大会 

高比表面積水酸化カルシ

ウムを用いたTCE分解固定

化反応 

浅間 亮太 

 

２）発表論文 

なし 

３）特許等 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2007 年 

2 月 20 日 

特願 2007-039461 含ハロゲン有機化合物の

分解固定化反応器、固定化

反応装置及びその方法 

加藤守孝 

他 11 名 

2009 年 

3 月 19 日 

特願 2009-068619 含塩素揮発性有機化合物

の無害化方法 

JFE エンジニア

リング株式会社

 

４）その他の公表（プレス発表等） 

なし 
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２－Ｂ－（１） 非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

プロジェクトリーダ： 独立行政法人産業技術総合研究所 

環境化学技術研究部門 

部門長 島田 広道 

実施企業：昭和電工株式会社 独立行政法人産業技術総合研究所 

 

 

1.研究概要 

1-1. 研究目的 

 電気・通信分野で広く使われている材料としてエポキシ樹脂が知られているが、これらは

ほとんどがフェノール系化合物を原料としており、本プロジェクトの削減対象物質であるビ

スフェノール-A、フェノールやホルムアルデヒドを原料として使用されている。このような

フェノール系エポキシ樹脂は PRTR 法第一種化合物であるエピクロロヒドリンとフェノール

化合物とを反応させてグリシジルエーテル化することにより製造されている。この方法では

大量の含ハロゲン化合物が廃棄物として生成するために環境負荷が高い上に、製造工程の煩

雑さ、副生ハロゲン化物残留による電気絶縁性の低下、分子設計上の制約等の問題があり、

他の方法への転換が強く望まれている。更に最先端のエレクトロニクス分野では、吸水率、

誘電率等の性能面の向上も求められている。 

 

新材料が市場に認知され広く使用されるようになるケースとしては、法規制により従来材

料が使用できなくなる場合は別として、従来材料では特性が不十分で改良が求められている

分野に、性能面で優位性のある材料で代替して行くことが重要となる。そのために、環境適

合材料といえども、材料の持っている特性が高いことが必要である。 

 そこで、本研究では開発した技術が、早期に市場開発に繋げることが出来るようにするた

め、単に有害化学物質のフェノール、ビスフェノール-A の代替物質を開発するのではなく、

高付加価値分野の最先端のエレクトロニクス分野でも高性能を付与できる素材を、有害物質

を使用せずに開発することにより市場参入を実現し、更に電子材料や無溶剤型エポキシ UV 硬

化型インキに展開することを目的とした。 

 

 まず、本研究では前記目的を達成するために、脂環式の二官能性エポキシモノマーA を安

価で腐食性がなく、水以外の副生物が少ないエポキシ化剤である過酸化水素水溶液を用いて、

合成する。更にそのエポキシモノマーAを他のモノマーB と共重合させることにより、非フェ

ノール系のエポキシ樹脂 C の製造法を開発する。このようにエポキシ化合物の分子量を大き

くすることにより、急性毒性や皮膚感作性等の毒性を低下させることも期待できる。 

 一方、このエポキシ樹脂を硬化させるための硬化剤 D も、既存のエポキシアクリレートへ

の酸無水物付加体ではなく、フェノール系以外の化合物を開発し、両者を組み合わせること

により高性能なソルダーレジストの開発を目指す。 
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            図．B-(1)-1 開発技術の概要 

 

1-2. 研究背景ならびに研究課題 

 二官能性エポキシモノマー研究の最大の技術課題はジオレフィン類の 2 種類の二重結合部

位を選択的にエポキシ化させる技術の確立である。通常は両方の二重結合部位がエポキシ化

されたジエポキシド化合物が同時に生成するため、ジオレフィン類の 1 つの二重結合の片方

だけを選択的にエポキシ化させる技術は低生産性（低反応性、低選択性）であったり、ある

種の構造体に適応が制限されたりする場合が多い。エポキシ化剤として過酸（過酢酸、メタ

クロロ過安息香酸(m-CPBA)）が良く用いられているが、基質選択性が低い上に、酸化剤由来

の酸が当量生成するため、酸性に弱い基質には適用できず、装置の腐食などの問題がある。

またケトン触媒下にオキソンを酸化剤としたジオレフィン類の選択的エポキシ化方法も知ら

れているが、この反応ではオキソン由来の副生物が生じることはもちろん、触媒のケトンが

多量に必要（ジオレフィン類に対し 20-30 モル%）である。一方、過酸化水素水溶液は、安価

で腐食性がなく、反応後に水以外の副生物がないために環境負荷が小さく、優れた酸化剤で

あるが、酸化力が弱いため、活性を高めるための技術（触媒設計）が必要である。過酸化水

素水溶液を酸化剤とするジオレフィン類の選択的モノエポキシ化に関してはわずかに報告例

があるが、反応収率が悪く、塩化メチレン等のハロゲン系炭化水素溶媒を必要とするため環

境負荷が大きい。 

 

 

 

 

 

     図．B-(1)-2 ジオレフィン類の選択的モノエポキシ化 

O O O+

ジオレフィン類の選択的モノエポキシ化反応

課題・・・・・ 低生産性

低選択性
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従って温和な条件下、有機溶媒を使用せずに簡便な操作で安全にジオレフィン類から選択

的に二官能性エポキシモノマーを収率良く、かつ低コストで製造する方法の開発が強く要望

されており、工業的に実用化するには以下の反応成績が必要である。 

基質（原料）転化率 50% 

モノエポキシ化選択率 90% 

過酸化水素効率 80%以上、の達成 

 次にポリエポキシ化合物の合成、及び樹脂組成物検討の最大の開発課題は、市場に受け入

れられる特性を持った組成物の確立である。このためには、ポリエポキシ化合物に加えて組

み合わせる硬化剤の開発も重要である。 

現在、エレクトロニクス分野の中のソルダーレジストとして、フェノール系エポキシ樹脂

に対して市場から求められている課題としては、以下の項目が挙げられる。 

 a.低応力化（耐ハンダクラック,反り）：低硬化収縮率，低線膨張率，応力緩和 

 b.耐湿信頼性（イオンマイグレーション防止）：低吸水率，低不純物イオン 

 c.高周波特性（高速・高周波対応；伝送速度向上，消費電力低減）：低誘電率 

 硬化剤を従来と同じエポキシアクリレートへの酸無水物付加体を用いたのでは、半分以上

は、従来通りフェノール系のエポキシ樹脂ベースの硬化剤を用いることになる。エポキシア

クリレートへの酸無水物付加体を用いている理由としては、写真現像法でパターニングを行

っているためである（感光性とアルカリ現像性を付与するため）。写真現像法はパターニング

に関しては優れた方法ではあるが、環境面を考えると使用する熱硬化性樹脂のかなりの部分

が強アルカリ性廃液になるので、好ましい方法ではない。従って、柔軟性と絶縁特性の両立

が可能で、かつ図．B-(1)-3 に示すような印刷法でパターニングできる材料であることが好

ましい。 

そこで、本開発では材料面のリスク削減

と併せて、工程面でも合理化を達成する

ために印刷法でパターニング出来る材料

を開発することにした。そのため印刷法

を意識して、3,4− エポキシシクロヘキサ

ン-1− カルボン酸アリル(CEA)をベース

とするポリエポキシ化合物の検討を行う

とともに、このポリエポキシ化合物との

組合せに適した硬化剤の開発が必要とな

る。 

ソルダーレジストの最先端市場に参入

するために、ポリエポキシ化合物と、新

しい硬化剤を組み合わせて、以下の物性

値を達成することを目標とした。 

絶縁性能：HHBT 試験 1000hr 試験後 107Ω・cm 以上 

反り（柔軟性）  -10mm 以下 

図．B-(1)-3 写真現像法からスクリーン印刷法へ

アルカリ現像

乾燥

ｽｸﾘｰﾝ
印刷

写真現像法

露光

熱硬化

スクリーン印刷法

熱硬化

ｽｸﾘｰﾝ
印刷

現像液に溶解，現像廃液発生

工程の簡略化

低コスト化

廃棄物削減

乾燥
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ハンダ耐熱性：260℃×10sec，2 回以上 

耐メッキ性：耐無電解金メッキ耐性 

これを実現させるために、以下の研究スケジュールを立てて、この開発を進めていった。 

 

表．B-(1)-1 研究スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 研究方法ならびに研究計画 

2-1. 研究方法 

【産総研】 

 過酸化水素水溶液を用いた直接酸化法によりエポキシ化を行うためには、触媒の活性化は

必須として、本研究のように 2 種類のオレフィン部分を有する基質の片方のみを選択的にエ

ポキシ化し、かつエポキシ化反応の高効率・高選択率を実現する為には、使用する触媒を厳

密にコントロールする必要が生じる。つまり選択的エポキシ化反応の最適条件の探索が本研

究における最重要テーマとなる。過酸化水素水溶液を用いたエポキシ化反応は 2 相系（水相

－有機相）の反応のため、エポキシ化反応を左右する因子として以下の反応条件が挙げられ

る。 

1. 触媒（組成）の選択ならびに使用量、2. 過酸化水素水溶液の濃度および使用量、3. 反応

温度、4. 反応時間、5. 攪拌速度、6. 溶媒の使用量（原料の希釈割合） 

 なおこれまでの過酸化水素水溶液を用いたエポキシ化反応の研究から、[1. 触媒]は単一化

合物ではなく以下の役割を担う混合触媒が最適であると予想される。 

 1.1 過酸化水素水溶液の酸化剤としての能力を向上させる金属化合物（金属触媒） 

 1.2 水相と有機相に偏在する物質を相間でやり取りが行えるように補助する化合物 

   （相間移動触媒） 

 1.3 水相の pH 制御やエポキシ化合物の収率向上に寄与する反応補助化合物（添加剤） 

 触媒組成の候補は 100 種類以上あり、反応温度や時間、攪拌速度などの検討もあわせると

膨大な組み合わせが考えられる。最終的にはすべての因子を組み合わせて選択的エポキシ化

１６年度 １７年度 １８年度
１．非フェノール系エポキシモノマーの合成

１－１ 基礎検討 スケール 工業化
アップ 技術確立

１－２

コストダウン
１－３

２．新規エポキシ樹脂の開発
２－１

２－２

3．電気・電子分野への用途展開
３－１ 既存樹脂

の物性評価
３－２ 実用化技術開発

ユーザーの要求に沿った特性改良

従来型レジスト材料
との性能比較

実用化触媒検討
助触媒のコストダウン

AMPA、相間移動触媒

ポリカーボネートジオール成分の最適化

　　　　共重合、単独重合品の最適化

種々の２官能性エポキシモノマー
の選択エポキシ化

共重合モノマーの最適化

硬化剤の開発

絶縁特性、耐熱性改良

研究開発項目

CEAへの選択エポキシ化反応

柔軟性改良
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反応条件の最適条件を決定しなければならないため、効率良く条件を探索する必要性から平

成 16 年度には小スケールにて反応検討が行える触媒スクリーニング装置を、さらに平成 17

年度には平成16年度購入の触媒スクリーニング装置と比較して反応処理速度が5倍以上の全

自動触媒スクリーニング装置を購入した。それぞれのスクリーニング装置は攪拌速度も計測

可能であり、攪拌速度の反応に与える影響を調査することが可能である。 

 上記触媒スクリーニング装置により種々の選択的モノエポキシ化反応条件の検討を行った。

反応生成物の構造は、カラムクロマトグラフィーにて各成分を分離・精製した後、NMR およ

び MS 測定にて決定した。反応条件評価は、ガスクロマトグラフィーを用いて A. 基質（原料）

転化率、B. 反応選択率（本研究ではモノエポキシ化選択率）、C. 過酸化水素効率、の観点か

ら行った。最終的に A〜Cの数値が最大になった際の反応条件を最適反応条件とした。  

 

【昭和電工】 

＜ソルダーレジスト材料の評価＞ 

 ソルダーレジスト材料は基礎特性として、耐熱性，各種電気特性等が必要であり、その代

表的な特性として、ガラス転移温度、初期絶縁抵抗、誘電率を指標として評価を行なった。 

 プリント配線板は、部品の実装工程等でハンダのリフロー工程や、ボンダーによる短時間

の加熱工程を経る場合があり、ソルダーレジスト材料の耐熱性は重要な基礎特性である。平

成 16 年度に熱機械分析装置（TMA）を購入し、線膨張係数の温度依存性の変化からガラス転

移温度を求め、耐熱性の指標とした。 

また、ソルダーレジストは絶縁材料であるため、基礎特性としては初期絶縁抵抗を測定し

た。初期絶縁抵抗は、絶縁抵抗計で抵抗値を求め、厚みと電極面積から体積固有抵抗を求め

た。 

他の電気的特性としては誘電率がプリント配線板の性能に影響する特性である。誘電率が

高いと、高周波信号の遅延等の問題が発生するため、特に高周波向けの用途において重要視

される。誘電率は、厚み 1mm 程度のディスク状のサンプルを作成し、平成 16 年度に購入した

RF インピーダンスアナライザおよび誘電率測定テストフィクスチャーにより、1MHz～１GHz

の誘電率を測定した。 

 

 実用物性の評価としては、ソルダーレジストはプリント配線板の絶縁・保護材料であるた

め初期絶縁性能だけでなく、長期信頼性も重要視される。その中でも最も重視されるのが HHBT

試験（High Temperature High Humidity Bias Test）である。この評価は高温高湿（例えば

温度 85℃，湿度 85%Rh）下において電圧をかけたプリント配線板の絶縁性能を長時間にわた

り測定する。このような条件下においては、プリント配線板の陰極側の銅配線から樹状（デ

ンドライド）の銅の析出が次第に発生し、陽極まで達すると回路の短絡を発生させてしまう。

市場でもこのような現象に起因する故障が数多く発生しており、電気・電子機器の信頼性向

上のためには最も重要な実用特性である。 

 デンドライドによる短絡が起こると、その際のジュール熱によりデンドライドが融解し、

再び絶縁性が回復する場合がある。したがって、このような不良の検出には、常時連続的に
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絶縁抵抗値をモニター・記録する必要があるため、専用の測定器（イオンマイグレーション

テスター）を使用している。 

平成 16 年度に恒温恒湿器を、平成 17 年度にイオンマイグレーションテスターを購入し長

期絶縁信頼性評価に使用している。 

 また、ソルダーレジストが塗布されたプリント配線板の上に電子部品が実装されることや、

部品を実装するのに先立ち、無電解金メッキ等のメッキが施されることが多いことから、ハ

ンダ耐熱性や耐無電解金メッキ性についても評価を行った。 

 

2-2. 平成 16 年度研究計画 

【産総研】 

 平成 16 年度は非フェノール系エポキシ樹脂原料としてエポキシ基とオレフィン部位を有

する二官能性エポキシモノマー（CEA（1））を選定し、過酸化水素水溶液をエポキシ化剤とし

たジオレフィン（3-シクロヘキセン-1-カルボン酸アリル）の選択的モノエポキシ化による合

成を計画した。 

 研究にあたっては、以下の年次研究目標をたてた。 

平成 16 年度目標：CEA の合成に関して基質（原料）転化率 50%、モノエポキシ化 

         選択率 50%、過酸化水素効率 70%、の達成 

 

 CEA は既知物質であり、その合成法として過酸（過酢酸）を用いた 3-シクロヘキセン-1-

カルボン酸アリルの選択的エポキシ化反応が報告されている。しかしながら酸化剤由来の酸

が当量生成するため装置の腐食などの問題があり、環境負荷が高い上、副生成物であるジオ

ールがかなり生成する。研究を開始するにあたっては、我々が開発した過酸化水素水溶液に

よるエポキシ化技術（触媒組成 [タングステン酸ナトリウム-硫酸水素メチルトリオクチルア

ンモニウム-アミノメチルホスホン酸]を用いた過酸化水素水溶液によるエポキシ化反応）を

参考に、選択的モノエポキシ化の可能性を探索した。 

 

       

O

O

Na2WO4

NH2CH2PO3H2

[Me(n-C8H17)3N]HSO4

H2O2 O

O

O

1
CEA

 

図．B-(1)-4 選択的エポキシ化によるＣＥＡ合成 

 

【昭和電工】 

平成 16 年度は既存の非フェノール系エポキシ樹脂のモデル化合物と、ビスフェノール A型

エポキシ樹脂やノボラック型エポキシ樹脂について、基礎物性（誘電率、絶縁特性、ガラス

転移温度等）を比較し、非フェノール系エポキシ樹脂がレジスト材料として適切な性能を有

していることを確認するための実験を行った。 
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レジスト材料はエポキシ樹脂のほか、主剤としてエポキシ樹脂と組み合わせて使用される

ポリカルボキシル化合物から構成される。したがって、優れたレジスト特性を引き出すため

にはエポキシ樹脂のみではなく、それと組み合わせるポリカルボキシル化合物の構造も重要

である。 

ポリカルボン酸化合物として、今後の

成長が期待できるフレキシブル配線基板

でも使用できることを前提として考え、

右図に模式的に示したカルボキシル基含

有ポリウレタン化合物を中心に検討を行

なうこととした。平成 16 年度は、ポリカ

ルボキシル化合物の開発を行なうととも

に、既存の非フェノール系エポキシ樹脂

のモデル化合物と組み合わせたレジスト

材料の性能評価を行なった。 

 研究にあたっては、以下の実用物性を達成するための基礎物性値の目標値として、以下の

年次研究目標をたてた。 

  平成 16 年度目標 ・誘電率（1MHz 23℃） 3.5 以下 

   ・絶縁抵抗  1014Ω･cm 以上 

   ・ガラス転移温度 140℃以上 

 

3-2. 平成 17 年度研究計画 

【産総研】 

 平成 17 年度は 16 年度の結果を踏まえ、触媒使用量のいっそうの削減を検討し、反応コス

ト、環境負荷の低減を模索すると共にスケールアップ合成（〜1 kg）を実施し、工業化する

上で必要な技術的諸問題（触媒系の微調整、試薬の添加方法、反応温度調整、精製法の確立

等）の解決を計ることを目的とした。手順としては触媒量の削減検討を小スケール （4 mmol） 

で行った後、段階的にスケールアップ合成を行っていきながら工業化する上で必要な諸問題

を解決していき、最終的に 1 kg スケールの合成を行うこととした。なお 1 kg スケール合成

については昭和電工側にて実施する事とした。さらに平成 17 年度から新たに過酸化水素水溶

液を用いたエポキシ化反応によるモデル化合物（2）の合成を検討した。 

 研究にあたっては以下の年次研究目標をたてた。 

平成 17 年度目標：（1） CEA について 1 kg スケールで触媒原単位 0.05 kg / kg  

           以下（CEA に対して）の達成 

         ：(2) モデル化合物（2）の合成に関して基質転化率 50%、モノエポ 

           キシ化選択率 50%、過酸化水素効率 70%、の達成 

図．B-(1)-5 カルボキシル基含有ポリウレタ

ン樹脂模式図 

A A

A

A

A AB

B

CD

D

COOH

HOOC

B

C

Ⅲ.2－145



         

O

O

O

1

O

2

CEA

 

       図．B-(1)-6 CEA（1）およびモデル化合物（2） 

 

【昭和電工】 

① CEA 合成のスケールアップ 

 CEA のラボスケール（10g 程度）での合成条件確立に引き続き、工業レベルの量産化の前段

階として、20 キログラムレベルでのスケールアップ検討を行い、CEA の外注生産を計画した。 

 20 キログラムスケールの反応実験により、基質転化率、モノエポキシ化選択率、過酸化水

素効率等の評価を行い、課題を抽出することとした。また、現在カラムで行っている精製を、

蒸留、晶析等量産化可能な技術への転換を検討した。 

 また、得られた CEA はプレポリマー化や、さらに他の樹脂と組み合わせてレジスト化する

検討を行うため利用し、CEA ベースのレジスト開発の加速を図った。 

② 非フェノール系樹脂原料のプレポリマー化 

CEA やビニルシクロヘキセンのエポキシ化等、①で合成されたエポキシ化モノマーをレジス

ト材料にするため、最適な分子量分布を有するプレポリマーに合成できる条件を選定するこ

とを計画した。 

 レジスト材料を開発するためには、 

・印刷性、機械特性向上のための高分子量化 

・耐熱性、耐化学薬品性向上のための多官能基化 

を実現する必要がある。そのため、①で合成したエポキシ基とビニル基を持った二官能性モ

ノマーを用い、ラジカル重合によりプレポリマー（オリゴマー）を合成することとした。 

 

 これらの化合物については特に、二重結合以外にエポキシ基を有するために、ラジカル重

合時にエポキシ基が開環しない工夫が必要である。 

このためには、グリシジルメタクリレート（以下 GMA と略）を標準モノマーに選び、ホモポ

リマーのプレポリマー化の条件検討を行うことを計画した。 

 

③ エポキシ樹脂と複合化するためのカルボキシル化合物の検討 

 優れたレジスト特性を引き出すためにはエポキシ樹脂のみではなく、それと組み合わせる

ポリカルボキシル化合物の構造も重要である。 

各種レジスト特性の改良を目的とし、カルボキシル基含有ポリウレタン化合物の改良を計

画した。 

 

④ レジスト材料の開発 
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 ソルダーレジストはプリント配線板の絶縁・保護材料であり長期信頼性が重要視されるた

め HHBT 試験が最も重要な評価項目である。また、ソルダーレジストが塗布されたプリント配

線板の上に電子部品が実装されるため、ソルダーレジストにはハンダ耐熱性が要求される。

また、部品を実装するのに先立ち、無電解金メッキ等のメッキが施されることが多く、耐無

電解金メッキ性も重要な実用特性の１つである。 

平成 17 年度は、前年度に開発に成功した CEA をエポキシ樹脂原料として用いたエポキシプ

レポリマーをカルボキシル基含有ポリウレタン化合物と組み合わせ、レジスト材料としての

性能を発揮できる組成を開発するとともに、上記の実用特性を評価することを計画した。 

 

平成 17 年度目標：（１） 非フェノール系エポキシ原料合成技術の開発 

CEA 合成のスケールアップ（20kg レベル）：触媒原単位 0.05kg/kg 以下 

：（２）非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

・カルボキシル基含有ウレタン化合物合成：100kg スケールアップ合成 

・絶縁性能：HHBT 試験後＊107Ω・cm 以上 

・ハンダ耐熱性：260℃×10sec，1 回以上 

・耐メッキ性：耐無電解金メッキ耐性 

※HHBT 試験条件：L/S=50/50，電圧 50V，85℃・85％Rh，500hr 

 

３. 研究結果と考察 

３− １. 平成 16 年度研究概要ならびに結果 

【産総研】 

 本研究開発を行うにあたり、これまで産総研で開発済みのオレフィンエポキシ化に高活性

を示す触媒系（タングステン酸ナトリウム 2.00%、硫酸水素メチルトリオクチルアンモニウ

ム 1.00%、アミノメチルホスホン酸 1.00%）を用い、原料に対して 1.5 当量の 30%過酸化水素

水溶液を作用させたところ、反応は速やかに進行し 1.5 時間程度で原料がほぼ消費された。

しかし生成物は目的とする CEA ではなく、ジオール体である 3,4-ジヒドロキシシクロヘキサ

ン-1-カルボン酸アリルであった。3 成分の触媒系の微妙なバランスによってエポキシ化も迅

速に進行するが、同時にエポキシドの開裂反応も促進されることが反応解析から明らかとな

った。 

エポキシ化速度に影響を与えずエポキシドの開裂速度を低下させるべく、小スケール（〜4 

mmol）にて触媒スクリーニング装置を用いてスクリーニングを行った。表．B-(1)-2 にその

結果の一部を記した。金属触媒の選択および使用量、相間移動触媒の選択および使用量、添

加剤の選択、過酸化水素水溶液の濃度および使用量、反応温度、反応時間、溶媒の選択につ

いて計 74 種類反応条件をスクリーニングした結果、[タングステン酸ナトリウム 2.00%、硫

酸水素メチルトリオクチルアンモニウム 0.83%、アミノメチルホスホン酸 0.67%、30%過酸化

水素水溶液 1.05 当量、70℃、3 時間、無溶媒]という反応条件において選択的エポキシ化反

応が進行し、目的生成物が高収率（収率 80%）で得られた。反応系中の酸性度は過酸化水素

水溶液の量や触媒の量に非常に大きく依存するため、反応条件を微少変化させるだけでも本
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反応の選択率は大幅に低下した。しかし、過酸化水素水溶液の量、触媒量、濃度、反応温度、

反応時間を適切に設定することで、開環反応を抑えモノエポキシ化反応を適切に制御するこ

とが可能となり、最適条件を見いだすに至った。この結果平成 16 年度目標に対して、基質転

化率 84%（平成 16 年度目標 50%）、モノエポキシ化選択率 94%（平成 16 年度目標 50%）、過酸

化水素効率 90%（平成 16 年度目標 70%）を達成した。一方で反応系中の酸性度を大幅にあげ

ることにより選択的にジオールのみを合成できる事も可能となった。 

 

 

図．B-(1)-7 産総研が開発した標準的なエポキシ化条件で反応を行った結果 

 

    表．B-(1)-2 種々の触媒系でのエポキシ化反応成績 

NH2CH2PO3H2 (%)

[Me(n-C8H17)3N]HSO4

Conversion (%) Yield (%) 1)

CEA diolH2O2 (eq.) Conditions

1.50 (30%)
1.50 (30%)

1.05 (35%)
1.05 (60%)

1.05 (36%)

1.05 (30%)

1.20 (36%)
1.20 (36%)

1.50 (30%) 0.25 0 90℃, 2 h 60 60 0～
70℃, 3 h
70℃, 3 h

70℃, 3 h

0.60 0 64 50 11
0.60 0 67 53 11
0.75 0

0.83 84 80 30.67

0.77 0.60 70℃, 3 h 79 69 8

0.85 0.45
70℃, 3.5 h
70℃, 3 h 82 62 14

79 69 8

1.05 (36%) 0.85 0.45 70℃, 3 h 72 71 0～

0
0

0.85
0.85 70℃, 3 h

70℃, 2.5 h
69
51

60 9
46 5

1.05 (36%) 1.00 0.50 70℃, 3 h 84 76 7
1.05 (36%) 0.50 1.00 70℃, 3 h 76 67 9

1.05 (36%) 1.00 1.00 70℃, 3 h 87 73 14

1.50 (30%) 1.00 1.00 90℃, 0.3 h 2773

1.05 (36%) 0.75 0.75 70℃, 3 h 83 76 6

1.05 (36%) 70℃, 3 h0.83 70 66 30.67
1.05 (36%) 0.83 0.67 70℃, 3 h 40 40 0～

+1.5% NaCl
+5.5% NaCl

46
1.50 (30%) 1.00 1.00 90℃, 2 h 9696 0～

1.50 (30%) 1.00 0 90℃, 2 h 8095 15

QX (%)

1.50 (30%)
1.05 (36%)

70℃, 3 h
70℃, 3 h0.83

1.00
39

trace
390.67

1.00

1.05 (30%) 7.80 0 70℃, 2 h trace
1.50 (30%) 0.60 0 90℃, 4 h 28 28

1.05 (36%) 0.83 0.67 70℃, 3 h trace

1.50 (36%) 1.00 0 70℃, 2.5 h trace

1.05 (36%) 70℃, 3 h0.83 34 340.67
1.05 (36%) 0.60 0 80℃, 4 h 58 42

1.05 (30%)
1.05 (36%) 0.65

1.00
89
69 8

trace 87
60

0
0.67

1.05 (36%) 1.00 0.67 9 9 trace
1.05 (36%) 1.00 1.00 31 26 2

1.05 (36%) 0.83 0.67 91 91

1.05 (36%) 1.00 1.00 72 trace 71

[Me(n-C8H17)3N]2SO4
[Me(n-C8H17)3N]2SO4
[Me(n-C8H17)3N]Cl
[Me(n-C8H17)3N]Cl

[(n-C10H21)4N]Br
[(n-C7H15)4N]I

[(n-C8H17)4N]OH
[(n-C4H9)4N]NO3

[Me(n-C8H17)3N]HSO4

0～
0～
0～
0～
0～

0～
0～

12

trace

trace

trace

trace

70℃, 2.5 h
70℃, 2.5 h,
70℃, 1 h, CH3CN

CH3CN

90℃, 3 h
70℃, 3 h → 90℃, 1 h

M (%)

Na4WO4

2.00

Na4MoO4 2.00
Na4MoO4 2.00

MoO3 2.00
2.00
2.00

H2WO4 2.00

MoO3
H3Mo12O40P

70℃, 3 h

1.05 (36%) 70℃, 3 h1.00 0.58
1.05 (36%) 70℃, 3 h0.83 53 530.67 (H3PO4) 0～

trace

78 584

1.05 (36%) 0.72 0.68 70℃, 3 h 67 63 3

1) Determined by GC.  

 

～0% 96% (GC) 
CEA 

O

O

Na2WO4 (2.00%)

NH2CH2PO3H2 (1.00%)
[Me(n-C8H17)3N]HSO4 (1.00%)

30% H2O2 (1.5 eq.)
O

O

O

90℃, 2 h

+ O

O

HO

HO

min 

O

O
HO

HO

反応終了直後のGC 

O

O
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【昭和電工】 

フェノール骨格を有しないエポキシ樹脂を用いることにより、性能低下が予想されるので、

組み合わせるポリカルボン酸樹脂の最適化を行った。 

基本樹脂系の選択としては、ポリカルボン酸樹脂のうち、カルボキシル基含有ポリウレタ

ンを選択し、各種構造・分子量・酸価等の最適化を行った。 

ポリマーポリオールとしては直鎖のポリカーボネートジオールベースウレタンが優れた低

反りを示した。 

一方、ハンダ耐熱性は両末端 OH

基変性ポリブタジエンベースウレ

タンが良好であった。 

当面の目標用途である、最先端

のエレクトロニクス分野での想定

用途では、低反り性が非常に重要

視されることと、両末端 OH 基変性

ポリブタジエン系では、基材との

密着性に懸念があることから、直

鎖ポリカーボネートジオールで非

フェノール系エポキシ樹脂のモデ

ル化合物と組み合わせてレジスト

化合物の基礎物性を評価した。 

 

 その結果、誘電率は 3.0（平成

16 年度目標 3.5 以下）、絶縁抵抗 2

×1014（平成16年度目標1014以上）、

ガラス転移温度 166℃（平成 16 年

度目標 140℃以上）を達成した。 

 非フェノール系エポキシは従来

レジスト材料向けエポキシとして

多用されているビスフェノール A

エポキシ樹脂と比較し、遜色ない

特性を有していることが確認でき

た。 

 

3-3. 平成 17 年度研究概要ならびに結果 

【産総研】 

 触媒量の削減検討は、前述の触媒スクリーニング装置を用いて行った。昨年度の結果から、

触媒の種類をタングステン酸ナトリウムに固定し、使用量、触媒比、反応時間、反応温度を

変化させながら最適な反応条件を模索した。結果を表．B-(1)-5 に示す。計 25 種類の反応条

両末端ＯＨ
基変性ポリ
ブタジエン

ジイソシアネート：デスモジュールＷ，カルボン酸：ＤＭＢＡ，分子量：１０００

ポリカーボ
ネートジ
オール

ポリエーテル
ポリオール

（直鎖：柔軟）

（脂環式：剛直）

（直鎖：柔軟・疎水性）

ポリマーポリオール 反り 可撓性 耐ハンダ

種類 品名 （mm） （回） （回）

C-1090 -11.5 >10 0

UC-CARB100 +16 >10 0

G-1000 -5.5 >10 1

PTMG1000 -6.5 >10 0

両末端ＯＨ
基変性ポリ
ブタジエン

ジイソシアネート：デスモジュールＷ，カルボン酸：ＤＭＢＡ，分子量：１０００

ポリカーボ
ネートジ
オール

ポリエーテル
ポリオール

（直鎖：柔軟）

（脂環式：剛直）

（直鎖：柔軟・疎水性）

ポリマーポリオール 反り 可撓性 耐ハンダ

種類 品名 （mm） （回） （回）

C-1090 -11.5 >10 0

UC-CARB100 +16 >10 0

G-1000 -5.5 >10 1

PTMG1000 -6.5 >10 0

表．B-(1)-3 ポリマーポリオールの違いが物性

に与える影響 

平成１６年度中間目標

誘電率： ３．０

絶縁抵抗：６×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１６６℃

誘電率： ３．５以下

絶縁抵抗：１０１４Ω・ｃｍ以上

ガラス転移温度：１４０℃

OO
O

OH

O O
O

n

誘電率： ３．１

絶縁抵抗：２×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１４３℃

平成１６年度中間目標

誘電率： ３．０

絶縁抵抗：６×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１６６℃

誘電率： ３．０

絶縁抵抗：６×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１６６℃

誘電率： ３．５以下

絶縁抵抗：１０１４Ω・ｃｍ以上

ガラス転移温度：１４０℃

OO
O

OH

O O
O

n

誘電率： ３．１

絶縁抵抗：２×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１４３℃

OO
O

OH

O O
O

n

OO
O

OH

O O
O

n

誘電率： ３．１

絶縁抵抗：２×１０１４Ω・ｃｍ

ガラス転移温度：１４３℃

表．B-(1)-4 平成１６年度の到達レベル 
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件を触媒スクリーニング装置にて実施した結果、反応条件[タングステン酸ナトリウム 1.03%、

硫酸メチルトリオクチルアンモニウム 0.43%、アミノメチルホスホン酸 0.33%、30%過酸化水

素 1.05 当量、70℃、5時間、無溶媒]にて収率 64%で CEA が得られる事が判明した。その際の

触媒原単位は 0.049 kg / kg であった。この条件をもとにスケールアップ合成の検討を行っ

た。スケールを上げていく過程で反応熱の制御が問題となったため、過酸化水素水溶液の添

加方法の変更ならびに温度コントロールの改良を行った。最終的に 100 g スケールにて反応

条件[タングステン酸ナトリウム 1.03%、硫酸メチルトリオクチルアンモニウム 0.43%、アミ

ノメチルホスホン酸 0.33%、30%過酸化水素水溶液 1.05 当量、55℃、1.5 時間→70℃、3 時間、

無溶媒]にて収率 66%で CEA を得た。その結果、平成 16 年度の反応目標以上の基質転化率 82% 

（平成 16 年度目標値 50%）、モノエポキシ化選択率 80%（平成 16 年度目標値 50%）、過酸化水

素効率 77％（平成 16年度目標値 70%）、を達成した上で、平成 17年度目標の触媒原単位 0.0479 

kg / kg（目標値 0.05 kg / kg、CEA）を達成した。 

  

O

O

O

1

H2O2 HO

HO
+

Na2WO4

NH2CH2PO3H2

[Me(n-C8H17)3N]HSO4

O

O

O

O

CEA

 

図．B-(1)-8 タングステン触媒系による CEA へのエポキシ化反応 

 

 この検討の終了段階（平成 17 年秋）で CEA 生産の早期スケールアップにより十分な量を確

保し、CEAを用いたレジスト製造を他に先行して確立する事を目的に加速予算が計上された。

それにより当初の計画目標が変更となり以下の年次目標となった。 

平成 17 年度目標（加速予算による目標修正）： 

(1) CEA について 20 kg スケールで触媒原単位 0.05 kg / kg 以下（CEA に対して） 

  の達成 

 スケールアップ合成を行っている過程で反応熱の制御等の問題点が解決した事から反応の

詳細を昭和電工（株）に提供し、最終的に委託合成により 20 kg スケールのエポキシ化反応

が行われた。 
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  表．B-(1)-5 触媒の使用モル比の違いが反応成績に与える影響 

NH2CH2PO3H2 (%)[Me(n-C8H17)3N]HSO4 (%) Conversion (%) Yield (%)1)

CEA diolH2O2 (eq.) Conditions

85 66 16
70 55 13

0.67 86 68 13

56 56

79 69 0

0.67 87 61 20

69 60 9

0.67 65℃, 4.5 h 78 60 16

0.67 70℃, 3 h 384

Na2WO4 (%)

0.67 85 59 24

1.05

1.00

2.00

1.00

0.83
0.75

0.83

0.75

0.60

0.99

0.75

0.60

0.83

0.87

80

65℃, 4.5 h

65℃, 4 h
65℃, 4 h

0.63 65℃, 4 h
0.67

0.63

65℃, 4 h

65℃, 4 h

0.67
0.67

65℃, 4 h
65℃, 4 h

1.08
1.08

1.23
1.30

1.30

1.38
1.38

89 79 10
88 80 6

0.86
0.75 0.67

0.63
65℃, 3.5 h
65℃, 3.5 h

1.46
1.46

66 660.75 0.67 65℃, 4 h1.61

0 65℃, 4.5 h 65 55 10
0.48 79 61 15

1.00
1.00

0.60
0.60 65℃, 4.5 h

8

0 ～

 ～

87 77 100.70 0.45 70℃, 3 h1.43

80 74 60.65 0.40 70℃, 3 h1.38

81 73 70.83 0.63 65℃, 4 h1.30

86 77 90.68 0.40 70℃, 3 h1.23
0.45 80 54 250.60 65℃, 5 h1.15
0.40 74 60 150.60 65℃, 5 h1.10

0.33 70℃, 5 h 77 64 11
0.33 73 53 18

1.03
1.03

0.43
0.50 70℃, 5 h

0.32 65℃, 6 h 68 46 210.80 0.52

1) Determined by GC.

0.33 55℃, 1.5 h→70℃, 3 h 82 66 81.03 0.431.05
(100 g スケール）

 

 

 一方エポキシ基とビニル基を有するモデル化合物（2）については、触媒スクリーニング装

置により最適な活性、選択性を示す複合酸化物触媒、遷移金属触媒の探索を行い、最適反応

条件を見出すことを目的とした。なお反応進行の指標となる基質（原料）転化率、反応の選

択率（モノエポキシ化選択率）、収率等の反応評価はガスクロマトグラフィーを用いて実施し

たほか、カラムクロマトグラフィーにて精製を行った後、単離収率を求めた。平成 16 年度に

行ったCEAについての検討結果を参考に計15種類の反応条件を触媒スクリーニング装置にて

実施した結果、反応条件[タングステン酸ナトリウム 2.00%、硫酸メチルトリオクチルアンモ

ニウム 0.68%、アミノメチルホスホン酸 0.97%、30%過酸化水素水溶液 1.05 当量、65℃、3.5

時間、無溶媒]が化合物（2）の合成に最適である事が分った。同時に化合物（2）は CEA 以上

に酸性条件下で容易に加水分解が進行しアルコール体に変化する事が明らかとなり、これが

（2）の選択率を大きく減少させる要因であることが判明した。そこで、過酸化水素水溶液の

量、触媒量、濃度、反応温度、反応時間を適切に設定することで、加水分解を適切に制御す

る事が可能となり、平成 17 年度目標に対して、基質転化率 75%（平成 17 年度目標 50%）、モ

ノエポキシ化選択率 91%（平成 17 年度目標 50%）、過酸化水素効率 87％（平成 17 年度目標 70%）

を達成した。 

     

H2O2
O

HO

HO
+

2

Na2WO4

NH2CH2PO3H2

[Me(n-C8H17)3N]HSO4

 

        図．B-(1)-9 モデル化合物 （2）へのエポキシ化反応 
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収量

基質
転化率

ﾓﾉｴﾎﾟｷｼ化
選択率

過酸化
水素効率

収率 (kg)

アリルエステル
蒸留後

94.0% 45.8

エポキシ化
反応後

78.8% 89.8% 62.4% 70.8% 33.51)

エポキシ化
蒸留後

75%2) 25.1

反応時

【昭和電工】 

① CEA 合成のスケールアップ 

 産総研でのスケールアップ検討を

踏まえ、更に量産化条件の最適化を

行い、大量合成を外部委託生産で実

施した。 

過酸化水素水の添加方法や温度制

御等の反応条件の最適化によるジオ

ール生成抑制により 90%近いモノエ

ポキシ化選択率を達成した。 

また、精密分留による精製を実施し、回収率 80％以上を達成した。 

なお、触媒の AMPA（アミノメチルホスホン酸）は試薬として非常に高価であり、安価な市

販品もないことから、AMPA は外部委託合成で製造し、上記の CEA 量産に使用した。 

② CEA の概略コスト試算 

 上記大量生産により、CEA の概略コストを試算することができた。表．B-(1)-7 に触媒コス

トを示すが、助触媒の AMPA（アミノメチルホスホン酸）や相間移動触媒の調製費用が高価で

あり、コストのかなりの部分を占めることが明らかになった。 

 今後、実用化するためには、AMPA の価格や使用量削減，相間移動触媒の調製費用削減によ

り、触媒コストの低減を行うことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最新のデータでは、ラボスケールで 740\/kg までコストダウンが達成できた。今後目標の

350\/kg までのコストダウンと、実用化スケールでの実証実験を行っていく。 

 

③ 非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

＜非フェノール系樹脂原料のプレポリマー化＞ 

CEA と安息香酸アリルの共重合ポリマーを合成した。各種開始剤・反応条件・溶媒等を検

討することにより、モノマー転化率 90％以上、重合度 Mn1000 以上を達成した。さらに、共

重合成分を変更し（アクリル酸フェノキシエチル，シクロヘキシルプロピオン酸アリル，n-

表．B-(1)-7 CEA の概略触媒コスト試算 

表．B-(1)-6 大量合成（委託）結果 

原単位 単価 コスト 原単位 単価 コスト 原単位 単価 コスト

kg/kg \/kg \/kg kg/kg \/kg \/kg kg/kg \/kg \/kg

P-ﾄﾙｴﾝｽﾙﾎﾝ酸
 一水和物

0.118 400 47 0

ＭＴＯＡＣ 0.039 4,000 156 50

硫酸 0.904 20 18 0

ＡＭＰＡ 0.008 400,000 3,118 0.002 100,000 200

ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ酸ﾅﾄﾘｳﾑ 0.069 3,000 208 100

計 3,547 計 350 50

目標
50

原料

現状
企業化時目標コスト

5t/y
将来目標コスト

1000t/y

計

触
媒
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ポリマー ポリオール 反り メッキ 可撓性 耐ハンダ 絶縁性

種類 品名 （mm） （回）

C-1015N -12.0 ○ >10 ○ ◎

C-1090 -11.5 ○ >10 ○ ○

UC-CARB100 +16 ◎ >10 ○ ◎

G-1000 -5.5 ◎ >10 ◎ △

エポキシ：ビスフェノールＡ（ＥＰ８３４）
ジイソシアネート：デスモジュールＷ，カルボン酸：ＤＭＢＡ，分子量：１０００

ポリ
カーボネート

ジオール

両末端ＯＨ
基変性ポリ
ブタジエン

（Ｃ６：柔軟）

（脂環式：剛直）

（柔軟・疎水性）

（Ｃ９：柔軟）

エポキシアクリレート
代替によるビスフェノールＡ

使用量削減

表．B-(1)-9 カルボキシル化合物の検討 

ヘキサン酸ビニル，安息香酸ビニル）共重合ポリマーを合成することができた。 

 

＜エポキシ樹脂と複合化するためのカルボキシル化合物の検討＞ 

フェノール骨格を有しな

いエポキシ樹脂を用いるこ

とにより、性能低下が予想

されるので、硬化剤として

のポリカルボン酸樹脂の最

適化を行った。16 年度の成

果から基本樹脂系として、

カルボキシル基含有ポリウ

レタンの中からポリカーボ

ネートジオールベースのも

のを主体として、原料ジオ

ール骨格構造・分子量・酸

価等を最適化した。ポリカ

ーボネートジオールの原料

を炭素数 6 のジオールから

炭素数 9 に変更することで

低反りと高絶縁信頼性を両

立させることができた。 

ポリカーボネートジオー

ル以外のポリマーポリオー

ルとしては、両末端 OH 基変

性ポリブタジエンが柔軟で

あるにも拘わらず、耐メッ

キ性が非常に良好であった。 

 

＜レジスト材料の開発＞ 

上述の非フェノール系樹

脂原料を用いたエポキシプ

レポリマー、カルボキシル

基含有ウレタン化合物を使

用し、各種副資材・添加剤

と組み合わせたレジスト材

料を開発した。 

従来のソルダーレジスト材料はビスフェノール A 型エポキシ樹脂を使用しているのに加え、

主剤にエポキシアクリレート樹脂を使用している。エポキシアクリレート樹脂もビスフェノ

共重合モノマー 反り 耐メッキ 可撓性 耐ハンダ 絶縁性

種類 割合 （mm） （回）

安息香酸アリル １：１ -4.5 ○ >10 ３ ○

CHﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸アリル１：１ -5.6 ○ >10 ○

ヘキサン酸ビニル １：１ -4.8 ○ >10 ○

ビスフェノール系エポキシ -5.6 ○ >10 １ ○

ノボラックフェノール系エポキシ 4.0 △ >10 ３ ◎

表．B-(1)-8 CEA を用いたプレポリマー化の検討

表．B-(1)-10 CEA,PCU を用いたレジスト材料の開発 

エポキシ 硬化剤 絶縁性 反り ハンダ 耐メッキ

CEA-P1 PCD１ ◎ △ ◎ ○

CEA-P2 PCD２ ◎ ◎ △ △

CEA-P3 PCD３ ◎ ○ ○ ○

ビス-A エポアク × × △ ○

ノボラック エポアク ○ ×× ◎ ◎
従来品

開発品
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ール A 型エポキシ樹脂を原料として用いるため、主剤，エポキシ樹脂ともにビスフェノール

A 由来（もしくはのノボラックフェノール）の成分である。  

主剤のエポキシアクリレートに代えてウレタン化合物（PCU）を用いることで、こちらの側

からも有害化学物質リスク削減効果が得られる。 

物性面からも、従来型レジスト材料は主剤，エポキシ樹脂ともに残留塩素を含むのに対し、

本研究で開発したレジスト材料開発品は主剤，エポキシ樹脂ともに製造工程で塩素を生じな

い。このため、長期絶縁信頼性は、85℃，85％Rh，500hr 経過後でも絶縁性の低下が発生し

なかった。耐メッキ，耐ハンダについては従来品と同様、実用上問題ないレベルが得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．B-(1)-10 レジスト材料としての絶縁性能試験 

 

4. 結言 

4-1. 現状の課題・問題点ならびに今後の方針 

4-1-1. エポキシ化触媒のコストダウン  

 CEA の過酸化水素水溶液を用いた直接酸化法によるエポキシ化技術開発については、過酸

化水素効率以外については、最終目標がほぼ達成されている。ただし、触媒原単位削減の数

値目標を化合物 CEA に対する重量ベースとして設定したが、コストを強く意識した数字では

なかった。つまり、触媒系の 1 つとして用いているアミノメチルホスホン酸は非常に高価で

あり（約 400,000 \/kg）、使用される触媒量は非常に少なくても（0.33%、CEA に対して）、大

量製造の際のコスト増が懸念され、工業化の際のネックとなる。したがって今後の検討課題

としてアミノメチルホスホン酸の使用量の削減、または代替物質の使用、さらにはアミノメ

チルホスホン酸の安価製造法の開発があげられる。また、専用の装置を購入することでキロ

グラムレベルでのプロセス検討を迅速に行うことも重要である。 

 さらに原料合成の簡素化も重要な課題である。相間移動触媒として用いている硫酸メチル

トリオクチルアンモニウムは塩化メチルトリオクチルアンモニウムと硫酸から合成している

レジスト材料としての絶縁性能試験

1.00E+05

1.00E+06

1.00E+07

1.00E+08

1.00E+09

経過時間

槽
内

抵
抗

値
　

Ω

現行品

開発品

「ノンハロ」により

高い絶縁特性を達成
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が、使用する硫酸の量は塩化メチルトリオクチルアンモニウムに対して 200 当量以上である

上、反応時間が非常に長く後処理も煩雑であり、効率が悪い。今後の検討課題として硫酸の

使用量を削減した反応の検討、高温での反応による反応時間の短縮検討または代替原料の使

用検討があげられる。 

また工業化のためには触媒のコストダウン以外に、CCA（3-シクロヘキサン-1-カルボン酸）

原料製造法の確認や 70%過酸化水素のハンドリング、CCA、CCAA（3-シクロヘキサン-1-カル

ボン酸アリルエステル）、 CEA の安定性確認も重要な課題である。 

 

4-1-2. エポキシ基とビニル基を有するモデル化合物（2）の過酸化水素水溶液を用いたエポ

キシ化技術の工業的製造方法の確立 

 17 年度までの成果を踏まえ、工業的な製造法の確立を行う。触媒使用量のいっそうの削減

を検討し、反応コストの低減を模索すると共にスケールアップ合成 （〜1 kg）を実施し、工

業化する上で必要な技術的諸問題（触媒系の微調整、試薬の添加方法、反応温度調整、精製

法の確立等）の解決を計ることが必要となる。 

 

4-1-3. 種々の二官能性エポキシモノマーの開発 

 過酸化水素を用いた直接酸化法による選択的モノエポキシ化反応は、基質の種類（分子量

の大小、分子の極性、揮発性、酸に対する安定性等）により最適条件が大きく異なる。平成

17 年度には反応処理速度が大幅に向上した全自動触媒スクリーニング装置が導入され、本装

置を利用して種々のジオレフィンの過酸化水素による選択的モノエポキシ化の検討を行う事

を計画している。 

 

4-1-4. 非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

 平成 17 年度までの研究成果で、既存製品に対して優れた電気絶縁特性と低反り性を合わせ

もつ系を開発することが出来た。しかし、2010 年までの技術革新のロードマップを考えた場

合には、更に性能を向上させる必要がある。そのために、平成 18 年度は以下の物性を実現す

ることを計画している。 

① 絶縁性能・長期信頼性：HHBT 1000hr 試験後 107Ω・cm 以上 

② ハンダ耐熱性：260℃×10sec，2 回以上 

③ 可撓性：180°折れ曲げ試験合格 

 

4-1-5. 実用化技術の確立 

今後、実用化を達成するためには、ユーザーでの使用プロセス適合性も含めた、多様な実

用特性を満たす必要があり、様々な技術を駆使して材料の最適化を行う必要がある。例えば、

レジスト膜としての特性としては基材密着性、耐溶剤性、表面硬度等の特性や、必要に応じ

て難燃性や耐メッキ性が必要になる。また、ユーザーでのプロセス適合性としては、レジス

トインキのレオロジー特性による印刷特性や溶剤の乾燥速度、乾燥後のタック、熱硬化時間

短縮によるスループット向上等が問題になる場合がある。更には、品質安定性として、保存
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安定性や各原料のロットのバラツキ等に問題がないことを確認する必要がある。 

今後、本事業による開発として、非フェノール系エポキシベースのエポキシプレポリマー

の改良やそれと組み合わせるウレタンおよび他の樹脂等の検討により、更に基本的な特性の

改良を行なう。 

また、実用化に直結した製品開発を昭和電工の自社開発で行い、添加剤や各種有機／無機

材料との複合化、レオロジー制御等により、上記の各種実用特性を満たす材料の開発を行な

う。 

 

4-2. 今後の展開 

 目的でも述べたように、新材料が市場に認知され広く使用されるようになるケースとして

は、従来材料では特性が不十分で改良が求められている分野に対して、優れた特徴を持つ材

料を投入しないと、市場で受け入れられることは難しい。そのために、環境適合材料といえ

ども、材料の持っている特性が高いことが望まれる。 

 高性能を武器に市場参入を行うことを目的に本研究を行い、平成 17 年度までに HHBT 等の

絶縁性で、ノンハロゲンの特徴を生かし当初想定した以上の成果を上げることが出来た。こ

の成果をもとに早期事業化を行うために、次のストーリーを考えている。 

第 1ステップ 

 開発したレジスト材料の高性能絶縁特性を武器に、エレクトロニクス分野の中で配線

のファインピッチ化が要求されている特定用途へ進出する。第 1ステップの対象である

ソルダーレジスト分野でのエポキシ樹脂需要は、約 9,000t/年である。この中でファイ

ンピッチ幅の要求されている分野の需要規模は、その中の 1%程度ではあるが、販売価

格は 3万円/kg を超えており、市場規模は大きく急成長分野である。 

第 2ステップ 

製造コストを削減し、絶縁特性の良さを武器に他の汎用電子材料市場に拡大する。 

第 2ステップで展開を考えている、電気・電子用エポキシ樹脂需要は、積層板用（ソ

ルダーレジストを含む）で約 33,000t/年、半導体封止材料用で 12,000t/年である。 

第 3ステップ 

第 2ステップでの製造規模拡大により固定費を低減し、種々の二官能性モノマーベー

スのエポキシ樹脂を開発して、汎用一般用途での低 VOC 型エポキシ塗料市場に参入する。

第 3ステップでは、エポキシ樹脂中に含まれるフェノール化合物の削減だけでなく、溶

剤中に含まれている VOC 削減の実現を目指す。 

 

第 1 ステップでの早期の実用化を目指す観点から、まずは、PCU ベースのレジストのサン

プル配布を平成 19 年中に実施することを計画しており、平成 18 年度中には特定ユーザーと

の実証試験を行い、その結果をフィードバックし製品としての完成度を高めていくことを計

画している。現時点では、主成分のカルボキシル基含有化合物のノンハロゲン化のみで絶縁

信頼性を確保できる見込みである。 
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H19 H21 H23 H25
▽　

特定顧客にサンプル配布
（自社パイロット）　　　▽

個別顧客契約
社内等の設備利用　　▽
市場拡大 ▽

連続プラント建設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図．B-(1)-11 今後の展開 

 

ロードマップ上は、平成 21 年度になるとピッチ幅のレベルが更に進み、エポキシ側も含め

たレジスト材料を開発する必要が生じると予想される。そのために、産総研と開発している

エポキシ化合物は化審法の問題について、その時点までに必要な登録を行い平成 21 年度より

企業化を開始する計画である。 

図.B-(1)-12、表.B-(1)-11 に今後の事業化ストーリーとサンプル配布時の目標スペックを示

す。 

 

 

 

 

 

 

        図．B-(1)-12 事業化ストーリー 

 

        表．B-(1)-11 サンプル配布時の目標スペック 

 

 

 

 

項 目 単位 開発品 従来品

HHBT
（1000hr後抵抗値)

Ω 108以上 106以下

反り cm -10以下 5以上

ハンダ耐熱 回 2 1

耐メッキ 合格 合格

※HHBT試験条件：L/S=50μm/50μm，電圧50V，85℃・85％Rh，1000hr
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本エポキシ化触媒系は触媒の 3 成分ともに反応機構の各段階に関わっているため、触媒成

分の比率を変えることによって水相、有機相間の触媒種の分配比率、反応遷移状態への影響、

系全体の酸性度などが変わり、その結果エポキシ化反応性や選択性を大きく変化させること

ができる。この点が本プロジェクトの技術開発で得られた最も重要な基礎的知見である。本

触媒系は、CEA やモデル化合物（2）の選択合成にとどまらず、今後さまざまな種類の原料に

対する選択的エポキシ化に適応できる可能性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．B-(1)-13 反応機構 

 

4-3. リスク削減効果 

4-3-1. 本プロジェクト対象の有害化学物質 

第 2 ステップまでに展開を考えている、電気・電子用エポキシ樹脂のうち、対象物質の削

減可能量は以下の通りである。 

対象物質削減可能量（国内総需要） 

  ビスフェノール A  ：約 22,000t/年 （約 280,000t/年） 

  ホルムアルデヒド  ：約 1,800t/年 （約１1,400,000t/年） 

 

4-3-2.  その他の波及効果 

対象物質以外にも、塩素使用量の削減、写真現像法が印刷法に変わることによる、強アル

カリ有機廃液の削減、高分子量化による毒性の低減や、他の用途への展開により VOC の削減

を達成できる波及効果が見込まれる。 

塩素使用量 27,000t/年削減 

    写真現像時の強アルカリ有機廃液の削減 

    高分子量型エポキシの使用による急性毒性、変異原生の低下 

UV 硬化エポキシインキへ Max VOC として 16,000t/年の削減  

以上 
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２－Ｂ－（２） 革新的水性塗料の開発 

プロジェクトリーダー：所属 学校法人東京理科大学 山口東京理

科大学、氏名 戸嶋直樹    

実施企業   日本ペイント株式会社 

 

１． 研究概要 

 地球・社会の持続的な発展を期するために、産業活動より排出される有害物質の削減は急務で

あり、法的な整備を含め様々な取組みが行われている。平成 13 年 4月から導入された PRTR 制度

（環境汚染物質排出移動登録）や平成 15 年 6 月の化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律）の改正を受け、製造、利用、廃棄のライフサイクルに亘って化学物質を適切に管理

することが社会の潮流となった。これらの化学物質は広く大量に使用され多くが環境に排出され

るため、リスクが懸念される。経済産業活動と環境保全とを調和させた、安全、安心な国民生活

を提供するためには、これらを自主的に回収し、無害化できる新しい技術を開発しなければなら

ない。 

揮発性有機化合物（VOC）排出に関して、2000 年度の環境情報科学センターの調査によると、

固定発生源総 VOC 排出量（150 万ｔ）のうち塗料・塗装（84 万 t）が 56％を占めている。当業界

においても重要な社会的責務と認識され、種々の低 VOC 製品や VOC 低減システムの開発が行われ

てきた。大気汚染防止法改正に伴い、規制対象となる大規模な塗装施設については相当量の揮発

性有機化合物（VOC）の低減が見込まれる。 

しかしながら、塗装業の大多数を占める中小塗装企業から排出される VOC 量が 13％に達する

にも拘らず、通常のエンドオブパイプ対策だけでは効果が十分に及ばない可能性がある。十分な

削減効果を挙げるためには、中小塗装企業が後処理装置の導入や水性塗料などの環境配慮型塗料

へ転換することが必要であるが、高額な投資が必要であるうえ、環境配慮型塗料は使用･性能･

価格において従来の溶剤型塗料に及ばない。これが原因で、特に金属製品、自動車部品、自動車

補修業などの中小塗装企業における環境配慮型塗料への転換は進んでいない。 

このため、インプラント技術開発として当プロジェクトでは、かかる水性塗料のデメリットを

克服し、従来の溶剤型塗料の性能を保持すると共に、塗装工程における VOC 排出を限りなくゼロ

にする技術を低価格で提供する実用化技術を開発することを目的とした。この革新的水性塗料お

よびシステムが、実質的に VOC 削減に大きく貢献すると考えている。 

開発目的の水性塗料は、高固形分濃度でより少ない水分量とすることで、塗装・乾燥工程にか

かるエネルギー負担を低減し、高額な設備投資や生産性の低下を招くことなしに塗膜形成できる

と共に、より少ない親水基や親水物質の使用で安定化できることが必要である。 

よって開発目標として 

1)塗装時のVOC排出量を5%以下とする。 

2)新たな投資を必要とせず、現有設備で塗装可能とする。 

3)現在使用している溶剤型塗料と同等の製品レベルを有する 

とした。 

1) に対する課題は、塗料構成要素の樹脂、顔料、添加剤、溶剤などの原料段階からVOCを見
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直すこと、さらに塗装時の希釈溶剤も水単独として設計することである。 

2) に対しては、水性塗料で通常使用されている焼付け前のプレヒート（前乾燥設備）が不要

であること。即ち、プレヒートがなくても塗装後すぐに所定の固形分量に到達できている

こと（高固形分塗料）が必要である。 

3) は、使用して頂くために必須な条件として、コスト、品質、塗装性などが、現在の品質と

比較し遜色ないレベルであること。 

これらを達成するためには大きく3つの要素技術開発が必要である。①完全水性化の樹脂合成

技術としてエマルション技術と、この樹脂に相反する要求品質を満足させるため異なった樹脂を

複合化させる技術を同時に成立させる複合樹脂系エマルション技術の開発。②通常溶剤系で実施

する顔料分散を水系で実施するためには、水系での分散安定性の確保が重要な問題となり、顔料

分散用ポリマーの安定化能力を十分高めておくこと。③水性塗料は、塗料中の揮発成分の大部分

や希釈用の溶剤が水単独であるため、塗装環境要因、特に温度、湿度の影響を大きく受ける。冬

場の低温低湿から夏場の高温多湿までの広範な環境中における造膜技術の開発が必要である。 

平成17年度にスタートした各要素技術の開発では、特に、塗料を構成する基本材料である複合

樹脂系ミニエマルションと顔料分散用グラフトポリマーの開発を中心に進め、これら基本材料か

ら高固形分水性塗料を作成し、金属製品用途を想定した塗料・塗装の実用化検討を実施した。 

平成18、19年度には、塗料を構成している複数の疎水性物質を、水中で分散安定化するために、

ミニエマルション重合の基本設計技術とスケールアップ化技術開発までを実施した。ミニエマル

ション重合のスケールアップは連続式の高速乳化機を用い、リターン回数という指数を定義する

ことで、大スケールでの粒子径調整が可能となり、高濃度で微粒子の複合樹脂エマルションの合

成ができ工業化の目処を得た。 

顔料分散用グラフトポリマーは、水和安定化させるグラフト鎖としてPEO（ポリエチレンオキ

シド）を採択し、理論的裏付けを得て、重合方法とそのスケールアップを検討し、グラフト効率

がほぼ100 %のグラフトポリマーを500 kg のスケールで合成ができ工業化レベルを達成した。こ

れを顔料分散に用いた場合、良好な分散粒度と貯蔵安定性を確保できた。少ない分散剤量で安定

な顔料分散体が得られ、耐水性低下の防止に有効であった。 

さらに、塗装および乾燥工程でのタレやワキ（溶媒が揮発した孔）などの欠陥なく被塗物表面

に塗着し、平滑な塗膜形成することが塗料として実用上重要であり、造膜過程について検討した。

塗装作業性の確保には、塗料粘性制御が不可欠であり、塗膜外観には焼付け時の溶融粘度を低く

することが有効であった。さらに、加温やスプレー微粒化塗装により、高粘度水性塗料の塗装が

可能となり、高塗装作業性、塗膜肌外観向上に有効であることが検証できた。この粘性制御によ

りワキ；50μ、タレ；70μと開発目標膜厚の50μを達成した。さらに、低分子量ポリオールの適

用の有効性を見出し、低分子量ポリオールと基体樹脂との相溶性を考慮することにより光沢の向

上ができた。塗膜品質については、水に対する抵抗性である5％硫酸浸漬性、3％食塩水浸漬性、

耐湿性が溶剤型比較で不十分であるものの、室内用途向けとしての品質は確保できた。これらの

開発技術を用いてVOC含有量が低濃度（5％以下）で、固形分濃度55～65 wt%の高固形分水性塗料

を試作した。 

大手鋼製家具メーカーでの実証試験では､低吐出量で塗膜の膜厚を 50μm 以上付着させる事が
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でき、ワキ・タレとも問題なく仕上がった。また、従来品と同条件､同吐出量では 1.7～2 倍の膜

厚を付着させる事ができ、現行水性塗料よりも工程短縮、短時間化の可能性が確認できた。塗装

環境条件が制御できない小規模塗装工場での実証試験では、塗装の仕上がり、使い勝手について、

塗装時間・塗装条件・ブース風速・膜厚など様々な塗装環境条件の影響が大きくバラツキが生じ

ることが判明した。今後も実証試験を重ねて精度を高めていく必要があると同時に、どのような

塗装工場でも対応可能にするため、塗装条件が微粒化や水の蒸発性に与える影響とワキ・タレの

関係等、今後更なる塗装プロセスの研究を行う必要がある。 

山口東京理科大学での、ポリマー樹脂における各種官能基と水分子等との親疎水性相互作用を

検討した研究成果から、表面張力低下能を有する分散剤の設計、顔料分散の微分散化と高彩度顔

料に適用可能となるグラフトポリマーの選定ができ、難分散性顔料である、フタロシアンブルー

の到達平均粒子径が200nm以下と、十分な分散性を達成した。このことは、革新的水性塗料の多

色化の可能性を大きくしたと考えられる。 

革新的水性塗料の実用化に向けて、ビジネスモデル設定や実用の早期化を図るため、市場ニー

ズ調査を実施した。仕上り外観、コスト、作業性が３大評価点で、特に仕上り外観の重要性を指

摘するユーザーが多いことがわかり、これまでの｢革新的水性塗料の開発｣の商品化開発目標の妥

当性の検証と市場導入、販売戦略のための情報を得ることができた。 

 

２． 研究方法 

２－（１）複合樹脂系ミニエマルション重合の合成 

図 B-(2)-1 にミニエマルション調整フローを示した。メラミン樹脂をはじめ、アクリルオリ

ゴマーや低分子量ポリエステル樹脂などを溶解させたアクリルモノマー溶液を乳化剤水溶液に

加え、高速乳化機を用いて攪拌することにより乳化液を得た。その乳化液と開始剤溶液を所定温

度に保たれた反応容器に所定時間で滴下して重合反応を行い、ミニエマルション樹脂を得た。低

分子量ポリエステル樹脂は一般的なポリエステル樹脂の合成法にしたがい調製した。反応容器に

多価アルコールとラクトンを加えて所定温度で反応させた。反応追跡は赤外分光光度計(IR)を用

いてラクトンの特性吸収の消失度合いにより行った。 

 

 

図 B-(2)-1 ミニエマルション調製フロー

水＋乳化剤 

＋ 
メラミン等 

乳化液 

開始剤 

Water bath

水 
乳化機 

滴下
モノマー 
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２－（２）顔料分散用グラフトポリマーの合成 

顔料は美観を発現する目的で塗膜に色彩を与え、また基材保護のための防錆材としてなど、塗

料構成成分中で重要な役割を担っている。顔料の種類も着色顔料では酸化チタン、酸化鉄などの

無機顔料、カーボンブラック、フタロシアニンブルーなどの有機顔料などさまざまなものが使用

される。顔料の表面特性（疎水性度、酸塩基性度など）は多種多様であり、溶剤型塗料では有機

溶剤、顔料分散剤などを駆使して、顔料表面への濡れ、解砕、吸着、分散、安定化というプロセ

スで顔料分散ペーストを製造している。この中で、顔料表面への濡れは有機溶剤によるところが

大きく、さらに安定化については分散剤の顔料表面への吸着が重要である。溶剤型塗料での顔料

表面への吸着は酸・塩基相互作用によるところが大きく、また有機溶剤への溶媒和によって分散

顔料の再凝集を防ぎ、安定化されている。一方、水性顔料分散系では、疎水性表面の顔料を微細

に水中で分散安定化する必要があり、それには酸塩基相互作用に加えて、ポリマーの水和安定化

を含む親疎水的な相互作用が重要とされている。本研究では、分散剤モデルとして PEO（ポリエ

チレンオキシド）を親水側鎖とするグラフトポリマーを選択した。 

 

２－（３）造膜技術の開発 

溶剤系塗料にあっては、塗装後の塗膜は溶剤が蒸発することで塗膜固形分が濃縮されていく比

較的均一で単純な工程と考えられるのに対し、水性塗料においては、塗装時では水中に樹脂が分

散している水中油滴の状態から、樹脂層に水が分散している油中水滴の状態への相転換が起こる

ことで塗膜化すると考えられ、この間の状態を制御する造膜技術が重要となる。このため塗料原

液の粘性や表面張力の制御技術を開発する。低 VOC、高 NV の水性塗料の外観を確保するのには、

図 B-(2)-2 に示すように粘性挙動モデルが重要となる。 
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基体樹脂として、表 B-(2)-1 に示したメラミン（硬化剤）内包エマルション、水溶性あるいは

水分散性樹脂を組み合わせて塗料を配合した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－（３）－１塗装・乾燥技術の開発 

水性塗料は希釈溶媒である水の蒸発が遅いために、溶剤型塗料と比較してセッティング時間の

延長や予備的な乾燥が必要となる。特に高湿度環境においては一層水蒸発量が低下し、塗膜のタ

レやワキが発生しやすい。一方、低湿度環境では、水が過度に蒸発し肌の低下が発生する。 

塗装環境及び、塗装条件の変動に適応するためには、塗膜外観と塗装・乾燥過程における水蒸

発量の関係を定量化し、塗料固形分濃度（以下 NV と略する）を制御するシステムを設計するこ

とが重要である。この検証のためには、温湿度を制御できる塗装ブースでの塗装試験が必要であ

り、これにより、最適な塗装環境条件におけるパラメータを決定することができる。検討に使用

した塗装ブースは、ウオーターカーテン型、塗装室内サイズは幅 3700 ㎜、高さ 3000 ㎜、奥行き

2000 ㎜である。排気風量は最大 240m3/min.の能力を有し、塗装物付近の風速を 0～1.5m/min.で

任意に変えることができる。ブース室内を、年間を通して 25℃65%の温湿度に安定化させると共

に、高湿環境～低湿環境を再現させるために、給気側に新たに塗装環境制御装置を導入した。こ

の塗装環境制御装置の能力は、風量 40m3/min.、加熱能力 25kW、冷却能力 30kW である。風量

40m3/min.以上が必要な場合は、塗装ブースからの排気の一部を循環再使用する構造である。 

エア霧化静電塗装機（旭サナック社製サンガンⅡ）は、レシプロ装置に固定し一定速度で上下

させた。そして、実験用水性塗料をギアポンプにより定量供給し、コンベアにより横移動してい

る塗装物に、所定膜厚になるように塗装した。塗着時およびセッティングでの塗膜 NV を計測し

た後、熱風循環型乾燥機により 150℃×25 分間で乾燥塗膜を得た。 

 

２－（３）－２ 塗装環境要因と水準 

水性塗料の塗装と乾燥工程では、水の蒸発が重要な要因であり、以下に水蒸発の考え方を記載

した。 

WET な塗膜の恒率乾燥時の蒸発量(R(g/min.))は、以下の式で表される。 

表 B-(2)-1 基体樹脂の樹脂特数 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

Mw 29000 29000 223000 32000 37000 27000 8700
Mn 11300 11300 95000 12000 12500 9000 4300

630 1500 1500 630 630 - -

Tg（設定） 5 5 5 15 25 10 25

SP（設定） 10.4 10.4 10.4 10.4 10.4 11.8 10.8
AV（設定） 5 5 5 5 5 55.5 40

OHV（設定） 60 60 60 60 60 70 60
粒径(nm) 218 161 158 230 200 - -

No.

樹
脂
特
数

アクリル
分子量

樹脂形態 水溶性

メラミン分子量　Mn

エマルション

Ⅲ.2－163



R=h･P･A ………（1） 

h：熱伝達係数(kcal/m2･min.･℃) 

P ：乾燥速度パラメータ(g･℃/kcal) 

A ：表面積（m2） 

乾燥速度パラメータ(P(g･℃/kcal))は、次式（2）で示され、温度湿度に依存する値である。 

P＝(ｔ－ｔw)/λw ………（2） 

t ：乾球温度(℃) 

tw ：湿球温度(℃) 

λw ：湿球温度における蒸発潜熱(kcal/g) 

熱伝達係数 h は、風速に依存する熱伝達係数であり、また、表面積 A は塗膜の表面積に相当す

る。 

水蒸発量に影響を与える因子とその水準範囲を定めた。 

①乾燥速度パラメータ P4.2～14.4(g･℃/kcal)、温度 25.4～28.9℃、湿度 46.2～81.3％ 

乾燥速度 P 温度（℃） 湿度（％）

4.2 25.4 81.3 

7.4 25.4 68.0 

8.4 25.9 64.5 

10.1 25.6 57.7 

14.4 28.9 46.2 

②風速：0.21～1.24（m/sec.） 

③塗装膜厚：28～70μm 

また、塗装では次式で表される気液比（L/cc）を追加した。水準範囲は霧化エア量＝326～490、

塗料吐出量＝100～300 とした。 

気液比＝霧化エア量（L/min）／塗料吐出量（cc/min.）………（3） 

ブース室内環境測定について、温度は白金抵抗式、湿度は静電容量式、風速は定温度型熱式を用

いて測定した。 

塗装乾燥過程の水蒸発量は、塗料吐出量、塗料 NV、塗着 NV、セッティング後ＮＶから以下の

ように算出した。 

塗装時水蒸発量＝塗料吐出量×（1－（塗料 NV／塗着 NV））………（4） 

セッティング時水蒸発量＝膜厚×面積×（1－（塗着 NV／セッティング後 NV））…（5） 

塗装実験で得られた塗膜外観（肌）と塗装作業性（ワキ・タレ）は以下に示した表の通り求めた。 

          表 B-(2)-2 塗装作業性・外観品質一覧表 

項目 定 義 

肌ランク 
塗装板による肌ランク基準板との比較による官能評価 

5 段階評価で 5が良好で 1が不良 

タレ限界膜厚 塗装板への膜厚傾斜塗装による孔周辺のタレ(5 ㎜)発生膜厚 

ワキ限界膜厚 
塗装板への膜厚傾斜塗装によるワキ発生膜厚。一定膜厚ではランク

表により官能評価 
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２－（４）試作品の評価実証試験 

造膜技術の開発で得られた作業性幅は実用レベルであると想定できる。しかし平面的な判定で

あり、実用上の塗装においては、被塗物が立体的である為に複雑な塗装状態である上、時間、コ

スト、取扱い等、生産面での制約を受ける等、実際の塗装現場ではさらに判定が厳しくなること

が考えられる。また、このような中、塗装製品としての綺麗な外観品質を要求されるとともに、

生産性（連続生産、品質のバラツキ、低不良率など）も重要項目とされる。 

本実証試験では、弊社ユーザーの鋼製家具メーカー コクヨファニチャー株式会社三重工場様

のご協力を頂き、水性塗装ラインでの適用性評価を実施するに到った｡ 

 

２－（５）ポリマー樹脂の親疎水性相互作用に関する研究 

溶剤型塗料での顔料表面への吸着は酸・塩基相互作用によるところが大きく、また有機溶剤へ

の溶媒和によって分散顔料の再凝集を防ぎ、安定化されている。一方、水性顔料分散系では、疎

水性表面の顔料を微細に水中で分散安定化する必要があり、それには酸塩基相互作用に加えて、

ポリマーの水和安定化を含む親疎水的な相互作用が重要とされているが、顔料表面への分散樹脂

の濡れはやはり有機溶剤が重要な働きをしていることが知られている。有機溶剤を含有しないこ

とを目標とする「革新的水性塗料の開発」で留意すべきことは、有機溶剤の果たしていた機能を

補填するため分散剤を多量に用いると、安定化に関しては有利であるが、一方で、親水性物質の

持込みが耐水性など塗膜品質の低下を招くことである。従って、より少ない添加量で安定な顔料

分散体が得られ塗膜品質の低下のない効率のよい顔料分散剤が必要とされる。本課題に対して、

疎水側鎖、親水側鎖を有するポリマーモデルを考え、かつ効率的に顔料表面への吸着、水和安定

化が図れる長側鎖型（グラフトタイプ）ポリマーの有効性を検証する。マクロモノマー重合法、

変性グラフト法などの異なる手法でグラフトポリマーの設計・合成を検討し、後者において部分

的に酸性基、塩基性基を導入することで、顔料分散樹脂使用比率が小さく、高顔料濃度化が図れ

ると考えた。 

また、親水部、疎水部の合理的な選択基準の獲得を目的としてポリマー樹脂の親疎水性相互作

用に関して山口東京理科大学へ研究委託した。 

 

２－（６）実用化に向けての研究 

 中小規模の金属製品塗装工場の実ライン環境を想定し、塗装環境条件に対応できるための塗料

改良の可能性を検討した。塗装・乾燥条件の塗装作業性に与えるパラメータを設定し、これを用

いて評価を行った。 

 上記で改良した塗料を、中小規模の塗装工場で実証試験を行った。 

 

２－（７）導入シナリオとビジネスモデルの策定 

本研究の革新的水性塗料の実用化を加速するにあたって、市場ニーズとの乖離を払い得る技

術開発項目を取捨選択し、塗料設計開発指針および市場導入シナリオとビジネスモデル策定等の

自主点検に向け、検討を行った。具体的には、一般工業用金属製品製造業における塗料利用状況

や要求される性能等を郵送によるアンケートにより調査した。 

Ⅲ.2－165



３．研究結果と考察 

３－（１）複合樹脂系ミニエマルション重合の結果と考察 

３－（１）－１ミニエマルション樹脂の分子量制御 

親水性の低い開始剤 A および親水性の高い開始剤 B を用いてミニエマルション樹脂の低分子

量化を試みた。その開始剤量と得られたミニエマルション樹脂の分子量の関係を図 B-(2)-3 に示

す。いずれの系でも開始剤を増やすことにより、粘度に大きく影響を与える重量平均分子量（Mw）

の減少が確認された。しかし、これらのミニエマルション樹脂を用いた塗膜において顕著な光沢

値の向上は認められなかった。 
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３－（１）－２メラミン内包ミニエマルション樹脂の生産検討 

メラミン内包ミニエマルション樹脂が 100L スケールで製造できることを明らかにした。さら 

に工場の生産機での製造を試みた。モノマーエマルションの粒子径制御や重合熱の除熱制御に関

する知見に基づいて工場設備の条

件設定を実施した。その結果得られ

たミニエマルション樹脂の特数値

を表 B-(2)-3 に示した。工場で生産

されたミニエマルション樹脂は、ラ

ボスケールやパイロットスケール

で製造されたそれらとほぼ同等の

特数値を示すことがわかった。 

 

３－（１）－３考察 

種々の複合ミニエマルションの作成が可能であることが検証できた。メラミン内包ミニエマ

ルションについては、ラボスケールから工場スケールまで樹脂の特性をほぼ再現しており、スケ

ールアップについても大きな問題はないと判断できる。 

 

 

図 B-(2)-3 開始剤の増量によるミニエマルション樹脂の分子量低下効果 

 (a)開始剤Ａ（低親水性）、(b)開始剤Ｂ（高親水性） 

表 B-(2)-3 メラミン内包ミニエマルションの特数値 
 
サンプル バッチサイズ/kg NV/% pH 粒子径/nm 

L72 5 44.5 8.3 272 

L73 5 44.9 8.4 267 

PL#1 300 43.1 8.8 286 

PL#2 300 42.3 8.8 296 

FS#1 3,200 43.8 8.9 300 

FS#2 3,200 43.5 8.7 292 

Ⅲ.2－166



３－（２）顔料分散用グラフトポリマーの合成の結果と考察 

３－（２）－１顔料分散用グラフトポリマーの合成 

疎水側鎖、親水側鎖を有するポリマーモデルを考え、かつ効率的に顔料表面への吸着、水和安

定化が図れる長側鎖型（グラフトタイプ）ポリマーの有効性を検証した。マクロモノマー重合法、

変性グラフト法などの異なる手法でグラフトポリマーの設計・合成を検討し、後者において部分

的に酸性基、塩基性基を導入することで、顔料分散樹脂使用比率が小さく、高顔料濃度化が図れ

ることを示したが、グラフト効率の低さから塗膜耐水性が不足する結果となった。そこで塗膜耐

水性の向上を目的としてグラフト効率向上に取り組んだ。 

３－（２）－２ポリマー構造と表面張力、分散到達粒径の関係 

有機溶剤代替のぬれ性改善を目的に開発したポリマーA型分散剤水溶液の示す表面張力と分

散到達粒径の関係を検討した。側鎖 Rの炭素鎖数を変化させることにより、その水溶液が示す表

面張力を低下させることができ、表面張力が 34mN/m 以下になった分散剤を用いてフタロシアニ

ンの分散を行うと、粒径 200nm 以下に到達できた。また、水溶液の表面張力の異なる分散剤を合

成して行った実験から表面張力低下能力と到達分散粒径の間には正の相関があることが確認で

きた。（図 B-(2)-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－（２）－３耐水性改善 

グラフト効率改善による耐水性向上を目的にポリマーB型分散剤を検討した。側鎖 PEO の末端

反応性官能基を水酸基からより高い反応性の基に変更することで、グラフト効率をほぼ 100％と

することができた。改良品は分散ペーストの粒径5μm以下と40℃10日の貯蔵安定性を確保でき、

PEOブリードが見られないことから耐水性は大きく改善された。達成レベルを図B-(2)-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 B-(2)-5 耐水性の達成レベル 
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３－（３）造膜技術の開発の結果と考察 

３－（３）－１ 粘性制御材と塗料の流動曲線 

   粘性制御材を添加した塗料の流動曲線を図 B-(2)-6 に示した。粘性制御材により構造粘性

を付与することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

         図 B-(2)-6 塗料の流動曲線 

 

３－（３）－２ 改質材による塗着粘度の低減 

 基体樹脂の 30 重量％を低分子量ポリオール④に置き換えた時の塗料の粘度／NV の関係を図

B-(2)-7 に示した。低分子量ポリオールを用いることによって、NV が約 70 重量％以上での粘度

を軽減できることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図 B-(2)-7 低分子ポリオールを導入した時の粘度－NV 曲線 

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E-02 1 .E-01 1 .E+00 1 .E+01 1 .E+02 1 .E+03

Shear Rate (1/sec)

V
is

c
o
si

ty
 (
po

is
e
)

粘 性 制 御剤 なし

粘 性 制 御剤 (ⅱ )を添 加

粘 性 制 御剤 (ⅳ )を添 加

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

50 60 70 80 90 100

N.V.(%)

η
(P

o
is

e
)

アクリルディスパージョン②
低分子量ポリオールなし
アクリルディスパージョン②
低分子量ポリオール④
アクリルディスパージョン③
低分子量ポリオール④

Ⅲ.2－168



３－（３）－３ 改質材による溶融粘度の低減 

 基体樹脂の 30重量％を低分子量ポリオールに置き換えた時の溶融粘度を図 B-(2)- 8 に示した。

低分子量ポリオールの適用により溶融粘度は僅かに低下するものの、現行ライン品のレベルには

至らなかった。また、低分子量ポリオールを適用すると硬化開始が遅延されることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 B-(2)-8 低分子量ポリオールを導入した時の溶融粘度 

３－（３）－４ 改質材によるワキ性改良 

 基体樹脂の 30 重量％を低分子量ポリオールに置き換えた塗料のワキ性は大幅に改善されるこ

とがわかった。その原因として、塗着粘度の低下およびまたは硬化開始遅延が考えられる。 

      

３－（３）－５ 低分子量ポリオールの適用と表面粗度 

 表 B-(2)-1 の低分子量ポリオール④と⑥を適用した塗料の、セッティングから焼付け工程にお

ける表面粗度を比較した。図 B-(2)-9 から、光沢の悪い塗料では塗装直後のセッティング段階か

ら粗度が大きいことが示唆される。 
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図 B-(2)-9 硬化過程での表面粗度変化（左図；ポリオール④、右図；ポリオール⑥）

Ⅲ.2－169



３－（３）－６ 考察 

 ワキ性には、塗着粘度と硬化速度の影響が大きく、低分子量ポリオールの適用は有効であった。 

 光沢向上の為、低分子量ポリオールの添加による溶融粘度の低下を検討したが、現行品の溶融

粘度に至らなかった。また、低分子量ポリオールと基体樹脂との相溶性を考慮することにより光

沢の一定の向上ができた。これらをベースに試作品配合を決定した。 

 

３－（４） 試作品と実証試験結果 

３－（４）－１試作品 

試作用に開発した塗料 ND105 は、希釈時固形分 65％（従来品 47％）VOC4％と、従来にない高

固形分濃度品が得られたが、課題として 60°光沢の上昇、塗膜肌の改良が必要であった。これ

らは、ワキ限界膜厚をアップする改良を含め事業部で検討した｡  

改良手法は､焼付前の泡抜けを良くするために､塗料系に適合する水系消泡剤を各種選択､効果

のあるものについて量の適正化を行った｡これらの改良によりワキ限界膜厚の向上ができた。 

表 B-(2)-4 に示したように改良品 ND144 は、タレ､ワキとも開発目標値の 50μを達成した。 

 

表 B-(2)-4 改良品塗装性           

 

 

３－（４）－２ 塗装ライン概要 

実証試験を行ったライン構成は次のとおりである｡ 

 

 

図 B-(2)-10 塗装工程フロー 

 

実証試験には ①OFF、②OFF、④OFF ⑤OFF（比較で ON）⑥140℃×20 分キープ 

外板塗装のみとし､ 種々の塗装条件水準で実施した。ブース全景､レシプロケータ塗装状況を以

下 図 B-(2)-11､ B-(2)-12 に記載した｡ 
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図 B-(2)-11 塗装ブース  手前は内板塗装用ロボット､奥に外板塗装用レシプロケータ 

 

 

図 B-(2)-12 ワゴンワークを塗装するレシプロケータと静電スプレーガン 
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３－（４）－３  試験結果 

 塗装条件ならびに塗装試験結果を表 B-(2)-5 に記した｡ 

表 B-(2)-5  塗装条件ならびに塗装試験結果 
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３－（４）－４考察 

① 今回の試験において､低吐出量であっても塗膜の膜厚を 50μm 以上付着させる事ができた｡  

この結果は、塗料使用量低減につながり､環境面､経済面で現行水性よりもさらに有利となる可能

性があるということで、これらを実ラインで確認できた｡ 

② 微少のワキの発生､スピット発生による外観不良があった｡ 他､塗料が乾きやすく､洗浄､皮

張り､ダスト馴染み性に難がある事が判明した｡ 課題として､ワキレベルの向上の他､乾き易

さに由来する諸問題であるスピット､洗浄性､皮張り､ダスト馴染み性 の改良 である点を抽

出できた｡ 

③ 焼付前のプレヒート(設定 80℃)ON/OFF影響について､試験した結果OFFにした方が良好であ

った｡ 結果的には､プレヒートは不要であった｡熱エネルギー削減への貢献､通常溶剤ライン

への適用に可能性が見いだせた｡ 

以上をまとめ、実用に向けて下記のように課題として抽出できた｡  

表 B-(2)-6  課題まとめ 

 

 

３－（５） ポリマー樹脂の親疎水性相互作用の研究結果と考察（東理大で実施） 

恒温滴下型微小熱量測定計を用いて PEO マクロモノマーとそのポリマーの水和熱を測定し、そ

れらの親水性の程度を見積もった。試料の PEO ユニット（－CH2CH2O－）あたりの水和熱は、モ

ノマー状態では PEO 部が低分子量（M＝400）のほうがより親水性が高かったが、ポリマー化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 B-(2)-13：側鎖 PEO 鎖長による水和熱の比較 

-0.9

-0.8

-0.7

-0.6

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0
Monomer Polymer

ΔH
　

（
J/

m
ol

)

M=1000

M=400

Ⅲ.2－173



すると PEO 部が高分子量（M＝1000）のほうがより高い親水性を示し、親水性の順序の逆転が見

られた。このことはポリマー化で生成した疎水性主鎖近傍では部分的に側鎖への水和が起こりに

くく、その割合の高い、側鎖分子量の低いグラフトポリマーにおいて親水性の低下がより顕著に

現れたためと考えられる。表面張力低下能を有する分散剤（ポリマーA）の分散能力とその合成

のスケールアップ可能なことを確認できたことにより、当該グラフトポリマーの工業的規模での

利用に技術的な目処がついた。本開発分散剤を用いて達成できた分散状態の安定化にはポリマー

B 型分散剤の併用が有効であると考えられる。さらに今後、本材料を高外観が要求される分野に

適用拡大するには、成膜過程での分散安定性確保にむけた技術開発に取り組む必要があるものと

想定する。 

なお、この部分の研究は山口東京理科大に委託され 3 件の研究発表と研究論文１報の成果を得

た。これにより、研究人材の育成に寄与し、また、大学では珍しい塗料領域まで研究分野を拡大

した。 

 

３－（６）実用化に向けての研究 

乾燥速度パラメータを設定し、これに対する仕上状態を評価した。図 B-(2)-14 に示したよう

に開発した塗料 A は、高シェア粘度の低下と塗着 NV に相当する粘度が低下したことにより、外

観（肌）は低湿条件を含め全環境で向上した。高湿環境でのワキが低下したが、セッティング後

の NV が 80％であったためであることがわかり、塗料加温など、塗料及び塗装環境の微調整によ

り 85％以上にすれば改善できる見通しがついた。 

1

2

3

4

5

0 5 10 15

乾燥速度パラメーター［ｇ・℃/kcal］

良好
↑

ワキ

↓
不良

塗料Ａ（ＬＶＥ）

塗料Ｂ（ＹＡＣ）

 

 

 

上記塗料を用いて実証試験を実施した。 

(実験場所) 東大阪市；Ｆ塗装工業株式会社(従業員数 50 名)第一製造ライン 

 

 

 

図 B-(2)-14 乾燥速度パラメータと塗膜外観評価の関係 
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  塗料A 塗料C 

 膜厚の付き方 ○ ○ 

 取り扱い性 ○ ○ 

塗装性 ガン洗浄性 ○ ○ 

 コメント 両塗料とも溶剤系塗料の感覚で塗装できるが、塗料

Cがより溶剤系塗料に近い。高粘度での塗装では、

溶剤系より乾燥が速く感じる。 

 膜 厚 ○ ○ 

仕上がり タ レ △ ○ 

塗膜外観 ワ キ △ ○ 

 ス ケ ○ ○ 

 濡れ・ハジキ ○ ○ 

 塗膜肌 △ ○ 

  ラウンド大  

 平滑性Ra 0.25 0.21 

 コメント 塗料Aについては、外観と塗装作業性の両立が出来

ていないが、塗料に対する慣れと添加剤等の調整に

より改善、制御が可能である 

 

溶剤を含有させることで塗装作業性、仕上がり外観等を優先して開発した水性塗料 Cの方が現

場レベルでは評価が高くなった。VOC 量を限界まで下げた水性塗料 Aでは不利との結果となって

いる。しかし、共通して溶剤系ラインの置き換えは可能であるとの評価も得ており、「高 NV・低

粘度化」技術が現場でも評価された結果と考えられる。 

 

 

表 B-(2)-7 F 塗装工業での塗装試験結

図 B-(2)-15 F 塗装工業での試験塗装 
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３－（７）革新的水性塗料市場調査結果と考察 

 アンケート調査の結果、革新的水性塗料に係る市場概況について以下のことが示された。 

環境配慮型塗料に対する関心について中小規模の事業所においては、現段階では水性塗料の利

用はほとんどないが、3 割程度の事業所が塗料変更を計画するなど、検討が進む可能性がある。

そのため、多くの事業所が環境配慮型塗料に関する情報を欲していると思われる。また費用面で

の課題等により、VOC 回収装置の導入は進んでいないのが実態であった。 

水系塗料導入にあたっての評価項目に関して、塗料導入にあたっては、仕上がり外観、作業性、

塗装費用が 3 大評価項目であった。中でも仕上がり外観と塗装費用に対する重視度は高く、特に

事業所の規模や被塗物の種類を問わず、仕上がり外観については妥協できない項目と位置づける

事業者が多かった。金属製被塗物への塗装は現段階では溶剤系塗料が一般的であった。金属製建

材・家具や、電機機器分野では粉体塗料が一部で使われているほか、自動車部品では電着水系塗

料が使われている。電着以外の水系塗料の利用は、鋼製家具・什器、容器、その他金属製品等の

一部に限られていた。塗料種類ごとの選定理由について、粉体塗料は仕上がり外観での評価が高

かった。電着以外の水系塗料については、仕上がり外観での評価は低く、サービス、貯蔵期間で

の評価でカバーしている。 

考察；以上の革新的水性塗料に係る市場概況調査結果を踏まえ、革新的水性塗料の市場導入に向

けたビジネスモデル構築に向けて、以下の点に留意する必要がある。 

環境配慮塗料への変更は多くの塗装事業者の視野に入りつつある。塗料変更にあたっては、仕

上がり外観、塗りやすさ（作業性）、コストの 3 点が大きな評価ポイントとなっており、特に仕

上がり外観について金属製被塗物への塗装事業者にとっては妥協できない点であった。しかしな

がら、水系塗料については、仕上がり外観についての評価が低く、これまでは粉体塗料に先行さ

れている。革新的水系塗料の市場導入を円滑に行うには、高度な仕上り外観を達成するための技

術開発は欠かせない。その上で、水系塗料の外観が悪いという先行イメージを払拭すべく、金属

製被塗物の塗装事業者に革新的水性塗料の特性を正確に情報伝達することが必要である。具体的

には、外観が要求される分野における採用・実証実績の蓄積が有効と考えられ、鋼製家具・什器

や容器等について導入を呼びかけることが必要であろう。 

新しい塗料導入にあたっては、その品質に対する信頼性をいかに獲得するかが重要な課題とな

る。塗装方法を理解せずに導入初期に悪評価を受け、その後の市場での評価を下げるような事は

避けなければならない。特に導入初期にあっては、各々の事業所で適切な塗装方法で適切に評価

頂くための『小回り』の利いた対応は欠かせないと考える。 

 

４．結言 

水性系において異なる品質を持つ樹脂を複合化することで、単独では困難な性能を満足させる

複合樹脂系エマルションが開発でき、溶剤の無い状態では困難な顔料分散も、顔料分散用グラフ

トポリマーの開発により水性系での分散安定化が確保できた。造膜過程の研究により実用化への

制御技術が開発できた。これらの、要素技術開発により目標の VOC5％以下、塗膜品質溶剤レベ

ルが達成できた。プロトタイプにて、金属製品塗装工場にて塗装試験を実施できた。自動塗装機

を有する工場では、高固形分濃度の塗料であるため一度で厚膜塗装が可能という評価も得た。 
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工業用金属製品市場をベースに検討してきたが、要素技術として開発してきた複合樹脂エマルシ

ョン技術、顔料分散用ポリマー技術や造膜制御技術などは、水性塗料開発に汎用的に応用展開可

能であり、一般的に工場塗装される分野へ市場を拡大していくことが可能であり波及効果は大き

い。塗装時の VOC5％以下という数字は、現在使用されているスプレー塗装を前提とした時、現

実的な限界値に近く現時点での世界最高レベルと言える。競合技術は、VOC0％の粉体塗料、溶剤

型ハイソリッドなどが考えられるが、粉体塗料では設備改造が必要であり、ハイソリッドでは

VOC5％以下の設計は難しいと考えられ、今回のような新たな投資を抑え現有設備を活用できる点

で競合優位性がある。革新的水性塗料は 2010 年に商品化を予定しており、VOC 削減量は、2010

年 1,000ｔ、2015 年 20,000ｔ以上と想定され達成が可能である。 

 

目標と研究実績を以下の表にまとめた 

 

５.実用化・事業化までのシナリオ 

市場導入へのポイントとして、仕上り外観、塗装作業性、コストの 3 点が挙げられている。こ

のコストについてトータルランニングから製品１個当りの塗装単価として計算している。試算で

は、現行溶剤型塗料使用時のトーラルコスト指標を 100 とすると、既存水性型 113、革新的水性

塗料 104 であり、昨今の原油価格高騰などを考慮すればコスト的にも十分競争力がある。また、

近隣住民への火災、臭気の問題解消など、実用化によるメリットもあり顧客にも十分受入られる

と考える。もし、革新的水性塗料が、一般工業用市場で全量使用されたと仮定すると、塗料 18.2

万ｔ、希釈・洗浄用溶剤 5.4 万ｔ、合計 23.6 万ｔ（2005 年日本塗料工業会調べ）のうち 14.5

万ｔが VOC となるが、この内の 13.8 万ｔの削減が可能となる。 

図 B-(2)-16 に今後のロードマップを示した。革新的水性塗料は現在 SWHS Type-1 の位置にあ

り、想定市場を鋼製家具としている。今後、フィールドテストを経て 2010 年度には、市場導入

をはたすべく検討中である。また、図 B-(2)-17 に示したように、開発した技術は、特に水性化

を目指す領域に応用・適用可能と考えられ、建設機械や鉄道車両などの工業塗装分野や、自動車

塗装の分野にも展開していきたいと考える。 

最終目標の SWHS type-Ⅳは、具体的には VOC ゼロの完全水性化であるが、現状では架橋反応

による揮散物質 1％強の存在を回避する手段が無く中断している。達成のための課題は代替可能

な架橋系の探索であるが、模索中の域を出ていない。 

目標 目標値 研究実績 達成度 

1)塗装時のVOC排出量

を 5%以下とする 

VOC5％以下 4％ 達成 

2)新たな投資を必要

とせず、現有設備で塗

装可能とする。 

固形分濃度 60％ 

プレヒートが不要 

63％ 

不要 

達成 

3)現在使用している

溶剤型塗料と同等の

製品レベルを有する 

コスト 現行＝100 

塗膜平滑性 Ra＜0.3 

耐水性 異常なし 

104 

0.25 

ﾌﾞﾘｽﾀ 8-9D 

達成 

達成 

屋内用として達成 
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ﾓﾃﾞﾙ品開発(1)

SWHS
type-Ⅱ

最終目標

SWHS
type-Ⅲ，Ⅳ

SWHS
type-Ⅰ

H17度品

VOC削減量

タレ･ワキ

光沢

高光沢

グラフト

既存水性塗
料

ミニエマ

非揮散硬化系

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ 実用化
（鋼製家具）

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ
実用化

（家電等）

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ
実用化

（建機、自補修）

2010 2011 201220082005 2006 2007

R&D

事業部自補修
事業部：工業用

社内の取り組み

0

10

14

万t

12

顧客のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを組み入れる

 

 

 

 

 

(戦略技術) 

塗料・塗装、 

工業用塗料 

(鋼製家具) 

自動車用塗料 
(自動車用水性上塗塗

料) 

自動車補修塗料 
(自動車補修用水性塗料) 

中 小 塗 装 事 業

者

NP 

 コア技術 

 

工業用塗料 

(電気機器) 

研究開発 

金
属
製
品 

工業用塗料 
(建設機械) VOC削減効果

の大きいとこ

ろから、導入し

ていく 

SWHS 

実施中

技術の横展開･波及が可能

:社内検討例

工業用塗料 

(鉄道車両・・・) 

図 B-(2)-16 実用化ロードマップ 

図 B-(2)-17 技術波汲領域 
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２－Ｂ－（３）溶剤フリー塗装技術の研究開発 

プロジェクトリーダー：日本金属株式会社 常務取締役 山崎 一正 

実施企業 シルバー精工株式会社 

 

１．研究概要 

１－１．目的 

本研究テーマでは、蒸着重合法によりジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーを

合成したポリ尿素膜（図B-(3)-1に本研究で作製した膜の化学反応式を示す）被覆により、

マグネシウム合金等の腐食し易い金属製品に溶剤を使用せずに塗膜（防食膜）を形成する

技術の開発を目指した。 

 

図B-(3)-1 ポリ尿素合成の化学反応式 

この技術により、現在一般的に腐食防止のためにおこなわれている塗装工程で排出され

る大量のVOCを削減することができる。塗装工程の一例を図B-(3)-2に示す。 

 

   

            図B-(3)-2 塗装工程の一例 

H2N-(CH2)12-NH2

1,12-Diaminododecane 

（ジアミン) 

+

(CH2)12 N C
H

O
N
H

CH2 N C
H

O
N
H n

CH2

CH2CH2 NCOOCN

Polyurea 

1,3-Bis(isocyanatomethyl)cyclohexane 

(ジイソシアナート) 

酸洗 

下塗り 

焼付け(130℃20min) 

下塗り 

焼付け(130℃20min) 

上塗り 

焼付け(150℃20min) 

VOC排出

VOC排出

VOC排出

出典：塗装技術1999年2月号p71 

デジタルカメラへの塗装工程例

ドライシステムにより 

防食膜を形成しVOC 

排出を抑制する。 
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この目標を達成するために、塗膜材料の開発と均一被覆技術を開発し、量産化技術の確

立をおこなった。そのため、1年目は、膜厚数ミクロン(基板サイズ100mm×75mm×0.28mm）

のサンプル合成で実用化レベルを確認、大量合成に関する研究。2年目は、大量合成技術の

確立(連続生産：2～5㎡基板面積)、サンプル配布による実証、膜材料の改良。3年目は、防

食膜として最適な材料の防食性能が小型実験装置および実用規模試作機で再現性良く発現

できることを実証し、大量生産に向けた装置の最適条件を検討し、さらに実サンプルをニ

ーズ業界･企業に試供することにより本塗膜技術の普及を図ることを目標とした。 

     

１－２．研究項目 

（１）塗膜材料の開発 

ジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーの組み合わせで各種ポリ尿素膜をマグ

ネシウム合金基板上に被覆し、耐食試験（塩水噴霧 48 時間）をおこない、数種類のモノ

マー組み合わせから耐食性の優れた１種に絞り込みをおこなった。 

 

（２）均一被覆技術の開発 

耐食性の評価および機械特性等で想定客先の要求する性能を満足する材料組み合わせ

を用い、複雑形状基板への均一被覆技術の確立をするため、塗膜形成条件の最適化を図

った。 

 

   開発目標値： 膜析出速度 0.2μm/min 以上となる基板温度、排気速度、壁温、モノマ

ー蒸気圧の数値の最適化。板状基板表裏平均膜厚±20%以内、100mm×75mm

板状基板内膜厚分布±10%以内の達成。 

 

（３）蒸着重合装置を用いた実証研究  

これまでの研究結果を基に作製したインライン式量産装置による成膜サンプルについ

て評価を開始し、塗膜の品質について、実用化の見極めをおこなった。 

 

開発目標値： 2日間の塩水噴霧試験により実用レベルの耐食性を確認 

 

（４）実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

ターゲットを世界規格の 19.7mmΦスピーカーコーンに搾り、規格適合商品使用企業へ

のサンプル配布による評価・現行品市場調査を踏まえたビジネスロードマップの策定を

行い、スピーカー以外の用途応用（例えばノート PC やデジタルカメラ）の市場模索を実

施し、立体的形状の金属基板の防食被膜形成が重要であることを確認した。 
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１－３．研究成果 

（１）リスク削減効果 

マグネシウム合金の腐食防止として現在もっとも一般的なものが塗装であるが、図

B-(3)-3 のように、複数の工程がおこなわれ、各工程で VOC が排出されている。各工

程で排出される VOC の種類は下記のとおりである。 

 

マグネシウム合金の防食膜として本技術を用いることにより、上記 VOC の削減が期

待される。 

図 B-(3)-3 マグネシウム合金における現状の塗装仕様 

 

また今後、本技術が応用されると期待されるデジタルカメラやノートパソコンの筐

体への防食処理塗装により排出される VOC の量は下記のように試算される。 

 

化成処理材 

第一種指定化学物質 №43   ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺ-ﾙ   83％ 

デジタルカメラ生産台数 

3000万台(2008年） 
処理面積 

1.2×106m2 

2.3×106m2×200g/m2＝4.6×108ｇ（460㌧）/年 

防食処理塗装プライマー処理（下塗り1回)に200g/m2のトルエンまた

はキシレン系の溶剤を使用すると仮定 

ノートパソコン生産台数 

480万台(2008年） 
処理面積 

1.1×106m2 

塗装下塗り（プライマー処理材） 

第一種指定化学物質 No.227 トルエン    40％ 

第一種指定化学物質 No.63  キシレン     5.5％ 

第一種指定化学物質 No.40  エチルベンゼン  5.5 ％ 

エポキシ樹脂49％ 

 

 

Mg合金筐体 

化成処理：リン酸系（１～２μm） 

下塗り：エポキシ系塗料（１５～２５μm） 

下塗り：ポリエステル系塗料（１５～２５μm） 

上塗り：アクリルメラミン系塗料（２０～２５μm） 
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（２）実用化 

ポリ尿素被覆マグネシウムの応用製品としてスピーカーコーンの実用化を進めている。

実用化に向けてはコストも重要になってくるため、生産装置のランニングコスト試算を

おこなった。 

以下が試算結果である。 

 

 

 

今後、実用化に向けてランニングコストの低減が必要となるため、生産能力の向上が

課題となる。 

   

１－４．論文、知的財産権など 

表 B-(3)-1 に、本開発で得られた特許などの成果件数を示す。詳細は別紙とする。 

 

            表 B-(3)-1 成果件数一覧 

  論文 口頭発表 特許 報道 

成果件数 １件 ５件   ２件   ３件 

 

 

Mgスピーカー 

3600万台(2010年） 

処理面積 

5×104m2 

５×104m2×200g/m2＝１×107ｇ（１0㌧）/年 

化成処理に200g/m2のエチレングリコールを使用すると仮定

必要電力                  11.8kw×10時間×21円/kw＝2,478円/日 

人件費（作業員2名）                        36,000円/日 

減価償却3000万円（5年償却）                    25,000円/日 

小計                                 63,478円/日 

1日あたり12,000個生産した場合     63,478÷12,000個＝5.3円/個 

1日あたり48,000個生産した場合     63,478÷48,000個＝1.3円/個 
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２．研究方法 

２－１．塗膜材料の開発 

①モノマーの選定 

ジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーの組み合わせで各種ポリ尿素膜をマグ

ネシウム合金基板上に被覆した。ポリ尿素膜のモノマー構成の組み合わせは、モノマー

合成の難易や、コストの観点から、実用性の高い候補材料を選定した。 

表 B-(3)-2 および表 B-(3)-3 に本プロジェクトで使用候補であった市販のジイソシア

ナートモノマー、と市販のジアミンモノマーを示す。 

 

 表 B-(3)-2 ジイソシアナートモノマー 

 化学構造式 名 称 (略号) 期待される効果 原料製造販売元

芳
香
族 

 2,6-Toluene diisocyanate

（TDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 1,5-Naphthalene 

diisocyanate(NDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Diphenylmethane 

diisocyanate （MDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Xylylene diisocyanate 

（XDI) 
難黄変、高反応性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
環
族 

 1,3-Bis(isocyanatemethyl)

cyclohexane （H6XDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 4,4'-Dicyclohexylmethane 

diisocyanate（H12MDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Norbornatediisocyanate 

（NBDI) 
無黄変 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
肪族OCN-(CH2)6-NCO 

Hexamethylenediisocyanate

（HDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 

表 B-(3)-3 ジアミンモノマー 

 化学構造式 名 称 (略号) 期待される効果 原料製造販売元

芳
香
族 

 
4,4'-Diaminodiphenyl 

methane（MDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 住友

化学㈱     

 1,5-Diaminonaphthalene 

(NDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 2,7-Diaminofluorene 

（FDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 
東京化成㈱ 

脂
環
族 

 1,3-Bis(aminomethyl) 

cyclohexane（H6XDA) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

OCN NCO

NCOOCN

NCO
OCN

OCN NCO

CH3

NCO

NCO

NCOOCN

NCOOCN

NH2H2N

H2N

H2N

NH2H2N

NH2H2N
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 4,4'-Methylenebis 

(cyclohexylamine)

（H12MDA) 

無黄変、柔軟性 
三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
肪
族 

H2N-(CH2)6-NH2 
1,6-Diaminohexane 

（DAH) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

H2N-(CH2)７-NH2 
1,7-Diaminoheptane 

（DAH7) 
無黄変、柔軟性 東京化成㈱ 

H2N-(CH2)１２-NH2 
1,12-Diaminododecane 

（DAD) 
無黄変、柔軟性 東京化成㈱ 

 

 

②性能評価 

マグネシウム合金基盤にポリ尿素を被覆したサンプルで耐食試験（塩水噴霧 48 時間）

をおこない、上記モノマー組み合わせから１種に絞り込みをおこなった。 

また、前項の各モノマー組み合わせで作製したポリ尿素膜の物性値を測定した。 

 

２－２．均一被覆技術の開発 

①成膜装置概略 

蒸着重合成膜装置の概略図を図 B-(3)-4 に示す。真空槽内に２種類の材料モノマー（ジ

アミン、ジイソシアナート）を導入する。導入されたモノマーは基板上で反応し、ポリ

尿素膜となる。 

   図 B-(3)-4 蒸着重合成膜装置概略図 

 

②マルチチャンバー成膜装置による成膜 

マルチチャンバー方式により成膜処理個数を多くし、実用化を視野にいれての成膜実

験をおこなった。成膜装置の写真および概略図を図 B-(3)-5 および図 B-(3)-6 に示す。 

NH2
H2N

真空槽（Tch） 

ジアミンモノマー 

ジイソシアナートモノマー 

排気速度（S） 

主ﾊﾞﾙﾌﾞ 

基板（Tsub） P1 

P２ 

Q1 

Q２ 

全圧 P=Q1/S+Q2/S 
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        図 B-(3)-5 マルチチャンバー成膜装置 

 

          図 B-(3)-6 マルチチャンバー成膜装置概略図 

 

搬入室と取出室を設けることにより、プロセス室での成膜中に次の試料を準備できる

ようにした。また、プロセス室を 2 つ設けることにより処理数の増加および異なる膜の

成膜も可能にした。 

プロセス室内には 300mm×600mm スペースが 3段成膜可能な構造である。プロセス室内

の成膜可能範囲を図 B-(3)-7 に示す。 

 

プロセス室 

搬出室

搬入室

プロセス室 

プロセス室１

搬送室

搬入室

取出室 

プロセス室２
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図 B-(3)-7 プロセス室内成膜領域 

 

 上記装置を使用し、膜厚分布、組成分布他、装置の信頼性等の検証をおこなった。 

 

 

 

 

③実用規模試作機の予備実験 

前項目までの実験結果から、マルチチャンバー方式では、成膜チャンバー内での均一

膜厚分布は困難であることがわかった。そこで、均一膜厚分布および再現性を得るため

に、インライン装置への移行の検討をおこなった。まず、実用規模試作機を立ち上げる

準備として、小型実験機で蒸着重合のインライン化が可能かの検証をした。 

装置のインライン化、つまりノズルの前を基板が進行しながら成膜するために基板進

行方向に垂直な方向の分布をよくしなければならない。そのためにモノマー噴出ノズル

の改良をおこない、成膜実験をおこなった。 

 

④実用規模試作機の製作 

前項目での実験結果をふまえて、実用規模試作機のインライン化をおこなった。成膜

装置の写真および概略図を図 B-(3)-8 および図 B-(3)-9 に示す。 

 

 イソシアナート 

 アミン 

蒸
発
源 
蒸
発
源 

上面図

側面図

成
膜
領
域 

モノマー 
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図 B-(3)-8 インライン式成膜装置 

 

 

             図 B-(3)-9 インライン式成膜装置概略図 

         

成膜のプロセスは、基板ホルダーに基板（ワーク）をセットして基板ホルダーを搬送

しながら成膜する。基板ホルダーは 1サイクルに 11 枚搬送可能。搬送速度は任意に変更

可能。 

上記装置を使用し、マルチチャンバー成膜装置と同様に膜厚分布、組成分布他、装置

の信頼性等の検証をおこなった。 

 

２－３．蒸着重合装置を用いた実証研究 

①耐食性評価 

実際のマグネシウム製品での評価に先立って、マグネシウム板材への成膜、評価をし

た。これまでの実験で選定したモノマーを用い、インライン式成膜装置で、マグネシウ

ム板材にポリ尿素を成膜し、耐食性評価をおこなった。 

まず、簡易試験として 1 mol/ｌの NaCl 溶液中にポリ尿素成膜をしたマグネシウムを

配置し印加電圧 25V をかけて耐食性を調べた試験概略図を図 B-(3)-10 に示す。 

   

 
 

 

   
  

蒸発源
基板トレイ 
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図 B-(3)-10 耐食性評価簡易試験 

 

②密着性評価 

耐食性と同様に、実際のマグネシウム製品での評価に先立って、マグネシウム板材へ

の成膜、評価をおこなった。実用化の際の評価としては、塩水噴霧試験後に密着性試験

をおこなうが、前評価として温水に浸漬後の密着性試験をおこなった。試験方法として

は、ポリ尿素成膜をしたマグネシウム板を 45℃の温水に 30min 浸漬し、その後、碁盤目

剥離試験をおこなった。 

 

２－４．実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

マグネシウム板材に成膜しての耐食性および密着性が良好であったので、実用化が期待

されるマグネシウムスピーカーにポリ尿素を成膜し、サンプル品を作製した。基板ホルダ

ーにスピーカー800 個搭載可能な冶具を作製し、成膜をおこなった。冶具概略図および写

真を図 B-(3)-11 および図 B-(3)-12 に示す。 

 

 

     図 B-(3)-11 冶具へのスピーカー配置図 

 

 

進行方 

１mol/l NaCl溶液 

＋－ 
２５V 

Mg 

PU

Al 
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図 B-(3)-12 成膜冶具 

 

 

 

３．研究結果と考察 

（１）塗膜材料の開発 

①モノマーの選定 

合成実験をおこなったモノマー組合せを表 B-(3)-4 に示す。平成 18 年度は 9 種類(表

B-(3)-4 中 H18 と記載)を合成し評価し，平成 19 年度は、平成 18 年度に合成した組合せ

を絞り込んだ 6種類に新たな組合せ３種類、あわせて 9種類(表 B-(3)-4 中 H19 と記載)

を合成した。なお斜線部は予備実験の結果、時間的な制約を考慮して中止とした。 
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表 B-(3)-4 ポリ尿素膜合成に使用したモノマーの組み合わせ 

 

 
芳香族 脂環族 脂肪族

TDI NDI MDI XDI H6XDI H12MDI NBDI HDI 

芳
香
族 

MDA 
H19 

 
  

H18-19

 

  H19 

 

H19 

 
    

NDA   
H18 

 
            

FDA 
H19 

 
            

H18 

 

脂
環
族 

H6XDA 
H19 

 
    

H19 

 

H18-19

 
      

H12MDA       
H19 

 
  

H19 

 
    

脂
肪
族 

DAH     
H18-19

 
          

DAH7     
H18-19

 
          

DAD 
H19 

 
  

H18 

 

H18-19

 

H18-19

 

H19 

 
    

 

②性能評価 

マグネシウム合金基盤にポリ尿素を被覆したサンプルで耐食試験（塩水噴霧 48 時間）

をおこない、上記モノマー組み合わせから１種に絞り込みをおこなった。以下に各モノ

マー組み合わせの試験結果を示す。なお、試験結果はレイティングナンバー（RN）で表

す。RN とは、試料の腐食状況の目視評価で、無欠陥は RN＝10，腐食面積率 50％以上を

RN＝0 とする。 

 

図 B-(3)-13 塗膜なし ＲＮ＝０ 

 

 

 

ジアミン  

ジイソシアナート  
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図 B-(3)-14 化成処理 ＲＮ＝１ 

 

 

図 B-(3)-15 DAD／MDI  0.6μm  ＲＮ=3 
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図 B-(3)-16 H6XDA／H6XDI  1.5μm ＲＮ=6 
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図 B-(3)-17 FDA／NDI 0.75μm   ＲＮ=8 

NH

O

N
HNH

O

N
H

 

 

 

図 B-(3)-18 MDA／MDI 1μm    ＲＮ＝8 
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 図 B-(3)-19 DAD／H6XDI 1μm  ＲＮ=10 
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以上の結果より、ジアミン：DAD（1,12-Diaminododecane、脂肪族）＋ジイソシアナー

ト：H6XDI（1,3-Bis(isocyanatemethyl)cyclohexane、脂環族）の組み合わせを採用した。 

 

②モノマーの組み合わせと性能 

前項の各モノマー組み合わせで作製したポリ尿素膜の物性値を測定した。下図

B-(3)-20 は各モノマー組み合わせと特性をまとめたものである。 

 

 

           図 B-(3)-20 モノマーの組み合わせと性能 

 

（２）均一被覆技術の開発 

①マルチチャンバー成膜装置の膜厚分布 

マルチチャンバー成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での膜厚分布を測

定した。モノマーは、研究開発項目①で選定した DAD と H6XDI の組み合わせで、成膜時

間は 30min でおこなった。結果は、同一面内での膜厚分布が大きく、また上段、中段、

下段での分布も大きいことが分かった。下段では面内分布は大きくないが、全体の膜厚

が極端に薄くなっている。分布ができる原因は、モノマー導入管付近が厚くなっている

ことから、モノマーの流れの影響と考えられる。膜厚分布の測定結果を図 B-(3)-21 に示

す。 
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              図 B-(3)-21 成膜領域内格段の膜厚分布 

 

以上より、マルチチャンバー方式では、均一な膜厚分布を得ることが困難であること

が判明した。 

 

②マルチチャンバー成膜装置の組成分布  

均一被覆にあたって、膜厚分布と同時に組成分布も重要な要素である。合成したポリ

尿素膜のモノマー組成比は、FT-IR（赤外分光光度計）を用いて 2270cm-1付近に現れる未

反応イソシアナートのピークを基準に判断する。成膜領域内の場所ごとの FT-IR 測定結

果を図 B-(3)-22 に示す。 

 

       

           図 B-(3)-22 成膜領域内（同一面内）組成分布 
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膜厚分布同様に成膜領域内での組成分布もできてしまう。原因は、膜厚分布同様にモ

ノマー導入口の位置と考えられる。 

 

③マルチチャンバー成膜装置の再現性 

膜厚分布および組成分布の測定を繰り返した結果、組成分布のばらつきが試行ごとに

違っていた。そこで、再現性をみるため同条件で成膜を数バッチおこない、同一位置の

組成を FT-IR 測定した。3バッチ分の測定結果を図 B-(3)-23 に示す。 

          

  

1 バッチ目 

 

 

        2 バッチ目 

        

 

        3 バッチ目 

図 B-(3)-23 バッチごとの FT-IR 測定結果 

 

1 バッチ目と 2バッチ目のピーク形状はほぼ同じであるが、3バッチ目のピーク形状は

明らかに他の 2 つと異なる。原因としては、成膜中の圧力が高いため、2 種類のモノマ
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ーが均一に拡散せずに、試行ごとに拡散の仕方が異なってしまうからだと考えられる。 

 

④成膜装置のインライン化に向けての予備実験 

インライン化への予備実験として、改良したノズルを使用しての成膜実験を行った。

基板進行方向に垂直な方向の分布を測定した結果を図 B-(3)-24 に示す。基板はノズル前

に固定。ノズル－基板間距離は 30mm。成膜時間は 3min でおこなった。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(3)-24．ノズル縦方向分布 

ノズル縦（インラインでは進行方向に垂直）方向の分布は、モノマー導入部（底辺か

らの距離２００mm 付近）で若干変動はあるが、導入部から下の部分ではほぼ均一となっ

た。また、上部はチャンバー天井に近いため、基板が温度の影響を受けている。 

また、ノズル横方向分布を図 B-(3)-25 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 B-(3)-25．ノズル横方向分布 

ノズル横（インラインでは進行）方向ではノズル中心から±50mm の範囲で 1μm 以上

（3min)成膜される。 

以上から、この成膜条件では成膜範囲は約 100mm、平均成膜ﾚｰﾄは 1μm/min で成膜可

能であると計算される。（図 B-(3)-26） 

これにより、開発目標値である膜析出速度 0.2μm/min よりも 5倍の速度で成膜が可能
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であることが確認できた。 

      

図 B-(3)-26．ノズル性能 

 

以上の結果から、インライン式成膜装置を作製し、成膜実験をおこなった。 

 

⑤インライン式成膜装置の膜厚分布 

インライン式成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での膜厚分布を測定し

た。モノマーは、研究開発項目①で選定した DAD と H6XDI の組み合わせでおこなった。

また、成膜条件の調整がしやすいように、蒸発源を１つのみ使用し、ワークの代わりに

Al 箔を設置し片面のみ成膜をおこなった。 

結果は、有効成膜領域内で±10%以内の膜厚分布を達成した。図 B-(3)-27 に有効成膜

領域および膜厚を示す。図の赤点線枠内が有効成膜領域、膜厚の単位はμm である。 

Al 箔での分布が良好であったため、実際にマグネシウム板(100mm×75mm)へ成膜をお

こない、膜厚分布測定をした結果、Al 箔同様、開発目標値である±10%以内の膜厚分布

を達成した。 
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          図 B-(3)-27 有効成膜領域内の膜厚分布 

 

⑥インライン式成膜装置の組成分布 

インライン式成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での組成分布を測定し

た。合成したポリ尿素膜のモノマー組成比は、前記と同様に FTIR（赤外分光光度計）を

用いて 2270cm-1 付近に現れる未反応イソシアナートのピークを基準に判断した。有効成

膜領域内の場所ごとの FT-IR 測定結果を図 B-(3)-28 に示す。 

 

 

           図 B-(3)-28 インライン式成膜装置の組成分布 

 

FT-IR 測定したピーク形状は、有効成膜領域内のどの部分でも一致している。以上よ

り、インライン式にしたことにより組成分布が改善されたことがわかる。 

 

1  1.2   1.2   1.2 

 

1.3    1.2   1.2   1.2 

 

1.2    1.2   1.2   1.3 
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⑦インライン式成膜装置の再現性 

これまでの実験で、マルチチャンバー成膜装置では膜組成の再現性がとれていないこ

とがわかった。そこで、インライン式成膜装置での再現性をみるため同条件で成膜を数

回おこない、同一位置の組成を FT-IR 測定した。3回分の測定結果を図 B-(3)-29 に示す。 

 

 

          成膜 1回目 

 

          成膜 2回目 

 

                  成膜 3 回目 

 

       図 B-(3)-29 成膜回数ごとの FT-IR 測定結果 

 

1～3 回目とも、FT-IR 測定結果のピーク形状は同じである。このことから、インライ

ン式にしたことにより成膜の再現性が改善されたことがわかる。 

以上より、インライン式成膜装置で成膜することによってポリ尿素膜の均一被覆がで

きることを示せた。 
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  ⑧基板両面成膜 

前項までは、蒸発源を 1 つのみ使用し、基板の片面のみの成膜検証をおこなった。片

面での均一被覆が確認できたので、次に、インライン装置の各蒸発源を 4 つ同時に使用

し、両面成膜をおこなった。成膜したポリ尿素膜の膜厚を図 B-(3)-30 に示す。測定およ

び評価がしやすいように、基板ホルダーの両面に Al 箔を設置し成膜を行った。 

 

 

             図 B-(3)-30．表面および裏面の膜厚 

 

以上より、板状基板表裏平均膜厚±5％での成膜が確認でき、開発目標値±20％をクリ

アすることができた。 

 

（３）蒸着重合装置を用いた実証研究 

①耐食性評価 

研究方法の項で記した耐食性評価簡易試験をおこなった。試験の結果、マグネシウム

に腐食はなく、成膜したポリ尿素膜に耐食性があることが示せた。上記試験をおこなっ

たポリ尿素成膜マグネシウム板とマグネシウム素材板の比較写真を図 B-(3)-31 に示す。 

 

2.0～2.1 1.9～2.0 膜厚(μm） 

2・4側(裏) 1・3側(表) 蒸発源 No 

 蒸発源２ 

 蒸発源３ 

 蒸発源４ 

 

蒸発源温度固定 

  蒸発源１ 
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  ポリ尿素成膜 Mg     Mg 素材 

図 B-(3)-31 耐食性の比較 

 

 

簡易試験で耐食性の確認ができたので、日本金属㈱にて塩水噴霧試験をおこなった。

試験時間は 48 時間でおこなった。試験結果は RN＝10 と良好であった。図 B-(3)-32 は試

験結果である。 

 

 

図 B-(3)-32 塩水噴霧試験結果 

 

 

 

②密着性評価 

試験結果は、剥離がなく、45℃での密着性は良好であった。試験結果を図 B-(3)-33 に

示す。 
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図 B-(3)-33 碁盤目試験結果 

 

前評価の結果が良好であったので、耐食性と同様に日本金属㈱にて密着性評価もおこ

なった。評価結果は 100 中 1 マスも剥がれる事がなく、100/100 だった。 

 

③サンプル成膜 

インライン装置を使用し、マグネシウムスピーカーに成膜したポリ尿素膜の FT-IR 測

定結果を図 B-(3)-34 に示す。ポリ尿素のピーク形状が確認でき、スピーカーサイズでは

あるが、立体形状に成膜できることが実証できた。 

また、インライン式成膜装置の試運転を繰り返し、開発目標である 16 バッチ／日、20

日間連続運転の可能性を見極めた。 

 

 

  図 B-(3)-34 スピーカーに成膜したポリ尿素の組成 

 

 

 

 

（４）実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

図 B-(3)-35 にマグネシウムスピーカーにポリ尿素成膜したサンプルの耐食性評価結

果を示す。48 時間の塩水噴霧試験で腐食しないことから、マグネシウムスピーカーへの

塗膜として実用化の可能性を示せた。 
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             ポリ尿素被覆      化成処理品（腐食発生） 

             図 B-(3)-35 サンプル品の評価結果 

 

また、客先にマグネシウムスピーカーサンプルを提出し、マグネシウムスピーカーの

音質評価をしていただいた。表 B-(3)-5 は、ポリ尿素成膜マグネシウムスピーカーの客

先(A 社)での音質評価である。この評価結果からも実用化の見通しができた。 

 

 

        表 B-(3)-5 従来スピーカーとマグネシウムスピーカーの比較(A 社) 

 

４．まとめ 

以上をまとめると、次のようになる。 

① 材料モノマーを選定し、マグネシウムの防食膜として必要な耐食性を有するモノマー組合

せとして、ジアミン：DAD（1,12-Diaminododecane、脂肪族）＋ジイソシアナート：H6XDI

（1,3-Bis(isocyanatemethyl)cyclohexane、脂環族）を採用した。 

② 実用規模試作機としてインライン式成膜装置を作製し、マグネシウム材への成膜実験をお

こない、膜析出速度 1μm/min となる各成膜条件を確立した。また、板状基板表裏平均膜

厚±5%以内、100mm×75mm 板状基板内膜厚分布±10%以内を達成した。 

③ ポリ尿素を成膜したマグネシウム板に対し 2日間の塩水噴霧試験をおこなった。試験結果

は RN＝10 と良好であった。 

④ 客先(A 社)にポリ尿素成膜のマグネシウムスピーカーサンプルを提出し、音質評価で良好

な結果が得られた。これにより、実用化への見通しが得られた。 

 

以上の研究成果から、VOC を使用せずにマグネシウム材料の防食膜を成膜するという技術

の実用化という本研究目的においては、ポリ尿素によるマグネシウム合金の腐食防止という

世界初の成果が得られ、マグネシウムスピーカーへの適用がされる見通しがなされた。 

今後の課題としては、本研究期間ではサンプル成膜の段階のため、大量生産をおこなった

従来品（PP,Aｌ合金） 

・全体的に曇った感じ 

・奥行き感や表現力は若干弱い

・声の透明度が低い 

Mｇ合金 

・分解能が高く明瞭なサウンド 

・低歪 

・透明度高い 
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際の品質の安定性の確立が要求される。課題解決のために、装置構造および成膜条件の最適

化をはかり、量産化に対応可能とする。 

また、今回の研究ではマグネシウムスピーカーへの成膜をおこなったが、現在、ノート PC

の筐体としてポリ尿素成膜マグネシウムのサンプル製作依頼も受けており、立体的形状の金

属基板の防食被膜形成の重要性を感じている。今後は、さらに様々な形状のマグネシウム材

料への適用を検討し、対応可能な成膜条件を見出し、本塗膜技術のさらなる普及を目指す。 

本塗膜技術のさらなる普及により、現在の課題になっている塗装工程の多さによるコスト

の問題が解決され、マグネシウム合金の用途拡大がなされると期待できる。 
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２－Ｂ－（４） テーマ名：有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発 

― (有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発) － 

 プロジェクトリーダ：所属 ケミクレア 氏名 三浦 偉俊    

実施企業   株式会社ケミクレア 

      独立行政法人産業技術総合研究所 

1、研究概要 

1-1 背景    

 エステル類はそれ自体で香料、工業用殺菌剤などのコモディティ薬品として広く利用さ

れているが、また医農薬や太陽電池用増感色素に代表される機能性材料の中間体としても

重要な化合物である。 

機能性材料の中間体として重要な機能性エステル類の一般的な製造法は１）DCC（ジシク

ロヘキシルカルボジイミド）等の高価な脱水縮合剤を使ってカルボン酸とアルコールを直

接反応させる方法や 2）カルボン酸をいったん塩化チオニル等のハロゲン化剤で活性な酸ク

ロリドに変換し、塩基の存在下でアルコールを反応させる方法が広く使われている（図

B-(4)-1）。  

カルボン酸
R CO2H R' OH

C
O

NCN H
NC

H
N

O
+

SOCl2

SO2  +  HCl OR'R

O

R Cl R' OH+

DCC
廃棄物(DCC尿素)

KOH

KCl

アルコール

アルコール
酸クロライド

エステル

 

         図 B-(4)-1：エステル類の一般的製造法 

 

1）の方法は縮合剤に起因する多量の産業廃棄物が副生し、また 1）、2）両方法ともに縮

合剤やハロゲン化剤の製造に多量の有害化学薬品が使われている。このような理由で機能

性エステル類の製造はトータルでみると、環境負荷が非常に大きく、かつ E ファクター（化

学合成反応で副生成物量を目的生成物量で除した値）が高いプロセスであるため、その多

くは中国やインドなど環境規制の緩い外国に生産が委託されているものと推測される。し

かしながら、これらの国でも規制強化により製造法の改善や変更が強く求められているの

が現状である。 

コモディティエステル類の生産量は機能性エステルに比べ、PET（Polyethylene 

Terephthalate の略）などのポリマーを除いても桁違いに多く、その製造は遥かに E ファク

ターの低い方法が使われている。ポリマー型エステル類の製造はエステル交換法が主であ

るが、大半はカルボン酸とアルコールを直接反応させるフィッシャー法（図 B-(4)-2）によ

るのが一般的である。 
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R CO2H R' OH+ C
O

OR'R
+ H2O

H2SO4（触媒） / toluene

平衡反応
共沸剤による除去カルボン酸 アルコール エステル  

図 B-(4)-2：フィッシャー法反応式 

 

しかしながらこの方法にも 1）硫酸などの腐食性の高い有害薬品を触媒として使うこと、

2）平衡をずらし収率を向上させる目的で共沸剤を多量に使うこと、3）反応時間が長く、

エネルギーコストや人件費が高いこと、などの欠点がある。 

このようにエステル製造のプロセスには、反応溶剤を兼ねてトルエンや四塩化炭素等の

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register の略、化学物質排出移動量届出制度） 規

制物質が多量に使用されているのが現状であり、環境負荷低減のネックにもなっている。

多量の有機溶剤の使用は VOC（Volatile Organic Compounds の略、揮発性有機化合物）削

減という社会のニーズにも合致しないために、製造プロセスの改善は早急に解決されるべ

き重要課題の一つである。 

以上のような理由で有害廃棄物や有害化学薬品、特に VOC が大幅に削減でき、E ファクタ

ーと環境リスク、エネルギーコストの低いクリーンな新規エステル合成プロセスの開発と

実用化が近年強く望まれている。 

 

1-2 本研究の目的 

本研究は、有害化学物質リスク削減プロジェクトのインプラント対策技術開発の一環と

して、上記の欠点を克服した工業的な「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの

開発」を目的とした。 

具体的には機能性エステル類のうちから将来増産が期待される 1）ハロゲン化酢酸エステ

ル類と、2）アミノ酸エステル類をターゲットとして選び、有害化学薬品と VOC、副生廃棄

物が大幅に削減でき、かつ省エネ化も同時に実現できる「高効率・低リスク型エステル合

成プロセス」を確立することである。 

 

1-3 研究の方法 

上記目的達成のために、コモディティエステル類の製造に広く利用されているフィッシ

ャー法を、エネルギー利用効率の高いマイクロ波加熱を利用して、有機溶剤や硫酸などの

有害化学物質を使わず、水以外の廃棄物の副生しないクリーンで汎用なエステル合成プロ

セスに再構築することを目指して研究開発を行った。 

 

1-4 開発課題と実施計画  

ブロモ酢酸とベンジルアルコールのエステル化をモデル反応として選び（モデル化合物

の選択理由は後述）、無触媒・無溶剤条件という単純化された系でマイクロ波加熱（マイク

ロ波を選択した理由は後述）を使って、装置設計を含むエステル化の基本プロセスを確立

する。 
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上記モデル反応では基質の構造特異性により触媒は添加しなくても良いが、プロセスの

汎用化には基質の適応範囲を大幅に拡大することが必要であり、そのためには高性能触媒

の開発が必須である。その目的で、新規高性能触媒を分子設計の手法を駆使してテーラー

メイドで開発する。これにマイクロ波加熱を組み合わせて形成される、新規反応場の複合

効果を利用して、反応の効率化による高速化と選択性の向上を図る。これと並行してマイ

クロ波反応装置の設計と安全性確保のために必要な誘電データなどの物性測定を行い、基

礎データを集積する。また、適応範囲拡大及び基本プロセスの水平展開として、アミノ酸

エステル製造のための最適条件設定の基礎検討も行う。更に、新規プロセスの早期実用化

と普及を図るために、中国や国内のメーカーのヒアリングも含む市場調査を実施し、これ

らの結果をもとに技術の導入と普及のためのビジネスモデルを策定する。 

この戦略をもとに以下の 4 項目の開発課題を設定し、株式会社ケミクレアと独立行政法

人産業技術総合研究所が分担・協力して研究を行った。また、触媒開発等の基礎検討の一

部は国立大学法人岐阜大学工学部への再委託で実施した。 

 

① 実用化エステル大量合成プロセスの開発（ケミクレア） 

自己触媒能の期待できるブロモ酢酸ベンジルの製造をモデル反応（選定理由は後述）

として、マイクロ波加熱による無触媒・無溶剤のクリーンな工業的製造プロセスを開発

し、装置設計を含む基本システムを構築し効果を実証する。 

② マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発（産総研） 

効率的でかつ安全性の高いマイクロ波反応装置の設計とシステム化に必要な基礎デー

タを集積するための基盤研究を行う。また、汎用化の目的で、①の基本システムの水平

展開としてアミノ酸エステルの製造に適した最適条件設定のための基礎検討を行う (マ

イクロ波反応装置設計の重要性は後述) 。 

③ 新規反応場によるエステル合成の開発（ケミクレア、再委託先：岐阜大学工学部） 

 当該エステル化プロセスの汎用化のために、分子設計の手法を用いてテーラーメイド型

新規触媒の開発を行う。次に、新規触媒とマイクロ波加熱の組み合わせで形成される新規

反応場の複合効果を有効に利用するための基礎検討を行う。 

④ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定（ケミクレア） 

 当開発エステル化プロセスの早期実用化と普及のためのビジネスモデルを策定する。ビ

ジネスモデルはプロジェクトの方向性のチェックと事業化見通しを判断する材料とする。 

 

上記 4 項目の検討で開発された技術の有機的な結合とブラッシュアップによって、当該

エステル化プロセスの汎用化が図られ、普及により国内市場に貢献できる。さらに国際競

争力強化などの波及効果も期待される。 

 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物に選んだ理由 

この化合物は医農薬やファインケミカルの重要な中間体であるが、ケミクレアで製造実

績があり、従来法と新規開発技術の比較が正確にできるのが最大の理由である。また、ブ
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ロモ酢酸は酸性度が高く自己触媒能が期待され、触媒の添加が不要になり反応システムと

装置設計が簡単になることが予測されたためである。 

                       

マイクロ波加熱選択の理由         図 B-(4)-3：マイクロ波加熱概要 

 マイクロ波は有史以来の伝統的な加熱

とは異なり、被加熱物を直接・均一に高

速加熱できる新しいエネルギー源であり、

食品やセラミックスの加熱、乾燥、焼成、

ゴムの加硫、樹脂の架橋等に広く用いら

れ、近年ナノ微粒子等の機能性材料の製

造等にも顕著な効果が認められる。 

その一方で、有機反応への応用は遅れ

ていたが、近年デスクトップ型マイクロ

波合成装置の普及により、多くの合成反

応が報告がされるにいたっている。これ

らの例からは、反応の高速化（数十倍～

千倍）や選択性の向上や無溶媒化が認め

られる。 

加熱手段をマイクロ波に変えることにより、製造設備の小型・簡略化、反応工程の削減、

低環境負荷化、省エネ化による炭酸ガス排出量の削減、低コスト化、品質向上等の効果が

期待される。これらのうち特にエネルギーコスト削減効果が期待され、製造プロセスへの

マイクロ波技術の適応の必要性は高まっているが、これまで実用化された案件は、分子内

転移反応に代表される分子内反応が主であり、エステル合成など分子間反応への応用は極

めて少なく、クリアすべき技術的課題も多い。 

 

マイクロ波反応装置設計の重要性と課題  

マイクロ波反応装置設計における問題点は、液相の分子間反応に適した設計指針が未確

立なことであった。本検討で解決すべき重要課題の一つは、マイクロ波照射装置の設計と、

それに効果的な脱水法を組み合わせた新規システムの構築にあった。 

開発課題 4 項目の目標スペックは以下の通りである。  

 ①実用化エステル大量合成プロセスの開発 

   ・E ファクター5 以下 

・反応時間 6 時間以内 

・収率 80%以上 

・年産数トンレベルの製造装置の設計と実証 

 ②マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成の開発 

・プロセス実用化に必要なマイクロ波利用のための要素技術の確立。 

・効率的なエステル合成に必要な反応条件の検討(既存の触媒の利用など) 
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  ・アミノ酸エステル合成プロセスの基盤研究 

 ③新規反応場によるエステル合成の開発 

      ・開発プロセスの高効率化と汎用化のための新規高性能・高選択性触媒の開発 

・マイクロ波加熱と新規触媒の組み合わせで形成される新規反応場を有効に利用する

エステル合成プロセスの基礎検討 

 ④実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

 ・本開発技術導入のための市場調査 

・リスク削減効果の自己評価と導入シナリオの策定 

・ビジネスモデルの作成 

 

1-5 本研究の意義 

 上に述べたように、マイクロ波反応装置を使う化学反応プロセスの早期実用化の要望は

国内外を問わず非常に高いが、コスト削減対策に追われる国内の民間企業では新規プロセ

ス開発が必要とされる基礎的研究は後回しになっている。高効率で低リスクのエステル化

プロセスが開発できれば、国内の環境リスク低減に留まらず、海外に依存している E ファ

クターの高いエステル類などの化学物質の国内での製造も可能となり、国際競争力の強化

につながる。このような基盤的研究は国家プロジェクトで実施することが好ましく、開発

要素と学術的検討内容のバランスを考慮すると産官学による共同開発が好ましく、最も効

果的であると考えられる。 

 

2、研究結果 

2-1 実用化エステル大量合成プロセスの開発（ケミクレア） 

《要約》 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物に選び、マイクロ波加熱と物理的脱水法を組み合わせ

たベンチ式モデルプラントを設計・製作した。この方式の採用により、トルエン（PRTR 規制

物質）を全く使用しないで、年間トンレベル（年産 14 トン）のエステルの製造が可能であり、

更に、廃棄物処理費を 7 割以上削減できることが実証された。E ファクターは目標 5 以下に

対して 0.86(リスク削減効果)を達成した。 

  

図 B-(4)-4 モデル反応（ブロモ酢酸ベンジルエステルの合成） 

OH + BrCH2COOH O + H2O

O

Br

ベンジルアルコール
　Mw 108.14
　沸点 208℃

ブロモ酢酸
　MW 138.95
　沸点 203℃

水
　Mw 18.02
　沸点 100℃

ブロモ酢酸ベンジル
　MW 229.07
　沸点 170℃/22ｍｍHg  

 

《検討の詳細》 

 モデル化合物のブロモ酢酸ベンジルは、現在、共沸溶媒としてトルエンを多量に使う E
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図B-(4)-5：通常加温ｖｓマイクロ波加温
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ファクターの高い方法によって生産されている。これをクリーンなエステル化プロセスに

再構築するために、以下の順番で検討を行った。 

 

① 反応の無溶媒・無触媒化の検討 

ブロモ酢酸は強酸であり、自己触媒反応が期待される。そこで無溶媒・無触媒条件での

反応を行い、化学平衡時のエステル転換率をチェックした。反応はオイルバス加熱でも、

マイクロ波でも概ね同様に進行し、副生する水を除去しない条件では 60%で停滞した。 

 

② 脱水法の検討 

 水の除去が重要なファクターであることが解った。そこで、この系に組み込む最適の脱

水法を探すため、以下の 3 つを検討した。 

1）脱水剤を使う方法：通常の脱水剤の効果は極めて低く、モレキュラーシーブ以外は実用

性が低かった。また、装置設計の際にシステム化が難しく、採用に至らなかった。 

2）膜分離による脱水法：ゼオライト膜を検討した。反応促進効果は確認されたものの能力

不足のために断念した。 

3）物理的脱水法：適度の減圧条件下で、水を系外に留去する方法が効果的であった。 

以上の結果から、減圧下の水の留去プロセスをシステムに組み込むこととした。 

 

③ マイクロ波反応装置の基本設計（マルチモード照射の採用） 

ブロモ酢酸ベンジルの製造において、図 B-(4)-5 に示したようにマイクロ波加熱のほうが

従来の加熱法よりも効果的であることが分かった。エネルギー利用効率と装置設計の容易さ

から当該エステル化反応装置にはマイクロ波加熱を採用した。また、マイクロ波の照射法二

種を検討した結果、シングルモードおよびマルチモード照射の差は少なく、装置設計の自由

度の高いマルチモード照射を

採用した。なお表中の転化率と

は、残存原料量を使用原料量に

て除した値である（注：ここで

シングルモードとは一方向か

らのマイクロ波照射法であり、

マルチモードとは多方面から

の乱反射様のマイクロ波照射

法である。通常、大スケールに

適しているのは後者であるこ

とが知られている）。 

 

④ 反応温度（多段階昇温の効果）、減圧度の設定 

詳細な検討の結果、反応温度は 125～150℃、減圧度は 100mmHg 前後が好ましい事が分かっ

た。また、初期の反応温度が高いほど、不純物が生じやすい傾向にあることも明らかとなり、
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減圧＆水除去ライン

反応初期

反応中期

オーバーフロー

反応前基質

反応終期

減圧＆水除去ライン

図B-(4)-6： 流通式反応装置略図

段階的昇温が有効であることが分かった。以上のような理由で連続釜型反応方式を検討した。 

 

⑤【多段階昇温－流通式（CSTR）】の採用 

 スケールアップにおいて、1 つの反応器

でバッチ式生産をくりかえすよりも、反

応器の直列連結で構成される流通式の連

続釜型反応装置（CSTR）が有利な場合が

多い。とりわけマイクロ波加熱反応には

この方式が適していると考えられる。図

B-(4)-6 にシステムの概念を示す。 

 

 

 

 

⑥ マイクロ波加熱を用いたエステル化反応装置の設計 

連続釜型反応装置（CSTR）の設計のために必要な基礎データの集積を行った。 

流通式では、滞留時間分布関数を考慮した設計が必要である。 

   N=1（反応器１つ）   E(θ) = exp(－θ)  

   N≧2（反応器２つ以上） E(θ) = [NN / (N-1)!]*θN-1exp(-Nθ) 

 シミュレーションの結果は以下の通りである（図 B-(4)-7）。 

図B-(4)-7：　滞留時間分布図
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 この図の解析で滞留時間分布が正規分布に近い形となるために 3つ以上の反応器の連結が

必要であり、滞留分布関数と反応速度式 x=kt / (1+kt)（x：転化率、k：反応速度定数、t：

時間）を組み合わせて予測すると、3 段階昇温（一段あたりの熟成時間 15 分）で転化率は

75%以上に達するはずである。 

 上記の検討を踏まえて、マイクロ波加熱反応容器を 3 段に連結した段階的昇温装置を選

択した。基本設定は以下の通りである。 

・ 反応器のサイズは１L（反応溶液量は 500mL：流速最大 33mL/分）。 

・ 3 つの反応器を直列に繋ぎ、低温、中温、高温の３段階にて反応させる。（総反応時間

は 15 分×3 台＝45 分）最大流速 33mL/分で、エステルの生産能は 3kg/h となる。 
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・ 水の留去は減圧で行う。そのため反応器上部に水の留出ラインを取り付ける。 

・ マイクロ波の出力は最低でも 500 ワットから 1,000 ワットの能力が必要。 

・ 原料タンクから反応容器への反応基質のフィードは、チューブ式送液ポンプで行い、

残りはオーバーフロー送液で行う。非常時に緊急停止ボタン一つで停止する安全性シ

ステムの導入が必要。 

・ 温度計は光ファイバ温度計を使用する。 

・ 反応容器の材質：オーバーフィード部はガラス、それ以外は PTFE（Polytetra 

fluoroethylene の略）製とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦実証試験 

 上記設計に基づき試作したモデルプラントを使って、実証試験を行った。次表に従来法

と新規開発プロセスの比較を挙げた。 

表 B-(4)-1 従来法と新規開発プロセスの比較 

 従来法 

（バッチ式スチーム加温） 

新規開発プロセス 

（マイクロ波、CSTR ラボ実験）

使用溶媒 トルエン（PRTR 対象物質） なし → VOC 削減効果 

容器サイズ 2000L 1L×3 

E ファクター 3.12 0.83 

廃棄物処理費 171 円/ kg 40 円/ kg 

収率 97% 80% 

単位時間得量 14.7kg/ 時間 3.0kg/ 時間 

発生 CO2量 

（消費電力より） 

0.62kg / kg 0.26kg / kg 

→ CO2削減効果 

エネルギーコス

ト 

22 円/ kg 14 円/ kg 

長所 

 

収率が高い 

単位時間当りの得量多い 

迅速加熱 

エネルギーコスト低い 

人件費・産廃処理費が低い 

短所 

 

反応時間が長い 

トルエンの使用 

濃硫酸の使用 

単位時間当りの得量が少ない 

 

原料供給ライン

光ファイバー
温度計

オーバーフローライン

水留出、減圧ライン

図B-(4)-8： 一段目装置内部

反応液流れ

一段目反応装置

二段目反応装置

図B-(4)-9： 装置全体図
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《成果と課題》 

【成果】 

 ・マイクロ波を使用したモデル反応装置を試作し、連続生産が可能であることを実証し

た。また炭酸ガス排出量とエネルギーコストの削減に成功した。エステルの収率は 80%、

年生産能力 14 トン。                     （目標達成） 

・無触媒・無溶剤による新規エステル合成プロセスを構築し、E ファクター0.8 と大幅な

廃棄物処理費削減（7 割以上削減）を達成した。          （目標達成） 

 

【課題】 

 ・単位時間あたりの得量を上げるためのスケールアップ検討。 

 ・スケールアップ検討に必要となる基礎データの集積と整備。 

 

 

2-2 マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発（産総研） 

《要約》 

 マイクロ波加熱を利用したブロモ酢酸のエステル化反応プロセスの開発をめざし、最適

反応条件や装置の設定、さらに安全性確保のために必要な要素技術の基礎検討を行った。

また、当該エステル化反応プロセスの適応可能な基質の範囲を広げるため、水平展開とし

てアミノ酸のエステル化反応プロセスを取り上げ、その反応条件設定のための基礎検討を

行った。 

 

《検討の詳細》 

① ブロモ酢酸ベンジルエステル合成における反応物質の誘電特性評価とエステル化反応へ

の効果 

マイクロ波加熱の加熱効率は物質が電気的絶縁体（誘電体）の場合、その物質の誘電特性

に依存する。物質の誘電特性ε&は誘電率 ε’、誘電損失 ε”を係数とした複素式 

"' εεε i+=&    (1) 

であらわされる。マイクロ波を誘電体に照射すると、物質がマイクロ波と相互作用し加熱さ

れる。その発熱量は 

VEP 2
0 "εωε=    (2) 

として表わされる。ω は角周波数、ε0は真空の誘電率、E は電界強度、V は被加熱物の体積

であり、式(2)からマイクロ波で効率良く加熱するには誘電損失が高い材料が有利であること

があることがわかる。 

一方、マイクロ波高吸収物質はマイクロ波エネルギーを内部浸透させ難く、マイクロ波低

吸収物質は内部加熱可能であるが急速加熱させ難い。マイクロ波電力が半減する距離を電力

半減深度 Dといい、 

δεω tan'/1032.3 7×=D    (3) 

であらわすことができる。ここで、tanδ は損失角と呼ばれ、tanδ=ε”/ε’である。この
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電力半減深度の 2～2.5 倍の距離がマイクロ波の内部加熱深度と考えられている。マイクロ波

による加熱および内部浸透を考察していくにはこれらの値を考えなければならない。 

 物質の誘電特性はマイクロ波の周波数や反応温度に大きく依存することがあり、マイクロ

波加熱プロセスを安全に操業するにはこれらの依存性を正確に把握する必要があるが、これ

まで物質の温度依存性についてはほとんど報告がない。 

我々は、本プロジェクトのターゲットであるブロモ酢酸とベンジルアルコールによるエス

テル化反応において、反応状態下での反応溶液の誘電特性を測定し、誘電特性がエステル化

反応にどのように影響しているかを検討した。 

誘電率の測定は、温度調節器を備えた同軸プローブを用いて行った。ブロモ酢酸は強酸性

で金属を腐食するのでステンレスなどの通常の金属からなる測定プローブは使用できないた

め、金メッキすることにより腐食対策とした。 

ブロモ酢酸とベンジルアルコール、1：5（モル比）の混合物の温度を変えて誘電測定を行

った。図 B-(4)-10 に誘電正接（tanδ）と反応温度の相関関係を示す。誘電正接は 80℃付近

で最大値を示し、さらに温度上昇につれて大きく低下した。この結果は、実機での想定反応

温度（125〜160℃）領域ではマイクロ波の注入しすぎによる反応の暴走は起こらない結果を

示しており、ブロモ酢酸ベンジル合成の反応系では実用装置の安全性が確保できることが判

明した。 

            

図 B-(4)-10 ブロモ酢酸ベンジル反応状態での誘電特性 

ブロモ酢酸：ベンジルアルコール=1:5 

 

② アミノ酸エステル合成プロセスの検討 

アミノ酸の直接エステル化反応では、アミノ基がカルボキシル基と容易に反応すること

から、エステル化に際してはこれを保護しておくことが必要となる。アミノ基の保護には

Fmoc（9-fluorenylmethoxycarbonyl）などの共有結合性基が良く使用されるが、反応試薬

が高価であることに加え、反応前の保護および反応後の脱保護反応工程が必要である。本

プロジェクトでは、実用化の観点から、より安価で簡便に保護− 脱保護が可能なブレンス

テッド酸による保護法を用いて反応条件等を検討した。ブレンステッド酸を保護基とする

ことにより、アミノ酸がイオン性化合物となるため、マイクロ波照射条件下では導電加熱

による発熱効果も期待できる。 
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 アミノ酸エステルの一般的合成法は、反応中に生成してくる水をトルエン等の共沸溶媒を

使って除去するものである。基質と共沸溶媒と兼用するアルコールの使用を検討した。アル

コールには沸点がトルエンに近く、水と分離の良い 1-ブタノールを選択した。また触媒と塩

形成のために p-トルエンスルホン酸を使った。反応は、マイクロ波の吸収効率の向上から予

想されたように短時間で進行することがわかった。 

R
H
C

NH2

C

O

O C4H9

C6H4H SO3 CH3

R
H
C

NH2

COOH + + C4H9OHCH3 SO3H

 

    図 B-(4)-11 アミノ酸ブチルエステル p-トルエンスルホン酸塩の合成 

 

この反応では、マイクロ波照射が従来のオイルバス加熱に比べて効率的であり、加速が認

められる（表 B-(4)-2 および図 B-(4)-12a）。詳細な温度測定の結果、マイクロ波照射は内部

温度が急激に上昇するだけでなく、還流温度も油浴よりも高いことが明確になった（図

B-(4)-12b）。この局所加熱効果が、マイクロ波による反応促進の理由だと考えられる。 

  

 表 B-(4)-2： マイクロ波及び油浴でのアミノ酸のブチルエステル化 

    収率 

No. アミノ酸 マイクロ波 油浴中 

1 グリシン 93% 37% 

2 L-アラニン 83% 49% 

3 L-フェニルアラニン 91% 67% 

4 L-ロイシン 59% 20% 

5 L-アスパラギン酸 72% 33% 

   触媒：p-トルエンスルホン酸、アルコール：1-ブタノール 20ml、反応時間：10分 

 

 

図 B-(4)-12 L-ロイシンのブチルエステル化反応 

(a)反応時間と収率の関係 (b)反応時間と反応温度の関係 
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アミノ酸エステル合成反応状態下での誘電特性の評価 

今回の測定では、触媒（p-TsOH）を添加しているため、加温するとエステル化が進行し系

内の組成が変化する結果、誘電特性に影響することが考えられる。そこで一定温度で加熱し

ながら誘電測定を行い、その時点での溶液を分取しエステル化率を核磁気共鳴スペクトル（1H

– NMR）を用いて評価した。 

 ロイシン：BuOH：p-TsOH＝1 : 12 : 1.2 のモル比で反応を進行させた時の誘電データを図

B-(4)-13 に示す。100ºC に到達した時点で測定を開始し、このときエステル化は 18.4%進行

していた。この時点から 60 min の間に反応は 57.6%まで進行したが、比誘電率および誘電損

失に変化はなかった。今回の組成をもつ反応溶液では、反応進行度に対して誘電特性の変化

がないことが明らかとなった。 

 

図 B-(4)-13 ロイシン− ブタノール溶液の誘電特性の経時変化 

誘電特性に関して、以上の検討に加え、アミノ酸―アルコール溶液のアミノ酸濃度依存性、

アミノ酸の種類による依存性、エステル化率の依存性等を検討した。その結果、アミノ酸濃

度 19 mol%までは、アミノ酸の種類やエステル化率による誘電特性への影響は小さく、初期

の誘電特性値を反応終始の考察材料として利用できることがわかった。また、実際の反応条

件で誘電特性を評価した結果、反応温度が最適値を超えるあたりで最大を示すことから、マ

イクロ波の局所集中等の原因で異常過熱が起こる場合でもマイクロ波の吸収は低下し、反応

の暴走は回避されることを示しており、このような場合でも安全性が確保できたと考えられ

る。 

 

《成果と課題》 

【成果】 

 ・室温〜180℃での実反応条件での誘電特性評価法を確立した。       （目標達成） 

 ・エステル化反応のマイクロ波電力半減深度測定を実施した。     （目標達成） 

・マイクロ波利用アミノ酸エステル合成プロセスに適した反応装置を選定した。 

（目標達成） 

【課題】 

 ・マイクロ波利用エステル合成法が適用できるアミノ酸の種類の拡張。 

 ・アミノ酸エステル合成の反応速度解析とそのスケールアップ化。 
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2-3 新規反応場によるエステル合成の開発（ケミクレア、再委託：岐阜大学工学部） 

《要約》 

 リサイクル使用が可能な酸性イオン液体型の新規触媒を開発した。シリカゲルに吸着する

ことにより回収と再利用が容易になり、廃棄物はさらに減少することが期待される。また、

従来の触媒ではまったく反応が起こらなかった立体障害の大きい基質でもエステルが合成可

能な新規フッ化リン酸モノエステル型触媒も開発した。これらの新規触媒の開発によって本

エステル合成プロセスの適応範囲は大幅に拡大した。さらに、マイクロ波加熱との併用によ

り形成される新規反応場の複合効果を検討した。 

 

《検討の詳細》 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物として確立した基本エステル化プロセスでは、ブロモ

酢酸の酸性度の高さにより、触媒の添加は必要なかった。しかしながら基質の適応範囲を拡

大し、プロセスを汎用化するためには高性能触媒の開発が必要となる。分子設計の手法を駆

使して、マイクロ波吸収効率を高めたイオン液体型触媒を新規に開発した。図 B-(4)-14 にこ

の触媒の効果を要約した。保護型アミノ酸（5ca）に適用したときの収率は良好であり、この

触媒をシリカゲルに吸着して使用することにより、回収・再利用がさらに容易になる。また、

リサイクル使用が可能であることも分かった。    

 

① イオン液体型固体触媒・無溶媒系 （適応範囲の拡大検討：図 B-(4)-14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 B-(4)-14：イオン液体型固体触媒・無溶媒系（適応範囲の拡大検討） 

 

置換基検討 1

a Carboxylic acid 3 (1 mmol) and alcohol 4 (1 mmol) were used.
b Carboxylic acid 3 (2 mmol) and alcohol 4 (1 mmol) were used.

3a R1 = BrCH2; 3b R1 = BrCH(CH3); 3c R1 = CbzNHCH2
4a R2 = PhCH2; 4b R2 = CH2CH2OH; 4c R2 = (Z)-CH2CH=CHCH2OH; 4d R2 = PhCH(CH3)

工業用殺菌剤
(スライムコントロール剤)

工業用殺菌剤
(スライムコントロール剤)

R1 OH

O
R2OH+

R1 OR2

O

3 4
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5

NN SO3HHO3S

CF3SO32

neat, 80 °C, Time
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@ silica gel
(5 mmol / g of silica gel)

O

O
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Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

H
N

O

O
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Time (30 h)
Recovery of cat. (quant.)

O

O
Br O Br

O
O

Br

O

Br OO

5ab (68%)b
Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

5ac (76%)b

Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

Br
O

O

Ph

5ad (37%)a
Time (27 h)
Recovery of cat. (quant.)

Br O

O

Ph

5aa (83%)a
Time (24 h)
Recovery of cat. (quant.)
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② フッ化リン酸モノエステル型触媒の開発 

 エステル化反応における基質の選択性を高める目的で、分子内に疎水場を持つフッ化リン

酸モノエステル型触媒を開発した（図 B-(4)-15）。 

 この触媒は基質の選択性が非常に高く、硫酸ではまったく反応が起こらなかった基質でも、

生成物エステル(a)を得ることができた（Entry1 vs Entry3）。 

Br
OH

O

PhHO

Catalyst
5 mol%

temp, time

Br
O

O

Ph

a

PhOPh

cb

PhPh

Entry Catalyst Temp
(°C)

Time
(h) a

Yield (%)
b c

1

2

3
OPF

OHO

H2SO4

100

100

80 1

5.5

22.5

0

75

76

0

3

1

60

35

44
 

      図 B-(4)-15：フッ化リン酸モノエステル型触媒によるエステル合成 

 

③ マイクロ波との併用による複合効果の検討 

 新規触媒とマイクロ波加熱の併用により形成される新規反応場の複合効果を有効に利用す

る目的で基礎検討を行った。 

前述のブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物とする基本プロセスに、これらの新規開発触媒

を添加して、マイクロ波加熱との併用効果の検討を行った。無溶媒条件でのエステル化反応

において、イオン液体型触媒もフッ化リン酸モノエステル型触媒も加速が認められ、小さい

ながらもエネルギーコストの削減効果が確認された。これに対して有機の保護基でブロック

されたアミノ酸のエステル化では、イオン液体型触媒がより効果的であった。さらに塩保護

型のアミノ酸のエステル化では、スルホン酸系触媒の利用により、非常に大きな併用効果が

観測された。その原因はアミノ基の保護に使う有機酸によって、極性の高い塩が形成され、

マイクロ波吸収効率が極端に増加したものと推察している。これらの検討結果から、新規反

応場を有効に活用するためには、マイクロ波の吸収効果なども考慮した触媒の分子設計など

が重要であることが示唆された。 

  

《成果と課題》 

【成果】 

・プロセスの汎用化と効率向上のために必要な新規触媒を開発した。  （目標達成） 

・マイクロ波加熱と高性能触媒の併用による新規反応場の複合効果が確認された。       

（目標達成） 
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 ・マイクロ波加熱の基質依存性効果を確認し、触媒の分子設計に利用できる知見を得た。   

（目標達成） 

【課題】 

・マイクロ波加熱と併用による、複合化による相乗効果が少ない基質への対策。 

 

 

2-4 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定（ケミクレア） 

《要約》 

文献調査および企業のヒアリング等により中国における化学物質規制と進出日系企業

の動向を調査した。さらに当該「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセス」に係

るビジネスモデル構築のための調査研究も実施し、本開発技術の導入によるリスク削減

効果と波及効果を見積もった。また、早期実用化に関する導入シナリオを策定しビジネ

スモデルを完成した。 

 

《検討の詳細》 

ファインケミカルの製造では E ファクターは 20～100 以上と言われている。国内におけ

る環境規制の強化に加えてコストダウン要求もあり、これらの E ファクターの高い反応の

多くは環境規制がゆるく人件費の安い中国やインド、東南アジアに流出しているものと考

えられる。機能性エステル類の製造も例外ではない。しかしながら中国では環境規制が強

化されつつあり、さらに人件費の高騰などもあって、これらの化合物の製造を日本国内に

戻す動きも一部にはでてきている。国内で製造する場合においても、当然従来の E ファク

ターの高いプロセスを使うことは許されず、国際競争力を強化する意味においてもクリー

ンなエステル化法の開発が強く望まれてきた。 

中国における規制強化の状況、それに対応する進出日系企業の動向のヒアリングを含む

調査を行い、これにケミクレア独自の調査結果と国内市場調査も加えて、当該新規エステ

ル化プロセスの効果と波及効果を見積もり、技術の早期実用化と普及を図る目的でビジネ

スモデルを策定した。 

 

① 外部調査 

平成 19 年度にヒアリングも含む「中国における化学物質規制と進出日系企業の動向調

査」を、そして平成 20 年度には「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスに係る

ビジネスモデル構築に関する調査」を実施した。これにケミクレア独自の調査結果も組

み合わせてビジネスモデル策定のための基礎データとした。 

 

○ 中国市場 

外部調査の結果とケミクレアの中国の子会社からの情報を総合すると、規制強化で環

境リスク削減を強く求められている日系進出企業の状況が明らかになった。要約すると、

製薬関係の企業は主に中国沿岸部に進出しており、今後さらに規制強化が厳しくなること

Ⅲ.2－219



が予想される地域に集中している。医薬品の日本国内の市場は横ばいであるのに対して、

中国市場は毎年 15～20%程度の高い伸び率（金額にして約 3000 億円／年）を示しており、

さらに成長が見込め非常に魅力のある市場であることも解った。市場獲得のために中国に

生産拠点を移管している日系製薬企業のヒアリング調査の結果を総合すると、省ごとに「化

学物質規制」が乱立しており、対策も「どこから手をつけたら良いのか定まらない状態」

にある。中国でのビジネスの継続には、早急な環境負荷削減の対策が必要であるとの意見

が大半を占めていた。医薬品製造プロセスの E ファクターは一般的には 20～100 とされて

おり、そのなかには重要中間体であるエステル化プロセスも多く含まれているものと考え

られる。エステル化工程だけを請け負うオンデマンドビジネスの可能性も示唆された。 

 

○ 国内市場 

 本プロジェクトの①実用化エステル大量合成プロセスのモデル化合物に選定したブロモ

酢酸エステル類は年間 200 トン以上が国内で製造されており、増加傾向にある。またアミ

ノ酸エステル類も、最も構造が単純なグリシン･エチルエステル（塩酸塩）だけでも農薬・

殺虫剤ピレスロイドの原料として年間 2000 トン～3000 トンの生産量がある。 

アミノ酸エステル類は、色素増感太陽電池（DSC）の中心素材である増感色素や液晶材料、

さらに不斉反応触媒等の機能性材料の重要な中間体である。太陽電池の調査報告によれば、

2010 年には 3000 億円以上の市場規模である。現在はシリコン系太陽電池が主であるが、仮

に DSC がこのうちの 10％のシェアを獲得すると仮定すると、年間に消費される増感色素は

赤色色素一種類だけでも1tを越える。その出発原料であるアミノ酸エステル類は色素の100

倍以上の生産量が必要になると見込まれる。このように 10 年後にはアミノ酸エステルを含

む機能性エステルの生産量はそれぞれ 10 倍以上の伸びが期待される。機能性エステルの市

場規模拡大と国際競争力の強化に対応するためには、有害化学物質の使用量・廃棄量の削

減が可能なエステル化プロセスの開発と導入、普及が不可欠になってくる。 

 

② ビジネスモデル 

○ 中国市場 

 本開発技術の中国市場への導入シナリオとして医薬品製造プロセス（E ファクター：20

～100 以上）を選び、導入によるメリットを勘案した。本技術により、廃棄物と有害薬品の

削減目標は容易に達成されるが、それに加えて医薬品に特有な残留溶媒対策（例えばトル

エンの濃度限界値は 890ppm）も同時に可能である。この理由で医薬品製造プロセスでも、E

ファクターが高いエステル化工程だけでも改善されれば導入の効果は大きいものと考えら

れる。エステル化工程だけを受注するオンデマンド合成ビジネスも成り立つことが期待で

きよう。中国市場の法規制の強化とコスト削減要求等が追い風となり、製薬を中心とした

進出日系企業の本技術の導入によるメリットは大きく、その波及効果も大きいものと考え

られる。 
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○ 国内市場 

本開発エステル化プロセスは、①有害廃棄物フリーであること、②廃棄物処理設備への

投資削減が可能であること、③医薬品に於ける残留溶媒対策（例えばトルエンの濃度限界

値は 890ppm）が可能であること、④溶媒回収精製コストの削減が可能であること等の多く

の利点がある。国内市場調査で明らかになった機能性エステル類の生産量拡大へむけて、

有害化学物質の使用量と廃棄物の大幅な削減が不可欠となってくる。そのうえ地球温暖化

の一因となる二酸化炭素の排出量の削減も要請がある。上記の利点を有する本技術の導入

は、国際競争力の強化という点においても有効であると考えられる。 

 

③ 波及効果 

以上述べてきたようにファインケミカル分野だけに限定してもエステル化反応の潜在市

場は日々拡大傾向にある。当該技術の導入は、これらのニーズに充分対応できるものと考

えられる。また、本技術の水平展開としてコモディティエステル分野や PET に代表される

エステル型ポリマー製造への適用、更に、一連の合成のエステル化工程に限定したオンデ

マンド合成ビジネスの創成も視野に入れると、種々の波及効果が期待できる（図 B-(4)-16）。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

            図 B-(4)-16：本技術における波及効果 

 

《成果》 

企業のヒアリングを含む調査を実施し、中国における化学物質規制と進出日系企業の

動向と当該有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの導入によるリスク削減効果

と波及効果を見積もった。さらに早期実用化に関する導入シナリオを策定し、ビジネス

モデルを完成し、事業化のための今後のプロジェクトの方向決定のための指針とした。      

（目標達成） 

 

１. コモディティエステルへの対応１. コモディティエステルへの対応

当該技術のメリット（有害廃棄物削減、省エネなど）が、

コモディティエステルへの当該技術の応用により、最大限に発揮される。

２. オンデマンド合成ビジネス

原料 中間体Ａ 中間体Ｂ 中間体Ｃ 最終製品

従来法:Ｅファクター（※1）大

マイクロ波利用:Ｅファクター低減

工程全体のＥファクター
大幅低減

３. ポリマーへの展開

合成樹脂
•ＰＥＴ 698t/年

•ＰＢＴ 202t/年
•不飽和ポリエステル樹脂 164t/年

繊維

•ＰＥＴ 295t/年
モノマー

•ＭＭＡモノマー 543t/年
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3、目標の達成度と課題 

 本プロジェクトは、医農薬品や太陽電池用増感色素に代表される機能性材料の中間原料

として重要なハロゲン化酢酸エステル類およびアミノ酸エステル類の工業的規模の製造に

利用できる新規エステル化プロセスの開発にターゲットを絞り、1）副成廃棄物や製造に使

用する有害薬品の大幅な削減と 2）反応プロセスの高速化による省エネ化を実現することを

目的として実施した。 

 

 

《達成度》 

目標の達成度は以下の通りである。 

① 実用化エステル大量合成プロセスの開発 

・ブロモ酢酸エステルの大量合成に必要なマイクロ波加熱、効果的脱水法や反応器設計等の

要素技術を開発して、これらを複合化した有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセス

を構築した。ベンチ式モデルプラントを製作して、連続生産等の実証試験によるプロセス

改良等を行い、大量合成に適応可能なスケールアップの指針を得た。     (目標達成) 

目標               実証試験結果 

E ファクター：5 以下         0.83              (目標達成) 

反応時間 6 時間以内         45min               (目標達成) 

収率 80%以上             80%              (目標達成) 

年産数トンレベルの製造装置の設計  年産 14 トン          (目標達成) 

 

② マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発 

・マイクロ波加熱を利用したブロモ酢酸のエステル化反応プロセスの開発をめざし、最適

反応条件や装置設計、さらに安全性確保のために必要な要素技術の検討を行った。また、

当該エステル化反応プロセスの適応可能な基質の範囲を広げるため、水平展開としてア

ミノ酸のエステル化反応プロセスを取り上げ、その反応条件設定のための基礎検討を行

った。 

→室温〜180℃での実反応条件での誘電特性評価法を確立した。マイクロ波反応における

プロセス安全性指針や装置設計指針を取得した。             (目標達成) 

→マイクロ波利用によるアミノ酸のエステル化条件や反応装置の基礎検討を実施して、マ

イクロ波利用の有効性を確認した。                  (目標達成) 

 

③ 新規反応場によるエステル合成の開発 

・エステル合成反応に適したイオン液体や高効率触媒の開発を行い、マイクロ波との併用

による新規反応場の複合効果を利用するための基礎検討を行った。 

→プロセスの汎用化と効率向上のために必要な新規触媒としてイオン液体型触媒、フッ化

リン酸モノエステル型触媒を開発した。                  （目標達成） 

→マイクロ波加熱と高性能触媒の併用による複合効果を確認した。    （目標達成） 
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④ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

・本プロジェクトで開発した技術によるリスク削減効果と波及効果を見積もり、実用化

に関する導入シナリオを策定した。さらに周辺分野への本開発技術の利用拡大を目的

として、本開発技術の将来適応可能な製品や市場等を調査し、ビジネスモデルの作成

を行った。 

→本開発技術の導入によるリスク削減効果と波及効果を見積った。    （目標達成） 

→実用化に関する導入シナリオを策定し、ビジネスモデルを作成した。 （目標達成） 

→本開発技術の将来適応可能な製品や市場等を調査した。        （目標達成） 

 

 

《課題》 

本開発プロセスの早期実用化と事業化のためにはスケールアップ検討が重要である。単位

時間あたりの得量を上げるためには、反応速度を上げる必要があり、高性能触媒の開発が重

要である。一方、マイクロ波反応装置の大型化には、反応速度の詳細な解析等の基礎データ

の集積が必要である。また、安全性評価も重要となる。上記の検討課題 4 項目の有機的な結

合と、ノウハウも含む一層の技術のブラッシュ･アップが必要である。 

 

 

《まとめ》 

本開発研究は、有害化学物質リスク削減インプラント対策技術であり、クリーンなエス

テル合成プロセスの構築を目的とするものであり、有害化学薬品、特に VOC と副生廃棄物

の大幅な削減に加え、省エネ化の実現も目的としている。具体的には、コモディティエス

テル類の製造に広く利用されているフィッシャー法を、エネルギー利用効率の高いマイク

ロ波加熱を利用して、有機溶剤と硫酸などの有害化学物質を使わず、水以外の廃棄物の副

生しないクリーンで汎用なエステル合成プロセスに再構築することを目指して研究を行っ

た。この基本プロセスを完成させ、汎用化することによって普及させるためには、より性

能の高い新規触媒の開発とマイクロ波の組み合わせで形成される新規反応場の複合効果の

利用が重要な課題である。当該新規プロセスの普及を図るために、ビジネスモデルを策定

し、将来増産が期待できる機能性エステルを予想し、現在はその開発･事業化を推進してい

る。開発ターゲット商品の決定とマイクロ波反応装置の大型化を中心とするスケール･アッ

プ技術の確立が最重要であるが、それは上記の方法の有機的な組み合わせとノウハウを含

む技術のブラッシュ･アップで充分実現可能と思われる。 

 

 

《特許の取得、成果の普及》 

新規触媒については特許による権利化が重要であるが、当該プロセス開発技術はノウハウ

部分が多く、プロセスの普及のためにできる限り公開の方針をとっている。 

・触媒に関する特許 1件（準備中 1） 
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・研究発表･講演 5件（発表予定 3件） 

・発表論文 1 報 

・総説 1 報 

・化学工業日報 3件 

・CHEMICAL  ENGINNERING1 件 
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２－Ｂ－（５） 革新的塗装装置の開発 

プロジェクトリーダ：加美電子工業株式会社 代表取締役社長 早坂 裕 

実施企業   加美電子工業株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所 

 

１． 研究概要 

１－１ 塗装工業界における VOC 排出削減対策の必要性 

塗装業界における主要な塗装方法である有機溶剤系塗料によるスプレー塗装は、高い塗装

仕上げ品質（塗膜均一性、平滑性、鮮映性など）を保有することから、各産業分野に幅広く

採用されている。特に、高い意匠性を要求されるプラスチック塗装（全塗装市場の約 10％）

においては、必須の塗装方法として活用されている。そのため、塗装工業は、下図に示すと

おり、平成 12 年度の全産業（固定発生源）VOC 排出総量、約 150 万トンのうち、33％の 50

万トンの VOC を排出しており、全産業の中で最大の VOC 排出業種である原因となっている。

現在、VOC は光化学オキシダントや浮遊粒子状物質の原因物質であり、2010 年度までに VOC

を 3 割削減する目標を決定しており、代替技術の開発が急務となっている。 

図 B-(5)-1 平成 12 年度業種別 VOC 排出量割合 

（「揮発性有機化合物（VOC)排出インベントリについて」（報告）揮発性有機化合物

(VOC)排出インベントリ検討会（平成 20 年 3月）） 

 

１－２ 有機溶剤系塗装の VOC 発生量 

有機溶剤系塗料によるスプレー塗装は、スプレー塗装時、塗料の低粘性化を図り、微細な

粒径を得るために、多量の希釈溶剤（ポリマーの 2 倍量）を用いており、塗料原料（ポリマ

ー＋真溶剤）に含まれる真溶剤（ポリマーと同量）と合わせると、塗料ポリマーの 3 倍量の

有機溶剤を使用しており、塗装工業が、最大の VOC 発生業種となる原因となっている。 

塗料
33%

燃料（蒸発ガス）
12%

その他
10%

工業用
洗浄剤

6%

印刷インキ
9%4%

粘着剤
剥離剤

　　　4%
ラミネート用

接着剤

反応溶剤　4%
抽出溶剤等

接着剤
4%

製造機器類　　　4%
洗浄用シンナー

化学品原料　4%

ドライクリーニング溶
剤　3%

ゴム溶剤
2%

食料品等（発酵）　2%

VOC排出量 
1,472 千 t/年

平成 12 年度
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１－３ 本研究開発が目指す塗装装置 

本研究開発は、従来の有機溶剤系塗装装置における塗料スプレー装置部分を、二酸化炭素

スプレー装置[塗料供給装置＋混合器＋定圧スプレーガン]に置き換える、小規模改造で、VOC

排出量を 1/3 以下に抑制することが実現可能な装置の開発を目標としている。また、従来の

塗装技術において使用されている多量の希釈溶剤を、少量の二酸化炭素（塗料ポリマーの 1/3

量）に置換することにより、溶剤コストを 1/3 以下に低減可能な、低ランニングコストの塗

装システムの開発を目指すものである。  

 

１－４ スプレー塗装の原理 

 スプレー塗装は、塗料樹脂が含まれた塗料をスプレーガンから吐出し、霧化状態にした上

で塗装対象物に付着させ、その後膜にして硬化させるものである。塗料樹脂は一部の例外を

除き、粘度が高いため、溶剤で充分希釈し粘度を下げた上でスプレーガンから吐出すること

になる。また、霧化して粒子が塗装対象物に接触後、隣の粒子と合一して膜となる際にもあ

る程度の流動性が必要である。造膜時に粘度が低すぎる場合は、たれとなって塗膜の意匠性

が低下し、造膜時の粘度が高すぎる場合はユズ肌の原因となる。このことから造膜時の最適

粘度が存在するといえる。この造膜時に必要な粘度は、霧化に必要な粘度より大きく、有機

溶剤スプレー塗装では、溶剤による希釈で低粘度化をはかった塗料をスプレーガンから放出

した後、霧化状態で多くの溶剤が気化し粒子の粘度が造膜に必要な粘度になったところで塗

装対象物に接触するよう調整する。これを図示すると図 B-(5)-2 のようになる。 

スプレーに関与

（揮発性の低い溶剤、

揮発性の高い溶剤）

レベリングに関与

（揮発性の低い溶剤）

樹脂

＋

揮発性の低い溶剤

＋

揮発性の高い溶剤

揮発性の高い溶剤

 

図 B-(5)-2 スプレー塗装と溶剤の関係 

 

１－５ 二酸化炭素の性質 

 有機溶媒などの液体に二酸化炭素などの気体を圧力をかけて接触させると、気体が液体に

溶けて液体の体積が膨潤する現象が観測される。これをガス膨張液体と呼ぶ。 

 中をくり貫いた円筒形のサファイア容器に塗料を入れ、二酸化炭素を上部から加圧導入し

た場合の液面の様子を図 B-(5)-3 に示す。圧力の増加に伴い気相の二酸化炭素が液相側に溶

解し、液面が上昇する現象が見られる。この状態で、サファイア円筒容器内でステンレス球

を落下させると、液面が上昇した膨張液体の方が落球速度が速く、粘度が低下していること

がわかる。このように、高圧をかけた二酸化炭素は、液体を膨潤させ、粘度を下げる働きが
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ある。この働きは、スプレー塗装の希釈溶剤（シンナー）の働きそのものである。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

2倍
3倍

4倍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

2倍
3倍

4倍

 

図 B-(5)-3 塗料の膨張の様子 

 

 このように希釈溶剤の働きを持つ二酸化炭素であるが、二酸化炭素の溶解量は圧力により

大きく変化する。また、二酸化炭素の溶解には高圧が必要であり、噴霧環境が常圧の場合、

溶解しきれなくなった二酸化炭素が直ちに液相から排出され、それに伴い粘度の上昇が起き

る。常圧の環境下でのスプレー塗装の場合、造膜は大部分の二酸化炭素が抜けた状態で行わ

れる。即ち、二酸化炭素は図 B-(5)-2 でいうところの「揮発性の高い溶剤」に該当する。 

 

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

供給ポンプ

噴霧ガン

VOC

VOC

塗料
+

希釈溶剤
供給ポンプ

噴霧ガン

VOC

VOC

塗料
+

希釈溶剤

有機溶剤系塗装装置

二酸化炭素塗装装置

 

図 B-(5)-4 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装の比較 

 

１－６ 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素塗装の比較 

 本研究開発が目指す二酸化炭素塗装は、有機溶剤系スプレー塗装の希釈溶剤を二酸化炭素

に置き換えたものである。図 B-(5)-4 に有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装

Ⅲ.2－227



の比較を示す。有機溶剤系スプレー塗装の場合、塗料と希釈溶剤を霧化出来る粘度になるよ

うに混合し、混合液をポンプで塗装ガンに送って噴霧する。このときの塗料と希釈溶剤の混

合比は、塗料に依存するが、樹脂用の塗料の場合は概ね 1：1 である。一方、二酸化炭素塗料

の場合は、二酸化炭素を希釈剤として使用するので、通常の常温常圧下で事前に混合調整す

ることが出来ない。そこで、後述する高圧容器内での事前混合（バッチ式）か、図 B-(5)-4

に示したような配管内での混合（連続式）を行う必要がある。このようにして、塗料と二酸

化炭素の混合物を塗装ガンに送ることで、霧化を行う。有機溶剤系スプレー塗装の場合は、

霧化後溶剤の揮発が始まり、塗料中に含まれている溶剤と希釈溶剤の成分が VOC となって大

気中に放出される。一方、二酸化炭素塗装の場合は、VOC の排出は塗料中に含まれている溶

剤にとどまり、代わりに二酸化炭素が排出される。なお、二酸化炭素の使用量は、有機溶剤

系の希釈溶剤の 3 分の 1 という少量で済むことが実験より明らかになっている。VOC の排出

量を比較したグラフを図 B-(5)-5 に示す。 

従来法（有機溶剤塗装）

提案法（二酸化炭素塗装）

塗　料　(１重量部）

VOC成分　（塗料1重量部に対してVOC0.5重量部飛散）

塗　料　(１重量部）

VOC成分　（塗料1重量部に対してVOC1.5重量部飛散）

 

図 B-(5)-5 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装の VOC 排出量の比較 

 

１－７ バッチ式塗装と連続式塗装 

 二酸化炭素塗装を実現するための方法として、大きく分けてバッチ式塗装と連続式塗装の

2 つの方法が考えられる。バッチ式塗装は、高圧容器の中であらかじめ塗料と二酸化炭素を

混合しておき、背圧をかけながら塗料と二酸化炭素の混合液を塗装ガンに送り塗装する方法

である。それに対し、連続式塗装法は塗料と二酸化炭素を別ラインで供給して配管内で混合

して噴霧する方法である。バッチ式塗装法は、あらかじめ塗料を入れた圧力容器に二酸化炭

素をポンプで導入したのち、二酸化炭素を充分溶解させてから噴霧する方式である。この方

式の利点は、ポンプが二酸化炭素導入用ポンプ１台で済むこと、使用する塗料が少量で済む

ことである。欠点は、容器内に気相と液相の 2 相状態にした場合は二酸化炭素の飽和溶解に
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条件が限定されてしまうことと、高圧容器内であらかじめ調合するため調整用の高圧容器が

必要となること、その関係で連続噴霧には向かないことである。なお、高圧容器内に気相を

設けず１相状態を実現すれば、二酸化炭素の飽和溶解以外の条件での調整が可能であるが、

気相を設けない場合は温度の変化により容器内の圧力が急上昇する可能性があるため、定圧

で容器の内容積を変化させる機構を設ける必要があるなど、装置に工夫が必要である。一方、

連続式塗装方法は、塗料用と二酸化炭素用にそれぞれポンプを用意する必要があるものの、

ポンプの流量調節による任意の混合比での試料調整を行うことが出来、かつ連続運転にも向

いた方法である。本プロジェクトでは、開発途中の塗料のスクリーニングでは少量での試験

が出来るバッチ式塗装法を用い、有望と判定された塗料に関しては実用機として組み上げた

連続式塗装装置で塗装条件出しを行って、それぞれの装置の特長を生かした研究開発を効率

化した。 

  

１－８ 二酸化炭素塗装の利点 

 二酸化炭素塗装の一番の利点は、高い意匠性である。実績のある溶剤系塗料の樹脂を使用

し、かつ微粒化が進むため、高レベルの密着性、耐摩耗性、光沢性の実現が可能である。特

に、樹脂部品の塗装に関しては、水系塗装に対して高い優位性を有する。また、希釈剤とし

ての VOC を使用しないため、環境負荷が低減するとともに、希釈剤コストの低減が見込まれ

る。環境負荷という点では、VOC 排出の抑制だけではなく、二酸化炭素の排出という点でも

有利である。これは、希釈剤の有機溶剤を原油から製造するエネルギーに比べ、火力発電所

や化学工場から排出する二酸化炭素をコンプレッサーで圧縮して製造できる液化炭酸ガスの

製造エネルギーが圧倒的に少ないため、希釈剤として塗装で使用する二酸化炭素の排出を考

慮しても、有機溶剤系塗装と比べ二酸化炭素の総排出量は低減されるためである。競合技術

である水系塗装が空調負荷のため有機溶剤系塗装と比べ二酸化炭素の排出量が激増すること

を考慮すれば、二酸化炭素塗装は二酸化炭素を使って二酸化炭素の排出を減らす最良の方法

であるといえる。また、不燃性の二酸化炭素を使用することで安全性向上の効果がある。な

お、使用する二酸化炭素は少量であるため、通常の環境であれば排風機後の二酸化炭素濃度

が 0.1％の増大でしかなく、窒息等の危険は皆無である。このように、二酸化炭素塗装は、

塗膜の性能に妥協することなく、大幅な VOC 削減と、二酸化炭素排出の削減を実現する画期

的な塗装であるといえる。 

 

Ⅲ.2－229



２． 研究方法 

２－１ 二酸化炭素塗装用塗料の開発 

２－１－１ 噴霧に必要な要件 

塗料原液に二酸化炭素を溶解した状態で噴霧するためには、二酸化炭素が溶解した状態で、

一相でなければならない。一般に二酸化炭素を溶解させると樹脂の溶解性が低下するので、

二酸化炭素を添加した状態での相状態を塗料開発時に充分把握しておく必要がある。 

また、塗料原液に二酸化炭素を溶かして噴霧するわけであるが、噴霧時において十分粘度

が低下していることが重要である。加えて、噴霧時の粘度は微粒化にも影響を与えており、

低い粘度の方が霧化が良好になる。そのためには、二酸化炭素の溶解量に関係なく粘度が低

い塗料を作る、もしくは二酸化炭素の溶解により劇的に粘度が下がるという設計をしなくて

はならない。二酸化炭素の溶解により粘度が劇的に下がる塗料は二酸化炭素との親和性が高

く二酸化炭素を多く溶かす溶剤を使用したものである。二酸化炭素との親和性は、二酸化炭

素の溶剤に対する溶解量の検討から類推出来る。 

 

２－１－２ 造膜過程に必要な要件 

二酸化炭素は常温常圧で気体であるため、ノズルから噴霧された後に、塗着前に大部分が

抜けてしまう。その結果、造膜過程は塗料原液だけで行うことになる。塗料原液に揮発性の

高い溶剤を使用した場合、塗着前にそれらの溶剤も一部は揮発するため造膜性能が低下する

ことになる。以上のことから、希釈溶剤が造膜過程で残っていることを前提に設計した塗料

は二酸化炭素塗装には通用しないことになる。すなわち、塗料原液だけで十分造膜すること

が必要条件である。 

噴霧のために溶解した二酸化炭素の大部分は、噴霧時に大気中に放出されるものの一部は

塗着後まで残り、気泡の原因となる。気泡を取り除くことが出来るかどうかは、塗膜の硬化

速度と脱泡速度の関係で決まる。塗膜面の泡を抑えるためには、造膜速度より脱泡速度が速

いことが必須である。 

 

２－１－３ 二酸化炭素塗装用塗料の開発手法 

二酸化炭素適合塗料の設計にあたり塗料の樹脂成分（ポリマー・モノマーなど）、樹脂成分

を溶解する真溶剤、助溶剤、希釈溶剤などが高圧下の二酸化炭素とどのような挙動を示すか

を調査した。加えて、樹脂とこれらの混合物である塗料についても、二酸化炭素存在下の諸

物性について評価した。必要な情報としては、二酸化炭素の溶解量、粘度の低下、相状態（混

合物である塗料の場合）である。更には、バッチ式の塗装装置や連続塗装装置を利用し塗料

の評価、塗装実験を行い、塗料と高圧下の二酸化炭素の混合時に於ける塗料の粘性低下など

が確認出来、塗料設計指針とするデータが採取出来た。 

開発時における研究協力体制を図 B-(5)-6 に示す。なお、19 年度のクリア塗料開発に関し

ては加美電子工業が塗料会社に調合指示を出して開発を行う方法で行い、20 年度のカラー塗

料開発に関しては塗料会社への委託契約成立後は、塗料設計指針を塗料会社に公開して、研

究開発を加速させた。 
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図 B-(5)-6 開発スキーム 

 

２－１－４ 塗料とその原料の諸物性・相状態測定 

塗料及び塗料原料の二酸化炭素存在下における評価には、次に示す 3 つの装置を用いて行

った。 

   

図 B-(5)-7 塗料状態観測容器 3種 

 

塗料とその原料の 

諸物性・相状態測定 

（産総研） 

蒸発速度を考慮し

ながら溶剤を変更

完成 

塗料開発（加美電子・塗料会社） 

塗料の選択・改良 

 

塗料評価（産総研） 

二酸化炭素添加時の相状態・

粘度の把握 

塗装（加美電子・宮城県・産総

研） 

塗装、意匠性評価 

塗着NVの測定（宮城県） 
塗装不良の原因の一例 

 

・二酸化炭素添加で相分離 

・粘度低下不足 

・二酸化炭素の抜けが悪い 

・造膜と硬化速度のミスマッチ 

・塗装むら 
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図 B-(5)-7 左の観測容器は、円筒のサファイアをくり貫いたものを上下で挟んだ容器であ

る。この容器の全面には目盛りがついており、液面の観測が可能となっている。また、本容

器内に金属球を入れて落下速度を観測することで動粘度を求めることが可能となる。ただし、

本装置は落球速度をビデオカメラにて観測する手法をとるため、クリア塗料には有効である

が、カラー塗料には適用出来ない。 

図 B-(5)-7 中央の観測容器は、カラー塗料解析用に 20 年度に新規に開発した観測容器であ

る。両窓タイプの高圧容器の中心にバイアル瓶を設置した観測容器であるバイアル瓶には目

盛りがついており、塗料の二酸化炭素による膨張が観測出来る。また、バイアル瓶は安価で

あり簡単に交換出来ることから、カラー塗料や硬化のおそれのある塗料の評価には、このタ

イプの容器を用いて評価した。 

図 B-(5)-7 右の観測容器は、片窓タイプの高圧容器である。内径 35mm の大きさをほこり、

マグネチックスターラーの攪拌子を入れて撹拌が容易である。加えて洗浄が容易という特徴

を持つ。ただし、二酸化炭素添加による膨張を評価することには不向きなので、塗料のポリ

マー析出の有無など、相状態の把握を重視する場合にのみ使用した。 

実験の方法であるが、評価する試料を選択した観測容器に所定量導入した後に、観測容器

を密閉し、二酸化炭素を二酸化炭素導入口から導入する。撹拌出来る容器の場合は撹拌を行

い、撹拌が出来ないものに関しては長時間静置し、平衡に達した頃を見計らって、写真撮影、

ビデオ撮影、目視等の手法を用いて観測した。 

 

２－１－５ 塗膜の平滑性評価 

クリア塗料による塗膜においては、塗膜表面の平滑性の程度により「ユズ肌（オレンジピ

ール）」と呼ばれる塗膜性状が現れる。このような塗膜性状の評価は、熟練者の目視判定、あ

るいは、標準サンプルとの比較によるものである。しかし、塗装条件の違いによる塗膜形成

の変化を捉えるためには、得られた塗膜の状態を記録し、その状態を定量的に評価する必要

がある。ここでは、塗膜の表面状態（平滑性）を定量的に表すため、塗膜評価方法の検討を

行った。 

クリア塗膜の状態を観察するために蛍光灯を映し込んだ硬化塗膜の写真を図 B-(5)-8 に示

す。この写真のような「ユズ肌」は塗膜表面の形状により現れていることから、塗膜の表面

形状によりユズ肌の程度を表現できると考え、塗膜表面粗さの測定を行った。 

 

図 B-(5)-8 ユズ肌が現れている塗膜の外観 

 

２－２ 二酸化炭素塗装装置の開発 

２－２－１ 実験室レベルの流通式塗装試験装置の設計・製作 
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 本装置は、流通式塗装方式（連続式塗装）を主体に構築したが、従来行われてきた知見を

活用すべくタンク式塗装方式（バッチ式塗装）も考慮し、両方式が試験できる装置として設

計・製作した。具体的には、塗料タンク、低圧フィルター、CO2供給ポンプ、塗料供給ポンプ、

ユニットクーラー、1次圧調整弁、CO2冷却器、CO2加熱器、塗料加熱器、混合器、混合物加熱

器、高圧塗料タンク、高圧フィルター、二次圧調整弁、密度粘度測定部、高圧可視化窓、自

動開閉弁、噴霧ガン及び計装装置・制御装置等から構成される。本装置は、すべて高圧ガス

保安法に準じて製作した。図B-(5)-9に試験装置のフローを、図B-(5)-10に概観写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(5)-9 流通式塗装試験装置のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(5)-10 流通式塗装試験装置の概観写真 

 

２－２－２ 塗装ラインに設置する実用塗装装置の開発 

流通式塗装試験装置（塗料流量 30～50g/min）の開発での検討結果に基づき、実用化装置
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（塗料流量 50～80g/min）を設計・製作し、塗装ロボットとのインターフェース技術の検討

を通して、本装置を加美電子工業の実塗装ラインに組み込んだ。なお、本実用化装置の塗装

対象は樹脂部品への UV 硬化型クリア塗料に限定した。 

 本装置は、塗料タンク、洗浄剤タンク、低圧フィルター、CO2供給ポンプ、塗料供給ポンプ、

CO2流量計、塗料流量計、ユニットクーラー、１次圧調整弁、CO2冷却器、CO2加熱器、塗料加

熱器、混合器、高圧フィルター、噴霧ガン及び計装装置・制御装置等から構成される。図

B-(5)-11 にフローを、また図 B-(5)-12 に概観写真をそれぞれ示す。実用化装置では、塗料

替えや洗浄を考慮して、複数の塗料タンクならびに専用の洗浄剤タンクも考慮した。さらに、

塗料ラインと CO2ラインのストップ弁を噴霧ガンと一体化して製作することにより、塗装中断

時の噴霧ガンノズル先端部の二酸化炭素による洗浄を容易に行える構造とした。 

 

図 B-(5)-11 実用化塗装装置のフロー（2 点鎖線内が高圧ガス保安法申請部分） 

 

図 B-(5)-12 実用化塗装装置の概観写真（左：装置本体、右：3 次元塗装ロボット） 
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３． 研究結果と考察 

３－１ 二酸化炭素塗装用塗料の開発 

３－１－１ 塗料とその原料の評価 

本プロジェクトの中では、200 以上のサンプルを評価しているが、その評価がどのような

ものであるか、例を用いて説明する。図 B-(5)-13 は、図 B-(5)-7 左の観測容器を用いて、塗

料に使用されるある溶剤 A について二酸化炭素添加による様子を測定したものである。これ

によると、圧力を上げることにより、二酸化炭素の溶解による膨張が起こり、粘度が低下し

ていることがわかる。 
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図 B-(5)-13 溶剤 A の液相の体積と粘度の変化 

 

 次に塗料の相状態について、どのような現象が観測されるか一例を図 B-(5)-14 に示す。こ

れは、もともとは透明な塗料が二酸化炭素の圧力を 6MPa にしたところで懸濁し始めたときの

様子を写真撮影したものである。このような状態になった場合、懸濁の程度等を慎重に考慮

の上、塗装可能かどうかの判定をすることになる。とはいうものの安定な噴霧を広範囲な条

件で実現することを念頭に置いた場合、写真のような状態にならない塗料設計を行うことが

望ましい。 

 

図 B-(5)-14 二酸化炭素の圧力 6MPa において懸濁した塗料 

 

３－１－２ 表面粗さと目視評価 

図 B-(5)-15（b）～（f）に、ポリカーボネート基板に塗装したアクリル系 UV 硬化型クリ

ア塗膜の概観と表面粗さ Rz 値、目視評価の関係を示す。図 B-(5)-15 に示す Rz 値は、塗装面

中央付近を数回測定したうち、ブツや空孔が入ったデータを除いた 3 測定の平均値である。

なお、図 B-(5)-15（a）は未塗装のポリカーボネート基板を測定したものである。目視評価
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による評点は、熟練者がクリアトップコートの品質として評価したものであり、評点 1 と 2

が合格、3以降は不合格である。 

表面粗さと目視評価結果を比較すると、Rz が大きいほど評点が悪くなり、表面粗さと目視

評価の結果には相関があることがわかった。また、目視評価での合格と不合格の境界（評点

2-3 間）では、Rz が 0.37 で合格、Rz が 0.47 で不合格である。このことから、クリアトップ

コートの品質としては Rz 値 0.40 程度を基準として、それよりも小さい場合を合格、大きい

場合を不合格とすることができ、表面粗さを指標とすることで塗膜品質の定量的な評価と品

質の判定が可能であることがわかった。2液クリアアンダーコート、2液有色アンダーコート、

1 液クリアトップコートについても同様の検討を行った結果、目標とする平滑性の数値化を

図ることが出来た。 
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表面粗さ
Rz : 0.37

表面粗さ
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図 B-(5)-15 表面粗さ RZと目視評価の関係 
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３－１－３ 二酸化炭素適合（クリア）塗料の開発 

 クリア塗料の開発にあたり、加美電子工業内での実用化を念頭に置き、携帯電話や自動車

内装品のトップコートに使用される UV 硬化型クリア塗料の開発を最優先に行った。 

塗料とその原料の諸物性・相状態測定実験の結果ならび塗着 NV の測定結果をもとに、 

・高圧 CO2下に於いて塗料中の樹脂成分が析出せず、塗料粘度が低下し、安定した流動性を維

持できる組成であること。 

・噴霧された粒子は細かく、被塗装物に塗着後 CO2が塗膜中より容易に離脱すること。 

・被塗装物に噴霧粒子が塗着後平滑（レベリング）な塗膜形成をする条件を満たすこと。 

の要件を満たす塗料を塗料メーカー3社の協力を得て開発した。 

開発を行うにあたって、塗料中の樹脂組成を大幅に変更することは本来発揮すべき塗膜物

性を損なうことになるため、溶剤組成の変更を開発の重点課題とした。塗膜物性を損なわな

い前提で樹脂組成を変更する場合は樹脂と溶剤、CO2の三元系での溶解度を考慮し塗料を設計

した。 

特に UV 硬化型塗料の開発について溶剤組成の変更他、塗料中のモノマーが高圧下の CO2と

適度に溶解するものを新たに選択し塗料を開発した。二液硬化型塗料の開発については比較

的分子量が小さい材料で構成し、塗膜形成後、加熱反応硬化の過程で目標の物性が発現する

ような組成にした。 

最終的に、塗料に占める真溶剤比率が 50%の通常タイプの UV 硬化型塗料 1種と、耐擦傷性

に優れた無機・有機ハイブリッド塗料１種、真溶剤を 60％削減した高固形分タイプの塗料 1

種の合計 3 種類のクリア塗料の開発に成功した。また、無機・有機ハイブリッド塗料に関し

ては、真溶剤比率が 50%の通常タイプの塗料に加えて、塗料中の真溶剤を全廃した無溶剤型

塗料の開発に成功した。この成果は当初目標の VOC 排出の 2/3 削減を超える、VOC 排出の 100%

削減を実現するものである。 

実用レベル品として開発した UV クリア塗料を携帯電話ボタンに試用し、得意先にサンプル

評価を依頼した結果、UV クリアハードコート、耐擦傷無機・有機ハイブリッド塗料及び高固

形分タイプの塗料について合格レベルと判定された。 

 

３－１－４ 二酸化炭素適合（有色）塗料の開発 

先に開発したクリア塗料に対し顔料、アルミパウダーを分散した有色塗料を試作開発した。

使用した顔料は塗料用樹脂に幅広く相溶性のある特殊樹脂中に顔料を微細かつ高濃度に分散

したペースト状加工顔料である。特殊樹脂は硝化綿、エチルセルロース、アルキッド樹脂、

メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、塩ビ・酢ビ共重合体、塩化ゴム、環化ゴ

ムなどの樹脂及び油、可ソ剤と広い相溶性を持っている。 

UV 塗料への顔料分散は、UV クリア塗料と相溶性のある特殊樹脂に透明度が高く分散の良好

な顔料を選択して、分散塗料化した。 

塗料の開発にあたり、UV 塗料の開発を三菱レイヨン、無機・有機ハイブリッド塗料の開発

をアトミクス、1液型・2 液型の塗料をオリジン電気が加美電子工業からの委託を受けて開発

に協力した。 
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最終的に、希釈溶剤を使用しない UV カラークリア塗料 2 色、2 液アクリルウレタン塗料 2

色（希釈溶剤削減率 80％）、1 液アクリル塗料 2 色（希釈溶剤削減率 50％）、2 液アクリルメ

タリック塗料 2 色（希釈溶剤削減率 80％）、下塗/トップ UV カラークリア塗料 2 色（希釈溶

剤削減率 100％）、1 液メタリック塗料（希釈溶剤削減率 50％）の合計 6種類、各 2色の有色

塗料の開発に成功した。 

それぞれの写真を図 B-(5)-16、B-(5)-17、B-(5)-18、B-(5)-19、B-(5)-20、B-(5)-21 に示

す。 

 

図 B-(5)-16  UV カラークリア塗料（レッド・ブルー） 

  

図 B-(5)-17  2 液アクリルウレタンカラー塗料（レッド・ブルー） 

  

図 B-(5)-18 1 液アクリルカラー塗料（レッド・ピンク） 

  

図 B-(5)-19 2 液アクリルメタリック塗料（ブルー・グリーン） 

 

図 B-(5)-20 下塗／トップ UV カラークリア塗料（レッド・グリーン） 

 

図 B-(5)-21 1 液メタリック塗料（シルバー・ブルー） 
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３－２ 二酸化炭素塗装装置の開発 

３－２－１ 実験室レベルの流通式塗装試験装置（実証装置）の設計・製作 

革新的塗装装置の構築を目的に、流通式塗装試験装置（塗料流量 30～50g/min）を製作し、

同装置の運転を通して、塗料と二酸化炭素との効率的な混合技術の検討や混合物の連続・安

定噴霧技術の検討を行い、二酸化炭素塗装装置に必要な基盤技術の確立を図った。 

 

３－２－２ 塗料と二酸化炭素との効率的な混合技術の開発 

流通式塗装試験装置における最も重要な開発ポイントは、塗料と二酸化炭素との迅速かつ

完全な混合の実現にある。これに対して本開発では、混合性能が極めて高いマイクロ混合器

の採用を計画した。具体的には、マイクロ混合器として市販の T 字混合器に加え、中心衝突

型マイクロ混合器を試作し、ダッシュマン反応による混合性能評価により、流通式塗装試験

装置で採用する混合器を絞り込んだ。 

マイクロ混合器は外径 1.6mm 配管用のティ字継手として市販されている一般的なティユニ

オン（Swagelok 社、SS-100-3、内部流路 ID 1.3mm、スタンダードティ（以下、STD と略））

とガスクロマトグラフ用継手（Swagelok 社、SS-1F0-3GC、内部流路 ID 0.3mm、ローデッドボ

リュームティ（以下、LDV と略）を用いた。また、新たに本研究で開発した中心衝突型マイ

クロ混合器も用いて、混合性能の評価を行った。図 B-(5)-22 にティユニオンの断面図を、図

B-(5)-23 に中心衝突型マイクロ混合器の写真と概念図を示す。 

ID 0.3mm
ID 1.3mm

STD TEE
Swagelok SS-100-3

LDV TEE
Swagelok SS-1F0-3GC

L=1.3mm L=9.2mm

 

図 B-(5)-22 ティユニオン断面図 

塗料

CO2

塗料

CO2 塗料塗料

CO2CO2

塗料

CO2

 

図 B-(5)-23 中心衝突型マイクロ混合器 

 

 試験結果より、混合性能は全流量域で、優れている順に LDV＞中心衝突型マイクロ混合器

＞STD の傾向を示したが、高流量域になるとその混合性能の差は小さくなっており、LDV と中

心衝突型マイクロ混合器ではほとんど差が認められない結果であった。今回の塗料流量が 30

～50g/min であることを考慮すると、混合性能からは LDV の採用が最適と考えられるが、塗
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料によっては高粘性で付着性（閉塞性）があることも想定され、その場合、混合部を開放で

きる中心衝突型マイクロ混合器の方がメンテナンス性が優れている。従って、流通式塗装試

験装置（実証装置）では、中心衝突型マイクロ混合器を採用した。 

 

３－２－３ 流通式塗装試験装置の運転結果 

 代表的な実験結果を以下に示す。本結果をもとに実用化装置の設計を行った。 

塗装実験 1 

 塗料として市販の紫外線硬化型クリア塗料（シンナー無添加）を対象に塗装実験を行った。

代表的な塗料組成は、樹脂成分 49％、真溶剤 47％、添加剤 4％であり、樹脂成分は多官能ア

クリレートを主成分に熱可塑性アクリレート、ウレタンアクリレートをそれぞれ含んでいる。

真溶剤は含有量の多い順にトルエン、酢酸ブチル、n-ブチルアルコール、キシレン、エチル

ベンゼンからなり、添加剤としては光重合開始剤のほか微量の紫外線吸収剤及び表面調整剤

が含まれている。運転モードは、7MPa の定圧運転モードとし、その時の塗料流量は 45g/min、

CO2は 9g/min（塗料流量の 20％）であり、高圧可視化窓により塗料/CO2混合物が一相状態で

あることを確認した。噴霧ガンはノズルオリフィス相当径 0.15mm を用いてプラスチック板に

手吹き塗装を行なった。このとき、塗料/CO2混合物は、CO2添加前 11～12cp が添加後 1～2cp

の粘度に低下していることをオンライン粘度計で確認した。塗装後のプラスチック板は、5

分間室温で保持した後、50℃の乾燥器内で 10 分間セッテイング乾燥を行い、その後、紫外線

照射機で塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、平均膜厚は 20μm、平均

粗さ 0.4μm であり、塗料と同量のシンナー加えて行う有機溶剤エアスプレーと同等で実用レ

ベルの塗膜であると評価された。なお、同じ紫外線硬化型クリア塗料をシンナー無添加でエ

アスプレー塗装した結果、膜厚は 20μm で平均粗さ 0.9μm と 2倍以上の粗さとなることを確

認した。従って、二酸化炭素塗装の優位性が立証された。 

塗装実験 2 

紫外線硬化型クリア塗料についてさらに 1 種類、塗装実験を実施した。組成は、樹脂（多

官能アクリレート）約 80％、真溶剤（イソプロピルアルコール）約 20％に少量の光重合開始

剤からなる、新規な塗料を用いた。塗装方法は塗装実験 1 とほぼ同等としたが、噴霧ガンは

2 次元塗装ロボットに搭載して塗装を行った。塗料/CO2混合物の粘性は、CO2添加前 40cp が添

加後、数 cp に低下した。塗装後、塗装実験 1 と同等の処理を行ない、塗膜面を観察した結果、

実用上問題のない塗膜が形成されていることを確認した。本塗料は、樹脂分が 80％と高く、

シンナー無希釈なので、VOC 削減効果は非常に高いことが明らかである。 

塗装実験 3 

次に、2液硬化型アクリルウレタンクリア塗料について、塗装実験を行った。主剤組成は、

樹脂（アクリルポリオール）が 42％、真溶剤 58％（内トルエンが主成分、酢酸イソブチルを

含む）であり、硬化剤組成は、樹脂が 55％（ポリイソシアネートプレポリマー）、真溶剤が

45％（トルエンのほかプロピレングリーコールモノメチルエーテルアセテート、酢酸エチル

を含む）である。実験は、主剤と硬化剤を 5：1の配合比で事前に混合し、塗料タンクに充填

して行った。塗料（主剤+硬化剤）に対して、重量比で 20～30％の CO2を添加して塗装を行っ
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た。その他の条件及び方法は塗装実験 2 と同様である。塗料粘性は CO2添加前 50～60cp が添

加後、数 cp に低下した。塗装後のプラスチック板は、5分間室温で保持した後、50～60℃の

乾燥器内で 10 分間乾燥を行い塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、塗膜

は形成されているものの、平滑性に問題が残った。そのため、塗膜のレベリング性能をあげ

るべく、上記配合比の塗料に専用の希釈シンナーを重量比で 20％添加して、同等の塗装操作

及び後処理を行った結果、実用上問題のない塗膜が形成されていることを確認した。 

塗装実験 4 

次に、1 液硬化型アクリルクリア塗料について、塗装実験を行った。塗料組成は、樹脂が

28％、真溶剤 72％である。樹脂成分は主成分がアクリルであり、他にニトロセルロースを含

み、真溶剤は含有量の多い順にエステル系、アルコール系、炭化水素系そしてケトン系から

なる。実験は、塗料に対して、重量比で 20％の CO2を添加して塗装を行った。その他の条件

及び方法は塗装実験 3の通りである。塗料粘性は CO2添加前 120～140cp が添加後、20cp 以下

に低下した。しかしながら短時間の塗装（噴霧）は行えたものの、プラスチック板表面にぶ

つぶつ状の塗料塊が多数付着した状況であり、均一な塗膜の形成には至らなかった。そのた

め、レベリング性を良くするために、上記塗料に真溶剤成分のみを重量比で 20～40％添加し

たところ、均一な塗膜が形成され、実用上問題のない塗膜と評価された。ただし、本塗料組

成であっても、連続塗装の安定性という観点からは問題が残った。本現象は、配管の一部（特

に二酸化炭素ライン）に塗料中の樹脂成分が析出することによる閉塞トラブルであった。こ

のため、二酸化炭素ラインに真溶剤をあらかじめ少量添加した結果、長時間安定した運転が

実現できた。 

 

３－２－４ 実用化装置による実証試験 

加美電子工業の実塗装ラインに組み込んだ実用化装置を用いて樹脂部品への紫外線硬化型

クリア塗料を対象に連続運転を行い、実用化装置の試験・評価・改良（耐久性・安全性・不

具合の解消）を行うと同時に、装置価格低減（目標：500 万円/装置）のためのフロー・装置

構成の検討を実施した。 

塗料として紫外線硬化型クリア塗料（シンナー無添加）を対象に塗装実験を行った。塗装

対象物は携帯電話部品（ボタン部分）とし、一度に 18 台分の部品を塗装した。運転モードは、

定量運転モードとし、その時の塗料流量は 44g/min、CO2は 9g/min（塗料流量の 20％）であり、

その結果、噴霧ガンにノズルオリフィス相当径 0.15mm のノズルを用いたところ噴霧圧力は

7MPa となった。噴霧ガンは 6軸塗装ロボットに搭載して塗装を実施した。塗装後の携帯電話

部品は、5分間室温で保持した後、50℃の乾燥器内で 10 分間セッテイング乾燥を行い、その

後、紫外線照射機で塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、平均膜厚は 15

μm であり、非常に良好な塗膜であること、18 台全てが問題なく塗装されていること（不良

品なし）などを確認した。その後、本塗装品はユーザーにサンプル出荷を行い合格の評価を

得た。すなわち、本二酸化炭素塗装が実用レベルとして合格していることをユーザーレベル

の評価で確認した。また本試験において塗着効率の評価も行い、従来方式の有機溶剤エアス

プレー方式より約 10％高い塗着効率（約 30％）であることを合わせて確認した。 
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また、本装置を用いて複数の塗料会社の紫外線硬化型クリア塗料を長時間塗装したが、特

に問題は生じず、実用化塗装装置として有効であることが示された。 

 

３－２－５ 工業化装置の構築 

実用化塗装装置の運転を通して、紫外線硬化型クリア塗料に対しては大きな技術的問題も

なく工業化装置として構築できたと考えられる。しかしながら、装置価格低減（目標 500 万

円/装置）という観点からは今後、引き続き詳細な検討が必要である。平成 19 年度に製作し

た流通式塗装試験装置（実証装置）から 20 年度に製作した実用化装置への移行では、フロー

の簡略化（塗装方式を連続式に限定、加熱方式改良その他）を中心的に行い、流量増加（約

1.6 倍）にも係わらず製作原価はほとんど変わりなく製作を行った。ただし、500 万円/装置

という目標達成には、フローの簡略化だけでは到底不可能であり、高圧ポンプ・バルブ及び

各種計装品等汎用品の大量購入及び設計圧力の緩和（現状 20MPa→10MPa）など設計条件の見

直しや標準設計化、さらには高圧ガス保安法としての型式認定化などの検討が不可欠である。

これらを総合的に行えば、500 万円/装置という目標も見えてくると判断した。 

 

３－３ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

加美電子工業は二酸化炭素を利用する革新的な塗装装置と二酸化炭素塗装に適合する塗料

を開発し、市場展開を計画している。加美電子工業が現在市場展開している小型部品の塗装

市場は比較的正確に把握可能であるが、革新的な塗装装置の対象とするスプレー塗装全体の

市場規模・範囲の把握は今後の事業展開に不可欠である。このような背景を踏まえ三菱総合

研究所に調査を依頼し以下の結果を得た。 

19 年度調査結果は、本プロジェクトで開発する革新的な塗装装置（二酸化炭素塗装装置）

と二酸化炭素適合塗料の市場導入に向けたビジネスモデル案の実現に向けた課題の抽出と、

その解決に向けた検討を行い、ビジネスモデル構築の基礎資料を得た。調査の報告によると、

塗装工業界は、事業者の規模が様々であり、その投資余力や環境意識が多様である、あるい

は代理店制度による囲い込み等が行われ、現場の職人気質があり、変化を拒む体質も残って

いる等、塗装工業界特有の課題を有することが判明した。 

こういった状況を鑑み、20 年度は、本プロジェクトで開発する革新的な塗装装置（二酸化

炭素塗装装置）と二酸化炭素適合塗料の市場展開計画を明確にするために、本技術のターゲ

ットユーザーであるスプレー塗装業界における VOC 排出規制対策動向を調査するとともに、

本技術に対する潜在的ニーズを調査した。さらに、調査結果を踏まえ、本プロジェクト開発

成果の潜在的ユーザーを対象にしたワークショップを開催するとともに、潜在的ユーザーへ

の営業を念頭においた情報発信ツールの整備を行った。 

大手自動車会社と大手電気会社を対象としたヒアリング調査では、技術に関する期待が大

きいものの次のような課題が明らかとなった。 

・技術的な観点からは、具体的な定量データによるコスト削減効果、VOC 削減効果などを

示すことのできる資料（技術資料）が必要であると言える。 

・「二酸化炭素」を使用するということに関して、本質的ではないものの、温暖化対策に
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対する関心が社会的に高まる中で、抵抗感が否定できないことが明らかになった。これ

に対しては、プロモーションの観点から対策が必要である。 

潜在的ユーザーに対する情報発信を目的としたワークショップは、104名の参加者を得た。

参加者は、自動車メーカー、携帯電話、塗料メーカー、塗装専門メーカー、塗装機・装置メ

ーカー、エンジニアリング会社、家電メーカー、塗料販売店、業界団体（日本塗料工業会）

など多岐の業態にわたった。アンケートによると参加者の殆どが革新的塗装技術の可能性に

ついて高い関心を示し、装置などの市場展開の時期や予想価格に関する質問、テスト塗装の

依頼、見学希望など具体的な反応があった。またセミナー終了後、加美電子工業及び産総研

にも問い合わせがあった。特に、加美電子工業で本格的な量産が始まった場合の具体的情報

が期待されており、営業展開するにあたっては、これらの情報をできるだけ迅速に提供でき

る体制構築・システム構築が必須であると言える。 

 

３－４ 市場調査の結果から今後の展開について 

 今後の事業展開を図 B-(5)-24 に具体的に示した。本事業により加美電子工業に設置した二

酸化炭素塗装の実用化装置の完成度を高め、加美電子工業で実際に塗装を行っている高意匠

性を必要とする携帯電話・自動車内装樹脂部品への実用化を図る。現在量産ラインに設置す

るための塗装機を製作中であり、2010 年 4 月からの稼働を目指している。並行し、図 B-(5)-24

に示したプランに基づき、小型樹脂部品以外への用途拡大に向けた対応を開始した。既に自

動車車体、光学電子樹脂部品、高級木工家具の分野については，実用化に向けた共同研究を

ユーザー企業とスタートさせて、それぞれの用途に適した塗装機と塗料の開発を進めている。 

図 B-(5)-24 今後の展開 

NEDOプロジェクト／革新的塗装装置の研究開発

（平成19年6月～平成21年3月）

低VOC・CO2塗装基本技術確立

携帯電話・自動車内装樹脂部品

 （高意匠・高塗膜品質） 

○噴霧量（少量） 50ml/min 

○NEDOプロで実証 

高級木工家具類 

○噴霧量（少量） 50ml/min

○NEDOプロ技術の延長線 

光学電子樹脂部品 

（薄膜塗装） 

○噴霧量（少量） 30ml/min

○NEDOプロ技術の延長線 

家電製品（樹脂） 

○ 噴 霧 量 （ 少 ～ 中 ）

100ml/min 

○有色対応（色換え・洗浄）

自動車・車体樹脂部品 

○ 噴 霧 量 （ 多 量 ）

500ml/min 

○有色対応（色換え・洗浄） 

自動車・車体 

○噴霧量（多量） 1000ml/min

○大面積塗装、高効率塗装

 CO2負荷低減 

産総研 

塗装装置開発 

加美電子工業 

塗料開発 
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４． 結言 

 19 年度の目標と達成状況を次に示す。 

当初目標 開発状況 達成状況 

希釈溶剤を全廃した 3 種類の

クリア塗料を開発する 

次の 3種類のクリア塗料を開発に成功した。 

・塗料に占める真溶剤比率が 50%の通常タイプの

UV 硬化型塗料（希釈溶剤全廃） 

・耐擦傷性に優れた無機・有機ハイブリッド塗料

１種（希釈溶剤全廃） 

・希釈溶剤全廃に留まらず塗料中の真溶剤を60％

削減した高固形分タイプの塗料（計画以上の成

果） 

◎ 

実験室レベルの塗装装置を開

発し、翌年度の実用レベルの

塗装装置の設計に必要なデー

タを得る 

流通式塗装試験装置を開発して、混合器や運転条

件の検討を行い、開発したクリア塗料での良好な

塗装結果を得ると共に、実用化装置の開発に必要

な設計データを取得した。 

○ 

 20 年度の目標と達成状況を次に示す。 

当初目標 開発状況 達成状況 

希釈溶剤を全廃した 4 種類の

有色塗料をそれぞれ複数色開

発する 

次の 6種類のカラー塗料の開発に成功した。 

・希釈溶剤を使用しない UV カラークリア塗料 2

色（希釈溶剤全廃） 

・2 液アクリルウレタン塗料 2 色（希釈溶剤削減

率 80％） 

・1液アクリル塗料 2色（希釈溶剤削減率 50％） 

・2 液アクリルメタリック塗料 2色（希釈溶剤削

減率 80％） 

・下塗/トップ UV カラークリア塗料 2 色（希釈溶

剤全廃） 

・1液メタリック塗料（希釈溶剤削減率 50％） 

なお、2 液塗料に関しては家電外装レベルの品質

を基準とすると計画通り希釈溶剤全廃を実現し

ているが、加美電子工業の高意匠性情報家電向け

の塗装基準では希釈溶剤 80％減となる。達成状

況であるが、希釈溶剤の削減率で研究目標の未達

があるが、開発した塗料の種類で研究目標を上回

っており、達成状況を○と判定した。 

○ 

当初目標には含まれず 塗料中の真溶剤を全廃した VOC 排出ゼロの高固

形分タイプのクリア塗料を開発（当初計画にはな

い成果） 

◎ 

実用レベルの塗装を実用レベ

ルの歩留まりでクリア塗装す

る実用化装置を開発する 

塗装台に実際の小型樹脂部品を敷き詰めてクリ

ア塗装し、全ての部品について良好な塗装を確認

した。塗装した部品をユーザーにサンプル出荷

し、合格の評価結果を得て、本塗装機による塗装

が実用レベルであることを確認した。 

○ 

500万円/装置を目指した工業

化装置の検討 

塗装品に合わせたスペックの絞り込みと量産効

果により、500 万円/装置を実現するための設計

を行った。 

○ 
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塗装装置に関しては当初目標を達成した。塗料開発に関しては有色塗料について VOC 削減

率で未達ものがある一方、シンナー全廃だけではなく塗料原液に含まれる VOC をも全廃した

塗料開発に成功するなど、当初目標を著しく超えた塗料の開発に成功した。加えて塗料の種

類については計画以上の数を開発しており、全体として当初目標を達成したといえる。高意

匠性樹脂部品を塗装出来る二酸化炭素塗装装置と塗料の開発は世界初の成果である。また、

本塗装方法は環境低負荷なうえ、経済的にも既存の塗装法よりもランニングコストが低減さ

れ有利であり、早期の実用化が見込まれる。 

今後の展開であるが本プロジェクトにおいて、二酸化炭素塗装に関する基盤技術と、加美

電子工業が主力とする携帯電話・自動車電装用の小型樹脂部品向けの塗装機、および加美電

子工業の必要仕様を満足するトップコート用の塗料を開発した。現在は、量産ラインに設置

するための塗装機を製作中で、2010 年 4 月からの稼働を目指しており、実用化目前である。 

また、ビジネスモデル調査の一環として開催したワークショップでの意見交換やその後の

問い合わせを受けて、小型樹脂部品以外への用途拡大に向け、自動車車体、光学電子樹脂部

品、高級木工家具への展開に向けた共同研究をプロジェクト終了後にスタートさせて、それ

ぞれの用途に適した塗装機と塗料の開発を進めている。さらに、小型樹脂部品への塗装に関

しても加美電子工業以外の会社での量産ラインへの装置導入に向けた共同研究をスタートさ

せている。研究リソースの問題もあり全分野への急速な普及という訳にはいかないものの、

少なくとも 2010 年より着実な普及をはかって行く予定である。このように二酸化炭素塗装の

適用範囲は広く、二酸化炭素塗装という１つのジャンルを形成すると期待される。 

 

(1) 研究発表・講演（口頭発表も含む） 

発表年月

日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007年9

月15日 

 

化学工学会第39
回秋季大会 

高圧二酸化炭素存在下におけるジアルキルケ

トンの膨張率 

相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

2008 年 2

月15日 

平成19年度 産総
研 環境・エネル
ギーシンポジウ
ム4  

二酸化炭素塗装システムの開発 相澤崇史、相田努、

南條弘、鈴木明、川

﨑慎一朗 

2008 年 2

月27日 

第3回エコケミカ
ルシンポジウム 

革新的塗装装置の開発 相澤崇史 

 

2008 年 3

月19日 

化学工学会第73
年会 

酢酸エステルおよびケトン類の液相二酸化炭

素モル分率に対する膨張率の考察 

相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

 

2008 年 9

月24日 

化学工学会第40
回秋季大会 

二酸化炭素膨張液体の溶液構造の解析 相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

2008 年 9

月25日 

化学工学会第40
回秋季大会 

連続式二酸化炭素塗装装置の開発 早坂宜晃、早坂裕、

雪下勝三、鈴木明、

川﨑慎一朗、相澤崇

史、相田努、佐藤勲

征、千代窪毅 
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2008 年 9

月25日 

化学工学会第40
回秋季大会 

二酸化炭素塗装における塗膜形成と塗膜評価 佐藤勲征、千代窪毅、

宮本達也、千葉亮司、

相澤崇史、相田努、

鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂裕、早坂宜晃、

雪下勝三 

2008 年 2

月15日 

 

平成20年度 産総
研 環境・エネル
ギーシンポジウ
ム3 

二酸化炭素を用いた低VOC・高意匠性塗装の実

現 

相澤崇史、相田努、

南條弘、鈴木明、川

﨑慎一朗、雪下勝三、

早坂宜晃、佐藤勲征、

千代窪毅 

 

(2) 発表論文 

発表年月

日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

2009年7

月30日 

塗装工学, 44, 
230-237 

高圧マイクロ混合器を用いた二酸化炭素塗装

技術の開発 

鈴木明、川﨑慎一朗、

相澤崇史、小野實信、

早坂裕、雪下勝三、

早坂宜晃、佐藤勲征、

千代窪毅、中塚朝夫

 

 (3) 特許等 （出願済特許等リスト） 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2009年3

月31日 

特願2009-088479 二酸化炭素塗装方法及びその装置 鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂宜晃 

2009年3

月31日 

特願2009-088501 二酸化炭素を用いた一液型・二液型塗料の塗装

方法及びその装置 

鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂宜晃 

 

(4)受賞実績 

受賞年月

日 
受賞名 受賞内容 受賞者 

2009年7

月16日 

第３回ものづく
り日本大賞特別
賞 

有害化学物質フリー革新塗装プロセスの

開発 

早坂裕、鈴木明、相

澤崇史、川﨑慎一朗、

小野實信、雪下勝三、

早坂宜晃、中塚朝夫、

佐藤勲征、千代窪毅

 

(5)新聞発表等 

掲載日 掲載媒体 掲載題目 

2008年3月14日 日経産業新聞1面 油性塗装 有機溶剤不要に 

2008年2月27日 化学工業日報10面 CO2使いスプレー塗装 

2008年5月2日 宮城版NHK クローズアップみやぎ 

2008年5月25日 全国版NHK クローズアップみやぎ 

2009年10月14日 化学工業日報 CO2溶媒利用技術実用へ～車載・携帯部品の塗装～VOC排出

大幅に削減～年内にも工業化装置 
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２－Ｃ－（１） 有害化学物質削減支援ツールの開発 

プロジェクトリーダー ：東京大学 副学長 前田 正史 

実施企業：株式会社三菱化学テクノリサーチ       

株式会社三菱総合研究所           

 

 

１．研究概要 

本研究開発は、VOC（Volatile Organic Compounds：揮発性有機性化合物）の排出削減につ

いて、VOC 対象物質の代替、使用・発生抑制、排出物の処理といった技術的な手段により直

接削減するのではなく、これら削減技術に関する幅広い情報を VOC 排出事業者に提供するこ

とにより、間接的に VOC を削減することを目指すものである。 

VOC の削減については、よく知られるように法規制と自主的取組とのベストミックスによ

り、2010 年度までに 2000 年度比 3割削減を目指すこととされている。しかしながら、VOC 排

出量は平成 18 年度実績推計段階では 20％削減にとどまっており、平成 22 年度までに 30％削

減の目標に向けて、さらに 14 万トン程度の削減が求められている。なかでも自主行動計画に

属さない“その他分”のより一層の削減の必要性が大きくなっている。 

このような自主行動計画に属さない排出事業者の多くは、中小事業者であり、“削減対策と

してどのような方法があるのかわからない！”、“対策には多大な投資が必要で、自社で採用

できるような対策がないのではないか？”といつた戸惑いが見られる。このため、本研究で

は、このような状況に対応するため、インターネット上で VOC 発生抑制・排出削減対策に関

する情報を提供し、複数の対策について自社の条件で各種試算ができ、対策選定の手助けを

する Web ツール【略称：VOC ナビ】を開発し、実際の運用を行うことで、より使い易いツー

ルへと改良していくことを行った。 

 

インターネットで上記情報を提供し、
排出削減を支援する

「Ｗｅｂツール（ＶＯＣナビ）」が有用

VOC排出削減
の枠組み

(規制と自主的取組）

に対し

中小事業者中小事業者
の戸惑い

複数の対策につき
自社の条件で各種
試算ができ、対策選
定を手助けする

■ 削減対策としてどのような方法があるのかわからない！

→ 様々なVOC削減技術の選択肢を提供
■ 対策には多大な投資が必要で、自社で採用できるような対策はないのでは
ないか？

→ あまりお金をかけずにVOCを削減する・VOC削減と同時にコストを
削減できる方法の紹介
■ 製品納入先からVOC削減を求める動きへの対応が急務！

→ 顧客からの要請（グリーン購入、企業イメージなど）
＊VOC対策（水性化等）で受注が増えた事例

■ 環境に配慮した企業を評価する社会情勢の強まり！

→ 企業姿勢のアピール（環境対策、省資源・省エネへの積極性）
→ 悪臭対策にもなり、近隣住民からも好印象
■ その他の効果

→ 作業環境改善（社員の健康保持、消防法の規制緩和など）

● 対策ガイドや削減マニュアルが作成され、普及努力が行
われているが、さらに多様な情報伝達手段が望まれる。

 
図 C-(1)-1 “VOC ナビ”開発の背景と意義 
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第一のツール利用者ターゲットは、前述のように“VOC の使用現場で VOC 対策を検討され

る方”であるが、VOC 対策技術を開発される方（技術サプライヤー）や VOC 政策・施策を立

案される方（行政担当者）も充分、有効に活用することができるツールとなる。 

物質ごと/業種ごと/事業規模ごと

のVOC排出状況のベンチマーク

適用可能性処理技術の抽出

処理装置の効果・コストの概算

概略見積依頼

排出量の算出

削減効果の試算

対策技術の選定

コストの概算

概略見積依頼

現場でVOC対策の検討をされる方

技術開発の企画をされる方

政策・施策の立案をされる方

VOCの国内における現状を知りたい方

こんなことが出来る！
こんなことが分かる！

こんな方におすすめ！

重点業務分野

ｽﾌﾟﾚｰ塗装・脱脂洗浄

グラビア印刷・接着

に応じた内容で

全VOCを対象に

検討

対象６物質

トルエン
キシレン

クロロホルム
塩化メチレン

トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン

について
詳細情報を提供

 

図 C-(1)-2 “VOC ナビ”でできること 

上記のような背景と基本コンセプトのもとに、平成 17 年度から平成 20 年度の 4 ヵ年にわ

たり、VOC ナビ（VOC 削減支援ツール）の開発を実施した。大略は図Ｃ-(1)-3 に示すとおり

である。 

脱脂洗浄用途の代替原料
に関するデータ収集と解析

トルエン、ＴＣＥを対象に
ミクロフローの基本構成
を作成

脱脂洗浄適用可能技術の
検索および適用効果の試算に
ついて基本構造を作成

ＷＥＢツールの基本機能と
階層構造を作成

用途／工程別
排出割合の表示

３物質（トルエン、ＴＣＥ、
ＰＣＥ）／２００３年度
マクロフロー作成

＋３物質（キシレン、ＤＣＭ、
ＣＦ）
：計６物質／２００４年度
マクロフロー作成

６物質／２００５年度
マクロフロー作成

１８業種／４用途／５物質の
計３７組についてミクロ
フロー解析とデータ作成

７５業種／９用途／５物質の
計１７８組について
ミクロフロー解析と
データ作成

重点業務別ＩＰ対策
スプレー塗装、脱脂洗浄、
グラビア印刷、接着

・コスト等推算式の改良
・重点業務別ＥＯＰ対策
試算機能作成

・対策技術指定方式から、
適用可能技術候補提示方式
に変更
・概略コスト、削減効果提示

・プロトタイプＷＥＢツール
作成
・画面改良設計

・新機能のソフト作成
・試用版作成→試験公開
ユーザー意見→ツール改良
・掲示板開設

対象物質対象物質
（マクロフロー）（マクロフロー）

対象業種対象業種
（ミクロフロー）（ミクロフロー）

ＥＯＰ対策ＥＯＰ対策
（工場出口での（工場出口での
処理対策）処理対策）

ＩＰ対策ＩＰ対策
（原材料・（原材料・
機器変換、機器変換、
工程内改善）工程内改善）

ＷＥＢツールＷＥＢツール
の開発の開発

Ｈ１７年度
ツール構成要素の開発

Ｈ１８年度
プロトタイプ開発

Ｈ１９年度
試用版を試験公開

Ｈ２０年度
情報･機能拡充

トータルVOCの
使用／排出フロー
作成（塗装・印刷）

トータルVOCの
使用／排出フロー
作成（塗装・印刷）

処理対策ごとの
CO2発生量の算出

処理対策ごとの
CO2発生量の算出

含有物質に応じた
技術選別と前処理
技術情報の提供

含有物質に応じた
技術選別と前処理
技術情報の提供

・複数メーカーへの
概略見積一括依頼

・複数メーカーへの
概略見積一括依頼

Ｖ
Ｏ
Ｃ

ナ

ビ
（
Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

ＶＶ

ＯＯ

ＣＣ

ナナ

ビビ

（Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

（Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

ビジネスビジネス
モデル検討モデル検討

VOCナビ
利用
ニーズ

VOCVOCナビナビ
利用利用
ニーズニーズ

ビジネスモデル
検討

ＶＯＣナビ潜在利用者
数・削減効果

の推定

ＶＯＣナビ潜在利用者
数・削減効果

の推定

 

図 C-(1)-3 “VOC ナビ”開発の 4 年間と成果 
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概ねⅰ)開発初期段階では、マクロからミクロに至る VOC の実績フローの分析と提示方式の

検討及び削減対策技術データの収集と適用技術の評価を中心に、ⅱ）中期段階では、IP（イ

ンプラント）対策と EOP（エンドオブパイプ）対策を含めた技術適用による効果試算機能の

拡充と Web ツールとしての試運用を、ⅲ）最終段階では、試運用で得られた意見・要望を踏

まえて、複数メーカーに対する概略見積一括依頼機能の作成及び CO2発生量の算出等のツール

としての機能拡充に重点をおいて行った。各作業要素毎の展開は以下のとおりである。 

対象物質の我が国全体での流れを示すマクロフローの作成では、作成対象を、早急に削減

が求められる塩素系有機溶剤として、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、塩化メ

チレン、クロロホルムの 4 物質、使用量の多い有機溶剤としてトルエン、キシレンの 2 物質

の計 6物質を対象物質として取り上げた。平成 17 年度では、このうちまずトルエン、トリク

ロロエチレン、テトラクロロエチレンの３物質を対象に 2003 年度のマクロフローを作成し、

続く平成 18 年度に、塩化メチレン、クロロホルム、キシレンを加えるとともに、6物質すべ

てについて 2004 年度のマクロフローを作成した。さらに、平成 19 年度は、これら 6 物質に

ついて 2005 年度のマクロフローを解析・作成し、追加・更新を行った。 

個別の事業所での上記対象物質の物質収支を示すミクロフローの作成では、平成 17 年度に

トルエン、トリクロロエチレンを対象に業種、用途、物質を軸に事業所でのフロー（ミクロ

フロー）を示すその基本構成を検討、確立した。平成 18 年度には 18 業種、4 用途、5物質の

計 37 組（業種、用途により、使用、排出しない物質があるため単純な掛け算の組合せ数とは

異なる）について、ミクロフロー解析とデータ作成を行い、平成 19 年には、これを 75 業種、

9 用途、5 物質の計 178 組のミクロフローへと拡張した。平成 20 年度については、塗装・印

刷用途について特定の物質ではなくトータル VOC でのミクロフローを検討・追加した。 

VOC 使用事業所での工場出口での対策である EOP（エンドオブパイプ）対策については、平

成 17 年度に、まず脱脂洗浄について、適用可能な技術を検索し、その適用効果を試算する手

法を構築し、平成 18 年度には、これをユーザーが対象技術を指定する方式から、適用可能技

術の候補とその概略コスト、効果を提示する方式へ変更した。平成 19 年度には、集積された

処理装置メーカー等のデータに基づいて、コスト等推算式の精度向上を図るとともに、重点

業務（脱脂洗浄、スプレー塗装、グラビア印刷、接着）についても、EOP 対策適用の試算が

できる機能を追加し、平成 20 年度には、含有物質に応じた技術選別と前処理技術に関する情

報提供機能の充実を図った。 

VOC の削減を、原材料・機器の変換、工程内改善といった手法で実現する IP（インプラン

ト）対策については、平成 17 年度に脱脂洗浄用途について、代替原料に関するデータ収集と

解析を実施、平成 18 年度には用途・工程別の排出割合の表示を行った。平成 19 年度には、

これらデータをもとに、上記重点４業務について IP 対策の実施の効果等を試算表示する機能

を構築した。さらに、平成 20 年度については、EOP 対策も合わせて、VOC 対策による CO2発生

量が試算できる機能を追加した。 

一方、Web ツールの開発という側面では、平成 17 年度に Web ツールの基本機能と構造につ

いて検討し、平成 18 年度には具体的な画面設計を行い、Web ツールのプロトタイプ版を作成
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した。平成 19 年度は、これをインターネット上で試験公開するなど普及啓発活動を合わせて

実施、得られたユーザー意見を踏まえて機能改良を行った。平成 20 年度には、このうち特に

ユーザー拡大に有効と考えられる複数メーカーへの概略見積一括依頼機能を追加するなどユ

ーザーフレンドリーな機能拡充に取り組んだ。 

また、開発した VOC 削減ツールをビジネスベースで運用し得るかの検討を平成 19 年度より

開始し、その中でツールの潜在利用者数や削減効果の推定を行うとともに、VOC ナビ運用の

ビジネスモデルの検討を実施した。 

 

 

２．研究方法 

２.１ 有害化学物質削減支援ツール（VOC ナビ）用データ収集・分析 

２.１.１ マクロフロー解析ツール用データ収集・分析 
ある化学物質が、どれくらい市場に投入され、どういうルートをたどって最終的にどう

なるのか。そういった化学物質の生産から廃棄までの流れを見える化した「マクロフロー」

を、本ツールで対象とした 6 物質について作成し、VOC としての排出状況や排出ポイント

を把握するための参考資料として、ツール上で提供する。 

 フロー作成に使用したデータの収集・整理手順は以下の通りである。 

ライフサイクルの把握 

 6 物質それぞれの基本物性、代表的な製造方法、主な用途、及び排出後の挙動等の概要

を各種文献により把握した。 

統計データの収集・整理 

 日本全体における生産量や輸入量などの統計データを、経済産業省または財務省などの

資料や、関連業界団体の統計資料等により収集した。 

用途別需要量データ 

 経産省委託調査報告書や関連業界団体の資料を基に、各用途への需要量を推定した。 

PRTR データの整理（業種別・用途別） 

 PRTR データは、6 物質について業種ごとに集計し、またそれらをさらに用途ごとに分類

した。用途の分類は、届出事業所の業務内容等からの推定により行った。 

 

２.１.２ ミクロフロー解析ツール用データ収集・分析 
ミクロフロー解析では、マクロフロー解析で把握した要削減ポイントの用途や業種につ

いて、要削減ポイントをさらに絞り込むための情報（使用・排出実態）を把握する。 

このような情報として、ミクロフロー解析ツールでは、以下の情報を提示する。 

① ミクロフロー解析結果 

② 従業員規模別大気排出量のグラフ、散布図 

③ 詳細排出状況解析 

 

上記の①は、化学物質を取り扱っている事業所において、業種（大分類、小分類）、従業
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員規模、化学物質名、用途を指定した場合の事業所内の平均的な物質フローである。業種

の小分類まで区分けすることによって、業種の特性をさらに詳細に見ることができる。 

また②は、化学物質・業種（大分類）ごとに、事業所の従業員規模別の大気排出量を示

したグラフおよび該当する事業所の従業員規模と大気排出量の値をマッピングした分布図

である。③は、VOC の主要排出源である塗装工程、洗浄工程、印刷工程、接着工程につい

て、VOC の使用状況等を示すデータである。 

データ収集・分析は、以下の手順で進めた。 

・ 基礎データの収集・分析 

・ ミクロフロー推計（モデル、推定式は平成 18 年度の成果をベースとした） 

・ データベース作成 

 

基礎データの分析においては、表 C-(1)-1 に示すような事業所レベルのデータおよび統

計データなどを元にした。 

 

表 C-(1)-1 基礎データの収集・分析の際の利用情報 

資料名 記載データ 検討事項 

経済産業省・環境省 PRTR

届出データ（化管法第11条

に基づく開示） 

PRTR 届出事業所ごとの業種、従

業員数、化学物質、排出量、移動

量など。 

事業所レベルでの業種ごとの排出量

等の検討。 

経済産業省｢VOC 排出抑

制に係る自主行動計画｣ 

工業団体ごとの VOC の年度の使

用量・排出量など。 

VOC として算出されているので、他

の資料と併せて、物質ごとの使用

量・排出量を検討。またその結果か

ら排出係数を算出。 

自治体の条例で収集して

いる取扱データ 

自治体の条例によって集められた

事業所ごとの溶剤取扱量等。 

事業所ごとの溶剤取扱量等のデータ

を設定。そこから排出係数を設定。 

社団法人日本塗料工業会

｢平成 17 年度 塗料からの

VOC 排出実態推計のまと

め｣（平成 19 年 2 月）、｢平

成 18 年度 塗料からの

VOC 排出実態推計のまと

め｣（平成 20 年 2 月） 

塗料の種類（シンナー含む）および

用途ごとの出荷量。 

トルエン、キシレンなどの用途ごとの

排出係数を算出。 

環境省｢PRTR 対象化学物

質の排出削減に向けた取

組事例集｣（平成17年8月） 

業種、従業員規模、事業内容、製

造工程、対象物質、排出ポイント、

排出の算出方法、物質の年度ごと

の取扱量・排出量など。 

63 事例が紹介されている。 

左記事例の中から今回の対象物質

の取扱い事例を抽出し、排出係数を

算出。また、工程の詳細を検討。 

企業の環境報告書、CSR

報告書および web 情報 

VOC の使用量・排出量、取扱製品

など。 

上記検討の補足。 

経済産業省「工業統計表 

産業編」 

業種、従業員規模ごとの事業所

数、原材料使用額等、製造品出荷

額等。 

業種（小分類）ごと、従業員規模ごと

の VOC 使用量の参考情報。 

また、これらのデータだけでは不十分であるので、塗装工程、印刷工程、接着工程につ

いて、事業所へのアンケート調査を実施し、VOC（トルエン、キシレンなど）の事業所ごと

の取扱量、廃棄物量、回収・再生量、排出抑制対策の実施状況等の基礎データの収集を行

った。 

ミクロフロー解析でデータベースを作成した業種、用途、化学物質を表 C-(1)-2 に示す。

なお、データは業種（小分類）レベルで作成した。 
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表 C-(1)-2 ミクロフロー解析の作成データ一覧 

業種（大分類） 用途 化学物質 

印刷・同関連業 印刷（出版グラビア） トルエン 

印刷（軟包装グラビア） トルエン 

全 VOC 

化学工業 化学原料/加工溶媒 キシレン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

クロロホルム 

トルエン 

塩化メチレン 

プラスチック製品製造業 塗装（その他） トルエン 

全 VOC 

その他 塩化メチレン 

ゴム製品製造業 接着 トルエン 

鉄鋼業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

非鉄金属製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

金属製品製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

一般機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

電気機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

輸送用機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

トルエン 

全 VOC 

精密機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

その他の製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） トルエン 

全 VOC 

洗濯業 クリーニング テトラクロロエチレン 

注）データは業種（小分類）レベルで作成した。 

 

２.１.３ 用途別排出パターンのデータ収集・分析 
印刷用途を中心として、VOC 排出事業所を選定し、VOC 利用実態および排出濃度や排出風

量など VOC の大気への排出状況に関する現場測定を実施し、対策技術についての知見を得

た。 

この分析結果等を基に、削減支援ツールの利用者による入力値である、VOC 利用量、稼

働時間等と排出濃度、排出風量との関係を定量的に明らかにし、データベース化すること

を目的として、用途ごとに VOC 排出特性を峻別する代表的パターンを設定した。設定した

排出パターンは以下のとおりである。 
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表 C-(1)-3 設定した用途別排出パターン 

＜金属洗浄(例)＞ 

 パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ 

排ガス風量 

（m3/分） 
10 40 60 100 

排ガス種類 

（主成分） 
塩化メチレン 塩化メチレン トリクロロエチレン トリクロロエチレン

排ガス濃度 

（ppm） 
1,500～2,500 500～800 250～500 150～400 

排ガス温度 35℃ 

原ガス性状 不純物として切削加工油を含む 

電動機仕様 全閉外扇屋外形×E 種絶縁形 

稼働時間 8h/日、週 5 日稼働 

供給電源 60Hz×220V×3 相 

付帯設備 チラー設備等運転に必要な設備 

装置設置場所 屋外建屋に設置 

 

２.１.４ 削減対策技術の適用性評価・検索ツール用のシーズ特性データの収集・分析 
実測結果等及びそれに基づく代表的パターン分類と排出濃度等の条件設定に基づき、EOP

削減対策技術のサプライヤーに対して、アンケート調査・ヒアリング調査を実施し、サプ

ライヤー保有の技術・装置ごとの適用可能化学物質、技術・装置のイニシャルコスト、ユ

ーティリティ等の使用量とランニングコスト、所要面積、適用事例を収集し、データベー

ス化した。この際、実測結果に基づく条件設定を行った上で、データ収集とデータベース

化を図った。 

一方、VOC を使用している工程の中で、原材料や使用機器、あるいは作業方法等を改善

することで VOC の排出を削減できる、いわゆるインプラント(IP)対策の手法について、対

策の種類の説明や、対策導入のための情報提供を行い、さらにツールのユーザーが独自の

条件を入力して効果やコストを検討できる IP 検討ツールを開発した。該検討機能に必要な

IP 削減対策技術に関する効果やコストの情報は、各工業会や国の調査報告書等を基に、専

門家へのヒアリング等を参考にしながら収集・分析し、ツール上で入力するユーザーの条

件に応じた効果とコスト変化を算出するためのアルゴリズムの開発へつなげた。 

 

２.１.５ VOC 排出削減対策毎の二酸化炭素排出量データの収集・分析 
EOP 削減対策技術関連データ 

算定にあたっての基本的な考え方について、以下のとおり整理した。 

・ 原則として、温室効果ガス算定報告公表制度の算定範囲（＝排出事業所からの直接排

出＋電気・熱使用に伴う間接排出）に合わせる。具体的には以下を算定対象とした。 

- VOC 削減装置が消費するエネルギーの使用に伴う CO2排出量増加分 

- VOC の分解・燃焼に伴う CO2排出量増加分 

・ CO2以外の温室効果ガスについては原則として考慮しない。 

IP 削減対策技術関連データ 
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インプラント（工程内）における VOC の削減対策に関して有効な手段の一つに、原材料

を低 VOC のものに変換する方法がある。しかし、より広い視野で環境問題を捉えた場合、

原材料を変換することが新たに及ぼす環境負荷についての考慮が必要になる。 

そこで本ツールでは、使用する原材料の種類と量に応じて、その製造までの CO2排出量を

算出し、原材料の変換にともなう環境負荷の変化についての参考値を表示する。 

 

 

３．研究結果と考察 

３.１ 有害化学物質削減支援ツール（VOC ナビ）の開発 

３.１.１ 支援ツールの全体構成 
ハードウェア構成 

本ウェブシステムを実現するために、下記のハードウェアを導入した。 

表 C-(1)-4 ハードウェア構成 

種類 ハードウェア仕様 

WEB サーバ 

CPU Xeon3.06GHz 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 143Gbyte×2（RAID1） 

DB サーバ 

CPU QuadCore Xeon L5410 2.3GHz （L2 Cache：6MB×2） 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 160Gbyte×2（RAID1） 

メールサーバ 

CPU Xeon2.8GHz 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 80Gbyte×2（RAID1） 

ファイアーウォール

(以後、F/W と記す） 
型式 NetScreen50 

 

 

ソフトウェア構成 

本ウェブシステムを実現するために、下記のソフトウェアを導入した。 

表 C-(1)-5 ソフトウェア構成 

種類 ソフトウェア仕様 

サーバ側 WEB サーバ 

OS CentOS 

WEB Apache2.0 

APP Tomcat4.1.31 
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プログラム

実行環境 
Java2（1.4.0） 

DB サーバ 
OS CentOS 

DB PostgreSQL8.1.4 

メールサーバ 
OS CentOS 

MAIL qmail 

プログラムで使用するソフトウェ

アと標準仕様目安 

CSS Level 2 

Java Script 1.2 

JSP 1.2 

XML 1.0 

Struts 1.3.8 

クライアント側 

稼動ブラウザ）Internet Explorer 6 以上 / Netscape 

6 以上   

推奨ブラウザ）Internet Explorer 6.0 以上 

 

 

ネットワーク構成 

本システムを実現するために、下記に示すネットワーク環境を構築することにした。本

システム内には、個人情報を取り扱う機能が含まれているため、ネットワーク環境の構築

にあたっては、セキュリティについて可能な限り考慮した。 

 

 

 

図 C-(1)-4 ネットワーク構成 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ.2－255



 

サイト構成 

本ウェブサイトは、以下の構成となっている。 

 

                   

  【HOME】         

  【業務別削減策】  【フローと削減技術】    

   スプレー塗装   削減対策の効果を知る   

    対策の選択   事業所で見る排出状況 

    原材料機器の変換   工程で見る排出状況   

    作業の改善   削減技術シミュレーション 

    処理装置の導入  VOC 排出状況を調べる   

   脱脂洗浄    全体で見る排出状況   

    対策の選択    トルエン   

    原材料機器の変換    キシレン   

    作業の改善    トリクロロエチレン 

    処理装置の導入    テトラクロロエチレン 

   グラビア印刷     塩化メチレン 

    対策の選択    クロロホルム 

    原材料の変換   業種で見る排出状況   

    作業の改善    トルエン   

    処理装置の導入    キシレン   

   接着      トリクロロエチレン 

    対策の選択    テトラクロロエチレン 

    原材料の変換    塩化メチレン 

    作業の改善    クロロホルム 

    処理装置の導入   全体排出状況解析   

  【資料請求・見積依頼】     トルエン   

        資料請求・見積依頼のしかた    キシレン   

   資料請求・見積依頼     トリクロロエチレン 

   これまでの資料請求・見積依頼    テトラクロロエチレン 

  【利用のひろば】    塩化メチレン 

        このツールの使い方     クロロホルム  

   このツールについて   詳細排出状況解析   

           目的別使い方の例    塗装工程   

   条件選択のヒント   洗浄工程   

   お問い合わせ先    印刷工程   

   What's New    接着工程   

  【VOC 関連情報】        

   VOC ニュース   削減技術の情報    

   VOC 関連サイト    対策装置の検索   

       工程内対策の検索   

  ＊HOME         

  ＊サイトマップ      

  ＊プライバシーポリシー      

                    

図 C-(1)-5 支援ツールのウェブサイト構成（サイトマップ） 
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３.１.２ マクロフロー解析ツールの開発 
マテリアルフロー 

対象とする 6 物質について、生産から廃棄までの国内の流れを示したマテリアルフロー

を作成し、WEB 上でユーザーに提供するツールを開発した。 

業種フロー 

対象とする 6 物質について、PRTR 制度により公開された排出量を業種ごとにまとめ、大

気への排出量の多い順に並べた業種フローを作成し、WEB 上でユーザーに提供するツール

を開発した。 

 

３.１.３ ミクロフロー解析ツールの開発 
ミクロフロー解析ツールでは、以下データを表示する。 

① ミクロフロー解析結果 

② 従業員規模別大気排出量のグラフ、散布図 

③ 詳細排出状況解析 

上記の表示項目のうち、①のツール画面上での表示イメージを以下に示す。 

 

 

図 C-(1)-6 ミクロフロー解析結果の表示の例（全 VOC の場合） 

３.１.４ EOP 削減対策の適用性評価・検索ツールの開発 
本ツールでは、EOP 削減対策に関して大きく「削減対策シミュレーション」「削減技術情報

の検索」「業務別の EOP 対策の検討」の 3つの機能を有している。 
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削減対策シミュレーション 

 

図 C-(1)-7 項目の選択画面 

上記の項目を全て入力後、削減対策シミュレーションを実行する（ページの「計算」ボ

タンをクリックする）ことで、図 C-(1)-8 のように削減対策シミュレーションの計算結果

が表示される。画面左側の事業所に入る矢印は、事業所で 1 年間に使用する化学物質の量

を、右側の事業所から出る矢印は、削減技術適用前後の事業所からの予測排出量を示して

いる。 

 

図 C-(1)-8 削減対策シミュレーション計算結果の画面 

技術検索 

「削減技術情報の検索」では、削減技術、メーカー名を選択することにより、条件に合

った削減技術を一覧表示することが可能である。 
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削減技術(大分類、小分類)、供給メーカーを選択し、検索ボタンを押すことで、検索結

果が表示される。検索結果では、以下の情報を参照可能である。 

・ 適用事例：他社事例、外部ホームページの適用事例を参照可能 

・ 供給メーカー、装置・手法名情報：供給メーカーの企業ホームページ及び供給メーカ

ーの企業ホームページ内の製品情報を参照可能 

 

 

図 C-(1)-9 検索結果の表示画面の例 

 

３.１.５ IP 削減対策の適用性評価・検索ツールの開発 
 

IP 検討ツールは、VOC の排出が多い業務分野（スプレー塗装、脱脂洗浄、グラビア印刷、

接着）について作成した。WEB ツール「VOC ナビ」上に、この 4 つの業務分野についてより

簡易な操作で対策検討ができる「業務別削減策」というカテゴリを設け、分野ごとに現状

認識と IP 及び EOP の対策検討が一貫して実施できるような形式のページ構成で作成した。 

 

表 C-(1)-6 IP 検討ページの構成 

ページ 内容 

対策の選択 

対策を行っていない一般的な工程における VOC 排出の現状について

認識してもらい、対策手法の概要を説明し、ツールによる対策検討の

ナビゲーションを行う。 

原材料・機器の変換 
工程内で使用する、VOC を含む原材料や機器または装置を変換する

手法について、ユーザー個別の条件を用いて導き出した VOC 排出削
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減効果と必要コストの目安を提示する。 

作業の改善 

工程内で VOC を扱う作業方法に関して、VOC 排出に影響する項目に

ついて説明し、VOC 削減のための改善の方向性及びそれによって期

待される効果と必要コストの一般的な目安を提示する。  

 

３.１.６ VOC 排出削減対策における二酸化炭素排出量算出ツールの開発 
EOP 削減対策技術 

2.1.5 で設定した算定ロジックを用いて、VOC 排出削減対策ごとの二酸化炭素の排出量

算出が可能なツールを開発し、「削減対策シミュレーション」と「業務別の EOP 対策」に

実装した。 

IP 削減対策技術 

インプラント（工程内）の VOC 排出削減対策技術に関する CO2排出量の算出は、対策前と

対策後に使用する原材料の種類と使用量に応じて行う。算出ツールは原材料・機器変換法

画面に設置し、ここで現在使用中の原材料と検討する対策用原材料を選択し、さらに使用

量を入力することで、これらを用いたそれぞれの原材料の製造までの CO2排出量の算出を行

い、VOC の削減効果を示す結果表と合わせて表示する形式とした。 

 

３.１.７ 概略見積一括依頼機能の開発 
概略見積一括依頼機能は、VOC 排出事業者がサイトを通じて技術サプライヤーに対して

見積依頼を行うことができる機能である。当機能での排出事業者と技術サプライヤーの最

適なマッチングにより、対策促進につながるものと考えられる。本機能のオペレーション

の流れを図 C-(1)-10 に示す。 

排出事業者 削減支援ツール 技術サプライヤ

対策技術検索

見積依頼先選定

見積依頼シート記
入･依頼実行

依頼を受けた技術サプライ
ヤにお知らせメール配信

お知らせメール着信

ツールにログイン、
見積依頼シート確認

見積検討・作成

見積書受領 見積書発送

依頼内容説明
依頼内容確認

直接連絡・交渉

依頼を行った排出事業者
にお知らせメール配信

お知らせメール着信

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

排出事業者 削減支援ツール 技術サプライヤ

対策技術検索

見積依頼先選定

見積依頼シート記
入･依頼実行

依頼を受けた技術サプライ
ヤにお知らせメール配信

お知らせメール着信

ツールにログイン、
見積依頼シート確認

見積検討・作成

見積書受領 見積書発送

依頼内容説明
依頼内容確認

直接連絡・交渉

依頼を行った排出事業者
にお知らせメール配信

お知らせメール着信

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

 

図 C-(1)-10 オペレーションの流れ 
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本機能によって、排出事業者は、気に入った幾つかの技術サプライヤーに対して、サイ

ト上から直接、見積もり依頼を行うことができるようになる。 

技術サプライヤーが見積依頼を受けた後は、技術サプライヤーでの通常の営業活動と同

様に、直接、排出事業者と連絡を取り、商談の交渉を進めることになる。 

 

３.２ VOC ナビの普及活動と利用状況 

ワークショップの開催 

 VOC ナビの普及のため、ワークショップを開催した。開催日時・開催場所等の一覧を以下

に示す。 

表 C-(1)-7 ワークショップ開催日時・開催場所等 

開催回数 開催日 開催場所 参加人数 

1 2007 年 10 月 11 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 午後： 注１ 

2 
2008 年 1 月 28 日 岡山市（岡山コンベンションセンター） 

午前：12 名 

3 午後：19 名 

4 
2008 年 1 月 30 日 福岡市（アスクビル） 

午前： 7 名 

5 午後：15 名 

6 
2008 年 7 月 18 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 

午前：15 名 

7 午後：18 名 

8 
2008 年 7 月 29 日 大阪市（NEDO 技術開発機構 関西支部） 

午前： 9 名 

9 午後：12 名 

10 2008 年 8 月 20 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 夜間：19 名 

注１：当日参加があったなどにより、参加数不明。 

注２：一部の開催回については、参加人数ではなく、申込人数。 

 以下にワークショップ参加者を対象に実施したアンケート調査結果を示す。 

 

【VOC 対策のニーズ】 

・ 物質、用途については、現在、ツールに掲載されているものおよび今年度開発予定の

ものについてのニーズが高かった（物質：トルエン、キシレン、用途：塗装、洗浄、

印刷等）。 

 

【コンテンツについて】 

・ 対策技術の情報については、利用ニーズが高かった。 

・ 事業者が求める情報項目としては、対策技術のメーカー名よりも、むしろ技術の内容

に関する情報（削減効果、ランニングコスト、導入事例）を求めている傾向が見られ

た。 

 

【操作性について】 

・ 操作性については、否定的な意見は少なかったが、あまり有効な意見は得られなかっ

た。 

 

【運用形態について】 

・ VOC 対策の情報入手先については、インターネットからという意見が多かった。（本

ツールの利用についても期待できる感触を得た。） 

・ 事業者の情報入手先は、インターネット以外に、原材料・装置に販売業者・メーカー、

業界団体、展示会が挙げられる。→本ツール普及については、このようなルートを検

討することが重要であると考えられる。 

・ サプライヤーからは自社技術を登録したいという意見が多かった。登録料金として

は、1商品当たり 1万円～10 万円程度が妥当であるという意見が多かった。 
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３.２.１ VOC ナビの公開と利用状況 
公開時期と VOC ナビの開発状況 

平成 19 年 8 月、業務別 VOC 排出削減対策検討機能（スプレー塗装編）を完成してウェブ

サイト用の基本機能が整ったのを機に、8月 27 日にインターネットでの一般公開を開始し

た。VOC 排出削減支援ツールの機能と一般公開を開始したことを 8月 28 日に開催された産

業環境管理協会の VOC 対策セミナーで発表した。引き続き脱脂洗浄編を作成し、9月 12 日

～9月 14 日に東京ビッグサイトで開催された国際洗浄産業展に出品し、利用方法のデモン

ストレーション行った。以上のように、平成 19 年度のソフト開発予定項目が完了したわけ

ではないが、ソフト開発と並行して、作成した機能を逐次一般公開して多くの人に使って

もらい、わかり難い点、使い難い点、ツールに期待する機能等利用者の声を集め、それを

参考にツール改良を進めた。 

開発プロジェクトにおいても平成 19 年 10 月 11 日にワークショップを東京で開催し、ツ

ール機能の概要とインターネットを使っての利用方法の説明を行い、利用普及を図った。 

 

アクセス数と利用者分析結果 

VOC ナビの VOC 対策検討機能完成に伴い、ウェブサイトへのアクセスデータを 2008 年 1

月から収集し、利用状況を調査・分析を実施した。 

ウェブサイトへのアクセス数をページビュー数の月間推移でみると、平成 20 年前半は月

間 8 千ページ前後で推移していたが、ワークショップ等 VOC ナビの普及活動を活発に実施

した7月以降1万5千ページ前後に増加し、11月以降は2万 5千ページ前後になっている。 

 VOC 排出事業者からのアクセスを業種分類すると図 C-(1)-11 に示したとおり、電機・電

子製造業、輸送機械製造業（自動車製造、自動車部品製造）、化学工業、ゴム製品製造業で

全体の 75％を占める。電機・電子製造業、輸送機械製造業においては、製造工程に洗浄、

塗装等 VOC を取り扱う工程があり、VOC 排出抑制に取り組んでいるためアクセスが多いも

のと思われる。 

 

 

28%

26%
19%

13%

6%
4% 4%

　　　電機・電子

　　　自動車・同部品

　　　化学・ゴム

　　　機械

　　　住宅・家具

　　　印刷・塗装

　　　製薬

 

図 C-(1)-11 業種別アクセス分析（排出事業者） 

 

2008 年 1 月から 2009 年 2 月までのツールの各機能のアクセス数を各月 4 ページ以上の
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アクセスについて集計した結果を表 C-(1)- 8 の中央に示す。 

見積依頼機能は 2008 年 7 月から利用開始したので、アクセス数の比率を比較するには

2008 年 7 月以降のアクセス数で分析するのがよい。 

また TOP ページは除外して利用比率を比較した結果を表の右部分に示す。 

業務別の塗装と削減対策情報検索の利用数が多いことがわかる。また、見積依頼のペー

ジに 3,600 のアクセスがあり、関心が高いことを示しているので、今後実際に見積依頼が

実施されるよう、フォローアップが必要である。 

 

表 C-(1)-8 VOC ナビの利用ページ分析 

ツール機能 08/01-09/02 08/07-09/02 

 ｱｸｾｽ合計 比率％ ｱｸｾｽ合計 比率％ 

  TOP ページ 18,295 20.1 10,529    － 

  業務別         

    塗装 12,620 13.8 7,157 15.7

    洗浄 5,899 6.5 3,308 7.3

    印刷 6,868 7.5 3,945 8.7

    接着 3,137 3.4 2,266 5

  処理対策(シミュレーション） 2,360 2.6 1,299 2.9

  マクロフローと解析 5,507 6 3,194 7

    業種フローおよび工程図 2,789 3.1 1,689 3.7

  ミクロフローと解析 5,125 5.6 3,001 6.6

  情報検索（処理装置） 8,057 8.8 5,050 11.1

  情報検索（工程内対策） 5,505 6 3,888 8.6

    見積依頼 3,618 4 3,618 8

  利用のひろば 8,486 9.3 5,056 11.1

  ＶＯＣニュース 2,882 3.2 1,990 4.4

       合計 91,148 99.9 55,990 100.1

 

３.３ VOC ナビ開発の成果 

３.３.１ VOC ナビ利用による VOC 排出削減量推計 
今回、開発を行った“VOC ナビ”は利用可能な対象業務や対象物質が必ずしも特定範囲

に限定されるものではないが、特に実務的な検討を実施する対象として、VOC 排出量の多

い『スプレー塗装』、『脱脂洗浄』、『グラビア印刷』、『接着』を取り上げている。そこで、

これら 4 業務に係る VOC 排出量を見ると、平成 18 年度推計で 563,513 トンであり、これが

本ツールがより積極的に働きかけ得る VOC 排出量（＝VOC 削減ポテンシャル量）と考える

ことができる。 

そこで、ツールによる排出削減期待効果を、 

VOC 排出削減期待量 ＝ VOC 削減ポテンシャル量 × トリガー率×対策実施効果 

＊ここで、 

トリガー率 ：VOC ナビの利用が契機となって排出事業者が対策を実施する率 

対策実施効果：対策を適用することで VOC が削減される割合（EOP 対策で 80％、IP 対策で 30％と想定） 

と考え、トリガー率を平成 22 年時点で EOP 対策で 1％、IP 対策で 3％と想定すると、平成

22 年度の削減期待量は、 
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563,513 トン × （0.01 × 0.8 ＋ 0.03 × 0.3）＝ 9,580 トン 

と、削減必要量 14 万トンに対して 1 万トン程度の貢献となる。 

さらに、中小事業者向けに今後開発される技術を積極的にツールに取り込むことにより、

平成 22 年から平成 27 年にかけて、EOP 対策については年 1％ずつ、IP 対策については 2％

ずつ、トリガー率がアップしていくものと想定すると、平成 27 年度までに VOC ナビが契機

となって削減が期待される量は、EOP 対策：83,414 トン、IP 対策：71,850 トンと合計約

15.5 万トンとなり、平成 22 年度の 4業務起因排出量 56.4 万トンに対して、28％程度の効

果をも期待しうる。 

 

408,249

563,513ﾄﾝ

IP：
71,850ﾄﾝ

IP：5,072ﾄﾝ EOP：
83,414ﾄﾝ

EOP：4,508ﾄﾝ

117万ﾄﾝ

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

平成２２年 平成２７年

○平成22年までに必要とされる削減量
14万ﾄﾝに対して、1万ﾄﾝ弱の貢献

○さらに、中小事業者向けに開発される
技術を積極的にツールに取り込むこと
で、平成22年：56.4万ﾄﾝに対して、平
成27年までに15.5万ﾄﾝ（28％）の削
減効果も期待しうる

注1） 563,513ﾄﾝは洗浄、塗装、印刷、接着用途に使用される全VOC量
（ H18推計排出インベントリー調査）

注2） ツール利用によるトリガー率EOP対策については平成22年1％で、年1％ずつ
アップ、IP対策については平成22年で3％、で年2％ずつアップ、対策実施による
削減効果をEOP80％、IP30％と想定

上記4業務
に係る
VOC

排出量

 

図 C-(1)-12 “VOC ナビ”による VOC 削減期待効果 

３.３.２ VOC ナビ潜在利用者数の推計 
対象とする分野は、VOC の主要な排出源である洗浄、塗装、接着、印刷の潜在的なユー

ザー数(事業所数)を各種統計等に基づいて推計すると下表のように、6万～7万件程度とな

る。これ以外にも、ラミネート加工などの企業が対象になると考えられる。 

 

表 C-(1)-9 事業所の推計結果 

分野 事業所数（推計値） 

洗浄分野 5.0 万事業所 

塗装分野、接着分野 11.5 万事業所 

印刷分野 0.7 万事業所 

合計 17.2 万事業所 
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４．結言 

４.１ ビジネスモデルの検討 

VOC ナビでは、３．で示すような VOC 削減に関する幅広い情報を無料で発信するため、VOC

削減を検討している多くの排出事業者のアクセスが期待される。これらのアクセス者は技術

サプライヤーにとっての有望な潜在顧客であるため、本サイト内に自社製品・サービス情報

を掲載することで効果的な広告宣伝が可能となる。VOC ナビ自立化の検討に当たっては、技

術サプライヤーにとっての広告宣伝媒体としての価値に着目し、技術サプライヤーからの広

告宣伝費を主な収益源とするビジネスモデルを構築するに至った。 

有害化学
物質削減
支援サイト
（VOCナビ）

技術
サプラ
イヤー

排出事業者

情報収集（無料）

（技術、メーカー、削減効果）

無料利用（一部有料）

企業情報登録（任意）

基本登録料、商品登録料

資料請求保証広告料

バナー広告料

資料請求企業情報

市場情報（集計結果）

パンフレット送付、営業マンからのアクセス

排出事業者
（契約者） 契約内容申告

キャッシュバック

成功報酬請求

成功報酬支払い

契約実績情報の登録

￥

￥有害化学
物質削減
支援サイト
（VOCナビ）

技術
サプラ
イヤー

排出事業者

情報収集（無料）

（技術、メーカー、削減効果）

無料利用（一部有料）

企業情報登録（任意）

基本登録料、商品登録料

資料請求保証広告料

バナー広告料

資料請求企業情報

市場情報（集計結果）

パンフレット送付、営業マンからのアクセス

排出事業者
（契約者） 契約内容申告

キャッシュバック

成功報酬請求

成功報酬支払い

契約実績情報の登録

￥

￥

 

図 C-(1)-13 ビジネスモデル概要図 

 

上記のビジネスモデルを前提に、事業収支の試算を行った。詳細な算出条件は以下に示す。 

なお、図に示すビジネスモデルの中で、資料請求保証広告料（排出事業者から技術サプライ

ヤーに対して見積もり依頼があった場合、依頼件数に応じて技術サプライヤーに対して広告

料を課金するもの）は請求手続きが煩雑になるため、徴収しないものして試算している。 

 

表 C-(1)-10 事業収支算出条件 

# 項目 設定条件 

1 技術サプライヤー数 500 社（2009 年度以降の伸び率 0%） 

2 技術サプライヤーの 

サイト登録率 

2009 年度 10%、2010 年度 20%、2011 年度 30%、2012

年度 35%、2013 年度 40% 

3 技術サプライヤー1社当りの 

商品登録点数 

平均 2.0 点 

4 1 日当りのサイト訪問者数 2009 年度 200 人、2010 年度 300 人、2011 年度以降

600 人 

5 サイト訪問者の見積依頼率 1.0% 

6 見積依頼 1回当りの企業数 1 回当り 3社に一括見積依頼 

7 技術サプライヤーに対する 

サイト登録基本料金 

5000 円/月 

8 技術サプライヤーに対する 

商品 1点当り登録料金 

1000 円/月 
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9 バナー広告料金 掲載場所や大きさに応じて 3段階に設定 

①200 千円/月、②100 千円/月、③50 千円/月 

10 広告枠の稼働率 上記バナー広告枠の稼働率は、2009 年度 20%、2010

年度 60%、2011 年度以降は 70% 

11 見積依頼した排出事業者から見

積依頼後にサプライヤーへコン

タクトを取る率 

20% 

12 #11 のコンタクト後に契約が成立

する率 

5% 

13 #12 の平均契約単価 3,000 千円 

14 技術サプライヤーから徴収する

成功報酬率 

契約単価の 5.0% 

15 徴収した成功報酬額のうち、契約

した排出事業者への還元率 

契約単価の 2.0% 

16 事業運営人件費 9,000 千円/年 

17 サーバーホスティング費用 4,680 千円/年 

18 ドメイン使用料 8 千円/年 

19 アプリケーション保守費用 1,700 千円/年 

20 バナー広告のソフト開発および

運営費 

2009 年度 1,500 千円、2010 年度以降 500 千円 

21 プロモーション活動費 4,000 千円/年 

22 その他運営経費 1,200 千円/年 

23 減価償却費 ソフト開発費に対して 5年間の定額償却 

 

この算定条件に基づく収支計算結果は以下の通り。 

 

 

表 C-(1)-11 収支計算結果 

単位:千円

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 5年間累計

売上高 千円 6,222 14,115 20,379 23,532 25,632 89,880

サプライヤー登録基本料 千円 3,000 6,000 9,000 10,500 12,000 40,500

商品登録料 千円 1,200 2,400 3,600 4,200 4,800 16,200

見積依頼情報料 千円 0 0 0 0 0 0

バナー広告料 千円 1,320 3,960 4,620 4,620 4,620 19,140

成功報酬 千円 702 1,755 3,159 4,212 4,212 14,040

変動費 千円 0 0 0 0 0 0

固定費 千円 22,288 21,488 21,688 21,888 21,888 109,240

営業利益 千円 -16,066 -7,373 -1,309 1,644 3,744 -19,360  

 

Ⅲ.2－266



売上高と営業利益の推移
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図 C-(1)-14 収支計算結果（グラフ） 

 

４.２ VOC ナビ継続運営のための課題 

ウェブサイトの研究開発終了後も引き続き VOC ナビを運営し、VOC 排出削減を支援するこ

とが重要であり、運営機関の候補について検討した。 

候補機関としては 

① VOC ナビ開発者 

② 情報提供ウェブサイト運営者 

③ 公的機関、公的団体 

が考えられる。 

4.1 で検討したビジネスモデル収支計算においては、ウェブサイト運営費を賄う収入を得

ることが非常に厳しいという試算結果がでており、ウェブサイト運営単独で営利事業として

運営していくことが難しく、シンクタンクを業とする①が運営することが困難な状況にある。 

そこで、②のように既にウェブサイト運営を実施しているサイト運営者に情報提供サービ

スの拡大という形で運営を移管する可能性に期待し、ヒアリング調査を行った。その結果、

ウェブサイト運営単独では収益事業とはなっておらず、別のサービス提供や商品販売のため

の情報提供を補完する役割と位置づけて運営している状況であった。また民間企業が運営す

る場合、収益悪化時に VOC ナビの運営を企業の都合で中止することが想定され、事業者の VOC

排出削減を支援する公共性の高いサイトの継続的利用が担保できないことになる。 

このような観点から、③公的機関・公的団体による運営が望ましいが、この場合でもサイ

ト運営費の裏づけが必要である。 

今後の光化学スモッグの発生状況等社会的ニーズの動静により、化学物質排出削減対策支

援の強化が求められる際に、公的機関による VOC ナビの運営が実現することを期待したい。 

Ⅲ.2－267



 

４.３ VOC ナビの今後の方向 

“VOC ナビ”は現在まで Web 上の運用成果としては、3.2 で述べたように、一定数のアクセ

ス者数を確保しているものの、明確な削減実績にまでは至っていない。 

これは、“VOC ナビ”のツールとしての使いにくさ（ツール側の要因）やツールの存在自体

が必要とされるユーザーに知られていない（ツール広報側の要因）も大きいものの、現段階

では排出事業者（想定ユーザー）が削減の必要性を十分に認識していない、もしくは対策に

対する切迫感に欠けるといったユーザー側の要因や“VOC ナビ”に現時点で登録されている

技術がユーザーのニーズ（価格や性能）とはマッチしていないというサプライヤー側の要因

も大きいものと考えられる。 

平成 22 年度に VOC 規制の成果レビューが行われ、その結果として、（特に中小事業者を中

心として）VOC 排出抑制への要請が加速化すると考えられることから、VOC 削減対策に対する

切迫感は今後高まっていくものと想定される。その際に“VOC ナビ”がこれまでの対策に比

べ格段に安価で優良な VOC 対策技術に関する情報を取り込んで行くことができれば、ユーザ

ーとサプライヤーのニーズが合致し、VOC ナビがそのためのトリガー役という本来の機能を

発揮する場が拡大してくるものと考えられる。すなわち、ビジネスベースでのツール運営は

現段階では難しいため、フォローアップ研究として、リンク先の更新などのデータベースの

メンテナンスを実施する。2ヶ年を目処にこのようなフォローアップを継続し、VOC 削減要請

の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事業者のホームページでの公開に移行さ

せることとする 

 

ＶＶ
ＯＯ
ＣＣ
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ビビ

の
開
発

の
開
発((

44
ヶ
年
）

ヶ
年
）

平成２２年 平成２７年

ＶＯＣナビへの期待拡大

対応物質・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
機能の拡張など

“VOCナビの
戦略的拡大！

ＶＯＣ排出
規制（取組成
果）のレビュー

ＶＯＣ排出
規制（取組成
果）のレビュー

ＶＯＣＶＯＣ排出抑制へ排出抑制へ

の要請が加速化の要請が加速化

（特に中小事業者（特に中小事業者
を中心として）を中心として）

現状のＶＯＣナビ現状のＶＯＣナビ

（データ・機能）の（データ・機能）の

維持・管理の継続維持・管理の継続

格段に安価で優良な格段に安価で優良な

VOCVOC対策技術の実用化対策技術の実用化
ex.ex.
○○革新的塗装革新的塗装
○○インキ回収型システムインキ回収型システム
○○水性塗料など水性塗料など

 

図 C-(1)-15 “VOC ナビ”の今後の導入・展開シナリオ 
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

1. 実用化、事業化の見通し 

研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通しを一覧表として表Ⅳ-1-1及び表Ⅳ-1-2に示す。 

表Ⅳ-1-1 研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通し 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発 

テーマ 

研究開発 

内容 
製品イメージ 

分野・ 

プロセス
削減物質 

実用化、事業化 

の見通し 

A-（1） 
吸着エレメントと
プラズマを組合
わせた難処理有
害化学物質除去
の研究開発 

吸着剤を担持し
たハニカム吸着
エレメントで
VOC を吸着濃
縮し、プラズマ
で分解無害化
する装置の開
発。 

［連続式プラズマ分解装置］ 
 50～1200m3/時間 
 吸着困難な VOC 及び 
 100ppm 以下の汎用 VOC 
［バッチ式プラズマ分解装置］ 
 1200～12000m3/時間 
 100ppm 以下の汎用 VOC 

印刷、塗装 
化学工業 
医療 

ホルムアルデヒド、 
アセトアルデヒド、 
エチレンオキシド 
トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン 

自主研究により電極板の耐
久性を向上する。 
スクリーン印刷事業所、自
動車板金工場など近隣の悪
臭の苦情対策を狙う。平成
20 年より医療現場のホルム
アルデヒド規制が強化され、
市場調査中。技術の普及は
今後の需要による。 

A-（2） 
直接加熱式 VOC
吸着回収装置の
研究開発 

VOC 吸着回収
における溶剤加
熱脱離工程を、
スチームを用い
ずに電磁場のエ
ネルギーを用い
て行う、小型、
低コスト、高効
率な装置の開
発とモニタリン
グ技術の開発。 

［不燃性 VOC 吸着回収装置］
処理風量 3～10m3/分 
 

金属加工業
(洗浄工程) 

トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレ
ン、ジクロロメタン 

回収装置の価格は 1 台 300
万円目標として、平成 22 年
(2010 年)度の事業化を目指
す。 
溶剤(VOC)回収業者との連
携、普及拡大。 

［可燃性 VOC 吸着回収装置］
処理風量（平均）50m3/分 

印刷、塗装
の乾燥工
程、化学工
業の反応溶
媒除去 

トルエン、キシレン 自主研究により高周波等の
加熱技術を用いた装置の実
用化を目指す。トルエン代
替の酢酸エチルなどに対
応。平成 23 年(2011 年)度
の事業化を目指す。 

A-（3） 
吸着相オゾン酸
化による排出有
害物質の完全分
解処理 

VOC とオゾンを
シリカ系吸着剤
に吸着・高度に
濃縮して、酸化
反応により VOC
を分解する、小
型、高性能な分
解処理装置の
開発。 

［排ガス処理装置］ 
処理容量:10-100m3/時間、寸
法 L0.6m×W0.6m×H1.5m、 
処理対象濃度～100ppm 

印刷、塗装 トルエン、キシレン 

研究開発事業は平成 18 年
度で終了した（実施機関解
散等）。 ［排水処理装置］ 

処理容量:2m3/日、寸法 L0.5m
×W0.5m×H1.5m、 
処理対象濃度～10mg/L 
 

繊維工業、
金属加工業
(洗浄工程) 

アセトアルデヒド、 
トリクロロエチレン 

A-（4） 
マイクロバブル
の圧壊による有
害化学物質の高
効率分解技術の
開発 

マイクロバブル
圧壊により発生
する OH ラジカ
ル等による有害
物質分解の高
効率化検討、高
性能で実用的な
排水処理技術
の開発。 

排水処理装置 
排水処理システムの設計、提
案。活性汚泥法等の既存処理
システムと組み合わせたシス
テムの提案。 

プラスチック
加工業 
金属加工業
(洗浄工程) 
化学工業、
繊維工業 

有害化学物質 
フェノール、 
N,N-ジメチルホル
ムアミド、 
トリクロロエチレン 

研究開発事業は平成 17 年
度で終了した（技術検討委
員会判断）。 

A-（5） 
大気圧・空気プラ
ズマを利用した
揮発性有機化合
物(VOC)等の無
害化装置の開発 

大気圧・空気プ
ラズマ発生シス
テムによる VOC
分解試験、VOC
を高速に分解す
る小型・安価な
大風量処理装
置の開発。 

排ガス処理装置 
処理風量～60m3/時間、濃度
～1000ppm、吸着困難なＶＯＣ

化学工業 
医療 
自動車排ガ
ス 

ホルムアルデヒド、 
トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン 

風量向上等自主研究を行
い、2 年以内を目処にドラフ
トチャンバー用途のデモ機
での性能検証を行う。 
小風量・高濃度・多成分
VOC 処理の適用業種、密
閉空間での循環処理等の
用途を検討。 

A-（6） 
デュアルメンブレ
ンシステムによる
ガソリンベーパー
回収装置の開発 

脱水膜、VOC
膜の組み合せ
による水分フ
リーのガソリン
ベーパー回収
装置の開発、炭
素脱水膜開発。 

ガソリンベーパー液化回収装
置 
ガソリンスタンドでの給油時に
発生するガソリンベーパーを
液化して回収する。処理量：90
Ｌ/分 

ガソリンスタ
ンド 

トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン、 
その他炭化水素 

平成 21 年度から炭素膜を
用いた耐久試験等の継続研
究を行い、平成 23 年度より
実ガソリンスタンドでの実証
試験、平成 24 年度、市場導
入を図る。 

A-（7） 
含塩素 VOC 高
効率分解固定化
装置の研究開発 

含塩素 VOC を
分解し、塩素を
固定化する分解
固定化剤の開
発、VOC 無害
化プロセスの開
発、並びに、分
解固定化装置
の開発。 

含塩素 VOC 分解回収装置 
 処理量ジクロロメタン 8～30
ﾄﾝ/年 
 濃度 1,000ppm 以下  

金属加工業
(洗浄工程) 

トリクロロエチレン、 
テトラクロロエチレ
ン、 
ジクロロメタン 

今後の需要増を狙う。平成
24 年度、市場導入を図る。 
ジクロロメタンを対象として、
小規模事業所をターゲットと
する。 
回収メリットの出にくい混合
物処理：化学工業等の合成
反応用途も検討。 
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表Ⅳ-1-2 研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通し 

インプラント技術(B)、システム・ソフト技術(C) 

研究開発 

テーマ 

研究開発 

内容 
製品イメージ 

分野・ 

プロセス
削減物質 

実用化、事業化 

の見通し 

B-（1） 
非フェノール系樹
脂原料を用いた
レジスト材料の
開発 

非フェノール系
樹脂原料を過酸
化水素を用いて
選択的にエポキ
シ化する手法を
用い、PRTR 削
減対象物質を用
いずに、電気・
電子材料に好
適に用いられる
レジスト材料等
の新規製造法
の開発。 
 

絶縁材料 電子材料 ビスフェノール-A、 
ホルムアルデヒド 

エレクトロニクス用途につい
て、平成 19 年度からサンプ
ル供給を行い、客先の様々
な要求特性に応えられるよ
う、特性改善を行ってきた。
平成 21 年に生産を予定。ノ
ンハロゲン化による電気絶
縁性を活かし、他の電子材
料への用途拡大を行う。 

B-（2） 
革新的水性塗料
の開発 

VOC 含有量を
著しく低減して、
塗料成分以外
は水で構成され
る水性塗料の開
発。 
 

焼付け型低 VOC 水性塗料 塗装、金属
製品・機械
への塗装 

トルエン、キシレン、 
エチルベンゼン 
 

平成 21 年度に自主研究に
より実用的なレベルの開発
を終了させ、平成 22 年度中
には鋼製家具を中心とした
一般工業塗装分野に上市
する計画。 

B-（3） 
溶剤フリー塗装
技術の研究開発 

蒸着重合法を用
いて合成したポ
リ尿素によっ
て、マグネシウ
ム合金等の金
属製品を防食膜
で被覆する塗装
代替技術の開
発。 

防食被覆膜 
小型家電マグネシウムスピー
カー、ＰＣ筺体等 

塗装、金属
製品への塗
装 

トルエン、キシレン 
 
 

家電市場、中でも音楽業界
を中心とした、マグネシウム
スピーカーの量産化・事業
化を現在進め市場参入を図
る。 

防食被覆膜 
ＰＣ筺体等 

継続研究により製膜条件の
最適化を行い、3 次元立体
形状物への応用を図り、市
場拡大に伴う事業化を展開
したい。筐体等への応用は
平成 23 年(2011 年)度製品
化を目処。 
 

B-（4） 
有害廃棄物フ
リー高効率エス
テル合成プロセ
スの開発 

エステル合成プ
ロセスにおける
副成廃棄物や
製造に使用する
有害薬品を削減
しうる、マイクロ
波加熱方式によ
るエステル合成
プロセスの開
発。 
 

マイクロ波加熱を用いたエステ
ル製造プロセス 
 ハロゲン化酢酸エステル類
（医薬･農薬中間体） 
 アミノ酸エステル類（医薬･太
陽電池用色素中間体） 

化学工業、
化学品製造
プロセス 

トルエン、キシレン、 
四塩化炭素、 
ベンゼン 
 
 
 

平成 21～22 年度は市場拡
大が見込まれるアミノ酸の
エステル化プロセスの完成
に注力。平成 24 年度、事業
化を目指す。 
継続研究により新規触媒等
要素技術のブラッシュ･アッ
プ、スケール･アップを目指
す。 

B-（5） 
革新的塗装装置
の開発 

高い塗装仕上
げ品質を有する
有機溶剤系塗
料の希釈剤を二
酸化炭素で代替
して、VOC 排出
量を抑制する二
酸化炭素塗装
の実証、塗装装
置及び塗料の
開発。 
 

二酸化炭素塗装 
低 VOC スプレー塗装 

塗装、樹脂
製品・金属
製品への塗
装 

トルエン、キシレン、 
エチルベンゼン 
 
 

加美電子工業の量産ライン
に設置する塗装機は平成
22 年(2010 年)4 月からの稼
働を目指す。実用化目前。 
工業化課題（操作性・連続
安定性）を解決して工業化
装置確立を目指す。用途拡
大に向け、自動車車体、光
学電子樹脂部品、高級木工
家具への展開に向けた共同
研究をスタートした。 

C-（1） 
有害化学物質削
減支援ツールの
開発 

VOC の使用・排
出状況、VOC 削
減技術及び技
術適用による削
減効果、削減技
術のコスト情報
等を事業者等に
提供することに
より、VOC 排出
削減を支援する
Web ツールの開
発。 

ソルーションサイト型の WEB
システム 

塗装、洗浄、
印刷、接着
を伴う製造
業及びその
他右記６物
質を取り扱う
プロセスを
有する産業
分野 

トルエン、キシレン、
ジクロロメタン、トリ
クロロエチレン、テト
ラクロロエチレン、ク
ロロホルムの６物質
及び塗装・印刷業
務で使用する全ＶＯ
Ｃ 

計画されたツール機能は完
成し、平成 19 年度から
WEB 上に無償公開して、
ウェブサイトで利用されてお
り実用化できている。ビジネ
スベースでのツール運営は
現段階では難しい。現在、
VOC ナビの維持・管理を
2 ヶ年を目処に自主的に継
続中。VOC 削減要請の加
速化状況などを鑑みて、公
的団体もしくは開発事業者
のホームページでの公開に
移行させる計画。 
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以下、研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通しを記す。 

 

Ａ－（１）：吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の研究開発 

委託先：西部技研 

本研究で開発したプラズマ分解は、燃焼法、吸着法といった従来の技術では経済的に処理困難な

VOCを分解できるだけでなく、動力が電気のみであり必要なときのみ起動すればよい（オペレーショ

ンが容易）、小型・軽量（狭いスペースにも設置可能）、などの特長を有している。本技術を応用する

ことで、中小事業所が簡単に導入・設置・運転管理できる装置の開発が期待できる。試作機による長

期実証、耐久試験から、電極および電源の最適化、開発を進め、製品としての完成度を高めた。電極

板の耐久性が1年以上あるものの、引き続き、改良を検討している。市場性については、VOC排出量は

少ないが、住居などの生活環境に排出源が隣接する悪臭の苦情対策をターゲットと考えている。小規

模印刷事業所（スクリーン印刷）、自動車板金工場などは、都市型VOCの代表的な発生源である。平

成20年3月より医療現場におけるホルムアルデヒド規制が強化されたが、吸着プラズマ分解装置はこ

のような低濃度でも有害性の高いVOCの除去に優位性がある。現在市場調査を実施し、この種の用途

向け製品化の可能性を検討している。技術の普及は今後の需要による。 

 

A－（２）：直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開発 

委託先：エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ・産業技術総合研究所 

本研究で開発したVOC吸着回収装置は、高効率な吸着回収、蒸気を使わない再生、回収溶剤の再利

用による溶剤コスト削減、VOCモニタリングと回収溶剤管理システムによる環境対応と省力化を、

ユーザーへ同時に提供できるものである。 

これまでVOC排出対策がほとんどされていない金属加工の中小事業所の洗浄工程をターゲットに、

そこで多く使用されている洗浄槽面積1m2の洗浄装置に対応した、トリクロロエチレンなど不燃性VOC

用吸着回収装置を開発した。開発装置は水蒸気を使わないため、低価格、小型、維持管理が容易、回

収されたVOCが高品質であるなどの特長がある。装置能力、実用性、信頼性、低ランニングコスト等

の開発目標を達成し、かつ、回収溶剤は再利用が可能でユーザーにコストメリットを提供できる。更

なる低価格化と小型化にむけては、吸着剤等の見直しなどで対策の目処がつき、回収装置の価格は1

台300万円を目標として、2010年度の事業化を目指す。さらに溶剤(VOC)回収業者との連携で、ユー

ザーが装置導入しやすい環境を作り、普及拡大を狙う。一方、印刷業などで使われるトルエンなどの

可燃性VOCに対しては、高周波等の加熱技術を用いた回収装置について、自主研究により装置の実用

性評価、大風量化、実用化を目指している。開発装置は、再生工程で蒸気を使わないため、トルエン

などの代替VOCとして需要が伸びている酢酸エチルなどの水溶性VOCの回収も可能であり、装置の普及

が見込まれる。また、本開発技術の核は「吸着剤の新規な再生方法」であり、吸着剤を用いた産業装

置へ広く展開できる可能性がある。 

 

Ａ－（３）：吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理 

委託先：産業創造研究所･岩尾磁器・東洋インキエンジニアリング 

排水処理では排水量2m3/日（トリクロロエチレン・アセトアルデヒド濃度数十mg/L程度）レベルの

ユーザーサイト、排ガス処理では排ガス量10～100Nm3/時間（トルエン・キシレン濃度100ppm程度）

レベルのユーザーサイトに実機または実験機を持ち込み実証運転を行い、分解性能及び低コスト性を
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PRし、技術普及を図る。排水処理については、平成19年度に、小容量（2m3/日)の装置を実用化・上

市し、同時に 5m3/日レベルの装置へスケールアップを図る。排ガス処理については、平成19年度に

処理容量10～100 Nm3/時間の処理装置を上市し、出版・印刷業、食品産業等で排ガス量が少ない小規

模事業所への適用・販売を目指す。また、平行して100m3/時間以上の大規模処理容量へのスケール

アップを検討し、化学工業、半導体工業等排ガス量の大きな事業所への適用・販売も目指す。 

実施機関解散等の理由により研究開発事業は平成 18年度で終了した。 

 

Ａ－（４）：マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発 

委託先：ＲＥＯ研究所・産業技術総合研究所 

本システムの特長は、空気から生成されるオゾン以外使用しないこと、生成ラジカルの酸化作用に

よる分解なので、汚泥の発生が抑制できること、閉鎖系システムにできるため、大気中に揮発成分を

排出しないことが挙げられる。これらのことから難分解性の有害化学物質を含む排水の分解に適して

いる。削減対象の有害化学物質は、フェノール、N,N-ジメチルホルムアミド、トリクロロエチレンを

含む排水を対象としており、適応分野は、化学工業、プラスチック製品製造業、繊維工業が挙げられ

る。実用化時期は、平成 19年度中を目標としている。 

技術検討委員会判断により研究開発事業は平成 17年度で終了した。 

 

Ａ－（５）：大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 

委託先：イマジニアリング 

本研究で開発した大気圧・空気プラズマによる VOC 分解は、信頼性が確保された既存の部品から構

成されており、装置費用・維持費用が低い、オペレーションが容易、狭いスペースにも設置可能など

の特長を有している。当初は、ドラフトチャンバーへの適用を想定していたが、現在開発したものは

要求処理風量の約 1/10 以下であり、即ドラフトチャンバーへの適用は難しい。一方で、高濃度のガ

スの分解が可能であることから、今後、プラズマ点数の増加によるリアクター性能の向上、触媒技術

との組み合わせによる性能向上等を図り、ドラフトチャンバー用処理風量に対応できる対策を講じる。

今後 2年以内を目処にデモ機での性能検証を行い適用業種での実用化を目指す。本技術による VOC 処

理の特徴は、小風量・高濃度・多成分処理に適することから、密閉空間内の VOC 処理や、自動車排ガ

スの有害物除去等への適用を想定して市場の調査、導入方法などを検討し実用化を進める。 

 

Ａ－（６）：デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発 

委託先：タツノ・メカトロニクス・産業技術総合研究所 

デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置は、給油時に大気へ放出されるガソ

リンを水分フリーで 99％以上回収でき、VOC 排出削減と石油資源の有効利用に寄与する。装置導入に

あたっては複雑な配管工事を必要とせず、欧米には無い新しい回収システムである。また、給油時の

臭気問題、火災の危険を低減できる。市場導入を促進するため、平成 21 年度は、装置全体の耐久性

能、実ガソリンスタンド 2 年分(給油量 1700 キロリットル)を確認するとともに、コスト面で製品化

に不可欠な炭素脱水膜のモジュール化、システム開発を行う（継続研究）。平成 23年度より実ガソリ

ンスタンドでの実証試験、平成 24 年度、市場導入を図る。本技術開発成果の波及が期待されるク

リーニング業界、工業充填業界等における溶剤回収・再利用の可能性を検討している。 
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Ａ－（７）：含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発 

委託先：ＪＦＥソルデック 

エンドオブパイプの技術として、含塩素VOC高効率分解固定化装置は既存技術の吸着法あるいは燃

焼法の市場と競合しないユーザー層に適用可能であると判断しており、今後更に規制強化（ジクロロ

メタン50ppm）で新たに需要が生じることが期待できる。設備建設市場は最小でジクロロメタン排出

量3700トン/年から最大で11600トン／年が見込まれる。初期参入ターゲットとする市場としては、含

塩素系VOCのなかで排出量が最も多く、安価で高洗浄性能をもち、発癌性他毒性が比較的軽微なこと

から今後も使用の継続が予想されるジクロロメタンで、さらに、現在回収装置が設置されていない排

出濃度が1000ppm以下で、排出量年間8～30トンの小規模事業所に絞る。次の事業展開としてはジクロ

ロメタン単体処理ではなく、回収メリットの出にくい他の含塩素VOCとの混合物処理にも参入し、化

学工業等の合成反応用途を市場として事業化してゆく計画である。今後の需要によるが、平成24年度

に市場導入、平成27年度(2015年)を目処に削減規模として100トン／年を目指す。また、本開発の高

効率分解固定化技術の波及分野としては、フロンの分解・回収処理への応用の可能性がある。 

 

B－（１）：非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

委託先：昭和電工・産業技術総合研究所 

近年電気・電子材料の分野では、小型化がさらに進み、さらなる回路の微細化が要求されている。

今後もこの分野の需要は益々増大すると見込まれているが、一方では、回路の微細化に伴い、電気絶

縁性の低下が問題となっており、将来解決が必要な課題である事は自明である。従って、本研究で得

られた成果であるノンハロゲン化の特長を活かし、さらなる配線の狭ピッチ化が要求されており、か

つ今後の市場の大幅な伸びが期待できる。エレクトロニクス分野の中の特定用途へまずはターゲット

を定めて、平成 19 年度にはサンプル供給を行い、客先の様々な要求特性に応えられるよう、特性改

善を行った後、平成 21 年に生産を予定している。また、ノンハロゲン化による電気絶縁性を活かし、

他の電子材料への用途拡大を行うために、コストダウンを積極的に進めていく必要がある。さらには、

VOC 削減のさらなる波及効果と本材料の普及を目指し、汎用一般用途の低 VOC 型エポキシ塗料市場な

どを見据えた取り組みを行う。 

 

B－（２）：革新的水性塗料の開発 

委託先：日本ペイント 

革新的水性塗料と競合する技術の中でVOC含有量0％の粉体塗料とは、現有設備を有効利用できる点

で、溶剤型ハイソリッド塗料とは、低VOC、溶剤臭気、引火火災の危険性などの点で革新的水性塗料

の優位性が認められる。また、近隣住民への火災、臭気の問題解消などのメリットと昨今の原油価格

高騰などを考慮すれば十分に競争力がある。革新的水性塗料は、実証試験を行った白系淡彩色だけで

なく様々な色相への対応性や、また、室内用途向け水系艶消し技術の開発などを含め、平成21年度に

実用的なレベルの開発を終了させ（自主研究）、平成22年度中には鋼製家具を中心とした一般工業塗

装分野に上市する計画である。本研究開発技術は、特に水性化を目指す領域に応用・適用可能と考え

られ、建設機械や鉄道車両などの工業塗装分野や、自動車塗装の分野にも展開していきたいと考える。 
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Ｂ－(３)：溶剤フリー塗装技術の研究開発 

委託先：シルバー精工 

金属防食皮膜としてのポリ尿素蒸着重合皮膜塗装技術は、有機溶剤を使用する下地処理・塗装方法

と比較して、有機溶剤を一切使用しないため、VOCを全廃することができる。また、本開発技術は高

い防食性、良好な製膜速度、均一被覆性を有する。マグネシウム合金に対する耐食面から、家電市場、

中でも音楽業界を中心とした、マグネシウムスピーカーの量産化・事業化を現在進め市場参入を図っ

ている。更に、製膜条件の最適化を行うことで、PC筐体等の3次元立体形状物への応用を図り（継続

研究）、市場拡大に伴う事業化を展開したいと考えている。現在、筐体等への応用は平成23年(2011

年)製品化を目処に進めている。本開発技術の普及により、マグネシウム合金の塗装工程の多さ、煩

雑さによる高コストの問題も解消され、マグネシウム合金の用途が拡大すると期待される。 

 

B－（４）：有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 

委託先：ケミクレア・産業技術総合研究所 

本開発において、マイクロ波加熱方式を用いた合成プロセスにより、年間生産量でトンレベルのブ

ロム酢酸エステルの製造が可能であり、副成廃棄物や製造に使用するトルエン等有害薬品を大幅に削

減できることが実証された。同時に、本プロセスは省エネも達成しうる。生産量が順調に伸びている

ブロム酢酸エステル類には本開発で確立した基本プロセスの延長で対応可能と考えられるが、技術普

及のためには汎用化が必要である。本開発プロセスの適応範囲を拡大するためには、新規触媒などを

中心とする要素技術のブラッシュ･アップと複合化による高機能化、マイクロ波反応装置の大型化を

中心とするスケール･アップ技術の確立が課題である。この目的で平成21～22年度は市場拡大が見込

まれるアミノ酸のエステル化プロセスの完成に注力する予定である（継続研究）。平成24年度に事業

化を目指す。更に、本技術の水平展開としてコモディティエステル分野やPETに代表されるエステル

型ポリマー製造への適用等の波及効果が期待できる 

 

B－（５）：革新的塗装装置の開発 

委託先：加美電子工業・産業技術総合研究所 

本開発において、二酸化炭素塗装に関する基盤技術と、加美電子工業が主力とする携帯電話・自動

車電装用の小型樹脂部品向けの塗装機及び加美電子工業の必要仕様を満足するトップコート用の塗料

を開発し、最終目標を達成した。高意匠性樹脂部品を塗装出来る二酸化炭素塗装装置と塗料の開発は

世界初の成果である。本塗装方法は環境低負荷なうえ、経済的にも既存の塗装法よりもランニングコ

ストが低減され有利である。現在は、量産ラインに設置するための塗装機を製作中であり、平成 22

年(2010 年)4 月からの稼働を目指しており、実用化目前である。工業化課題（操作性・連続安定性）

を解決して工業化装置確立を目指す。更に、小型樹脂部品以外への用途拡大に向け、自動車車体、光

学電子樹脂部品、高級木工家具への展開に向けた共同研究をスタートさせて、それぞれの用途に適し

た塗装機と塗料の開発を進めている（継続研究及び自主研究）。このように二酸化炭素塗装の適用範

囲は広く、二酸化炭素塗装という１つのジャンルを形成すると期待される。 

 

C－（１）：有害化学物質削減支援ツールの開発 

委託先：三菱化学テクノリサーチ・三菱総合研究所・産業技術総合研究所 

VOC の広域・事業所内フロー分析、VOC 削減技術並びにサプライヤー、VOC 削減効果試算、コス
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ト・見積情報等の VOC 削減に関する総合的な情報を提供が可能なツールを開発した。計画されたツー

ル機能は完成し、平成 19 年度から WEB 上に無償公開して、ウェブサイトで利用されており実用化で

きている。ビジネスベースでのツール運営は現段階では難しいため、ツールの公開と並行し、フォ

ローアップ研究として、リンク先の更新などデータベースのメンテナンスを実施している。2 ヶ年を

目処にフォローアップを継続し、VOC 削減要請の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事

業者のホームページでの公開に移行させる計画である。また、本ツールは VOC 以外の有害化学物質を

対象とするなどの拡張性を有しているものと考えている。 
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添付資料 
 

 

・イノベーションプログラム基本計画 

・プロジェクト基本計画 

・技術戦略マップ（技術戦略マップ 2008、技術戦略マ

ップ 2009） 

・事前評価関連資料（事業の概要、スケジュール、事

前評価書、パブリックコメント募集の結果） 

・成果要約集（研究発表・講演、発表論文、特許等、

受賞実績、新聞発表） 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・イノベーションプログラム基本計画 



平成２０・０３・２５産局第７号

 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

 

環境安心イノベーションプログラム基本計画 

１．目的 

資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民生

活を実現するため、革新的な技術の開発等を通じた地球全体での温室効果ガスの排出削減、

廃棄物の発生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リユース）、原材料としての再

利用（リサイクル）推進による循環型社会の形成、バイオテクノロジーを活用した環境に

優しい製造プロセスや循環型産業システムの創造、化学物質のリスクの総合的な評価及び

リスクを適切に管理する社会システムの構築を推進する。 

 

２．政策的位置付け 

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６年

３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進分野

である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究

開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のとおりであ

る。 

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会議） 

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロジェ

クトチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するものである。 

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表） 

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられる

ものである。 

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定） 

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界的課

題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メンテナン

ス技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とする技術、

製品中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環境に配慮し

たものづくり技術として位置づけられている。 

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定） 

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や技術

開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や再生資

源の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の低減を図

る」との方針が示されている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

「環境と経済の両立を図るため、金融面からの環境配慮を進めるとともに、環境技術の

開発、３Ｒイニシアティブやアジア環境行動パートナーシップ構想による優れた技術・
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制度の国際的な普及と標準化等に向けた取組を進める」との方針が示されている。 

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書（２０

０８年１月） 

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再利用

技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に抽出す

るための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。 

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定） 

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に取り

組むこととしている。 

○ 新産業創造戦略２００５（２００５年６月経済産業省） 

先端的新産業分野として揚げられた戦略７分野の一つの「環境・エネルギー・機器・サ

ービス」及び「健康・福祉・機器・サービス」に該当し、「「技術戦略マップ」を活用

し、効果的な研究開発を促進する」ことが今後の取組として指摘されている。 

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省） 

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を図

ることとしている。  

○ バイオテクノロジー戦略大綱（２００２年１２月ＢＴ戦略会議取りまとめ） 

持続可能な快適社会の実現（よりよく暮らす）に向けて、バイオテクノロジー（ＢＴ）

を活用して、画期的な新製品の開発と工業生産の抜本的効率化を図るとともに、生産に

要する環境負荷を大幅に減少させることとしている。 

３．達成目標 

Ⅰ．地球温暖化防止新技術 

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期

目標のもと、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成できる革新的技術を

開発し、それらを通じて２０１３年以降の次期枠組みに主要排出国の参加を促すための国

際協力を推進 

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減 

 

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成（「京都議定書目標達成計画」

に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以下のとおり） 

【目標】 

①エネルギー起源ＣＯ２： ＋０．６％ 

②非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．３％ 

③メタン： ▲０．４％  

④一酸化二窒素： ▲０．５％ 

⑤代替フロン等３ガス： ＋０．１％ 

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基

づき、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を定め

るものをいう（平成１７ 年４ 月閣議決定、平成１８年７月一部変更）。  

 

Ⅱ．３Ｒ 
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２０１５年度までに以下の目標の達成を図る。 

①資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン） 

②循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％） 

③最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５６百万トン） 

（備考） 

○資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量)  

○循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量)  

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又

は再資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築

を図るとともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的

には、工業プロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活

用したモノ作り技術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技

術の開発等を通して、環境調和型産業の創出に資する。  

  

Ⅳ．化学物質総合評価管理 

化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体

系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基盤、事

業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、化学

物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立する

とともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

 

４．研究開発内容 

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術 

排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用物質に変換する技術を開発

する。 

（ⅰ）共通技術開発等 

（１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発 

①概要 

二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は、現時点においては基礎的研究分野に属

する研究が多く、長期的観点からの取り組みが必要不可欠。このため本事業では将来

において実現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する革新的な技術シ

ーズを発掘し、実現可能性を確認した上で、基盤技術として確立する。  

②事業期間 

１９９９年度～２０１１年度 

③実施形態 

適切な研究課題、実施企業等を選定し、先端的研究、基盤技術研究の２段階で実施。  

（２）地球環境国際研究推進事業 

①概要 

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国際的
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な枠組みを活用し、諸外国との研究協力を進めることにより、世界的な温暖化問題へ

の取り組みを強化する。 

②事業期間 

２００２年度～２０１１年度 

 

③実施形態 

諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な研究体制を構築し実施。 

 

（ⅱ）二酸化炭素分離回収・貯留・隔離技術開発 

（１）低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発 

①概要 

二酸化炭素を分離回収するための、低温再生可能な吸収液を開発し、鉄鋼プラント

の低温度レベルの廃熱と高濃度二酸化炭素排ガスを用いてパイロット試験を実施して、

二酸化炭素分離回収コストが大幅に削減されることを実証する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＣＯ２分離回収コストを大幅に削減する技術を実証する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発 

①概要 

圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２の分離用に期待されている膜技術の実用化ス

テップの前進を目的に、分子ゲート機能分離膜の高圧下におけるＣＯ２/Ｈ２選択性の

向上、分離膜モジュールの大型化に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電(ＩＧＣＣ)等の圧力ガスから従来の３

分の１程度（１，５００円/ｔ-ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２を分離回収することを

可能とする技術の確立を目指す。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）二酸化炭素地中貯留技術研究開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を地中帯水層へ貯留す

る技術を開発し、実証する。 

②技術目標及び達成時期 

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境影響・安全性評価手

法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。さらに、早期に火力発電所等の大排出

源を対象とした大規模実証に着手し、２０２０年までに実用化の目途をつけることを

目指して技術開発を推進する。  

③研究開発期間 

フェーズ１：２０００年度～２００４年度 
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フェーズ２：２００５年度～２０１２年度 

 

（４）二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を海洋中層に放流・隔

離を行った場合に、海洋環境へおよぼす影響を評価する技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、海洋隔離に伴う海洋中二酸化炭素の挙動予測技術の確立、隔

離可能性及び有効性評価、生物影響評価技術の開発を推進する他、国際的な連携の強

化と海洋隔離実施に対する国際的・社会的合意の形成に向けた取り組みを行う。  

③研究開発期間 

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度 

フェーズ２：２００２年度～２００６年度 

フェーズ３：２００７年度～２０１１年度 

 

（５）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要  

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭素

（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を行う。  

②技術目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減する

ことを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（ⅲ）大規模植林 

（１）バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発 

①概要  

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により実施し、こ

れら原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

事業４年目までに、未利用の不良環境地でも生育できる高セルロース樹木を遺伝子

技術により開発し、実証植林を行う。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

Ⅰ－２．脱フロン等技術 

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）を

開発する。 

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エネ
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ルギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための技術

開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフロ

ン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を平成２４年頃を目途に開発

する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び運

輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、安全

性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開発

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

Ⅱ．３Ｒ 

（ⅰ）建設ストック３Ｒ対策 

（１）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の約５

０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用いることで、

①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②高強度化、非溶

接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連法規

への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能となり、

我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全社会の実現に

寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない建築

物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔剛混合構

造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの建築物のメイ

ンフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研究開発目標は以下

の通りである。 

・震度７弾性新構造システム開発 

・高強度部材の製造技術開発 

・超高強度接合部品開発  

・高強度部材の接合技術開発 
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③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（ⅱ）金属資源等３Ｒ対策 

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲） 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、ニ

ッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された後は、

非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されているため、多大

なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に限定されており、

その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。このため、湿式製錬技術を

活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の省エネルギー及び希少金属

等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現 

 （省エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上 

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、タ

ンタル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）希少金属代替材料開発プロジェクト（再掲） 

①概要 

希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在性・

代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は川下の

経済成長の制約要因となりうるリスクを伴っている。近年、「コンピュータによる材

料設計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来できな

かった、「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶粒界、

界面の制御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こうした最先

端技術を用いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以下

の低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評

価のためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立するこ

とを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも維持する

ことを前提とする。 

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）  ：現状から５０％以上低減 

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ）  ：現状から３０％以上低減 

・超硬工具向けタングステン（Ｗ）  ：現状から３０％以上低減 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
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Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

（ⅰ）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業プロ

セスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環境負荷型

の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の生産に関わる

重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析するとともに、有

用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に制御する技術の開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、油

脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の蓄積・

移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、統括的発

現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 

（ii)植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発 

①概要 

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、省エ

ネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク質等の高

付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質を高効率に高

生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工環境下での高効率

な栽培技術の開発を一体的に進める。  

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率的に

高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定かつ均一

に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工環境下におい

て確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲） 

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーかつ環

境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新的な生産

プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既知遺伝子で構

成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞の創

製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、バイオマスを原料と

して有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファイナリー）ための基盤技

術を開発する。 
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②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞を創

製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反応の多様

化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、バイオマス

を高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産するバイオプロセス

体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー多消

費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及び配置等

を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上させ、省エネ

ルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人為的

に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄物処理に

比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化に資するため

の実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲） 

①概要 

バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連携を図り、食料と競合しない

セルロース系原料から、より低コストで高効率なエネルギー化を可能にする先進的・

革新的な新技術の確立を目指すとともに、バイオ燃料の製造のみならず、プロパノー

ル、ブタノール製造、化学品の製造の実用化を目指した技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従来

技術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤技術

を開発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を行う。

さらに、プロパノール等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製造の実用

化を目指した技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連

携を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理 

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金）  

①概要 

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択の際
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に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスクトレード

オフ解析手法を構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイクルに

応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態解析手法

を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価手法、

暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理手法を開発

する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション及び計測技術を確立すると

ともに、２０１０年までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を

開発し、ナノ材料のリスク評価指針及びナノ粒子の管理指針の提言を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、in silico や類推等を用いた予測・

評価を可能とするため、既知の周辺情報やそれらから得られる新たな知見を基に、より

的確に効率よく毒性を評価可能とする有害性評価支援システムを構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情報が

搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、及び対象

とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手法を開発する。

さらに、それらを統合した有害性評価支援システムを構築する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質による

リスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培養系技術

等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたin vitro 系簡易有害性予測手法、また、ト

キシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現データセットを開

発する。 

②技術目標及び達成時期 
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２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を適用

した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒性を予測

評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験に適用し、２

８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成させる。また、標準

的な試験プロトコールを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発 

（１）有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発（運営費交付金） 

①概要 

環境中に広く排出され、人の健康や生態系へのリスク（有害性×暴露量）を及ぼすお

それのある有害化学物質を効率的に削減、代替する技術について、リスク削減効果が高

く、広く導入・普及が可能となる実用化基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＰＲＴＲ制度（化学物質排出把握管理促進法に基づき有害なお

それのある化学物質について、事業所からの環境中への排出量及び廃棄物としての事業

所外への搬出量等を把握・集計・公表する制度）の排出実態の公表結果等を活用し、環

境影響が懸念される有害化学物質の優先順位付けを行い、選定された有害化学物質に対

する削減、回収、無害化技術、代替物質の開発及び代替プロセスの構築等を行う。特に、

２００５年度から大気汚染防止法において規制対象となる揮発性有機化合物（ＶＯＣ）

に重点を置き、同法で定められた「ＶＯＣの排出量を２０１０年度までに２０００年度

比で３割削減すること」に資する技術開発を行うこととする。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２）アスベスト含有建材等回収・処理等技術開発事業（運営費交付金） 

①概要 

今後、解体廃棄物として、大量の排出が予測されるアスベスト含有建材を対象として、

そのアスベスト含有状況について簡易かつ確実な探知・分析を可能とし、安全性、信頼

性の高い回収・処理を実現する関連機器・システムの技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、アスベスト含有製品の使用時、解体・回収・廃棄時においてオ

ンサイト方式で検出感度0.1wt%超レベルに検出できる計測技術を確立し、アスベストを

含む建材等の回収・除去現場におけるアスベストの飛散及び暴露を最小化し、回収・除

去の安全性及び信頼性等を確保する技術を確立する。また、アスベスト含有廃棄物の無

害化処理又は再資源化段階における安全性、効率性に優れた技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

【導入普及促進】 

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場化対

策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。 

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状況等

に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提案、指導

を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良な事例を公開

する。 

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況等）

を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情報提供手

法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。 

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率先購

入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策を適切に

反映するようにしていく。 

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るとともに、

それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコ

ミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。 

○ 公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

【法規制・制度改革】 

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等に関

して検討を行う。 

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策を網

羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。 

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ

法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断するための基

盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体制を整備する。 

【ガイドライン】 

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している「業

種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）について、３

Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。 

【基準・標準化】 

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきものにつ

いては、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ/ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その

他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。 

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマス利

用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・有効利用

を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や社会情勢を常

に意識しながら計画的に標準化を推進する。 

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ策

定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価方法の

規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。 

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するととも
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に、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施する。  

○ 高精度・簡易有害性評価システムの開発については、２０１４年度を目途に有害性評価手

法等を経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案することを検討し、

国際標準化を推進する。 

【調達促進】 

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製品に

ついて、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。 

【広報・啓発】 

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行う。  

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心とし

て、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビジネス振

興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。 

【知的基盤整備】 

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に資す

る、情報ネットワークの構築等を図る。 

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品評価

技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。 

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機関

の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報基盤整

備を図る。 

【国際協力】 

○ 生物多様性条約に基づく遺伝子資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関連企

業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術的環境整

備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。 

【他省庁との連携】 

○ 総合化学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンスＰＴ、

社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。 

【プロジェクト等の間の連携】 

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事業成

果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、効果的な固定化・有効利

用システムの実現を図る。 

○ 植物機能を活用したモノ作り基盤技術開発に係る２つのプロジェクト間での、遺伝子高発

現技術やモデル植物での基盤技術及び実用作物への技術展開に関する情報交換を推進する。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金

の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う対

応を行う。 

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や社
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会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施すべき

技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計

画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。 

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画

制定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・２７

工総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プログラム

基本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。化

学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４号）は、廃止。 

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１３

号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０２・２５

産局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第

７号）は、廃止。 

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログラム基

本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログラム基本

計画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第

６号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１５・０３・０

７産局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局

第８号）は、廃止。 

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第５号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第

１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第３号）

は、廃止。 

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第１号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第

２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１０号）

は、廃止。 

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１０号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局弟

３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１１号）

は、廃止。 

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温暖

化防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログラム

基本計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラ
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ム基本計画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログラム基本計

画に統合することとし、廃止。 
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・プロジェクト基本計画 



 (環境安心イノベーションプログラム) 

「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト基本計画 

 

                       バイオテクノロジー・医療技術開発部 

                            化学物質管理技術グループ 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

平成１３年４月より「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律」に基づくＰＲＴＲ制度(環境汚染物質排出移動登録)の導入、平成１５年６月の化審法

(化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律)の改正などにより、今後は化学物質の製造、

利用、廃棄段階などのライフサイクルに亘る適切な管理が潮流となってきている。一方、リス

クが懸念される化学物質や化学物質を含む製品は、社会で広く、大量に使用されるようになっ

て、一旦、環境中に排出されてしまった化学物質を回収、無害化処理するには莫大なコストが

掛かってしまい、産業界が単独で対応することは非常に困難な状況である。このため、従来か

ら事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一層促進するため、リスクが懸念さ

れる化学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に回収、無害化処理できる新しい技術を国

が主体となって開発し、早期の導入・普及を促進することにより有害化学物質の速やかな削減

を図りながら、事業者の自主管理の促進を支援することにより、環境と調和した健全な経済産

業活動と安全、安心な国民生活に資することが必要である。 

本研究開発では、ＰＲＴＲ対象化学物質のリスク削減に資するインプラント対策１)やエンド

オブパイプ対策２)を中心とした回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等に関する研

究開発課題に対する対策技術を民間企業等から公募し、抜本的なリスク削減に資する実用化基

盤技術を開発する。 

本研究開発はリスクが懸念されるＰＲＴＲ対象化学物質のリスク削減を図るための技術開発

であり、「環境安心イノベーションプログラム」におけるリスク削減技術の一環として実施する。 

 

注１)製造、使用段階において、リスクの少ない化学物質への代替、反応工程中における副生成

物、有害化学物質の発生を抑制するプロセスへ転換する技術 

注２)製造プロセス等で使用、生成した有害化学物質等を煙突や排水という最後の段階で回収、

無害化等する技術 

 

（２）研究開発目標  

人の健康や生態系への影響などが懸念されるＰＲＴＲ対象化学物質について削減順位付けを

行い、これらの化学物質のリスク削減に資する回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセ

ス等以下の研究開発課題に関する実用化基盤技術を平成２０年までに確立することを目標とす

る。 

 

【研究開発課題】 

① インプラント技術：削減対象物質を用いないプロセスへの新規転換技術、及び新規代替

物質の開発等 

② エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量の削減率 

９０%以上(回収率×無害化率)を達成できる新規削減技術 
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③ その他：効率的なリスク削減が可能となる新たな技術(システム、ソフト)の開発 

 

（３）研究開発の内容  

本研究開発では、国から公表されているＰＲＴＲ制度の集計結果を活用し、生産量、取扱量、

排出量、移動量が多い物質、国民の健康不安、関心が高い物質等から優先的に排出抑制に取り

組む。一方、技術開発の対象となる化学物質が多い点、また、研究開発費が限られていること

に鑑みて、研究機関、企業等から提案された対策技術の中で、抜本的なリスク削減効果、導入・

波及効果、コスト等を考慮して、これらの点で真に優れた技術開発を優先的に実施する。具体

的な削減対象物質は、１）排出量が大きい、２）リスクが大きい又は大きいことが疑われる、

３）環境規制の動向、等を踏まえて、当面、ＰＲＴＲ集計結果及びＥＰＡ(米国 環境保護庁)

によるリスク評価手法により削減対象物質の順位付けを行い、これらの評価結果に基づき (1) 

ＰＲＴＲ制度による国への届出対象物質(点源)から上位２０物質、(2) ＰＲＴＲ制度により国

が推計した対象物質(非点源)から 上位１０物質(但し、(1)の重複物質を除く)を行う(別紙参

照)。また、本研究開発では、工場等から大気、河川に排出される削減対象物質に関するインプ

ラント技術、エンドオブパイプ技術等について研究開発テーマ毎に削減率、汎用性、低コスト

等の開発目標を設けて行うこととする。 

 

２．研究開発の実施方式  

（１）研究開発の実施体制  

  本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ技術開

発機構」という）が公募によって選定する企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等に委託

することにより実施する方式を採用する。 

 

（２）研究開発の運営管理  

  研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発テーマ毎にプ

ロジェクトリーダーを設置するものとし、研究開発の責任の所在を明確にする。また、ＮＥＤ

Ｏ技術開発機構はプロジェクトリーダー等と密接な関係を維持し、更には、国内外の類似する

技術開発の把握に努め、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を行う。具体的

には、プロジェクトリーダー、委託先機関等からのヒアリングにより、開発目標に対する成果

状況などの報告を受けるほか、自ら当該分野の国内外における技術開発動向の調査を行い、次

年度の業務委託の可否や、実施内容、予算規模の見直しを図る。優れた研究成果を上げている

研究開発テーマに対しては、研究加速についても弾力的に対処するなど予算の効果的配分に努

める。また、成果の早期達成が可能と認められた研究開発テーマについては、期間内であって

も研究を完了させ、実用化へ向けた実質的な研究成果の確保と普及に努める。 

 

３．研究開発の実施期間 

  本研究開発の期間は、平成１６年度から平成２０年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

  ＮＥＤＯ技術開発機構は、別途定められた技術評価に係わる指針及び技術評価実施要領に基

づき、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について外部有識者による、中間評価を平成１８年度、事後

プロジェクト基本計画2



評価を平成２１年度に実施する。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技術動

向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究成果の取扱い  

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発実施者に対して、研究成果の公開を義務づけるとともに、

特許等に関する通常実施権付与についても、研究開発実施者自らの実施に支障のない場合にお

いて研究開発実施者以外の企業（関連企業以外のものも含む）に対しこれを付与させることを

原則とし、もって研究成果の広範な導入・普及に努めるものとする。 

 

（２）知的財産権の帰属 

  委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構  新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

全て受託者に帰属させることとする。 

 

（３）基本計画の変更 

  ＮＥＤＯ技術開発機構は研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、研究開

発動向、産業技術政策動向、第三者による評価結果、研究開発費の状況、当該研究開発の進捗

等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うこ

とができるものとする。 

 

（４）根拠法 

  本プロジェクトは独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成１４年法律第

１４５号）第１５条第１項第２号に基づき実施する。 

 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成１６年３月１６日 ＮＥＤＯ技術開発機構によって基本計画を策定。 

（２）平成１７年３月    研究開発の目的、研究開発課題、研究開発の内容に関して、

進捗状況を勘案して、一部、変更、削除した。 

（３）平成２０年 7 月    イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研

究開発の目的」の記載を改訂。 
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別紙 

【本研究開発で対象とする化学物質】 

 本研究開発における優先的に取り組む削減対象物質は(1)ＰＲＴＲ制度による国への届出対

象物質(点源)から上位２０物質、(2) ＰＲＴＲ制度により国が推計した対象物質(非点源)から

上位１０物質(但し、(1)の重複物質を除く)とする。具体的な化学物質は下記のとおり。 

 

(1) ＰＲＴＲ制度による国への届出対象物質 (工場等の固定発生源)： 

1)トルエン  2)ベンゼン  3)フェノール  4)キシレン  5)1,2-ジクロロエタン 

6)フタル酸ビス(2-エチルヘキシル) 7)エチルベンゼン  8)アニリン 9)塩化ビニル 10)塩

化メチレン 11)クロロホルム  12)スチレン 13)有機スズ化合物 14)トリクロロエチレン  

15)テトラクロロエチレン  16)ニトロベンゼン 17)N,N-ジメチルホルムアミド 18)アクリ

ロニトリル  19)エチレンオキシド 20)四塩化炭素 

 

(2) ＰＲＴＲ制度により国が推計した対象物質 (移動体、家庭等からの排出)： 

1) フタル酸ジ-N-ブチル 2) P-ジクロルベンゼン 3)リン酸トリ-n-ブチル 4) 2-アミノエタ

ノール 5)ホルムアルデヒド 6) リン酸トリス(2-クロロエチル) 7)臭化メチル 8)直鎖アル

キルベンゼンスルホン酸及びその塩 9)ビスフェノールＡ 10)アセトアルデヒド 
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・技術戦略マップ 

（技術戦略マップ 2008、技術戦略マップ 2009）



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術戦略マップ 2008



 

 

 

 

 

 

 

 

化学物質総合評価管理分野 
 

 

 

 

 

現在、世界中で１０万種類を超える化学物質が製造され、幅広い産業で様々な用途で使用さ

れるとともに、快適な生活の実現に大きく貢献している。 

しかしながら、化学物質には固有の性質として何らかの有害性（ハザード）があり、人や生

物が空気、水、食物等を通してこれに曝されると（暴露）、悪影響を及ぼす可能性（リスク）が

ある。このような悪影響を未然に防止し、化学物質の有用性を活かしていくには、化学物質の

リスクを適切に管理していく必要がある。 

リスク管理を行うには、リスクの科学的な評価技術と削減技術が必要である。本分野は２つ

の技術体系に分けられる。１つは「化学物質総合評価管理技術開発」で、その目的は数万に及

び化学物質のリスクを正確に把握し、必要な対策を適時適切に行うため、有害性（分解性、蓄

積性等）、暴露等の基盤情報の収集とこれに基づくリスク評価を行うなど知的基盤を整備すると

ともに、それらの情報に基づき各種評価手法の開発等を行うことである。もう一つは、「化学物

質リスク削減技術開発」であり、化学物質の製造に伴う環境負荷の低減、省資源及び省エネル

ギーを図るため、製造工程において有害化学物質を使用しない等の新規化学プロセスを開発す

ることである。【参考資料１：化学物質のリスクとその管理】 
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化学物質総合評価管理分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ．導入シナリオ  

（１）化学物質管理分野の目標と将来実現する社会像 

経済産業活動を環境と調和させ安全・安心な国民生活を実現するために、以下のことを

目標とする。これらの目標を達成するためには、研究開発のみならず、実用化するための

導入普及促進策、標準化等の関連施策を一体的に推進する必要がある。 

・行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用 

・行政、企業、国民等のリスクコミュニケーションのもとで、透明で合理的な化学物質

管理についての理解促進 

・揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の削減が進むことにより、環境負荷の改善に寄与し、

国民の健康や生活環境を保全 

・日本の産業の国際競争力の強化 

（２）研究開発の取組み 

化学物質のリスクを管理する一つの方法として不可欠となるが、化学物質のリスクを削

減する技術であり、工場から最終的に排出される段階での回収・分解、有害性の高い物質

を用いないプロセスへの転換あるいは、よりリスクの低い物質への代替転換がといったも

のがある。また、過去に環境中に排出された化学物質の回収・無害化といった技術もリス

ク削減技術として位置付けられている。リスク削減技術の目的は、より良い環境の実現で

ある。 

 上述の状況認識を踏まえた今後の研究開発の方向性として、２０３０年までを見据えた

ロードマップを策定する。 

 リスク評価については、有害性や暴露量に情報があるものについてはリスク評価が可能

となった。しかし他方、データが少ない物質への容易な転換が行われる例も出てきている。

これは現状ではデータが不足しているために、異なる物質間におけるリスク比較が困難な

ためでもある。この状況を解消するために、不足データを類推しリスクを比較する手法の

開発が必要とされている。また、リスク評価を実施するうえで必要となる有害性評価につ

いても膨大な数の化学物質について信頼に足るデータが不足しているが、全ての物質に時

間と費用をかけ動物実験による有害性評価を行うのは現実的でない。そのため、動物試験

によらない、遺伝子組換え細胞等を用いた有害性予測手法、また、遺伝子発現解析技術を

活用した発がん性予測手法、化学物質の構造情報等から計算機を用いて有害性を予測評価

手法といったものが求められている。さらに、科学的に未解明な故にリスク不安が生じて

いる工業用ナノ粒子について、リスク評価を行う体制を整備する必要がある。これらは、

比較的緊急性の高い課題である。より長期的な視点に立てば、種差や個人差、複合暴露の

影響を定量的に評価できる高精度な有害性評価技術や、実環境中でのモニタリングとそれ

をフィードバックして高精度化した暴露推定モデルが必要とされる。これらの点は工業用
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ナノ粒子についてもほぼ同様である。 

一方、化学物質によるリスクを低減するための技術に関しては、短期的には排気施設や

排水施設等の最終段階で有害性の高い物質を回収、分解する技術の開発が求められ、より

長期的には、製造・使用段階においてリスクの少ない化学物質への代替化技術が中心とな

っていくべきと考えられる。特に、中央環境審議会で施策目標とされた、『２０１０年に揮

発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出量を２０００年に比較して３０％削減する』ことを達成

することが、当面の重要課題となっている。 

さらに、リスク評価・管理にかかる手法の確立とともに、リスク削減技術の先駆的な開

発をもって産業の競争力向上に資するものと考える。 

（３）関連施策の取組み 

〔導入補助・支援〕 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図る。 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等の手法の各種活動（事業者の自主管理

活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコミュニケーションを図る活動等）等への

導入を図る。 

・公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

〔基準・標準化〕 

・各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活

動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された

標準の提案等）を実施する。 

〔国際標準化〕 

・高精度・簡易有害性評価システムの開発については、２０１４年度を目途に有害性評価

手法等を経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案することを検

討し、国際標準化を推進する。 

〔知的基盤整備〕 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機

関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報

基盤整備を図る。 

〔他省庁との連携〕 

・総合科学技術会議で行われている科学技術連携施策群の環境分野の一つとして「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」の中で厚生労働省、国

土交通省、農林水産省と情報を共有し連携を保ちつつ事業を推進。 

（４）民間での取組み 

民間企業の取組みとしては、有害化学物質の排出によるリスクを低減するため、化学物

質関係法令の遵守に止まらず、化学物質の自主的な管理を推進する。具体的には、化学物

質審査規制法（以下、化審法）及び化学物質排出把握管理促進法（以下、化管法）に対し
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て適切な対応がなされており、また、２０１０年までにＶＯＣ排出削減に対しての自主的

な取組みが推進されている。さらに、必要な研究開発を通じて、有害化学物質の自主的な

管理を高度化していく。【参考資料２：化学物質総合管理関係法令】 

（５）改訂のポイント 

 研究開発の取組みのリスク削減対策にアスベスト建材等安全処理技術開発を位置付け

た。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

① 化学物質リスク評価・管理技術開発 

行政や企業の直面するリスク評価・管理の課題（ニーズ）と、それを解決しうる技術（シ

ーズ）を調査により抽出し、技術開発課題を整理した。 

また、リスクを管理するためにはそれを評価する技術が必要であり、リスクを評価する

ためには暴露を評価する技術及び有害性を評価する技術が必要であることを、階層構造と

して示している。 

② 化学物質リスク削減技術開発  

まず、製造、解体、処理事業者が事業活動に伴い、影響を及ぼす環境を「大気」、「水域」、

「土壌」と分類し、一旦製品となり、使用時あるいはそれ以降に影響を及ぼすものを「製

品」という分類とした。次に、それぞれについて削減すべき化学物質を抽出し、「プロセス

転換技術」、「回収・分解技術」、「原料転換技術」等技術分類をおこない、その削減に有効

な技術開発課題を整理した。 

（２）重要技術の考え方 

リスク評価・管理に関する委員会とリスク削減技術に関する委員会において重要技術の

考え方を整理し、その分野に応じた評価指標抽出し、それに基づいて重要技術の選定を行

った。化学物質リスク評価・管理技術開発、化学物質リスク削減技術開発ともに、重要技

術開発課題をゴシック体（太字）で示した。【参考資料３：重要技術選定の評価項目と評価

方法について】 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術の選定にあたっては、次の四つの評価指標を設定し、それぞれの指標を三段階

で評価した。 

①  化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資する。    

①-1リスク評価に必要な情報を効率的に取得できる。 

①-2情報不足による不確実性を低減、定量化できる。 

①-3リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志

決定に役立つ。 

②  海外動向に対する日本の影響力発揮に資する。 
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まず、上記の①-1～①-3 と②の４つの評価指標のうち一つでも◎評価となった技術は、

重要技術と選定した。また、三つ以上の指標で○評価を得た技術についても、多目的型技

術として重要技術として選定した。さらに、我が国の独自の事情を考慮する必要があるも

のについては、特別に重要技術に加えた。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

重要技術の選定にあったっては、次の三つの評価指標を設定し、それぞれ三段階で評価

した。 

① リスク削減効果 

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル 

b.コスト 

② 産業競争力強化 

上記の指標にうち①の指標についてはa、bの２つの指標に分けられ、そのうちどちらか

が◎評価が得られたもの、又は両方○以上の評価が得られたものであって、さらに②の指

標についても○以上の評価を満たすものについて重要技術として選定した。 

（３）改訂のポイント 

 技術戦略マップ2007からの変更なし。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ  

①  化学物質リスク評価・管理技術開発 

２０１０年頃までに化学物質管理の第２世代を構築させるべく化学物質管理関係法令等

による規制と企業の自主管理のベストミックスの下、物質ごとにリスクを減らすことを目

標にし、開発すべき概ねの時期を期間とともに示した。また、その後２０２０年頃までを

化学物質管理の第３世代と位置づけ、リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、リス

クコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築することを目標にし、開発す

べき概ねの時期を示しロードマップを策定した。将来的には、複数物質間のリスクを比較

したり、感受性の個人差や多様なライフスタイルにも留意して、科学的知見に基づく高度

な技術により、全体としてのリスクを低減させるような管理を目指すべきであり、安全・

安心な国民生活と活力ある産業を実現することが求められている。 

リスク評価の一手法として描かれている工業用ナノ粒子のリスク評価については、研究

開発が緒に付いたばかりであり、やや他の技術開発とは進展の度合いが異なるので別立て

にした。（なお、技術マップについては、リスク評価・管理本体のマップに表した。） 

また、各技術開発の繋がりをわかりやすく示すため、重要技術開発以外の技術開発につ

いても明朝体で記載するとともに、各技術開発のアウトカムを矢印で示して技術開発との

因果関係を示すことによって、本ロードマップで何を目指しているのかを明確にした。 
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②  化学物質リスク削減技術開発 

   国際競争力のある技術で化学物質によるリスクを抑えて快適な生活を実現するために、

２０１０年にＶＯＣの排出量を２０００年に比較して３０％削減することや、２０２０年

にヨハネスブルグ宣言の目標である化学物質の人への健康と環境にもたらす影響を最小化

にするための技術目標を示すとともに、さらに長期的な視点に立ち２０３０年までリスク

削減をするための技術開発をロードマップ上に展開した。技術の方向性としては、短期的

には有害性の高い物質を環境に出さない排出段階で回収や分解を行う技術が、より長期的

には有害物質を使わない、あるいは生成しないプロセスへの技術転換が中心となっていく

べきと考えられる。 

（２）改訂のポイント 

 技術戦略マップ2007からの変更なし。 
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ＶＯＣ排出抑制への対応（2010年まで）

化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ

目
標

○行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用
○行政、企業、国民等のリスクコミュニケーションのもとで、透明で合理的な化学物質管理についての理解促進
○揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の削減が進むことにより、環境負荷の改善に寄与し、国民の健康や生活環境を保全
○日本の産業の国際競争力の強化

2005 2010 2015 2020

国
内
外

の
動
き

VOCの排出 ２００
０年度比３割程度
削減（２０１０年）

HPV2０００物質の
有害性価終了

（2010年、提案中）

REACH導入
（2008年）

ヨハネス
ブルグ宣
言達成

ＨＰＶ52００
全物質の有
害性評価終
了（2020年）

政
府
の
対
応

リ
ス
ク
削
減 技術の普及・標準化推進

法律改正への対応

化学物質に係る戦略的情報収集・提供基盤、
評価ツール等の整備

評価手法の活用及び普及、人材育成、アジ
ア協力

国際的な動向を踏まえた新たな評価法の適
用範囲を検証し、ＯＥＣＤへ提案

化審法規制対象物質のリスク評価及び
管理の実施、安全性情報の収集・把握

リ
ス
ク
評
価
管
理

税・財投制度

企
業
の
取
組

化学物質適正管理

研
究
開
発
の
取
組
み

リ
ス
ク
削
減

有害性評価手法

暴露評価手法

知的基盤の整備

有害化学物質の排出削減や革新的な環境
調和型生産技術

環境汚染の修復・無害化処理のための基盤
技術の確立

リ
ス
ク
評
価
管
理 リスク評価手法

有害性評価、暴露評価に基づく体系的リスク評価手法の開発

リスク顕在化学物質の対策技術

環境負荷・健康影響等防止技術開発

VOC削減技術開発

化管法に基づく自主管理の促進及び
安全性情報の流通促進

国 内

国 外

化審法・化管法への適切な対応

研究開発の推進

化学物質安全性データ取得、レスポンシブルケア活動の推進

有害化学物質排出抑制への対応

有害性評価、暴露評価に
基づくリスク評価手法の開発

2004

高精度または簡易な
暴露評価手法開発

高度リスク評価手法開発

シンポジウム、セミナー、講習会等の開催

大気汚染防止法、土壌汚染対策法、水質汚濁防止法等

環境技術実証モデル事業、シンポジウム・セミナー・講習会等の開催

公害防止設備に対する優遇税制、低利融資

トキシコゲノミクス手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

構造活性相関(SAR)手法による

有害性予測システムの開発構造活性相関(SAR)手法による
分解性・蓄積性予測システムの開発

in vitro手法による

簡易で安価な有害性評価手法開発

安全性情報集約・提供データベース等の基盤整備

OECD QSARバリデーション

OECDテストガイドライン（ＴＧ）化に向けた活動

化審法・化管法
一体見直し

化審法・化管法
一体見直し（２）

新規化学物質への対応

既存化学物質への対応

Ver.2（Ver.1に暴露手法を加えて管理）

リスク評価に基づく規制化学物質管理
Ver.1（モニタリング、生産量のみで管理）

化審法

化学物質の自主管理の促進化管法

体系的リスク評価総合知識データベースの構築

2007

POPS条約発
効（２００４年）

改正大防法
（規制と自主
理によるVOC
排出削減）施
行（２００６年）

大防法改正
（２００４年）

アスベスト回収・処理技術開発
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技術NO.

1 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法 ○ ○ ○

2 ◎ ○

3 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手法 ○ ○ ◎ ○

4
評価の優先順位やＴｉｅｒｅｄApproach*を考慮した効率的リスク管理体系の構
築

○ ○ ○

5 ストック汚染*のリスク管理手法 ○

6 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮したﾘｽｸ管理手法 ◎ ○

7 ○ ○ ○

8 リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

9 地域のリスク管理手法 ○

10 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法 ○ ○ ○

11 サプライチェーン含有物質トレース手法* ○ ○ ○ ○

12 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法 ○ ○ ○

13 製品のリスク管理手法 ○

14 地域（工場付近）のリスク管理手法 ○ ○

15 リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法 ○ ○ ◎

16 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する研究※ ○ ○

17 ベネフィットの現状把握と予測のための手法※ ○ ○

18 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法 ○ ◎ ○

19 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法 ◎ ○

20 化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標の開発 ○

21 データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法 ○ ○ ○ ○

22
リスク評価結果やリスク管理政策の状況等をわかりやすくまとめ、定期的に国民に
提供するための情報整備

○

23 有害性評価書、初期リスク評価書の整備 ○

24 リスク評価の表現方法（指標等）の標準化・規格化 ○ ○

25 専門家の見解を集約したリスク管理ガイダンスの整備

26
リスク評価・管理DBの開発（管理対策・技術の事例やその効果が判定できるツー
ル、国際調整の事例等）

○ ○

27 ヒト健康について共通の指標で評価する手法 ○ ○ ○

28 ヒト・生態リスクの統一指標の開発 ○ ○

29 優先順位付け手法 ○

30 不確実性を含んだリスク指標の開発 ○ ○

31 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法 ◎

32 ナノ粒子のリスク評価手法 ○

33 ○ ○ ○ ◎

34 多種多様なナノ粒子に対するリスク評価の優先順位付け手法 ○ ○ ◎

35 リスク評価手法のガイドライン作成と標準化・規格化 ○

36 ガイドライン改定システムの確立 ○

37 製品からの直接暴露の評価手法 ○ ○ ○ ○

38 ストック汚染による暴露の評価手法 ○

39 地域別の暴露評価手法 ○ ○ ○

40 感受性の高い集団の暴露評価手法 ○ ○

41 ライフスタイル別の暴露評価手法 ○ ○

42 ○ ◎

43 不確実性を含んだ暴露指標の開発 ○

44 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

45 生態系食物網構造解析手法 ○

46 シックハウス症候群の暴露評価手法 ○ ○

47 自然発生源のある物質の暴露評価手法 ○

48 ナノ粒子の暴露評価手法 ○ ○ ○

49 暴露シナリオ構築 ○ ○ ○ ○

50 環境・生体中のナノ粒子計測技術、キャラクタリゼーション技術 ○ ○ ○ ◎

51 ナノ粒子の環境中挙動モデル ○ ○ ○ ○

52 ナノ粒子排出シナリオ構築 ○ ○ ○ ○

53 ナノ粒子排出量推定手法 ○ ○ ○

54
ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

○ ○ ○

55 モニタリングデータの暴露評価適用手法 ○ ○ ○

56 サンプリングスキーム構築(生物相ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽｷｰﾑ含む） ○

57 バイオアッセイモニタリング手法*(環境測定による化学物質の暴露把握手法） ○

58 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出センサー ○ ○ ○

59 環境中微量物質マルチセンサー ○ ○

60 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー ○ ○

61 生体中微量物質検出センサー ○ ○

62 土壌、地下水汚染暴露評価手法※ ○ ○

63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル ○ ○ ○

行政が行うリスク
管理に必要な手

法

要素技術

環境中運命評価手法

社会ニーズへの
対応

新規の物質・技術や懸念されているリスクへの対応

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子の暴露評価手法

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子のリスク評価手法

知的基盤

社会ニーズへの対応

技術分類
技術開発課題

（重要技術は、ゴシック太字で示す）

化審法のリスク管理手法

監視化学物質のリスク管理手法

特定化学物質のリスク管理手法

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

暴露評価

製品単位のリスク管理手法

環境中や生体中濃度モニタリングとその活用

環境中や生体中濃度センサー

環境に配慮した設計（DfE)*手法

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子のリスク管理手法

②海外動向
への日本の
影響力発揮
という観点
からの評価
項目

①化学物質総合評価管理（第3世代）　リスク
トレードオフに基づく最適管理をブレークダウ
ンした評価項目

リスク管理

リスク評価

【評価項目c.
】　リスク管
理策選定にお
けるリスク転
嫁を回避し、
コミュニケー
ションと適切
な意思決定に
役立つ。

【評価項目b.
】　情報不足に
よる不確実性を
低減、定量化で

きる。

【評価項目a.
】　リスク評
価に必要な情
報を効率的に
取得できる。

ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化（Tiered Approach、より複雑な暴露シナリ
オ等）

複雑なシナリオのリスク（混合物や複合暴露等）や感受性やライフスタイルに留意し管理
するための手法

代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

要素技術

排出量、環境条件などの最悪ケースも反映されるように暴露シナリオを体系化

地域のリスク管理手法

社会ニーズへの対応

企業の自主管理
を支援するための

手法

工場単位のリスク管理手法

社会ニーズへの
対応

知的基盤

化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク評価・管理技術開発）

◎　その評価項目に照らして、特に優れた技術
○　その評価項目に照らして、優れた技術

○が3個以上の技術もしくは◎が1個以上の技術を
「重要技術」とした（知的基盤は除く）。
なお、技術名に※の付いた技術は、「評価項目③日本固有の状況を反映させる観点」か
ら加点した。

2008ロードマップ8



技術NO.技術分類
技術開発課題

（重要技術は、ゴシック太字で示す）

②海外動向
への日本の
影響力発揮
という観点
からの評価
項目

①化学物質総合評価管理（第3世代）　リスク
トレードオフに基づく最適管理をブレークダウ
ンした評価項目

【評価項目c.
】　リスク管
理策選定にお
けるリスク転
嫁を回避し、
コミュニケー
ションと適切
な意思決定に
役立つ。

【評価項目b.
】　情報不足に
よる不確実性を
低減、定量化で

きる。

【評価項目a.
】　リスク評
価に必要な情
報を効率的に
取得できる。

化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク評価・管理技術開発）

◎　その評価項目に照らして、特に優れた技術
○　その評価項目に照らして、優れた技術

○が3個以上の技術もしくは◎が1個以上の技術を
「重要技術」とした（知的基盤は除く）。
なお、技術名に※の付いた技術は、「評価項目③日本固有の状況を反映させる観点」か
ら加点した。

64 PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む) ○ ○ ○

65 モニタリングスキーム構築 ○ ○

66 ライフサイクルでの用途推定手法 ○ ○ ○

67 用途ごとの排出推計手法 ○ ○ ○ ○

68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法 ○ ○ ○ ○

69 PRTRデータ妥当性評価手法 ◎ ○

70 観測値から排出量を推定する逆解析手法 ○ ○ ○

71 より高精度なマテリアルフロー分析手法 ◎ ○

72 ○ ◎

73 暴露評価手法のガイドライン作成と標準化・規格化 ○ ○

74 個体群への影響の定量化に必要な生活史パラメータ等の整備と推定手法 ○

75 シックハウス症候群の有害性評価手法 ○ ○ ○

76 複合暴露の有害性評価手法 ○ ○ ○

77 世代別感受性を考慮した有害性評価手法 ◎

78 ○ ○ ○

79 ○ ○ ○

80 ナノ粒子の体内動態研究 ○ ○ ○

81 トレーサー技術 ○ ○ ○

82 体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法 ○ ○ ○

83 ○ ○ ○

84 ○ ○ ○

85 吸入暴露装置 ○ ○

86 in vivo、in vitro試験用の液相・気相でのナノ粒子サンプル作成技術 ○ ○ ○

87 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築　　　　 ○ ○ ○

88 カテゴリーアプローチ等相対的な有害性の推定手法 ◎ ○ ◎

89 ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法（in silicoの手法等） ○ ○ ○

90 分解性・蓄積性QSAR（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大） ◎ ○ ○

91 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等） ◎ ○ ○

92 メカニズムを考慮したQSAR ◎ ○ ○ ○

93 カテゴリーアプローチ手法 ◎ ○ ○

94 蓄積性試験のin vitro試験法 ○ ○

95 その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた） ○ ○

96 マルチエンドポイント型有害性評価手法 ◎ ○ ○

97 in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法 ○ ◎

98 in vivoでの高速の評価手法 ○ ○

99 in silico人体、in silico生態系 ◎ ○ ○

100 ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法 ○ ○ ○ ○

101 遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術 ○ ○ ○

102 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術 ○ ○ ○

103 単純なPBPK*/TD*モデル　（in vitro等の試験結果を適用して改善） ○ ○

104 詳細なPBPK / TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション） ○ ○

105 有害性検出バイオマーカー探索手法 ○ ○ ○

106 実験室でのミニ生態系（マイクロコズム） ○ ○ ○

107 タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術 ○ ○ ○

知的基盤 108 有害性情報のＤＢ化 ○

知的基盤 109 有害性評価手法やデータ収集に関するガイドライン化と標準化・規格化 ○ ○

*ADME(Absorption, Distribution, Metabolism, Excretion) 吸収、分布、代謝、排泄。

*バイオアッセイモニタリング手法

*Tiered Approach

*ストック汚染

*３Ｒ(Replacement, Reduction, Refinement) 動物試験の代替（Replacement）, 動物数の削減（Reduction）, 苦痛の削減（Refinement）を目指すもの。

*サプライチェーン含有物質トレース手法

*ADME/Tox(ADME toxicity) ADMEを解明する手法。実験系も含む。

*PBTK(physiologically-based toxicokinetics) 化学物質の体内動態を記述したモデル。

*PBTK/TD(PBPK toｘico-dynamics) 化学物質の体内動態に加え、細胞組織内での影響を記述したモデル。

*DfE(Design for Environment)

試供生物(バクテリア、細胞、水棲生物など）の生物学的応答の度合いに応じて、環境サンプルの毒性の大きさを評価する手法であり、未知の毒性物質の影響評価や複数の化学物質を同時に摂取した場合の総
括的な影響を評価することが可能。

環境に配慮した設計。

要素技術

高精度な手法（不確実性因子低減のための手法）

高速（簡易・安価）な手法

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、
高コスト・長期を要する毒性の高度な
評価手法

ADME*/Tox*のメカニズムの分子レ
ベルでの解明手法（たんぱく質の役
割等）

知的基盤

社会ニーズへの
対応

新規の物質・技術や懸念されているリスクへの対応

ナノ粒子の有害性評価手法

排出のモニタリング、排出データの活用、最適化

有害性評価

排出量推定手法

製品に含まれる化学物質の情報をサプライチェーンに沿って授受する手法。

in vivo試験やスクリーニングのためのin vitro試験によるナノ粒子特有の
ヒト・生態系の有害性評価手法（試験動物からヒトへの外挿手法含む）

in vitro 試験によるナノ粒子特有の生体影響検出手法（バイオマーカーの決定手法等）

in vivo 試験によるナノ粒子特有の生体影響検出手法（バイオマーカーの決定手法等）

生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や成長段階別の有害性推
定手法）

暴露評価に必要なツールやデータ等（暴露シナリオ、食物摂取量、人口、用途別排出係数、
地域の気象、海象、水文土壌データ、物質の蒸気圧等の物理化学的性状、物質の環境中
半減期等）のDB化

多くの物質を効率的にかつ合理的に評価するために評価ステップを数段階に分けて行う方法。具体的にはまず初めにスコアリングによって、評価する化学物質の優先順位付けを行った
り、一連の評価の初期のステップで簡単な（かつ安全サイドに立った）評価を行うことで、化学物質を網羅的にふるいにかけ、よりリスクの疑いの高い物質についてのみ詳細なリスク評価を
行うような評価の方法。

土壌のように、いったん汚染されると拡散による希釈効果はあまり期待できず蓄積するので、汚染物質の排出を止めても、そのままでは長期にわたり汚染状態が改善されにくいような汚
染。
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化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク削減技術）

削減対象
物質

対策課題 技術NO.
開発課題

(太字は重要開発課題）

将来的にその技
術

の必要性
（キーワード）

評価項
目②

産業競
争力強
化

技術開発確保：基
礎力
技術力優位：チャ
ンピオン

a.
ハザードや排
出削減量から
見たリスク削
減ポテンシャ
ル
◎：大
○：中
△：小

b.
コスト（コスト
が安いほど普
及しやすく、リ
スク削減に貢
献）
◎：安い
○：中くらい
△：高い

◎：高い
○：中くらい
△：低い

大気 109 無溶媒による合成、分離･抽出プロセス プロセス ・クマリン誘導体の無溶媒合成
トルエン、キシレ

ン
化成品、医農薬 添加剤 技術開発確保 ◎ ○ ○

110
アルコール系、飽和炭化水素系溶媒によ
る合成、分離･抽出プロセス

溶媒、プロセ
ス

･アルコール溶剤による環境調和型アゾ化
合物類の合成

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 色素 技術力優位 ◎ ○ ○

111
水溶性触媒による水系溶媒、イオン性流
体等による高選択グリーン化

溶媒、触媒

･金属錯体触媒によるオキソ反応、選択水
素化、異性化反応
・水溶性錯体触媒、相間移動触媒によるシ
ンプル化反応

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ △ ◎

112 VOCフリー塗装、洗浄、印刷、接着 プロセス
・超臨界CO2*による塗装、洗浄プロセスの
開発

トルエン、酢酸ブ
チル

塗装、印刷 塗料 技術力優位 ◎ △ ○

プロセス
転換

113 環境調和型エマルションプロセス
材料、プロセ

ス

･（界面活性剤を使用せずに）超音波を利用
してエマルジョンを生成して洗浄する技術の
開発

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 分析用材料 技術開発確保 ◎ ◎ ○

114
複合酸化物触媒等による低温接触分解プ
ロセス

触媒 ・酸化鉄系触媒及びプロセスの開発
トルエン、n-ブタ

ン
石油製品 燃料ガス 排出規制対応 ◎ ○ ◎

115
炭素系、無機系膜モジュールによるガソリ
ンベーパー、消毒・滅菌剤の回収・分解

材料、プロセ
ス

・VOC分離用シリコーンゴム中空糸膜の開
発

トルエン、エピク
ロロヒドリン

石油製品、医療用品 分離膜 排出規制対応 ○ ◎ ○

116 光触媒材料による分解処理
触媒、プロセ

ス
・可視光型光触媒によるVOC・NＯx分解装
置の開発

トルエン、n-ブタ
ン

石油製品 VOC分解装置 排出規制対応 ◎ ○ ○

117
機能性膜、炭素性繊維膜、吸着材による選
択・分離プロセス

材料、プロセス ･メソ細孔性活性炭素繊維膜の開発 トルエン、キシレン 化成品、医農薬 原材料 排出規制対応 ◎ ○ △

118
機能性シリカ・ゼオライト、高表面積活性炭
等による回収

材料、プロセス
・ナノ多孔性酸化チタン膜の開発と回収プロセ
ス

トルエン、キシレン 化成品、医農薬 分離膜 排出規制対応 ◎ ○ △

119 特殊反応場利用VOC分解システム 触媒、プロセス

・低温プラズマと触媒による低濃度分解装置
・吸着剤濃縮による低温プラズマ分解装置
 ・キューリー点制御による高効率回収装置

トルエン、n-ブタン 石油製品 VOC分解装置 排出規制対応 ◎ ○ △

120
無機･有機ハイブリット膜、複合酸化物、層
状化合物等による分離・回収、分解プロセス

材料、プロセス

・生分解性生体高分子材料含有ハイブリット
膜の開発
・メンブレンリアクターの開発

トルエン、n-ブタン 石油製品 分離膜 排出規制対応 ◎ ○ △

有害副生
物

（金属、難
分解性物
質等）

121
融合反応場を利用したプロセスのグリー
ン化、シンプル化

触媒、プロセ
ス

・超音波、マイクロ波、高周波反応場を利用
したナノ材料合成、有害物質の分解、殺菌
プロセス
・イオン性流体、超臨界流体による高選択
反応(水和、水素化、メチル化等プロセス
・超高温/高圧反応による新規無機有機ハ
イブリット材料プロセス
・メンブレンリアクターの開発

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ ○ ◎

122
選択加熱（マイクロ波など）によるシンプル
反応化

触媒、プロセ
ス

・高選択加熱による芳香族ポリカーボネート
の製造

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ △ ◎

123
マイクロリアクター*等によるプロセスのシ
ンプル化及び高速化

触媒、プロセ
ス

・多段衝突型マイクロリアクターによるアル
デヒド類の高速・高選択合成

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 医薬原料 技術開発確保 ◎ △ ○

124
新規酸化・還元触媒による有機合成のシン
プル化

触媒、プロセス
・メソポーラスシリカ系触媒による直接フェノー
ル合成

亜酸化窒素、臭素 化成品、医農薬 合成触媒 技術力優位 △ ○ △

125
低品位炭化水素からのオレフィン、合成ガ
ス製造プロセス

触媒、プロセ
ス

・酸化ダイヤモンド－ニッケル触媒による合
成ガス製造法

NOｘ, SOx 化成品 原材料 技術力優位 ○ ○ ◎

126
CO2,DME等を利用した化成品製造プロセ

ス
触媒、プロセ

ス

・超臨界二酸化炭素を使用したホルムアミド
誘導体の製造
・DMEからのプロピレン製造プロセスの開発

NOｘ, SOx 化成品、石油製品 原材料 技術力優位 ○ ○ ◎

127
未利用資源（超重質留分、バイオマス等)
からの有用原料転換プロセス

触媒、プロセ
ス

・重質留分の脱アルキル化による単純芳香
族化合物の製造

NOｘ, SOx 化成品 原材料 技術開発確保 ○ ○ ○

128
低品位化石資源中の硫黄、重金属等の
除去と再資源化

触媒、プロセ
ス ・硫化水素による金属水銀の除去技術 Hg,V, S, Ni, As 石油製品

有害物処理シ
ステム

資源確保、多様化 ◎ △ ○

129
有害残渣を併産しない生分解性ポリマー製
造プロセス

触媒、プロセス ・酵素触媒による生分解性ポリマーの製造 NOｘ, SOx 化成品 医療用材料 技術開発確保 ○ ○ △

130
低級飽和炭化水素等からの化成品製造プ
ロセス

触媒、プロセス
・メタンの選択的直接酸化による化成品製造
用触媒の開発

NOｘ, SOx 化成品、石油製品 合成触媒 資源確保、多様化 ○ △ ○

131
バイオ資源、廃棄物からの化成品製造プロ
セス

触媒、プロセス
・超臨界溶媒処理による化成品原料の製造
技術

NOｘ, SOx 石油製品 原材料 資源確保、多様化 ○ △ △

132
複合酸化物触媒等による希薄NOｘ分解装

置
触媒

・Ba(La)Mn(Mg)系複合酸化物を用いるNOx
の直接分解反応

NOｘ 化成品、石油製品
有害物処理シ

ステム
技術力優位 ○ ◎ ○

133 低NOxの燃焼システム プロセス
・予混合システムの開発
・低NOxバーナーの開発

NOｘ 化成品、石油製品 燃焼システム 技術力優位 ○ ◎ ○

134
ハロゲン、シアン、ホスゲン化合物等を用
いないクリーン化

触媒
・CO2を原料とする非ホスゲン法ウレタン製
造、ポリカーボネート製造

臭素、シアン、ホス
ゲン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ ◎ ◎

135
新酸化法（過酸化水素、オゾン、分子状酸
素等）によるノンハロゲン化

触媒
・ヘテロポリ酸担持Ru触媒によるテレフタル
酸の製造

臭素 化成品、医農薬 原材料 技術力優位 ◎ ◎ ◎

分解 136 微量有害物質の酸化分解プロセス 触媒
・金属酸化物触媒、複合酸化物触媒等による
によるダイオキシン類の完全分解

ダイオキシン 廃棄物処理業
有害物処理シ

ステム
技術力優位 △ ◎ △

アスベスト
飛散防止

技術
137 高効率剥離・回収、飛散防止システム

材料、プロセ
ス

・コーティング材（保水剤、増粘剤等）による
飛散防止
・コーティング材（硬化性高分子材料等）に
よる劣化防止
・無人ロボットのマニピュレーター及びその
動作制御システムの開発

アスベスト
産廃処分業
ビル･住宅

コーティング
材、アスベスト
処理システム

ヒト健康対策 ◎ ◎ ○

138 スラッジ等の資源化・減量化 プロセス

・めっきスラッジフェライト化装置の開発
・新規凝集剤の開発
・メッキ廃液の長寿命化
・スラッジの安全な再利用方法の開発（用途
開発）

Pb、Sn、Zn 金属、非鉄金属
有害金属回収

システム
技術開発確保 ◎ ○ ◎

139
界面動電現象*による有害金属イオン等の
回収、除去

材料、プロセス
・鉄陽電極界面動電法による珪砂からの汚染
物質の除去

Cd、Pb、Hg、As、Cr 金属、非鉄金属
有害金属回収

システム
技術開発確保 ◎ ○ △

140
高性能イオン交換膜、多機能吸着材による
選択回収・除去

材料
・Mg又はMg合金系吸着材による金属イオン
等の除去

Cd、Pb、Hg、As、
Cr、F、B

金属、非鉄金属
有害金属回収

システム
技術開発確保 ○ ○ △

141
高分子、超分子等による有害金属イオンの
選択除去

材料
・イミノジ酢酸基を有するキレート樹脂吸着剤
の開発

Cd、Pb、Hg、As、Cr 金属、非鉄金属 吸着剤 技術開発確保 ◎ △ △

142 微量トリハロメタン等の分解・除去 触媒、材料 ・Si系光触媒による高速、完全分解 トリハロメタン等 化成品、金属製品
有害物処理シ

ステム
ヒト健康対策 △ ◎ ○

143 トリクレン等の分離・完全酸化分解 材料
・トリクレン吸着高性能イオン交換膜、多機能
吸着材の再生技術

トリクロロエチレン 化成品、医農薬
有害物処理シ

ステム
ヒト健康対策 △ ○ ○

144
オゾン、UV等による微量有害ハロゲンの分
解

プロセス ・オゾン噴射ダイオキシン分解炉の開発
ダイオキシン、農

薬等
下水道、廃棄物処理

業
有害物分解炉 ヒト健康対策 △ ○ △

145 難分解性物質の完全分解 プロセス
・光触媒、超臨界水による完全分解装置の開
発

ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

ヒト健康対策 △ ○ △

評価項目①

リスク削減効果

主な削減対象物
質

主な排出産業
（技術の適用先）

その技術に
よって生産さ
れる製品

具体的な開発テーマ例開発要素

分解

プロセス
転換

NOｘ等

水域

回収

プロセス
転換

回収、分
解

プロセス
転換

VOC/溶
媒

ハロゲン
等

原料転換

金属イオ
ン等（F, B
を含む）

分解・除
去

有機ハロ
ゲン

リスク削減効果指標a.bの項
目がどちらか◎かどちらも○
以上であり、産業力競争力
が○以上のものを満たすも
のを重要技術とした。
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146 PFOS、PFOAの代替物質 材料 ・非フッ素系界面活性剤の開発 PFOS、PFOA 化成品、繊維
PFOS、PFOA
の代替物質

国際規制対応 ○ ○ △

147 PFOS、PFOAの計測、回収・無害化 プロセス

・ヘテロポリ酸光触媒、過硫酸酸化剤、亜臨
界水＋鉄粉等による完全分解・無害化技術
の開発

PFOS、PFOA 化成品、繊維
PFOS、PFOA
の処理システ

ム
ヒト健康対策 ○ ○ △

148
高性能分離膜による微量金属の濃縮・資源
化

材料
・弱酸性、弱塩基性キレート修飾高分子分離
膜の開発

Se、Pb、Cr等 金属、非鉄金属 分離膜 技術開発確保 ◎ ○ △

149
高性能吸着材による微量有害金属の回収・
無害化

材料
・ゼオライト及び（ＰｂＯ）ｘ（ＦｅＯ）ｙ（Ｆｅ２Ｏ３）１
－ｘ－ｙ・ａＨ２Ｏよりなる有害金属吸着材

As、Cd、Hg等 金属、非鉄金属 吸着材 技術開発確保 ◎ ○ △

プロセス
転換

150
酵素、光触媒等による選択酸化･分解プロ
セス

バイオ、触媒 ・酸化チタン系光触媒複合材料 の開発 六価クロム 化成品 機能性触媒 技術力優位 ◎ △ △

151 新規耐熱性酵素による生物分解処理 バイオ
・遺伝子組み換え酵素による環境汚染物質
分解技術

N,P系化合物 下水道業
有害物分解酵

素
技術開発確保 ○ ○ △

152 マイクロバブル*による完全分解 プロセス
・オゾンマイクロバブル処理と吸着脱リンを組
み込んだ排水処理

フェノール等 化成品
有害物処理シ

ステム
技術力優位 △ ○ ◎

153 生物的脱窒素を利用した除去 バイオ
・フェノール利用脱窒菌による生物処理
・Anammox菌利用排水処理技術

N系化合物 下水道業
有害物処理シ

ステム
技術開発確保 △ ○ △

154 バイオジオフィルター*等による分離・分解 バイオ ・石灰硫黄系濾材の開発 N,P系化合物 下水道業
有害物処理シ

ステム
技術開発確保 ○ △ △

155
レアメタル、貴金属等の精錬やリサイクル
における有害併産物の回収・無害化

プロセス

・インジウムの精錬プロセスにおける砒素、
亜鉛の回収、無害化
・鋼材のリサイクルにおけるクロム、ニッケ
ルの回収

As、Zn等 金属、非鉄金属
有害金属回収

システム
資源確保、多様化 ◎ ○ ◎

156 有害重金属イオンの選択回収 プロセス
・イオン電極による底泥を含む土壌からの
重金属除去技術

Pb、As、Hg 金属、非鉄金属
重金属処理シ

ステム
技術開発確保 ◎ △ ◎

157
高選択結合酵素、たんぱく質等による無害
化・固定化

バイオ ・非天然重金属固定化用たんぱく質の開発 Ｐb,Ｃd,As,Ｈｇ 金属、非鉄金属
重金属固定化

酵素
技術開発確保 ◎ ○ △

158
包接化合物等による重金属等のIn-situ回
収

材料
・シクロデキストリン等による高選択回収材料
の開発

Ｐb,Ｃd,As,Cr 金属、非鉄金属
重金属処理シ

ステム
技術開発確保 ◎ ○ △

159
ファイトレメディエーション*による重金属の回
収

バイオ
・遺伝子組み換え植物体による高蓄積能化
植物の開発

B、Ni、Cu等 窯業、非鉄、
重金属処理用

植物体
技術開発確保 ◎ △ △

160 マイクロカプセル*等による回収 材料 ・カプセルゲル法による濃縮・回収 Ｐb,Ｃd,As,Cr 金属、非鉄金属
重金属処理シ

ステム
技術開発確保 ◎ △ △

代替物質 161
有機金属、複合金属、無機酸化物等によ
る代替材料

材料
・スズービスマス半田合金粉末の製造方法
・無機クリーン顔料の開発

Pb、Cd、As、Ni、
Cu等

金属、非鉄金属 鉛フリー半田 資源確保、多様化 ◎ △ ◎

162 有機ハロゲンの分解・除去 プロセス
・高周波誘導プラズマと金属触媒触媒によ
る完全分解装置の開発

ダイオキシン、農
薬等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ ◎ ◎

163
界面活性剤による鉱物油、有害金属の分
離・除去

バイオ
・トチノキ科由来サポニンからなる金属イオン
捕捉剤

Cd、Pb等 金属、非鉄金属
金属イオン捕

捉剤
技術開発確保 ◎ ○ △

164 バイオ処理の高度化による洗浄 バイオ
・汚染濃度低減処理とバイオ処理技術を併用
した汚染土壌浄化処理

鉱物油 石油製品
有害物処理シ

ステム
技術開発確保 ○ ○ △

土壌 165 金属触媒、光触媒等による分解 触媒
・アルカリ金属炭酸塩系触媒によるダイオキシ
ン、農薬・肥料等の分解

ダイオキシン､塩素
系農薬等

廃棄物処理業
有害物処理用

触媒
ヒト健康対策 △ ○ △

166
生物系バイオレメディエーション*による分
離・除去・無害化

バイオ
・過酸化水素を酸素源とする微生物による分
解浄化修復方法

トリクロロエチレン 化成品、原油鉱業
有害物処理シ

ステム
技術開発確保 △ ○ △

167
汚染底泥中の有機ハロゲン分解・除去･無
害化

プロセス
・減圧加熱還元等による鉄複合粒子粉末の
飽和磁化率向上と高比表面積化

ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ △ ◎

168 難分解性物質の分解 プロセス 超臨界水による完全分解装置
ダイオキシン､PCB

等
下水道、廃棄物処理

業
酸化剤 ヒト健康対策 △ △ △

169
酵素系バイオレメディエーションによる難分
解物の無害化

バイオ ・資化菌とその増殖工程 ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ △ △

プロセス
転換

170 固体酸・塩基触媒によるクリーン化 触媒
・アルコールと一酸化炭素からの固体酸触
媒によるカルボン酸の合成

塩酸、硫酸、水酸
化ナトリウム

化成品、繊維 原材料 技術開発確保 ○ ○ ◎

回収 171
機能性分離膜等による廃酸・廃アルカリ
の回収・固定化

材料
・二級及び三級アミン型置換基を有する硝
酸分離膜の開発

塩酸、硫酸、水酸
化ナトリウム

化成品、繊維 硝酸分離膜 技術開発確保 ○ ○ ○

無害化、
計側技術

172 超微量検出･計側 検知技術
・染色、偏光顕微鏡等による0.1%含有建材
の検知

アスベスト ビル･住宅、 検知技術 ヒト健康対策 ◎ ◎ ○

無害化、
計側

173
低含有アスベスト建材等の無害化・リサイ
クル・再資源化

プロセス

・低温溶融、水熱合成反応等による減容
化、無害化
・珪酸アルカリ溶液処理
・セメント原材料への転換技術
・マイクロ波による無害化、リサイクル技術

アスベスト ビル･住宅、プラント
有害物処理シ

ステム
ヒト健康対策 ◎ ○ ◎

174 環境調和型リサイクル溶剤
溶媒、プロセ

ス

・塩素系代替溶剤の開発
・グリコールエーテル系洗浄剤の開発
・乳酸エステル、エタノール誘導体、テルペ
ン系溶剤の開発
・バイオ原料からの乳酸エステル製造
・バイオサーファクタントの開発

ジクロロメタン等 金属製品 溶剤等 技術開発確保 ◎ ○ ◎

175 部品・補修用水系塗料 材料
・カルボキシ基含有エポキシ系塗料組成物
の開発

トルエン、酢酸ブチ
ル

輸送用機械器具、金
属

塗料 国際規制対応 ◎ ◎ ○

176 屋外用・耐食、防食製品用水系塗料 材料 ・低温硬化性塗料の開発
トルエン、酢酸ブチ

ル
輸送用機械器具、金

属
塗料 国際規制対応 ◎ ○ ○

177
有害重金属やハロゲンを用いない革新的
難燃材料の開発

材料

・アンチモン、ハロゲン、リンを含まない難燃
剤の開発
・難燃性ポリオレフィン、ポリカーボネート樹
脂の開発
・シリコン、リン変性樹脂による非臭素系難
燃材

ポリ臭化ビフェニ
ル

化成品、自動車 難燃材 国際規制対応 ○ ○ ◎

178 ノンホルムアルデヒド系接着剤 材料 ・ポリウレタン系接着剤用組成物の開発 ホルムアルデヒド 出版・印刷 接着剤 国際規制対応 ○ ○ ○

179 水性インキ、植物性インキ 材料
・アルキルアミンのエチレンオキサイド付加
物の開発

トルエン、酢酸ブチ
ル

出版・印刷 インキ 国際規制対応 ○ ○ ○

180 UV硬化樹脂、粉体樹脂による塗料化 材料 ・新規モノマーの合成、組成物の開発
トルエン、酢酸ブチ

ル
輸送用機械器具、金

属
塗料 国際規制対応 ◎ ◎ △

アスベスト 代替物質 181
耐圧、耐食、耐熱特性を持つシール材代
替品の開発

材料

・膨脹黒鉛とマイカ/粘土等複合材料の開発
・酸化物系セラミックスシール材の開発
・代替製品の寿命実証

アスベスト プラント プラント用材料
緊急対策(2010年

まで）
◎ ○ ○

難分解性
界面活性

剤
代替物質 182 高分解性洗剤 溶剤

・アミノジカルボンサン系高効率分解性洗浄
剤の開発

アルキルベンゼン
スルホン酸等

化成品、繊維 洗剤 国際規制対応 △ ◎ ◎

    モニタリング技術（オンライン、迅速、簡易、自動、警報付）
共通基盤技術 マテリアルフロー分析（*13）手法、ライフサイクルアセスメント（*１4）手法、反応や配合のシミュレーション技術、データベース構築

マイクロリアクター、マイクロ波、レーザー、超臨界流体
バイオ、酵素、光触媒、触媒技術、分離技術

用語の説明         *超臨界CO2

*マイクロリアクター

*界面動電現象

*バイオジオフィルター

*マイクロバブル

*マイクロカプセル

*ファイトレメディエーション

*バイオレメディエーション

*マテリアルフロー

*ライフサイクルアセスメント

回収・無
害化

植物の養分吸収機能、天然鉱物ろ材の吸着・ろ過機能および付着微生物
の浄化機能を組み合わせて浄化を行う技術

１つの物質の生成段階から消滅に至る過程をすべての副生成物、廃棄物
を含めて定量的にしめした図

数μmから数百μmのマイクロ空間の現象を利用した化学反応・物質生産
のための装置

溶液や土壌中に電極を挿入して、直流電圧を印加することで発生する電
気泳動や電気浸透流と呼ばれる物質移動を利用した技術

CO2の臨界点（31℃、7.4MPa)以上では、液体と気体の性質を合わせ持つ

状態となり溶解度、粘性等で特有の性質を示す

製品の製造から廃棄までにかかるエネルギー、原材料、ＣＯ２排出量等を

直径が50μｍ以下の微小気泡

直径が数μｍから1mm程度の極めて微小な容器に閉じ込められる物質と
それを取り囲む物質から構成される

植物を利用した環境修復技術

微生物を利用して環境を修復する技術

製品

VOC/溶
媒

代替物質

水域

重金属

アスベスト

有機物質

廃酸・
廃アルカリ

分解・除
去・無害

化

重金属

回収

分解・除
去

富栄養化
物質

代替物質
有機ハロ

ゲン
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リスク評価
・管理の
方向

各主体の
役割

リスク管理 行政が行う
に必要な リスク管理に
技術開発 必要な手法

企業の
自主管理を
支援する
ための手法

要素技術

リスク評価
に必要な
技術開発

社会ニーズへ
の対応

シックハウス症候群のリスク評価が可能に

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

複雑なシナリオのリスク(混合物や
複合暴露等)や感受性やライフスタ
イルに留意し管理することが可能に

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの管

理が可能に

既に生じている複合暴露の影
響を評価することが可能に

(28)  ヒト・生態リスクの統一指標の開

(29) 優先順位付け手法

(30) 不確実性を含んだリスク指標の開発

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ヒト健康や生態系へのリスクに
ついての統一評価が可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物*や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評価が可能に
さらに、化学物質全体でのリスク評価と方法論
をすり合わせ、体系的な組み込みが可能に

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの評

価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

化審法のリスク管理手法

特定化学物質のリスク管理手法

化学物質管理の第２世代
物質ごとのリスクに基づく管理

【企業】個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し、自主管理する。

　
　

【行政】個々の物質の代表的なケースのリスクを評価し、管理する。
　
　

製品単位のリスク管理手法

化学物質管理の第３世代
リスクトレードオフに基づく最適管理

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築する

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

(20)化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標
の開発

　　化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（リスク評価・管理技術開発）

環境に配慮した設計（DfE)手法

【国民】化学物質のリスクの情報やリスク評価するための
手法を知りたいときに知ることができ、化学物質に対する
理解が深まる。

管理策に要するコ
ストの評価手法

【行政】様々な物質間や化学物質とそれ以外のリスクとの間でリスクを比較し、また様々なケース
のリスク（混合物、複合暴露、感受性、ライフスタイル等）に留意しながら、管理する。管理策の国
際調和を図る。

【企業】様々な物質や製品のライフサイクルでのリスクを比較し、自主管理する。

【国民】リスクコミュニケーションを通じて、化学物質のリスクとベネフィットに対する理解が深まる。

工場単位のリスク管理手法

現時点では、管理策の
コスト対効果が評価可
能

(9) 地域のリスク管理手法

監視化学物質のリスク管理手法

REACH対応

化学物質とそれ以外のリス
クを同じ指標で比較可能に

(8) リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

(7) 複雑なシナリオのリスク(混合物や複合暴露等)や感受性やライフスタイルに留意し管理するための

化審法のリスク評価の高度化
（製造量、輸入量、用途情報等
に基づくリスク評価の高度化）

工場周辺のリスク評価・管理

地方行政へのリスク評価取り込

これまでに蓄
積されたリスク
評価・リスク管

理の手法

２０１０

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

既に生じている複合暴露の影響に
対して対策を立てることが可能に（シ
ミュレーションによる「事前」予測とは
別に、「事後」的管理も可能に）

手法のバリデーション・
実用化・普及

 (1) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(2) 代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

(6) 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮した
ﾘｽｸ管理手法

化学物質以外のリスクも考慮した
最適な管理策が選定可能に

現時点では、コスト対
効果を考慮した適切な
管理策が選定可能

手法のバリデーショ
ン・実用化・普及

２０３０

現時点では、有害性や暴露の情報が十分に
揃っている物質については、コスト対効果を考慮
した適切な管理策が選定可能

(11) サプライチェーン含有物質トレース手法

有害性や暴露の情報が十分に揃っていな
い物質についても、不確実性がある中で、
適切なリスク管理策が策定可能に

               (12) 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法

管理策のコストと効果を
同じ指標で比較可能に

化学物質間で、管理策の
コストと効果を考慮した適
切な管理策が選定可能に

(21) データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法

(14) 地域（工場付近）のリスク管理手法

(13) 製品のリスク管理手法

(4) 評価の優先順位やTiered Approachを考慮した効率的リスク管理体系の構築

(3) 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手

    (5)    ストック汚染のリスク管理手法

(10) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(27) ヒト健康について共通の指標で評価する手法

(31) 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

管理策の効果（回避
されたリスク）の評
価手法

(19) 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法

２００７ ２０２０
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リスク評価
に必要な
技術開発

暴露 社会ニーズ
評価に への対応
必要な
技術開発

新規の物質
・技術や

懸念されている
リスクへの対応

②要素技術
環境中や生体中
　濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
とその活用

環境中や生体中
　濃度センサー

　　環境中運命
　　評価手法

　　排出のモニタ
　　リング
　　排出データの
　　活用、最適化

　　排出量
　　推定手法

有害性
評価に
必要な
技術開発

①社会ニーズへ
の対応

新規の物質
・技術や
懸念されている
リスクへの対応

②要素技術

社会ニーズへ
の対応

暴露評
価に必
要な技
術開発

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

(103) 単純なPBPK/TDモデル（in vitro等の試験結果を適用して改善）

(90)分解性・蓄積性ＱＳＡＲ（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大）

既に生じている複合暴露の影響
を評価することが可能に

(78) 生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や
成長段階別の有害性推定手法）

(94) 蓄積性試験のin vitro試験法

ADME/Toxのメカニズムの分子レベルでの解明手法（たんぱく質の役割等）

分子～細胞～臓器～組織レベルでのメカニズム解明

より正確な排出量を反映し
た暴露評価が可能に

種差を回避・克服し、
個の多様性を反映した
有害性評価が可能に

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、高コスト・長期を要する毒性の高度な評価手法

(91) 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等）

単純なPBPK/TDモデル

(99) in silico人体、　　in silico 生態系

(97) in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法

高度化とはすなわち、
・一部の物質は、in silicoで
高速化するなど、より効率
的で合理的でかつ高精度
な試験戦略
・種差を反映した高精度な
有害性評価や、個の多様
性を反映した有害性評価
（自分への影響がわかる）
により、国民の安心を実現

(98) in vivoでの高速の評価手法

(104) 詳細なPBPK/TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション）

(92) メカニズムを考慮したQSAR

【行政】
　・試験戦略を活用した効果的・効率
的な有害性評価

(96) マルチエンドポイント型有害性評価手法

(67) 用途ごとの排出推計手法
(66) ライフサイクルでの用途推定手法 (71) より高精度なマテリアルフロー分析手法

(68) 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
(69) PRTRデータ妥当性評価手法

(61) 生体中微量物質検出センサー

(57) バイオアッセイモニタリング手法(環境測定による化学物質の暴露把
握手法）

(59) 環境中微量物質マルチセンサー

(60) 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー

(56) サンプリングスキーム構築(生物相モニタリングス
キーム含む）

(55) モニタリングデータの暴露評価適用手法

(64) PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
(65) モニタリングスキーム構築

(95) その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた）

(105)  有害性検出バイオマーカー探索手法

個別物質の暴露
評価手法

各エンドポイントの
暴露評価手法

平均ケース（人・地
域）の暴露評価手法

(42) 排出量、環境条件などの最悪ケースも反映さ
れるように暴露シナリオを体系化

(40) 感受性の高い集団の暴露
評価手法

 (37) 製品からの直接暴露の評価手法

(41) ライフスタイル別の暴露評価手法

(39) 地域別の暴露評価手法

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(46)  シックハウス症候群の暴露評価手法
(47)  自然発生源のある物質の暴露評価手法

暴露(Ａ)

(62) 土壌、地下水汚染暴露評価手法

暴露(B)

暴露(B)

分解性・蓄積性QSAR

(93) カテゴリーアプローチ手法

暴露(Ｃ)

暴露(Ｃ)

(63) 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

メカニズムに基づき高精度で３Rに
沿った有害性評価が可能に

(38) ストック汚染による暴露の評価手法暴露(Ａ)

暴露(C)

暴露(B)

暴露(B)

スクリーニング評価が安価・高速ある
いはHTP化可能に。有害性予測が可
能に

発がん性等、高コスト・長期を要する
毒性が安価・高速に評価可能に

物質や毒性に適した評価手法が体系化され、
「必要性の低い物質は安価・高速に評価し、必
要性の高い物質は詳細にin vivoで試験する」
という試験戦略が可能に

水域等の現場で（検査機関への
運搬不要）、個別化学物質由来
のリスクと共に，媒体全体として
のリスク（個別物質の同定不要）
も迅速に評価可能に

　環境中で化学変化する化学物質や地
下水を経由した暴露の評価が可能に

【企業】
・有害性評価のコスト負担減少（より
多くの物質を評価できるようになる）

(43) 不確実性を含んだ暴露指標の開発

高速化

(44) 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

(70) 観測値から排出量を推定する逆解析手法

(58) 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出セン

既存化学物質の安全性点検加速化

(107) タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術

(106)  実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

有害性(ｆ)

(45) 生態系食物網構造解析手法

微量な化学物質の濃度(環境
中や生体中）が迅速に簡易に
測定可能に

目的に応じて、必要な精度
での暴露解析が可能に

ナノ粒子の有害性評価手法

(75) シックハウス症候群の有害性評価手法 (76) 複合暴露の有害性評価手法

暴露(E)

暴露(Ｆ)

有害性(a)
有害性(b) 有害性(c)

(77) 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

有害性(e）

手法のバリデーション・
実用化・普及

手法のバリデー
ション・実用化・普

有害性(d)

暴露(H)

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物＊や
個体群等生態系のリス
ク評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

シックハウスのリス
ク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評
価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

暴露(Ｅ)
有害性（a）

暴露（H）
有害性（ｃ）

有害性（e)

暴露(G)
有害性（ｄ）

有害性（ｂ）

暴露(G)

運命モデルとモニタリング結果の
比較により、モデルの精度が向
上

(100) ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法

(102) 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

高度化

(101)  遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術

有害性(d)

有害性(ｆ)

２０１０ ２０２０ ２０３０２００７

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す
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リスク評価・管理の 現状
方向

暴露評価に必
要な技術開発

暴露

濃度（モニタリング）

濃度（環境中運命）

排出

生体影響評価

体内動態

生体影響評価要素技術

リスク管理に必要な
技術開発

有害性評価に
必要な技術開
発

ナノ粒子の組成・形状・粒子サイ
ズ分布・物理化学的性状が従来
の動物試験で影響を評価してい
るナノ粒子と、実際に想定される
人の暴露シナリオで暴露するナノ
粒子とで、同一とみなされるもの
か否か、不明。このため、現在の
試験法では、毒性があったときに
ナノサイズであることが影響して
いるのか否かが不明。

ナノ粒子の測定技術が不十分な
ので、生体内動態について未知。

ナノ粒子のリスク評価手法
は、従来のリスク評価手法で
行えるか、ナノサイズゆえの
新たな枠組みが必要なのか
が不明。

ナノ粒子の組成・形状・粒子
サイズ分布・物理化学的性状
が従来の動物試験で影響を
評価しているナノ粒子と、実
際に想定される人の暴露シナ
リオで暴露するナノ粒子とで、
同一とみなされるものか否
か、不明。

リスク評価に必要
な技術開発

(88)相対的な有害性の推定手法
    （カテゴリーアプローチ等）

(54) ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

(87) 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築

２００７ ２０１０

化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（工業用ナノ粒子のリスク評価・管理技術開
発）

(52) ナノ粒子排出シナリオ構築

(51) ナノ粒子の環境中
     挙動モデル

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(17)ベネフィットの現状把握と予測のための手法

(16) 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する
      研究

(18) 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法

(83) in vitro 試験によるナノ粒子特
     有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(84)in vivo 試験によるナノ粒子特有
     の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(85) 吸入暴露装置

(80) ナノ粒子の体内動態研究

ナノサイズの微粒子が、ヒ
トや生態系に何らかの影
響を与える可能性は必ず
しも否定できないが、実際
にナノサイズであることに
問題があるのかは不明。

ナノサイズの微粒子がヒト健康に与えるリスク、生態系に与えるリスクがある場
合には、それが科学的に評価され、リスクに基づいた規制（行政）や製品設計や
自主管理（企業）を行う。

ヒトや生態系に対するナノ粒子特有の有害性評価が可能
に（既に産業に広く使われているナノ粒子も含め、多種多
様なナノ粒子の中からのスクリーニングも可能に）

人や生態系に対す
る暴露評価が可能
に

ナノ粒子の
リスク管理
手法の明

自主管理を含む管理の枠
組みを企業・国民に提案

リスク評価におけるナノ粒子の位置付けが明確化
し、ナノ粒子リスク評価の普及が可能に。
多種多様なナノ粒子に対し、効率的なリスク評価が
可能に。
人や生態系に対する詳細なリスク評価が可能に。

(32) ナノ粒子のリスク評価手法

ナノサイズのリスク評価を化学物質のリスク管理の中に体系
的に組み込み、また化学物質以外のリスクも考慮して規制
や自主管理を行う。

(81) トレーサー技術

人や生態系に対するリスク
評価が可能に

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す「技術開発項目」を示す

凡例

化学物質以外のリスクも考慮した
最適な管理の枠組みを企業・国民
に提案

(86) in vivo、in vitro 試験用の液相・
気相でのナノ粒子サンプル作成技術

(86) in vivo試験やスクリーニング
    のためのin vitro試験によるナ
    ノ粒子特有のヒト・生態系の有
    害性評価手法（試験動物から
    ヒトへの外挿手法含む）

(49) 暴露シナリオ構築

(53) ナノ粒子排出量推定手法

推定や高速で高精度な有害性評価も可能になり、多種多様なナ
ノ粒子に対し、スクリーニング～詳細試験まで試験戦略に沿った
有害性試験体系が可能に

詳細な暴露シナリオに
おける高精度な暴露評
価が可能に

気中や液中でのナノ粒子計測手法が確立され、
ナノ粒子のサイズや形状などのキャラクタリゼーショ
ンが可能に

（ナノ粒子の計測手法の開発については、ナノテク分野のロード
マップ「構造計測－微粒子計測」を参照）

ナノ粒子の計測手法やキャラクタ
リゼーションの方法が未確立。

(89) ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法
      （in silicoの手法等）

生体の各器官でのナノ粒子の形態変化
（凝集等）や、特有のメカニズム、エンドポイ
ント、DR等の把握が可能に。

２０３０

試験プロトコルを国際機関での議
論へ反映させ、国際調和に貢献

標準試料、試料調
整プロトコルの確
立、信頼性の高い

(82)体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

(50) 環境・生体中のナノ粒子計
      測技術、キャラクタリゼー
      ション技術

質量だけでなく、組成や、生体影響との関
係がより大きい暴露パラメータ（個数、サイ
ズ、表面積、凝集状態等）が把握可能に。

(34) 多種のナノ粒子に対するリスク評価の
      優先順位付け手法
     （詳細評価のためのスクリーニング手法）

  (15) リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法

 (33)ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化
       （Tiered Approach、より複雑な暴露シナリオ等）

ナノ粒子の有
害性評価に必
要なナノ粒子検
出技術等の要
素技術の確立

２０２０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（リスク削減技術）
     

技術NO.

109

VOC/溶剤

難分解性界面活性剤

有機ハロゲン

アスベスト

大気

水域

有機物質

廃酸・廃アルカリ

110, 111,
112, 113

長期課題中期課題

　
有害副生物

VOC/溶剤

削減対象物質

製品

アスベスト

金属イオン等

土壌

ＮＯｘ等

ハロゲン等

重金属

アスベスト

短期課題

182

181

174

175, 176,
177, 178,

179

172, 173

170

171

163

155,156

142

138

134, 135

132,133

126, 127, 128

125

122, 123

121

114

116

115

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複合酸化物触媒等による低温接触分解プロセス

　
　

技術の方向性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換によるVOC/溶剤の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収、分解技術開発によるVOC/溶剤の削減

　･炭素系、無機系膜モジュールによるガソリンベーパー、
 ･消毒・滅菌剤の回収・分解

　･水溶性触媒による水系溶媒、イオン性流体等による高選択グリーン化
　･アルコール系、飽和炭化水素系溶媒による合成、分離･抽出プロセス
　･VOCフリー塗装,、洗浄、印刷、接着
　･環境調和型エマルションプロセス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換による有害副生物の削減

有害性の高い物質を使わない、つくらないプロセス

有害性の高い物質を環境に出さない末端対策（環境修復技術を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解技術開発によるＮＯｘの削減

　･複合酸化物触媒等による希薄NOｘ分解装置
　･低NOxの燃焼システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換によるハロゲン等の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飛散防止技術開発によるアスベストの削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解、除去、無害化技術開発による有機物質の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による廃酸・廃アルカリの削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無害化技術開発によるアスベストの削減　・　アスベストの計測技術開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発によるVOC/溶剤の削減

　･部品・補修用水系塗料　　　　　　･　屋外用・耐食、防食製品用水系塗料
　・ノンホルムアルデヒド系接着剤　・　水性インキ、植物性インキ
　・有害金属やハロゲンを用いない革新的難燃材料の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アスベストの代替物質開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発による難分解性界面活性剤の削減

国際競争力の
ある技術でリ
スクを抑えて
快適な生活を
実現する。

VOC30％削減 ヨハネスブルク宣言達成目標・ターゲット

化石資源の重質化に伴う低品位化（硫黄分、含有金属増大）、コンデンセートの利用拡大
化学原原料の確保

植物由来（バイオマス）資源の一定程度利用が進む

化学産業の動向 バルク製品生産拠点の海外移転が継続
国内は、高機能・高付加価値製品製造に特化
　　　　　　　　　　（ファインケミカルズ、スペシャリティケミカルズ生産）

高い技術力を保持して世界の
化学工業をリードしている

産地によりＨｇ，Ａｓを同伴するものがある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･光触媒材料による分解処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･無溶媒による合成、分離･抽出プロセ
ス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原料転換による有害副生物の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　･融合反応場を利用したプロセスのグリーン化、シンプ
ル化

　

　･低品位炭化水素からのオレフィン、合成ガス製造プロセス

　

　･高効率剥離・回収、飛散防止システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による金属イオン等の削減

　･スラッジ等の資源化・減量化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解、除去技術開発による有機ハロゲンの削減

　･微量トリハロメタン等の分解・除去

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による重金属の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･有害重金属イオンの選択回収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発による重金属の削減

･レアメタル、貴金属等の精錬やリサイクルにおける有害併産物の回収，削減
・有機金属、複合金属、無機酸化物等による代替材料

　･有機ハロゲンの分解・除去

･機能性分離膜等による廃酸・廃アルカリの回収・固定化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換による廃酸・廃アルカリの削減

･固体酸・塩基触媒によるクリーン化

･超微量検出･計側
･低含有アスベスト建材の無害化・リサイクル　・再資源化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･環境調和型リサイクル溶剤

　･耐圧、耐食、耐熱特性を持つシール材代替品の開発

　･高分解性洗剤

2030年2020年2010年

･　選択加熱（マイクロ波など）によるシンプル反応化
･ マイクロリアクター等によるプロセスのシンプル化及び高速

・CO2,DME等を利用した化成品製造プロセス
・未利用資源（超重質留分、バイオマス等)からの有用原料転換プロセス
・低品位化石資源中の硫黄、重金属等の除去と再資源化

　･ハロゲン、シアン、ホスゲン化合物等を用いないクリーン化
　･新酸化法（過酸化水素、オゾン、分子状酸素等）によるノンハロゲン化

137

156
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２．化管法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の概要（1999年制定）

（１）概要

（２）対象化学物質例

・揮発性炭化水素 ；ベンゼン、トルエン、キシレン 等
・有機塩素系化合物 ；ダイオキシン類、トリクロロエチレン 等
・金属及びその化合物 ；鉛及びその化合物、有機スズ化合物 等
・オゾン層破壊物質 ；CFC、HCFC 等

１．化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）の概要（1973年制定）

（１）新規化学物質の審査

これまで我が国で製造、輸入が行われたことのない新規化学物質については、製造又は輸入
に際し、製造・輸入者からの届出に基づき事前にその化学物質が次の性状を有するかどうかを

審査し判定を行っている。

①分解性･･･････････自然的作用による化学的変化を生じにくいものであるかどうか

②蓄積性･･･････････生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか

③人への長期毒性･･･継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがあるもので

あるかどうか

④生態毒性･････････動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるものであるか

どうか

（２）既存化学物質の点検

化審法制定以前より製造又は輸入されていた化学物質（試験研究用及び試薬を除く約２万
物質）については、国がその安全性の総点検を行うべきとされていた。

平成１５年度改正より、今後は国際的な役割分担による有害性評価を促進するとともに、
官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた。

（３）対象事業者

①次の事業に属する事業を営んでいる事業者

・全ての製造業（化学工業、電気機械器具製造業、鉄鋼業 等）

・金属鉱業、電気業・ガス業、下水道業、燃料小売業、洗濯業、自動車整備業、廃棄物処分業、

高等教育機関、自然科学研究所 等

②常用雇用者数２１人以上の事業者

③いずれかの第一種指定化学物質の年間取扱量が１㌧以上（発がん物質は０．５㌧以上）の事業所

を有する事業者 等

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質（第一種指定化学物質；３５４物質）に
ついて、事業所からの環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物に含まれての事業所外
への移動量を、事業者が自ら把握し国に届け出るとともに国は届出データや推計に基づき排
出量・移動量を集計し公表するもの。

化学物質総合管理関係法令
参考資料２
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重要技術選定の評価項目と評価方法について

Ⅰ．化学物質リスク評価・管理分野

● 化学物質評価・管理分野の評価項目は、２つの観点で評価を行った。

①化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資するもの

②海外動向に対する日本の影響力発揮に資するもの

● さらに①についてはa.b.c.の３つの技術要件を細分化して評価指標とした。

a.リスク評価に必要な情報を効率的に取得できるもの

b.情報不足による不確実性を低減、実用化できるもの

c.リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志決定に役立つもの

● ①の３項目と②の１項目の４つの評価指標について３段階評価を行った。特に優れた物 ◎、優

れた物 ○、それ以外は無印とした。

●重要技術の選定方法は以下の２つ基準のうち少なくとも１基準を満たすものとした。

・ １項目で特に優れた技術 ◎が有る場合

・ ３項目で優れた技術 ○が有る場合

※２つの基準の外に我が国独自の事情を考慮する必要がある物については、特別に加点した。

● 化学物質リスク削減分野の評価項目は、以下の２つの観点で評価を行った。

①リスク削減効果に資するもの

②産業競争力に資するもの

● ①リスク削減効果については２つの観点から評価を行った。

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル

b.リスク削減するのに必要なコスト

● ②産業競争力については以下の４つの観点から産業競争力の評価を行った。

・将来技術力確保の観点（国内産業保全のために基礎力として開発しておく必要がある技術）

・将来の成果が期待できる技術（世界トップレベルとなることを期待する技術）

・期待される技術的波及効果（他の技術に活用可能な広がりをもっている技術）

・期待される産業的波及効果（広い産業に恩恵を及ぼす技術）

● ①の２項目と②の１項目の３つの指標についてそれぞれ◎、○、△の３段階評価を行った。

●重要技術の選定方法は①と②の基準を両方満たす物を重要技術とした。

①の項目についてa,bのどちらかが◎の評価を得た物かa.bどちらも○の評価を得たもの

②について○以上の評価を得たもの

Ⅱ．化学物質リスク削減分野

参考資料３
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技術戦略マップ 2009 



 

 

 

 

 

 

 

 

化学物質総合評価管理分野 
 

 

 

 

 

現在、世界中で数万種類を超える化学物質が製造され、幅広い産業で様々な用途に使用され

て、快適な生活の実現に大きく貢献している。 

しかしながら、それぞれの化学物質には固有の性質として何らかの有害性（ハザード）があ

り、人や生物が空気、水、食物等を通してこれにさらされると（暴露）、悪影響を及ぼす可能

性（リスク）がある。化学物質の有用性をいかすためには、化学物質のリスクを適切に管理し

ていく必要がある。 

リスクの管理には、リスクの科学的な評価技術と削減技術が必要である。本分野は二つの技

術体系に分けられる。一つは「化学物質リスク評価・管理技術開発」で、その目的は数万に及

ぶ化学物質のリスクを正確に把握し、必要な対策を適時適切に行うため、有害性（分解性、蓄

積性等を含む）、暴露等の基盤情報の収集とこれに基づくリスク評価を行うとともに、それら

の情報に基づき各種評価手法の開発等を行うことである。もう一つは、「化学物質リスク削減

技術開発」であり、化学物質の製造・利用に伴う環境負荷の低減、省資源及び省エネルギーを

図るため、製造工程において有害化学物質を使用しない、使用による排出の削減等のプロセス

を開発することである。 

化学物質総合評価管理分野の研究開発では、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のため

の基盤、事業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、

化学物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立すると

ともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

これにより、化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための

技術体系を構築する。 
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化学物質総合評価管理分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ．導入シナリオ 

（１）化学物質総合評価管理分野の目標と将来実現する社会像 

経済産業活動を環境と調和させ安全・安心な国民生活を実現するために、以下のことを

目標とする。【添付資料：化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像】 

これらの目標を達成するためには、研究開発のみならず、実用化するための導入普及促

進策、標準化等の関連施策を一体的に推進する必要がある。 

・行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用 

・行政、企業、国民等の間のリスクコミュニケーションを通じた、透明性があり合理的

な化学物質管理についての理解促進 

・化学物質の排出削減が進むことにより、環境負荷の低減に寄与し、国民の健康の保護

や生活環境を保全 

・日本の産業の国際競争力の強化 

（２）研究開発の取組み 

2002 年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」において、ヨハネスブルグ

宣言と共に採択された実施計画の第22項では、「ライフサイクルを考慮に入れた化学物質

と有害廃棄物の健全な管理のためのアジェンダ 21 の約束を新たにするとともに、予防的

取組み方法に留意しつつ透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順とリスク管理手

順を用いて、化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で使

用、生産されることを 2020 年までに達成する」との、首脳レベルでの長期的な化学物質

管理に関する国際合意（WSSD 目標）がなされている。また、2006 年 2 月には、これを具

体化するための行動指針として、「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ

（SAICM）」が取りまとめられている。我が国としても、まずは WSSD 目標の達成のため、

SAICMを参照しつつ、リスク評価・管理に用いられる技術の研究開発に取り組んでいく。 

リスク評価については、有害性や暴露量の情報がある物質はリスク評価が可能である一

方、異なる物質間におけるリスク比較が困難なために、有害性等のデータが少ない物質へ

の安易な転換が行われる例も出てきている。この状況を解消するために、不足するデータ

を類推し、リスクを比較する手法の開発が必要とされている。また、リスク評価を実施す

る上で必要となる有害性評価についても、膨大な数の化学物質について信頼に足るデータ

が不足しているが、すべての物質に時間と費用をかけ動物実験による有害性評価を行うの

は現実的でない。そのため、動物試験によらない、遺伝子組換え技術や遺伝子発現解析技

術を活用した有害性評価手法、化学物質の構造情報等から計算機を用いて有害性を予測評

価する手法等の開発が求められている。さらに、科学的に未解明なゆえに有害性の不安が

生じている工業用ナノ粒子について、リスク評価技術を開発し、リスク管理を行う体制を

整備する必要がある。これらは、比較的緊急性の高い課題である。より長期的な視点に立
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てば、種差や個人差、複合暴露の影響を定量的に評価できる高精度な有害性評価技術や、

実環境中でのモニタリングとそれをフィードバックして高精度化した暴露推定モデルが必

要とされる。 

一方、化学物質のリスクを管理する一つの方法として不可欠なのが、化学物質のリスク

を削減する技術であり、工場から最終的に排出される段階での回収・分解、有害性の高い

物質を用いないプロセスへの転換、又はよりリスクの低い物質への代替転換といったもの

がある。また、過去に環境中に排出された化学物質の回収・無害化といった技術もリスク

削減技術として位置付けられている。短期的には、排気施設や排水施設等の最終段階で有

害性の高い物質を回収、分解する技術の開発が求められ、より長期的には、製造・使用段

階においてリスクの少ない化学物質への代替化技術が中心となっていくべきと考えられる。

さらに、リスク評価・管理に係る手法の確立とともに、リスク削減技術の先駆的な開発を

もって産業の競争力向上に資するものと考える。【参考資料 1：化学物質総合評価管理技

術の考え方】 

（３）関連施策の取組み 

〔導入補助・支援〕 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図る。 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等の手法の各種活動（事業者の自主管理

活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコミュニケーションを図る活動等）等への

導入を図る。 

・公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

〔基準・標準化〕 

・各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活

動（国際規格（ISO/IEC）、日本工業規格（JIS）、その他国際的に認知された標準の提案

等）を実施する。 

・高機能簡易型有害性評価手法の開発については、開発された簡易有害性評価手法等を

2014 年度を目途に経済協力開発機構（OECD）にテストガイドラインとして提案するこ

とを検討し、国際標準化を推進する。 

〔知的基盤整備〕 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機

関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報

基盤整備を図る。 

〔他省庁との連携〕 

・総合科学技術会議で行われている科学技術連携施策群の環境分野の一つとして「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」の中で厚生労働省、国

土交通省、農林水産省と情報を共有し連携を保ちつつ事業を推進。 

（４）民間での取組み 
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民間企業の取組みとしては、有害化学物質の排出によるリスクを低減するため、化学物

質関係法令の遵守に止まらず、化学物質の自主的な管理を推進する。具体的には、化学物

質審査規制法（以下、化審法）及び化学物質排出把握管理促進法（以下、化管法）に対し

て適切な対応がなされており、また、2010 年までに VOC 排出削減に対しての自主的な取

組みが推進されている。さらに、必要な研究開発を通じて、有害化学物質の自主的な管理

を高度化していく。【参考資料2：化学物質総合管理関係法令】 

（５）改訂のポイント 

 添付資料「化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像」の追加 

化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像を明確に示すため、技術戦略マップ 2008

の参考資料1の内容を含めて視覚的に分かりやすく解説した。 

 参考資料1「化学物質総合評価管理技術の考え方」の追加 

導入シナリオでは分かりにくいリスク評価とリスク削減のつながりを示し、化学物質総

合評価管理技術全体で目指す方向性について整理した。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

行政や企業の直面するリスク評価・管理の課題（ニーズ）と、それを解決しうる技術

（シーズ）を調査により抽出し、技術開発課題を整理した。 

また、リスクを管理するためにはそれを評価する技術が必要であり、リスクを評価す

るためには暴露を評価する技術及び有害性を評価する技術が必要であることを、階層構

造として示している。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

まず、技術が役立つ場を考慮して、産業、広域、生活に分類し、それぞれに影響を及

ぼす環境を「大気」、「水域」、「土壌」、「廃棄物」と分類した。次に、それぞれについて

削減すべき化学物質を抽出し物質群としてまとめ、「プロセス転換技術」、「回収・分解

技術」、「原料転換技術」等技術分類を行い、その削減に有効な技術開発課題を整理した。 

（２）重要技術の考え方 

リスク評価・管理に関する委員会とリスク削減技術に関する委員会において重要技術の

考え方を整理し、その分野に応じた評価指標を抽出し、それに基づいて重要技術の選定を

行った。化学物質リスク評価・管理技術開発は、重要技術開発課題をゴシック体（太字）

で示すとともに、化学物質リスク削減技術開発は重要技術とシーズ技術に分類した。【参

考資料3：重要技術選定の評価項目と評価方法について】 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術の選定に当たっては、次の四つの評価指標を設定し、それぞれの指標を３段

階で評価した。 
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①  化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資する。 

a. リスク評価に必要な情報を効率的に取得できる。 

b. 情報不足による不確実性を低減、定量化できる。 

c. リスク管理（対策選定）におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適

切な意志決定に役立つ。 

②  海外動向に対する日本の影響力発揮に資する。 

まず、上記の①-a～①-c と②の四つの評価指標のうち一つでも◎評価となった技術

は、重要技術と選定した。また、三つ以上の指標で○評価を得た技術についても、多

目的型技術として重要技術として選定した。さらに、我が国の独自の事情を考慮する

必要があるものについては、特別に重要技術に加えた。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

重要技術の選定に当たっては、次の三つの評価指標を設定し、それぞれ3段階で評価

した。 

① リスク削減効果 

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル 

b.コスト 

② 産業競争力強化 

上記の指標のうち①の指標については a、b の二つの指標に分けられ、そのうちど

ちらかが◎評価を得られたもの、又は両方○以上の評価を得られたものであって、か

つ②の指標についても○以上の評価を満たすものについて重要技術として選定した。 

（３）改訂のポイント 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術それぞれに説明を追加。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

大分類を見直し、既存の技術マップにGSC分野のうちリスク削減に寄与する技術を含

めた上で掲載技術を再抽出。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

2010 年頃までに化学物質管理の第 2 世代を構築させるべく化学物質管理関係法令等

による規制と企業の自主管理のベストミックスの下、物質ごとにリスクを減らすことを

目標にし、開発すべき概ねの時期を期間と共に示した。また、その後 2020 年頃までを

化学物質管理の第3世代と位置付け、リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、リ

スクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築することを目標にし、開

発すべき概ねの時期を示しロードマップを策定した。将来的には、複数物質間のリスク
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を比較したり、感受性の個人差や多様なライフスタイルにも留意したりして、科学的知

見に基づく高度な技術により、全体としてのリスクを低減させるような管理を目指すべ

きであり、安全・安心な国民生活と活力ある産業を実現することが求められている。 

リスク評価の一手法として描かれている工業用ナノ粒子のリスク評価については、研

究開発が緒に付いたばかりであり、やや他の技術開発とは進展の度合いが異なるので別

立てにした。（なお、技術マップについては、リスク評価・管理本体のマップに表し

た。） 

また、各技術開発のつながりを分かりやすく示すため、重要技術開発以外の技術開発

についても明朝体で記載するとともに、各技術開発のアウトカムを矢印で示して技術開

発との因果関係を示すことによって、本ロードマップで何を目指しているのかを明確に

した。【参考資料 4：リスク評価・管理技術開発の関係図】【参考資料 5：リスク評価・

管理の技術ロードマップの俯瞰図】 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

国際競争力のある技術で化学物質によるリスクを抑えて快適な生活を実現するために、

2010 年に VOC の排出量を 2000 年に比較して 30％削減することや、2020 年に WSSD 目標

である化学物質の人への健康と環境にもたらす影響を最小化にするための技術目標を示

すとともに、さらに長期的な視点に立ち 2030 年までリスク削減をするための技術開発

をロードマップ上に展開した。技術の方向性としては、短期的には有害性の高い物質を

環境に出さない排出段階で回収や分解を行う技術が、長期的には有害物質を使わない、

又は生成しないプロセスへの技術転換が中心となっていくべきと考えられる。【参考資

料6：リスク削減対象物質群と代表的削減技術の俯瞰図】 

（２）改訂のポイント 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

技術戦略マップ 2007 からの変更はないが、今後の技術開発の方向性（進展）と現在

の取組みの位置付けが一目で読み取れるよう、参考資料 4「リスク評価・管理技術開発

の関係図」及び参考資料 5「リスク評価・管理の技術ロードマップの俯瞰図」を追加し

た。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

技術マップの改定に伴い、技術マップの大分類に即してロードマップを変更した。削

減対象物質の存在領域及び対応する削減技術を分かりやすく示すため、俯瞰図を作成す

るとともに、それぞれの削減対象物質ごとに背景や発生源などのバックグラウンドが分

かるよう、参考資料 6「リスク削減対象物質群と代表的削減技術の俯瞰図」を追加した。 

Ⅳ．その他の改訂のポイント 

○国際競争ポジション（ベンチマーキング） 

 世界における日本のポジションを貢献度、市場の優位性等の関係からベンチマーキン

グを行った。【化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション】 
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化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像 

 

 
 

 

化学物質は、幅広い産業と快適な生活を支

えている 

 

 現在、世界中で数万種類を超える化学物質が

幅広い産業を支える基礎素材として使われ、ま

た、快適な衣食住に役立っている。例えば、化

粧品、衣服、携帯電話、自動車、コンピュータ

等の様々な製品に使われている。 

 

 

1

化学物質は、幅広い産業と快適な生活を支えている。

製品工場素材工場油田、ガス田等

廃棄物処分場

使用

使用

使用
使用

廃棄物処理場（焼却場等）

使用

医薬品

食品添加物

洗剤

化粧品

肥料

農薬

溶剤 塗料

接着剤

携帯電話

衣服

乾電池

バッテリー

パソコン

電子部品

化学物質は、幅広い産業
を支える基礎素材。また
快適な衣食住に役立って
いる。

中間原料原材料

 しかし化学物質を有用に使うためには、 

リスクの管理が必要である 

 

 しかしどのような物質にも固有の有害性があ

り、人や生物が多量に摂取（暴露）すれば、悪

影響を及ぼす可能性（リスク） がある。 

  

リスク

暴露量
人や生物に

影響を及ぼす可能性
＝リスク

有害性
（各物質固有） 暴露量

 
  前述のように社会に役立っている化学物質で

あるが、基礎素材ゆえに、有用性が理解されに

くい。 

 また、実際は喫煙よりも化学物質によるリス

クの方がはるかに小さいのだが、そのようなこ

とはあまり知られていない。 

 このため、化学物質のリスクを知り正しく管

理するとともに、それを国民に伝えていく必要

があり、そうでないとリスクも増大し、不安感

も発生してしまう。その結果、有用な物質まで

普及しなくなってしまう。 
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使用

使用

使用
使用

使用

医薬品

食品添加物

洗剤
化粧品

肥料
農薬

溶剤 塗料

接着剤 携帯電話

衣服
乾電池 バッテリー

パソコン
電子部品

化学物質のリスクがきちん
と評価され、対応が取ら
れていることが伝わってい
なければ、有用な物質まで、
普及しなくなってしまう。

また、実際は、喫煙よりも化学物質による
リスクの方がはるかに小さいのだが・・・

土壌

水域

大気

化学物質は、ど
ういう影響があ
るんだろうか？

食物連鎖

正しく管理しないと悪影響を
与える可能性（リスク）

人への
暴露

基礎素材故に、化学
物質の有用性は意識
されにくい。

化学物質のリスクを知り、正しく使い管理し、国民に伝えていく必
要。そうでないと、リスクも増大し、不安感も発生。

環境への
化学物質排出

喫煙 による損失余命 ： 数年～数十年
ディーゼル粒子 〃 ： 14日
ラドン（天然物） 〃 ： 9.9日
ホルムアルデヒド 〃 ： 4.1日
ダイオキシン類 〃 ： 1.3日
・・・蒲生・岡・中西(2004)

 

 添付資料 
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 リスクは、有害性と暴露量によって決まる。

かつて化学物質は有害性に基づき規制されてき

た。しかし、数多くの物質が多様に使われてい

る現在、物質固有の有害性でなく、使い方を工

夫して暴露量をコントロールし、リスクを管理

していくことが重要である。 

 このようなリスク管理は、規制と、物質の取

り扱いを熟知する企業の自主管理とのベストミ

ックスで実現するのが効果的・効率的である。

  

リスク評価

人や生物に
影響を及ぼす可能性

＝リスク

有害性
（各物質固有）

暴露量

リスク管理

暴露量小 暴露量大

リスク

暴露量

リスク小

リスク大

暴露量のコントロールを規制と
企業の自主管理のベストミックスにより実現

 
  

 またリスク管理では、有害性と暴露量をもと

に、科学的にリスクを評価することが必要であ

る。その結果をもとに、意思を決定し、排出物

質の回収や物質代替等のリスク削減技術を適用

していく。また、リスクコミュニケーションを

とっていく。 

 そのための技術（化学物質総合評価管理技術）

が必要である。 

  

リスク管理

リスク評価

有害性評価 暴露評価

リスク評価

化学物質総合評価管理技術

リスクコミュニケーション リスク削減技術

リスク削減技術分野リスク評価・管理分野

意思決定

 化学物質総合評価管理の技術を開発する

メリット 

 

 化学物質総合評価管理の技術開発により、次

のようなメリットがある。 

 産業界にとっては、リスク評価の結果から、

リスク管理の必要な物質・用途・ライフステー

ジがわかる。そこに、排出物質の回収・無害化

や、安全な物質への代替等のリスク削減技術を

開発・適用していく。そのような技術力で国際

競争力を強化していくことができる。 

  

6

産業界 リスク評価結果から、リスク管理の必要な物質・用途・ラ

イフステージがわかる。そこにリスク削減技術を開発・適用していくと
ともに、技術力で国際競争力を強化していく。

どの物質や用途でリスク
管理が必要か、リスク評
価書でわかる。

***ppm

そもそも、より安全な
物質・プロセスへ

もしリスク管理が必要なら、リスク削減技術など
の中から、効果的な策を見つけてみよう。そのた
めにリスク評価を使ってみよう。また自分たちの
取組をリスクコミュニケーションで伝えてみよう。

リスク削減技術

リスク評価・管理

より安全な物質を、簡易・安価に
スクリーニングするには、
QSAR等が使える。

自社工場や製品を詳しく
リスク評価するには、
NITEのHPから、モデルや
データが使える。

先取り技術で、
世界をリード！
国際競争力強化

環境排出物質等を
回収・無害化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国民にとっても、リスクが抑えられ、またリ

スクの情報がわかり、安全・安心な生活が実現

される。化学物質を賢く使い、暴露を減らしな

がら、生活を豊かにすることができる。 
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使用

使用

使用
使用

使用

医薬品

食品添加物

洗剤
化粧品

肥料
農薬

溶剤 塗料

接着剤 携帯電話

衣服
乾電池 バッテリー

パソコン
電子部品

人への
暴露

土壌

水域

正しく管理し、リスクを低減

食物連鎖

大気
環境への
化学物質排出

国民生活 リスクが抑えられ、安全・安心な生活が実現される。

化学物質は、最新の科学
技術で、きちんとリスク評
価されて、正しく管理さ
れているんだ。
リスクの情報も、NITEの
HP等でわかる。

排ガスや排水も、きれい
になっているんだ。

リスク評価・管理

排ガスや排水も、きれい
になっているんだ。

いろいろな化学物質が社会で役
立っていて、身の回りの製品にも使
われている。

安全な物質や製造プロ
セスのため、技術開発が
行われているんだ。

リスク削減技術

化学物質を賢く使うことで、
暴露を減らしながら、生活
を豊かにできる。 リスク評価・管理
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化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ

目
標

○行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用
○行政、企業、国民等の間のリスクコミュニケーションを通じた、透明性があり合理的な化学物質管理についての理解促進
○化学物質の排出削減が進むことにより、環境負荷の低減に寄与し、国民の健康の保護や生活環境を保全
○日本の産業の国際競争力の強化

国
内
外

の
動
き

国 内

国 外

2005 2010 2015 2020
VOCの排出 ２０００
年度比３割程度削減

（２０１０年）

HPV2０００物質の
有害性価終了

（2010年、提案中）

REACH導入
（2008年）

ＷＳＳＤ目標
達成

ＨＰＶ52００全
物質の有害性

評価終了
（2020年）

化審法 化管法 の適切な対応

化審法見直し

2008

改正大防法

（規制と自主管理
によるVOC排出

削減）施行

（２００６年）

2009

化審法規制対象物質のリスク評価及び
管理の実施 安全性情報の収集・把握

企
業
の
取

組
み 化学物質適正管理

ＶＯＣ排出抑制への対応（2010年まで）

化審法・化管法への適切な対応

研究開発の推進

化学物質安全性データ取得、レスポンシブルケア活動の推進

有害化学物質排出抑制への対応

新規化学物質への対応

既存化学物質への対応化審法

政
府
の
対

国際的な動向を踏まえた新たな評価法の適
用範囲を検証し、ＯＥＣＤへ提案

管理の実施、安全性情報の収集 把握

リ
ス
ク
評
価
管
理

化管法に基づく自主管理の促進及び
安全性情報の流通促進

OECD QSARバリデーション

OECDテストガイドライン化に向けた活動

Ver.2（Ver.1に暴露評価を加えて管理）

リスク評価に基づく規制化学物質管理

化審法

化学物質の自主管理の促進化管法

Ver.1（モニタリング、生産量のみで管理）

対
応

リ
ス
ク
削
減

技術の普及・標準化推進

法律改正への対応

化学物質に係る戦略的情報収集・提供基盤、
評価ツール等の整備

評価手法の活用及び普及、人材育成、アジ
ア協力

税・財投制度

シンポジウム、セミナー、講習会等の開催

大気汚染防止法、土壌汚染対策法、水質汚濁防止法等

環境技術実証モデル事業 シンポジウム セミナ 講習会等の開催

公害防止設備に対する優遇税制、低利融資

安全性情報集約・提供データベース等の基盤整備
リスク評価の結果を踏まえた管理方法のガイダンスの整備

減
技術の普及 標準化推進

有害性評価手法

リ
ス

環境技術実証モデル事業、シンポジウム・セミナー・講習会等の開催

トキシコゲノミクス手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

構造活性相関(SAR)手法による
有害性予測システムの開発

in vitro手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

研
究
開
発
の
取
組
み

暴露評価手法

知的基盤の整備

ス
ク
評
価
管
理 リスク評価手法

高精度又は簡易な
暴露評価手法開発

高度リスク評価手法開発

体系的リスク評価総合知識データベースの構築み

リ
ス
ク
削
減

有害化学物質の排出削減や革新的な環境
調和型生産技術

環境汚染の修復・無害化処理のための基盤
技術の確立

有害性評価、暴露評価に基づく体系的リスク評価手法の開発

リスク顕在化学物質の対策技術

環境負荷・健康影響等防止技術開発

水処理技術開発

体系的リスク評価総合知識デ タ スの構築

VOC削減
技術開発

アスベスト回収・
処理技術開発
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
1
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評

価
・
管

理
技

術
開

発

技
術

N
O
.

技
術

開
発

課
題

（
重

要
技

術
は

、
ゴ

シ
ッ
ク
太

字
で

示
す

）

1
費

用
対

効
果

を
考

慮
し
た

合
理

的
リ
ス

ク
管

理
手

法
○

○
○

-
-

　
同
一
コ
ス
ト
を
か
け
て
減
ら
せ
る
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
は
、
対
象
物
質
や
管
理
策
に
よ
り
異
な

る
。
こ
の
た
め
、
費
用
対
効
果
の
高
い
策
を
選
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
規
制
と
自
主
管

理
の
組
み
合
わ
せ
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
、
費
用
と
効
果
を
比
較
す
る
こ
と
で
ヒ
ン
ト
を
得
ら
れ

る
可
能
性
が
あ
る
。

2
代

替
物

質
の

リ
ス

ク
な

ど
化

学
物

質
間

の
リ
ス

ク
の

ト
レ
ー

ド
オ

フ
を
考

慮
し
た

リ
ス

ク
管

理
手

法
◎

○
-

3
,4
,1
9
,2
1
,

2
7
～

3
0
,4
2
,4
3
,

9
0
,9
1
,9
3
～

9
8

　
暴
露
情
報
や
、
ヒ
ト
や
生
態
系
に
対
す
る
有
害
性
情
報
が
不
足
し
て
い
る
物
質
に
代
替
す
る

と
、
代
替
に
よ
る
リ
ス
ク
を
評
価
で
き
ず
、
結
果
と
し
て
か
え
っ
て
リ
ス
ク
が
高
く
な
っ
て
し
ま

う
こ
と
が
あ
り
え
る
。
こ
の
た
め
、
代
替
の
前
に
、
代
替
物
質
の
リ
ス
ク
を
評
価
・
比
較
し
て
、

最
も
リ
ス
ク
の
少
な
い
物
質
を
選
ぶ
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

3
不

確
実

性
を
考

慮
し
て

多
く
の

物
質

を
リ
ス

ク
管

理
す

る
手

法
○

○
◎

○
2

2
1
,3
0
,4
3

　
各
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
結
果
に
差
が
あ
っ
て
も
、
不
確
実
性
に
つ
い
て
の
情
報
が
無
け
れ
ば
、

結
果
の
差
が
有
意
か
ど
う
か
不
明
で
あ
る
。
適
切
な
意
思
決
定
の
た
め
に
は
、
不
確
実
性
を
リ
ス

ク
評
価
結
果
と
あ
わ
せ
て
示
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
た
と
え
情
報
が
少
な
く
て
も
、
そ

の
時
点
で
の
情
報
を
用
い
て
不
確
実
性
を
考
慮
し
て
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
早
め
に
管
理
し
て
い
く

こ
と
も
重
要
。

4
評

価
の

優
先

順
位

や
Ｔ
ｉｅ
ｒｅ

ｄ
A
p
p
ro

a
c
h
*
を
考

慮
し
た

効
率

的
リ
ス

ク
管

理
体

系
の

構
築

○
○

○
2

2
9
,4
2
,9
0
,9
1
,9
3
～

9
8

　
全
て
の
既
存
化
学
物
質
に
つ
い
て
同
時
に
対
策
を
実
施
す
る
こ
と
は
、
現
実
に
は
困
難
で
あ

る
。
そ
こ
で
、
優
先
順
位
を
つ
け
て
段
階
的
に
リ
ス
ク
を
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
重
大
な
リ
ス

ク
に
早
く
対
処
で
き
る
と
と
も
に
、
時
間
、
人
、
予
算
の
配
分
を
最
適
化
で
き
る
。
ま
た
優
先
順

位
の
付
け
方
を
明
確
に
す
る
こ
と
で
、
透
明
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

5
ス

ト
ッ

ク
汚

染
*
の

リ
ス

ク
管

理
手

法
○

-
3
8
,6
2

6
化

学
物

質
と
そ

れ
以

外
の

ﾘ
ｽ
ｸ
と
の

ﾄﾚ
ｰ
ﾄﾞ
ｵ
ﾌ
を
考

慮
し
た

ﾘ
ｽ
ｸ
管

理
手

法
◎

○
-

1
9
,2
0
,2
7
,2
8

　
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
を
削
減
す
る
と
他
種
の
リ
ス
ク
が
増
加
す
る
（
例
え
ば
、
難
燃
剤
を
使
用

し
な
い
こ
と
に
よ
る
火
災
の
リ
ス
ク
の
増
加
）
場
合
が
あ
る
た
め
、
異
な
る
種
類
の
リ
ス
ク
を
比

較
考
慮
で
き
れ
ば
、
最
適
な
管
理
方
策
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

3
1
,3
7
,4
0
,4
1
,4
4
～

4
7
5
5
～

7
1

上
位
技
術

N
o
.

ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
で
こ
の
技

術
か
ら
出
発

し
た
「
矢

印
」
の
先
に

あ
る
技
術

N
o
.

下
位
技
術
N
o
.

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で

こ
の
技
術
へ
向

か
っ
て
き
た
「
矢

印
」
の
元
に
あ
る

技
術
N
o
.

監
視

化
学

物
質

の
リ
ス
ク
管

理
手

法

特
定

化
学

物
質

の
リ
ス
ク
管

理
手

法

リ
ス
ク
ト
レ
ー

ド
オ

フ
に

基
づ

く
最

適
管

理
手

法

【
c
】

リ
ス
ク
管

理
策
選
定

に
お
け
る

リ
ス
ク
転

嫁
を
回
避

し
、
コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ

ン
と
適
切

な
意
思
決

定
に
役
立

つ
。

【
b
】

情
報
不
足

に
よ
る
不

確
実
性
を

低
減
、
定

量
化
で
き

る
。

【
a
】

リ
ス
ク
評

価
に
必
要

な
情
報
を

効
率
的
に

取
得
で
き

る
。

化
審

法
の

リ
ス
ク
管

理
手

法

②
海
外

動
向
へ

の
日
本

の
影
響

力
発
揮

と
い
う

観
点
か

ら
の
評

価
項
目

①
化
学
物
質
総
合
評
価
管
理

（
第
3
世
代
）
　
リ
ス
ク
ト
レ
ー

ド
オ
フ
に
基
づ
く
最
適
管
理
を

ブ
レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
し
た
評
価
項

目

技
術

分
類

リ
ス
ク
管

理
行

政
が

行
う
リ
ス
ク

管
理

に
必

要
な
手

法

重
要
技
術
の
説
明

行
政
が
リ
ス
ク
評
価
に
基
づ
き
、
適
切
な

リ
ス
ク
管
理
策
を
検
討
で
き
る
よ
う
に
す

る
必
要
が
あ
る
。

　
す
べ
て
の
物
質
、
用
途
、
排
出
源
等
に

対
し
て
、
同
時
に
リ
ス
ク
管
理
策
を
と
っ

て
い
く
こ
と
は
、
現
実
に
は
困
難
で
あ

り
、
優
先
順
位
を
付
け
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
同
一
コ
ス
ト
を
か
け
て
も
、

効
果
の
大
き
い
管
理
策
も
あ
れ
ば
小
さ
い

管
理
策
も
あ
る
の
で
、
費
用
対
効
果
に
留

意
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
リ
ス
ク
評
価
に
必
要
な
有
害
性
情
報
、

暴
露
情
報
が
不
足
し
て
い
る
物
質
も
多
い

こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
情
報
を
集
め
て
い

く
と
同
時
に
、
た
と
え
情
報
が
少
な
く
て

も
、
そ
の
時
点
で
の
情
報
を
用
い
て
、
不

確
実
性
を
考
慮
し
て
早
め
に
リ
ス
ク
を
評

価
、
管
理
で
き
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
ま

た
、
代
替
し
よ
う
と
す
る
物
質
の
暴
露
情

報
や
、
人
や
生
態
系
へ
の
有
害
性
の
情
報

が
不
足
し
て
い
る
と
、
代
替
に
よ
る
リ
ス

ク
を
評
価
で
き
ず
、
か
え
っ
て
リ
ス
ク
が

高
く
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
が
あ
り
得
る
の

で
代
替
を
検
討
す
る
際
は

情
報
を
集

◎
そ

の
評

価
項

目
に

照
ら
し
て
、
特

に
優

れ
た

技
術

○
そ

の
評

価
項

目
に

照
ら
し
て
、
優

れ
た

技
術

○
が

3
個

以
上

の
技

術
も
し
く
は

◎
が

1
個

以
上

の
技

術
を

「
重

要
技

術
」
と
し
た

（
知

的
基

盤
は

除
く
）
。

な
お

、
技

術
名

に
※

の
付

い
た

技
術

は
、
「評

価
項

目
③

日
本

固
有

の
状

況
を

反
映

さ
せ

る
観

点
」か

ら
加

点
し
た

。

7
複

雑
な

シ
ナ

リ
オ

の
リ
ス

ク
（
混

合
物

や
複

合
暴

露
等

）
や

感
受

性
や

ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル

に
留

意
し
管

理
す

る
た

め
の

手
法

○
○

○
-

4
7
,5
5
～

7
1

7
5
～

7
8
,9
2
,9
9
～

1
0
7
,ナ

ノ
(1
5
～

1
8
,3
2
～

3
4
,4
8
～

5
4
,7
9
～

8
9
)

　
標
準
的
な
ケ
ー
ス
だ
け
で
な
く
、
現
実
を
反
映
し
た
様
々
な
ケ
ー
ス
を
想
定
し
て
、
適
切
な
対

策
を
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

8
リ

ス
ク

管
理

の
研

究
項

目
の

優
先

順
位

付
け

手
法

-
-

9
地

域
の

リ
ス

ク
管

理
手

法
○

-
3
9
,5
5
, 
6
4
～

7
0

1
0

費
用

対
効

果
を
考

慮
し
た

合
理

的
リ
ス

ク
管

理
手

法
○

○
○

-
-

技
術
1
参
照

1
1

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン
含

有
物

質
ト
レ
ー

ス
手

法
*

○
○

○
○

1
3

-

　
現
状
で
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
川
上
（
化
学
品
メ
ー
カ
ー
等
）
で
は
川
下
（
セ
ッ
ト
メ
ー

カ
ー
等
）
で
の
用
途
情
報
が
分
か
ら
ず
、
川
下
で
は
含
有
物
質
の
情
報
が
分
か
ら
な
い
と
い
う
状

況
も
散
見
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
沿
っ
て
、
含
有
物
質
や
そ
の
リ
ス
ク
、
用

途
の
情
報
等
が
交
換
で
き
れ
ば
、
企
業
は
製
品
の
製
造
か
ら
廃
棄
ま
で
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の

リ
ス
ク
管
理
が
し
や
す
く
な
る
。
企
業
秘
密
に
留
意
し
つ
つ
、
こ
の
よ
う
な
デ
ー
タ
を
整
備
す
る

こ
と
に
よ
り
、
効
率
的
な
リ
ス
ク
管
理
が
実
現
さ
れ
る
。

1
2

複
数

物
質

間
・
製

品
間

で
リ
ス

ク
を
比

較
し
、
自

主
管

理
す

る
た

め
の

手
法

○
○

○
-

1
1
,1
3
,1
9
,2
0
,2
7
,2
8
,

3
7
,6
6
,6
7

　
企
業
が
製
造
プ
ロ
セ
ス
等
で
使
用
す
る
物
質
や
原
料
や
製
品
設
計
を
検
討
す
る
際
、
複
数
候
補

の
中
か
ら
、
最
も
リ
ス
ク
が
低
い
も
の
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

1
3

製
品

の
リ

ス
ク

管
理

手
法

○
1
2

1
1
,3
7
,6
6
,6
7

1
4

地
域

（
工

場
付

近
）

の
リ

ス
ク

管
理

手
法

○
○

-
3
9
,5
5
, 
6
4
～

7
0

1
5

リ
ス

ク
に

基
づ

く
ナ

ノ
粒

子
の

リ
ス

ク
管

理
手

法
○

○
◎

-
3
2
,4
8
～

5
3
,

7
9
～

8
6

1
6

新
規

技
術

に
関

す
る
社

会
受

容
性

や
意

思
決

定
に

関
す

る
研

究
※

○
○

1
8

-

1
7

ベ
ネ

フ
ィ
ッ
ト
の

現
状

把
握

と
予

測
の

た
め

の
手

法
※

○
○

1
8

-

1
8

化
学

物
質

以
外

の
リ
ス

ク
な

ど
ト
レ
ー

ド
オ

フ
を
考

慮
し
た

ナ
ノ
粒

子
の

リ
ス

ク
管

理
手

法
○

◎
○

-
1
5
～

1
7
,3
2
～

3
4
,

4
8
～

5
4
,8
2
,8
7
～

8
9

1
9

管
理

策
の

効
果

（
回

避
さ
れ

た
リ
ス

ク
）
の

経
済

評
価

手
法

◎
○

2
0

-

　
例
え
ば
、
規
制
等
を
厳
し
く
し
た
と
き
、
そ
れ
に
よ
り
人
の
健
康
や
環
境
へ
の
リ
ス
ク
が
ど
れ

く
ら
い
減
少
し
た
か
（
例
え
ば
、
が
ん
を
発
症
す
る
人
が
ど
れ
く
ら
い
減
っ
た
か
）
、
そ
の
リ
ス

ク
回
避
の
価
値
を
貨
幣
で
表
す
と
ど
れ
く
ら
い
に
な
る
か
が
分
か
り
、
規
制
の
た
め
の
コ
ス
ト
と

比
較
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

2
0

化
学

物
質

の
リ

ス
ク

と
そ

れ
以

外
の

リ
ス

ク
の

統
一

指
標

の
開

発
○

6
,1
2

1
9

2
1

デ
ー

タ
等

の
不

確
実

性
を
前

提
と
し
た

リ
ス

ク
管

理
技

法
○

○
○

○
2
,3

2
7
,2
8
,3
0
,4
3

技
術
4
参
照

2
2

リ
ス

ク
評

価
結

果
や

リ
ス

ク
管

理
政

策
の

状
況

等
を

分
か

り
や

す
く

ま
と

め
、

定
期

的
に

国
民

に
提

供
す

る
た

め
の

情
報

整
備

○

2
3

有
害

性
評

価
書

、
初

期
リ

ス
ク

評
価

書
の

整
備

○

2
4

リ
ス

ク
評

価
の

表
現

方
法

（
指

標
等

）
の

標
準

化
・

規
格

化
○

○

2
5

専
門

家
の

見
解

を
集

約
し

た
リ

ス
ク

管
理

ガ
イ

ダ
ン

ス
の

整
備

2
6

リ
ス

ク
評

価
・

管
理

D
B
の

開
発

（
管

理
対

策
・

技
術

の
事

例
や

そ
の

効
果

が
判

定
で

き
る

ツ
ー

ル
、

国
際

調
整

の
事

例
等

）
○

○

新
規

の
物

質
・
技

術
や

懸
念

さ
れ

て
い

る
リ
ス
ク
へ

の
対

応

工
場

単
位

の
リ
ス
ク
管

理
手

法

社
会

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応

知
的

基
盤

環
境

に
配

慮
し
た

設
計

（
D
fE
)*
手

法

地
域

の
リ
ス
ク
管

理
手

法

企
業

の
自

主
管

理
を
支

援
す

る
た

め
の

手
法

ナ
ノ
粒

子
の

リ
ス
ク
管

理
手

法

要
素

技
術

製
品

単
位

の
リ
ス
ク
管

理
手

法

　
企
業
が
リ
ス
ク
評
価
に
基
づ
き
、
適
切

な
リ
ス
ク
管
理
策
を
検
討
で
き
る
よ
う
に

す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
製
造
・
使

用
す
る
物
質
や
製
品
の
選
択
肢
の
中
か
ら

リ
ス
ク
を
比
較
で
き
る
よ
う
に
、
ま
た
、

各
管
理
策
の
費
用
対
効
果
を
比
較
で
き
る

よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
ま
た
、
化
学
物
質
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

で
の
リ
ス
ク
を
考
慮
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

で
、
代
替
を
検
討
す
る
際
は
、
情
報
を
集

め
、
リ
ス
ク
を
評
価
、
比
較
で
き
る
よ
う

に
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
ナ
ノ
粒
子
は
、
同
じ
物
質
で
も
サ
イ
ズ
や
形
状
の
違
い
に
よ
っ
て
物
理
化
学
的
特
性
が
著
し
く

異
な
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
化
学
物
質
の
従
来
の
リ
ス
ク
評
価
手
法
が
適
用
で
き
る
か
不
明
の
点

が
多
い
。
リ
ス
ク
管
理
策
に
つ
い
て
も
、
新
た
な
考
え
方
が
必
要
か
ど
う
か
、
検
討
が
必
要
で
あ

る
。

　
新
規
機
能
材
料
と
し
て
ナ
ノ
粒
子
へ
の
期
待
は
大
き
く
、
安
全
性
へ
の
不
安
か
ら
研
究
開
発
を

断
念
す
る
よ
う
な
事
態
を
防
ぐ
た
め
に
も
、
開
発
と
同
時
進
行
で
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
科
学
的
情

報
を
積
極
的
に
発
信
す
る
必
要
が
あ
る
。
同
時
に
、
ナ
ノ
粒
子
の
便
益
に
つ
い
て
も
社
会
に
伝
え

て
い
く
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

2009ロードマップ10



化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
2
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評

価
・
管

理
技

術
開

発

2
7

ヒ
ト
健

康
に

つ
い

て
共

通
の

指
標

で
評

価
す

る
手

法
○

○
○

2
8

-

　
例
え
ば
、
が
ん
を
引
き
起
こ
す
物
質
と
ア
レ
ル
ギ
ー
を
引
き
起
こ
す
物
質
の
リ
ス
ク
を
比
較
で

き
る
よ
う
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
異
な
る
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
の
リ
ス
ク
を
社
会
共
通
の
物
差
し
で

計
る
こ
と
が
可
能
と
な
れ
ば
、
管
理
す
べ
き
リ
ス
ク
の
優
先
順
位
を
明
ら
か
に
で
き
、
透
明
性
も

高
ま
る
。

2
8

ヒ
ト

・
生

態
リ

ス
ク

の
統

一
指

標
の

開
発

○
○

2
2
7

2
9

優
先

順
位

付
け

手
法

○
2
,4

-

3
0

不
確

実
性

を
含

ん
だ

リ
ス

ク
指

標
の

開
発

○
○

2
,3
,2
1

-

3
1

情
報

量
基

準
等

に
基

づ
く
デ

ー
タ
、
モ

デ
ル

の
選

択
技

法
◎

7
-

　
目
的
（
例
え
ば
、
地
域
全
体
の
規
制
基
準
を
決
め
る
た
め
、
個
人
の
リ
ス
ク
を
知
る
た
め
）
や

情
報
の
質
や
量
（
デ
ー
タ
の
精
度
、
カ
バ
ー
量
な
ど
）
に
よ
っ
て
、
最
適
な
デ
ー
タ
、
使
用
す
る

モ
デ
ル
を
選
択
で
き
る
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
質
等
を
考
慮
し
て
、
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
結
果
を

的
確
に
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

3
2

ナ
ノ

粒
子

の
リ

ス
ク

評
価

手
法

○
1
5
,1
8

4
8
～

5
3
,

7
9
～

8
6

3
3

ナ
ノ
粒

子
の

リ
ス

ク
評

価
手

法
の

体
系

化
、
高

度
化

（
T
ie
re

d
 A

p
p
ro

a
c
h
、
よ
り
複

雑
な

暴
露

シ
ナ

リ
オ

等
）

○
○

○
◎

1
8

3
4
,4
8
～

5
4
,

8
2
,8
7
～

8
9

3
4

多
種

多
様

な
ナ

ノ
粒

子
に

対
す

る
リ
ス

ク
評

価
の

優
先

順
位

付
け

手
法

○
○

◎
1
8
,3
3

-

3
5

リ
ス

ク
評

価
手

法
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

作
成

と
標

準
化

・
規

格
化

○

3
6

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

改
定

シ
ス

テ
ム

の
確

立
○

3
7

製
品

か
ら
の

直
接

暴
露

の
評

価
手

法
○

○
○

○
7
,1
3

6
6
,6
7

　
製
品
か
ら
人
が
直
接
暴
露
す
る
化
学
物
質
の
量
を
評
価
す
る
に
は
、
製
品
を
使
用
す
る
時
間
や

頻
度
な
ど
の
デ
ー
タ
が
必
要
で
あ
る
。
そ
れ
ら
は
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
依
存
す
る
た
め
、
国
内
の

デ
ー
タ
を
用
い
て
、
日
本
固
有
の
状
況
に
基
づ
く
シ
ナ
リ
オ
を
設
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
製
品
か
ら
の
化
学
物
質
の
放
散
速
度
な
ど
の
基
礎
デ
ー
タ
も
必
要
で
あ
る
。

3
8

ス
ト

ッ
ク

汚
染

に
よ

る
暴

露
の

評
価

手
法

○
5

6
2

3
9

地
域

別
の

暴
露

評
価

手
法

○
○

○
9
,1
4

5
5
,6
4
～

7
0

　
地
域
ご
と
の
環
境
中
濃
度
や
生
活
パ
タ
ー
ン
を
考
慮
し
て
暴
露
量
を
評
価
す
る
こ
と
で
、
地
方

自
治
体
が
環
境
や
人
の
健
康
の
保
護
の
た
め
に
、
独
自
の
対
策
を
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

4
0

感
受

性
の

高
い

集
団

の
暴

露
評

価
手

法
○

○
7

-

4
1

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
別

の
暴

露
評

価
手

法
○

○
7

-

4
2

排
出

量
、
環

境
条

件
な

ど
の

最
悪

ケ
ー

ス
も
反

映
さ
れ

る
よ
う
に

暴
露

シ
ナ

リ
オ

を
体

系
化

○
◎

4
-

　
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
、
環
境
条
件
な
ど
の
様
々
な
ケ
ー
ス
を
、
シ
ナ
リ
オ
（
排
出
係
数

を
含
む
）
と
し
て
あ
ら
か
じ
め
設
定
し
て
お
く
こ
と
に
よ
り
、
個
別
シ
ナ
リ
オ
ご
と
に
詳
細
に
調

査
し
な
く
て
も
、
典
型
的
あ
る
い
は
最
悪
ケ
ー
ス
に
お
け
る
暴
露
量
を
推
定
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
シ
ナ
リ
オ
や
デ
ー
タ
は
、
日
本
の
産
業
や
生
活
の
実
態
に
合
わ
せ
て
作
成

す
る
必
要
が
あ
る
。

4
3

不
確

実
性

を
含

ん
だ

暴
露

指
標

の
開

発
○

2
,3
,2
1

-

4
4

生
態

系
の

リ
ス

ク
評

価
の

た
め

の
暴

露
評

価
手

法
7

-

4
5

生
態

系
食

物
網

構
造

解
析

手
法

○
7

-

4
6

シ
ッ

ク
ハ

ウ
ス

症
候

群
の

暴
露

評
価

手
法

○
○

7
-

4
7

自
然

発
生

源
の

あ
る

物
質

の
暴

露
評

価
手

法
○

7
-

新
規

の
物

質
・
技

術
や

懸
念

さ
れ

て
い

る
リ
ス
ク
へ

の
対

応

社
会

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
新

規
の

物
質

・
技

術
や

懸
念

さ
れ

て
い

る
リ
ス
ク
へ

の
対

応

知
的

基
盤

社
会

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応

リ
ス
ク
評

価

暴
露

評
価

ナ
ノ
粒

子
の

リ
ス
ク
評

価
手

法

社
会

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応

ナ
ノ
粒
子
は
成
分
、
サ
イ
ズ
、
形
状
等
が
多
様
で
あ
り
、
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
優
先
順
位
付
け
や

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

4
8

ナ
ノ
粒

子
の

暴
露

評
価

手
法

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,3
3
,

5
3
,5
4

4
9
～

5
3

4
9

暴
露

シ
ナ

リ
オ

構
築

○
○

○
○

4
8

-

5
0

環
境

・
生

体
中

の
ナ

ノ
粒

子
計

測
技

術
、
キ

ャ
ラ
ク
タ
リ
ゼ

ー
シ

ョ
ン
技

術
○

○
○

◎
4
8

-

5
1

ナ
ノ
粒

子
の

環
境

中
挙

動
モ

デ
ル

○
○

○
○

4
8

-

5
2

ナ
ノ
粒

子
排

出
シ

ナ
リ
オ

構
築

○
○

○
○

4
8

-

5
3

ナ
ノ
粒

子
排

出
量

推
定

手
法

○
○

○
4
8

-

5
4

ナ
ノ
粒

子
の

暴
露

評
価

手
法

の
高

度
化

（
環

境
中

で
の

反
応

等
の

挙
動

の
詳

細
化

等
）

○
○

○
1
8
,3
3
,6
,1
2

4
8
～

5
3

5
5

モ
ニ

タ
リ
ン
グ

デ
ー

タ
の

暴
露

評
価

適
用

手
法

○
○

○
7
,3
9

-

　
暴
露
量
を
モ
デ
ル
を
用
い
て
推
定
す
る
た
め
に
は
、
多
く
の
仮
定
を
置
く
必
要
が
あ
り
、
不
確

実
性
を
伴
う
。
モ
デ
ル
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
は
相
互
補
完
の
関
係
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

不
確
実
性
を
減
少
さ
せ
る
た
め
、
環
境
中
や
生
物
中
の
化
学
物
質
の
濃
度
等
を
計
画
的
に
調
査

し
、
モ
デ
ル
の
精
度
検
証
等
や
改
良
に
役
立
て
る
こ
と
が
有
益
。

5
6

サ
ン

プ
リ

ン
グ

ス
キ

ー
ム

構
築

(
生

物
相

ﾓ
ﾆ
ﾀ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ
ｽ
ｷ
ｰ
ﾑ
含

む
）

○
7

-

5
7

バ
イ

オ
ア

ッ
セ

イ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
手

法
*
(
環

境
測

定
に

よ
る

化
学

物
質

の
暴

露
把

握
手

法
）

○
7

1
0
5

5
8

人
・
生

態
系

の
暴

露
検

出
の

た
め

の
バ

イ
オ

マ
ー

カ
ー

迅
速

検
出

セ
ン
サ

ー
○

○
○

7
-

　
化
学
物
質
へ
の
暴
露
を
血
液
や
尿
中
等
の
何
ら
か
の
検
査
値
か
ら
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
れ

ば
、
迅
速
に
対
策
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

5
9

環
境

中
微

量
物

質
マ

ル
チ

セ
ン

サ
ー

○
○

7
-

6
0

携
帯

型
環

境
(
室

・
車

内
等

含
む

）
微

量
物

質
検

出
セ

ン
サ

ー
○

○
7

-

6
1

生
体

中
微

量
物

質
検

出
セ

ン
サ

ー
○

○
7

-

6
2

土
壌

、
地

下
水

汚
染

暴
露

評
価

手
法

※
○

○
7
,3
8

-
　
土
壌
は
、
大
気
や
水
質
な
ど
と
違
い
、
い
っ
た
ん
汚
染
さ
れ
る
と
希
釈
さ
れ
に
く
く
汚
染
物
質

が
蓄
積
し
や
す
い
。
た
と
え
汚
染
物
質
の
排
出
を
止
め
て
も
、
将
来
に
わ
た
り
影
響
を
及
ぼ
す
可

能
性
が
あ
り
、
汚
染
状
態
を
評
価
す
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
3

化
学

反
応

(分
解

、
反

応
生

成
）
を
考

慮
し
た

環
境

中
運

命
モ

デ
ル

○
○

○
7

-
　
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
化
学
物
質
の
中
に
は
、
環
境
中
の
物
質
と
の
反
応
や
、
微
生
物
に
よ
る

分
解
を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
、
別
の
物
質
に
変
化
す
る
も
の
が
あ
る
。
そ
の
場
合
、
生
成
し
た
変

化
物
の
方
が
毒
性
が
高
い
こ
と
も
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
反
応
等
を
予
測
す
る
必
要
が
あ
る
。

6
4

P
R
T
R
デ

ー
タ
の

暴
露

評
価

適
用

手
法

(届
出

デ
ー

タ
、
非

届
出

デ
ー

タ
含

む
)

○
○

○
9
,1
4
,3
9

-
　
P
R
T
R
デ
ー
タ
に
基
づ
く
排
出
量
を
地
理
的
に
メ
ッ
シ
ュ
に
配
分
す
る
こ
と
で
、
空
間
的
に
詳

細
な
暴
露
評
価
が
可
能
と
な
る
。
配
分
に
お
い
て
は
メ
ッ
シ
ュ
ご
と
の
地
理
的
条
件
や
産
業
活
動

等
を
反
映
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
配
分
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
5

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ス
キ
ー
ム
構
築

○
○

9
,1
4
,3
9

-

6
6

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

で
の

用
途

推
定

手
法

○
○

○
7
,9
,1
3
,1
4

3
7
3
9

-

6
7

用
途

ご
と
の

排
出

推
計

手
法

○
○

○
○

7
,9
,1
3
,1
4
,

3
7
3
9

-

6
8

精
度

評
価

を
伴

っ
た

Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
デ

ー
タ
の

推
計

法
○

○
○

○
9
,1
4
,3
9

-
　
P
R
T
R
届
出
デ
ー
タ
を
も
と
に
算
出
、
推
計
す
る
排
出
量
の
精
度
を
向
上
さ
せ
る
た
め
、
推
計

結
果
の
妥
当
性
を
評
価
で
き
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
9

P
R
T
R
デ

ー
タ
妥

当
性

評
価

手
法

◎
○

9
,1
4
,3
9

-

7
0

観
測

値
か

ら
排

出
量

を
推

定
す

る
逆

解
析

手
法

○
○

○
9
,1
4
,3
9

-
　
環
境
中
の
濃
度
分
布
を
解
析
す
る
こ
と
に
よ
り
化
学
物
質
の
排
出
源
を
特
定
で
き
れ
ば
、
優
先

的
に
排
出
削
減
対
策
を
と
る
べ
き
排
出
源
が
分
か
る
。

7
1

よ
り
高

精
度

な
マ

テ
リ
ア

ル
フ
ロ
ー

分
析

手
法

◎
○

7
-

　
川
下
事
業
者
に
お
け
る
化
学
物
質
の
用
途
を
反
映
し
た
詳
細
な
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
を
作
る
こ

と
で
、
優
先
的
に
管
理
策
を
と
る
べ
き
段
階
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

デ

要
素

技
術

ナ
ノ
粒

子
の

暴
露

評
価

手
法

新
規

の
物

質
・
技

術
や

懸
念

さ
れ

て
い

る
リ
ス
ク
へ

の
対

応

環
境

中
や

生
体

中
濃

度
セ

ン
サ

ー

排
出

量
推

定
手

法

環
境

中
や

生
体

中
濃

度
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

と
そ

の
活

用

環
境

中
運

命
評

価
手

法

排
出

の
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

、
排

出
デ

ー
タ
の

活
用

、
最

適
化

　
ナ
ノ
粒
子
が
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
ど
の
段
階
で
ど
の
程
度
環
境
中
に
排
出
さ
れ
て
い
く
の
か
、

ま
た
環
境
中
で
ナ
ノ
粒
子
の
性
状
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
（
ナ
ノ
材
料
は
す
ぐ
に
凝
集
し
て
し
ま

う
た
め
、
暴
露
す
る
際
の
状
態
が
ど
う
な
っ
て
い
る
か
）
評
価
す
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。
ま

た
、
ナ
ノ
粒
子
の
有
害
性
試
験
に
お
い
て
も
、
暴
露
す
る
際
の
ナ
ノ
粒
子
の
状
態
（
凝
集
状
態
、

不
純
物
な
ど
）
を
把
握
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
、
同
定
（
キ
ャ
ラ
ク
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
）
す
る
こ
と

が
重
要
。

　
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
ス
テ
ー
ジ
ご
と
の
状
態
と
排
出
量
を
推
定
す
る
手
法
を
開
発
す
る

こ
と
に
よ
り
、
個
別
に
デ
ー
タ
収
集
等
を
行
わ
ず
に
、
暴
露
量
を
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

7
2

暴
露

評
価

に
必

要
な

ツ
ー

ル
や

デ
ー

タ
等

（
暴

露
シ

ナ
リ

オ
、

食
物

摂
取

量
、

人
口

、
用

途
別

排
出

係
数

、
地

域
の

気
象

、
海

象
、

水
文

土
壌

デ
ー

タ
、

物
質

の
蒸

気
圧

等
の

物
理

化
学

的
性

状
、

物
質

の
環

境
中

半
減

期
等

）
の

D
B
化

○
◎

7
3

暴
露

評
価

手
法

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
作

成
と

標
準

化
・

規
格

化
○

○

7
4

個
体

群
へ

の
影

響
の

定
量

化
に

必
要

な
生

活
史

パ
ラ

メ
ー

タ
等

の
整

備
と

推
定

手
法

○

知
的

基
盤

2009ロードマップ11



化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
3
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評

価
・
管

理
技

術
開

発

7
5

シ
ッ
ク
ハ

ウ
ス

症
候

群
の

有
害

性
評

価
手

法
○

○
○

7
-

　
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
症
候
群
は
、
そ
の
発
症
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
不
明
な
点
が
多
く
、
ア
レ
ル
ギ
ー
の

よ
う
な
客
観
的
な
指
標
が
確
立
し
て
い
な
い
た
め
、
評
価
手
法
の
開
発
が
必
要
で
あ
る
。

7
6

複
合

暴
露

の
有

害
性

評
価

手
法

○
○

○
7

-
　
環
境
中
に
存
在
す
る
複
数
の
化
学
物
質
に
暴
露
す
る
場
合
の
有
害
性
を
評
価
す
る
手
法
を
開
発

す
る
。

7
7

世
代

別
感

受
性

を
考

慮
し
た

有
害

性
評

価
手

法
◎

7
-

　
世
代
ご
と
（
例
え
ば
、
乳
幼
児
）
に
、
特
に
リ
ス
ク
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
を
把
握
で
き
れ

ば
、
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ
る
の
に
役
立
つ
情
報
を
提
供
で
き
る
。

7
8

生
態

系
の

有
害

性
評

価
の

た
め

の
特

有
な

技
術

（
底

質
毒

性
試

験
法

や
成

長
段

階
別

の
有

害
性

推
定

手
法

）
○

○
○

7
-

　
あ
る
種
の
生
物
で
は
、
特
定
の
成
長
段
階
に
お
い
て
化
学
物
質
に
対
す
る
感
受
性
が
強
い
こ
と

が
あ
る
た
め
、
こ
の
よ
う
な
特
性
を
踏
ま
え
た
有
害
性
評
価
の
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

7
9

in
 v
iv
o
試

験
や

ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ

の
た

め
の

in
 v
it
ro

試
験

に
よ
る
ナ

ノ
粒

子
特

有
の

ヒ
ト
・
生

態
系

の
有

害
性

評
価

手
法

（
試

験
動

物
か

ら
ヒ
ト
へ

の
外

挿
手

法
含

む
）

○
○

○
1
5
,3
2

8
0
～

8
6

8
0

ナ
ノ
粒

子
の

体
内

動
態

研
究

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
8
2

8
1

8
1

ト
レ
ー

サ
ー

技
術

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

2
9
,8
0
,8
2

-

8
2

体
内

動
態

ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ

ｼ
ﾐｭ

ﾚ
ｰ
ｼ
ｮﾝ

手
法

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,3
3
,

7
9
8
7
8
9

8
0
,8
1

8
3

in
 v
it
ro

 試
験

に
よ
る
ナ

ノ
粒

子
特

有
の

生
体

影
響

検
出

手
法

（
バ

イ
オ

マ
ー

カ
ー

の
決

定
手

法
等

）
○

○
○

1
5
,1
8
,3
2
,7
9

8
6

8
4

in
 v
iv
o
 試

験
に

よ
る
ナ

ノ
粒

子
特

有
の

生
体

影
響

検
出

手
法

（
バ

イ
オ

マ
ー

カ
ー

の
決

定
手

法
等

）
○

○
○

1
5
,1
8
,3
2
,7
9

8
5
,8
6

8
5

吸
入

暴
露

装
置

○
○

1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
8
4

-

8
6

in
 v
iv
o
、
in
 v
it
ro

試
験

用
の

液
相

・
気

相
で

の
ナ

ノ
粒

子
サ

ン
プ
ル

作
成

技
術

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
,8
3
,8
4

8
7

有
害

性
の

体
系

的
試

験
戦

略
（
T
ie
re

d
 A

p
p
ro

a
c
h
等

）
の

構
築

○
○

○
1
8
,3
3

8
2
,8
8
,8
9

8
8

カ
テ

ゴ
リ
ー

ア
プ
ロ
ー

チ
等

相
対

的
な

有
害

性
の

推
定

手
法

◎
○

◎
1
8
,3
3
,8
7

8
9

ナ
ノ
粒

子
の

有
害

性
評

価
の

高
速

化
、
高

度
化

の
た

め
の

手
法

（
in
 s
ili
c
o
の

手
法

等
）

○
○

○
1
8
,3
3
,8
7

8
2

9
0

分
解

性
・
蓄

積
性

Q
S
A
R
（
新

規
物

質
の

試
験

結
果

活
用

等
に

よ
る
適

用
性

拡
大

）
◎

○
○

2
,4

-

9
1

有
害

性
Q
S
A
R
(感

作
性

・
変

異
原

性
・
生

態
エ

ン
ド
ポ

イ
ン
ト
等

）
◎

○
○

2
,4

-

9
2

メ
カ
ニ

ズ
ム

を
考

慮
し
た

Q
S
A
R

◎
○

○
○

7
1
0
3
～

1
0
5
,1
0
7

9
3

カ
テ

ゴ
リ
ー

ア
プ
ロ
ー

チ
手

法
◎

○
○

2
,4

-

9
4

蓄
積

性
試

験
の

i
n
 
v
i
t
r
o
試

験
法

○
○

2
,4

-

9
5

そ
の

他
i
n
 
v
i
t
r
o
の

簡
易

な
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

手
法

(
ヒ

ト
細

胞
な

ど
を

用
い

た
）

○
○

2
,4

-

9
6

マ
ル

チ
エ

ン
ド
ポ

イ
ン
ト
型

有
害

性
評

価
手

法
◎

○
○

2
,4

-
　
1
回
の
有
害
性
試
験
で
複
数
の
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
有
害

性
試
験
の
費
用

使
用
す
る
試
験
動
物
等
を
削
減
で
き
る

ナ
ノ
粒

子
の

有
害

性
評

価
手

法

高
速

（
簡

易
・
安

価
）
な
手

法

有
害

性
評

価
社

会
ニ

ー
ズ

へ
の

対
応

新
規

の
物

質
・
技

術
や

懸
念

さ
れ

て
い

る
リ
ス
ク
へ

の
対

応

　
化
学
物
質
の
有
害
性
を
評
価
す
る
た
め
に
、
in
 v
iv
o
や
 i
n
 v
it
ro
の
試
験
を
行
わ
ず
、
構
造
等

の
似
た
物
質
の
有
害
性
を
も
と
に
類
推
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
）
あ
る
い
は
そ
の
構
造
を
基

に
有
害
性
を
定
量
的
に
推
定
（
Q
S
A
R
）
で
き
れ
ば
、
有
害
性
試
験
の
費
用
、
使
用
す
る
試
験
動

物
等
を
削
減
で
き
る
。
Q
S
A
R
は
1
次
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
ナ
ノ
粒
子
の
生
体
へ
の
作
用
に
つ
い
て
は
不
明
な
点
が
多
い
。
例
え
ば
、
ナ
ノ
粒
子
が
そ
の
サ

イ
ズ
に
起
因
す
る
特
有
の
体
内
動
態
や
、
反
応
性
を
持
つ
こ
と
等
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ

が
有
害
性
に
影
響
す
る
か
ど
う
か
等
も
含
め
、
現
時
点
で
は
不
明
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
ナ
ノ

粒
子
の
有
害
性
の
評
価
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

性
試
験
の
費
用
、
使
用
す
る
試
験
動
物
等
を
削
減
で
き
る
。

9
7

in
 v
it
ro

の
簡

易
で

ハ
イ
ス

ル
ー

プ
ッ
ト
に

対
応

可
能

な
評

価
手

法
○

◎
2
,4

-
　
多
数
の
化
学
物
質
の
有
害
性
を
同
時
か
つ
迅
速
に
測
定
、
解
析
で
き
れ
ば
、
試
験
を
効
率
化
で

き
る
。

9
8

i
n
 
v
i
v
o
で

の
高

速
の

評
価

手
法

○
○

2
,4

-

9
9

in
 s
ili
c
o
人

体
、
in
 s
ili
c
o
生

態
系

◎
○

○
7

-
　
ヒ
ト
の
体
内
や
生
態
系
内
で
の
化
学
物
質
の
動
態
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
で
（
in
 s
ili
c
o
）
模
擬
で
き

れ
ば
、
動
物
実
験
等
を
行
わ
な
く
て
も
作
用
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
基
づ
く
有
害
性
評
価
を
実
現
で
き

る
。
最
終
的
な
理
想
形
と
言
え
る
が
、
ま
だ
相
当
の
研
究
開
発
が
必
要
。

1
0
0

ヒ
ト
培

養
細

胞
を
用

い
た

種
差

を
回

避
し
た

有
害

性
評

価
手

法
○

○
○

○
7

-
　
動
物
を
用
い
た
有
害
性
試
験
で
は
、
結
果
を
ヒ
ト
に
外
挿
し
て
い
た
た
め
、
「
種
間
の
不
確
実

性
」
が
存
在
す
る
。
ヒ
ト
由
来
の
細
胞
を
用
い
れ
ば
、
こ
の
不
確
実
性
が
解
消
さ
れ
て
、
試
験
結

果
の
信
頼
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
1

遺
伝

子
発

現
解

析
技

術
を
用

い
た

種
差

に
よ
る
感

受
性

差
評

価
技

術
○

○
○

7
-

　
遺
伝
子
発
現
解
析
技
術
に
よ
り
種
間
の
毒
性
発
現
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
違
い
が
分
か
れ
ば
、
種
間
の

不
確
実
性
が
軽
減
さ
れ
て
、
試
験
結
果
の
信
頼
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
2

遺
伝

子
発

現
解

析
技

術
を
用

い
た

個
人

の
有

害
性

評
価

技
術

○
○

○
7

-
　
個
人
の
感
受
性
を
考
慮
し
た
有
害
性
評
価
手
法
が
開
発
さ
れ
れ
ば
、
個
人
の
リ
ス
ク
を
低
減
さ

せ
る
の
に
役
立
つ
情
報
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
3

単
純

な
P
B
P
K
*
/
T
D
*
モ

デ
ル

　
（

i
n
 
v
i
t
r
o
等

の
試

験
結

果
を

適
用

し
て

改
善

）
○

○
7
,9
2

-

1
0
4

詳
細

な
P
B
P
K
 
/
 
T
D
モ

デ
ル

（
細

胞
応

答
や

臓
器

・
組

織
応

答
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

）
○

○
7
,9
2

-

1
0
5

有
害

性
検

出
バ

イ
オ

マ
ー

カ
ー

探
索

手
法

○
○

○
7
,5
7
,9
2

-
　
化
学
物
質
の
有
害
性
が
発
現
す
る
際
に
、
遺
伝
子
、
タ
ン
パ
ク
質
等
の
発
現
量
に
特
有
の
指
標

（
マ
ー
カ
ー
）
を
探
索
し
、
こ
の
よ
う
な
マ
ー
カ
ー
を
使
う
こ
と
に
よ
り
、
毒
性
発
現
の
メ
カ
ニ

ズ
ム
を
解
明
す
る
。
ま
た
、
高
精
度
で
安
価
な
有
害
性
評
価
が
期
待
で
き
る
。

1
0
6

実
験

室
で

の
ミ
ニ

生
態

系
（
マ

イ
ク
ロ
コ
ズ

ム
）

○
○

○
7

-
　
実
際
の
生
態
系
を
模
擬
し
た
系
に
お
い
て
実
験
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
化
学
物
質
の
生
態
系
へ

の
影
響
評
価
が
可
能
と
な
る
。
そ
の
際
に
は
、
当
該
試
験
系
で
の
実
験
結
果
の
生
態
系
で
の
再
現

性
が
求
め
ら
れ
る
。

1
0
7

タ
ン
パ

ク
質

等
の

上
位

階
層

で
の

網
羅

的
解

析
技

術
○

○
○

7
,9
2

-

　
ゲ
ノ
ミ
ク
ス
（
化
学
物
質
暴
露
後
の
遺
伝
子
の
発
現
量
を
m
R
N
A
を
用
い
て
 解
析
す
る
手

法
）
、
プ
ロ
テ
オ
ミ
ク
ス
（
m
R
N
A
 に
基
づ
い
て
作
ら
れ
る
タ
ン
パ
ク
質
の
発
現
量
を
解
析
す
る

手
法
）
及
び
メ
タ
ボ
ロ
ミ
ク
ス
（
代
謝
に
よ
っ
て
作
ら
れ
る
物
質
の
発
現
量
を
解
析
す
る
手
法
）

に
よ
り
化
学
物
質
の
有
害
性
を
補
足
す
る
情
報
を
得
ら
れ
れ
ば
、
有
害
性
予
測
の
精
度
を
高
め
る

こ
と
が
で
き
る
。

知
的

基
盤

1
0
8

有
害

性
情

報
の

Ｄ
Ｂ

化
○

知
的

基
盤

1
0
9

有
害

性
評

価
手

法
や

デ
ー

タ
収

集
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
化

と
標

準
化

・
規

格
化

○
○

*
D
fE
(D

e
si
gn

 f
o
r 
E
n
vi
ro
n
m
e
n
t)

*
サ

プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン
含

有
物

質
ト
レ
ー

ス
手

法

多
く
の

物
質

を
効

率
的

に
か

つ
合

理
的

に
評

価
す

る
た

め
に

評
価

ス
テ
ッ
プ
を
数

段
階

に
分

け
て
行

う
方

法
。
具

体
的

に
は

ま
ず

初
め

に
ス
コ
ア
リ
ン
グ

に
よ
っ
て
、
評

価
す

る
化

学
物

質
の

優
先

順
位

付
け

を
行

っ
た

り
、
一

連
の

評
価

の
初

期
の

ス
テ
ッ
プ
で
簡

単
な
（
か

つ
安

全
サ

イ
ド
に

立
っ
た

）
評

価
を
行

う
こ
と
で
、
化

学
物

質
を
網

羅
的

に
ふ

る
い

に
か

け
、
よ
り
リ
ス
ク
の

疑
い

の
高

い
物

質
に

つ
い

て
の

み
詳

細
な
リ
ス
ク
評

価
を
行

う
よ
う
な
評

価
の

方
法

。

土
壌

の
よ
う
に

、
い

っ
た

ん
汚

染
さ
れ

る
と
拡

散
に

よ
る
希

釈
効

果
は

あ
ま
り
期

待
で
き
ず

蓄
積

す
る
の

で
、
汚

染
物

質
の

排
出

を
止

め
て
も
、
そ

の
ま
ま
で
は

長
期

に
わ

た
り
汚

染
状

態
が

改
善

さ
れ

に
く
い

よ
う
な
汚

染
。

要
素

技
術

高
精

度
な
手

法
（
不

確
実

性
因

子
低

減
の

た
め

の
手

法
）

*
バ

イ
オ

ア
ッ
セ

イ
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

手
法

発
が

ん
性

、
生

殖
毒

性
、
神

経
毒

性
等

、
高

コ
ス
ト
・
長

期
を
要

す
る
毒

性
の

高
度

な
評

価
手

法

試
供

生
物

(バ
ク
テ
リ
ア

、
細

胞
、
水

棲
生

物
な

ど
）
の

生
物

学
的

応
答

の
度

合
い

に
応

じ
て

、
環

境
サ

ン
プ
ル

の
毒

性
の

大
き
さ
を
評

価
す

る
手

法
で

あ
り
、
未

知
の

毒
性

物
質

の
影

響
評

価
や

複
数

の
化

学
物

質
を
同

時
に

摂
取

し
た

場
合

の
総

括
的

な
影

響
を
評

価
す

る
こ
と
が

可
能

。

環
境

に
配

慮
し
た

設
計

。

製
品

に
含

ま
れ

る
化

学
物

質
の

情
報

を
サ

プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン
に

沿
っ
て
授

受
す

る
手

法
。

*
T
ie
re
d
 A

p
p
ro
ac

h

*
ス
ト
ッ
ク
汚

染

*
３
Ｒ
(R

e
p
la
c
e
m
e
n
t,
 R

e
du

c
ti
o
n
, 
R
e
fi
n
e
m
e
n
t)

動
物

試
験

の
代

替
（
R
e
pl
ac

e
m
e
n
t）
, 
動

物
数

の
削

減
（
R
e
du

c
ti
o
n
）
, 
苦

痛
の

削
減

（
R
e
fi
n
e
m
e
n
t）
を
目

指
す

も
の

。

A
D
M
E
*
/
T
o
x*

の
メ
カ
ニ

ズ
ム

の
分

子
レ
ベ

ル
で
の

解
明

手
法

（
た

ん
ぱ

く
質

の
役

割
等

）

*
A
D
M
E
(A

bs
o
rp
ti
o
n
, 
D
is
tr
ib
u
ti
o
n
, 
M
e
ta
bo

lis
m
, 
E
xc

re
ti
o
n
)

(
p

,
,

)

*
A
D
M
E
/
T
o
x(
A
D
M
E
 t
o
xi
c
it
y)

A
D
M
E
を
解

明
す

る
手

法
。
実

験
系

も
含

む
。

*
P
B
T
K
(p
h
ys

io
lo
gi
c
al
ly
-
ba

se
d 
to
xi
c
o
ki
n
e
ti
c
s)

化
学

物
質

の
体

内
動

態
を
記

述
し
た

モ
デ

ル
。

*
P
B
T
K
/
T
D
(P

B
P
K
 t
o
ｘ
ic
o
-
dy

n
am

ic
s)
 

化
学

物
質

の
体

内
動

態
に

加
え
、
細

胞
組

織
内

で
の

影
響

を
記

述
し
た

モ
デ

ル
。

動
物

試
験

の
代

替
（

p
）
,
動

物
数

の
削

減
（

）
,
苦

痛
の

削
減

（
）
を
目

指
す

も
の

。

吸
収

、
分

布
、
代

謝
、
排

泄
。
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
4
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
重

要
技

術
）

評
価

項
目

②
産

業
競

争
力

強
化

a. ハ
ザ

ー
ド

や
排

出
削

減
量

か
ら

見
た

リ
ス
ク

削
減

ポ
テ

ン
シ
ャ
ル

◎
：
大

○
：
中

△
：
小

b. コ
ス
ト
（
純

粋
に

コ
ス
ト

と
し
て
評

価
）

◎
：
安

い
○

：
中

く
ら

い △
：
高

い

他
の

業
界

や
分

野
へ

の
波

及
効

果
、
技

術
の

将
来

性

◎
：
高

い
○

：
中

く
ら
い

△
：
低

い

E
0
1

酸
化

剤
、

触
媒

オ
ゾ
ン
（
プ
ラ
ズ

マ
）
利

用
接

触
分

解
B
T
X
他

洗
浄

、
接

着
、

印
刷

、
塗

装
分

解
装

置
中

小
企

業
、
技

術
力

確
保

大
◎

○
◎

E
0
2

プ
ロ
セ

ス
マ
イ
ク
ロ
ガ

ス
タ
ー

ビ
ン
を
用

い
た

V
O
C
分

解
･除

去
ト
ル

エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ

ル
等

化
学

、
石

油
分

解
装

置
中

小
企

業
、
技

術
力

確
保

小
◎

◎
○

E
0
3

プ
ロ
セ

ス
マ
イ
ク
ロ
波

プ
ラ
ズ

マ
を
用

い
た

完
全

分
解

プ
ロ
セ
ス

ト
ル

エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン

洗
浄

、
接

着
、

印
刷

、
塗

装
分

解
装

置
中

小
企

業
、
技

術
力

確
保

小
◎

△
○

E
0
4

触
媒

低
温

接
触

分
解

プ
ロ
セ
ス

ト
ル

エ
ン
、
n
-

ブ
タ
ン
等

洗
浄

、
接

着
、

印
刷

、
塗

装
分

解
装

置
排

ガ
ス
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
◎

○

E
0
5

装
置

熱
交

換
型

触
媒

燃
焼

ト
ル

エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン
等

化
学

、
石

油
分

解
装

置
中

小
企

業
、
技

術
力

確
保

中
◎

△
○

E
0
6

酸
化

剤
、

触
媒

固
体

酸
触

媒
に

よ
る
触

媒
燃

焼
ト
ル

エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン
等

化
学

、
石

油
分

解
装

置
中

小
企

業
、
技

術
力

確
保

中
○

◎
○

E
0
7

膜
材

料
・
ガ

ソ
リ
ン
ベ

ー
パ

ー
の

回
収

・
分

解
・
消

毒
・
滅

菌
剤

の
回

収
・
分

解

ト
ル

エ
ン
、
エ

ピ
ク
ロ
ロ
ヒ
ド

リ
ン

石
油

製
品

、
医

療
用

品
分

離
膜

移
動

体
、
技

術
力

確
保

大
◎

○
○

材
料

プ
無

機
有

機
ハ

イ
ブ
リ

ド
膜

複
合

酸
化

物
層

状
化

合
物

等
吸

削
減

開
発

要
素

完
全

酸
化

分
解

に
よ
り
、
排

出
Ｖ
Ｏ
Ｃ
を
大

幅
に

削
減

す
る

評
価

項
目

①
リ
ス

ク
削

減
効

果

主
な

削
減

対
象

物
質

･リ
ー

ン
バ

ー
ン
燃

焼
(超

希
薄

有
機

ガ
ス
の

完
全

燃
焼

技
術

)触
媒

、
後

段
排

ガ
ス
分

解
触

媒
・
低

温
、
小

型
熱

交
換

器
･電

力
発

生
の

負
荷

変
動

対
策

、
系

統
連

携

そ
の

技
術

に
よ
っ
て
生

産
さ
れ

る
製

品
具

体
的

テ
ー

マ
例

大
分

類
：

産
業

・
広

域
・

生
活

環
境

媒
体

対
策

課
題

（
技

術
）

分
離

分
解

削
減

対
象

物
質

群

高
性

能
ガ

ス
分

離
膜

で
V
O
C
を
捕

集
し
、
排

出
V
O
C
を
ゼ

ロ
に

す
る

将
来

的
に

そ
の

技
術

の
必

要
性

技
術

課
題

例

・
生

分
解

性
生

体
高

分
子

材
料

含
有

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
膜

・
オ

ゾ
ン
酸

化
、
プ
ラ
ズ

マ
併

用
触

媒
（
鉄

系
、
ニ
ッ
ケ

ル
系

等
）

・
小

型
ハ

ニ
カ
ム

ロ
ー

タ
ー

・
吸

着
剤

濃
縮

に
よ
る
低

温
プ
ラ
ズ

マ
分

解
装

置
・
キ

ュ
ー

リ
ー

点
制

御
に

よ
る
高

効
率

回
収

装
置

・
シ
リ
コ
ー

ン
ゴ
ム

中
空

糸
膜

と
膜

モ
ジ
ュ
ー

ル
化

･炭
素

系
水

分
離

膜
と
組

み
合

わ
せ

市
場

規
模

小
：
1
0
0

億
円

以
下

中
：
1
0
0

～
5
0
0
億

円
大

：
5
0
0

億
円

以
上

・
コ
ン
パ

ク
ト
な
フ
ィ
ン
型

内
部

熱
交

換
器

・
酸

化
分

解
触

媒
（
P
t、

N
i、
C
u
等

）

･マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ズ

マ
発

振
器

（
周

波
数

変
換

　
コ
ス
ト
、
出

力
方

法
）

・
ハ

ニ
カ
ム

分
解

触
媒

(高
シ
リ
カ
ゼ

オ
ラ
イ
ト
、
酸

化
チ
タ
ン
系

光
触

媒
，
活

性
炭

等
)

・
非

貴
金

属
系

触
媒

（
固

体
酸

系
触

媒
(シ

リ
カ
系

、
ゼ

オ
ラ
イ
ト
系

)、
酸

化
鉄

系
触

媒
な
ど
）

・
希

薄
燃

焼
プ
ロ
セ
ス
、
低

温
熱

交
換

・
酸

化
物

イ
オ

ン
包

蔵
各

種
ア
ル

ミ
ノ
ケ

イ
酸

塩
・
ゼ

オ
ラ
イ
ト
複

合
触

媒
（
ゼ

オ
ラ
イ
ト
と
P
t-
ア
ル

ミ
ナ

複
合

化
）

・
酸

化
物

イ
オ

ン
包

蔵
各

種
ア
ル

ミ
ノ
ケ

イ
酸

塩
・
ゼ

オ
ラ
イ
ト
複

合
触

媒
（
ゼ

オ
ラ
イ
ト
と
P
t-
ア
ル

ミ
ナ

複
合

化
）

主
な
排

出
産

業
（
技

術
の

適
用

先
）

技
術

N
o
.

開
発

目
標

E
0
8

材
料

、
プ

ロ
セ

ス
無

機
・
有

機
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
膜

、
複

合
酸

化
物

、
層

状
化

合
物

等
吸

着
剤

に
よ
る
分

離
ト
ル

エ
ン
、
n
-

ブ
タ
ン

石
油

製
品

分
離

膜
V
O
C
削

減
技

術
力

優
位

○
○

◎

E
0
9

プ
ロ
セ

ス
無

溶
媒

に
よ
る
合

成
、
分

離
･抽

出
ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成

品
、
医

農
薬

薬
品

、
フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技

術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
0

溶
媒

、
プ

ロ
セ

ス
ア
ル

コ
ー

ル
、
炭

化
水

素
系

溶
媒

に
よ
る
合

成
、
分

離
･抽

出
ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成

品
、

医
農

薬
薬

品
、

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技

術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
1

溶
媒

、
触

媒
水

溶
性

触
媒

、
イ
オ

ン
性

流
体

に
よ
る
グ

リ
ー

ン
化

ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

医
農

薬
キ

ラ
ル

化
合

物
、
色

素
G
S
C
、
技

術
力

優
位

中
◎

○
○

E
1
2

プ
ロ
セ

ス
V
O
C
フ
リ
ー

加
工

技
術

ト
ル

エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ

ル
塗

装
、
印

刷
塗

料
V
O
C
規

制
、
技

術
力

優
位

中
◎

○
○

E
1
3

材
料

、
プ

ロ
セ

ス
環

境
調

和
型

エ
マ
ル

シ
ョ
ン

ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成

品
、

医
農

薬
加

工
、
薬

品
、

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技

術
力

優
位

中
○

○
○

E
1
4

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
マ
イ
ク
ロ
リ
ア
ク
タ
ー

に
よ
る
シ
ン
プ
ル

化
及

び
高

速
化

ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成

品
、

医
農

薬
医

薬
原

料
G
S
C
、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

E
1
5

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
複

数
工

程
を
融

合
し
た

反
応

場
に

よ
る
工

程
簡

略
化

ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン
(有

害
副

生
物

削
減

)

化
成

品
、
医

農
薬

原
材

料
、
フ
ァ

イ
ン
、
医

薬
原

体

G
S
C
、
技

術
力

優
位

中
◎

○
◎

E
1
6

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
反

応
の

必
要

部
分

の
み

が
選

択
的

に
加

熱
励

起
さ
れ

る
シ
ン
プ

ル
化

シ
ス
テ
ム

ト
ル

エ
ン
、
キ

シ
レ
ン
(有

害
副

生
物

削
減

)

化
成

品
、
医

農
薬

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技

術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
7

溶
剤

、
プ

ロ
セ

ス
環

境
調

和
型

リ
サ

イ
ク
ル

溶
剤

ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ

ン
等

金
属

製
品

溶
剤

等
リ
サ

イ
ク
ル

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

E
1
8

材
料

部
品

・
補

修
用

水
系

塗
料

ト
ル

エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ

ル
輸

送
用

機
械

器
具

、
金

属
塗

料
V
O
C
規

制
、
技

術
開

発
確

保
大

○
◎

○

E
1
9

材
料

U
V
硬

化
樹

脂
、
粉

体
樹

脂
に

よ
る
塗

料
化

ト
ル

エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ

ル
輸

送
用

機
械

器
具

、
金

属
塗

料
V
O
C
規

制
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

○

無
溶

剤
プ
ロ
セ
ス
化

に
よ
っ
て
、
溶

剤
消

費
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

触
媒

燃
焼

技
術

り
希

薄
濃

度
低

温
燃

焼
技

術
を

・
サ

ブ
ナ

ノ
エ
マ
ル

シ
ョ
ン
、
粉

体
モ
ノ
マ
ー

・
発

色
塗

料
、
硬

化
剤

大
気

V
O
C
/
溶

媒

プ
ロ
セ

ス
転

換

代
替

物
質

・
超

臨
界

C
O

2
に

よ
る
塗

装
、
洗

浄
プ
ロ
セ
ス

・
溶

剤
混

合
ノ
ズ

ル
･ポ

リ
オ

レ
フ
ィ
ン
用

高
性

能
接

着
剤

・
反

応
型

水
系

ポ
リ
ウ

レ
タ
ン
樹

脂
の

合
成

低
環

境
負

荷
溶

剤
を
使

用
す

る
生

産
プ
ロ
セ
ス
に

よ
り
V
O
C

排
出

量
を
大

幅
に

削
減

す
る

生
分

解
性

生
体

高
分

子
材

料
含

有
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ト
膜

・
メ
ン
ブ
レ
ン
リ
ア
ク
タ
ー

低
環

境
負

荷
溶

剤
へ

の
代

替
に

よ
り
、
V
O
C
排

出
の

原
因

と
な
る
溶

剤
の

使
用

量
を
大

幅
に

削
減

す
る

・
グ

リ
コ
ー

ル
エ
ー

テ
ル

系
、
乳

酸
エ
ス
テ
ル

、
エ
タ
ノ
ー

ル
誘

導
体

、
テ
ル

ペ
ン
系

溶
剤

等
の

バ
イ
オ

サ
ー

フ
ァ
ク
タ
ン
ト

多
段

合
成

工
程

を
シ
ン
プ
ル

化
・
小

型
化

し
て
、
漏

れ
V
O
C

量
を
大

幅
に

削
減

す
る

・
マ
イ
ク
ロ
波

に
よ
る
ポ

リ
エ
ス
テ
ル

、
プ
ロ
ピ
レ
ン
選

択
的

還
元

・
高

選
択

加
熱

に
よ
る
芳

香
族

ポ
リ
カ
ー

ボ
ネ

ー
ト
の

製
造

・
高

誘
電

体
（
固

体
ス
ル

ホ
ン
酸

系
触

媒
、
固

体
高

分
子

触
媒

)

最
少

量
の

反
応

励
起

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
っ
て
有

害
副

生
物

の
発

生
を
抑

制
す

る
技

術
を
開

発
す

る

・
ア
ル

デ
ヒ
ド
類

の
高

速
・
高

選
択

合
成

（
多

段
衝

突
型

）
・
ベ

ン
ゼ

ン
の

フ
ェ
ノ
ー

ル
へ

の
直

接
酸

化

・
ポ

リ
エ
ス
テ
ル

合
成

、
2
分

子
間

縮
合

、
ク
マ
リ
ン
誘

導
体

等
・
マ
イ
ク
波

･高
周

波
加

熱
、
超

臨
界

流
体

利
用

･界
面

活
性

剤
型

触
媒

(環
境

調
和

型
ア
ゾ
化

合
物

類
の

合
成

)
･高

分
子

担
体

に
よ
る
ア
ル

コ
ー

ル
･炭

化
水

素
/
水

抽
出

プ
ロ
セ
ス

･金
属

錯
体

触
媒

に
よ
る
オ

キ
ソ
反

応
、
選

択
水

素
化

、
異

性
化

・
水

溶
性

錯
体

触
媒

、
相

間
移

動
触

媒
に

よ
る
シ
ン
プ
ル

化
反

応

・
速

乾
性

水
性

塗
料

（
カ
ル

ボ
キ

シ
基

含
有

系
塗

料
組

成
物

)
･サ

ブ
ナ

ノ
エ
マ
ル

シ
ョ
ン
塗

料
、
硬

化
剤

・
超

音
波

、
マ
イ
ク
ロ
波

、
高

周
波

を
利

用
し
た

ナ
ノ
材

料
合

成
、
有

害
物

質
の

分
解

、
殺

菌
プ
ロ
セ
ス

・
イ
オ

ン
性

流
体

、
超

臨
界

流
体

に
よ
る
水

和
、
水

素
化

、
メ
チ
ル

化
、
無

機
有

機
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ト
材

料
・
メ
ン
ブ
レ
ン
リ
ア
ク
タ
ー

(ガ
ス
分

離
、
水

分
除

去
)

・
有

機
溶

剤
代

替
洗

浄
・
超

音
波

利
用

に
よ
る
エ
マ
ル

シ
ョ
ン
の

生
成

（
界

面
活

性
剤

の
不

使
用

）

E
2
0

プ
ロ
セ

ス
低

N
O
x燃

焼
シ
ス
テ
ム

N
O
ｘ

化
成

品
、
石

油
製

品
排

ガ
ス
装

置
温

暖
化

、
技

術
力

優
位

大
◎

○
◎

触
媒

燃
焼

技
術

に
よ
り
、
希

薄
濃

度
で
の

低
温

燃
焼

技
術

を
開

発
し
、
N
O
x生

成
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

・
リ
ー

ン
バ

ー
ン
触

媒
(ジ

ル
コ
ニ
ア
系

複
合

酸
化

物
、
活

性
炭

素
繊

維
等

)
・
低

N
O
xバ

ー
ナ

ー
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
5
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
重

要
技

術
）

E
2
1

触
媒

、
プ

ラ
ズ

マ
触

媒
と
プ
ラ
ズ

マ
の

組
合

せ
に

よ
る
N
O
x選

択
的

接
触

還
元

分
解

N
O
x

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

排
ガ

ス
装

置
温

暖
化

、
技

術
力

確
保

小
◎

○
◎

E
2
2

触
媒

N
O
xの

選
択

的
接

触
還

元
分

解
N
O
x

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

排
ガ

ス
装

置
温

暖
化

、
技

術
力

確
保

大
○

○
○

E
2
3

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
低

品
位

炭
化

水
素

か
ら
の

オ
レ
フ
ィ
ン
、
合

成
ガ

ス
製

造
N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成

品
、
石

油
製

品
機

能
性

化
学

品
資

源
確

保
、
技

術
力

確
保

大
○

○
○

E
2
4

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
低

品
位

化
石

資
源

中
の

重
金

属
除

去
と
再

資
源

化
H
g,
V
, 
S
?,

N
i, 
A
s

石
油

製
品

回
収

装
置

国
際

規
制

、
技

術
開

発
確

保
大

○
○

○

E
2
5

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
未

利
用

資
源

の
有

用
原

料
転

換
N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成

品
機

能
性

化
学

品
資

源
確

保
、
技

術
力

確
保

大
○

○
○

E
2
6

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
C
O

2
、
D
M
E
等

を
利

用
し
た

化
成

品
製

造
N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成

品
、
石

油
製

品
機

能
性

化
学

品
資

源
確

保
、
技

術
力

確
保

大
○

○
○

代
替

物
質

E
2
7

材
料

シ
ー

ル
代

替
品

材
ア
ス

ベ
ス

ト
プ
ラ
ン
ト

プ
ラ
ン
ト
用

材
料

負
の

遺
産

、
技

術
力

優
位

中
○

○
○

飛
散

防
止

技
術

E
2
8

材
料

、
プ

ロ
セ

ス
剥

離
・
回

収
・
飛

散
防

止
ア
ス

ベ
ス

ト
産

廃
処

分
業

ビ
ル

･住
宅

コ
ー

テ
ィ
ン
グ

材
、
処

理
シ
ス

テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
力

確
保

大
◎

○
◎

E
2
9

吸
着

水
銀

及
び

有
害

金
属

の
分

離
・
除

去
と
最

終
処

分
法

H
g、

A
s他

電
力

会
社

（
火

力
発

電
所

）
排

ガ
ス
装

置
・

回
収

装
置

国
際

規
制

、
技

術
開

発
確

保
小

◎
○

○

E
3
0

材
料

吸
着

剤
に

よ
る
重

金
属

等
の

分
離

･除
去

N
i，
M
n
，

A
s，

B
e
，

C
r6

+
化

学
、
電

力
回

収
装

置
資

源
確

保
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

未
利

用
資

源
を
資

源
化

し
て
、
微

粒
子

の
発

生
し
に

く
い

燃
料

資
源

量
を
拡

大
す

る

N
O
xを

還
元

無
害

化
す

る

有
害

金
属

の
分

離
・
隔

離
技

術
を
開

発
す

る

無
害

な
ア
ス
ベ

ス
ト
除

去
シ
ス
テ
ム

を
構

築
す

る

産
業

優
先

2
2
物

質

原
料

転
換

分
解

分
離

・
除

去

ア
ス

ベ
ス

ト
，

P
C
B
な

ど
・
飛

散
防

止
コ
ー

テ
ィ
ン
グ

材
（
保

水
剤

、
増

粘
剤

等
）

・
硬

化
性

高
分

子
材

料
等

の
劣

化
防

止
・
無

人
ロ
ボ

ッ
ト
の

マ
ニ
ピ
ュ
レ
ー

タ
ー

及
び

制
御

シ
ス
テ
ム

・
超

臨
界

C
O

2
を
使

用
し
た

ホ
ル

ム
ア
ミ
ド
誘

導
体

・
D
M
E
か

ら
の

プ
ロ
ピ
レ
ン
転

換
・
鉄

-
亜

鉛
/
プ
ロ
ト
ン
置

換
Y
型

ゼ
オ

ラ
イ
ト
触

媒
の

オ
レ
フ
ィ
ン
合

成

・
酸

化
ダ

イ
ヤ

モ
ン
ド
－

ニ
ッ
ケ

ル
触

媒
に

よ
る
合

成
ガ

ス
製

造
・
放

電
に

よ
る
メ
タ
ン
か

ら
の

オ
レ
フ
ィ
ン
合

成

・
硫

化
水

素
に

よ
る
金

属
水

銀
の

除
去

技
術

・
塩

化
揮

発
法

に
よ
る
非

鉄
金

属
の

分
離

濃
縮

・
膨

脹
黒

鉛
と
マ
イ
カ
/
粘

土
等

複
合

材
料

、
酸

化
物

系
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
シ
ー

ル
材 ・
パ

ッ
キ

ン
へ

の
展

開
、
寿

命
実

証
ア
ス
ベ

ス
ト
代

替
製

品
を
開

発
す

る

微
粒

子
類

・
硫

化
水

素
法

（
特

に
石

炭
燃

焼
ガ

ス
）

・
集

塵
装

置
前

に
活

性
炭

の
吹

込
み

・
煙

道
へ

の
活

性
炭

又
は

F
C
C
廃

触
媒

の
吹

込
み

・
活

性
炭

、
イ
オ

ウ
担

持
活

性
炭

な
ど

・
（
水

銀
）
ア
マ
ル

ガ
ム

、
硫

化
物

等
に

よ
る
固

定
化

・
鉄

系
吸

着
剤

･バ
イ
オ

マ
ス
起

源
炭

素
系

吸
着

剤
、
高

表
面

積
シ
リ
カ

･金
属

酸
化

物
粒

子
の

浮
選

分
離

・
比

重
分

離

・
C
O
、
水

素
を
用

い
た

選
択

的
接

触
触

媒
・
エ
タ
ノ
ー

ル
を
用

い
た

A
g-

ア
ル

ミ
ナ

触
媒

・
ジ
ル

コ
ニ
ア
系

ｾ
ﾗ
ﾐｯ

ｸ
ｽ
-
N
iO

触
媒

に
よ
る
N
O
x浄

化
用

電
気

化
学

リ
ア
ク

タ
ー

・
省

エ
ネ

型
プ
ラ
ズ

マ
発

振
器

・
N
O
x還

元
(還

元
剤

：
C
3
炭

化
水

素
)触

媒
(A

g-
ア
ル

ミ
ナ

，
銅

系
触

媒
な
ど
)

・
超

重
質

留
分

の
脱

ア
ル

キ
ル

化
に

よ
る
単

純
芳

香
族

化
合

物
・
セ
ル

ロ
ー

ス
系

バ
イ
オ

マ
ス
か

ら
の

L
-
乳

酸
の

合
成

・
セ
ル

ロ
ー

ス
の

低
環

境
負

荷
・
高

効
率

糖
化

技
術

・
グ

ル
コ
ー

ス
の

発
酵

・
酵

素
反

応
に

よ
る
化

学
品

誘
導

C
r

分
離

・
除

去
E
3
1

吸
着

材
排

水
中

か
ら
の

分
離

・
除

去
A
s，

S
e

金
属

、
化

学
回

収
装

置
環

境
対

応
、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

E
3
2

ｲ
ｵ
ﾝ
交

換
水

中
の

陰
イ
オ

ン
交

換
分

離
F
,B
,P
,

A
s,
S
e
な

ど

金
属

、
非

鉄
金

属
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

環
境

対
応

、
技

術
開

発
確

保
大

○
○

△

E
3
3

材
料

高
性

能
イ
オ

ン
交

換
膜

、
多

機
能

吸
着

材
に

よ
る
選

択
回

収
・
除

去

F
，
B
，
C
d，

P
b，

H
g，

A
s，

C
r

金
属

、
非

鉄
金

属
有

害
金

属
回

収
シ
ス
テ
ム

環
境

対
応

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

◎

E
3
4

吸
着

材
E
P
灰

溶
出

液
か

ら
の

ほ
う
素

・
セ
レ
ン
の

除
去

B
，
S
e

電
力

会
社

（
火

力
発

電
所

）
分

離
シ
ス
テ

ム
分

離
装

置
技

術
力

優
位

大
○

○
△

E
3
5

吸
着

剤
微

生
物

電
気

め
っ
き
・
め

っ
き
排

水
か

ら
の

金
属

分
離

B
,F
,C
N
な

ど
，
重

金
属

め
っ
き
業

め
っ
き
製

品
回

収
シ
ス
テ
ム

汚
泥

処
理

、
技

術
開

発
確

保
リ
サ

イ
ク
ル

中
◎

○
○

E
3
6

溶
媒

抽
出

無
電

解
め

っ
き
廃

液
か

ら
の

分
離

･除
去

・
回

収
N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製

品
汚

泥
処

理
、
技

術
開

発
確

保
小

◎
△

○

E
3
7

材
料

弱
酸

性
、
弱

塩
基

性
キ

レ
ー

ト
修

飾
高

分
子

分
離

膜
S
e
、
P
b、

C
r等

金
属

、
非

鉄
金

属
分

離
膜

○
○

○

再
生

・
長

寿
命

化
E
3
8

プ
ロ
セ

ス
め

っ
き
老

廃
液

の
再

生
、
長

寿
命

化
N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製

品
汚

泥
処

理
、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

分
解

E
3
9

材
料

分
離

濃
縮

と
完

全
酸

化
分

解
ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

化
成

品
、
医

農
薬

分
解

装
置

汚
泥

処
理

、
技

術
開

発
確

保
中

◎
◎

◎

E
4
0

酸
化

マ
イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

に
よ
る
直

接
酸

化
分

解
フ
ェ
ノ
ー

ル
類

、
ジ
オ

キ
サ

ン
化

成
品

分
解

装
置

国
内

規
制

、
排

水
処

理
小

◎
◎

◎

分
離

・
除

去

陰
イ
オ

ン

重
金

属
類

難
分

解
性

物
質

の
完

全
酸

化
分

解
技

術
を
開

発
す

る

新
規

な
高

効
率

有
害

金
属

分
離

技
術

を
開

発
す

る

新
規

な
高

効
率

有
害

陰
イ
オ

ン
分

離
技

術
を
開

発
す

る

・
N
a、

シ
ュ
ウ

酸
、
亜

リ
ン
酸

イ
オ

ン
等

の
除

去
・
逆

浸
透

膜
に

よ
る
脱

塩
、
イ
オ

ン
交

換
膜

に
よ
る
ク
ロ
ー

ズ
ド
化

・
無

機
層

状
イ
オ

ン
交

換
体

ハ
イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト

・
イ
オ

ン
交

換
型

炭
素

繊
維

・
高

分
子

膜
：
ポ

リ
ス
ル

ホ
ン
膜

，
酢

酸
セ
ル

ロ
ー

ス
膜

・
弱

酸
性

、
弱

塩
基

性
修

飾
、
キ

レ
ー

ト
修

飾

水
域

・
M
g又

は
M
g合

金
系

吸
着

材
に

よ
る
金

属
イ
オ

ン
等

の
除

去

・
吸

着
剤

：
ハ

イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト
層

状
化

合
物

・
合

成
条

件
と
吸

着
能

力

・
N
-
メ
チ
ル

-
ポ

リ
ヒ
ド
ロ
キ

シ
ヘ

キ
シ
ル

-
ア
ミ
ノ
基

を
有

す
る
キ

レ
ー

ト
樹

脂
・
吸

着
容

量
の

拡
大

・
エ
マ
ル

シ
ョ
ン
フ
ロ
ー

溶
媒

抽
出

法
・
ホ

ウ
酸

分
離

材
（
N
-
メ
チ
ル

グ
ル

カ
ミ
ン
型

ホ
ウ

素
選

択
陰

イ
オ

ン
交

換
樹

脂
）

・
ハ

イ
シ
リ
カ
ゼ

オ
ラ
イ
ト
等

イ
オ

ン
交

換
膜

、
多

機
能

吸
着

材
・
オ

ゾ
ン
酸

化
分

解
・
超

音
波

照
射

オ
ゾ
ン
酸

化
処

理

・
オ

ゾ
ン
発

生
装

置
（
コ
ス
ト
、
出

力
効

率
）

・
分

解
プ
ロ
セ
ス
、
後

処
理

工
程

・
超

音
波

と
の

併
用

に
よ
る
分

解

・
高

表
面

積
活

性
炭

等
吸

着
剤

(2
0
0
0
c
m
2
/
g以

上
)

・
硫

酸
ジ
ル

コ
ニ
ウ

ム
吸

着
剤

(ホ
ウ

素
の

吸
着

)
・
金

属
陰

イ
オ

ン
分

離
材

（
N
-
メ
チ
ル

グ
ル

カ
ミ
ン
型

ホ
ウ

素
選

択
陰

イ
オ

ン
交

換
樹

脂
、
多

価
ア
ル

コ
ー

ル
導

入
型

ホ
ウ

素
選

択
性

陰
イ
オ

ン
交

換
樹

脂
等

）
・
高

選
択

的
鉄

酸
化

細
菌

を
用

い
る
ス
ラ
リ
ー

型
反

応
装

置
に

よ
る
金

属
分

離 ・
鉄

粉
添

加
に

よ
る
中

和
沈

殿

メ
ッ
キ

廃
液

の
再

生
シ
ス
テ
ム

を
開

発
し
て
、
重

金
属

類
の

排
出

量
を
大

幅
に

削
減

す
る
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
6
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
重

要
技

術
）

E
4
1

マ
イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

オ
ゾ
ン
を
用

い
た

酸
化

分
解

の
促

進
1
,4
-
ジ
オ

キ
サ

ン

洗
浄

，
有

機
合

成
反

応
溶

剤
な

ど
分

解
装

置
規

制
技

術
開

発
確

保
◎

○
○

E
4
2

超
音

波
と
酸

化
チ
タ
ン
光

触
媒

に
よ
る
分

解
1
,4
-
ジ
オ

キ
サ

ン

洗
浄

剤
，
有

機
合

成
反

応
溶

剤
な
ど

分
解

装
置

規
制

技
術

開
発

確
保

○
○

○

E
4
3

微
生

物
に

よ
る
1
,4
-
ジ
オ

キ
サ

ン
の

分
解

1
,4
-
ジ
オ

キ
サ

ン

洗
浄

剤
，
有

機
合

成
反

応
溶

剤
な
ど

分
解

装
置

規
制

技
術

開
発

確
保

○
○

○

代
替

物
質

E
4
4

材
料

P
F
O
S
、
P
F
O
A
の

代
替

物
質

P
F
O
S
、

P
F
O
A

化
成

品
、
繊

維
P
F
O
S
、

P
F
O
A
の

代
替

物
質

規
制

技
術

開
発

確
保

中
○

○
◎

富
栄

養
化

物
質

分
離

E
4
5

プ
ロ
セ

ス
析

出
・
小

型
循

環
型

シ
ス
テ
ム

・
リ
ン
酸

の
結

晶
化

に
よ
る
リ
ン
の

分
離

・
除

去
P

無
機

化
学

、
酸

/
ア
ル

カ
リ
処

理
施

設
、
電

気
め

っ
き

回
収

装
置

資
源

確
保

、
技

術
開

発
確

保
中

△
◎

◎

分
解

E
4
6

微
生

物
高

濃
度

硝
酸

性
窒

素
含

有
排

水
処

理
N

無
機

化
学

工
業

，
非

鉄
金

属
製

造
業

，
表

面
処

理
施

設

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
大

△
◎

◎

分
離

E
4
7

超
臨

界
二

酸
化

炭
素

・
ハ

ロ
ゲ

ン
化

物
の

分
離

技
術

・
高

効
率

酸
化

処
理

技
術

ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

洗
浄

施
設

処
理

シ
ス
テ
ム

都
市

計
画

、
技

術
力

優
位

中
◎

△
○

分
解

E
4
8

減
圧

還
元

加
熱

分
解

新
規

還
元

分
解

法
P
C
B

小
型

電
気

機
器

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
力

優
位

中
◎

○
○

有
機

化
合

物
分

解
E
4
9

触
媒

・
低

温
接

触
分

解
触

媒
の

開
発

・
触

媒
不

活
性

化
元

素
の

分
離

処
理

技
術

・
低

コ
ス
ト
収

集
・
精

製
技

術
添

加
剤

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

品
製

造
業

処
理

シ
ス
テ
ム

資
源

確
保

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

分
離

・
分

解
E
5
0

真
空

加
熱

・
製

品
か

ら
の

P
C
B
の

分
離

技
術

・
脱

塩
素

技
術

・
収

集
法

/
処

理
工

場
の

立
地

・
運

転
管

理
技

術

P
C
B

電
池

製
造

業
処

理
シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
力

優
位

中
○

○
○

難
分

解
性

物
質

1
,4
-
ジ
オ

キ
サ

ン
の

高
効

率
分

解
技

術
を

開
発

す
る

難
分

解
性

物
質

等

メ
イ
ン
テ
ナ

ン
ス
の

容
易

な
高

性
能

リ
ン
回

収
シ
ス
テ
ム

を
開

発
す

る

高
機

能
を
有

す
る
難

分
解

性
物

質
の

代
替

物
質

を
開

発
す

る

難
分

解
性

物
質

等
P
C
B
汚

染
土

壌
の

浄
化

難
分

解
性

物

有
機

ハ
ロ
ゲ

ン
汚

染
土

壌
の

浄
化

・
真

空
加

熱
分

離
法

、
化

学
溶

剤
処

理
・
ア
ル

カ
リ
触

媒
に

よ
る
脱

塩
素

化
分

解

・
非

フ
ッ
素

系
界

面
活

性
剤

P
C
B
の

無
害

化

土
壌

・
高

選
択

吸
着

材
(ジ

ル
コ
ニ
ウ

ム
フ
ェ
ラ
イ
ト
、
ジ
ル

コ
ニ
ウ

ム
-
メ
ソ
構

造
体

)
・
高

選
択

性
で
耐

フ
ァ
ウ

リ
ン
グ

性
の

透
過

膜
・
リ
ン
酸

固
定

化
剤

(カ
ル

シ
ウ

ム
塩

）
・
濃

縮
、
分

離
プ
ロ
セ
ス

・
光

触
媒

に
よ
る
酸

化
分

解
・
超

音
波

と
紫

外
線

照
射

と
の

併
用

・
カ
ビ
菌

の
分

解
効

果
・
分

解
菌

の
探

索
と
分

解
能

の
向

上

・
酸

化
分

解
促

進
条

件
・
マ
イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

オ
ゾ
ン
装

置
の

設
計

・
ア
ナ

モ
ッ
ク
ス
菌

の
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

・
遺

伝
子

組
み

換
え
に

よ
る
高

温
活

性
化

・
イ
オ

ウ
酸

化
細

菌
の

造
粒

化
・
後

段
排

水
処

理

・
超

臨
界

C
O

2
に

よ
る
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
分

離
・
フ
ェ
ン
ト
ン
処

理
と
超

音
波

処
理

の
併

用

・
炭

素
－

炭
素

結
合

切
断

触
媒

(ニ
ッ
ケ

ル
，
パ

ラ
ジ
ウ

ム
触

媒
)

･ポ
リ
オ

レ
フ
ィ
ン
系

化
合

物
の

モ
ノ
マ
ー

分
解

触
媒

(メ
タ
ロ
シ
リ
ケ

ー
ト
触

媒
)

・
減

圧
還

元
加

熱
法

・
ニ
ッ
ケ

ル
触

媒
に

よ
る
水

素
化

分
解

硝
酸

性
窒

素
除

去
高

温
活

性
微

生
物

を
開

発
す

る

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の

高
効

率
接

触
分

解
に

よ
り
原

料
ナ

フ
サ

、
モ

ノ
マ
ー

を
回

収
す

る

・
運

転
管

理
技

術

分
解

E
5
1

熱
分

解
ポ

リ
塩

化
ビ
ニ
ル

か
ら
の

塩
素

の
回

収
と
有

効
利

用
P
V
C
、
塩

素
化

学
工

業
処

理
シ
ス
テ
ム

廃
棄

物
削

減
、

技
術

開
発

確
保

大
○

◎
◎

E
5
2

分
離

材
排

水
ス
ラ
ッ
ジ
中

の
金

属
イ
オ

ン
分

離
・
回

収
Z
n
，
N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製

品
リ
サ

イ
ク
ル

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

E
5
3

プ
ロ
セ

ス
精

錬
や

リ
サ

イ
ク
ル

に
お

け
る
有

害
物

分
解

・
無

害
化

A
s、

Z
n
等

金
属

、
非

鉄
金

属
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
小

◎
○

◎

汚
泥

分
離

・
資

源
化

・
固

定
化

E
5
4

プ
ロ
セ

ス
金

属
含

有
ス
ラ
ッ
ジ
の

資
源

化
・
減

量
化

・
安

定
化

P
b，

S
n
，

Z
n

ス
ラ
ッ
ジ

金
属

，
非

鉄
金

属
，
め

っ
き
業

回
収

・
処

理
シ

ス
テ
ム

汚
泥

処
理

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

プ
ロ
セ

ス
転

換
E
5
5

触
媒

固
体

酸
・
塩

基
触

媒
活

用
技

術

塩
酸

、
硫

酸
、
水

酸
化

ナ
ト
リ
ウ

ム

化
成

品
、
繊

維
機

能
性

化
学

品
G
S
C
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

分
離

E
5
6

材
料

（
膜

）
機

能
性

分
離

膜
等

に
よ
る
廃

酸
・
廃

ア
ル

カ
リ
の

回
収

・
固

定
化

塩
酸

、
硫

酸
、
水

酸
化

ナ
ト
リ
ウ

ム

化
成

品
、
繊

維
硝

酸
分

離
膜

G
S
C
、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

V
O
C

代
替

物
質

E
5
7

材
料

屋
外

用
、
防

食
製

品
用

水
系

塗
料

ト
ル

エ
ン
、

酢
酸

ブ
チ

ル

輸
送

用
機

械
器

具
、
金

属
塗

料
V
O
C
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

E
5
8

触
媒

N
O
ｘ
直

接
分

解
N
O
ｘ

燃
焼

設
備

分
解

装
置

温
暖

化
、
技

術
力

確
保

大
○

◎
◎

E
5
9

触
媒

/
還

元
材

希
薄

な
排

ガ
ス
中

N
O
xの

選
択

的
接

触
還

元
分

解
N
O
x

燃
焼

設
備

分
解

装
置

温
暖

化
、
技

術
力

確
保

大
◎

◎
○

E
6
0

触
媒

卑
金

属
触

媒
燃

焼
P
M
2
.5

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

分
解

装
置

国
際

動
向

、
技

術
開

発
優

位
中

○
○

○

E
6
1

触
媒

触
媒

燃
焼

技
術

P
M
2
.5

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

分
解

装
置

国
際

動
向

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
◎

◎

E
6
2

触
媒

酸
素

イ
オ

ン
伝

導
材

料
に

よ
る
触

媒
燃

焼
技

術
P
M
2
5

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

分
解

装
置

国
際

動
向

、
技

術
開

発
優

位
中

○
○

○

・
B
aO

-
A
l2
O
3
，
S
rO

-
A
l2
O
3
等

の
ヘ

キ
サ

ア
ル

ミ
ネ

ー
ト
系

複
合

酸
化

物
触

媒 ・
低

N
O
x高

負
荷

燃
焼

型
バ

ー
ナ

ー

・
B
a(
L
a)
M
n
(M

g)
系

、
S
rF
e
O
3
系

直
接

分
解

触
媒

・
ア
ル

カ
リ
添

加
酸

化
コ
バ

ル
ト
触

媒

・
新

規
凝

集
材

・
分

離
剤

、
選

択
的

フ
ェ
ラ
イ
ト
材

及
び

プ
ロ
セ
ス

・
溶

剤
濃

縮
・
リ
サ

イ
ク
ル

に
よ
る
長

寿
命

化
・
ス
ラ
ッ
ジ
の

安
全

な
再

利
用

法
（
用

途
）

･新
規

酸
化

物
沈

殿
法

、
フ
ェ
ラ
イ
ト
化

処
理

・
高

分
子

系
希

薄
金

属
イ
オ

ン
吸

着
材

N
O
x還

元
無

害
化

す
る

排
ガ

ス
中

の
微

量
P
M
の

大
幅

削
減

技
術

を
開

発
す

る
・
貴

金
属

代
替

触
媒

（
C
u
，
C
o
，
M
n
担

持
マ
イ
ク
ロ
-
メ
ソ
多

孔
質

体
）

・
排

ガ
ス
中

の
副

生
物

捕
集

処
理

プ
ロ
セ
ス

・
炭

化
水

素
還

元
、
メ
タ
ン
還

元
法

・
ヘ

テ
ロ
ポ

リ
酸

担
持

P
d触

媒
・
メ
タ
ン
還

元
法

・
ソ
ル

ボ
サ

ー
マ
ル

法
に

よ
る
P
t/
C
e
O
2
触

媒
（
水

素
還

元
）

・
新

規
複

合
酸

化
物

触
媒

燃
焼

プ
ロ
セ
ス

・
低

温
硬

化
性

塗
料

・
水

和
反

応
促

進
エ
マ
ル

シ
ョ
ン
型

塗
料

難
分

解
性

物
質

等

廃
棄

さ
れ

る
酸

/
ア
ル

カ
リ
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

分
離

重
金

属
類

微
粒

子
類

大
気

・
塩

素
分

離
技

術
・
塩

化
揮

発
法

に
よ
る
非

鉄
金

属
の

分
離

へ
の

活
用

排
水

中
の

重
金

属
類

を
分

離
・
回

収
し
、
排

出
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

・
精

錬
プ
ロ
セ
ス
に

お
け

る
A
s,
Z
n
分

離
材

、
無

害
化

・
鋼

材
の

リ
サ

イ
ク
ル

に
お

け
る
C
r,
N
i濃

縮
材

廃
棄

物

・
高

選
択

イ
オ

ン
交

換
樹

脂
、
炭

素
系

膜
分

離
・
金

属
イ
オ

ン
濃

縮
プ
ロ
セ
ス
（
希

硫
酸

浸
出

-
溶

媒
抽

出
）

・
水

溶
性

ポ
リ
マ
ー

と
多

孔
質

膜
を
組

合
わ

せ
た

金
属

イ
オ

ン
濃

縮

･M
n
系

ペ
ロ
ブ
ス
カ
イ
ト
型

酸
化

物
触

媒
L

G
O

系
酸

化
物

お
よ
び

L
G

O
系

酸
化

物

・
二

級
及

び
三

級
ア
ミ
ン
型

置
換

基
を
有

す
る
硝

酸
分

離
膜

・
バ

イ
ポ

ー
ラ
膜

(ア
ニ
オ

ン
交

換
膜

/
カ
チ
オ

ン
交

換
膜

)電
気

透
析

に
よ
る

分
離

・
固

体
酸

触
媒

に
よ
る
ア
ル

コ
ー

ル
と
一

酸
化

炭
素

か
ら
の

カ
ル

ボ
ン
酸

合
成 ・
希

土
類

の
長

鎖
ア
ル

キ
ル

硫
酸

塩
に

よ
る
ア
ル

ド
ー

ル
縮

合
廃

酸
・
廃

ア
ル

カ
リ

分
解

溶
剤

型
と
同

等
以

上
の

塗
膜

性
能

を
有

す
る
水

性
塗

料
を

開
発

す
る

ハ
ロ
ゲ

ン
含

有
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
か

ら
の

ハ
ロ
ゲ

ン
の

回
収

・
資

源
化

E
6
2

触
媒

酸
素

イ
オ

ン
伝

導
材

料
に

よ
る
触

媒
燃

焼
技

術
P
M
2
.5

焼
炉

分
解

装
置

術
開

発
優

位
中

○
○

○
・
L
a 2
G
e
O

5
系

酸
化

物
お

よ
び

L
aG

e
O

3
系

酸
化

物
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
7
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
重

要
技

術
）

捕
集

E
6
3

材
料

・
プ

ロ
セ

ス
電

気
集

じ
ん

法
に

よ
る
分

離
・
除

去
P
M
2
.5

発
電

機
回

収
装

置
国

際
動

向
、
技

術
開

発
優

位
中

◎
○

◎

有
機

化
合

物
吸

着
分

離
E
6
4

材
料

・
吸

着
剤

に
よ
る
分

離
・
除

去
・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
分

離
・
回

収
プ
ロ
セ
ス

P
A
H
s

焼
却

場
処

理
シ
ス
テ
ム

環
境

対
応

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

E
6
5

微
生

物
窒

素
・
リ
ン
・
B
O
D
の

同
時

除
去

N
，
P

下
水

道
業

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
中

○
◎

○

E
6
6

紫
外

線
照

射
・
低

濃
度

ア
ン
モ
ニ
ア
の

高
効

率
硝

化
技

術
・
脱

窒
技

術
N

下
水

道
回

収
装

置
国

際
規

制
、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

E
6
7

吸
着

材
排

水
中

の
リ
ン
分

離
･除

去
P

畜
産

農
業

、
下

水
道

業
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

◎

E
6
8

バ
イ
オ

/
晶

析
バ

イ
オ

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

及
び

晶
析

法
に

よ
る
分

離
･除

去
P

畜
産

農
業

、
下

水
道

業
処

理
シ
ス
テ
ム

資
源

確
保

、
技

術
開

発
確

保
中

△
◎

◎

分
解

E
6
9

バ
イ
オ

生
物

処
理

と
マ
イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

法
と
の

組
合

せ
N
系

化
合

物
下

水
道

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
大

○
◎

○

E
7
0

吸
着

材
溶

媒
抽

出
と
化

学
的

お
よ
び

生
物

学
的

分
解

技
術

ク
ロ
ロ
フ
ェ

ノ
ー

ル
類

染
料

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

E
7
1

触
媒

、
材

料
光

触
媒

及
び

電
気

分
解

に
よ
る
分

解
技

術
ト
リ
ハ

ロ
メ

タ
ン
等

上
水

道
、
化

成
品

、
金

属
製

品
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
小

○
○

○

富
栄

養
化

物
質

排
水

中
の

ア
ン
モ
ニ
ア
の

窒
素

化
技

術
の

開
発

生
物

学
的

及
び

化
学

的
濃

縮
と
晶

析
と
の

併
用

に
よ
る
分

離
・
回

収
法

微
生

物
に

よ
る
富

栄
養

化
物

質
の

一
段

除
去

プ
ロ
セ
ス
を

開
発

す
る

･高
表

面
積

活
性

炭
吸

着
剤

、
高

分
子

系
吸

着
剤

・
分

離
・
回

収
プ
ロ
セ
ス
の

低
温

化

・
C
a塩

添
加

の
晶

析
法

を
組

合
わ

せ
た

フ
ォ
ス
ト
リ
ッ
プ
法

･好
気

性
菌

に
よ
る
P
の

吸
収

と
活

性
石

炭
表

面
へ

の
沈

着
・
高

度
ポ

リ
リ
ン
酸

蓄
積

細
菌

の
探

索
及

び
強

化
・
リ
ン
酸

C
a法

･鉄
イ
オ

ン
を
鉄

粉
に

添
着

し
た

吸
着

剤

・
S
i系

光
触

媒
・
チ
タ
ン
担

持
シ
リ
カ
ゲ

ル
光

触
媒

陽
極

グ
ラ
フ

ン
陰

極
P

と
す

る
電

気
分

解

・
紫

外
線

照
射

プ
ロ
セ
ス

・
耐

熱
性

ア
ナ

モ
ッ
ク
ス
菌

・
ハ

イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト
担

持
繊

維
（
H
T
C
F
）
、
多

孔
質

F
e
O
O
H

・
活

性
ア
ル

ミ
ナ

、
ジ
ル

コ
ニ
ウ

ム
フ
ェ
ラ
イ
ト
等

・
オ

ゾ
ン
マ
イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

処
理

・
高

分
子

系
、
炭

素
系

吸
着

剤
（
吸

着
容

量
大

、
再

生
容

易
、
安

価
）

･錯
体

系
リ
ン
吸

着
剤

・
金

属
酸

化
物

及
び

こ
れ

ら
の

複
合

酸
化

物

・
フ
ェ
ノ
ー

ル
利

用
脱

窒
菌

に
よ
る
生

物
処

理
・
A
n
am

m
o
x菌

利
用

排
水

処
理

技
術

・
活

性
微

生
物

製
剤

添
加

に
よ
る
硝

化
・
脱

窒
の

同
時

促
進

・
脱

窒
性

リ
ン
蓄

積
細

菌
（
D
N
P
A
O
）
、
硝

化
菌

、
脱

窒
菌

等
に

よ
る
窒

素
・
リ

ン
・
B
O
D
の

同
時

除
去

・
嫌

気
発

酵
/
好

気
発

酵
法

の
組

合
わ

せ
に

よ
る
同

時
除

去

・
溶

媒
抽

出
/
オ

ゾ
ン
分

解
・
ポ

リ
カ
プ
ロ
ラ
ク
ト
ン
等

の
生

分
解

性
樹

脂
に

よ
る
吸

着
と
微

生
物

に
よ
る

分
解

・
白

色
腐

朽
菌

生
産

酵
素

に
よ
る
分

解

・
バ

リ
ア
放

電
法

に
よ
る
ナ

ノ
粒

子
粗

大
化

・
湿

式
電

気
集

塵
機

新
規

な
芳

香
族

系
物

質
の

濃
縮

と
分

解
技

術
を
開

発
す

る

電
気

集
じ
ん

法
に

よ
る
分

離
・
除

去

新
規

な
高

吸
着

容
量

を
持

つ
吸

着
剤

に
よ
る
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
資

源
回

収
プ
ロ
セ
ス
を
開

発
す

る

分
離

・
除

去

分
離

・
分

解

微
量

ハ
ロ
ゲ

ン
系

物
質

の
分

解
技

術
を
開

発
す

る

微
生

物
及

び
触

媒
に

よ
る
富

栄
養

化
物

質
の

完
全

分
解

プ
ロ
セ
ス
を
開

発
す

る

新
規

な
化

学
的

リ
ン
除

去
技

術
を
開

発
す

る

料
タ
ン
等

品
、
金

属
製

品
シ
ス
テ
ム

術
開

発
確

保

E
7
2

バ
イ
オ

・
シ
デ

ロ
フ
ォ
ア
（
低

分
子

ペ
プ
チ

ド
）
を
利

用
し
た

有
機

ス
ズ

化
合

物
の

分
解

法
・
シ
ュ
ー

ド
モ
ナ

ス
フ
ル

オ
レ
セ

ン
ス
細

菌
の

分
泌

物
質

ピ
ヨ
ベ

ル
デ

ィ
ン
に

よ
る
分

解

有
機

ス
ズ

(T
B
T
，

T
P
h
T
，

D
B
T
な
ど
)

船
底

塗
料

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

，
技

術
力

確
保

大
○

○
○

E
7
3

バ
イ
オ

有
機

ス
ズ

分
解

菌
の

探
索

有
機

ス
ズ

(T
B
T
，

T
P
h
T
，

D
B
T
な
ど
)

船
底

塗
料

処
理

シ
ス
テ

ム
負

の
遺

産
，
技

術
力

確
保

大
○

○
○

E
7
4

バ
イ
オ

微
生

物
に

よ
る
ノ
ニ
ー

ル
フ
ェ
ノ
ー

ル
の

分
解

ノ
ニ

ー
ル

フ
ェ
ノ
ー

ル
界

面
活

性
剤

原
料

処
理

シ
ス
テ

ム
健

康
安

全
、
技

術
開

発
確

保
大

○
△

○

E
7
5

バ
イ
オ

分
解

菌
（
R
G
株

，
E
1
株

）
抽

出
と
分

解
D
E
H
P

＊
ﾌ
ﾟﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
可

塑
剤

処
理

シ
ス
テ

ム
健

康
安

全
、
技

術
開

発
確

保
大

○
○

○

E
7
6

プ
ロ
セ

ス
・
高

機
能

担
体

の
生

物
学

的
処

理
・
促

進
酸

化
に

よ
る
物

理
化

学
的

処
理

ﾋ
ﾞｽ
ﾌ
ｪﾉ

ｰ
ﾙ

A
，
ﾉﾆ

ﾙ
ﾌ
ｪ

ﾉｰ
ﾙ
，
ｼ
ﾞｸ
ﾛ

ﾛ
ﾌ
ｪﾉ

ｰ
ﾙ
，

D
E
H
P

＊
等

ﾎ
ﾟﾘ
ｶ
ｰ
ﾎ
ﾞﾈ
ｰ
ﾄ

樹
脂

，
ｴ
ﾎ
ﾟｷ
ｼ

樹
脂

原
料

処
理

シ
ス
テ

ム
健

康
安

全
、
技

術
開

発
確

保
大

○
○

○

E
7
7

吸
着

剤
吸

着
剤

に
よ
る
排

水
中

の
難

分
解

性
物

質
の

高
度

分
離

ﾋ
ﾞｽ
ﾌ
ｪﾉ

ｰ
ﾙ

A
，
ﾌ
ﾀ
ﾙ
酸

ｴ
ｽ
ﾃ
ﾙ
類

公
共

水
域

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

○

E
7
8

吸
着

剤
水

中
か

ら
非

イ
オ

ン
界

面
活

性
剤

を
選

択
的

に
除

去
4
-
ﾉﾆ

ｰ
ﾙ
ﾌ
ｪ

ﾉｰ
ﾙ
ｴ
ﾄｷ

ｼ
ﾚ
ｰ
ﾄ

界
面

活
性

剤
処

理
シ
ス
テ

ム
健

康
安

全
、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

分
離

E
7
9

材
料

微
量

有
害

金
属

イ
オ

ン
を
分

離
す

る
キ

レ
ー

ト
樹

脂
吸

着
剤

C
d、

P
b、

H
g、

A
s、

C
r

金
属

、
非

鉄
金

属
吸

着
剤

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
小

○
○

○

代
替

物
質

E
8
0

材
料

新
規

高
性

能
酸

化
物

系
無

機
顔

料
P
b、

C
d、

C
r、

S
e
、
V

金
属

、
非

鉄
金

属
顔

料
微

粒
子

、
技

術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
8
1

プ
ロ
セ

ス
複

合
粒

子
材

料
（
鉄

粉
）

・
脱

ハ
ロ
ゲ

ン
分

解
技

術
・
分

離
技

術

D
X
N
s，

ト
リ

ク
ロ
ロ
エ
チ

レ
ン
な
ど
有

機
塩

素
化

合
物

下
水

道
、
廃

棄
物

処
理

業
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

○

・
ア
シ
ネ

ト
バ

ク
タ
ー

・
ヘ

モ
リ
チ
カ
ス
菌

の
効

果
・
菌

体
の

分
解

活
性

能

分
離

難
分

解
性

物
質

等

・
シ
ク
ロ
デ

キ
ス
ト
リ
ン
担

持
キ

ト
サ

ン
吸

着
材

・
ア
ル

コ
ー

ル
水

溶
液

に
よ
る
脱

着
性

能
・
吸

着
剤

の
耐

久
性

能

分
解

細
菌

に
よ
る
高

効
率

分
解

技
術

を
開

発
す

る

新
規

な
高

効
率

重
金

属
分

離
技

術
を
開

発
す

る

・
活

性
炭

の
活

用
・
有

機
質

の
凝

集
沈

殿
と
活

性
炭

の
併

用
・
活

性
炭

の
高

能
力

化

・
環

境
調

和
型

酸
化

物
系

黄
色

顔
料

(ｾ
ﾘ
ｳ
ﾑ
-
ｼ
ﾘ
ｺ
ﾝ
-
ﾋ
ﾞｽ
ﾏ
ｽ
系

複
合

酸
化

物
等

)
・
酸

化
物

系
赤

色
顔

料
(ﾍ

ﾟﾛ
ﾌ
ﾞｽ
ｶ
ｲ
ﾄ型

酸
化

物
等

)

・
ポ

リ
エ
チ
レ
ン
製

極
細

繊
維

を
基

材
と
す

る
イ
ミ
ノ
ジ
酢

酸
基

を
有

す
る
キ

レ
ー

ト
樹

脂
の

合
成

・
重

金
属

分
離

容
量

の
拡

大

・
分

解
微

生
物

の
探

索
・
分

解
細

菌
S
-
3
株

の
単

離

・
分

解
微

生
物

の
単

離
(M

yc
o
ba

c
te
ri
u
m
 s
p
.S
tr
ai
n
 A

)
・
分

解
効

率
の

向
上

・
よ
り
高

い
分

解
能

力
を
持

つ
菌

の
抽

出

・
活

性
炭

添
加

の
高

機
能

担
体

の
生

物
活

性
・
オ

ゾ
ン
酸

化
/
電

解
酸

化
に

よ
る
処

理
・
促

進
酸

化

ハ
ロ
ゲ

ン
含

有
難

分
解

性
有

機
物

の
安

価
な
処

理
技

術
を

開
発

す
る

難
分

解
性

物
質

の
高

度
処

理
プ
ロ
セ
ス
を
開

発
す

る

吸
着

容
量

の
大

き
い

吸
着

材
を
開

発
し
、
水

質
を
大

幅
に

浄
化

す
る

・
有

機
ス
ズ

分
解

菌
の

育
種

・
分

解
菌

の
分

泌
す

る
シ
デ

ロ
フ
ォ
ア
の

効
果

・
分

解
活

性
の

促
進

・
陽

極
グ

ラ
フ
ェ
ン
-
陰

極
P
tと

す
る
電

気
分

解

重
金

属
類

水
域

有
害

な
無

機
顔

料
の

代
替

物
質

を
開

発
す

る

・
高

周
波

誘
導

プ
ラ
ズ

マ
と
金

属
触

媒
･高

選
択

イ
オ

ン
交

換
型

吸
着

剤
・
ナ

ノ
α

-
F
e
・
F
e
3
O
4
複

合
粒

子
に

よ
る
脱

塩
素

反
応

・
電

気
化

学
的

方
法

に
よ
る
分

解
・メ

タ
ン
を
用

い
た

バ
イ
オ

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン

・
特

殊
還

元
鉄

粉
に

よ
る
脱

塩
素

反
応

・
分

離
、
除

去
プ
ロ
セ
ス

広
域

2009ロードマップ16



化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
8
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
重

要
技

術
）

E
8
2

バ
イ
オ

，
微

生
物

，
複

合
粒

子
有

機
ハ

ロ
ゲ

ン
汚

染
土

壌
の

バ
イ
オ

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術

テ
ト
ラ
ク
ロ

ロ
エ
チ

レ
ン
，
四

塩
化

炭
素

，
D
X
N
s等

土
地

浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

E
8
3

材
料

新
規

ケ
ミ
カ
ル

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術

ク
ロ
ロ
ホ

ル
ム

，
四

塩
化

炭
素

な
ど

土
地

浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
小

○
◎

○

分
離

E
8
4

吸
着

材
油

汚
染

土
壌

の
吸

着
分

離
技

術
油

，
P
A
H
s

土
壌

浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

分
解

E
8
5

バ
イ
オ

V
O
C
汚

染
土

壌
の

微
生

物
に

よ
る
分

解
技

術
V
O
C

土
地

浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

○

E
8
6

プ
ロ
セ

ス
有

機
酸

重
金

属
汚

染
土

壌
の

オ
ン
サ

イ
ト
処

理
P
b
、
A
s、

H
g等

の
重

金
属

金
属

、
非

鉄
金

属
，
土

壌
浄

化
処

理
シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
中

○
○

○

E
8
7

バ
イ
オ

ヒ
素

及
び

水
銀

汚
染

土
壌

の
分

離
・
濃

縮
A
s，

H
g

土
壌

浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
小

○
◎

○

E
8
8

バ
イ
オ

フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
に

よ
る
重

金
属

の
分

離
C
d
，
N
i，

P
b
，
C
u
等

窯
業

、
非

鉄
、

重
金

属
処

理
用

植
物

体

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
小

○
◎

○

不
溶

化
E
8
9

不
溶

化
土

壌
中

の
A
s等

重
金

属
の

不
溶

化
A
s等

重
金

属
土

壌
浄

化
処

理
シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
小

◎
○

○

分
解

・
除

去

土
壌

重
金

属
類

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

分
離

・
イ
オ

ン
電

極
法

に
よ
る
重

金
属

除
去

・
電

解
還

元
に

よ
る
重

金
属

除
去

・
マ
グ

ネ
シ
ウ

ム
合

金
に

よ
る
吸

着
・
有

機
酸

法
に

よ
る
分

離
・
鉱

酸
抽

出
に

よ
る
分

離

・
モ
エ
ジ
マ
シ
ダ

に
よ
る
濃

縮
分

離
・
鉄

バ
ク
テ
リ
ア
に

よ
る
生

物
酸

化
・
ヒ
酸

塩
還

元
菌

と
メ
デ

ィ
エ
ー

タ
ー

併
用

に
よ
る
可

溶
化

・
フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
に

よ
る
分

離
･濃

縮
・
水

銀
揮

発
化

能
を
有

す
る
微

生
物

の
探

索
と
活

性
強

化
・
鉄

酸
化

細
菌

に
よ
る
水

銀
の

還
元

気
化

・
高

炉
ス
ラ
グ

に
よ
る
不

溶
化

技
術

・
硫

化
ソ
ー

ダ
、
チ
オ

硫
酸

ソ
ー

ダ
等

に
よ
る
不

溶
化

・
活

性
F
e
・
A
l系

資
材

に
よ
る
不

溶
化

シ
ベ

ナ
イ
ト
に

よ
る
不

溶
化

・
遺

伝
子

組
み

換
え
植

物
体

の
創

出
・
重

金
属

高
集

積
植

物
の

活
用

・
結

晶
化

溶
融

ス
ラ
グ

吸
着

材
・
油

分
解

バ
ク
テ
リ
ア
担

持
セ
ル

ロ
ー

ス
繊

維
吸

着
材

・
天

然
繊

維
の

油
吸

着
材

有
機

化
合

物

・
嫌

気
性

集
積

培
養

菌
の

活
性

強
化

・
メ
タ
ン
資

化
性

細
菌

に
よ
る
分

解
・
電

子
供

与
体

の
利

用
等

に
よ
る
反

応
条

件
の

最
適

化
・
原

位
置

嫌
気

性
菌

の
活

性
強

化
・
菌

体
の

モ
ジ
ュ
ー

ル
化

・
R
u
・
α

-
F
e
・
F
e
3
O
4
複

合
粒

子
の

改
良

・
低

温
熱

分
解

プ
ロ
セ
ス

・
D
N
A
水

溶
液

法
・
機

能
性

た
ん

ぱ
く
質

に
よ
る
無

害
化

・
乳

化
油

基
質

（
E
O
S
）
の

改
良

・
鉄

粉
等

還
元

処
理

，
フ
ェ
ン
ト
ン
反

応
に

よ
る
オ

ン
サ

イ
ト
処

理

・
嫌

気
性

菌
に

よ
る
バ

イ
オ

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン

・
酵

素
、
た

ん
ぱ

く
質

に
よ
る
分

解
、
吸

着
･回

収

難
分

解
性

物
質

等

無
害

化
、
計

測
技

術
E
9
0

検
知

技
術

超
微

量
検

出
･計

測
技

術
開

発
ア
ス

ベ
ス

ト
ビ
ル

･住
宅

、
プ

ラ
ン
ト

検
知

装
置

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
◎

◎

無
害

化
・
資

源
化

E
9
1

プ
ロ
セ

ス
超

微
粉

砕
・
低

含
有

ア
ス
ベ

ス
ト
建

材
等

の
変

性
・
分

解
無

害
化

技
術

・
複

合
材

料
化

ア
ス

ベ
ス

ト

ビ
ル

･住
宅

、
プ

ラ
ン
ト

廃
棄

物
処

理
場

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

、
技

術
開

発
確

保
大

◎
◎

◎

汚
泥

分
離

E
9
2

材
料

・
底

泥
の

生
物

学
的

処
理

・
底

泥
の

化
学

的
処

理
N

汚
泥

処
理

場
、

河
川

等
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
大

△
◎

○

E
9
3

塩
化

揮
発

溶
融

飛
灰

中
の

分
離

・
除

去
、
無

害
化

重
金

属
塩

化
物

燃
焼

飛
灰

処
理

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
小

○
○

○

E
9
4

浮
選

焼
却

灰
中

の
分

離
・
除

去
、
無

害
化

重
金

属
燃

焼
飛

灰
処

理
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
中

○
◎

○

固
定

化
E
9
5

薬
剤

処
理

焼
却

飛
灰

中
の

重
金

属
不

溶
化

C
d、

P
b、

H
g等

燃
焼

飛
灰

処
理

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
小

○
○

○

E
9
6

触
媒

、
プ

ロ
セ

ス
光

触
媒

材
料

に
よ
る
分

解
V
O
C
、

N
O
x

接
着

剤
、
石

油
製

品
分

解
装

置
環

境
対

応
、
技

術
力

優
位

大
◎

◎
◎

E
9
7

材
料

光
触

媒
ナ

ノ
チ
ュ
ー

ブ
に

よ
る
分

解
除

去
ア
ル

デ
ヒ
ド

住
宅

内
住

宅
部

材
健

康
安

全
、
技

術
力

優
位

中
○

◎
○

代
替

物
質

E
9
8

材
料

ホ
ル

ム
ア
ル

デ
ヒ
ト
を
使

わ
な
い

高
強

度
接

着
剤

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

住
宅

内
、
出

版
・
印

刷
接

着
剤

健
康

安
全

、
技

術
開

発
確

保
中

◎
○

◎

水
域

有
機

化
合

物
代

替
物

質
E
9
9

材
料

高
洗

浄
力

洗
浄

剤
界

面
活

性
剤

家
庭

洗
剤

健
康

安
全

、
技

術
力

優
位

大
◎

◎
◎

廃
棄

物
難

分
解

性
物

質
等

代
替

物
質

E
1
0
0

材
料

ア
ン
チ
モ
ン
、
ハ

ロ
ゲ

ン
、
リ
ン
を
使

用
し
な
い

新
規

な
高

性
能

難
燃

化
剤

ポ
リ
臭

化
ビ
フ
ェ
ニ

ル

化
成

品
、
自

動
車

難
燃

材
健

康
安

全
、
技

術
開

発
確

保
大

◎
○

◎

含
有

ア
ス
ベ

ス
ト
の

迅
速

で
安

価
な
微

量
分

析
技

術
を
開

発
す

る

有
害

物
質

を
使

用
せ

ず
、
材

料
の

再
利

用
が

容
易

な
新

規
難

燃
化

技
術

を
開

発
す

る

フ
ェ
ノ
ー

ル
樹

脂
接

着
剤

と
同

等
以

上
の

接
着

性
能

と
信

頼
性

を
有

す
る
安

価
で
操

作
性

の
良

い
接

着
剤

を
開

発
す

る

堆
積

し
た

底
泥

の
低

環
境

負
荷

・
高

速
現

場
処

理
技

術
の

開
発

ア
ス
ベ

ス
ト
含

有
物

の
無

害
化

・
再

資
源

化
技

術
を
開

発
す

る

・
減

圧
加

熱
法

に
よ
る
多

成
分

塩
化

物
揮

発
分

離
・
酸

に
よ
る
抽

出
分

離

分
解

生
分

解
性

で
洗

浄
力

の
高

い
洗

浄
剤

を
開

発
す

る

溶
融

飛
灰

、
焼

却
灰

中
の

重
金

属
類

の
除

去
効

率
の

高
い

新
規

な
技

術
を
開

発
す

る
分

離
・
除

去

メ
イ
ン
テ
ナ

ン
ス
フ
リ
ー

で
高

効
率

な
V
O
C
光

分
解

技
術

を
開

発
す

る

・
低

温
溶

融
、
過

熱
水

蒸
気

・
マ
イ
ク
ロ
波

等
に

よ
る
無

害
化

、
リ
サ

イ
ク
ル

技
術

・
新

規
粉

砕
化

・
メ
カ
ノ
ケ

ミ
カ
ル

反
応

に
よ
る
分

解
・
無

害
化

・
添

加
材

に
よ
る
機

能
材

料
化

・
ポ

リ
ウ

レ
タ
ン
系

接
着

剤
・
ノ
ン
ハ

ロ
ゲ

ン
エ
ポ

キ
シ
剤

・
酢

酸
ビ
ニ
ル

樹
脂

接
着

剤

・
簡

易
染

色
法

、
偏

光
顕

微
鏡

、
バ

イ
オ

技
術

に
よ
る
検

出
、
自

然
放

射
線

を
利

用
し
た

非
破

壊
検

知
、
位

相
差

顕
微

鏡
（
検

出
感

度
：
0
.1
%
)な

ど
･簡

易
X
線

分
析

装
置

・
シ
ュ
ベ

ル
マ
ナ

イ
ト
に

よ
る
不

溶
化

・
生

分
解

界
面

活
性

剤
(バ

イ
オ

サ
ー

フ
ァ
ク
タ
ン
ト
，
酵

素
洗

剤
な
ど
)

（
分

解
性

、
使

用
量

、
生

態
毒

性
、
有

機
物

負
荷

量
等

）

・
酸

化
タ
ン
グ

ス
テ
ン
ナ

ノ
チ
ュ
ー

ブ
・
マ
イ
ク
ロ
-
メ
ソ
孔

シ
リ
カ
多

孔
体

・
転

炉
ス
ラ
グ

還
元

に
よ
る
分

離
・
固

定
化

・
硫

黄
脱

窒
細

菌
担

持
ゼ

オ
ラ
イ
ト
に

よ
る
還

元

重
金

属
類

・
ノ
ン
ア
ン
チ
モ
ン
、
ノ
ン
ハ

ロ
ゲ

ン
系

難
燃

剤
・
難

燃
性

ポ
リ
オ

レ
フ
ィ
ン
、
ポ

リ
カ
ー

ボ
ネ

ー
ト
樹

脂
・
シ
リ
コ
ン
、
リ
ン
変

性
樹

脂
に

よ
る
非

臭
素

系
難

燃
材

・
可

視
光

型
光

触
媒

・
T
iO

2
／

光
触

媒
フ
ィ
ル

タ
・
T
iO

2
／

光
触

媒
コ
ー

テ
イ
ン
グ

カ
ー

ボ
ン
ナ

ノ
チ
ュ
ー

ブ

・
A
S
R
焼

却
灰

か
ら
の

浮
選

・
分

離
・
P
V
C
添

加
に

よ
る
塩

化
揮

発
分

離

・
選

択
的

不
溶

化
薬

剤
・
二

軸
混

練
機

プ
ロ
セ
ス

・
キ

レ
ー

ト
吸

着
に

よ
る
固

定
化

注
2
）
D
E
H
P

＊
：
環

境
中

で
の

分
解

半
減

期
が

比
較

的
長

い

生
活

大
気

V
O
C

廃
棄

物

ア
ス

ベ
ス

ト

注
1
）
評

価
：
　
◎

：
2
.5
以

上
，
○

：
2
.5
未

満
～

2
.0
，
△

：
2
未

満

注
3
）
全

体
：
5
6
件

（
産

業
）
＋

3
9
件

（
広

域
）
＋

5
件

（
生

活
）
＝

1
0
0
件

 （
大

気
：
4
1
件

，
水

域
：
3
3
件

，
土

壌
:1
1
件

，
廃

棄
物

：
1
5
件

）
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
9
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
一

般
技

術
）

将
来

的
に

そ
の

技
術

の
必

要
性

（
キ

ー
ワ

ー
ド
）

評
価

項
目

②
産

業
競

争
力

強
技

術
開

発
確

保
：
基

礎
力

技
術

力
優

位
：
チ

ャ
ン

ピ
オ

ン

a. ハ
ザ

ー
ド

や
排

出
削

減
量

か
ら

見
た

リ
ス

ク
削

減
ポ

テ
ン
シ

ャ
ル ◎

：
大

○
：
中

△
：
小

b. コ
ス

ト
（
純

粋
に

コ
ス

ト
と
し
て

評
価

）

◎
：
安

い
○

：
中

く
ら

い △
：
高

い

他
の

業
界

や
分

野
へ

の
波

及
効

果
、
技

術
の

将
来

性

◎
：
高

い
○

：
中

く
ら

い △
：
低

い

分
解

E
1
0
1

光
触

媒
ア

ル
デ

ヒ
ド

燃
焼

設
備

ス
ク
ラ

バ
ー

設
備

中
小

企
業

技
術

開
発

確
保

小
◎

△
△

分
離

E
1
0
2

装
置

ト
ル

エ
ン
，

n
-
ブ
タ
ン

石
油

製
品

V
O
C
分

解
装

置

中
小

企
業

技
術

開
発

確
保

小
◎

○
△

E
1
0
3

プ
ラ
ズ

マ
N
O

電
力

会
社

（
火

力
発

電
所

）

電
力

排
ガ

ス
装

置
技

術
開

発

中
○

◎
△

E
1
0
4

触
媒

/
還

元
材

N
O

電
力

会
社

（
火

力
発

電
所

）
電

力

排
ガ

ス
装

置
技

術
開

発
確

保

大
○

◎
△

E
1
0
5

触
媒

N
O
x，

P
M
2
.5

固
定

発
生

源
燃

焼
炉

電
力

他

排
ガ

ス
装

置
技

術
力

優
位

大
△

△
◎

電
力

会

大
気

吸
着

剤
に

よ
る
N
O
x濃

縮
と
窒

素
非

熱
プ
ラ
ズ

マ
に

よ
る
N
O
x還

元

貴
金

属
触

媒
お

よ
び

還
元

材
に

よ
る
N
O
選

択
的

接
触

還
元

技
術

開
発

要
素

酸
化

分
解

に
よ
り
、
排

出
Ｖ
Ｏ
Ｃ
を
大

幅
に

削
減

す
る

大
分

類
：

産
業

・
広

域
・

生
活

環
境

媒
体

そ
の

技
術

に
よ
っ
て

生
産

さ
れ

る
製

品

・
メ
ソ
ポ

ー
ラ
ス

シ
リ
カ
担

持
貴

金
属

触
媒

・
還

元
剤

に
メ
タ
ノ
ー

ル

酸
素

イ
オ

ン
伝

導
体

を
用

い
た

電
気

化
学

的
N
O
x還

元

・
酸

化
ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

（
酸

素
イ
オ

ン
伝

導
体

）
・
ｾ
ﾗ
ﾐｯ

ｸ
ｽ
電

極
（
固

体
炭

素
の

燃
焼

触
媒

：
ア
ル

ミ
ン

酸
カ
ル

シ
ウ

ム
と
還

元
触

媒
：
酸

化
ニ

ッ
ケ

ル
を
酸

化
ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

と
混

合
）

V
O
C
除

去
装

置
・
活

性
炭

繊
維

を
用

い
た

平
行

板
型

ス
ク
ラ

バ
ー

・
吸

着
剤

と
そ

の
再

生
・
還

元
剤

評
価

項
目

①
リ
ス

ク
削

減
効

果

市
場

規
模

小
：
1
0
0

億
円

以
下

中
：
1
0
0

～
5
0
0

億
円

大
：
5
0
0

億
円

以
上

光
触

媒
材

料
に

よ
る
燃

焼
排

ガ
ス

中
の

ア
ル

デ
ヒ
ド
の

分
解

・
酸

化
チ

タ
ン
光

触
媒

と
歯

車
型

拡
散

ス
ク
ラ

バ
ー

・
光

触
媒

コ
ー

テ
ィ
ン
グ

ナ
ノ
チ

ュ
ー

ブ

主
な

削
減

対
象

物
質

主
な

排
出

産
業

（
技

術
の

適
用

先
）

具
体

的
テ
ー

マ
例

技
術

課
題

例

ゲ
ガ

吹
き
込

微
粒

子
類

N
O
xを

還
元

無
害

化
す

る

分
解

V
O
C

開
発

目
標

高
性

能
ガ

ス
分

離
膜

で
V
O
C
を
捕

集
し
、
排

出
V
O
C
を
ゼ

ロ
に

す
る

削
減

対
象

物
質

群

対
策

課
題

（
技

術
）

技
術

N
O
.

重
金

属
類

分
離

E
1
0
6

プ
ロ
セ

ス
H
g

電
力

会
社

（
火

力
発

電
所

）
電

力
他

排
ガ

ス
装

置
、
回

収
装

置
小

○
○

△

E
1
0
7

凝
集

材
パ

ル
プ
漂

白
排

水
紙

・
パ

ル
プ
産

業
有

機
汚

泥
の

利
用

汚
泥

処
理

技
術

力
優

位
大

○
△

○

E
1
0
8

コ
ロ
ナ

放
電

メ
チ

レ
ン
ブ

ル
ー

，
ロ
ー

ダ
ミ
ン
B
，

エ
リ
ス
ロ
シ

ン

染
色

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

△
△

E
1
0
9

凝
集

沈
殿

，
酸

化
分

解

亜
硫

酸
イ

オ
ン
，
p-

ﾒ
ﾁ

ﾙ
ｱ
ﾐﾉ

ﾌ
ｪﾉ

ｰ
ﾙ
硫

酸
塩

写
真

産
業

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
中

△
△

△

E
1
1
0

吸
着

材
染

料
等

染
色

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

○
△

E
1
1
1

プ
ロ
セ

ス
ﾄﾘ

ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ

ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄

設
備

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収

装
置

技
術

力
確

保
大

○
△

○

E
1
1
2

流
動

床
パ

ラ
ニ

ト
ロ

フ
ェ
ノ
ー

ル

染
料

合
成

、
化

学
薬

品
合

成

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

中
○

○
△

E
1
1
3

触
媒

、
電

解
ニ

ト
ロ
フ
ェ

ノ
ー

ル
類

染
料

合
成

、
化

学
薬

品
合

成

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

△
△

E
1
1
4

電
気

分
解

ﾒ
ﾗ
ﾉｲ

ｼ
ﾞﾝ
，

ｶ
ﾗ
ﾒ
ﾙ
，
ﾎ
ﾟﾘ

ﾌ
ｪﾉ

ｰ
ﾙ
等

糖
蜜

廃
液

食
品

、
製

糖
業

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

大
△

△
○

有
害

金
属

の
分

離
・
隔

離
技

術
を
開

発
す

る

・
気

相
コ
ロ
ナ

放
電

反
応

器
・
水

中
パ

ル
ス

コ
ロ
ナ

放
電

パ
ル

プ
漂

白
排

水
の

酸
化

酵
素

と
凝

集
剤

に
よ

る
処

理

・
漂

白
酸

化
酵

素
（
ペ

ロ
オ

キ
シ

タ
ー

ゼ
，
チ

ロ
シ

ナ
ー

ゼ
等

）
・
凝

集
剤

（
陽

イ
オ

ン
性

高
分

子
凝

集
剤

：
ﾍ
ｷ
ｻ
ｴ

ﾁ
ﾚ
ﾝ
ｼ
ﾞｱ
ﾐﾝ

-
ｴ
ﾋ
ﾟｸ
ﾛ
ﾛ
ﾋ
ﾄﾞ
ﾘ
ﾝ
重

縮
合

物
等

）

・
吸

着
剤

：
活

性
炭

・
超

臨
界

二
酸

化
炭

素
に

よ
る
抽

出
・
回

収

・
オ

ゾ
ン
酸

化
分

解
・
鉄

に
よ
る
凝

集
沈

殿

コ
ロ
ナ

放
電

の
直

接
照

射
に

よ
る
染

料
溶

液
の

酸
化

分
解

石
炭

火
力

発
電

所
燃

焼
排

ガ
ス

か
ら
の

水
銀

除
去

・
ハ

ロ
ゲ

ン
ガ

ス
吹

き
込

み
・
燃

焼
排

ガ
ス

中
の

水
銀

の
酸

化
除

去
・
紫

外
線

照
射

に
よ
る
酸

化
？

・
P
V
A
ゲ

ル
ビ
ー

ズ
を
担

体
と
す

る
流

動
床

・
パ

ラ
ニ

ト
ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
含

有
廃

水
の

酸
化

処
理

無
機

化
合

物
に

よ
る
染

色
排

水
の

吸
着

分
離

・
吸

着
剤

：
ハ

イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト
様

化
合

物
・
ア

ニ
オ

ン
交

換
能

写
真

廃
液

の
酸

化
分

解
と
凝

集
沈

殿
処

理

吸
着

剤
に

よ
る
分

離
濃

縮
と
抽

出
・
回

収

流
動

床
に

よ
る
フ
ェ
ノ
ー

ル
含

有
廃

水
の

分
解

処
理

電
気

分
解

を
利

用
し
た

糖
蜜

廃
液

の
脱

色
処

理
・
酸

化
反

応
，
オ

ゾ
ン
酸

化
・
電

極
：
カ
ー

ボ
ン
グ

ラ
フ
ァ
イ
ト
電

極
，
チ

タ
ン
表

面
に

白
金

酸
化

物
を
焼

結
し
た

電
極

電
解

及
び

光
触

媒
酸

化
に

よ
る
ニ

ト
ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
類

含
有

廃
液

分
解

・
電

気
分

解
：
陽

極
-
P
tめ

っ
き
チ

タ
ン
板

、
陰

極
-
チ

タ
ン
板

・
光

触
媒

：
酸

化
チ

タ
ン

分
解

難
分

解
性

物
質

等

有
機

化
合

物

分
離

新
規

な
難

分
解

性
物

質
の

濃
縮

分
離

回
収

技
術

を
開

発
す

る

難
分

解
性

物
質

の
完

全
酸

化
分

解
技

術
を
開

発
す

る

分
解

有
機

化
合

物
の

分
解

技
術

を
開

発
す

る
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
1
0
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
一

般
技

術
）

代
替

物
質

E
1
1
5

プ
ロ
セ

ス
P
F
O
S
、

P
F
O
A

化
成

品
、

繊
維

P
F
O
S
、

P
F
O
A
の

処
理

シ
ス
テ
ム

規
制

技
術

開
発

確
保

中
○

○
△

陰
イ
オ

ン
分

離
E
1
1
6

除
去

S
e

セ
レ
ン
製

造
業

循
環

水
の

利
用

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
1
7

析
出

F
非

鉄
金

属
陰

イ
オ

ン
回

収

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

大
△

△
△

代
替

物
質

E
1
1
8

材
料

B
め

っ
き
業

め
っ
き
液

代
替

材
料

め
っ
き
材

料
中

○
△

△

E
1
1
9

イ
オ

ン
交

換
樹

脂

N
i，
Z
n
，

C
r

め
っ
き
業

N
iめ

っ
き
製

品

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
2
0

溶
媒

抽
出

N
i

め
っ
き
業

N
iめ

っ
き
製

品

分
離

装
置

技
術

力
優

位
中

○
△

△

E
1
2
1

吸
着

材
C
u

半
導

体
産

業
プ
リ
ン
ト
基

板

分
離

装
置

技
術

力
優

位
中

△
◎

△

E
1
2
2

電
解

C
u
他

半
導

体
産

業
金

属
回

収
分

離
装

置
技

術
力

優
位

中
○

△
△

E
1
2
3

共
沈

Z
n
，
C
u
，

N
i，

め
っ
き
業

Z
n
め

っ
き
製

品

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

小
○

◎
△

E
1
2
4

吸
着

剤
C
d，

H
g

金
属

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

力
確

保

小
○

○
△

E
1
2
5

イ
オ

ン
交

換
樹

Z
n

め
っ
き
業

Z
n
め

っ
き
製

品

分
離

装
置

技
術

力
優

小
○

△
△

水
域

非
平

衡
反

応
技

術

産
業

新
規

な
高

効
率

有
害

陰
イ
オ

ン
分

離
技

術
を

開
発

す
る

・
ジ

チ
ゾ
ン
を
結

合
し
た

キ
レ
ー

ト
繊

維
吸

着
剤

・
イ
ミ
ノ
ジ

酢
酸

基
を
導

入
し
た

キ
レ
ー

ト
樹

脂

・
酸

性
有

機
リ
ン
抽

出
剤

に
よ
る
不

純
物

の
除

去 ・
キ

レ
ー

ト
剤

な
ど
の

抽
出

液
に

よ
り
ニ

ッ
ケ

ル
抽

出
の

2
段

抽
出

・
強

酸
性

カ
チ

オ
ン
交

換
樹

脂
・
弱

酸
性

カ
チ

オ
ン
交

換
樹

脂
（
選

択
性

を
有

す
る
キ

レ
ー

ト
樹

脂
）

・
非

平
衡

反
応

を
用

い
た

セ
レ
ン
酸

イ
オ

ン
含

有
廃

水
処

理

P
F
O
S
、
P
F
O
A
の

計
測

、
回

収
・
無

害
化

・
ヘ

テ
ロ
ポ

リ
酸

光
触

媒
、
過

硫
酸

酸
化

剤
・
亜

臨
界

水
＋

鉄
粉

等
に

よ
る
分

解

・
Z
n
と
C
rの

陰
イ
オ

ン
交

換
樹

脂
に

よ
る
高

度
処

理

フ
ッ
素

イ
オ

ン
含

有
排

水
の

処
理

・
C
a添

加
に

よ
る
C
aF

2
種

結
晶

表
面

へ
の

反
応

晶
析

・
フ
ッ
化

カ
ル

シ
ウ

ム
法

に
よ
る
高

度
処

理

・
陽

極
：
白

金
属

酸
化

物
被

覆
チ

タ
ン
電

極
・
陰

極
ス

テ
ン
レ
ス

3
0
4

・
鉄

粉
添

加
に

よ
る
還

元
作

用
と
Z
n
，
N
i，
C
u
な

ど
の

共
沈

吸
着

剤
に

よ
る
水

溶
液

中
の

重
金

属
の

分
離

・
吸

着
剤

：
マ

ン
ガ

ン
酸

化
物

M
n
2
O
3

・
吸

着
剤

の
再

生

め
っ
き
排

水
中

の
複

数
重

金
属

の
イ
オ

ン
交

換
樹

脂
に

よ
る
高

度
処

理

め
っ
き
廃

液
中

の
重

金
属

の
共

沈
分

離

・
代

替
材

料
：
ク
エ
ン
酸

め
っ
き
廃

液
中

の
イ
オ

ン
交

換
樹

脂
に

よ
る
金

属
イ
オ

ン
の

分
離

電
気

ニ
ッ
ケ

ル
め

っ
き
浴

の
ホ

ウ
酸

の
代

替
材

料 無
電

解
N
iめ

っ
き
高

濃
度

廃
液

か
ら
の

重
金

属
分

離

プ
リ
ン
ト
基

板
エ
ッ
チ

ン
グ

廃
液

か
ら
の

C
u
吸

着
分

離

電
解

技
術

に
よ
る
プ
リ
ン
ト
基

板
製

造
工

場
廃

液
中

の
重

金
属

分
離

高
機

能
を
有

す
る
難

分
解

性
物

質
の

代
替

物
質

を
開

発
す

る

重
金

属
類

メ
ッ
キ

廃
液

の
重

金
属

を
分

離
・
再

利
用

し
て

ス
ラ
ッ
ジ

の
発

生
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

分
離

交
換

樹
脂

品
位

E
1
2
6

電
解

硫
酸

半
導

体
産

業
金

属
回

収
分

離
装

置
技

術
開

発
確

保
中

△
○

△

E
1
2
7

材
料

Ｐ
b,
Ｃ
d，

A
s,
C
r

金
属

、
非

鉄
金

属
重

金
属

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

中
○

△
◎

E
1
2
8

材
料

Ｐ
b,
Ｃ
d，

A
s,
C
r

金
属

、
非

鉄
金

属
重

金
属

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

△
○

分
離

・
固

定
化

E
1
2
9

亜
臨

界
水

P
b

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

規
制

技
術

開
発

確
保

小
◎

△
○

有
機

化
合

物
分

離
E
1
3
0

原
位

置
浄

化
燃

料
油

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
◎

◎
△

陰
イ
オ

ン
分

離
E
1
3
1

原
位

置
浄

化
フ
ッ
素

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

大
◎

◎
△

分
解

E
1
3
2

過
熱

蒸
気

法
D
X
N
s

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
◎

○
○

分
離

E
1
3
3

吸
着

材
P
C
B

小
型

電
気

機
器

無
害

化
負

の
遺

産
技

術
開

発
確

保
大

○
△

△

E
1
3
4

酸
化

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ

ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄

設
備

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

技
術

開
発

確
保

中
○

△
○

E
1
3
5

材
料

（
鉄

粉
）

塩
素

化
エ

タ
ン
，
メ
タ

ン

洗
浄

設
備

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

技
術

開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
3
6

塩
素

及
び

オ
ゾ
ン

ノ
ニ

ル
フ
ェ

ノ
ー

ル
繊

維
、
金

属
加

工
非

イ
オ

ン
界

面
活

性
剤

健
康

安
全

技
術

開
発

確
保

大
△

△
△

E
1
3
7

超
音

波
ﾄﾘ

ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ

ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄

設
備

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康

安
全

技
術

開
発

確
保

大
○

△
△

塩
素

化
エ
タ
ン
お

よ
び

メ
タ
ン
の

分
解

高
選

択
回

収
材

料

過
熱

蒸
気

法
に

よ
る
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
分

解

塩
素

化
エ
チ

レ
ン
類

の
常

温
酸

化
分

解

超
音

波
に

よ
る
有

機
塩

素
化

合
物

の
分

解

土
壌

難
分

解
性

物
質

等

・
リ
ン
酸

水
素

カ
ル

シ
ウ

ム
と
フ
ッ
素

化
合

物
の

反
応

に
よ
る
フ
ッ
素

ア
パ

タ
イ
ト
の

生
成

フ
ッ
素

汚
染

土
壌

の
原

位
置

洗
浄

技
術

・
活

性
炭

吸
着

剤
・
有

機
洗

浄
溶

媒
の

吸
着

・
包

接
化

合
物

等
に

よ
る
重

金
属

等
の

In
-
si
tu

回
収

土
壌

中
の

重
金

属
の

濃
縮

・
回

収

・
燃

料
油

分
解

菌
、
分

解
能

、
増

殖
能

、
安

全
性

評
価

・
バ

イ
オ

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
の

た
め

の
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

油
類

汚
染

土
壌

の
原

位
置

浄
化

技
術

・
マ

イ
ク
ロ
カ
プ
セ

ル
等

に
よ
る
回

収

亜
臨

界
水

へ
の

溶
解

P
bO

を
S
iO

2
に

よ
り
固

定
化

・
亜

臨
界

水
に

よ
る
P
bO

の
溶

出
・
S
iO
2
に

よ
る
P
bO

の
固

定

・
酸

化
分

解
：
過

酸
化

水
素

、
タ
ン
グ

ス
テ
ン
酸

塩
及

び
ア

ン
モ

ニ
ウ

ム
塩

の
併

用

・
鉄

粉
に

よ
る
還

元
分

解
、
鉄

粉
の

性
質

・
フ
ェ
ン
ト
ン
試

薬
に

よ
る
分

解

・
オ

ゾ
ン
分

解
に

よ
る
有

機
物

（
フ
ミ
ン
酸

）
の

影
響 ・
塩

素
に

よ
る
分

解
の

ア
ン
モ

ニ
ア

の
影

響

・
2
段

式
過

熱
蒸

気
法

・
第

1
段

間
接

加
熱

（
5
0
0
～

7
0
0
℃

）
・
第

2
段

過
熱

蒸
気

・
超

音
波

装
置

の
特

性
・
低

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
型

・
電

解
硫

酸
(ペ

ル
オ

キ
ソ
－

硫
酸

H
2
S
O
5
)剥

離
・
剥

離
装

置
（
枚

葉
処

理
）

理

有
機

洗
浄

溶
媒

共
存

下
に

お
け

る
P
C
B
蒸

気
の

分
離

電
解

硫
酸

に
よ
る
レ
ジ

ス
ト
剥

離

樹
脂

に
よ
る
高

度
処

理

塩
素

お
よ
び

オ
ゾ
ン
に

よ
る
難

分
解

物
質

の
分

解

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

分
解

重
金

属
類

分
離

高
効

率
有

害
重

金
属

分
離

技
術

を
開

発
す

る

熱
分

解
に

よ
り
難

分
解

性
物

質
の

高
効

率
分

解
技

術
を
開

発
す

る

難
分

解
性

物
質

の
濃

縮
と
酸

化
還

元
，
物

理
エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
る
完

全
分

解
技

術
を
開

発
す

る

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

確
保
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
1
1
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
一

般
技

術
）

廃
棄

物
代

替
物

質
E
1
3
8

材
料

ゴ
ム

ゴ
ム

産
業

易
分

解
材

料

廃
棄

物
削

減
技

術
開

発
確

保

大
○

△
◎

E
1
3
9

プ
ロ
セ

ス
廃

F
R
P

F
R
P
製

造
業

F
R
P

分
解

回
収

装
置

技
術

力
優

位

大
○

△
○

大
気

微
粒

子
類

分
解

E
1
4
0

触
媒

N
O
x，

P
M
2
.5

燃
焼

設
備

電
力

他

微
粒

子
削

減
技

術
力

優
位

大
△

◎
△

分
離

E
1
4
1

吸
着

材
有

機
化

合
物

ﾊ
ﾟﾙ
ﾌ
ﾟ、
製

紙
工

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

中
○

△
○

分
解

E
1
4
2

バ
イ
オ

、
触

媒
有

機
物

化
成

品
機

能
性

触
媒

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

◎
○

E
1
4
3

触
媒

テ
ト
ラ
ク
ロ

ロ
エ
チ

レ
ン

地
下

水
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
中

◎
○

△

E
1
4
4

オ
ゾ
ン
酸

化

ペ
ン
タ
ク
ロ

ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
公

共
水

域
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

小
△

○
△

E
1
4
5

酸
化

ビ
ス
フ
ェ

ノ
ー

ル
A

公
共

水
域

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

小
△

△
△

生
物

ノ
ニ

ル
フ
ェ

水
有

害
物

処
分

解
装

置
中

○

有
機

化
合

物

難
分

解
性

物
質

等

生
分

解
性

ゴ
ム

材
料

の
開

発

ポ
リ
ス

チ
レ
ン
樹

脂
製

吸
着

材

・
微

生
物

酵
素

：
リ
ノ
ー

ル
酸

ヒ
ド
ロ
ペ

ル
オ

キ
シ

ド
と
ペ

ル
オ

キ
シ

ダ
ー

ゼ
・
B
P
A
分

解
菌

に
よ
る
分

解
条

件

・
還

元
剤

：
D
M
E
，
ア

セ
ト
ア

ル
デ

ヒ
ド

・
触

媒
：
ア

ル
ミ
ナ

担
持

コ
バ

ル
ト
触

媒

・
光

分
解

触
媒

：
酸

化
チ

タ
ン

・
難

分
解

性
物

質
：
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ

レ
ン
，
ノ

ニ
ル

フ
ェ
ノ
ー

ル
等

酸
化

剤
に

よ
る
難

分
解

性
物

質
の

分
解

・
酸

化
剤

：
オ

ゾ
ン
、
過

酸
化

水
素

の
単

独
ま
た

は
併

用
・
難

分
解

性
物

質
：
ペ

ン
タ
ク
ロ
ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
，

ノ
ニ

ル
フ
ェ
ニ

ル
エ
ト
キ

シ
レ
ー

ト
の

分
解

除
去

酵
素

、
光

触
媒

等
に

よ
る
選

択
酸

化
・
分

解

F
R
P
の

水
平

リ
サ

イ
ク
ル

技
術

・
多

孔
質

ポ
リ
ス

チ
レ
ン
樹

脂
の

合
成

・
脱

離
性

能
と
吸

着
性

能

A
l2
O
3
担

持
金

属
触

媒
に

よ
る
N
O
xの

選
択

的
接

触
還

元
技

術

・
亜

臨
界

水
に

よ
る
F
R
P
の

高
付

加
価

値
化

・
水

平
リ
サ

イ
ク
ル

技
術

の
開

発

・
生

分
解

性
次

世
代

ゴ
ム

、
エ
ラ
ス

ト
マ

ー
、
及

び
コ
ン
ポ

ジ
ッ
ト
材

料
の

開
発

微
生

物
酵

素
に

よ
る
環

境
ホ

ル
モ

ン
の

酸
化

分
解紫

外
線

照
射

に
よ
る
難

分
解

性
物

質
の

分
解

難
分

解
性

物
質

の
完

全
酸

化
分

解
お

よ
び

微
生

物
，
塩

素
に

よ
る
完

全
分

解
技

術
を
開

発
す

る

・
ノ
ニ

ル
フ
ェ
ノ
ー

ル
分

解
菌

の
培

養
微

生
物

に
よ
る
難

分
解

性
物

質
分

解

・
酸

化
チ

タ
ン
系

光
触

媒
の

分
解

条
件

・
ア

ミ
ラ
ー

ゼ
に

よ
る
分

解
条

件
・
分

解
速

度
の

増
大

分
解

有
機

化
合

物

F
R
P
の

高
効

率
分

解
に

よ
り
原

料
モ

ノ
マ

ー
を

回
収

す
る

多
孔

質
高

分
子

吸
着

剤
に

よ
る
高

効
率

吸
着

と
バ

イ
オ

，
触

媒
に

よ
る
高

効
率

分
解

技
術

を
開

発
す

る

低
環

境
負

荷
材

料
の

開
発

に
よ
り
難

処
理

性
物

質
排

出
量

を
大

幅
に

削
減

す
る

N
O
xを

還
元

無
害

化
す

る

E
1
4
6

微
生

物
ノ
ニ

ル
フ
ェ

ノ
ー

ル
公

共
水

域
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

○
△

E
1
4
7

塩
素

処
理

ビ
ス
フ
ェ

ノ
ー

ル
A

公
共

水
域

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

開
発

確
保

小
△

◎
△

E
1
4
8

吸
着

材
F

洗
浄

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

○
○

E
1
4
9

析
出

F
洗

浄
回

収
回

収
装

置
技

術
力

優
位

中
△

△
△

E
1
5
0

吸
着

材
B

石
炭

燃
焼

設
備

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

大
○

△
△

E
1
5
1

材
料

A
s、

C
d、

H
g等

金
属

、
非

鉄
金

属
吸

着
材

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

中
○

○
△

E
1
5
2

微
生

物
C
r，

N
i，
Z
n

め
っ
き
業

重
金

属
回

収

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
5
3

磁
気

分
離

P
，
重

金
属

金
属

、
非

鉄
金

属
磁

気
凝

集
回

収
装

置
技

術
開

発
確

保

小
○

△
△

E
1
5
4

材
料

F
e

金
属

、
非

鉄
金

属
循

環
水

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
5
5

材
料

重
金

属
類

下
水

道
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

回
収

装
置

技
術

開
発

確
保

中
△

○
△

分
離

新
規

な
高

効
率

陰
イ
オ

ン
分

離
技

術
を
開

発
す

る

水
域

重
金

属
類

・
石

灰
を
利

用
・
C
aF

2
と
し
て

資
源

化
の

条
件

・
耐

塩
性

鉄
酸

化
細

菌
の

分
離

と
馴

養
・
電

気
め

っ
き
排

水
中

の
重

金
属

分
離

条
件

・
塩

素
処

理
に

よ
る
分

解
・
塩

素
処

理
副

生
物

の
エ
ス

ト
ロ
ゲ

ン
様

活
性

低
減・
ノ
ニ

ル
フ
ェ
ノ

ル
分

解
菌

の
培

養
・
分

解
の

促
進

条
件

微
生

物
に

よ
る
難

分
解

性
物

質
の

分
解

・
吸

着
剤

：
強

塩
基

性
陰

イ
オ

ン
交

換
樹

脂
（
ス

チ
レ
ン
系

）
・
低

濃
度

フ
ッ
素

吸
着

分
離

（
フ
ッ
素

濃
度

2
m
g/

l
以

下
）

反
応

晶
析

に
よ
る
析

出

カ
チ

オ
ン
系

高
分

子
樹

脂
に

よ
る
ホ

ウ
素

の
吸

着
分

離
・
糖

導
入

型
ポ

リ
ア

リ
ル

ア
ミ
ン
の

合
成

条
件

・
カ
ラ
ム

吸
着

能
力

、
共

存
イ
オ

ン
の

影
響

・
ゼ

オ
ラ
イ
ト
及

び
（
Ｐ
ｂ
Ｏ
）
ｘ
（
Ｆ
ｅ
Ｏ
）
ｙ（

Ｆ
ｅ
２
Ｏ

３
）
１
－

ｘ
－

ｙ・
ａ
Ｈ
２
Ｏ
よ
り
な

る
有

害
金

属
吸

着
材

耐
塩

性
鉄

酸
化

細
菌

に
よ
る
重

金
属

含
有

排
水

処
理

樹
脂

製
吸

着
剤

に
よ
る
低

濃
度

陰
イ
オ

ン
の

吸
着

分
離

塩
素

処
理

に
よ
る
環

境
ホ

ル
モ

ン
の

分
解

フ
ェ
リ
磁

性
体

に
よ
る
磁

気
分

離

高
性

能
吸

着
材

に
よ
る
微

量
有

害
金

属
の

回
収

・
無

害
化

陰
イ
オ

ン
分

離

新
規

な
高

効
率

重
金

属
分

離
技

術
を
開

発
す

る

ロ
ッ
ク
ウ

ー
ル

に
よ
る
分

離
濃

縮

繊
維

化
ス

ラ
グ

に
よ
る
吸

着

・
硫

酸
塩

還
元

細
菌

に
よ
る
金

属
硫

化
物

の
形

成 ・
硫

酸
還

元
細

菌
の

付
着

担
体

と
金

属
硫

化
物

捕
捉

担
体

機
能

を
有

す
る
ス

ラ
グ

繊
維

の
活

用

・
ロ
ッ
ク
ウ

ー
ル

（
高

炉
ス

ラ
グ

）
に

よ
る
イ
オ

ン
交

換
反

応
・
金

属
硫

化
物

微
粒

子
の

捕
捉

担
体

・
フ
ェ
リ
磁

性
体

の
合

成
（
F
E
2
＋

/
F
e
3
＋

）
・
高

勾
配

磁
気

分
離

条
件

と
設

備
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
1
2
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
一

般
技

術
）

E
1
5
6

バ
イ
オ

N
下

水
道

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
大

○
△

△

E
1
5
7

バ
イ
オ

N
下

水
道

業
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
大

△
○

△

E
1
5
8

バ
イ
オ

N
肥

料
、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
中

△
○

○

E
1
5
9

触
媒

N
肥

料
、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
中

△
△

○

E
1
6
0

吸
着

材
N
H
3

肥
料

・
畜

産
・
下

水
道

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解

装
置

技
術

力
優

位
中

△
◎

△

E
1
6
1

吸
着

材
P

肥
料

、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

力
優

位
中

△
△

○

E
1
6
2

吸
着

材
P

肥
料

、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

力
優

位
中

△
◎

△

E
1
6
3

吸
着

材
P

肥
料

、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

力
優

位
中

△
○

○

E
1
6
4

電
解

P
肥

料
、
畜

産
有

害
物

処
理

シ
ス
テ
ム

分
離

装
置

技
術

開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
5

凝
集

分
離

懸
濁

物
質

公
共

水
域

高
度

処
理

分
離

装
置

技
術

開
発

小
△

△
△

・
乳

製
カ
ゼ

イ
ン
の

捕
集

お
よ
び

起
泡

機
能

の
活

用

ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

メ
ゾ
構

造
体

を
有

す
る
吸

着
材

廃
棄

物
再

生
炭

化
物

に
よ
る
水

中
の

り
ん

分
離

・
廃

棄
物

炭
化

条
件

・
化

学
的

賦
活

条
件

微
生

物
の

高
密

度
固

定
化

に
よ
る
排

水
処

理
プ

ロ
セ

ス

天
然

ゼ
オ

ラ
イ
ト
に

よ
る
ア
ン
モ
ニ

ウ
ム

イ
オ

ン
の

吸
着

分
離

高
性

能
触

媒
に

よ
る
空

気
酸

化
分

解
・
酸

化
チ

タ
ン
光

触
媒

に
よ
る
分

解
・
鉄

・
マ

ン
ガ

ン
系

触
媒

酸
化

・
ジ

ル
コ
ニ

ウ
ム

メ
ゾ
構

造
体

の
吸

着
容

量
の

増
大 ・
N
aO

H
、
ク
エ
ン
酸

等
に

よ
る
脱

着
性

能

無
機

層
状

セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス

吸
着

材

電
解

法
に

よ
る
リ
ン
除

去
と
高

度
処

理
技

術

富
栄

養
化

物
質

広
域

高
速

脱
窒

バ
イ
オ

リ
ア

ク
タ
ー

微
生

物
及

び
触

媒
に

よ
る
富

栄
養

化
物

質
の

完
全

分
解

プ
ロ
セ

ス
を
開

発
す

る
生

物
処

理
と
マ

イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

法
と
の

組
合

せ

界
面

活
性

剤
に

よ
る
懸

濁
粒

子
の

凝
集

・
泡

沫
分

離

・
鉄

電
解

法
に

よ
る
リ
ン
除

去
・
排

水
処

理
シ

ス
テ
ム

へ
の

鉄
電

解
槽

の
組

込
み・
銅

導
入

型
お

よ
び

亜
鉛

導
入

型
ハ

イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト
合

成
リ
ン
酸

イ
オ

ン
の

選
択

性
と
交

換
容

量
の

増
大

・
硝

化
槽

と
脱

窒
槽

微
で

の
マ

イ
ク
ロ
バ

ブ
ル

使
用 ・
分

解
反

応
の

効
率

化

・
石

炭
焼

却
灰

フ
ラ
イ
ア

ッ
シ

ュ
に

微
生

物
を
凝

集
造

粒
化

・
硝

化
細

菌
と
脱

窒
細

菌
の

高
密

度
固

定
化

・
天

然
ゼ

オ
ラ
イ
ト
中

の
イ
オ

ン
交

換
処

理
に

よ
る
吸

着
能

の
増

大
・
鉱

物
中

の
モ

ル
デ

ナ
イ
ト
が

吸
着

能
を
増

大

・
多

孔
質

担
体

に
微

生
物

を
高

密
度

の
固

定
・
コ
ン
パ

ク
ト
な

設
備

設
計

、
高

負
荷

処
理

高
効

率
・
安

価
な

吸
着

材
を
開

発
す

る

新
規

な
化

学
的

リ
ン
除

去
技

術
お

よ
び

高
度

処
理

技
術

を
開

発
す

る

分
離

分
解

E
1
6
5

離
懸

濁
物

質
域

高
度

処
理

技
術

開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
6

膜
分

離
超

微
粒

子
公

共
水

域
高

度
処

理
分

離
装

置
技

術
開

発
確

保
小

△
△

◎

陰
イ
オ

ン
分

解
E
1
6
7

バ
イ
オ

シ
ア
ン

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
△

○
○

E
1
6
8

動
電

手
法

C
d、

P
b、

H
g、

A
s、

C
r

な
ど

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
9

硫
化

鉄
H
g

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
7
0

光
触

媒
C
r6

+
土

地
浄

化
浄

化
土

壌
負

の
遺

産
技

術
開

発
確

保

小
◎

△
△

E
1
7
1

バ
イ
オ

Ｐ
b,
Ｃ
d,
A
s,

Ｈ
ｇ

金
属

、
非

鉄
金

属
重

金
属

固
定

化
酵

素

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
△

△
○

E
1
7
2

バ
イ
オ

C
d

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
○

○
△

分
解

・
除

去
・
無

害
化

E
1
7
3

バ
イ
オ

C
d、

P
b等

金
属

、
非

鉄
金

属
金

属
イ
オ

ン
捕

捉
剤

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
○

○
△

濃
縮

・
分

解
E
1
7
4

バ
イ
オ

油
類

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
○

◎
△

洗
浄

E
1
7
5

材
料

石
油

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
○

○
△

E
1
7
6

バ
イ
オ

P
A
H
s，

石
油

，
T
C
E
等

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
○

◎
△

油
，

負
の

遺
産

・
ト
チ

ノ
キ

科
由

来
サ

ポ
ニ

ン
の

抽
出

・
金

属
イ
オ

ン
捕

捉
性

能
の

向
上

界
面

活
性

剤
に

よ
る
鉱

物
油

、
有

害
金

属
の

分
離

・
除

去

活
用

・
鉄

塩
凝

集
剤

と
乳

製
カ
ゼ

イ
ン
の

併
用

効
果

膜
に

よ
る
超

微
粒

子
の

分
離

・
浸

漬
型

平
膜

に
よ
る
超

微
粒

子
分

離
条

件
・
装

置
設

計
条

件

硫
化

鉄
を
用

い
た

低
温

加
熱

処
理

に
よ
る
水

銀
の

分
離

固
定

化
・

不
溶

化

広
域

バ
イ
オ

技
術

に
よ
る
有

害
重

金
属

の
完

全
固

定
化

技
術

を
開

発
す

る

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

新
規

な
高

効
率

植
物

由
来

の
重

金
属

イ
オ

ン
捕

捉
材

を
開

発
す

る

高
効

率
な

化
学

反
応

に
よ
る
有

害
重

金
属

の
固

定
化

・
分

離
技

術
を
開

発
す

る
・
水

性
T
iO

2
懸

濁
液

中
の

還
元

(三
価

C
r)

・
紫

外
光

照
射

条
件

光
触

媒
に

よ
る
六

価
ク
ロ
ム

の
還

元

・
非

天
然

重
金

属
固

定
化

用
た

ん
ぱ

く
質

の
開

発・
E
D
T
A
を
使

用
す

る
カ
ド
ミ
ウ

ム
の

分
離

・
分

離
速

度
向

上
要

因
（
電

位
変

化
、
電

流
密

度
、
p
H
な

ど
）

動
電

学
的

手
法

に
よ
る
土

壌
中

の
重

金
属

の
分

離

シ
ア

ン
汚

染
土

壌
の

微
生

物
に

よ
る
分

解
・
シ

ア
ン
浄

化
菌

の
単

離
、
硫

黄
系

増
殖

助
剤

・
分

解
速

度
の

向
上

分
離

・
ト
ウ

モ
ロ
コ
シ

、
バ

ミ
ュ
ー

ダ
グ

ラ
ス

な
ど
の

高
濃

度
蓄

積
能

を
も
つ

植
物

の
開

発
・
植

物
根

が
分

解
菌

の
成

長
を
促

進
す

る
植

物

・
適

す
る
界

面
活

性
剤

の
選

定
・
現

場
実

証
試

験
に

よ
る
油

類
回

収
効

率
の

向
上 ・
吸

着
容

量
の

大
き
い

活
性

炭
素

繊
維

・
カ
ド
ミ
ウ

ム
汚

染
地

盤
の

生
物

還
元

・
硫

酸
還

元
菌

に
よ
る
重

金
属

の
固

定
化

条
件

・
硫

化
鉄

に
よ
る
酸

化
還

元
反

応
・
3
0
0
℃

低
温

加
熱

処
理

に
よ
る
硫

化
水

銀
と
し

て
分

離

・
有

機
汚

染
物

質
の

吸
収

植
物

の
探

索
・
植

物
根

か
ら
分

泌
さ
れ

る
分

解
酵

素
と
微

生
物

の
増

殖

有
機

化
合

物

生
物

還
元

に
よ
る
重

金
属

の
不

溶
化

高
選

択
結

合
酵

素
、
た

ん
ぱ

く
質

等
に

よ
る
無

害
化

・
固

定
化

フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
に

よ
る
油

類
汚

染
土

壌
の

分
離

・
分

解

界
面

活
性

剤
に

よ
る
石

油
等

の
原

位
置

洗
浄

技
術

油
類

汚
染

土
壌

の
濃

縮
と
分

解

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

新
規

な
高

効
率

微
粒

子
の

分
離

技
術

分
離

重
金

属
類

微
粒

子
類

分
離

回
収

分
離

土
壌

E
1
7
7

吸
着

油
，

P
A
H
s，

V
O
C

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
△

△
△

吸
着

容
量

の
大

き
い

活
性

炭
素

繊
維

・
土

壌
ガ

ス
の

ス
パ

ー
ジ

ン
グ

と
吸

引
に

よ
る
地

下
水

浄
化

活
性

炭
素

繊
維

に
よ
る
土

壌
ガ

ス
の

吸
着

分
離
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化
学

物
質

総
合

評
価

管
理

分
野

の
技

術
マ
ッ
プ
　
（
1
3
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削

減
技

術
開

発
（
一

般
技

術
）

分
離

・
分

解
E
1
7
8

多
段

土
壌

層
法

シ
マ

ジ
ン
、

フ
ェ
ニ

ト
ロ
チ

オ
ン
、
テ
ト
ラ

ク
ロ
ロ
エ
チ

レ
ン
等

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
○

△
△

分
解

E
1
7
9

鉄
複

合
粒

子
D
X
N
s､

P
C
B
等

下
水

道
、

廃
棄

物
処

理
業

有
害

物
処

理
シ
ス
テ
ム

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
8
0

電
気

修
復

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ

ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
8
1

酸
化

ﾃ
ﾄﾗ

ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾄﾘ

ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ

ﾚ
ﾝ
、
油

類
土

地
浄

化
浄

化
土

壌
負

の
遺

産
技

術
開

発
確

保
中

○
◎

△

E
1
8
2

生
物

処
理

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン
（
塩

素
化

エ
チ

レ
ン
）

土
地

浄
化

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

中
○

◎
△

E
1
8
3

間
接

加
熱

P
F
O
S
，

P
F
O
A
，

D
X
N
sな

ど
土

地
浄

化
浄

化
土

壌
負

の
遺

産
技

術
開

発
確

保
中

◎
△

△

E
1
8
4

複
合

粒
子

ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

廃
棄

物
処

理
場

浄
化

土
壌

負
の

遺
産

技
術

開
発

確
保

小
◎

△
△

E
1
8
5

プ
ロ
セ

ス
廃

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

造
業

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

品

資
源

確
保

技
術

力
優

位
大

△
○

◎

・
フ
ェ
ン
ト
ン
試

薬
の

適
用

条
件

・
原

位
置

化
学

的
酸

化

汚
染

底
泥

中
の

有
機

ハ
ロ
ゲ

ン
分

解
・
無

害
化

・
減

圧
加

熱
還

元
等

・
還

元
材

料
：
鉄

複
合

粒
子

粉
末

の
飽

和
磁

化
率

向
上

と
高

比
表

面
積

化

鉄
粉

浄
化

壁
を
用

い
た

エ
レ
ク
ト
ロ
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン

・
還

元
材

鉄
粉

に
よ
る
有

機
塩

素
化

合
物

の
還

元
分

解
・
分

解
速

度
向

上
の

た
め

の
要

因

フ
ェ
ン
ト
ン
法

に
よ
る
塩

素
系

V
O
C
等

汚
染

土
壌

の
化

学
的

酸
化

分
解

多
段

土
壌

層
法

に
よ
る
難

分
解

性
物

質
の

分
離

濃
縮

・
通

水
性

の
高

い
ゼ

オ
ラ
イ
ト
層

と
土

壌
層

を
レ

ン
ガ

積
載

状
に

配
置

・
活

性
炭

の
添

加
に

よ
る
適

用
汚

染
物

質
の

拡
大 ・
吸

着
土

壌
の

分
解

処
理

廃
P
E
T
の

ケ
ミ
カ
ル

リ
サ

イ
ク
ル

嫌
気

性
バ

イ
オ

レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
お

よ
び

有
用

菌
に

よ
る
分

解
技

術

・
完

全
に

エ
チ

レ
ン
，
エ
タ
ン
に

分
解

で
き
る
嫌

気
性

菌
体

の
確

保
・
嫌

気
性

分
解

菌
の

分
解

能
の

向
上

・
M
O
7
株

菌
に

よ
る
分

解
能

の
向

上

間
接

加
熱

に
よ
る
ハ

ロ
ゲ

ン
系

物
質

の
酸

化
分

解 α
-
F
e
・
F
e
3
O
4
複

合
粒

子
に

よ
る
還

元
分

解

・
α

-
F
e
・
F
e
3
O
4
複

合
粒

子
と
イ
オ

ウ
含

有
量

の
影

響
・
水

素
還

元
、
塩

素
と
イ
オ

ウ
の

置
換

反
応

に
よ

る
脱

塩
素

反
応

汚
染

底
泥

の
低

環
境

負
荷

で
高

速
分

解
技

術
を
開

発
す

る

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

汚
染

土
壌

を
低

環
境

負
荷

で
高

速
に

修
復

す
る
レ
メ
デ

ィ
エ
ー

シ
ョ
ン
技

術
を
開

発
す

る

分
解

・
マ

イ
ク
ロ
波

－
塩

基
触

媒
（
重

曹
）
，
反

応
溶

媒
（
グ

リ
セ

リ
ン
）
に

よ
る
分

解
・
マ

イ
ク
ロ
波

照
射

条
件

・
実

証
試

験
で

の
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
類

の
分

解
促

進 ・
土

壌
中

有
機

フ
ッ
素

化
合

物
の

分
解

難
分

解
性

物
質

等

E
1
8
6

プ
ロ
セ

ス
廃

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

造
業

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

品

資
源

確
保

技
術

力
優

位
中

△
△

△

E
1
8
7

プ
ロ
セ

ス
廃

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

造
業

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製

品

資
源

確
保

技
術

開
発

確
保

中
△

○
○

削
減

E
1
8
8

プ
ロ
セ

ス
汚

泥
・
ス

ラ
ッ
ジ

製
造

業
有

機
汚

泥
下

水
道

処
理

シ
ス
テ

ム

汚
泥

処
理

技
術

開
発

確
保

中
△

○
○

無
害

化
E
1
8
9

材
料

汚
泥

製
造

業
有

機
汚

泥
下

水
道

炭
化

物
汚

泥
処

理
技

術
開

発
確

保
中

△
△

△

非
鉄

金
属

分
離

E
1
9
0

浮
選

非
鉄

金
属

シ
ュ
レ
ッ

ダ
ー

ダ
ス

ト
処

理
場

回
収

資
源

確
保

技
術

力
優

位
中

○
◎

○

大
気

V
O
C

分
解

E
1
9
1

触
媒

V
O
C

家
庭

住
居

内
健

康
安

全
技

術
開

発
確

保
小

◎
○

△

水
域

難
分

解
性

物
質

等
分

解
E
1
9
2

触
媒

D
X
N
s，

P
C
B
，
ﾄﾘ

ﾊ
ﾛ
ﾒ
ﾀ
ﾝ

め
っ
き
業

、
温

浴
施

設
浄

水
健

康
安

全
技

術
開

発
確

保
中

△
○

○

脂
肪

族
ポ

リ
エ
ス

テ
ル

の
微

生
物

に
よ
る
分

解

・
脂

肪
族

ポ
リ
エ
ス

テ
ル

糸
状

分
解

菌
，
真

菌
の

発
掘

・
分

解
速

度
の

向
上

条
件

の
解

明

ポ
リ
-
L
-
乳

酸
の

ケ
ミ
カ
ル

リ
サ

イ
ク
ル

A
S
R
焼

却
灰

か
ら
の

浮
選

に
よ
る
非

鉄
金

属
の

分
離

小
型

光
触

媒
浄

化
装

置
に

よ
る
V
O
C
sの

分
解

・
光

触
媒

シ
ー

ト
に

よ
る
酸

化
分

解
条

件
・
小

型
光

触
媒

浄
化

装
置

の
設

計
条

件

浄
化

槽
汚

泥
の

炭
化

・
連

続
炭

化
パ

イ
ロ
ッ
ト
プ
ラ
ン
ト
に

よ
る
炭

化
の

実
証

条
件

把
握

・
乾

燥
経

由
の

炭
化

条
件

に
よ
る
製

品
品

質
の

向
上

廃
棄

物

生
活

安
全

な
高

効
率

小
型

分
解

装
置

を
開

発
す

る

有
機

化
合

物
分

解

汚
泥

・
焼

却
灰

の
微

粉
砕

お
よ
び

銅
，
亜

鉛
の

浮
選

分
離

条
件

・
塩

化
物

の
除

去

・
マ

イ
ク
ロ
波

照
射

と
触

媒
に

よ
る
分

解
条

件
・
分

解
菌

の
活

用

・
高

強
度

光
触

媒
チ

タ
ニ

ア
繊

維
の

合
成

・
表

面
傾

斜
構

造
・
水

浄
化

装
置

の
設

計

焼
却

灰
中

の
非

鉄
金

属
の

高
効

率
分

離
技

術
を
開

発
す

る

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
の

高
効

率
分

解
菌

お
よ
び

物
理

エ
ネ

ル
ギ

ー
分

解
に

よ
り
原

料
モ

ノ
マ

ー
を
回

収
す

る

発
生

汚
泥

の
大

幅
な

削
減

と
高

効
率

資
源

化
技

術
を
開

発
す

る

浄
水

製
造

用
の

触
媒

繊
維

余
剰

汚
泥

の
減

量
化

技
術

・
返

送
汚

泥
の

基
質

化
の

促
進

・
適

切
な

基
質

化
（
生

物
法

、
化

学
法

、
物

理
法

、
物

理
化

学
法

な
ど
）
法

の
条

件

注
1
）
評

価
：
　
◎

：
2
.5
以

上
，
○

：
2
.5
未

満
～

2
.0
，
△

：
2
未

満

注
2
）
合

計
：
3
9
件

（
産

業
）
＋

5
1
件

（
広

域
）
＋

2
件

（
生

活
）
＝

9
2
件

 （
大

気
：
8
件

，
水

域
：
4
7
件

，
土

壌
：
2
4
件

，
廃

棄
物

：
1
3
件

）
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（1 / 4） リスク評価・管理技術開発

リスク評価
・管理の
方向

各主体の
役割

リスク管理 行政が行う
に必要な リスク管理に
技術開発 必要な手法

企業の
自主管理を
支援する
ための手法

要素技術

リスク評価
社会ニーズへ
の対応

に必要な
技術開発

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

(6) 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮したﾘｽｸ
管理手法

化審法のリスク管理手法

シックハウス症候群のリスク評価が可能に

特定化学物質のリスク管理手法

(9) 地域のリスク管理手法

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

複雑なシナリオのリスク(混合物や複
合暴露等)や感受性やライフスタイル
に留意し管理することが可能に

新規の物質・技術や
懸念されているリス
クの管理が可能に

既に生じている複合暴露の影
響を評価することが可能に

(28)  ヒト･生態リスクの統一指標の開発

(29) 優先順位付け手法

(30) 不確実性を含んだリスク指標の開発

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応
じてリスク評価可能に

ヒト健康や生態系へのリスクにつ
いての統一評価が可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物*や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手法
によって、有害性や暴露の情報が
十分に揃っていない物質も含め多く
の物質のリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴露の情報が十分に揃っ
ている物質については、コスト対効果を考慮した
適切な管理策が選定可能

ナノ粒子のリスク評価が可能に
さらに、化学物質全体でのリスク評価と方法論
をすり合わせ、体系的な組み込みが可能に

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの評

価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露に
よるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴
露の情報が十分に揃って
いる物質については、物
質ごとに平均ｹｰｽ（人・地
域）の各エンドポイントご
とのリスク評価が可能

化学物質管理の第２世代
物質ごとのリスクに基づく管理

【企業】個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し、自主管理する。

　
　

【行政】個々の物質の代表的なケースのリスクを評価し、管理する。
　
　

製品単位のリスク管理手法

化学物質管理の第３世代
リスクトレードオフに基づく最適管理

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築する

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

(20)化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標
の開発

環境に配慮した設計（DfE)手法

【国民】化学物質のリスクの情報やリスク評価するための
手法を知りたいときに知ることができ、化学物質に対する
理解が深まる。

管理策に要するコ
ストの評価手法

【行政】様々な物質間や化学物質とそれ以外のリスクとの間でリスクを比較し、また様々なケースの
リスク（混合物、複合暴露、感受性、ライフスタイル等）に留意しながら、管理する。管理策の国際調
和を図る。

【企業】様々な物質や製品のライフサイクルでのリスクを比較し、自主管理する。

【国民】リスクコミュニケーションを通じて、化学物質のリスクとベネフィットに対する理解が深まる。

工場単位のリスク管理手法

現時点では、管理策のコ
スト対効果が評価可能

監視化学物質のリスク管理手法

REACH対応

化学物質とそれ以外のリス
クを同じ指標で比較可能に

(8) リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

(7) 複雑なシナリオのリスク(混合物や複合暴露等)や感受性やライフスタイルに留意し管理するための手法

化審法のリスク評価の高度化（製造量、輸入
量、用途情報等に基づくリスク評価の高度化）

工場周辺のリスク評価・管理

地方行政へのリスク評価取り込み

これまでに蓄
積されたリスク
評価・リスク管
理の手法

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標
像」実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

手法のバリデーション・
実用化・普及

 (1) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(2) 代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

化学物質以外のリスクも考慮し
た最適な管理策が選定可能に

現時点では、コスト対効
果を考慮した適切な管
理策が選定可能

手法のバリデーション・
実用化・普及

２０３０

(11) サプライチェーン含有物質トレース手法

有害性や暴露の情報が十分に揃っていな
い物質についても、不確実性がある中で、
適切なリスク管理策が策定可能に

               (12) 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法

管理策のコストと効果を
同じ指標で比較可能に

化学物質間で、管理策の
コストと効果を考慮した適
切な管理策が選定可能に

(21) データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法

(14) 地域（工場付近）のリスク管理手法

(13) 製品のリスク管理手法

(4) 評価の優先順位やTiered Approachを考慮した効率的リスク管理体系の構築

(3) 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手法

    (5)    ストック汚染のリスク管理手法

(10) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(27) ヒト健康について共通の指標で評価する手法

(31) 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

管理策の効果（回避
されたリスク）の評
価手法

(19) 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法

２００７ ２０２０

既に生じている複合暴露の影響に
対して対策を立てることが可能に
（シミュレーションによる「事前」予
測とは別に、「事後」的管理も可能
に）

２０１０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（2 / 4） リスク評価・管理技術開発

リスク評価 社会ニーズへ
の対応に必要な

技術開発

①社会ニーズ
への対応

新規の物質

・技術や

懸念されている

リスクへの対応

　 ②要素技術
   環境中や生体中

   濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

　　とその活用

   環境中や生体中

   濃度センサー

　　環境中運命
　　評価手法

   排出のモニタ
   リング
   排出データの
   活用、最適化

   排出量
   推定手法

有害性
評価に
必要な
技術開発

①社会ニーズへ
の対応
　　新規の

　　物質・技術や

　　懸念されている

　　リスクへの対応

②要素技術

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

分子～細胞～臓器～組織レベルでのメカニズム解明

物質や毒性に適した評価手法が体系化され、
「必要性の低い物質は安価・高速に評価し、必
要性の高い物質は詳細にin vivoで試験する」
という試験戦略が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手法
によって、有害性や暴露の情報が
十分に揃っていない物質も含め多く
の物質のリスク評価が可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、高コスト・長期を要する毒性の高度な評価手法

暴露評
価に必
要な技
術開発

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

(103) 単純なPBPK/TDモデル（in vitro等の試験結果を適用して改善）

(90)分解性・蓄積性ＱＳＡＲ（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大）

既に生じている複合暴露の影響
を評価することが可能に

(78) 生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や
成長段階別の有害性推定手法）

(94) 蓄積性試験のin vitro試験法

ADME/Toxのメカニズムの分子レベルでの解明手法（たんぱく質の役割等）

より正確な排出量を反映し
た暴露評価が可能に

種差を回避・克服し、
個の多様性を反映した
有害性評価が可能に

(91) 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等）

単純なPBPK/TDモデル

(99) in silico人体、　　in silico 生態系

(97) in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法

(98) in vivoでの高速の評価手法

(104) 詳細なPBPK/TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション）

(92) メカニズムを考慮したQSAR

【行政】
　・試験戦略を活用した効果的・効率
的な有害性評価

(96) マルチエンドポイント型有害性評価手法

(67) 用途ごとの排出推計手法
(66) ライフサイクルでの用途推定手法 (71) より高精度なマテリアルフロー分析手法

(68) 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
(69) PRTRデータ妥当性評価手法

(61) 生体中微量物質検出センサー

(57) バイオアッセイモニタリング手法(環境測定による化学物質の暴露把
握手法）

(59) 環境中微量物質マルチセンサー

(60) 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー

(56) サンプリングスキーム構築(生物相モニタリングス
キーム含む）

(55) モニタリングデータの暴露評価適用手法

(64) PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
(65) モニタリングスキーム構築

(95) その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた）

(105)  有害性検出バイオマーカー探索手法

個別物質の暴露
評価手法

各エンドポイントの
暴露評価手法

平均ケース（人・地
域）の暴露評価手法

(42) 排出量、環境条件などの最悪ケースも反映され
るように暴露シナリオを体系化

(40) 感受性の高い集団の暴露
評価手法

(41) ライフスタイル別の暴露評価手法

(39) 地域別の暴露評価手法

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(46)  シックハウス症候群の暴露評価手法

(47)  自然発生源のある物質の暴露評価手法

暴露(Ａ)

(62) 土壌、地下水汚染暴露評価手法

暴露(B)

暴露(B)

分解性・蓄積性QSAR

(93) カテゴリーアプローチ手法

暴露(Ｃ)

暴露(Ｃ)

(63) 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

メカニズムに基づき高精度で３Rに
沿った有害性評価が可能に

(38) ストック汚染による暴露の評価手法暴露(Ａ)

暴露(C)

暴露(B)

暴露(B)

スクリーニング評価が安価・高速ある
いはHTP化可能に。有害性予測が可
能に

発がん性等、高コスト・長期を要する
毒性が安価・高速に評価可能に

水域等の現場で（検査機関への
運搬不要）、個別化学物質由来
のリスクと共に，媒体全体として
のリスク（個別物質の同定不要）
も迅速に評価可能に

　環境中で化学変化する化学物質や地下
水を経由した暴露の評価が可能に

【企業】
・有害性評価のコスト負担減少（より
多くの物質を評価できるようになる）

(43) 不確実性を含んだ暴露指標の開発

高速化

(44) 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

(70) 観測値から排出量を推定する逆解析手法

(58) 人･生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出セン
サー

既存化学物質の安全性点検加速

(107) タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術

(106)  実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

有害性(ｆ)

(45) 生態系食物網構造解析手法

微量な化学物質の濃度(環境
中や生体中）が迅速に簡易に
測定可能に

目的に応じて、必要な精度
での暴露解析が可能に

ナノ粒子の有害性評価手法

(75) シックハウス症候群の有害性評価手法 (76) 複合暴露の有害性評価手法

暴露(E)

暴露(Ｆ)

有害性(a)
有害性(b) 有害性(c)

(77) 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

有害性(e）

手法のバリデーション・
実用化・普及

手法のバリデーショ
ン・実用化・普及

有害性(d)

暴露(H)

製品のリスク評価が
可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物＊や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある
のリスク評価が可能に

物質

シックハウスのリス
ク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評
価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露に
よるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴
露の情報が十分に揃って
いる物質については、物
質ごとに平均ｹｰｽ（人・地
域）の各エンドポイントご
とのリスク評価が可能

暴露(Ｅ)
有害性（a）

暴露（H
有害

）
性（ｃ）

有害性（e)

暴露(G)
有害性（ｄ）

有害性（ｂ）

暴露(G)

運命モデルとモニタリング結果の
比較により、モデルの精度が向上

(100) ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法

(102) 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

高度化

(101)  遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術

有害性(d)

有害性(ｆ)

２００７

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標
像」実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

暴露(Ｆ)

高度化とはすなわち、
・一部の物質は、in silicoで高
速化するなど、より効率的で合
理的でかつ高精度な試験戦略
・種差を反映した高精度な有害
性評価や、個の多様性を反映
した有害性評価（自分への影
響がわかる）により、国民の安
心を実現

 (37) 製品からの直接暴露の評価手法

２０１０ ２０２０ ２０３０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（3 / 4）　リスク評価・管理技術開発（工業用ナノ粒子）

リスク評価・管理の 現状
方向

リスク管理に必要な技
術開発

リスク評価に必要
な技術開発

ナノ粒子のリスク評価手法は、
従来のリスク評価手法で行え
るか、ナノサイズゆえの新たな
枠組みが必要なのかが不明。

暴露

濃度（モニタリング）
ナノ粒子の組成・形状・粒子サ
イズ分布・物理化学的性状が
従来の動物試験で影響を評価
しているナノ粒子と、実際に想
定される人の暴露シナリオで
暴露するナノ粒子とで、同一と
みなされるものか否か、不明。

濃度（環境中運命）

排出

有害性評価に
必要な技術開
発

生体影響評価

体内動態

ナノ粒子の測定技術が不十分な
ので、生体内動態について未知。

生体影響評価要素技術 ナノ粒子の組成・形状・粒子サイ
ズ分布・物理化学的性状が従
来の動物試験で影響を評価し
ているナノ粒子と、実際に想定
される人の暴露シナリオで暴露
するナノ粒子とで、同一とみなさ
れるものか否か、不明。
このため、現在の試験法では、
毒性があったときにナノサイズ
であることが影響しているのか
否かが不明。

 

(54) ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

(87) 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築

２００７ ２０１０

化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（工業用ナノ粒子のリスク評価・管理技術開発）

(52) ナノ粒子排出シナリオ構築

(51) ナノ粒子の環境中
     挙動モデル

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(18) 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法

(83) in vitro 試験によるナノ粒子特
     有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(84)in vivo 試験によるナノ粒子
     特有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(85) 吸入暴露装置

(80) ナノ粒子の体内動態研究

ナノサイズの微粒子が、ヒ
トや生態系に何らかの影響
を与える可能性は必ずしも
否定できないが、実際にナ
ノサイズであることに問題
があるのかは不明。

ナノサイズの微粒子がヒト健康に与えるリスク、生態系に与えるリスクがある場合
には、それが科学的に評価され、リスクに基づいた規制（行政）や製品設計や自主
管理（企業）を行う。

ヒトや生態系に対するナノ粒子特有の有害性評価が可能
に（既に産業に広く使われているナノ粒子も含め、多種多様
なナノ粒子の中からのスクリーニングも可能に）

人や生態系に対する
暴露評価が可能に

ナノ粒子のリ
スク管理手
法の明確化

自主管理を含む管理の枠
組みを企業・国民に提案

リスク評価におけるナノ粒子の位置付けが明確化し、
ナノ粒子リスク評価の普及が可能に。
多種多様なナノ粒子に対し、効率的なリスク評価が可
能に。
人や生態系に対する詳細なリスク評価が可能に。

(32) ナノ粒子のリスク評価手法

ナノサイズのリスク評価を化学物質のリスク管理の中に体系
的に組み込み、また化学物質以外のリスクも考慮して規制や
自主管理を行う。

(81) トレーサー技術

人や生態系に対するリスク
評価が可能に

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す「技術開発項目」を示す

凡例

化学物質以外のリスクも考慮した最
適な管理の枠組みを企業・国民に提
案

(86) in vivo、in vitro 試験用の液相・
気相でのナノ粒子サンプル作成技術

(79) in vivo試験やスクリーニング
    のためのin vitro試験によるナ
    ノ粒子特有のヒト・生態系の有
    害性評価手法（試験動物から
    ヒトへの外挿手法含む）

(49) 暴露シナリオ構築

(53) ナノ粒子排出量推定手法

推定や高速で高精度な有害性評価も可能になり、多種多様なナノ
粒子に対し、スクリーニング～詳細試験まで試験戦略に沿った有
害性試験体系が可能に

詳細な暴露シナリオにおける
高精度な暴露評価が可能に

気中や液中でのナノ粒子計測手法が確立され、
ナノ粒子のサイズや形状などのキャラクタリゼーショ
ンが可能に

（ナノ粒子の計測手法の開発については、ナノテク分野のロード
マップ「構造計測－微粒子計測」を参照）

ナノ粒子の計測手法やキャラクタ
リゼーションの方法が未確立。

(89) ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法
      （in silicoの手法等）

生体の各器官でのナノ粒子の形態変化（凝
集等）や、特有のメカニズム、エンドポイン
ト、DR等の把握が可能に。

２０３０

試験プロトコルを国際機関での議
論へ反映させ、国際調和に貢献

標準試料、試料調
整プロトコルの確
立、信頼性の高い
試験が可能に

(82)体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

(50) 環境・生体中のナノ粒子計
      測技術、キャラクタリゼー
      ション技術

質量だけでなく、組成や、生体影響との関
係がより大きい暴露パラメータ（個数、サイ
ズ、表面積、凝集状態等）が把握可能に。

(34) 多種のナノ粒子に対するリスク評価の
      優先順位付け手法
     （詳細評価のためのスクリーニング手法）

  (15) リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法

 (33)ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化
       （Tiered Approach、より複雑な暴露シナリオ等）

ナノ粒子の有害性評
価に必要なナノ粒子
検出技術等の要素技
術の確立

２０２０

(88)相対的な有害性の推定手法
    （カテゴリーアプローチ等）

(16) 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する
      研究

(17) ベネフィットの現状把握と予測のための手法

暴露評価に必
要な技術開発
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化学物質総合評価管理技術の考え方

環境と調和した
持続的な経済成長安全・安心な国民生活

参考資料１

持続的な経済成長

国際競争力

化学物質の最適な管理

国際貢献
健康・安全で
快適な生活

安全 安心な国民生活

水域大気

土壌 廃棄物

固定分離
回収
再生
資源化

分解

技術オプション
リ
ス
ク
削
減

×物質

リスク
コミュニケーション

土壌 廃棄物
長寿命化 物質代替

プロセス
転換 原料転換

対策を

技術を
選択する

リ
ス
ク
評
価
・
管

リスク許容 更なる評価対策を
とる

リスク評価書など
・排出経路
・主要な暴露経路
・効果的な削減対象
… 競争力

コスト

リスク削減効果

ベネフィット

消費
エネルギー

地球温暖化
防止資源確保

物質や対策（技術オプション等）のような様々なケースでリスクを評価する

管
理 リスク削減効果

リスク判定

様々な点を考慮した意思決定

リ
ス
ク
評
価

有
害
性
評
価 シミュレーション

有害性データ

試験

暴
露
評
価

排出量の把握

シミュレーション
モニタリング

暴露量データ

リスク判定

ガイドライン データベース 等
シミュレーション

ツール
知的基盤

排出量の把握
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１．化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）の概要（1973年制定）

化学物質総合管理関係法令
参考資料２

（１）新規化学物質の審査

これまで我が国で製造、輸入が行われたことのない新規化学物質については、製造又は輸入
に際し、製造・輸入者からの届出に基づき事前にその化学物質が次の性状を有するかどうかを
審査し判定を行っている。

①分解性･･･････････自然的作用による化学的変化を生じにくいものであるかどうか

②蓄積性･･･････････生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか

③人への長期毒性･･･継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがあるもので

あるかどうか

④生態毒性･････････動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるものであるか

どうか

（２）既存化学物質の点検

化審法制定以前より製造又は輸入されていた化学物質（試験研究用及び試薬を除く約２万
物質）については、国がその安全性の点検を行うべきとされていた。

平成１５年の改正より、今後は国際的な役割分担による有害性評価を促進するとともに、
官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた

２．化管法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の概要（1999年制定）

（１）概要

官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた。

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質（第一種指定化学物質）について、事業
所からの環境（大気 水 土壌） の排出量及び廃棄物に含まれての事業所外 の移動量を

（２）対象化学物質例

ベンゼン、トルエン、キシレン、ダイオキシン類、トリクロロエチレ

ン、鉛及びその化合物、有機スズ化合物、CFC、HCFC 等

所からの環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物に含まれての事業所外への移動量を、
事業者が自ら把握し国に届け出るとともに国は届出データや推計に基づき排出量・移動量を
集計し公表するもの。

（３）対象事業者

①次の事業に属する事業を営んでいる事業者

・全ての製造業（化学工業、電気機械器具製造業、鉄鋼業 等）

・金属鉱業、電気業・ガス業、下水道業、燃料小売業、洗濯業、自動車整備業、産業廃棄物処分気

業、高等教育機関、自然科学研究所 等

②常用雇用者数２１人以上の事業者

③いずれかの第一種指定化学物質の年間取扱量が１㌧以上（特定第一種指定化学物質は０．５㌧以

上）の事業所を有する事業者 等
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重要技術選定の評価項目と評価方法について

Ⅰ．化学物質リスク評価・管理分野

参考資料３

● 化学物質評価・管理分野の評価項目は、２つの観点で評価を行った。

①化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資するもの

②海外動向に対する日本の影響力発揮に資するもの

● さらに①についてはa.b.c.の３つの技術要件を細分化して評価指標とした。

評価 必 な情報を効率的 得 きるもa.リスク評価に必要な情報を効率的に取得できるもの

b.情報不足による不確実性を低減、実用化できるもの

c.リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志決定に役立つもの

● ①の３項目と②の１項目の４つの評価指標について３段階評価を行った。特に優れた物 ◎、優

れた物 ○、それ以外は無印とした。

●重要技術の選定方法は以下の２つ基準のうち少なくとも１基準を満たすものとした。

・ １項目で特に優れた技術 ◎が有る場合

・ ３項目で優れた技術 ○が有る場合

※２つの基準の外に我が国独自の事情を考慮する必要がある物については、特別に加点した。

● 化学物質リスク削減分野の評価項目は、以下の２つの観点で評価を行った。

①リスク削減効果に資するもの

Ⅱ．化学物質リスク削減分野

① 減効果 資す

②産業競争力に資するもの

● ①リスク削減効果については２つの観点から評価を行った。

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル

b.リスク削減するのに必要なコスト

● ②産業競争力については以下の４つの観点から産業競争力の評価を行った。

・将来技術力確保の観点（国内産業保全のために基礎力として開発しておく必要がある技術）

・将来の成果が期待できる技術（世界トップレベルとなることを期待する技術）

・期待される技術的波及効果（他の技術に活用可能な広がりをもっている技術）

・期待される産業的波及効果（広い産業に恩恵を及ぼす技術）

● ① 項目と② 項目 指標に それぞれ◎ ○ △ 段階評価を行 た● ①の２項目と②の１項目の３つの指標についてそれぞれ◎、○、△の３段階評価を行った。

●重要技術の選定方法は①と②の基準を両方満たす物を重要技術とした。

①の項目についてa,bのどちらかが◎の評価を得た物かa.bどちらも○の評価を得たもの

②について○以上の評価を得たもの
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リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
技
術
の
関
係
図

(1
/
4
)

参
考
資
料

４

社
会

全
体

と
し

て
最

適
な

評
価

・
管

理

化
学

物
質

と
そ
れ

以
外

の
リ
ス
ク
と
の

ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮

し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

6
情

報
不

足
を

考
慮

･
予

測
し

代
替
物
質
の
リ
ス
ク
な
ど
化
学
物
質
間
の
リ
ス
ク
の

ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮
し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

2

ト
レ

ド
オ
フ
を
考
慮

し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

情
報

不
足

を
考

慮
･
予

測
し

リ
ス

ク
を

評
価

･
管

理

多
様

な
ケ

ー
ス

を
考

慮
し

高
精

度
に

リ
ス

ク
評

価
・

管
理

複
数

物
質

間
・
製

品
間

で
リ
ス
ク
を
比

較
し
、

自
主

管
理
す
る
た
め
の

手
法

12
自

主
管

理
す
る
た
め
の

手
法

地
域
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

9

地
域

（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

14
地

域
（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

14

ス
ト
ッ
ク
汚
染
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

5

複
雑

な
シ
ナ
リ
オ
の

リ
ス
ク
（
混

合
物

や
複

合
暴

露
等

）
や

感
受
性
や
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
留
意
し
管
理
す
る
た
め
の
手
法

7

・
・
・
こ
れ
ら
技
術
と
他
の
技
術
と
の
関
係
に
つ
い
て
、

次
ペ
ー
ジ
以
降
で
説
明
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N
o
.

リ
ス

ク
管

理
N
o
.

リ
ス

ク
評

価
N
o
.

暴
露

評
価

N
o
.

有
害

性
評

価

6
化

学
物

質
と
そ

れ
以

外
の

ﾘ
ｽ
ｸ
と
の

ﾄﾚ
ｰ
ﾄﾞ
ｵ
ﾌ
を
考

慮
し
た

ﾘ
ｽ
ｸ
管

理
手

法

1
9

管
理

策
の

効
果

（
回

避
さ
れ

た
リ
ス

ク
）
の

経
済

評
価

手
法

2
0

化
学
物
質
の
リ
ス
ク
と
そ
れ
以
外
の

リ
ス

ク
の

統
一

指
標

の
開

発

2
7

ヒ
ト
健

康
に

つ
い

て
共

通
の

指
標

で
評

価
す

る
手

法
2
8

ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の

開
発

1
1

サ
プ

ラ
イ
チ

ェ
ー

ン
含

有
物

質
ト
レ
ー

ス
手

法
*

6
6

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

で
の

用
途

推
定

手
法

6
7

用
途

ご
と
の

排
出

推
計

手
法

2
代

替
物

質
の

リ
ス

ク
な

ど
化

学
物

質
間

の
リ
ス

ク
の

ト
レ
ー

ド
オ

フ
を
考

慮
し
た

リ
ス

ク
管

理
手

法

製
品

か
ら
の

直
接

暴
露

の
評

価
手

法
1
3

リ
ス
ク
評

価
・
管

理
の

技
術

の
関

係
図

　
（
2
/
4
）

管
理

策
の

効
果

（
回

避
さ
れ

た
リ
ス

ク
）
の

経
済

評
価

手
法

1
9

3
7

製
品

の
リ
ス

ク
管

理
手

法

凡
例

技
術

開
発

の

ア
ウ

ト
カ
ム

重
要

技
術

は
、
ゴ
シ

ッ
ク
太

字
で

示
し

た

管
理

策
の

コ
ス
ト
と
効

果

を
同

じ
指

標
で
比

較
可

能

に

化
学

物
質

間
で

、
管

理
策

の

コ
ス

ト
と
効

果
を
考

慮
し
た

適

切
な

管
理

策
が

選
定

可
能

に

化
学

物
質

以
外

の
リ
ス

ク
も
考

慮
し
た

最
適

な

管
理

策
が

選
定

可
能

化
学

物
質

と
そ

れ
以

外

の
リ
ス

ク
を
同

じ
指

標

で
比

較
可

能
に

ヒ
ト
健

康
や

生
態

系
へ

の
リ
ス
ク
に

つ
い

て
の

統
一

評
価

が
可

能
に

製
品

の
リ
ス

ク
評

価
が

可
能

に

2
7

ヒ
ト
健

康
に

つ
い

て
共

通
の

指
標

で
評

価
す

る
手

法

2
8

ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の

開
発

3
0

不
確
実
性
を
含
ん
だ
リ
ス
ク
指
標
の

開
発

3
4
3

不
確
実
性
を
含
ん
だ
暴
露
指
標
の
開

発

2
9

優
先
順
位
付
け
手
法

4

4
2

排
出

量
、
環

境
条

件
な

ど
の

最
悪

ケ
ー

ス
も
反

映
さ
れ

る
よ
う
に

暴
露

シ
ナ

リ
オ

を
体

系
化

9
0

分
解

性
・
蓄

積
性

Q
S
A
R
（
新

規
物

質
の

試
験

結
果

活
用

等
に

よ
る
適

用
性

拡
大

）

9
1

有
害

性
Q
S
A
R
(感

作
性

・
変

異
原

性
・
生

態
エ

ン
ド
ポ

イ
ン
ト
等

）

9
3

カ
テ

ゴ
リ
ー

ア
プ

ロ
ー

チ
手

法
9
4

蓄
積
性

試
験
の
i
n
 
v
i
t
r
o
試
験
法

9
5

そ
の
他
i
n
 
v
i
t
r
o
の
簡
易
な
ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
手

法
(
ヒ

ト
細

胞
な
ど
を
用
い
た
）

9
7

in
 v
it
ro
の

簡
易

で
ハ

イ
ス

ル
ー

プ
ッ
ト
に

対
応

可
能

な
評

価
手

法
9
8

i
n
 
v
i
v
o
で
の
高
速
の

評
価

手
法

9
6

マ
ル

チ
エ

ン
ド
ポ

イ
ン
ト
型

有
害

性
評

価
手

法

評
価

の
優

先
順

位
や

Ｔ
ｉｅ
ｒｅ

ｄ
 A

p
p
ro
ac

h
*

を
考

慮
し
た

効
率

的
リ
ス

ク
管

理
体

系
の

構
築不

確
実

性
を
考

慮
し
て

多
く
の

物
質

を
リ
ス

ク
管

理
す

る
手

法
2
1

デ
ー

タ
等

の
不

確
実

性
を
前

提
と
し
た

リ
ス

ク
管

理
技

法

有
害

性
や

暴
露

の
情

報
が

十
分

に
揃

っ
て

い
な

い
物

質

に
つ

い
て

も
、
不

確
実

性
が

あ
る
中

で
、
適

切
な
リ
ス

ク
管

理
策

が
策

定
可

能
に

T
ie
re
d
 A
p
p
ro
ac

h
に

よ
り
、

効
率

的
な

リ
ス

ク
評

価
（緊

急

性
の

高
い

物
質

か
ら
順

番
に

リ
ス

ク
評

価
）
が

可
能

に

物
質

や
毒

性
に

適
し
た

評
価

手
法

が
体

系
化

さ
れ

、
「
必

要
性

の
低

い
物

質
は

安
価

・

高
速

に
評

価
し
、
必

要
性

の

高
い

物
質

は
詳

細
に

in
 v
iv
o

で
試

験
す

る
」
と
い

う
試

験
戦

略
が

可
能

に

ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ

評
価

が

安
価

・
高

速
あ

る
い

は

H
T
P
化

可
能

に
。
有

害

性
予

測
が

可
能

に

発
が

ん
性

等
、
高

コ
ス

ト
・
長

期
を
要

す
る
毒

性

が
安

価
・
高

速
に

評
価

可
能

に

ヒ
ト
健

康
や

生
態

系
へ

の

リ
ス
ク
に

つ
い

て
の

統
一

評
価

が
可

能
に

切
な

管
理

策
が

選
定

可
能

に

不
確

実
性

を
考

慮
し
た

リ

ス
ク
評

価
手

法
に

よ
っ
て
、

有
害

性
や

暴
露

の
情

報

が
十

分
に

揃
っ
て
い

な
い

物
質

も
含

め
多

く
の

物
質

の
リ
ス
ク
評

価
が

可
能

に
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N
o
.

N
o
.

リ
ス

ク
評

価
N
o
.

N
o
.

有
害

性
評

価

1
2

複
数

物
質

間
・
製

品
間

で
リ
ス

ク
を
比

較
し
、
自

主
管

理
す

る
た

め
の

手
法

1
9

管
理

策
の

効
果

（
回

避
さ
れ

た
リ
ス

ク
）
の

経
済

評
価

手
法

2
0

化
学

物
質

の
リ

ス
ク

と
そ

れ
以

外
の

リ
ス

ク
の

統
一

指
標

の
開

発

2
7

ヒ
ト
健

康
に

つ
い

て
共

通
の

指
標

で
評

価
す

る
手

法
2
8

ヒ
ト

・
生

態
リ

ス
ク

の
統

一
指

標
の

開
発

1
1

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン
含

有
物

質
ト
レ
ー

ス
手

法
*

6
6

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

で
の

用
途

推
定

手
法

6
7

用
途

ご
と
の

排
出

推
計

手
法

3
7

リ
ス
ク
評

価
・
管

理
の

技
術

の
関

係
図

　
（
3
/
4
）

1
3

製
品

の
リ
ス

ク
管

理
手

法

リ
ス
ク
管

理

暴
露

評
価

製
品

か
ら
の

直
接

暴
露

の
評

価
手

法

凡
例

技
術

開
発

の
重

要
技

術
は

、
ゴ

シ
ッ

ク
太

字
で

示
し

た

化
学

物
質

以
外

の
リ
ス
ク

も
考

慮
し
た

最
適

な
管

理

策
が

選
定

可
能

に

化
学

物
質

と
そ

れ
以

外

の
リ
ス
ク
を
同

じ
指

標

で
比

較
可

能
に

ヒ
ト
健

康
や

生
態

系
へ

の
リ
ス
ク
に

つ
い

て
の

統
一

評
価

が
可

能
に

製
品

の
リ
ス
ク
評

価
が

可
能

に

9
地

域
の

リ
ス

ク
管

理
手

法

1
4

 地
域

（
工

場
付

近
）
の

リ
ス

ク
管

理
手

法

5
5

モ
ニ

タ
リ
ン
グ

デ
ー

タ
の

暴
露

評
価

適
用

手
法

6
4

P
R
T
R
デ

ー
タ
の

暴
露

評
価

適
用

手
法

(届
出

デ
ー

タ
、
非

届
出

デ
ー

タ
含

む
)

6
5
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ス
キ
ー
ム
構
築

6
6

ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

で
の

用
途

推
定

手
法

6
7

用
途

ご
と
の

排
出

推
計

手
法

6
8

精
度

評
価

を
伴

っ
た

Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
デ

ー
タ
の

推
計

法
6
9

P
R
T
R
デ

ー
タ
妥

当
性

評
価

手
法

7
0

観
測

値
か

ら
排

出
量

を
推

定
す

る
逆

解
析

手
法

5
ス

ト
ッ
ク
汚

染
の

リ
ス

ク
管

理
手

法

6
2

土
壌

、
地

下
水

汚
染

暴
露

評
価

手
法

※
3
8

ス
ト

ッ
ク

汚
染

に
よ

る
暴

露
の

評
価

手
法

3
9

地
域

別
の

暴
露

評
価

手
法

地
域

の
特

性
を
考

慮
し
た

リ
ス
ク
評

価
が

可
能

に

ス
ト
ッ
ク
汚

染
を
考

慮
し
た

リ
ス
ク
評

価
が

可
能

に
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No.
No.
No.
No.

7

57
バイオアッセイモニタリング手法*(環境測定による化学物質の暴露
把握手法）

58 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出センサー

31 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

55 モニタリングデータの暴露評価適用手法
56 サンプリングスキーム構築(生物相ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽｷｰﾑ含む）

59 環境中微量物質マルチセンサー
60 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー
61 生体中微量物質検出センサー

62 土壌、地下水汚染暴露評価手法※
63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法
68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
69 PRTRデータ妥当性評価手法
70 観測値から排出量を推定する逆解析手法
71 より高精度なマテリアルフロー分析手法

リスク評価
暴露評価
有害性評価

複雑なシナリオのリスク（混合物や複合暴露等）や
感受性やライフスタイルに留意し管理するための手法

リスク評価・管理の技術の関係図　(4/4) リスク管理

有害性検出バイ
オマーカー探索
手法

105

より正確な排出量を反映し

た暴露評価が可能に

環境中で化学変化する化

学物質や地下水を経由し

た暴露の評価が可能に

微量な化学物質の濃度

(環境中や生体中）が迅速

に簡易に測定可能に

運命モデルとモニタリング

結果の比較により、モデル

の精度が向上

暴露評価

凡例

技術開発の

アウトカム

重要技術は、ゴシック太字で

示した

水域等の現場で（検査

機関への運搬不要）、

個別化学物質由来のリ

スクと共に，媒体全体と

してのリスク（個別物質

の同定不要）も迅速に

評価可能に

既に生じている複合暴露の

影響を評価し、対策を立て

ることが可能に（シミュレー

ションによる「事前」予測と

は別に、「事後」的管理も可

能に）

目的やシナリオ、必要精度

に応じてリスク評価可能に

37 製品からの直接暴露の評価手法
66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法

39 地域別の暴露評価手法
64 PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
65 モニタリングスキーム構築
66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法
68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
69 PRTRデータ妥当性評価手法
70 観測値から排出量を推定する逆解析手法

92 メカニズムを考慮したQSAR

103 単純なPBPK*/TD*モデル （in vitro等の試験結果を適用して改

104
詳細なPBPK / TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレー
ション）

107 タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術
105 有害性検出バイオマーカー探索手法

99 in silico人体、in silico生態系
100 ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法
101 遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術
102 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル
76 複合暴露の有害性評価手法

40 感受性の高い集団の暴露評価手法
41 ライフスタイル別の暴露評価手法
77 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

47 自然発生源のある物質の暴露評価手法

44 生態系のリスク評価のための暴露評価手法
45 生態系食物網構造解析手法

78
生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や成長
段階別の有害性推定手法）

106 実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

46 シックハウス症候群の暴露評価手法
75 シックハウス症候群の有害性評価手法

混合物や複数物質の多

重暴露によるリスク評価

が可能に

新規の物質・技術

や懸念されている

リスクの管理が可

能に

感受性やライフスタイ

ルを考慮したリスクを詳

製品のリスク評価が可能

に

地域の特性を考慮したリ

スク評価が可能に

メカニズムに基づき高精

度で３Rに沿った有害性

評価が可能に

分子～細胞～臓器～組

織レベルでのメカニズム

解明

種差を回避・克服し、

個の多様性を反映した

有害性評価が可能に

ナノ粒子のリスク評価が可

能に。さらに、化学物質全

シックハウス症候群のリス

ク評価が可能に

生活環境動植物*や個体

群等生態系のリスク評価が

可能に

自然発生源のある物質の

リスク評価が可能に

有害性評価

工業用ナノ粒子のロードマップ

48 ナノ粒子の暴露評価手法
- ナノ粒子の有害性評価手法

体でのリスク評価と方法論

をすり合わせ、体系的な組

み込みが可能に
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化学物質管理の第2世代

物質ごとのリスクに基づく管理

化学物質管理の第3世代

リスクトレードオフに基づく管理

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じて
リスクと向き合う社会を構築する

2010

リスク評価・管理技術のロードマップの俯瞰図

個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し自主管理する

物質の代表的なケースのリスクを評価し管理する

化学物質のﾘｽｸの情報や評価手

 

法を知りたいときに知ることが

 

でき、化学物質の理解が深まる

物質間や化学物質とそれ以外のﾘｽｸとの間でﾘｽｸを比較し、様々なｹｰ

 

ｽのﾘｽｸに留意しながら管理する．管理策の国際調和を図る

様々な物質や製品のﾗｲﾌｻｲｸﾙでのﾘｽｸを比較し、自主管理する

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを通じ

 

化学物質のﾘｽｸとﾍﾞﾈﾌｨｯﾄに対する理解が深まる

2020 ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸ

 

宣言達成
化学物質の製造・使用が人の健康と
環境にもたらす著しい悪影響を最小化

2020 HPV(4500物質)  SIDS終了

正確な排出量を知る
ライフサイクルでの用途から
環境中への排出量を予測する

難しい試験を簡易に精度よく

試験の低コスト･短期化

QSAR

高速化 高度化
高精度なシミュレーションによる効率化

種差や多様性を考慮した高精度化高速・安価な手法でスクリーニングし
優先して評価すべき物質を戦略的に選定できる

2030

高速・安価なｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
動物実験からシミュレーションへ

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
方
向
性

技
術
開
発
の
方
向
性

用途ごとの排出量推計手法

2008 2020

目標

行政

企業

国民

2008 GHS導入
SAICM国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ

国内外の
動き RoHS

化審法見直しPOPs条約

REACH

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙで予測
環境中での変化を考慮

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの高精度化

感受性･ライフスタイル別にわかる
複合的･累積的な暴露量がわかる

生態系の有害性評価

マルチエンドポイント

複合暴露を考慮

暴露量を高精度に把握

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果との比較検証でさらに実態に近く

暴

 

露

 

評

 

価

有

 

害

 

性

 

評

 

価

排
出
量
の
把
握
・
予
測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの簡易･高精度化
微量でも検出できる

 

その場で結果が分かる
媒体全体としてのリスクを評価できる

高精度なマテリアルフロー分析

不確実性を含めて予測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの活用

検証

データ入力

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

試
験

多くの物質をカバー
優先順位をつけて評価･管理

段階的なリスク評価
Tiered Approach

費用対効果
を考慮

社会全体として
最適な管理

化学物質と
化学物質以外の様々なﾘｽｸや
ベネフィットとの比較

情報不足を考慮･予測しリスクを評価･管理

不確実性を考慮

物質間でリスクを比較

カスタマイズ
可能な精度の

 

確保

●簡易（スクリーニ

 

ングレベル）
～詳細に

●個別ケースに
（媒体別、製品別、

 

ライフスタイル別）
～網羅的に

多様なケースを考慮し高精度にリスク評価

in silico 
人体・生態系

高度な
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

分解性・蓄積性
有害性

ﾒｶﾆｽﾞﾑに基づいた理解による予測性の向上

人体・生態系の階層性を考慮（分子～細胞～臓器～個体～生態系）

●簡易に
●網羅的に
（暴露集団として

トータルに）

 

●オーダーメイド
毒性影響評価に

（個人別に、年齢別に）

●地域の異なる
生態系への応用

ヒト培養細胞を用いて―
簡易なスクリーニング

 

→種差を回避した評価

遺伝子発現解析技術を用いて―
→個人差・感受性差等の多様性を考慮した評価

有害性評価の生体内指標(バイオマーカー)探索

評価目的に
適した精度

暴露評価への適用

網羅的に
詳細に

網羅的かつ詳細に

情報が少なくても推定する

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

濃
度

参考資料５
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リ
ス
ク
削
減
対
象
物
質
群
と
代
表
的
削
減
技
術
の
俯
瞰
図

重
金
属
類
・
難
分
解
性
物
質
等

①
微
粒
子

◎
燃
焼
技
術
(
触
媒
燃
焼
)

◎
捕
集
技
術
(
ﾌｨ
ﾙ
ﾀｰ
)

②
N
O
x

◎
選
択
的
接
触
還
元

◎
直
接
分
解

④
優
先
取
組
物
質

◎
有
害
金
属
の
分
離
・
隔
離

③
V
O
C

◎
完
全
酸
化
分
解

◎
ガ
ス
分
離
膜
に
よ
る
捕
集

◎
ﾌﾟ
ﾛ
ｾｽ
転
換

◎
代
替
物
質

⑥
富
栄
養
化
物
質

◎
生
物
学
的
N
,
P
同
時
除
去

◎
吸
着
剤
に
よ
る
P
分
離

⑦
陰
イ
オ
ン

◎
高
効
率
イ
オ
ン
分
離
技
術

◎
選
択
吸
着
剤

◎
有
害
金
属
分
離
技
術

⑧
重
金
属
類

◎
高
効
率
有
害
金
属
分
離

技
術

◎
選
択
的
重
金
属
分
離
技
術

◎
完
全
酸
化
分
解

⑨
難
分
解
性
物
質

◎
植
物
、
微
生
物
、
化
学
的
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン

⑧
重
金
属
類

◎
溶
融
飛
灰
・
焼
却
灰
中
の
有
害
重
金
属
の
分
離
・
除
去

◎
土
壌
中
の
重
金
属
の
不
溶
化

◎
有
害
な
無
機
顔
料
の
代
替

⑫
有
機
化
合
物

◎
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
の
低
温
接
触
分
解

 ◎
油
汚
染
土
壌
の
吸
着
浄
化

◎
汚
染
土
壌
の
微
生
物
分
解

⑩
廃
酸
・
廃
ア
ル
カ
リ

◎
分
離
幕
に
よ
る
回
収

◎
固
体
酸
・
塩
基
触
媒
へ
の
転
換

⑪
汚
泥

◎
金
属
含
有
汚
泥
の
資
源
化

◎
メ
ッ
キ
廃
液
汚
泥
の
減
容
化

水
域

◎
飛
散
防
止

⑤
ア
ス
ベ
ス
ト

◎
無
害
化
処
理
(
溶
融
)

◎
低
温
処
理
・
資
源
化

⑨
難
分
解
性
物
質

◎
P
C
B
の
無
害
化

◎
P
V
C
の
塩
素
分
離
と
利
用

◎
複
合
材
料
等
の
分
解

⑬
底
泥

◎
生
物
学
的
処
理

◎
化
学
的
処
理

産
業
・
広
域
・
生
活

参
考
資
料

６

大
気

土
壌

廃
棄
物
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化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション（貢献度）

OECDでは、化学物質の有害性評価のための試験の品質を確保す

るには国際的なガイドラインが有用であること 一国で得られた情報

指標1: テストガイドライン策定への貢献
指標3: HPV（高生産量）化学物質点検プログラム

における情報収集への貢献

OECDでは、いずれかの加盟国で年間1,000 トン以上製造・輸入

シリー
ズ

分野
TGプログラムで
の現在のプロ
ジェクト総数

うち、日本がリー
ド国のもの(他国と
の共同提案を含む)

TG100 物理化学的性状 1 0

るには国際的なガイドラインが有用であること、 国で得られた情報
の他国への受入方法の改善が必要なこと、非関税障壁を防ぐ必要が
あること等から、テストガイドラインプログラムの下、テストガイドライン
（TG）を策定している。

HPV安全性点検プログラムにおける各国の担当物質数
年 在

されている化学物質の有害性の初期評価を行うために必要と考え
られるデータを加盟国が分担して収集し、評価を行っている。

2008年3月13日時点において、1,307物質にスポンサーがついて
おり、544 物質につき評価文書が公表されている。
我が国は、1992年の本プログラム発足当初から一貫して協力し

ており、これまでに197物質を担当し、約180 物質の評価に貢献し
てきた。

TG200 生物系への影響 23 4

TG300 分解性・蓄積性 7 0

TG400 健康への影響 31 7

TG500 その他 7 1

－ 一般的事項 5 0

合計 74 12

アメリカ
527

イギリス
131

フランス 41

オランダ 40

韓国 35

その他 181

（2009年1月20日現在）

ドイツ 231

日本 197

131

また2010年までに1,000物質についてデータを収集することを目
標にした新たな計画において、日本は96物質を担当することとなっ
ている。

指標2: ナノマテリアルスポンサーシッププログラムに
おける情報収集への貢献

ナノマテリアルの安全性評価のため、OECD をベースに工業
ナノ材料のヒト健康及び環境の安全性に関する国際協力が進め
られている。このひとつとして、各国が自主的に特定のナノマテ
リアルのスポンサーとなり、情報の収集や試験計画を策定するプロ
グ が が

指標4: 我が国および海外諸国のリスク評価書
の作成実績

化学物質のリスク評価の目的は各国の状況を反映して異なる。
ここでは、数や評価内容の詳細さのレベル（初期リスク評価レベ
ル、詳細リスク評価レベル※ ） を比較する。

物質名 リードスポンサー

フラーレン (C60) 日本
アメリカ

グラムが開始されている。我が国は、代表的な以下の14のナノマテ
リアルのうち、3物質を担当している。

ナノマテリアルスポンサーシッププログラムの

対象物質とスポンサー国

各国のリスク評価書のレベルごとの作成・公開数単層カーボンナノチューブ
（SWCNTs）

日本
アメリカ

複層カーボンナノチューブ
（MWCNTs）

日本
アメリカ

銀ナノ粒子 韓国
アメリカ

鉄ナノ粒子 中国

カーボンブラック

二酸化チタン フランス

各国のリスク評価書のレベルごとの作成・公開数

国・
地域

初期リス
ク評価

レベル※

詳細リス
ク評価

レベル※
備考

日本

150 
(NEDO)
137(環境省、
2008年2月
時点)

23 
(NEDO, 
AIST) 

NEDOプロジェクト、環境省によってリスク評価書

が作成され、公開。うち詳細リスク評価は産総研が
NEDOプロジェクトを受託、産業実態を踏まえて排

出量等を推定し、物質に応じたモデル（メッシュモデ
ルも含む）で濃度を予測。

45 EPA内の各部局の個別プログラムごとに評価を実二酸化チタン フランス
ドイツ

酸化アルミニウム

酸化セリウム アメリカ
イギリス/BIAC(NIA)＊1

酸化亜鉛 イギリス/BIAC (NIA)

二酸化ケイ素 フランス
EC

ポリスチレン

米国

45
(HPV 
Challenge 
Program、
OPPT(農
薬・有害物
質汚染防
止局))

50程度
(EPA内各

プログラ
ム)

EPA内の各部局の個別プログラムごとに評価を実
施。
関連する制度として、OPPTの既存化学物質プロ

グラムでは1993年～1996年にRisk Management 
1(RM1)で2000以上の物質についてスクリーニング
評価を実施。今後Risk Management 2(RM2), Post-
RM2等の段階へ進み詳細なリスク評価が行われる
とされる（詳細は非公開）。

EU 97
(EURAR)

既存化学物質のうち優先141物質について評価。
濃度予測には、ボックスモデル（EUSES)を適用。

69 既存化学物質のうち優先物質リスト(Priority

※初期リスク評価レベル、詳細リスク評価レベルの区分けは、「化学物質のリスク評価およびリスク評
価手法の開発」研究成果報告会講演資料( 中西準子, 2007)を参考とした。

ポリスチレン

デンドリマー

ナノクレイ

（2008年12月3日現在）

*イギリス政府及びOECD 経済産業諮問委員会(Business and 
Industry Advisory Committee)メンバーであるイギリスナノテクノ
ロジー工業協会（Nanotechnology Industries Association）
（出典：OECDホームページ）

カナ
ダ

69
(優先物質
リスト)

－

既存化学物質のうち優先物質リスト(Priority 
Substance List 1 および 2)の69物質(または製品)に
ついて、評価を実施し規制等の必要性を検討。

ｵｰｽ
ﾄﾗﾘ
ｱ

32
(優先既存
化学物質) 

－

他にPBDE等の14の物質について、既存モニタリ

ングデータに基づく初期リスク評価レベルの評価書
が公開。

（特に表記のないものは2009年1月時点）
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化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション（優位性）

指標5:環境ビジネスの市場規模と分野

環境ビジネスのうち、リスク削減関連分野（大気・水質・土壌・廃
棄物）に関連する市場規模においては、日本・世界どちらもにお

指標7:水質汚染分野市場動向と日本のシェア

アジア各国に対する排水処理分野においては、他国の輸出額
が横ばいで推移するなか、日本の輸出額は減少している。

世界 日本
億ドル 億円

環境全般 6,287(2004)
*1

80,473(2004)
*8

大気関連 120(2006)
*2

2,772(2004)
*6

水質関連 3,080(2004)*3 37,662(2004)*6

土壌関連 158(2006)*4 2,052(2006)*7

廃棄物関連 2 070(2004)
*5

37 987(2004)
*6

棄物） 関連す 市場規模 お 、 本 世界 お
いても廃棄物と水質の占める割合が大きい。

排水処理分野におけるアジア各国への国別輸出額推移（単位：Mil $)

横 推移す な 、 本 輸 額 減少 。

世界のリスク削減関連環境ビジネス市場＊9

廃棄物関連 2,070(2004)
*5

37,987(2004)
*6

＊１：「Ｇｌｏｂａｌ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｎｔ Ｍａｒｋｅｔ： Ａｓｉａ］ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎｎａｌ Ｉｎｃ． ２００６．９
＊２：{Catalyst Players Follow Growth to Asia, Middle East]  Chemiical Week August 11,2004
＊３：{The Water industry world wide up to 2010. The  covergence of water and energy]  World Pumps, November, 2001
＊４：EU報告書「Study of Eco-Industry, its size, employment, perspectives and baririers to growth in an enlarged EU] 2006.8より、米国は
「土壌ビジネスの現状と展望」住友信託銀行

産業調査レポートNo14, 2002.5 より現状の市場規模を把握、日米欧市場を合算
＊５：｛Overview of waste manegement industries in selected countries」Ｗａｒｍｅｒ ｂｕｌｌｅｔｉｎ， Ｎｏｖ， ２００６
＊６：「我が国の環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の現状と将来予測にちての推計」 環境省 2003.2
＊７：「2007環境事業における最新事業における最新企業戦略と将来の方向」株式会社 富士経済 2007.2
＊８：環境省の大気、水質、廃棄物のデータに富士経済の土壌のデータを加算したもの

日本のリスク削減関連環境ビジネス市場＊9

出典： 「United States Environmental Industry Export  Competitiveness in Asia」 Environmental Business International , Inc. 2001.9

指標8:水質汚染分野における水処理膜のシェア

億ドル

（2006年における水質汚濁防止装置の対アジア輸出額は305億円（産業機械工業会））

水処理膜総計

日本の輸出額が減少している水質関連分野ではあるが、水処
理膜市場における日本の割合は大きい。

水処理用膜供給における日本の膜メーカー・シェア

兆円

＊9:上部表中の大気・水質・土壌・廃棄物4分野の合計における市場規模の割合

日本, 
60%

海外, 
40%

LP MF UF膜 海水淡水化用逆浸透膜

指標6:環境装置の輸出シェア

日本の環境装置の輸出シェアは高いが、低下の傾向がみられる。

区分 １位 ２位 ３位 傾向（１９９５年との比較）

輸出シェア
（全世界）

米国
２６％

ドイツ
１９％

日本
１５％

日本（１８％→１５％）
米国（２２％→２６％）

輸出シ ア 日本 米国 ドイツ 日本（４３％ ３９％）

日本, 
43%海外, 

57%
日本, 

海外, 
30%

LP+MF+UF膜 海水淡水化用逆浸透膜輸出シェア
（アジア）

日本
３９％

米国
２７％

ドイツ
８％

日本（４３％→３９％）
米国（２３％→２７％）

環境装置輸出シェア（全世界） 環境装置輸出シェア（アジア）

70%
（出典）産業競争力懇談会（COCN）「水処理と水資源の有効活用技術プロジェクト報告書」

2008年3月

出典： 平成１５年度東アジア地域における環境問題・技術移転に関する調査報告書
（社）日本機械工業連合会、（財）国際環境技術移転研究センター

2009ロードマップ37



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事前評価関連資料 

（事業の概要、スケジュール、事前評価書、 

パブリックコメント募集の結果） 



○
環

境
中

に
大

量
に
排

出
さ
れ

て
い
る
有

害
化

学
物

質
の

削
減

技
術

を
開

発
し
、
環

境
中

へ
放

出
さ
れ

る
リ
ス
ク
を
低

減
す
る
こ
と
に
よ
り
、
環

境
対

策
に
資

す
る
。

有
害

化
学

物
質

リ
ス
ク
削

減
基

盤
技

術
研

究
開

発
(新

規
計

画
)

○
開

発
さ
れ

た
技

術
は

、
民

間
企

業
等

に
よ
る
技

術
導

入
を
積

極
的

に
促

進
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

概
要

環
境
に
排
出
さ
れ

て
い
る
人
の

健
康
や

生
態
系

に
有
害

な
恐

れ
の

あ
る
有

害
化
学

物
質

を
削

減
代

替
す
る
技

術
に
つ
い
て

公
募

を
行

う
こ
と
で
民

間
企

業
等

か
ら
抽

参
加

企
業

・
大

学
等

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有

す
る
企

業
・
大

学
等

技
術

開
発

物
質

を
削

減
、
代

替
す
る
技

術
に
つ
い
て
、
公
募

を
行

う
こ
と
で
民

間
企

業
等

か
ら
抽

出
し
、
共

通
基

盤
的

か
つ
安

価
で
多

く
の

事
業

者
に
お
い
て
導

入
可

能
な
実

用
化

に
向

け
た
技
術
を
開
発
す
る
。
具

体
的

に
は
、
今
年
第

１
回
目
の

結
果
が

公
表

さ
れ

た
Ｐ
Ｒ
Ｔ

Ｒ
制
度

（
注
）
等

を
活

用
し
、
排

出
量

・
移

動
量

が
多

く
、
か

つ
危

険
性

（
リ
ス
ク
）
の

高
い
化

学
物

質
に
優

先
順

位
を
つ
け
て
対

象
有

害
化

学
物

質
を
決

定
し
、
そ
れ

を
予

防
的

観
点
か
ら
も
削
減
す
る
た
め
の
技

術
開
発

を
行

う
。
ま
た
、
開

発
し
た
技
術
の

ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の

作
成
等
を
通

じ
て

民
間

企
業

等
に
よ
る
技

術
導

入
を
促

進
す
る

エ ン ド オ ブ パ イ

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
対

策
技
術

○
有

害
化

学
物

質
、
副

生
成

物
の

発
生

抑
制

○
使
用
す
る
有
害
化
学
物
質
の
代
替
物
開

発
○
製
品
製
造
工
程
の
代
替
プ
ロ
セ
ス
技
術
の

開
発

技
術

開
発

研
究

開
発

の
背

景
・
効

果
等

○
化

学
物

質
は

そ
の
機

能
に
よ
り
産

業
活

動
の
あ
ら
ゆ
る
局
面

で
活
用

ン
の

作
成
等
を
通

じ
て
、
民

間
企

業
等
に
よ
る
技

術
導

入
を
促

進
す
る
。

（
注
）
Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
制
度
；
Po

llu
ta

nt
 R

el
ea

se
 a

nd
 T

ra
ns

fe
r R

eg
is

te
r（
化
学
物
質
排
出
移
動
量
届
出

制
度

）

（
期

待
さ
れ

る
効

果
・
経

済
波

及
効

果
等

）

イ プ 対 策 技 術
原
料
投
入

製
品
製
造

製
品

有
害
化
学
物
質

副
生
成
物

リ
ス
ク
削

減
技
術

○
化

学
物

質
は

そ
の
機

能
に
よ
り
産

業
活

動
の
あ
ら
ゆ
る
局
面

で
活
用

さ
れ

て
い
る
重
要

な
材

料
で
あ
る
。
し
か

し
な
が

ら
、
そ
れ

ら
の
中
に
は

有
害
性
を
持
つ
も
の
も
あ
り
、
大
量
に
使
用
さ
れ
る
場
合
に
は
人
体
や

環
境

へ
の

影
響

に
つ
い
て
の

リ
ス
ク
を
評

価
し
、
適

切
な
管

理
の

も
と
使

用
す
る
こ
と
が

必
要

。

○
一
方
、
有
用
な
化
学
物
質
ほ
ど
使
用
量
が
拡
大
す
る
た
め
、
環
境
中

へ
の

排
出

が
多

く
影

響
が

懸
念

さ
れ

る
場

合
に
は

、
化

審
法
の
ほ
か
、

環
境

関
連

法
規
に
よ
る
規

制
が

か
か

る
と
と
な
り

産
業

に
与
え
る
経

済
波

及
効

果
等

）
○

PR
TR

デ
ー
タ
を
活
用
し
た
有

害
化
学
物
質
の
排
出
実
態
と

漏
洩
化
学
物
質
の
把
握

○
リ
ス
ク
削
減
に
資
す
る
代
替
プ

ロ
セ
ス
の

構
築

リ
ス
ク
削

減
技
術

疎
水
性
ポ
リ
マ
ー

両
親
媒
性
物
質

（
Co
-
so
lv
en
t
）

水

疎
水
性
ポ
リ
マ
ー
を
安
定

化
さ
せ
る
ク
ラ
ス
タ
ー
構

造
の
制
御

環
境

関
連

法
規
に
よ
る
規

制
が

か
か

る
こ
と
と
な
り
、
産

業
に
与
え
る
経

済
的
な
影
響
は
甚
大
で
あ
る
。

○
現

在
、

PR
TR

法
に
よ
っ
て
産
業
界
の
自
主
管
理
を
促
進
し
て
い
る
が

、

企
業
に
と
っ
て
容
易
な
対
策
に
つ
い
て
は

比
較
的
取
り
組
み
が

早
い
が
、

対
策
の
課
題
が
わ
か
っ
て
も
技
術
的
な
対
応
方
法
が
わ
か
ら
ず
、
十
分

な
管
理
が
出
来
な
い
た
め
自
主
管
理
が
滞
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ

れ
る
。

ロ
セ
ス
の

構
築

○
有
害
化
学
物
質
（
揮
発
性
、

ハ
ロ
ゲ
ン
系
等

)の
環
境
放
出

削
減

率
９
０
％

以
上

○
有
害
化
学
物
質
（
揮
発
性
、

ロ
ゲ
ン
系
等

)の
代
替
物
質

V
O

C
等

再
利

用

←
臭

素
系

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

(P
C)

両
親
媒
性
物
質

（
Co

so
lv
en
t
）

(1
)マ

イ
ク

ロ
波

加
熱

に
よ

る
回

収
技

術

(3
)次

世
代

水
性

塗
料

技
術

開
発

(代
替

物
質

)

○
化
学
物
質
の
ユ
ー
ザ
ー
側
が
、
そ
の
対
策
技
術
に
つ
い
て
の
知
見
が

無
い
の
に
加
え
、
プ
ラ
ン
ト
・
環
境
装
置
企
業
に
お
い
て
も
、
膨
大
な
多

様
性
の
あ
る
化
学
物
質
の
使
用
状
況
に
つ
い
て
の
知
見
は
乏
し
く
、
こ

こ
に
、
化

学
物

質
管

理
対

策
技

術
に
つ
い
て
の

需
要

と
供

給
の
ギ
ャ
ッ

プ
が

存
在

す
る
こ
と
が

自
主

管
理

の
進

展
を
送

ら
せ

て
い
る
原

因
と

な
っ
て
い
る
。

ハ
ロ
ゲ
ン
系
等

)の
代
替
物
質

合
成

無
害

化

新
シ

リ
コ

ー
ン

系
等

→
難

燃
剤

を
添

加
し

た
PC

(2
)触

媒
に

よ
る

高
効

率
分

解
技

術
(4

)高
性

能
難

燃
材

料
の

技
術

開
発

(代
替

物
質

)

事前評価関連資料1



　
　
　
　
０
９
　
　
　
　
　
　
　
　
１
０
　
　
　
　
　

　
１
１
　
　
　
　
　
　

１
２
　
　
　
　

　
　
　
１
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
２
　
　
　
　
　
　
　
３
　
　
　
　
　
　
　
　
４
　
　
　
　
　
　
　
５
　
　
　
　
　
　
　
　
　
６

有
害

化
学

物
質

リ
ス
ク
削

減
基

盤
技

術
研

究
開

発
実

施
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル

技
術

シ
ー

ズ
の

発
掘

　
　
　
　
　
　
　
事

前
評

価
書

・
基

本
計

画
（
案

）
策

定
作

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基

本
計

画
セ

ッ
ト

ニ ー ズ ・ シ ー ズ

　 　 関 係

　 基 本 計 画

　 策 定 関 係　

　

ニ
ー

ズ
の

探
索

・
収

集

公 募 ・ 審 査 ・ 契

約 関 係

公
募

要
領

作
成

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

の
募

集

対
象

技
術

の
重

点
化

（
委

員
会

等
開

催
or
化

学
会

と
連

携
等

）

サ
イ
ト
等

に
よ
る
ニ

ー
ズ

集
約

N
ED

O
　

PO
ST

２
に

よ
る
意

見
反

映
等

公
募

開
始

審
査

委
員

会

委
託

先
決

定
・
契

約
研

究
開

発
開

始
公

募
資

格
要

件
に

環
境

配
慮

活
動

を
入

れ
る
。

（
但

し
、
ベ

ン
チ
ャ
ー

は
除

外
）

リ
ス
ク
削

減
研

究
会

報
告

を
ベ

ー
ス
に

優
先

物
質

の
再

整
理

　
公

募
説

明
会

開
催

　 そ の 他

　 　

　
財

務
省

説
明

資
料

作
成

等
　
事

業
規

模
確

定
　

「
有

害
化

学
物

質
リ
ス
ク
削

減
基

盤
技

術
先

導
調

査
研

究
」

事前評価関連資料2



事前評価書 

 

１． 事業名称 「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」 

２．推進部署名 環境技術開発部 化学物質管理技術グループ 

３．事業概要 (1) 概要： 

環境中に排出(漏洩も含む)され人の健康や生態系に悪影響を及

ぼすことが懸念される化学物質のリスクを削減するため、エンド

オブパイプ対策やインプラント対策として回収、無害化、代替物

質生産、代替プロセス等に資する実用化基盤技術を開発する。研

究開発成果に求める要素として、リスク削減効果、社会ニーズへ

の対応、導入・波及効果、コスト等を重視し、これらの点で優れ

た技術開発を優先的に取り組む。また、リスク削減すべき対象化

学物質の優先順位付けは、生産量、取扱量、排出量、移動量が多

い物質、国民の健康不安、関心が高い化学物質等から決定するた

め、PRTR 制度(化学物質排出移動量届出制度)の集計結果を活用し、

EPA(米国環境保護庁)のリスク評価手法を用いて行った。これらの

評価結果に基づき、開発期間内に優先順位が高い化学物質(約 10

物質程度)を効率的に削減できる技術を開発する。 

(2)平成 16 年度予算額：170.0(百万円)(委託)  

(3)事業期間：平成 16 年度～平成 19 年度(5 年間) 

４．評価の検討状況：  

15 年度の下期に委託により実施している「有害化学物質リスク削減基盤技術に関する

先導調査研究」における先導調査委員会(委員長：御園生誠工学院大学教授)で、本事業

に関して NEDO が作成した事前評価を検討、意見集約した結果、本事業の実施は強力に推

進する必要があるとの結論を得た。 

第１回調査委員会：平成 15 年 12 月 16 日：事前評価書(案)の開示、意見集約 

第２回調査委員会：平成 16 年 1 月 14 日：事前評価書(案)の確認 

（１） 事業の位置付け・必要性 

①本事業の位置付け： 

現在、国内で利用、流通している化学物質は約 3万 5 千種類と言われており、様々な

素材、製品で利用されている。これらの化学物質の中には有害性が低いにもかかわらず、

揮発性有機化合物のように製造、使用、廃棄の段階で環境中へ大量に排出(漏洩も含む)

されることから、人の健康や生態系への影響などが懸念される化学物質もある。一方、

有害性が高い化学物質(リン系化学物質、ハロゲン系化学物質等)に関する漏洩は既に大

きな社会問題となっており、企業等による自主管理、地方自治体、国による使用規制が

実施されてきた結果、大きな効果を上げている。平成 13 年 4 月、事業者による自主的な

化学物質管理の改善を促進する目的から、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律」に基づきPRTR制度
（注１）

が実施され、国は各事業所等に

対して化学物質毎の製造量、排出量、輸出入量、移動量等に関する総量の届出を求め、
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その集計結果が公表された。この結果、リスク(有害性X暴露量)が高い化学物質に関する

環境中への存在の程度が明らかとなってきた。一方、リスクが懸念される化学物質や化

学物質を含む製品は、社会で広く、大量に使用されており、一旦、環境中に放出されて

しまうと徹底的に回収、無害化処理するには莫大なコストが掛かってしまい、産業界が

単独で対応することはもはや困難な状況となっている。したがって、排出源である工場・

プラント内において、環境への化学物質の排出を徹底して抑制することが強く求められ

ている。このため、従来から事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一

層促進するため、リスクが懸念される化学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に

回収、無害化処理できる新しい技術を国が主体となって開発し、早期の導入・普及を促

進することにより、環境と調和した健全な経済産業活動と安全、安心な国民生活を実現

することが必要である。 

本事業では人の健康や生態系に対して有害性の恐れがあるPRTR対象等化学物質のリス

ク削減に資するエンドオブパイプ対策
（注２）

やインプラント対策
（注３）

を中心とした排出源

地点での回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等に関する研究開発テーマと

技術課題を民間企業等から公募し、汎用性が高くかつ安価で、多くの中小事業者等でも

導入が容易な実用化基盤技術を開発する。 

(注 1)PRTR：化学物質排出移動量届出制度(Pollutant Release and Transfer Register)

化学物質排出把握管理促進法に基づき有害性の恐れがある化学物質について、事

業所からの環境中への排出量及び廃棄物としての事業所外への搬出量等を把握・

集計・公表する制度 

(注 2)製造プロセス等で生成してしまった大気汚染物質や水質汚染物質を煙突や排水と

いう最後の段階で回収、分解する技術 

(注 3)製造、使用段階において、リスクの少ない化学物質への代替、反応工程中におけ

る副生成物、有害化学物質の発生を抑制するプロセスへ転換する技術 

②国のプログラムとの関係における必要性 

本事業は、平成 12 年度から実施されている「化学物質総合評価プログラム」のリスク

削減技術の一環としての位置付けられている。同プログラムでは、平成 20 年度までに化

学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体系を

構築し、リスクの削減に資するプロセス、手法開発、及び基盤技術を整備するものであ

る。平成 15 年度にはリスク削減プロジェクトの中で「次世代化学プロセス技術開発」が

終了する。昨今、PRTR 制度の公表により、リスクが懸念される化学物質に関する情報が

蓄積されてきたことから、本事業では、喫緊に削減すべき化学物質を効率的に削減でき

る実用化技術を開発することで、プログラムの目標を達成することが可能であると判断

した。 

（２） 研究開発目標の妥当性 

2008 年頃までに、PRTR 対象等化学物質のリスクを効率的に削減するため、喫緊に排出

抑制が求められている化学物質の優先順位付けを行い、これらの化学物質のリスク削減

に係る回収、無害化、代替物質生産、代替プロセス等に関する実用化基盤技術を開発す

る。リスク削減の対象となる化学物質は、1)排出量が大きい、2)リスクが大きい又は大
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きいことが疑われる、3)環境規制の動向等を踏まえて、当面、PRTR 集計結果を活用し、

EPA 法(米国 環境保護庁)によるリスク評価を行い、これらの結果を考慮してリスク削

減対象物質を(1) PRTR 制度による国への届出対象物質(工場等の固定発生源)、(2) PRTR

制度による国への届出対象外物質(移動体、家庭等からの排出で国が推計)毎に優先順位

付けを行った。これらの評価結果に基づき、国への届出対象物質から上位 20 物質、国へ

の届出対象外物質から上位 10 物質(但し、 (1)の重複物質を除く)を削減対象物質とし

た。また、本事業では、エンドオブパイプ技術(回収、排出抑制、無害化等)対策、イン

プラント技術(代替物質生産、代替プロセス等)対策を研究課題とし、以下のとおり研究

開発目標を設けた。さらに、成果の導入、普及を促進する観点から、上記の研究課題毎

に汎用性、低コスト等に係わる開発目標も併せて設定することとした。 

【研究開発目標】 

① エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量に対し

て 90%以上を目安とした削減率 

②インプラント技術：リスクを効率的に低減できる代替物質や代替プロセスの実用化

技術 

③その他：実用化までの道筋が明確に検討されている新規有望削減技術 

これらの技術開発の目標設定に際しては、以下の根拠に基づき設定を行った。 

・化学物質はその機能により産業活動のあらゆる局面で利用されている重要な材料であ

るがそれらの中には有害性を持つものもあり、今後は、化学物質の排出により土壌や

河川等への汚染をこれ以上進行させない予防策が必要であり、特に、化学物質を大量

に使用される場合には人や生態系への影響についてのリスクを評価し、適切な管理の

もとで使用することが望まれる。 

・有用な化学物質ほど使用量が拡大し、環境中への排出が多くなることに伴う影響が懸

念されるようになると、化審法(化学物質審査規制法)のほか、環境関連法規等による

規制の縛りが掛かることになり、産業に与える経済的な影響は甚大である。特に、今

後は、住居環境や労働環境の改善が強く求められており、化学物質の排出削減を効率

的に図る必要がある。そのため、リスクが懸念される化学物質に対して、排出しない、

かつ新たなリスクを生じさせることのない新規技術を確立する必要がある。 

・PRTR 制度は産業界の自主管理を促進しているが、企業にとって容易な対策については

既に取り組みが進んでいるが、対策課題がわかっていても技術的な対応策が無い、対

策費用が嵩む等の理由により、自主管理が滞っているケースが散見される。 

・化学物質のユーザー(一般市民等)が、排出状況についての感心が薄いのに加え、化学

物質の消費者(特に中小企業等)においては、取り扱っている化学物質に関する処理状

況や削減対策に関する知見に乏しい、対策コスト高い等が自主管理の促進を遅らせる

原因となっていることから、化学物質のライフサイクル全体に亘って効率的に有害化

学物質が削減できる実用的で、導入・普及が期待できる対策技術が望まれている。 

・環境中に排出されてしまった化学物質に関する回収、処理に係わる費用について検討、

試算は殆ど行われておらず、明らかに排出時回収・無害化のほうが効果的とされてい

る。今後、環境中の有害化学物質の濃度を法律等によって規制される前に、当該研究
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開発による投資集中効果により、化学物質を効率的に削減できる技術を確立しておく

ことは、規制導入に比して十分に対応出来、費用対効果の高い施策といえる。 

（３） 研究開発マネジメント 

①事前評価におけるマネジメント 

本事業では、優先的に削減する必要のある PRTR 対象等化学物質(約 30 物質)を選定し

たのち、化学物質毎のライフサイクルにおける排出状況を把握し、化学物質のリスク削

減が期待できる削減すべき事業者のニーズ(事業分野、プロセス、排出抑制可能量等)と

技術シーズ(企業、研究機関等)における相関関係を整理した。さらに、当該部(グループ)

に設置する化学物質に関する情報 Web サイト(Information Plaza)や NEDO POST2(平成 16

年 2 月)を活用することにより、広く一般市民からの意見を集約して、本事業で実施すべ

き化学物質のリスク削減の方向性を決定する。一方、消費企業や市民からの社会ニーズ

(社会的要請・不安等)に根付いた技術シーズの発掘では国内外の研究事例を調べると共

に、研究機関、企業等からのヒアリング等を実施し、専門家からのアドバイス等を受け

ることで優れた技術提案が行えるスキームを構築し、基本計画の策定及び事業の実施に

反映させるものとする。 

②研究開発におけるマネジメント 

本事業では、各研究開発テーマにプロジェクトリーダーを設置し、研究開発の責任の

所在を明確にするが、事業全体に係わるマネジメントは、外部識者の意見を取り入れな

がら NEDO が責任を持って主体的に行う。具体的には、プロジェクトリーダー、委託先企

業等からヒアリングし、開発目標に対する成果状況などの報告を受けるほか、国内外に

おける当該分野の技術開発動向の調査を行い、次年度の業務委託の可否や、実施内容、

予算規模の見直しを行い、優れた研究成果を上げている研究開発に対しては、研究加速

を弾力的に行える様、予算の効果的配分に努める。また、成果の早期達成が可能と認め

られた研究については、期間内であっても研究を終了させ、実用化へ向けた研究成果の

確保と普及に努める。なお、NEDO は別途定められた技術評価に係わる指針及び技術評価

実施要領に基づき、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について外部有識者による中間評価

を平成 18 年度、事後評価を平成 21 年度に実施する。なお、評価の時期については、当

該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒し

する等、適宜見直すものとする。 

（４） 研究開発成果 

本事業では、研究機関、企業等からの提案された技術の中で、リスク削減効果、社会

ニーズへの対応、導入・波及効果、コスト等を重視して、これらの点で優れた技術開発

に優先的に取り組むこととする。このため、要素技術開発の水準が高い技術テーマより

も、早急に、市場投入、製品化が期待できる技術開発を中心に行う。具体的には、研究

期間中に実用化レベルを達成し、研究開発終了後遅くとも 2～3 年のうちに、事業化、市

場導入が見込まれるものを優先的に採択する。また、本事業の研究成果は他の事業者に

対しても開示を求める。これにより、係る成果の広範囲な事業化により新規産業創成に

も寄与することが期待できる。 
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（５）実用化・事業化の見通し 

国内の企業や事業所において、化学物質に纏わるリスクの削減対策は緊急を要する課

題である。しかし、現状の状況ではこれまでの市場原理が強く働いており、事業者のみ

に削減対策を任せておいては緊急な対応が難しい。本事業は、PRTR 対象物質等のリスク

削減を効率的に行える実用化技術を開発する事業であり、昨今の欧米における厳格な化

学物質、化学品に対する規制が施行される動向から鑑みて、当該技術の実用化への潜在

需要は高まっていることからも合わせて考えると、国が適切な形で支援することにより、

国際的に環境ビジネスの展開が期待できる分野である。すでに、先導調査研究の結果、

実験室レベルの研究が終了し、実用化に近い技術として 20 テーマ以上が抽出されてお

り、本事業を実施することにより平成 18 年頃には実用化の目処を付け、平成 20 年頃に

は実施者や実施者以外の企業等により市場導入、事業化することができれば極めて大き

な波及効果を有するものである。 

（６）その他特記事項 

・本事業はリスクが懸念される PRTR 対象化学物質等のリスク削減を図るための技術開発

であり、化学物質総合評価管理プログラムにおけるリスク削減技術の一環として実施

される。 

・公募の採択基準として、提案機関(主に企業)の環境活動(環境報告書の発刊、ISO 取得、

グリーン調達状況等)を追加する。 

５．評価結果 

 先導調査委員会における専門委員からのアドバイスを受けて、1) リスク削減対象物質

に対して優先順位を付けて、絞り込みを行う、2)リスク削減効果、早期実用化、導入・

波及効果、コストを重視する、3)研究開発成果は広く実施者以外の企業に対しても開示

し事業化を促進する、等を念頭に置きながら実施する必要があると判断した。また、研

究開発の責任の所在を明確にするため、研究開発テーマ毎にプロジェクトリーダーを設

置し、進捗状況を把握しながら、プロジェクトの見直し、中止、加速化を弾力的に行い、

マネジメントの効率化を図る必要があるとの結論を得た。 

以上の観点から、本事業の実施に関して、当該グループにおいては積極的に推進する

べきあると判断した。 

 

参考資料： 

図-１ 本事業の全体スケジュール 

図-２ 本事業の概要 
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技
術
は
、
開
発
途
上
で
あ
る
が
、
今
後
数
年
間
の
検
討
で
実
用
化
可
能
と
考
え

ら
れ
る
。
今
回
の
「
有
害
化
学
物
質
リ
ス
ク
削
減
基
盤
技
術
研
究
開
発
」
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
目
的
・
目
標
・
内
容
か
ら
み
て
、
本
テ
ー
マ
を
取
り
上
げ
て
頂
く
に
ふ
さ
わ

し
い
場
で
あ
る
と
考
え
る
。
 

[考
え
方
と
対
応

] 
PR

TR
対
象
物
質
で
あ
る
塩
化
メ
チ
レ
ン
の
削
減
の
技

術
は
、当
該
基
本
計
画
の
方
針
に
沿
っ
て
お
り
重
要
な
技
術

開
発
と
考
え
ま
す
。
ご
提
案
に
あ
る

EV
AB

AT
に
関
し
ま

し
て
は
、
具
体
的
な
削
減
技
術
、
リ
ス
ク
削
減
効
果
、
社
会

ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
、
導
入
波
及
効
果
、
コ
ス
ト
等
を
十
分
に

ご
検
討
い
た
だ
き
、実
用
的
な
技
術
と
し
て
御
提
案
し
て
い

た
だ
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
 

[反
映
の
有
無
と
反
映
内
容
] 

特
に
な
し
。
 

 

以
上
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・成果要約集 

（研究発表・講演、発表論文、特許等、 

受賞実績、新聞発表） 
 



表　成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 9 35 45 48 37 7 181 －

発表論文 4 3 16 4 2 2 31 他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 2 0 1 7 －

特許等 3 13 39 17 7 4 83 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 2 1 3 －

新聞発表 1 3 5 9 7 3 28 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ａ）エンドオブパイプ技術

年度　
　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 9 30 27 21 10 0 97 －

発表論文 4 2 12 2 1 0 21 他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 1 0 0 5 －

特許等 1 1 5 5 5 2 19 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 1 0 1 －

新聞発表 1 1 2 2 0 0 6 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ｂ）インプラント技術

年度　
成果

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 0 3 18 14 8 7 50 －

発表論文 0 1 4 2 1 2 10 －

内、査読付き 0 0 0 1 0 1 2 －

特許等 2 12 34 12 2 2 64 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 1 1 2 －

新聞発表 0 2 2 7 6 3 20 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ｃ）システム・ソフト技術

年度　
　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 0 2 0 13 19 0 34 －

発表論文 0 0 0 0 0 0 0 －

内、査読付き 0 0 0 0 0 0 0 －

特許等 0 0 0 0 0 0 0 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 0 0 0 －

新聞発表 0 0 1 0 1 0 2 －

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

成果要約集1



表　研究開発テーマごとの成果件数(平成16年－平成21年)
研究開発テーマ 研究発表 受賞

委託先 ・講演 実績他

吸着エレメントとプラズマを組合わ
せた難処理有害化学物質除去の研究
開発

（株）西部技研
(1件作成中)

直接加熱式VOC吸着回収装置の研究
開発
エンバイロメント・テクノロ
ジー・ベンチャーズ（株）
（独）産業技術総合研究所

吸着相オゾン酸化による排出有害物
質の完全分解処理
（財）産業創造研究所
東洋インキエンジニアリング
岩尾磁器工業（株）

マイクロバブルの圧壊による有害化
学物質の高効率分解技術の開発
（株）ＲＥＯ研究所
（独）産業技術総合研究所

大気圧・空気プラズマを利用した揮
発性有機化合物(VOC)等の無害化装
置の開発

3 － － 2 －

イマジニアリング（株）
デュアルメンブレンシステムによる
ガソリンベーパー回収装置の開発
（株）タツノ・メカトロニクス
（独）産業技術総合研究所

含塩素VOC高効率分解固定化装置の
研究開発
JFE ソルデック（株）

インプラ
ント技術

非フェノール系樹脂原料を用いたレ
ジスト材料の開発

(IP) 昭和電工（株）
（独）産業技術総合研究所 外国出願10

PCT出願10

革新的水性塗料の開発
日本ペイント（株）

溶剤フリー塗装技術の研究開発
シルバー精工（株）

有害廃棄物フリー高効率エステル合
成プロセスの開発
（株）ケミクレア
（独）産業技術総合研究所

革新的塗装装置の開発
加美電子工業（株）
（独）産業技術総合研究所

有害化学物質削減支援ツールの開発
（株）三菱化学テクノリサーチ
（株）三菱総合研究所

2

－

0

0

3 －

9

－ 2

エコジャ
パンカッ
プ2008Ｇ
Ｅ特別審
査員賞

第３回
(2009)も
のづくり
日本大賞

50

5

第16回
(2008)化
学・バイ
オつくば

賞

1

2

－

－1

8 1 2 5

5 1

14

7

8

1

2

015 2

5

1

1

83 28 3

シ ス テ
ム・ソフ
ト技術

34 － －

計
181 31

－

4 － 2 － －

14 2 2

区分
発表論文 特許等

6 － －

39 7 10

2

外国出願10
PCT出願10作成中1

－

3

－

30

－

－

5

新聞発表
発表論文
査読付き

6

6

－

3

エンドオ
ブパイプ
技術
(EP)

15

－ －

－

－

16

－
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（
Ａ

）
エ

ン
ド

オ
ブ

パ
イ

プ
技

術
Ａ

－
（
１

）
吸

着
エ

レ
メ

ン
ト

と
プ

ラ
ズ

マ
を

組
合

わ
せ

た
難

処
理

有
害

化
学

物
質

除
去

の
研

究
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
4
年

9
月

1
8
-
1
9
日

希
薄

揮
発

性
有

機
化

合
物

の
吸

着
・
濃

縮
・
プ

ラ
ズ

マ
分

解
技

術
に

つ
い

て
2
0
0
4
年

9
月

2
7
-
2
8
日

大
気

圧
バ

リ
ア

放
電

と
ゼ

オ
ラ

イ
ト

濃
縮

過
程

の
組

み
合

わ
せ

に
よ

る
揮

発
性

有
機

物
の

分
解

（
II）

2
0
0
5
年

6
月

1
0
日

【
講

演
】
V

O
C

排
出

対
策

技
術

2
0
0
5
年

7
月

2
0
日

【
講

演
】
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

技
術

2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

希
薄

揮
発

性
有

機
化

合
物

の
吸

着
プ

ラ
ズ

マ
分

解
技

術
に

つ
い

て
2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

大
気

圧
バ

リ
ア

放
電

と
ゼ

オ
ラ

イ
ト

濃
縮

過
程

の
組

み
合

わ
せ

に
よ

る
揮

発
性

有
機

物
の

分
解

（
III

）
2
0
0
6
年

1
月

2
4
-
2
7
日

D
e
c
o
m

po
si

ti
o
n
 o

f 
V

o
la

ti
le

 O
rg

an
ic

 C
o
m

po
u
n
ds

 a
t 

L
o
w

C
o
n
c
e
n
tr

at
io

n
 U

si
n
g 

a　
  
C

o
m

bi
n
at

io
n
 o

f 
D

e
n
si

fi
c
at

io
n

by
 Z

e
o
lit

e
 A

ds
o
rp

ti
o
n
 w

it
h
 D

ie
le

c
tr

ic
 B

ar
ri
e
r 

D
is

c
h
ar

ge
2
0
0
6
年

2
月

3
日

V
O

C
吸

着
プ

ラ
ズ

マ
分

解
装

置
開

発
概

要
2
0
0
6
年

3
月

2
8
-
3
0
日

V
O

C
の

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

技
術

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

6
月

「
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

装
置

の
開

発
」

2
0
0
6
年

1
1
月

【
講

演
】
V

O
C

濃
縮

装
置

と
そ

の
技

術
を

応
用

し
た

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

装
置

の
開

発

2
0
0
6
年

1
1
月

2
9
日

【
講

演
】
V

O
C

濃
縮

装
置

（
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

装
置

）

2
0
0
7
年

6
月

7
・
8
日

V
O

C
吸

着
プ

ラ
ズ

マ
分

解
装

置
の

開
発

2
0
0
7
年

8
月

2
4
・
2
5
日

V
O

C
吸

着
プ

ラ
ズ

マ
分

解
装

置
の

開
発

2
0
0
7
年

9
月

V
O

C
吸

着
濃

縮
プ

ラ
ズ

マ
分

解
装

置
の

開
発

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
排

出
規

制
と

除
去

技
術

　
日

本
空

気
清

浄
協

会

岡
野

浩
志

分
離

技
術

会
年

会
2
0
0
6

岡
野

、
井

上
、

古
木

、
村

岡
、

山
形

岡
野

浩
志

岡
野

浩
志

岡
野

浩
志

、
井

上
宏

志
、

古
木

啓
明

、
村

岡
克

紀
、

山
形

幸
彦

、

岡
野

浩
志

、
井

上
宏

志
、

古
木

啓
明

、
村

岡
克

紀
、

山
形

幸
彦

発
表

者
井

上
宏

志
、

山
田

健
一

郎
、

岡
野

浩
志

、
村

岡
克

紀
、

山
形

幸
彦

三
角

和
宏

、
仁

保
航

一
郎

、
山

形
幸

彦
、

村
岡

克
紀

、
井

上
宏

志
、

岡
野

浩
志

田
中

康
弘

岡
野

浩
志

井
上

宏
志

、
岡

野
浩

志
、

石
塚

史
成

、
古

木
啓

明
、

村
岡

克
紀

、
山

形
幸

彦
、

仁
保

航
一

郎
、

城
野

寿
文

、
山

形
幸

彦
、

村
岡

克
紀

、
井

上
宏

志
、

岡
野

浩
志

Y
u
ki

h
ik

o
 Y

am
ag

at
a,

K
o
u
ic

h
ir
o
 N

ih
o
, 
K
o
u
ji

In
o
u
e
,H

ir
o
sh

i 
O

ka
n
o
,K

at
su

n
o
ri
 M

u
ra

o
ka

岡
野

浩
志

岡
野

浩
志

、
井

上
宏

志
、

古
木

啓
明

、
石

塚
史

成
、

村
岡

克
紀

、
山

形
幸

彦
、

V
O

C
対

策
‐
法

規
制

の
課

題
・
そ

の
処

理
技

術
：
講

演
＆

展
示

　
化

学
工

学
会

関
西

支
部

発
表

媒
体

第
1
8
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会

化
学

工
学

会
第

7
1
年

会

第
5
7
回

電
気

関
係

学
会

九
州

支
部

連
合

大
会

6
th

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 C
o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
R

e
ac

ti
ve

 P
la

sm
as

 a
n
d 

2
3
rd

S
ym

po
si

u
m

 o
n
 P

la
sm

a 
P

ro
c
e
ss

in
g

第
1
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

平
成

1
7
年

度
P

R
T
R

デ
ー

タ
活

用
セ

ミ
ナ

ー
空

気
汚

染
抑

制
新

技
術

講
演

会
【
台

湾
】

第
1
9
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会

化
学

工
学

会
第

3
9
回

秋
季

大
会

分
離

技
術

会
年

会
2
0
0
7

分
離

技
術

会
第

3
5
回

夏
季

研
究

討
論

会

第
5
8
回

電
気

関
係

学
会

九
州

支
部

連
合

大
会
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Ａ
－

（
１

）
吸

着
エ

レ
メ

ン
ト

と
プ

ラ
ズ

マ
を

組
合

わ
せ

た
難

処
理

有
害

化
学

物
質

除
去

の
研

究
開

発
②

発
表

論
文

発
表

年
月

日
発

表
媒

体
査

読
有

無
発

表
タ

イ
ト

ル
2
0
0
6
年

環
境

浄
化

技
術

、
2
0
0
6
.2

 、
V

o
l.5

、
 N

o
.2

、
3
9

無
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

技
術

2
0
0
6
年

工
業

材
料

、
2
0
0
6
.3

、
V

o
l.5

4
、

N
o
.3

、
5
0
-
5
4

無
V

O
C

排
出

対
策

技
術

－
ハ

ニ
カ

ム
吸

着
式

に
よ

る
濃

縮
燃

焼
法

と
吸

着
プ

ラ
ズ

マ
分

解
装

置
2
0
0
6
年

ク
リ

ー
ン

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

、
2
0
0
6
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、
V

o
l.1

6
、

N
o
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、
4
3
-

4
5

無
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

装
置

2
0
0
6
年

J
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e
se

 J
o
u
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f
A
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d
P

h
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o
l.4

5
,N

o
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0
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有
D

e
c
o
m

po
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ti
o
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f 
V

o
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an
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o
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u
n
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 a
t 

L
o
w

C
o
n
c
e
n
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at
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n
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si
n
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a 
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o
m
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n
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f 
D

e
n
si

fi
c
at
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n
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Z
e
o
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e
 A
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o
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ti
o
n
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h
 D

ie
le

c
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ar
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e
r 

D
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c
h
ar

ge
2
0
0
6
年

7
月

環
境

管
理

2
0
0
6
 V

O
L
．

4
2

無
V

O
C

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

装
置

開
発

概
要

と
実

証
2
0
0
7
年

6
月

電
気

学
会

論
文

誌
Ａ

　
IE

E
J

T
ra

n
s.

F
M

,
V

o
l.1

2
7
,N

o
.6

,2
0
0
7

有
ゼ

オ
ラ

イ
ト

ハ
ニ

カ
ム

と
バ

リ
ア

放
電

組
合

せ
に

よ
る

V
O

C
処

理
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
0
0
9
年

化
学

工
学

会
論

文
誌

投
稿

中
有

「
吸

着
ハ

ニ
カ

ム
と

プ
ラ

ズ
マ

を
組

み
合

わ
せ

た
バ

ッ
チ

式
吸

着
濃

縮
プ

ラ
ズ

マ
分

解
に

よ
る

希
薄

揮
発

性
有

機
化

合
物

の
除

去
」

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
4
年

7
月

2
9
日

特
願

2
0
0
4
-
2
2
1
5
1
0

公
開

有
害

ガ
ス

処
理

装
置

お
よ

び
そ

の
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
方

法
（
株

）
西

部
技

研
井

上
2
0
0
5
年

8
月

3
0
日

特
願

2
0
0
5
-
2
4
9
8
4
7

公
開

有
害

ガ
ス

処
理

装
置

（
株

）
西

部
技

研
井

上
、

古
木

2
0
0
7
年

3
月

2
9
日

特
願

2
0
0
7
-
8
6
8
5
8

公
開

ガ
ス

処
理

装
置

（
株

）
西

部
技

研
坂

口
、

井
上

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
4
年

7
月

3
0
日

有
機

溶
剤

処
理

装
置

　
プ

ラ
ズ

マ
で

効
率

分
解

　
西

部
技

研
が

試
作

機
完

成
2
0
0
5
年

1
1
月

 4
日

揮
発

性
有

機
化

合
物

処
理

　
西

部
技

研
が

小
型

機
開

発
2
0
0
6
年

2
月

最
新

の
工

場
排

ガ
ス

処
理

技
術

　
Ｖ

Ｏ
Ｃ

吸
着

プ
ラ

ズ
マ

分
解

技
術

岡
野

浩
志

田
中

康
弘

岡
野

浩
志

（
株

）
西

部
技

研
（
株

）
西

部
技

研

岡
野

浩
志

井
上

宏
志

、
古

木
啓

明
　

岡
野

浩
志

、
山

形
幸

彦
、

村
岡

克
紀

井
上

、
古

木
、

岡
野

、
山

形
、

村
岡

、
寺

岡

発
表

者
（
株

）
西

部
技

研

Y
u
ki

h
ik

o
 Y

am
ag

at
a,

 K
o
u
ic

h
ir
o
 N

ih
o
, 
K
o
u
ji

In
o
u
e
, 
H

ir
o
sh

i 
O

ka
n
o
, 
K
at

su
n
o
ri
 M

u
ra

o
ka

発
表

者

環
境

浄
化

技
術

２
月

号
日

刊
工

業
新

聞

日
刊

工
業

新
聞
発

表
媒

体

成果要約集4



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

8
月

2
6
日

S
tr

e
ss

-
S
tr

ai
n
 C

u
rv

e
 o

f 
A

c
ti
va

te
d 

C
ar

bo
n
 F

ib
e
r 

S
h
e
e
t

an
d 

E
le

c
tr

ic
al

 R
e
si

st
an

c
e

2
0
0
5
年

8
月

2
5
日

S
e
le

c
ti
ve

 F
o
rm

at
io

n
 o

f 
W

e
ll-

de
fi
n
e
d 

M
o
rp

h
o
lo

gi
c
al

P
o
ro

u
s 

S
ili

c
a 

U
si

n
g 

S
o
di

u
m

 S
ili

c
at

e
 b

y 
T
ri
bl

o
c
k

C
o
po

ly
m

e
r 

T
e
m

pl
at

in
g

2
0
0
5
年

1
0
月

2
1
日

中
小

発
生

源
か

ら
の

V
O

C
の

吸
着

回
収

2
0
0
5
年

1
0
月

2
8
日

活
性

炭
素

繊
維

シ
ー

ト
の

応
力

と
電

気
抵

抗
変

化

2
0
0
5
年

1
1
月

3
日

強
誘

電
体

の
キ

ュ
リ

ー
ポ

イ
ン

ト
を

用
い

た
マ

イ
ク

ロ
波

加
熱

制
御

2
0
0
5
年

1
1
月

4
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
V

O
C

吸
着

回
収

の
た

め
の

吸
着

剤
の

検
討

2
0
0
5
年

1
2
月

1
4
日

ナ
ノ

空
間

と
マ

ク
ロ

形
態

を
制

御
し

た
シ

リ
カ

材
料

と
V

O
C

吸
脱

着
特

性
2
0
0
6
年

2
月

2
8
日

中
小

発
生

源
か

ら
の

V
O

C
の

吸
着

回
収

2
0
0
6
年

3
月

9
日

活
性

炭
素

シ
ー

ト
の

脱
着

温
度

に
お

け
る

応
力

と
電

気
抵

抗

2
0
0
6
年

3
月

2
6
日

T
E
0
1
1
モ

ー
ド

円
筒

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
微

小
試

料
の

複
素

誘
電

率
評

価
2
0
0
6
年

4
月

1
1
日

V
O

C
実

態
把

握
に

よ
る

空
気

質
改

善
の

た
め

の
研

究
人

2
0
0
6
年

7
月

3
1
日

S
yn

th
e
si

s 
o
f 

W
e
ll-

de
fi
n
e
d 

M
o
rp

h
o
lo

gi
c
al

 P
o
ro

u
s 

S
ili

c
a,

R
o
dl

ik
e
, 
F
ib

e
rl
ik

e
, 
an

d 
S
ph

e
ri
c
al

 P
ar

ti
c
le

s,
 U

si
n
g 

S
o
di

u
m

S
ili

c
at

e
 b

y 
T
ri
bl

o
c
k 

C
o
po

ly
m

e
r 

T
e
m

pl
at

in
g

2
0
0
6
年

8
月

1
0
日

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 a

n
d 

T
e
m

pe
ra

tu
re

D
e
pe

n
de

n
c
e
 f

o
r 

T
h
in

 M
at

e
ri
al

 w
it
h
in

 C
av

it
y 

R
e
so

n
at

o
r

社
団

法
日

本
空

気
清

浄
協

会
 第

2
4
回

空
気

清
浄

と
コ

ン
タ

ミ
ネ

ー
シ

ョ
ン

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

研
究

大
会

第
5
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

0
th

 A
n
n
u
al

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

発
表

媒
体

第
1
3
回

国
際

粘
土

会
議

エ
コ

テ
ク

ノ
2
0
0
5
「
使

え
る

産
総

研
発

、
環

境
・
リ

サ
イ

ク
ル

技
術

」
講

演
会

計
測

自
動

制
御

学
会

中
部

支
部

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

2
0
0
5

3
rd

 I
n
t.
 C

o
n
f.
 A

dv
. 
F
ib

e
r/

T
e
xt

ile
M

at
e
r.

つ
く
ば

新
技

術
講

座

平
成

1
7
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

シ
リ

ー
ズ

5
「
我

が
国

に
お

け
る

環
境

技
術

開
発

の
新

た
な

展
開

」
低

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
型

環
境

負
荷

物
質

低
減

技
術

開
発

成
果

発
表

会
日

本
機

械
学

会
北

陸
信

越
支

部
第

4
3
期

講
演

会
電

子
情

報
通

信
学

会
2
0
0
6
年

総
合

大
会

Z
M

P
C

2
0
0
6
(I
n
te

rn
at

io
n
al

 S
ym

po
si

u
m

o
n
 Z

e
o
lit

e
s 

an
d 

M
ic

ro
po

ro
u
s

C
ry

st
al

s)

第
5
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

中
村

祐
樹

、
田

中
京

子
、

山
浦

逸
雄

、
白

井
汪

芳
、

小
林

 悟

発
表

者

高
上

公
輔

、
熊

谷
一

清
、

水
越

厚
史

、
野

口
美

由
貴

、
柳

沢
幸

雄

小
菅

勝
典

、
菊

川
伸

行
、

竹
森

 信

I. 
Y
am

au
ra

 e
t 

al
.

小
菅

勝
典

 他

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
菊

川
伸

行
、

烏
鷹

幸
弘

小
菅

勝
典

烏
鷹

幸
弘

、
小

林
悟

、
川

澄
珠

美
、

長
野

義
信

、
小

菅
勝

典
、

菊
川

伸
行

、
金

 潤
甲

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

中
村

祐
樹

、
田

中
京

子
、

鮑
力

民
、

山
浦

逸
雄

、
小

林
悟

勝
田

祐
馬

、
金

井
由

宇
、

二
川

佳
央

Y
. 
N

ik
aw

a 
an

d 
Y
. 
K
an

ai

成果要約集5



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

8
月

S
tu

dy
 o

n
 P

at
c
h
 A

rr
ay

 i
n
 M

u
lt
im

o
de

 C
av

it
y 

fo
r 

H
e
at

in
g

T
h
in

 M
at

e
ri
al

”
,

2
0
0
6
年

8
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 f

o
r 

M
at

e
ri
al

s
U

n
de

rM
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g 

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
6
年

9
月

7
日

実
測

に
よ

る
簡

易
モ

ニ
タ

ー
で

の
T
V

O
C

測
定

の
検

討

2
0
0
6
年

9
月

R
e
c
e
n
t 

P
ro

gr
e
ss

 a
n
d 

P
e
rs

pe
c
ti
ve

 o
n
 M

ic
ro

w
av

e
A

pp
lic

at
io

n
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s 

in
 J

ap
an

2
0
0
6
年

9
月

基
礎

か
ら

の
高

周
波

・
マ

イ
ク

ロ
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
技

術

2
0
0
6
年

9
月

T
M

0
1
0
 モ

ー
ド

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
材

料
の

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
に

よ
る

複
素

誘
電

率
温

度
特

性
評

価
2
0
0
6
年

1
1
月

マ
イ

ク
ロ

波
領

域
に

お
け

る
有

機
材

料
の

複
素

誘
電

率
温

度
依

存
性

の
評

価
2
0
0
6
年

1
1
月

3
日

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
式

Ｖ
Ｏ

Ｃ
吸

着
回

収
装

置
の

開
発

2
0
0
6
年

1
1
月

マ
イ

ク
ロ

波
帯

円
筒

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
微

小
材

料
の

複
素

誘
電

率
温

度
依

存
性

の
測

定
2
0
0
6
年

1
1
月

空
洞

共
振

器
に

よ
る

材
料

の
異

方
性

の
測

定

2
0
0
6
年

1
1
月

U
n
if
o
rm

 M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g 

fo
r 

L
o
w

 L
o
ss

 M
at

e
ri
al

 U
si

n
g

C
ir
c
u
la

r 
P

o
la

ri
zi

n
g 

P
at

c
h
 A

rr
ay

2
0
0
6
年

1
1
月

材
料

の
複

素
誘

電
率

・
透

磁
率

の
測

定
評

価

2
0
0
6
年

1
1
月

直
交

3
 軸

成
分

を
考

慮
し

た
電

磁
界

可
視

化
に

関
す

る
検

討
講

演
要

旨
集

2
0
0
6
年

1
1
月

ア
ル

ミ
ナ

中
に

分
散

し
た

無
機

物
質

の
マ

イ
ク

ロ
波

発
熱

挙
動

2
0
0
6
年

1
1
月

M
ic

ro
w

av
e
 B

as
is

 a
n
d 

T
h
e
ir
 A

pp
lic

at
io

n
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

2
0
0
6
年

：
A

C
F
 フ

ェ
ル

ト
付

設
電

極
の

電
極

抵
抗

 ―
導

電
性

接
着

剤
に

よ
る

差
異

L
e
c
tu

re
s 

in
 H

ar
bi

n
 I
n
st

it
u
te

 o
f

T
e
c
h
n
o
lo

gy
―

、
計

測
自

動
制

御
学

会
中

部
支

部
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
6

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

 第
6
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
･応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
第

6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
第

6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

0
th

 A
n
n
u
al

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

発
表

媒
体

2
0
0
6
 年

電
子

情
報

通
信

学
会

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

ソ
サ

イ
エ

テ
ィ

大
会

B
o
o
k 

o
f 

A
bs

tr
ac

t,
 3

rd
 I
n
te

rn
at

io
n
al

C
o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
 M

ic
ro

w
av

e
C

h
e
m

is
tr

y

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

2
0
0
6
 C

h
in

a-
J
ap

an
 J

o
in

t 
M

ic
ro

w
av

e
C

o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

日
本

建
築

学
会

 2
0
0
6
年

度
大

会
(関

東
)

学
術

講
演

会

A
E
T
 J

ap
an

 セ
ミ

ナ
ー

: 
基

礎
か

ら
の

高
周

波
・
マ

イ
ク

ロ
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
技

術
資

料

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

黒
田

直
樹

、
中

村
祐

樹
、

田
中

京
子

、
山

浦
逸

雄小
林

悟
、

筒
井

咲
子

、
菊

川
伸

行
他

勝
田

祐
馬

、
二

川
 佳

央

発
表

者
Y
. 
N

ik
aw

a

熊
谷

一
清

・
野

口
美

由
貴

・
柳

沢
幸

雄

関
 勇

、
二

川
佳

央

Y
. 
N

ik
aw

a

二
川

佳
央

Y
. 
N

ik
aw

a

二
川

佳
央

、
菊

川
伸

行
、

長
野

義
信

、
小

林
悟

二
川

佳
央

Y
. 
G

u
an

 a
n
d 

Y
. 
N

ik
aw

a,

Y
. 
N

ik
aw

a

金
井

由
宇

、
二

川
 佳

央

二
川

佳
央

、
関

 勇

齊
藤

愛
子

、
小

林
悟

、
烏

鷹
幸

弘
、

長
野

義
信

、
山

下
公

成
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Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

1
月

中
小

発
生

源
に

適
し

た
ス

チ
ー

ム
レ

ス
V

O
C

吸
着

回
収

技
術

2
0
0
7
年

8
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t 

C
o
m

pl
e
x

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
D

ie
le

c
tr

ic
 M

at
e
ri
al

 b
y 

M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
7
年

8
月

3
1
日

T
V

O
C

に
よ

る
一

般
環

境
・
作

業
環

境
・
屋

外
環

境
の

V
O

C
s汚

染
指

標
統

合
化

（
福

岡
，

2
0
0
7
.8

.3
1

2
0
0
7
年

9
月

1
1
日

吸
着

剤
直

接
加

熱
技

術
を

用
い

た
V

O
C

吸
着

回
収

装
置

の
開

発
2
0
0
7
年

9
月

1
3
日

実
測

調
査

に
よ

る
金

属
鍍

金
工

場
内

の
ト

リ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

濃
度

と
そ

の
範

囲
に

つ
い

て
2
0
0
7
年

9
月

2
6
日

高
周

波
誘

導
加

熱
を

利
用

し
た

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

試
作

2
0
0
7
年

9
月

高
周

波
発

熱
素

材
の

誘
電

率
・
透

磁
率

特
性

評
価

と
発

熱
特

性

2
0
0
7
年

9
月

マ
イ

ク
ロ

波
領

域
に

お
け

る
誘

電
体

・
磁

性
体

材
料

に
対

す
る

電
磁

気
的

特
性

の
温

度
依

存
性

評
価

2
0
0
7
年

1
2
月

D
yn

am
ic

 M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
M

at
e
ri
al

 b
y 

M
ic

ro
w

av
e
 h

e
at

in
g

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
7
年

1
2
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
fo

r 
T
h
in

 M
at

e
ri
al

 d
u
ri
n
g 

M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g

2
0
0
7
年

度
日

本
建

築
学

会
講

演
会

T
X
 テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
・
シ

ョ
ー

ケ
ー

ス
 イ

ン
ツ

ク
バ

2
0
0
7

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

1
st

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

発
表

媒
体

二
川

佳
央

、
小

林
 悟

、
 菊

川
伸

行
、

 長
野

義
信 二

川
佳

央
、

 関
 勇

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a 
an

d 
Y
o
n
g 

G
u
an

菊
川

伸
行

、
齊

藤
亜

衣
子

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

、
烏

鷹
幸

弘
、

小
林

悟

菊
川

伸
行

､小
菅

勝
典

、
竹

森
信

、
小

林
悟

発
表

者

亀
谷

桂
一

郎
、

烏
鷹

幸
弘

野
口

美
由

貴
他

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a,
 Y

o
n
g 

G
u
an

野
口

美
由

貴
他

Y
u
m

a 
K
at

su
ta

 a
n
d 

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a
2
0
0
7
 A

si
a-

P
ac

if
ic

 M
ic

ro
w

av
e

C
o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

J
C

II講
演

会

2
0
0
7
年

度
日

本
建

築
学

会
講

演
会

第
1
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

第
1
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

2
0
0
7
 A

si
a-

P
ac

if
ic

 M
ic

ro
w

av
e

C
o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

第
１

回
日

本
電

磁
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
学

会
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

成果要約集7



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

筑
波

石
川

研
究

交
流

会
機

関
誌

,第
1
9
号

,p
.1

2
(2

0
0
6
)

無
中

小
発

生
源

に
適

し
た

V
O

C
 吸

着
回

収
技

術
の

開
発

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

3
, 
pp

.
1
6
1
8
-
1
6
2
1
(2

0
0
6
)

無
P

at
c
h
 A

rr
ay

 t
o
 H

e
at

 T
h
in

 M
at

e
ri
al

 U
si

n
g 

M
ic

ro
w

av
e

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

3
, 
pp

.
1
4
4
9
-
1
4
5
2
(2

0
0
6
)

無
S
tu

dy
 o

n
 C

o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
M

at
e
ri
al

s 
W

it
h

T
e
m

pe
ra

tu
re

 C
h
an

ge
 b

y 
M

ic
ro

w
av

e
 H

e
at

in
g

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

1
, 
pp

.
5
8
7
-
5
9
0
 (

2
0
0
6
)

無
O

bl
iq

u
e
ly

 C
u
t 

O
pe

n
 E

n
de

d 
C

o
ax

ia
l 
P

ro
be

 f
o
r 

O
bt

ai
n
in

g
C

o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
L
o
ss

y 
M

at
e
ri
al

s

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

2
, 
pp

.
1
2
0
8
-
1
2
1
1
(2

0
0
6
)

無
E
qu

al
iz

in
g 

o
f 

G
ro

u
p 

D
e
la

y 
fo

r 
F
e
e
d 

F
o
rw

ar
d 

A
m

pl
if
ie

r
U

si
n
g 

D
ie

le
c
tr

ic
 F

ilt
e
rs

2
0
0
6
年

電
子

情
報

通
信

学
会

論
文

誌
C

, 
V

o
l. 

J
8
9
-
C

, 
N

o
. 
1
2
,

pp
.1

0
3
2
-
1
0
3
8
 (

2
0
0
6
)

有
円

筒
空

洞
共

振
器

を
用

い
た

材
料

の
複

素
誘

電
率

の
マ

イ
ク

ロ
波

照
射

に
よ

る
温

度
依

存
特

性
測

定

2
0
0
6
年

電
子

情
報

通
信

学
会

論
文

誌
C

, 
V

o
l. 

J
8
9
-
C

, 
N

o
. 
1
2
,

pp
.1

0
8
2
-
1
0
8
4
(2

0
0
6
)

有
斜

め
切

削
開

放
終

端
同

軸
プ

ロ
ー

ブ
に

よ
る

損
失

媒
質

の
複

素
誘

電
率

測
定

Y
. 
G

u
an

, 
T
. 
N

ak
ay

am
a 

an
d 

Y
. 
N

ik
aw

a

J
. 
H

ay
as

h
i 
an

d 
Y
. 
N

ik
aw

a

関
勇

、
二

川
佳

央

道
山

哲
幸

、
田

辺
英

二
、

二
川

佳
央

発
表

者
菊

川
伸

行
、

小
林

悟

Y
. 
N

ik
aw

a 
an

d 
Y
. 
G

u
an

T
. 
M

ic
h
iy

am
a,

 E
. 
T
an

ab
e
, 
an

d 
Y
. 
N

ik
aw

a

成果要約集8



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

5
月

1
日

特
願

2
0
0
6
-
1
2
7
8
4
1

公
開

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
の

温
度

制
御

方
法

及
び

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
装

置
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
エ

ン
バ

イ
ロ

メ
ン

ト
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
・
ベ

ン
チ

ャ
ー

ズ
(E

T
V

)株
式

会
社

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
菊

川
伸

行
、

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

齊
藤

亜
衣

子
2
0
0
7
年

1
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
2
1
8
6
9

公
開

被
覆

活
性

炭
及

び
そ

の
製

造
方

法
E
T
V

(株
)

齊
藤

亜
衣

子
、

小
林

悟
、

烏
鷹

幸
弘

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

2
0
0
7
年

2
月

9
日

特
願

2
0
0
7
-
3
0
9
3
3

公
開

吸
着

体
及

び
そ

れ
を

用
い

た
吸

着
回

収
装

置
E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
小

林
悟

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
7
年

5
月

1
4
日

特
願

2
0
0
7
-
1
2
8
3
4
5

公
開

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
ユ

ニ
ッ

ト
E
T
V

(株
)

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
7
年

6
月

2
8
日

特
願

2
0
0
7
-
1
7
0
7
0
7

公
開

高
周

波
加

熱
式

吸
着

塔
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
E
T
V

(株
)

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

、
川

崎
文

子
、

長
野

義
信

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

3
月

1
9
日

特
願

2
0
0
8
-
7
0
5
0
1

出
願

金
属

製
容

器
又

は
金

属
製

管
の

密
閉

シ
ー

ル
方

法
E
T
V

(株
)

山
下

公
成

、
長

野
義

信
、

烏
鷹

幸
弘

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
8
-
9
1
9
9
3

出
願

無
排

水
化

吸
着

回
収

装
置

E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

4
月

1
日

特
願

2
0
0
8
-
9
2
2
0
3

出
願

吸
着

回
収

装
置

E
T
V

(株
)

山
下

公
成

、
烏

鷹
幸

弘
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

6
月

2
6
日

特
願

2
0
0
8
-
1
6
7
6
5
8

出
願

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
用

吸
着

体
E
T
V

(株
)

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
小

林
悟

2
0
0
8
年

7
月

2
日

特
願

2
0
0
8
-
1
7
3
6
0
8

出
願

金
属

皮
膜

吸
着

体
E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

、
小

林
悟

成果要約集9



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。
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Ａ
－

（
３

）
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

排
出

有
害

物
質

の
完

全
分

解
処

理
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

1
0
月

3
1
日

～
1
1

月
4
日

A
ds

o
rp

ti
ve

 o
zo

n
at

io
n
 o

f 
o
rg

an
ic

 p
o
llu

ta
n
ts

 i
n
 z

e
o
lit

e
m

o
n
o
lit

h
: 
A

 k
in

e
ti
c
 s

tu
dy

2
0
0
5
年

1
1
月

1
8
-
1
9
日

A
pp

lic
at

io
n
 o

f 
ad

so
rp

ti
ve

 o
zo

n
at

io
n
 p

ro
c
e
ss

 i
n

w
as

te
w

at
e
r 

tr
e
at

m
e
n
t

2
0
0
5
年

9
月

1
5
-
1
7
日

吸
着

オ
ゾ

ン
酸

化
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
有

害
化

学
物

質
分

解
と

そ
の

速
度

解
析

2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

ハ
ニ

カ
ム

担
持

ゼ
オ

ラ
イ

ト
を

用
い

た
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

水
溶

液
中

有
害

化
学

物
質

の
分

解
2
0
0
5
年

7
月

2
9
-
3
0
日

有
機

物
を

対
象

と
し

た
液

相
オ

ゾ
ン

吸
着

反
応

の
基

礎
的

検
討

2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

ハ
ニ

カ
ム

担
持

ゼ
オ

ラ
イ

ト
を

用
い

た
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

気
相

中
有

害
化

学
物

質
の

分
解

②
発

表
論

文
　

な
し

。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

　
な

し
。

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

蔡
宗

岳
、

下
ヶ

橋
雅

樹
、

藤
井

隆
夫

、
迫

田
章

義

蔡
宗

岳
、

下
ヶ

橋
雅

樹
、

藤
井

隆
夫

、
迫

田
章

義
、

藤
田

洋
崇

、
泉

順
、

熊
谷

幹
郎

藤
田

洋
崇

藤
田

洋
崇

、
熊

谷
幹

郎
、

泉
順

第
1
9
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会
第

1
6
回

日
本

吸
着

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

発
表

者
A

IC
h
E
 2

0
0
5
 A

n
n
u
al

 M
e
e
ti
n
g

発
表

媒
体

T
h
e
 3

0
th

 C
o
n
fe

re
n
c
e
 o

f
W

as
te

w
at

e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

T
e
c
h
n
o
lo

gy
化

学
工

学
会

第
3
7
回

秋
季

大
会

第
1
9
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会

T
su

n
g-

Y
u
e
h
 T

sa
i, 

M
as

ak
i 
S
ag

e
h
as

h
i,

T
ak

ao
 F

u
jii

, 
A

ki
yo

sh
i 
S
ak

o
da

T
su

n
g-

Y
u
e
h
 T

sa
i, 

M
as

ak
i 
S
ag

e
h
as

h
i,

T
ak

ao
 F

u
jii

, 
A

ki
yo

sh
i 
S
ak

o
da
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Ａ
－

（
４

）
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊
に

よ
る

有
害

化
学

物
質

の
高

効
率

分
解

技
術

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
4
年

9
月

1
4
 日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開

2
0
0
4
年

1
0
月

5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

2
0
0
4
年

1
0
月

1
2
日

小
さ

な
気

泡
の

神
秘

2
0
0
4
年

1
2
月

8
日

微
小

気
泡

の
基

礎
と

可
能

性
2
0
0
5
年

1
月

1
8
日

オ
ゾ

ン
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

に
よ

る
殺

菌
技

術

2
0
0
5
年

1
月

2
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
に

よ
る

水
環

境
改

善
2
0
0
5
年

2
月

1
7
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

工
学

的
応

用
の

可
能

性
2
0
0
5
年

4
月

1
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

工
学

的
利

用

2
0
0
5
年

6
月

2
0
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

基
礎

特
性

と
工

学
的

応
用

2
0
0
5
年

9
月

3
0
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開
2
0
0
5
年

9
月

3
0
日

格
子

ボ
ル

ツ
マ

ン
法

の
適

用
と

展
開

－
微

細
多

孔
質

体
内

流
れ

解
析

と
二

相
流

界
面

追
跡

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

－
2
0
0
5
年

1
0
月

2
8
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開
2
0
0
5
年

1
1
月

1
2
日

微
小

気
泡

の
現

状
と

将
来

性
2
0
0
5
年

1
1
月

2
0
日

格
子

ボ
ル

ツ
マ

ン
法

と
フ

ェ
ー

ズ
フ

ィ
ー

ル
ド

モ
デ

ル
に

基
づ

く
二

相
流

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

2
0
0
5
年

1
2
月

1
4
日

微
小

気
泡

の
不

思
議

な
特

性
と

そ
の

応
用

展
開

2
0
0
6
年

2
月

1
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
と

そ
の

応
用

の
研

究
つ

く
ば

新
技

術
講

座
光

触
媒

研
究

会
特

別
講

演

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

第
1
8
回

計
算

力
学

講
演

会
高

橋
正

好
高

田
尚

樹

高
橋

正
好

高
田

尚
樹

発
表

者

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

日
本

化
学

工
学

会
関

東
支

部
特

別
講

演

水
産

業
中

央
研

修
会

発
表

媒
体

技
術

情
報

セ
ミ

ナ
ー

講
演

会

科
学

技
術

振
興

機
構

研
究

成
果

活
用

プ
ラ

ザ
広

島
講

演
会

産
総

研
ラ

ン
チ

ョ
ン

セ
ミ

ナ
ー

日
本

機
能

水
学

会
特

別
講

演

第
9
回

計
算

理
工

学
フ

ォ
ー

ラ
ム

川
崎

商
工

会
議

所
特

別
講

演
宮

城
県

東
松

島
市

特
別

講
演

つ
く
ば

エ
ン

バ
イ

ロ
フ

ォ
ー

ラ
ム

講
演

会
日

本
ウ

ォ
ー

タ
ー

ジ
ェ

ッ
ト

学
会

特
別

講
演 静

岡
工

業
技

術
セ

ン
タ

ー
特

別
講

演
技

術
情

報
セ

ン
タ

ー
セ

ミ
ナ

ー
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Ａ
－

（
４

）
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊
に

よ
る

有
害

化
学

物
質

の
高

効
率

分
解

技
術

の
開

発
②

発
表

論
文

発
表

年
月

日
発

表
媒

体
査

読
有

無
発

表
タ

イ
ト

ル
2
0
0
4
年

セ
ー

フ
テ

ィ
ダ

イ
ジ

ェ
ス

ト
5
0
(1

0
),
 2

-
9
, 
2
0
0
4

無
小

さ
な

気
泡

の
不

思
議

な
力

2
0
0
4
年

水
2
0
0
4
(9

) 
2
3
-
2
8
, 
2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
基

礎
物

性
2
0
0
4
年

食
品

工
業

2
0
0
4
(8

) 
2
6
-
3
4
,

2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊

2
0
0
4
年

ア
ク

ア
ネ

ッ
ト

7
(6

) 
7
0
-
7
4
,

2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
工

学
的

な
利

用

2
0
0
5
年

環
境

浄
化

技
術

4
（
6
）
, 
6
－

1
0
, 
2
0
0
5

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

を
利

用
し

た
水

処
理

技
術

2
0
0
5
年

J
. 
P

h
ys

. 
C

h
e
m

. 
B

 1
0
9
,

2
1
8
5
8
-
2
1
8
6
4
, 
2
0
0
5

有
ζ

 P
o
te

n
ti
al

 o
f 

M
ic

ro
bu

bb
le

 i
n
 A

qu
e
o
u
s 

S
o
lu

ti
o
n
s:

E
le

c
tr

ic
al

 P
ro

pe
rt

ie
s 

o
f 

th
e
 G

as
 –

 W
at

e
r 

In
te

rf
ac

e

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

　
な

し
。

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

発
表

者

M
as

ay
o
sh

i 
T
ak

ah
as

h
i

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好
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Ａ
－

（
５

）
大

気
圧

・
空

気
プ

ラ
ズ

マ
を

利
用

し
た

揮
発

性
有

機
化

合
物

(V
O

C
)等

の
無

害
化

装
置

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
2
日

プ
ラ

ズ
マ

燃
焼

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
自

動
車

燃
費

改
善

と
V

O
C

 処
理

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

マ
イ

ク
ロ

波
パ

ル
ス

プ
ラ

ズ
マ

技
術

を
用

い
た

V
O

C
ガ

ス
低

減

2
0
0
8
年

1
2
月

1
2
日

（
G

E
特

別
賞

受
賞

）
マ

イ
ク

ロ
波

パ
ル

ス
プ

ラ
ズ

マ
技

術
を

用
い

た
V

O
C

ガ
ス

低
減

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
9
年

9
月

1
7
日

特
願

2
0
0
9
-
2
1
6
2
7
5

出
願

済
排

気
ガ

ス
処

理
装

置
イ

マ
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
㈱

池
田

裕
二

、
金

子
仁

恵
、

川
島

元
樹

2
0
0
9
年

9
月

1
7
日

特
願

2
0
0
9
-
2
1
6
2
7
4

出
願

済
ガ

ス
処

理
装

置
お

よ
び

プ
ラ

ズ
マ

燃
焼

装
置

イ
マ

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

㈱
池

田
裕

二
、

三
宅

茂
夫

④
受

賞
実

績
受

賞
年

月
日

受
賞

内
容

2
0
0
8
年

1
2
月

1
2
日

マ
イ

ク
ロ

波
パ

ル
ス

プ
ラ

ズ
マ

技
術

を
用

い
た

Ｖ
Ｏ

Ｃ
ガ

ス
低

減

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

発
表

媒
体

第
2
9
回

真
空

展
V

A
C

U
U

M
2
0
0
7
技

術
発

表
会

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

（
N

E
D

O
主

催
）

エ
コ

ジ
ャ

パ
ン

カ
ッ

プ
2
0
0
8
,　

環
境

省
・
総

務
省

・
三

井
住

友
銀

行
・
環

境
ビ

ジ
ネ

ス
ウ

イ
メ

ン
主

催

発
表

者
池

田
裕

二

池
田

裕
二

池
田

裕
二

受
賞

者
受

賞
名

エ
コ

ジ
ャ

パ
ン

カ
ッ

プ
2
0
0
8
、

ビ
ジ

ネ
ス

部
門

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

オ
ー

プ
ン

Ｇ
Ｅ

特
別

審
査

員
賞

イ
マ

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

㈱
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Ａ
－

（
６

）
デ

ュ
ア

ル
メ

ン
ブ

レ
ン

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
ガ

ソ
リ

ン
ベ

ー
パ

ー
回

収
装

置
の

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

1
1
月

1
2
日

A
sy

m
m

e
tr

ic
 C

ar
bo

n
 M

o
le

c
u
la

r 
S
ie

ve
 M

e
m

br
an

e
s 

B
as

e
d

o
n
 P

o
ly

(p
h
e
n
yl

e
n
e
 o

xi
de

) 
fo

r 
G

as
 S

e
pa

ra
ti
o
n

2
0
0
6
年

1
1
月

2
2
日

ガ
ス

分
離

用
P

P
O

誘
導

体
中

空
糸

カ
ー

ボ
ン

膜
の

開
発

2
0
0
7
年

5
月

1
1
日

P
P

O
誘

導
体

カ
ー

ボ
ン

膜
の

脱
水

膜
と

し
て

の
応

用
2
0
0
7
年

1
1
月

1
4
日

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

作
製

と
ガ

ス
分

離
性

能
2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

デ
ュ

ア
ル

メ
ン

ブ
レ

ン
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

ガ
ソ

リ
ン

ベ
ー

パ
ー

回
収

装
置

の
開

発

2
0
0
8
年

3
月

6
日

カ
ー

ボ
ン

膜
を

用
い

た
高

効
率

気
体

分
離

技
術

の
開

発
2
0
0
8
年

5
月

向
流

型
チ

ュ
ー

ブ
ラ

ー
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
で

の
水

蒸
気

分
離

と
濃

度
分

極
2
0
0
8
年

5
月

1
6
日

P
P

O
カ

ー
ボ

ン
膜

を
用

い
た

混
合

ガ
ス

分
離

2
0
0
8
年

6
月

6
日

P
P

O
系

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

に
よ

る
気

体
分

離
技

術
の

開
発

2
0
0
8
年

7
月

1
7
日

P
re

pa
ra

ti
o
n
 a

n
d 

ga
s 

se
pa

ra
ti
o
n
 p

e
rf

o
rm

an
c
e
 o

f 
c
ar

bo
n

h
o
llo

w
 f
ib

e
r 

m
e
m

br
an

e
 m

o
du

le
2
0
0
8
年

8
月

1
9
日

W
at

e
r 

va
po

r 
pe

rm
e
at

io
n
 a

n
d 

de
h
yd

ra
ti
o
n
 p

e
rf

o
rm

an
c
e
s

o
f 
P

P
O

-
de

ri
ve

d 
c
ar

bo
n
 h

o
llo

w
 f
ib

e
r 

m
e
m

br
an

e
s

2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

単
管

ゼ
オ

ラ
イ

ト
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

除
湿

性
能

と
濃

度
分

極
の

解
析

2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

の
浸

透
気

化
分

離
特

性
2
0
0
8
年

1
1
月

1
4
日

二
種

膜
を

用
い

た
湿

り
ガ

ソ
リ

ン
蒸

気
か

ら
ド

ラ
イ

ガ
ソ

リ
ン

の
回

収

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

1
2
月

J
E
T
I, 

5
5
(1

4
),
 1

-
4

無
給

油
所

の
V

O
C

排
出

削
減

技
術

2
0
0
8
年

6
月

配
管

技
術

, 
5
0
(9

),
 2

1
-
2
4

無
自

動
車

給
油

時
の

V
O

C
排

出
削

減
技

術

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
原

谷
賢

治
、

本
橋

俊
明

発
表

媒
体

A
IC

h
E
 2

0
0
6
 A

n
n
u
al

 M
e
e
ti
n
g

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
6

日
本

膜
学

会
第

2
9
年

会

T
h
e
 1

0
th

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 C
o
n
fe

re
n
c
e
s

o
n
 I
n
o
rg

an
ic

 M
e
m

br
an

e
s

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

発
表

者
M

. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,K

 H
ar

ay
a

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
吉

宗
美

紀
、

藤
原

一
郎

、
原

谷
賢

治

原
谷

賢
治

、
吉

宗
美

紀
、

藤
原

一
郎

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
7

第
３

回
エ

コ
ケ

ミ
カ

ル
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
「
有

害
化

学
物

質
削

減
技

術
に

関
す

る
最

新
動

向
と

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

」

M
. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,I 

F
u
jiw

ar
a,

K
 H

ar
ay

a

本
橋

俊
明

、
原

谷
賢

治

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
原

谷
賢

治
、

吉
宗

美
紀

、
藤

原
一

郎
、

本
橋

俊
明

、
関

谷
勝

彦
、

田
中

明

原
谷

賢
治

、
本

橋
俊

明発
表

者

分
離

技
術

会
年

会
2
0
0
8

T
h
e
 2

0
0
8
 I
n
te

rn
at

io
n
al

 C
o
n
gr

e
ss

 o
n

M
e
m

br
an

e
s 

an
d 

M
e
m

br
an

e

日
本

膜
学

会
第

3
0
年

会

日
本

膜
学

会
第

3
0
年

会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
8

第
8
回

G
S
C

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
M

. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,K

 H
ar

ay
a

原
谷

賢
治

、
藤

原
一

郎
、

吉
宗

美
紀

原
谷

賢
治

、
吉

宗
美

紀

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治

成果要約集15



Ａ
－

（
６

）
デ

ュ
ア

ル
メ

ン
ブ

レ
ン

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
ガ

ソ
リ

ン
ベ

ー
パ

ー
回

収
装

置
の

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

1
月

1
7
日

特
願

2
0
0
7
-
0
0
7
6
8
8

公
開

有
機

蒸
気

回
収

シ
ス

テ
ム

及
び

有
機

蒸
気

の
回

収
方

法
原

谷
賢

治
、

藤
原

一
郎

、
須

田
洋

幸
、

吉
宗

美
紀

、
本

橋
俊

明
、

関
谷

勝
彦

、
清

水
誠

、
田

中
明

原
谷

賢
治

、
藤

原
一

郎
、

須
田

洋
幸

、
吉

宗
美

紀
、

本
橋

俊
明

、
関

谷
勝

彦
、

清
水

誠
、

田
中

明
2
0
0
7
年

8
月

2
日

特
願

2
0
0
7
-
2
0
1
8
6
5

公
開

中
空

糸
炭

素
膜

と
そ

の
製

造
方

法
吉

宗
美

紀
、

原
谷

賢
治

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
7
年

2
月

2
日

「
中

空
糸

カ
ー

ボ
ン

膜
を

活
用

し
た

高
効

率
な

新
ガ

ス
分

離
法

を
開

発
」

2
0
0
7
年

8
月

3
0
日

「
給

油
所

の
V

O
C

削
減

」
2
0
0
8
年

2
月

1
3
日

「
気

体
分

子
を

分
離

す
る

中
空

糸
炭

素
膜

の
開

発
」

－吉
宗

美
紀

発
表

者

－
N

an
o
 t

e
c
h
 2

0
0
8
 国

際
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
総

合
展

・
技

術
会

議

掲
載

媒
体

日
経

産
業

新
聞

化
学

工
業

日
報

成果要約集16



Ａ
－

（
７

）
含

塩
素

Ｖ
Ｏ

Ｃ
高

効
率

分
解

固
定

化
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
7
日

炭
素

含
有

酸
化

カ
ル

シ
ウ

ム
を

用
い

た
有

機
塩

素
化

合
物

の
分

解
固

定
化

反
応

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

含
塩

素
V

O
C

高
効

率
分

解
固

定
化

装
置

の
開

発
2
0
0
8
年

3
月

1
7
日

金
属

担
持

C
aO

触
媒

を
用

い
た

有
機

塩
素

化
合

物
の

分
解

固
定

化
反

応
2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

高
比

表
面

積
水

酸
化

カ
ル

シ
ウ

ム
を

用
い

た
T
C

E
分

解
固

定
化

反
応

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

2
月

2
0
日

特
願

2
0
0
7
-
0
3
9
4
6
1

公
開

含
ハ

ロ
ゲ

ン
有

機
化

合
物

の
分

解
固

定
化

反
応

器
、

固
定

化
反

応
装

置
及

び
そ

の
方

法
加

藤
守

孝
他

 1
1
名

加
藤

守
孝

他
 1

1
名

2
0
0
9
年

3
月

1
9
日

特
願

2
0
0
9
-
0
6
8
6
1
9

出
願

含
塩

素
揮

発
性

有
機

化
合

物
の

無
害

化
方

法
J
F
E
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
株

式
会

社
加

藤
守

孝
他

 6
名

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

な
し

。

浅
間

　
亮

太

発
表

媒
体

第
1
0
0
回

触
媒

討
論

会

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

化
学

工
学

会
第

７
３

年
会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

発
表

者
小

島
　

綾
一

小
島

　
綾

一
岡

田
　

正
弘

成果要約集17



（
Ｂ

）
イ

ン
プ

ラ
ン

ト
技

術
Ｂ

－
（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

1
2
月

1
8
日

A
 P

ra
c
ti
c
al

 S
yn

th
e
si

s 
fo

r 
F
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 b
y

S
e
le

c
ti
ve

 E
po

xi
da

ti
o
n
 o

f 
D

io
le

fi
n
s 

w
it
h
 A

qu
e
o
u
s

H
yd

ro
ge

n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
6
年

8
月

2
1
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
選

択
酸

化
技

術
開

発
2
0
0
6
年

1
0
月

6
日

過
酸

化
水

素
水

を
用

い
る

安
価

で
ク

リ
ー

ン
な

選
択

酸
化

技
術

2
0
0
6
年

1
0
月

2
5
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
環

境
調

和
型

酸
化

反
応

の
開

発
2
0
0
6
年

1
1
月

7
日

置
換

シ
ク

ロ
ヘ

キ
セ

ン
類

の
エ

ポ
キ

シ
化

反
応

の
立

体
選

択
性

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

1
1
月

7
日

過
酸

化
水

素
水

溶
液

を
酸

化
剤

と
す

る
ジ

オ
レ

フ
ィ

ン
類

の
選

択
的

モ
ノ

エ
ポ

キ
シ

化
反

応
の

開
発

2
0
0
6
年

1
1
月

1
6
日

新
規

二
官

能
性

エ
ポ

キ
シ

モ
ノ

マ
ー

の
開

発
と

そ
れ

を
用

い
た

熱
硬

化
性

樹
脂

2
0
0
6
年

1
2
月

1
日

過
酸

化
水

素
酸

化
 -

安
価

で
ク

リ
ー

ン
な

選
択

酸
化

技
術

-
2
0
0
7
年

2
月

2
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
酸

化
反

応
の

開
発

2
0
0
7
年

2
月

2
2
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
環

境
に

優
し

い
酸

化
反

応
の

開
発

ー
塩

素
化

合
物

を
使

わ
な

い
エ

ポ
キ

シ
ド

製
造

な
ど

ー

2
0
0
7
年

3
月

9
日

D
e
ve

lo
pm

e
n
t 

o
f 

N
o
ve

l 
B

if
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 a
n
d

T
h
e
rm

o
se

tt
in

g 
R

e
si

n
 m

ad
e
 f

ro
m

 T
h
e
m

2
0
0
7
年

3
月

9
日

A
 P

ra
c
ti
c
al

 S
yn

th
e
si

s 
fo

r 
F
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 b
y

S
e
le

c
ti
ve

 E
po

xi
da

ti
o
n
 o

f 
D

io
le

fi
n
s 

w
it
h
 A

qu
e
o
u
s

H
yd

ro
ge

n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
7
年

7
月

1
0
日

過
酸

化
水

素
酸

化
反

応
の

開
発

と
展

開
 －

「
社

会
へ

つ
な

が
る

有
機

合
成

」
を

目
指

し
て

－
2
0
0
7
年

8
月

3
0
日

G
re

e
n
 O

xi
da

ti
o
n
 w

it
h
 H

yd
ro

ge
n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
7
年

9
月

2
0
日

置
換

シ
ク

ロ
ヘ

キ
セ

ン
類

の
エ

ポ
キ

シ
化

反
応

選
択

性

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

7
月

1
0
日

環
境

管
理

，
4
2
,(
7
)，

2
1
(2

0
0
6
)

無
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

エ
ポ

キ
シ

樹
脂

を
用

い
た

ソ
ル

ダ
ー

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
2
0
0
7
年

6
月

1
5
日

フ
ァ

イ
ン

ケ
ミ

カ
ル

,3
6
,(
7
),

4
1
(2

0
0
7
)

無
過

酸
化

水
素

酸
化

反
応

を
利

用
し

た
機

能
性

モ
ノ

マ
ー

の
合

成
お

よ
び

絶
縁

性
樹

脂
の

開
発

第
1
0
0
回

触
媒

討
論

会
藤

田
 俊

雄
, 
小

林
有

二
, 
大

賀
 一

彦
, 
今

瀬
 達

1
st

 A
si

an
-
O

c
e
an

ia
n
 C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
G

re
e
n
 a

n
d 

S
u
st

ai
n
ab

le
 C

h
e
m

is
tr

y
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦
, 
小

林
 有

二
, 
内

田
博

第
4
0
回

有
機

金
属

若
手

の
会

佐
藤

 一
彦

P
IP

O
C

 2
0
0
7

佐
藤

 一
彦

1
st

 A
si

an
-
O

c
e
an

ia
n
 C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
G

re
e
n
 a

n
d 

S
u
st

ai
n
ab

le
 C

h
e
m

is
tr

y
坂

田
 優

子
, 
小

林
 有

二
, 
冨

田
 浩

幸
, 
内

田
 博

,
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦

第
1
5
回

ポ
リ

マ
ー

材
料

フ
ォ

ー
ラ

ム
坂

田
 優

子
, 
小

林
 有

二
, 
冨

田
 浩

幸
, 
内

田
 博

,
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦
プ

ロ
セ

ス
化

学
ラ

ウ
ン

ジ
 2

0
0
6

佐
藤

 一
彦

小
倉

合
成

工
業

講
演

会
佐

藤
 一

彦
エ

ポ
キ

シ
樹

脂
技

術
協

会
第

4
回

特
別

講
演

会
佐

藤
 一

彦

佐
藤

 一
彦

Ｇ
ＩＣ

講
演

会
佐

藤
 一

彦
第

3
9
回

酸
化

反
応

討
論

会
小

林
 有

二
, 
大

賀
一

彦
, 
藤

田
 俊

雄
, 
今

瀬
達

也
, 
渋

佐
 義

博
, 
内

田
 博

, 
大

越
 雅

典
, 
 清

水

発
表

媒
体

P
A

C
IF

C
E
H

M
2
0
0
5
第

8
4
春

季
年

会
(ポ

ス
タ

ー
発

表
)

M
as

an
o
ri
 O

h
ko

sh
i,M

as
ao

 S
h
im

iz
u
,K

az
u
h
ik

o
S
at

o

発
表

者

発
表

者
内

田
　

博
,佐

藤
一

彦
,島

田
広

道

内
田

　
博

第
３

７
回

触
媒

サ
マ

ー
セ

ミ
ナ

ー
佐

藤
 一

彦
C

R
E
S
T
環

境
ナ

ノ
触

媒
領

域
ワ

ー
ク

第
3
9
回

酸
化

反
応

討
論

会
大

越
 雅

典
, 
清

水
  

政
男

, 
佐

藤
 一

彦
, 
小

林
有

二
, 
内

田
博
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
5
年

3
月

4
日

特
願

2
0
0
5
-
0
6
1
4
2
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
熱

可
塑

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子

2
0
0
5
年

3
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
0
6
2
3
9
7
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

坂
田

　
優

子
，

内
田

博

2
0
0
5
年

4
月

6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
0
9
4
6
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
脂

環
骨

格
を

有
す

る
ポ

リ
カ

ー
ボ

ネ
ー

ト
ジ

オ
ー

ル
重

合
体

及
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
1
2
4
号

審
査

請
求

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
２

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
2
9
3
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
2
9
4
号

み
な

し
取

り
下

げ
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

お
よ

び
皮

膜
材

料
形

成
用

ペ
ー

ス
ト

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
5
年

7
月

4
日

特
願

2
0
0
5
-
1
9
4
8
2
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

1
0
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
2
9
5
2
7
4
号

審
査

請
求

無
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

お
よ

び
熱

硬
化

性
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

1
0
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
2
9
5
2
7
5
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

熱
硬

化
性

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

樹
脂

組
成

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

2
月

2
日

特
願

2
0
0
6
-
0
2
6
0
3
8
号

審
査

請
求

エ
ポ

キ
シ

基
含

有
重

合
体

お
よ

び
そ

の
製

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

3
月

2
日

9
5
1
0
7
0
4
5
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
及

び
こ

れ
を

用
い

た
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子

2
0
0
6
年

3
月

3
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
0
4
6
7
4
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
放

棄
）
,K

R
（
審

査
未

請
求

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
N

T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 T
H

E
R

M
O

S
E
T
T
IN

G
　

R
E
S
IN

 C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

 U
S
IN

G
T
H

E
 S

A
M

E
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

木
村

和
弥

，
坂

田
　

優
子

2
0
0
6
年

3
月

3
日

特
願

2
0
0
6
-
0
5
7
5
2
9
号

 
審

査
請

求
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

3
月

6
日

特
願

2
0
0
6
-
0
5
8
8
0
6
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
昭

和
電

工
株

式
会

社
坂

田
　

優
子

，
内

田
博

2
0
0
6
年

4
月

4
日

9
5
1
1
1
9
8
6
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

脂
環

骨
格

を
有

す
る

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

ジ
オ

ー
ル

重
合

体
及

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

4
月

5
日

特
願

2
0
0
6
-
1
0
3
8
5
9
号

審
査

請
求

脂
環

骨
格

を
有

す
る

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

ジ
オ

ー
ル

重
合

体
及

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

4
月

5
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
0
7
6
9
0
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
未

請
求

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

P
O

L
Y
M

E
R

 O
F
 P

O
L
Y
C

A
R

B
O

N
A

T
E
 D

IO
L
 H

A
V

IN
G

 A
N

A
L
IC

T
C

L
IC

 S
T
R

U
C

T
U

R
E
 A

N
D

 P
R

O
D

U
C

T
IO

N
P

R
O

C
E
S
S
 T

H
E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
6
-
1
3
6
8
2
6
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
、

熱
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
お

よ
び

そ
れ

ら
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
0
0
9
7
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
登

録
：

D
E
,F

R
,G

B
,IT

）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

P
R

O
D

U
C

T
IO

N
 P

R
O

C
E
S
S
 O

F
 B

IF
U

N
C

T
IO

N
A

L
 E

P
O

X
Y

M
O

N
O

M
E
R

 B
Y
 S

E
L
E
C

T
IV

E
 O

X
ID

A
T
IO

N
 O

F
 D

IO
L
E
F
IN

C
O

M
P

O
U

N
D

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
0
0
8
4
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
放

棄
）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
,

H
E
A

T
-
C

U
R

A
B

L
E
 R

E
S
IN

 C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

 A
N

D
 U

S
E
S

T
H

E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

9
5
1
1
7
3
4
5
号

（
台

湾
出

願
）

登
録

 Ｉ
3
0
7
6
9
5

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
２

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

9
5
1
1
7
4
0
3
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

無
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

、
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

お
よ

び
そ

れ
ら

の
用

途
昭

和
電

工
株

式
会

社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
8
日

特
願

2
0
0
6
-
1
3
8
5
1
0
号

持
分

放
棄

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
二

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

5
月

2
2
日

特
願

2
0
0
6
-
1
4
1
5
4
9
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
6
年

6
月

6
日

特
願

2
0
0
6
-
1
5
7
4
4
8
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
6
年

6
月

7
日

特
願

2
0
0
6
-
1
5
8
7
1
3
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

と
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

2
0
0
6
年

7
月

4
日

特
願

2
0
0
6
-
1
8
4
4
7
4
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

そ
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

7
月

4
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
3
6
4
3
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
係

属
中

、
分

割
）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 U
S
E
S
 T

H
E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

7
月

4
日

9
5
1
2
4
3
6
3
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

そ
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
6
年

8
月

1
5
日

特
願

2
0
0
6
-
2
2
1
6
4
8
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

2
0
0
6
年

9
月

1
2
日

特
願

2
0
0
6
-
2
4
7
0
7
1
号

審
査

請
求

無
新

規
熱

硬
化

性
重

合
液

及
び

そ
れ

を
用

い
た

熱
硬

化
性

樹
脂

昭
和

電
工

株
式

会
社

坂
田

　
優

子
，

冨
田

浩
幸

，
内

田
　

博

2
0
0
6
年

1
0
月

4
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
2
0
2
4
1
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
審

査
係

属
中

）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 H
E
A

T
-
C

U
R

A
B

L
E
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
 R

E
S
IN

C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
6
年

1
0
月

5
日

9
5
1
3
7
1
8
0
（
台

湾
出

願
）

未
審

査
請

求
（
近

日
審

査
請

求
予

定
）

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

熱
硬

化
性

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

組
成

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
0
1
5
号

審
査

請
求

無
新

規
な

ポ
リ

ス
チ

レ
ン

坦
持

ア
ン

モ
ニ

ウ
ム

塩
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
4
9
3
号

審
査

請
求

無
新

規
な

ア
ン

モ
ニ

ウ
ム

塩
含

有
ポ

リ
マ

ー
、

そ
の

製
造

方
法

お
よ

び
そ

れ
を

触
媒

に
用

い
た

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

成果要約集22



Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
6
4
1
号

審
査

請
求

ト
リ

オ
レ

フ
ィ

ン
化

合
物

の
選

択
的

酸
化

に
よ

る
多

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

　
一

彦
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
6
年

1
0
月

2
7
日

特
願

2
0
0
6
-
2
9
2
0
3
4
号

審
査

請
求

無
ポ

リ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

的
酸

化
に

よ
る

多
官

能
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

　
一

彦
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
6
年

1
1
月

1
5
日

特
願

2
0
0
6
-
3
0
9
4
2
1
号

審
査

請
求

無
新

規
二

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

大
賀

一
彦

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
7
年

2
月

7
日

特
願

2
0
0
7
-
0
2
7
9
6
4
号

未
審

査
請

求
(審

査
請

求
不

要
回

答
受

エ
ポ

キ
シ

基
と

オ
キ

セ
タ

ン
骨

格
を

有
す

る
エ

ス
テ

ル
化

合
物

の
製

造
方

法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

一
彦

，
小

林
有

二
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

2
1
日

9
6
1
1
7
9
6
5
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
7
年

5
月

2
1
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
0
5
6
6
号

各
国

移
行

（
Ｊ
Ｐ

（
審

査
請

求
）
,U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
7
年

5
月

2
8
日

特
願

2
0
0
7
-
1
4
0
8
3
4
号

未
審

査
請

求
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

と
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

信
利

，
藤

田
俊

雄
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

3
0
日

9
6
1
2
0
3
6
6
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
と

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田

成果要約集23



Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

5
月

3
0
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
1
3
9
8
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
C

o
m

m
u

n
ic

at
io

n
R

u
le

7
1
(3

)E
P

C
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

N
O

V
E
L
 E

P
O

X
Y
 C

O
M

P
O

U
N

D
S
 A

N
D

 P
R

O
C

E
S
S
 F

O
R

T
H

E
IR

 P
R

O
D

U
C

T
IO

N
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
1
4
5
4
3
8
号

未
審

査
請

求
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
お

よ
び

そ
の

硬
化

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
坂

田
優

子
，

内
田

博

2
0
0
7
年

8
月

1
3
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
6
0
6
1
号

各
国

移
行

（
Ｊ
Ｐ

（
未

審
査

請
求

）
,U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田
博

2
0
0
7
年

8
月

1
4
日

9
6
1
3
0
0
2
3
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田

2
0
0
8
年

2
月

2
8
日

特
願

2
0
0
8
-
0
4
8
1
0
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕

2
0
0
9
年

2
月

2
0
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
9
/
0
5
3
6
1
1

各
国

移
行

前
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕

2
0
0
9
年

2
月

2
5
日

9
8
1
0
5
9
8
5
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
④

受
賞

実
績

受
賞

年
月

日
受

賞
内

容
2
0
0
8
年

5
月

2
0
日

過
酸

化
水

素
に

よ
る

ク
リ

ー
ン

酸
化

技
術

を
基

盤
と

す
る

革
新

的
絶

縁
用

樹
脂

の
開

発

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
6
年

9
月

2
4
日

 電
気

絶
縁

性
と

柔
軟

性
を

両
立

さ
せ

た
絶

縁
用

樹
脂

を
開

発
－

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

製
品

の
小

型
軽

量
化

、
高

性
能

化
、

長
寿

命
化

に
貢

献
－

2
0
0
8
年

5
月

9
日

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

賞
発

表

受
賞

名
受

賞
者

日
本

経
済

新
聞

他
多

数
に

掲
載

プ
レ

ス
発

表
（
産

総
研

つ
く
ば

セ
ン

タ
ー

）

日
本

経
済

新
聞

他
多

数
に

掲
載

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

財
団

発
表

者

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

財
団

　
第

1
6
回

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

賞
佐

藤
　

一
彦

，
清

水
　

政
男

，
今

　
喜

裕
，

内
田

博
，

小
林

　
有

二

掲
載

媒
体

成果要約集25



Ｂ
－

（
２

）
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

1
月

2
7
日

V
O

C
排

出
抑

制
の

取
組

事
例

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

2
月

3
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
6
年

6
月

2
6
-
3
0
日

M
o
le

c
u
la

r 
D

e
si

gn
 o

f 
N

o
ve

l 
G

ra
ft

in
g 

P
o
ly

m
e
r　

fo
r

A
qu

e
o
u
s 

P
ig

m
e
n
t 

D
is

pe
rs

an
ts

2
0
0
6
年

9
月

5
-
6
日

ミ
ニ

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

重
合

法
に

よ
る

 疎
水

性
材

料
複

合
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
樹

脂
の

合
成

2
0
0
6
年

1
0
月

7
-
9
日

等
温

滴
定

熱
量

測
定

法
に

よ
る

会
合

性
高

分
子

の
研

究

2
0
0
6
年

1
1
月

1
8
日

等
温

滴
定

熱
量

測
定

法
に

よ
る

会
合

性
高

分
子

と
イ

オ
ン

性
界

面
活

性
剤

の
相

互
作

用
の

研
究

2
0
0
7
年

2
月

1
6
日

塗
装

製
品

の
V

O
C

削
減

技
術

-
低

V
O

C
塗

料
の

採
用

に
よ

る
V

O
C

削
減

-
2
0
0
7
年

7
月

2
0
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

8
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

2
6
-
2
8
日

革
新

的
水

性
塗

料
用

水
溶

性
グ

ラ
フ

ト
高

分
子

と
そ

の
等

温
滴

定
熱

量
測

定
2
0
0
8
年

1
2
月

1
1
-
1
3
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
9
年

3
月

3
0
日

ハ
イ

ソ
リ

ッ
ド

水
性

塗
料

（
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
）

産
業

構
造

審
議

会

第
8
回

G
S
C

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

ポ
ス

タ
ー

発
表 日

本
化

学
会

春
季

大
会

エ
コ

プ
ロ

ダ
ク

ツ
2
0
0
8

日
本

化
学

会
春

季
大

会
産

学
交

流
委

員
会

発
表

者
安

藤
研

司

青
木

啓

川
満

大
河

(東
京

理
科

大
）

川
満

大
河

、
厳

虎
、

久
司

美
登

、
桑

島
輝

昭
、

石
井

敬
三

、
戸

嶋
直

樹
安

藤
研

司

安
藤

研
司

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

平
成

1
8
年

度
技

術
セ

ミ
ナ

ー

高
分

子
講

演
会

発
表

媒
体

平
成

1
7
年

度
V

O
C

排
出

抑
制

推
進

セ
ミ

ナ
ー

第
1
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

C
o
at

in
gs

 S
c
ie

n
c
e
 I
n
te

rn
at

io
n
al

 2
0
0
6

色
材

研
究

発
表

会

第
4
2
回

熱
測

定
討

論
会

日
本

化
学

会
2
0
0
6
西

日
本

大
会

青
木

啓
青

木
啓

青
木

啓

石
井

敬
三

久
司

美
登

藤
村

有
喜

、
馬

越
淳

夫
、

　
上

田
栄

治
、

桑
島

輝
昭 川

満
大

河
、

厳
虎

、
久

司
美

登
、

桑
島

輝
昭

、
石

井
敬

三
、

戸
嶋

直
樹

青
木

啓
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Ｂ
－

（
２

）
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
②

発
表

論
文

発
表

年
月

日
発

表
媒

体
査

読
有

無
発

表
タ

イ
ト

ル
2
0
0
5
年

1
1
月

化
学

物
質

と
環

境
N

o
7
4
、

6
-

7
無

低
V

O
C

塗
料

の
開

発
に

向
け

た
取

り
組

み
と

課
題

2
0
0
6
年

V
O

C
排

出
抑

制
の

手
引

き
無

低
V

O
C

塗
料

の
研

究
開

発
動

向

2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

テ
ク

ノ
コ

ス
モ

ス
　

V
o
l．

2
0

無
水

性
塗

料
に

お
け

る
顔

料
分

散
剤

2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

テ
ク

ノ
コ

ス
モ

ス
　

V
o
l．

2
0

無
有

害
化

学
物

質
リ

ス
ク

削
減

基
盤

技
術

研
究

開
発

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

－
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
2
0
0
7
年

6
月

J
.c

o
llo

id
 a

n
d 

In
te

rf
ac

e
S
c
ie

n
c
e

有
C

o
lo

rm
e
tr

ic
 S

tu
dy

 I
n
te

ra
c
t 

o
f 

W
at

e
r-

S
o
lu

bl
e

C
o
po

ly
m

e
rs

 w
it
h
 I
o
n
ic

 S
u
rf

ac
ta

n
t

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

4
月

4
日

特
願

2
0
0
6
-
1
0
3
2
7
2

審
査

請
求

中
塗

装
物

の
製

造
装

置
及

び
塗

装
物

の
製

造
方

法
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
阿

久
津

顯
右

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
6
9

審
査

請
求

せ
ず

顔
料

分
散

型
水

性
塗

料
組

成
物

日
本

ペ
イ

ン
ト

（
株

）
久

司
美

登
，

上
田

栄
治

，
大

畑
正

敏
，

桑
島

輝
昭

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
4

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
上

田
栄

治
，

大
畑

正
敏

，
久

司
美

登
，

桑
島

輝
昭

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
2

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
三

上
滋

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
3

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
冨

田
理

会
，

浦
野

哲
2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
0

審
査

請
求

中
カ

ル
ボ

ジ
イ

ミ
ド

化
合

物
、

硬
化

剤
及

び
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
冨

田
理

会
，

浦
野

哲
2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
1

審
査

請
求

中
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
瀬

田
努

，
阿

部
洋

太
郎

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
2

審
査

請
求

中
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
瀬

田
努

，
阿

部
洋

太
郎

2
0
0
8
年

2
月

1
日

特
願

2
0
0
8
-
0
2
2
8
0
9

0
9
.1

0
頃

公
開

予
水

性
塗

料
組

成
物

日
本

ペ
イ

ン
ト

（
株

）
道

井
誠

, 
薮

下
千

聡
, 
藤

村
有

喜

石
井

敬
三

発
表

者

D
r.
H

u
 Y

an
(東

京
理

科
大

）

安
藤

研
司

久
司

美
登

石
井

敬
三

成果要約集27



Ｂ
－

（
２

）
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
④

受
賞

実
績

な
し

。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
5
年

7
月

1
3
日

低
V

O
C

化
の

塗
料

設
計

2
0
0
6
年

2
月

2
4
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

4
月

5
日

水
性

自
動

車
補

修
塗

料
シ

ス
テ

ム
-
環

境
法

規
制

と
補

修
現

場
の

取
り

組
み

の
必

要
性

2
0
0
7
年

8
月

1
1
日

塗
り

替
え

る
歴

史
　

日
本

ペ
イ

ン
ト

2
0
0
7
年

9
月

1
4
日

水
性

塗
料

　
有

機
溶

剤
を

大
幅

削
減

　
日

本
ペ

イ
ン

ト
　

含
有

率
３

－
４

％

ペ
イ

ン
ト

＆
コ

ー
テ

ィ
ン

グ
ジ

ャ
ー

ナ
ル

日
本

経
済

新
聞

塗
料

報
知

日
刊

工
業

新
聞

掲
載

媒
体

化
学

工
業

日
報

青
木

啓

安
藤

研
司

発
表

者
青

木
啓

安
藤

研
司

青
木

啓
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Ｂ
－

（
３

）
溶

剤
フ

リ
ー

塗
装

技
術

の
研

究
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

3
月

8
日

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

合
金

の
ポ

リ
尿

素
薄

膜
を

用
い

た
表

面
改

質
2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

S
yn

th
e
si

s 
o
f 
p
o
ly

u
re

a 
th

in
 f
ilm

s 
p
re

p
ar

e
d
 b

y　
c
h
e
m

ic
al

va
po

r 
de

po
si

ti
o
n
 p

o
ly

m
e
ri
za

ti
o
n

2
0
0
7
年

7
月

2
0
日

蒸
着

重
合

法
に

よ
る

ポ
リ

尿
素

薄
膜

の
作

製
と

防
蝕

効
果

2
0
0
7
年

9
月

7
日

蒸
着

重
合

法
に

よ
る

脂
環

族
・
脂

肪
族

ポ
リ

尿
素

薄
膜

の
作

製
2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

溶
剤

フ
リ

ー
塗

装
技

術
の

研
究

開
発

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
8
年

J
pn

. 
J
. 
A

pp
l.P

h
ys

. 
4
7

(2
0
0
8
) 

pp
. 
1
4
1
9
-
1
4
2
1

無
R

e
la

ti
o
n
sh

ip
 b

e
tw

e
e
n
 F

ilm
 D

e
po

si
ti
o
n
 R

at
e
 a

n
d 

E
xh

au
st

S
pe

e
d 

in
 A

lip
h
at

ic
 P

o
ly

u
re

a 
T
h
in

 F
ilm

　
P

re
pa

re
d 

by
V

ap
o
r 

D
e
po

si
ti
o
n
 P

o
ly

m
e
ri
za

ti
o
n

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

8
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
2
3
4
7
4
4
号

公
開

真
空

処
理

装
置

及
び

真
空

処
理

プ
ロ

セ
ス

シ
ル

バ
ー

精
工

株
式

会
社

高
橋

善
和

2
0
0
7
年

1
0
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
2
8
3
9
8
3
号

公
開

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

合
金

板
材

及
び

そ
の

塑
性

変
形

加
工

方
法

シ
ル

バ
ー

精
工

株
式

会
社

三
橋

学

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
7
年

8
月

1
6
日

―
未

来
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
動

く
－

2
0
0
7
年

9
月

1
8
日

V
O

C
出

さ
ず

防
さ

び
塗

装
2
0
0
7
年

1
1
月

号
 p

2
1

塗
り

替
わ

る
産

業
地

図

－ －S
h
in

ko
 M

ak
iy

am
a,

Y
o
sh

ik
az

u
 T

ak
ah

as
h
i

日
経

産
業

新
聞

「
山

陰
の

経
済

」掲
載

媒
体

表
面

技
術

協
会

第
1
1
5
回

講
演

大
会

4
th

 I
n
t.
 C

o
n
f.
 o

n
 M

o
le

c
. 
E
le

c
.

B
io

e
le

c
.

高
分

子
講

演
会

（
東

海
）

三
橋

学
、

高
谷

松
文

、
高

橋
善

和

発
表

者

高
橋

善
和

第
6
8
回

応
用

物
理

学
会

学
術

講
演

会
高

橋
善

和

発
表

者

S
h
in

ko
 M

ak
iy

am
a

牧
山

真
子

、
高

橋
善

和

－

発
表

者

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

日
経

産
業

新
聞

発
表

媒
体
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Ｂ
－

（
４

）
有

害
廃

棄
物

フ
リ

ー
高

効
率

エ
ス

テ
ル

合
成

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
8
年

8
月

4
-
8
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

ra
pi

d 
e
st

e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
c
ar

bo
xy

lic
ac

id
s 

an
d 

al
c
o
h
o
ls

 o
n
 s

o
lid

 a
c
id

2
0
0
8
年

9
月

1
6
-
2
0
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

R
ap

id
 E

st
e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
C

ar
bo

xy
lic

A
c
id

s 
w

it
h
 A

lc
o
h
o
ls

 b
y 

U
se

 o
f 

O
rg

an
ic

 S
o
lid

 A
c
id

C
at

al
ys

ts
2
0
0
8
年

9
月

1
7
-
1
9
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
ア

ミ
ノ

酸
類

の
ブ

チ
ル

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
8
年

1
1
月

1
7
-
1
8
日

新
規

ブ
レ

ン
シ

ュ
テ

ッ
ド

酸
触

媒
の

合
成

と
そ

の
利

用

2
0
0
9
年

3
月

2
7
-
3
0
日

新
規

な
ブ

レ
ン

ス
テ

ッ
ド

酸
触

媒
を

用
い

る
効

率
的

な
エ

ス
テ

ル
合

成

2
0
0
9
年

1
1
月

1
8
-
2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
ハ

ロ
ゲ

ン
化

カ
ル

ボ
ン

酸
の

高
速

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
9
年

1
1
月

1
8
-
2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
に

よ
る

ア
ミ

ノ
酸

の
高

効
率

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
9
年

1
1
月

9
-
1
3
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

ra
pi

d 
e
st

e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
am

in
o
 a

c
id

s
an

d 
al

c
o
h
o
ls

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
9

C
h
e
m

. 
L
e
tt

. 
3
8
, 
6
6
8

無
P

h
o
sp

h
o
ro

fl
u
o
ri
di

c
 A

c
id

-
c
at

al
yz

e
d 

C
o
n
de

n
sa

ti
o
n

R
e
ac

ti
o
n
 o

f 
C

ar
bo

xy
lic

 A
c
id

s 
w

it
h
 1

-
A

ry
la

lk
yl

 A
lc

o
h
o
ls

L
e
ad

in
g 

to
 E

st
e
rs

 u
n
de

r 
S
o
lv

e
n
t-

fr
e
e
 C

o
n
di

ti
o
n
s

発
表

媒
体

T
. 
M

u
ra

i, 
N

. 
T
an

ak
a,

 S
. 
H

ig
as

h
iji

m
a,

 H
.

M
iu

ra

発
表

者

K
az

u
h
ik

o
 T

ak
e
u
c
h
i,Y

u
ka

ri
 H

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

,
Y
u
ki

e
 M

o
ri
,T

ak
as

h
i 
N

ak
am

u
ra

,R
it
su

ko
N

ag
ah

at
a

発
表

者

森
由

紀
江

、
中

村
孝

志
、

古
賀

梨
乃

、
長

畑
律

子
、

竹
内

和
彦

Y
u
ki

e
 M

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

, 
Y
u
ka

ri
 A

be
,R

it
su

ko
N

ag
ah

at
a,

Y
o
ic

h
i 
T
ag

u
c
h
i,K

az
u
h
ik

o
T
ak

e
u
c
h
i

K
az

u
h
ik

o
 T

ak
e
u
c
h
i,Y

u
ka

ri
 H

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

,
Y
u
ki

e
 M

o
ri
,T

ak
as

h
i 
N

ak
am

u
ra

,R
it
su

ko
N

ag
ah

at
a

古
賀

梨
乃

、
中

村
孝

志
、

森
由

紀
江

、
長

畑
律

子
、

竹
内

和
彦

船
曳

一
正

、
米

田
拓

也
、

東
嶋

伸
治

、
鈴

木
真

吾
、

森
田

雅
之

、
三

浦
偉

俊
、

窪
田

裕
大

、
松

居
正

樹

G
lo

ba
l 
C

o
n
gr

e
ss

 o
n
 M

ic
ro

w
av

e
E
n
e
rg

y 
A

pp
lic

at
io

n
s 

G
C

M
E
A

 2
0
0
8
/

M
A

J
IC

 1
st

2
n
d
 E

U
C

H
E
M

S
 C

h
e
m

is
tr

y 
C

o
n
gr

e
ss

日
本

油
化

学
会

第
4
7
回

年
会

日
本

化
学

会
第

8
9
春

季
年

会

第
3
2
回

フ
ッ

素
化

学
討

論
会

田
口

洋
一

、
大

石
晃

広
、

飯
田

洋
、

　
田

口
和

宏
、

長
畑

律
子

、
竹

内
和

彦
船

曳
一

正
、

米
田

拓
也

、
東

嶋
伸

治
、

鈴
木

真
吾

、
森

田
雅

之
、

三
浦

偉
俊

、
窪

田
裕

大
、

松
居

正
樹

第
3
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

T
h
e
 1

1th
 In

te
rn

at
io

n
al

 K
yo

to
C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
 N

e
w

 A
sp

e
c
ts

 o
f

O
rg

an
ic

 C
h
e
m

is
tr

y

第
3
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム
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Ｂ
－

（
４

）
有

害
廃

棄
物

フ
リ

ー
高

効
率

エ
ス

テ
ル

合
成

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
8
年

2
月

6
日

特
願

2
0
0
8
-
0
2
6
3
8
9
号

出
願

フ
ィ

チ
ン

酸
を

有
効

成
分

と
す

る
脱

水
反

応
用

酸
触

媒
、

及
び

該
触

 媒
を

用
い

た
エ

ス
テ

ル
類

又
は

エ
ー

テ
ル

類
の

製
造

方
法

産
業

技
術

総
合

研
究

所
田

口
和

宏
、

廣
瀬

重
雄

、
竹

内
和

彦
、

田
口

洋
一

、
長

畑

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
8
年

5
月

2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
利

用
可

能
に

2
0
0
8
年

6
月

1
1
日

高
機

能
品

製
造

の
廃

棄
物

削
減

マ
イ

ク
ロ

波
を

使
っ

た
エ

ス
テ

ル
合

成
の

実
現

を
目

指
す

2
0
0
8
年

7
月

M
ak

in
g 

e
st

e
rs

 w
it
h
 m

ic
ro

w
av

e
s

2
0
0
9
年

9
月

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
を

利
用

し
た

工
業

的
化

学
プ

ロ
セ

ス
の

構
築

−
エ

ス
テ

ル
化

合
物

お
よ

び
ポ

リ
エ

ス
テ

ル
の

製
造

装
置

実
用

化
に

向
け

て
−

2
0
0
9
年

1
0
月

9
日

マ
イ

ク
ロ

波
利

用
技

術
を

確
立

～
廃

棄
物

低
減

へ
溶

剤
使

わ
ず

エ
ス

テ
ル

合
成

～
　

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
検

討
（
ブ

ロ
モ

酢
酸

エ
ス

テ
ル

）
、

触
媒

併
用

で
事

業
化

へ
（
ア

ミ
ノ

酸
エ

ス
テ

ル
）

化
学

工
業

日
報

－三
浦

　
偉

俊
 竹

内
　

和
彦

掲
載

媒
体

化
学

工
業

日
報

フ
ァ

イ
ン

ケ
ミ

カ
ル

3
8
(9

),
 p

p5
-
1
4

－ － －

発
表

者

C
H

E
M

IC
A

L
 E

N
G

IN
E
E
R

IN
G

化
学

工
業

日
報
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Ｂ
－

（
５

）
革

新
的

塗
装

装
置

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
5
日

高
圧

二
酸

化
炭

素
存

在
下

に
お

け
る

ジ
ア

ル
キ

ル
ケ

ト
ン

の
膨

張
率

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

二
酸

化
炭

素
塗

装
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

革
新

的
塗

装
装

置
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

1
9
日

酢
酸

エ
ス

テ
ル

お
よ

び
ケ

ト
ン

類
の

液
相

二
酸

化
炭

素
モ

ル
分

率
に

対
す

る
膨

張
率

の
考

察
2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

二
酸

化
炭

素
膨

張
液

体
の

溶
液

構
造

の
解

析

2
0
0
8
年

9
月

2
5
日

連
続

式
二

酸
化

炭
素

塗
装

装
置

の
開

発

2
0
0
8
年

9
月

2
5
日

二
酸

化
炭

素
塗

装
に

お
け

る
塗

膜
形

成
と

塗
膜

評
価

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

二
酸

化
炭

素
を

用
い

た
低

V
O

C
・
高

意
匠

性
塗

装
の

実
現

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
9
年

7
月

3
0
日

塗
装

工
学

, 
4
4
, 
2
3
0
-
2
3
7

有
高

圧
マ

イ
ク

ロ
混

合
器

を
用

い
た

二
酸

化
炭

素
塗

装
技

術
の

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
9
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
9
-
0
8
8
4
7
9
号

出
願

二
酸

化
炭

素
塗

装
方

法
及

び
そ

の
装

置
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
2
0
0
9
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
9
-
0
8
8
5
0
1
号

出
願

二
酸

化
炭

素
を

用
い

た
一

液
型

・
二

液
型

塗
料

の
塗

装
方

法
及

び
そ

の
装

置
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃

発
表

者

発
表

者

発
表

媒
体

化
学

工
学

会
第

3
9
回

秋
季

大
会

平
成

1
9
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

4
第

３
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
南

條
弘

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

早
坂

宜
晃

、
早

坂
裕

、
雪

下
勝

三
、

鈴
木

明
、

川
﨑

慎
一

朗
、

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
佐

藤
勲

征
、

千
代

窪
毅

相
澤

崇
史

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

化
学

工
学

会
第

7
3
年

会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅
、

宮
本

達
也

、
千

葉
亮

司
、

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
裕

、
早

坂
宜

晃
、

雪
下

勝
三

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
南

條
弘

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
雪

下
勝

三
、

早
坂

宜
晃

、
佐

藤
勲

征
、

千
代

窪
毅

平
成

2
0
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

3

鈴
木

明
、

川
﨑

慎
一

朗
、

相
澤

崇
史

、
小

野
實

信
、

早
坂

裕
、

雪
下

勝
三

、
早

坂
宜

晃
、

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅
、

中
塚

朝
夫
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Ｂ
－

（
５

）
革

新
的

塗
装

装
置

の
開

発
④

受
賞

実
績

受
賞

年
月

日
受

賞
内

容
2
0
0
9
年

7
月

1
6
日

有
害

化
学

物
質

フ
リ

ー
革

新
塗

装
プ

ロ
セ

ス
の

開
発

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
8
年

3
月

1
4
日

油
性

塗
装

　
有

機
溶

剤
不

要
に

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

C
O

2
使

い
ス

プ
レ

ー
塗

装
2
0
0
8
年

5
月

2
日

ク
ロ

ー
ズ

ア
ッ

プ
み

や
ぎ

2
0
0
8
年

5
月

2
5
日

ク
ロ

ー
ズ

ア
ッ

プ
み

や
ぎ

2
0
0
9
年

1
0
月

1
4
日

C
O

2
溶

媒
利

用
技

術
実

用
へ

～
車

載
・
携

帯
部

品
の

塗
装

～
V

O
C

排
出

大
幅

に
削

減
～

年
内

に
も

工
業

化
装

置

－ －

日
経

産
業

新
聞

1
面受
賞

名

化
学

工
業

日
報

－

発
表

者
－

化
学

工
業

日
報

1
0
面

受
賞

者
早

坂
裕

、
鈴

木
明

、
相

澤
崇

史
、

川
﨑

慎
一

朗
、

小
野

實
信

、
雪

下
勝

三
、

早
坂

宜
晃

、
中

塚
朝

夫
、

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅

－
宮

城
版

N
H

K
全

国
版

N
H

K

第
３

回
も

の
づ

く
り

日
本

大
賞

特
別

賞

掲
載

媒
体

成果要約集33



（
Ｃ

）
シ

ス
テ

ム
・
ソ

フ
ト

技
術

Ｃ
－

（
１

）
有

害
化

学
物

質
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

9
月

8
日

エ
レ

メ
ン

ト
フ

ロ
ー

解
析

に
よ

る
化

学
物

質
管

理
手

法
の

検
討

～
鉛

を
例

と
し

て
～

2
0
0
5
年

9
月

8
日

エ
レ

メ
ン

ト
フ

ロ
ー

解
析

に
よ

る
化

学
物

質
管

理
手

法
の

検
討

～
塩

素
を

例
と

し
て

～
2
0
0
7
年

1
0
月

-
2
0
0
8
年

3
月

（
計

3
回

）
V

O
C

排
出

削
減

ツ
ー

ル
の

紹
介

及
び

ツ
ー

ル
の

使
い

方

2
0
0
7
年

1
0
月

-
1
2
月

（
計

8
回

）
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
の

ご
紹

介

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

V
O

C
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
ご

紹
介

2
0
0
8
年

2
月

2
2
日

Ｖ
Ｏ

Ｃ
削

減
に

寄
与

す
る

Ｖ
Ｏ

Ｃ
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
と

利
用

法
2
0
0
8
年

7
月

-
2
0
0
8
年

8
月

（
計

3
回

）
V

O
C

排
出

削
減

ツ
ー

ル
の

紹
介

及
び

ツ
ー

ル
の

使
い

方

2
0
0
8
年

7
-
9
月

（
計

1
0

回
）

V
O

C
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
ご

紹
介

2
0
0
9
年

1
月

1
3
日

N
E
D

O
開

発
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

V
O

C
排

出
抑

制
ツ

ー
ル

の
紹

介
2
0
0
8
年

1
2
月

-
2
0
0
9
年

1
月

（
計

4
回

）
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
「
Ｖ

Ｏ
Ｃ

ナ
ビ

」
の

ご
紹

介

2
0
0
8
年

7
月

号
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
の

開
発

と
利

用
方

法

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

な
し

。

④
受

賞
実

績
な

し
。

三
菱

総
合

研
究

所
　

中
條

　
寛

み
ず

ほ
情

報
総

研
　

和
田

　
宇

生

環
境

科
学

会
2
0
0
5
年

会
（
一

般
講

演
）

N
E
D

O
技

術
開

発
機

構
:

2
0
0
7
年

度
3
回

　
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

東
京

都
主

催
「
V

O
C

対
策

普
及

啓
発

セ
ミ

ナ
ー

：
V

O
C

対
策

の
メ

リ
ッ

ト
教

え
ま

東
京

都
産

業
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
主

催
「
新

技
術

セ
ミ

ナ
ー

：
塗

装
製

品
の

Ｖ
Ｏ

Ｃ

（
社

）
産

業
環

境
管

理
協

会
主

催
「
V

O
C

自
主

的
取

組
普

及
セ

ミ
ナ

ー
」

発
表

媒
体

環
境

科
学

会
2
0
0
5
年

会
（
一

般
講

演
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

全
員

発
表

者
三

菱
総

合
研

究
所

　
中

條
　

寛

ダ
イ

ヤ
リ

サ
ー

チ
マ

ー
テ

ッ
ク

　
竹

下
　

宗
一

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

全
員

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治
愛

知
県

主
催

「
V

O
C

排
出

抑
制

講
習

会
」

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

N
E
D

O
技

術
開

発
機

構
:

2
0
0
8
年

度
3
回

　
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

神
奈

川
県

公
害

防
止

推
進

協
議

会
主

催
「
V

O
C

対
策

講
演

会
」

関
東

経
済

産
業

局
・
（
社

）
産

業
環

境
管

理
協

会
主

催
「
平

成
2
0
年

度
V

O
C

セ
ミ

塗
装

技
術

の
特

集
「
環

境
対

応
技

術
に

お
け

る
最

新
動

向
を

探
る

」

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

渕
上

　
智

子
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Ｃ
－

（
１

）
有

害
化

学
物

質
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
⑤

新
聞

発
表

等
掲

載
年

月
日

掲
載

題
目

2
0
0
7
年

1
月

3
0
日

揮
発

性
物

質
削

減
 ソ

フ
ト

で
支

援
2
0
0
8
年

1
2
月

5
日

V
O

C
排

出
抑

制
対

策
 自

主
的

取
り

組
み

役
割

大
き

い
　

目
標

値
達

成
の

鍵
握

る

日
経

産
業

新
聞

1
面

日
刊

工
業

新
聞

掲
載

媒
体

発
表

者

－－
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